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３．研究開発領域 

３.１ モデリング区分 

３.１.１ 先端的数理モデリング 

（１）研究開発領域名 

先端的数理モデリング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会の諸現象・諸問題を理解・解決するための基礎となる数理モデリング技術の開

発 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

データ計測技術や計算機の性能が大幅に向上したため、従来は扱うことが困難だった

実社会の諸現象・諸問題を数理的手法によって理解したり解決したりすることが可能に

なってきている。先端的数理モデリングの目標は、物理法則のような支配原理・法則が

明確でない対象に対しても、観測データや経験則に基づいて本質的な構造を抽出し数理

モデル化する方法論を確立することである。一般的には、対象の性質や仕組みにふさわ

しい数理モデルの枠組みや表現を用いて現象を数学的に記述し、モデルパラメータ等の

詳細を実データから決定することで、現象をよく表す数理モデルが構築できる。現象の

本質を見事にとらえた数理モデルの例として、1920 年代に提案された感染症伝播におけ

る個体数変動を記述するケルマック・マッケンドリックモデルや、1950 年代に提案され

た神経細胞における活動電位の振る舞いを記述するホジキン・ハクスレー方程式などが

挙げられる。いずれも現象論的モデルではあるが、モデル変数が物理的意味を持ち、実

験・観測データの再現性が良いため、現在でも広く用いられている。このように、既存

の数学を異分野へ一方的に応用するのではなく、実現象や実問題を深く観察して必要十

分な数学的定式化を行うことで、現象の普遍的理解と実問題の解決が可能となる。さら

に、個別研究を通じて蓄積された新しい数理モデリング手法を体系化することにより、

より広い分野に応用できる技術となる。先端的数理モデリングは、数理工学や複雑系科

学の根幹となる技術であり、今後様々な分野で観測可能なデータ量がさらに増えていく

ことを考えれば、他分野の最先端科学と融合してその適用範囲はますます広がっていく

と予想される。 

現実のシステムの多様性が明らかになるにつれ、従来の単一事象のモデリングを超え

て、新しいモデルクラスが体系化され、応用範囲が拡大してきている。以下にいくつか

の例を挙げる。 

 

・ネットワークモデル：複数のシステムが互いに相互作用するようなシステムの記述に

適しており、インターネット、電力ネットワーク、生体ネットワーク、経済ネットワ

ークなどの数理モデリングに用いられている。ネットワークモデルの構築には、ネッ

トワーク構造、ネットワーク要素の振る舞い、要素間の相互作用などの複数の側面を
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それぞれモデリングすることが必要となる。 

・マルチスケールモデル：時空間的に異なるスケールのサブシステムが階層を構成する

ような複合システムの記述に適している。例えば、全球気候モデルは、各スケールの

数理モデルを階層間相互作用によって結合させたものである。階層構造は、気象以外

にも、生態システム、ナノシステム材料、社会構造など、実世界に多く見られる。 

・メゾスコピックモデル：ミクロとマクロの中間レベルを記述するもので、正確ではあ

るが詳細すぎるミクロモデルと簡便ではあるが粗いマクロモデルの問題点を解消でき

る可能性がある。ミクロモデルとマクロモデルの研究がそれぞれ異なる分野で独立に

発展していることも多く、目的に応じて双方の長所を取り込むことが可能である。 

・マルチフィジックスモデル：異質な物理現象が複雑に絡み合って構成されるようなシ

ステムの記述に適している。複数の物理モデルを組み合わせてシステム全体の統合的

なシミュレーションを行うことを目的としており、物質科学や生体科学において広く

活用されている。 

・ハイブリッド（力学系）モデル：異なる力学系が相互作用するシステムの記述に用い

られ、連続変数と離散変数が混在している。例えば、スイッチを含む電子回路、パル

ス情報伝達を有する神経系、間欠的投薬下の病状変化のモデリングなどに用いられて

いる。 

 

数理モデリングはあらゆる分野で行われているが、主に数理○○学や理論○○学と呼ばれ

る学問領域で活発に行われている。これらの領域における数理モデル研究は多くの場合、

欧米がリードしており、日本やアジアを含む諸外国はそれに追随しているのが現状であ

る。個別事象というよりは、数理モデリング手法を体系的に扱う研究分野としては、数

理工学、応用数学、数理科学などがある。米国では、応用数理学会（SIAM）が国際ジ

ャーナルの刊行や国際会議の開催を通じて、世界における諸産業に役立つ数理的研究を

リードしている。欧州では、ヨーロッパ数学会（EMS）、英国の応用数学研究所（IMA）、

ドイツ応用数学会（GAMM）、フランス応用数学会（SMAI）などが、ヨーロッパ連合

内の数学の産業応用に関する研究機関のネットワーキングを強化している。わが国でも、

日本応用数理学会や電子情報通信学会基礎・境界ソサイエティなどが実社会に役立つ数

理モデル研究に力を入れている。さらに、数理工学に関する教育・研究機関は増加傾向

であり、2013 年に明治大学の総合数理学部現象数理学科が開設され、2015 年には武蔵

野大学の工学部数理工学科が開設予定である。また、以前の本研究開発領域の研究動向

調査を受けて、2014 年度から JST 戦略的創造推進事業 CREST「現代の数理科学と連携

するモデリング手法の構築」およびさきがけ「社会的課題の解決に向けた数学と諸分野

の協働」が開始される。中国では、中国科学院が 2010 年に数学と分野横断科学に関す

る国立センターを設置し 1)、また中国応用数理学会が主導して 2015 年の応用数理国際

会議（ICIAM）を北京で開催するなど 2)、今後大きく成長する可能性がある。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

・生物医学においてはゲノム情報等のハイスループットデータが蓄積され、脳科学にお

いては多計測脳波データが得られるようになり、地理情報学においてはリアルタイム

の交通・輸送情報データが計測可能になってきている。このような時空間情報を含む

データから、システムの本質を抽出し数理モデリングを行う技術を確立することが課

題となっている。現在ではシステムをブラックボックスとして扱わざるをえないため、

機械学習などの手法が多用されているが、将来的には現象の理解に役立つ物理的に意

味のある数理モデルの構築が期待される。 

・個人情報を含むデータが計測されるようになり、遺伝子診断や消費行動予測に関わる

数理モデリングが課題となっている。数理モデルが個人に影響を与えるビジネスに役

立てられるようになったとき、数理モデルの信頼性を専門家でなくても分かるような

説明が必要になる場面が出てくると予想され、そのような基準の開発が求められる。

また、個人情報保護の観点も、今後の数理モデリング研究には必要となるだろう。 

・実現象や実社会に役立つ数理モデルを構築するには、現実性を高めるための詳細化と

理論的洞察を得るための簡略化・一般化を行う必要があり、実験・開発研究者と理論

研究者との間の連携が不可欠である。また、現実の諸問題を扱うためには、既存の数

学モデルの枠組みを超えて、異なる数学分野の技法を融合したり全く新しい手法を開

発したりする必要があることが多く、異なる数理モデリング技術に携わる理論研究者

間の連携も重要だと考えられる。このような研究者間の連携の重要性は、わが国でも

最近になってようやく広く認識されてきているが、欧米には遅れをとっている。その

ような連携を強化するための工夫が求められる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・感染症に関する数理的研究の重要性が高まっている。米国の NIH と NSF は、感染症

伝播の予測モデルとその支配原理の発見の開発プログラムにファンドを配分してい

る 3)。日本では、2014 年に感染症数理モデルの教育研究コンソーシアムが立ち上げら

れた 4)。 

・人間行動の数理モデリングが注目されている。携帯電話やインターネット上のソーシ

ャルメディアを通じて、人の移動・情報伝達データが大量に取得できるようになりつ

つある。これらのデータ解析を通じて、ヒトの消費行動、情報拡散、意見・文化形成、

流行現象、一極集中現象、ミームなどの社会科学的現象が、数理モデリングの対象と

なりつつある 5)。 

・JST と NSF は共同で、2014 年から「ビッグデータと災害」に関する日本－米国の共

同研究支援を行う予定である 6)。予算総額は 2 億円。本プログラムの二本柱の１つは、

スマートフォン等のデバイスによって収集された個人や集団の行動に関するビッグデ

ータの分析により、災害及び災害対策のモデルを構築することである。 

・数学や基礎科学の振興を行っているサイモンズ財団は、2015 年から生体システムの

実 験および数理モデルの融合プロジェクトへの助成を開始する 7)。予算総額は 2.4 億

円程度。 
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・米国のブレイン・イニシアチブに対して巨額の予算が投じられているが、そのテーマ

の一部として、脳の数理モデリングとデータ解析が含まれている 8)。 

 

（６）キーワード 

数理工学、数理科学、応用数学、ネットワークモデル、マルチスケールモデル、メゾ

スコピックモデル、ハイブリッドモデル、データ駆動型モデル 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・1950年代に設置された東大工学部計数工学科を筆頭として、各大学
の数理工学や数理科学を専門とする学部、大学院、研究所が設置さ
れ、工学や実社会に必要な数理モデリングおよび解析技術が体系化
されてきており、世界的に高いレベルを保っている。 

・2013年度まで約5年間、内閣府合原最先端数理モデルプロジェクト
が行われ、国内外の数学、物理学、工学、計算機科学、複雑系科学
などの専門家の相互交流の活発化に貢献した 9)。 

・感染症数理モデルの実用化に向けた教育・研究コンソーシアムが
2014年度に発足し、サマースクールや研究集会を実施している 4)。 

・JST戦略的創造研究推進事業CREST「現代の数理科学と連携するモ
デリング手法の構築」および、さきがけ「社会的課題の解決に向け
た数学と諸分野の協働」が2014年度に発足し、社会における支配原
理・法則が明確でない諸現象を数学的に記述・解明するモデルの構
築を目指す。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・人の消費行動と社会行動の相関分析に基づいて、消費予測や広告戦
略等に役立つ数理モデルの開発が行われており、ビジネスへの応用
が試みられている10)。 

・地震等の災害の予測や対策立案に応用できる数理モデル研究に注
目が集まっている。 

・CellDesignerという生物学的パスウェイのシミュレーションソフ
トが開発されている11)。 

産業化 ○ ↗ 

・ネット広告の投資効果予測に数理モデルを活用し、広告予算の削減
を実現しようとする取り組みが企業でも行われるようになってき
ている12)。 

・九州大学マス・フォア・インダストリ研究所では数学と諸産業の共
同研究を精力的に推進している。 

・科学技術試験研究委託事業「数学・数理科学と諸科学・産業との協
働によるイノベーション創出のための研究促進プログラム」におい
て、さまざまな産業分野の数理モデル研究に関する研究会が行われ
ている。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・サイモンズ財団は、2015年より生体システムの実験と数理モデルを
融合したプロジェクトへの助成を開始する7)。 

・オバマ大統領のBRAINイニシアチブ中間報告において、NIHは本研
究領域に対して2014年に40億円の研究費を投じることを期待、その
重点領域の一つとして、数理モデリング、統計学、計算論などと脳
実験の融合を掲げている8)。 

・スマートフォンやソーシャルメディアのデータから、人の社会行
動、消費行動、コミュニケーション、文化の発達などの数理モデル
を構築する研究が活発に行われている。 

・NSFやNIHが癌研究に多くの予算を投じており、医療応用を目指し
た腫瘍成長の数理モデリングが広く行われている。 

・システム生物学をベースとした、遺伝子・タンパク質ネットワーク
および細胞・免疫系の数理モデリングが盛んに行われている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・力学系モデルを解析するフリーソフトウェアAUTOが普及してい
る。 

・企業の研究所や海軍などでも最先端の数理モデル技術を用いたア
ルゴリズムの開発やシミュレータの開発が盛んに行われている。  
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産業化 ◎ ↗ 

・多くのIT企業、製造業、金融機関などで数理モデルが開発されソフ
トウェア等の形で実用化されている。 

・Mathwork社の商用ソフトウェアMatlabは世界的に科学技術計算
に広く用いられ、信号処理システム等のモデリングに便利な
Simulinkというツールを備えている。 

・Wolfram社の商用ソフトウェアMathematicaは世界的に普及して
いる数式処理システムである。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・ヨーロッパ数学会、英国応用数学研究所、ドイツ応用数理学会、フ
ランス応用数学会などが、ヨーロッパ連合内の応用数学や産業数学
に関する研究所の連携を進めており、最先端の数理モデリング研究
が見られる13)。 

・英国は数理生物学のレベルが高く、生態系、感染症、がんなどの数
理モデル研究が精力的に行われている。 

・ドイツ・フランス・イタリアのグループの連携により、新しいセン
シング技術で得られる大量の人の接触データから感染症や人の行
動パターンの数理モデリングが研究されている14)。 

・英国やドイツでは細胞やその遺伝子制御ネットワークのシステム
バイオロジー研究のプロジェクトが推進されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・ドイツでは自然エネルギー導入に熱心で、エネルギー問題に対する

理論研究者の関心も高く、数理モデリングに注目が集まっている。 

産業化 ◎ ↗ 

・ライブラリのパーツを組み合わせることで、製品製造プロセスのモ
デリングとシミュレーションを行うことのできるオブジェクト指
向のモデリング言語Modelicaが開発され、自動車会社等の産業界で
利用されている15)。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・中国科学院は「数学と分野横断科学に関する国立センター」
（NCMIS）を設置して、数理モデリングと諸科学との連携を強化
している1)。 

・中国応用数理学会は、2015年の国際応用数理学会（ICIAM）を北京
で開催するなど、存在感を示しつつある2)。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
・計算知能分野に研究人口が多く、例えば生物模倣コンピューティン

グなど、数理モデルの応用を行う人材が育っている。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

韓国 

基礎研究  △ → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

応用研究・
開発 

× → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

（註1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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（８）引用資料 

 1) National Center for Mathematics and Interdisciplinary Sciences, CAS 

http://english.ncmis.cas.cn/ 

 2) The 8th international Congress on Industrial and Applied Mathematics (ICIAM 2015)  

http://www.iciam2015.cn/ 

 3) NIH, Ecology and Evolution of Infectious Diseases Program 

http://www.fic.nih.gov/Programs/Pages/ecology-infectious-diseases.aspx 

 4) Infectious Disease Modelling Consortium 

https://sites.google.com/site/modelinfection/ 

 5) NIH, Modeling Social Behavior Program 

http://grants.nih.gov/grants/guide/pa-files/PAR-13-374.html 

 6) Japanese-US Joint Research “Big Data and Disaster Research”  

http://www.jst.go.jp/sicp/call_joint_nsf_bdd.pdf 

 7) SIMONS Foundation, Targeted Grants in the Mathematical Modeling of Living 

Systems 

 http://www.simonsfoundation.org/funding/funding-opportunities/mathematics-physical

-sciences/targeted-grants-in-the-mathematical-modeling-of-living-systems/ 

 8) NIH, BRAIN Initiative Interim Report 

http://acd.od.nih.gov/presentations/BRAIN-Interim-Report-Presentation.pdf 

 9) 内閣府 FIRST 合原最先端数理モデルプロジェクト 

http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/ 

10) ヒット現象の数理モデル 

http://www.excite.co.jp/News/economy_clm/20130522/President_9436.html  

11) CellDesigner.  http://www.celldesigner.org/ 

12) Nikkei BP net, リクルート、広告効果予測に「状態空間モデル」を採用しコスト削減 

http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20140530/560444/  

13) European Consortium for Mathematics in Industry.  http://www.ecmi-indmath.org/ 

14) SocioPatterns.  http://www.sociopatterns.org/ 

15) Modelica.  https://www.modelica.org/ 

  

http://english.ncmis.cas.cn/
http://www.iciam2015.cn/
http://www.fic.nih.gov/Programs/Pages/ecology-infectious-diseases.aspx
https://sites.google.com/site/modelinfection/
http://grants.nih.gov/grants/guide/pa-files/PAR-13-374.html
http://www.jst.go.jp/sicp/call_joint_nsf_bdd.pdf
http://www.simonsfoundation.org/funding/funding-opportunities/mathematics-physical-sciences/targeted-grants-in-the-mathematical-modeling-of-living-systems/
http://www.simonsfoundation.org/funding/funding-opportunities/mathematics-physical-sciences/targeted-grants-in-the-mathematical-modeling-of-living-systems/
http://acd.od.nih.gov/presentations/BRAIN-Interim-Report-Presentation.pdf
http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/
http://www.excite.co.jp/News/economy_clm/20130522/President_9436.html
http://www.celldesigner.org/
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20140530/560444/
http://www.ecmi-indmath.org/
http://www.sociopatterns.org/
https://www.modelica.org/
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３.１.２ 先端的統計モデリング 

（１）研究開発領域名 

先端的統計モデリング 

 

（２）研究開発領域の概略 

モデリング専門家の支援の下、広範な領域で利用されている高度統計モデリングの統

合的活用を専門家僅少のわが国でも実現し、一挙に海外との格差を解消するために統計

モデリングの非専門家である研究者・産業界と統計モデル高度利活用のインターフェー

スたり得る知識基盤システムを創生する。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と内外の動向 

【標準的統計手法活用から現象にフィットした統計モデル利用へのパラダイムシフト】 

データに基づく帰納的推論に依拠する、予測・意思決定は、理工学、社会科学、政策・

企業の経営マネジメントの至るところで用いられる横断的方法となっている。1980 年代

前半までは、国内外ともに正規線形モデル（重回帰モデル・分散分析モデル）あるいは

その延長線上にある重み付線形モデルに基づく、標準的手法を諸学術分野ないしは産業

界が利用するということが主流であった。諸学術の専門家ないしは産業界が、関心のあ

る現象を自在にモデル化するということは国内外ともに稀であった。第二次大戦後この

時期までは、わが国産業界における正規線形モデルの効果的適用については、統計的品

質管理、品質改善に資する産業界向け標準教程の産学協業での確立と、それを基にした

先進企業独自の社内教育活動が活発であった。その意味で、概ね 1990 年代前半まで、

わが国モノづくり系企業の統計的手法活用は世界の最先端を走っていた。 

しかし、1980 年代以降、計算環境の急進展に伴い非線形最適化が容易に実現できる時

代を迎え、統計モデルはこれまでの線形計算に依拠した線形モデル当てはめから、最尤

法に基づく現象に即した柔軟なモデル当てはめに移行した。以下で述べるように 1970

年代から、統計科学、とくに計量経済学、計量生物学、計量心理学の主流は標準的統計

的手法の開発ではなく、現象の柔軟かつ効率的なモデル化に急傾斜していた。  

【モデルの知を支える米国統計ソフトウェアとその独占的体制とフリーソフトウェア R

の勃興】 

柔軟かつ広範な統計モデルの知を諸学術・産業界への展開を加速したのが、1980 年代

後半からの SAS、SPSS、S-plus（前身の S 言語は Princeton 大学 John Tukey が ATT

ベル研究所で 1970 年代に開発、1984 年にベル研究所から S システム、1988 年に S 言

語が発表）などの米国で開発された商用統計・計量ソフトウェアの急成長である。 

これに対して、1980 年代以降、TIMSAC（統計数理研究所）、JUSE STATWORKS

（商用ソフトウェア、日本科学技術連盟）、TPOS（社内ソフトウェア、トヨタ）、NISAN

（九州大学）など、わが国独自の統計モデリングのためのソフトウェア開発が行われ、

産業界でも活用されてきた事実はある。ただ、わが国開発の統計ソフトウェアは、米国

の 3 大商用国際的ソフトウェアに比して、その規模、機能、適用領域は限定的である。 

2000 年以降、この商用ソフトウェアに急速に食い込んだのが世界の統計科学者がボラ

ンタリーに S 言語をフリーソフトウェア化した R 言語である。今や、純粋に実装されて
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いる統計モデリングのためのライブラリ数では、R は商用ソフトウェアを凌駕しており、

日本国内にも急速に普及している。 

【我が国モデルの知を支える専門家層の欠如】 

今日、SAS などの電話帳数冊分の規模のマニュアルに網羅された統計モデルの統合的

理解が可能な専門家は僅少というよりは皆無と言わざるを得ない。一方、この種の統計

モデリングの統合的理解は、米国、英連邦諸国では通常の大学に設置されている統計学

科・生物統計学科の修士課程修了生程度の専門家層が具有している。米国政府は、統計

的方法を用いて社会・学術課題解決に当たる、職業統計家の総数は米国内で 2012 年 5

月現在 27,600 名、その 17％が連邦政府、金融保険業 12％、教育関係 11％、地方政府 9％）

である。2012 年から 2022 年に至る職業統計家の増加率は、連邦政府は 27％と推定し

ている(http://www.bls.gov/ooh/Math/Statisticians.htm)。一方、わが国には、統計モデ

ル専門家育成の基盤としての統計学科、生物統計学科は存在しないし、政府統計でこの

種の数理系専門職としての統計家がカウントされているという事実すらない。  

【我が国の当該研究領域での先行研究】 

1990 年代、慶應義塾大学理工学部数理科学科柴田里程教授と渋谷政昭教授が、Shibata 

and Sibuya において、Data and Description 研究というデータとその分析に用いられ

ているモデルとを統合的に記述する方法論を世界に先駆けて提案した 1)。この方法論は、

今日のクラウド環境でこそ適用すべき、知識ベースへの情報蓄積基盤まで進展したが、

国際標準的影響力を持たなかった。しかし、わが国統計モデル専門家欠如の中で、統計

モデルに関わる知の統合的理解と再利用を加速する大きなテーマの一つとして注目でき

る。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

【統計モデルの発展に追いつかない我が国の応用】 

1980 年代までの重回帰分析に代表される標準的統計的方法適用時代までは、わが国の

産業界・学術界は統計モデル専門職の助力なくしても、十分な国際競争力を有していた。

しかし、柔軟な統計モデルの当てはめが主流となった現在、一部の学術分野を除いて、

先進諸国が 1970 年代以降開発してきた次に示すような統計モデルへの学術界・産業界

の応用ないしは浸透は全く不十分である。 

実際、日本以外では先端的統計モデルについても、理論的論文よりは諸分野への適用

研究論文の方が多い。一方、日本はいまだに 20 世紀初頭に開発された統計的方法の適

用論文が多くある。しかし、海外応用統計研究論文では、既に重回帰分析や因子分析の

ように 20 世紀初頭に開発された標準的統計的方法の適用率が学術論文レベルでは著し

く小さくなっている。 

 

【統計モデル発展に関する俯瞰】 

統計モデルを独自に開発する研究者群は、米国・英国が圧倒している。しかし、わが

国でも、時系列モデル、空間時系列モデルなどで、幾つかの理論的貢献が認められる。

しかし、わが国の多くの学術界、産業界でのモデル適用は、先に述べた統計ソフトウェ

アの機能を上回ることはない。以下では、1970 年代以降の統計モデル発展の方向を次の

ように分類する。 

http://www.bls.gov/ooh/Math/Statisticians.htm
http://www.bls.gov/ooh/Math/Statisticians.htm
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・変動を記述する情報の多様性拡張 

Nelder and Wedderburn2)の一般化線形モデル（GLIM, Generalized Linear Model）

に代表される、被予測変数として、質的変量、順位変量、多項選択変量など様々なタイ

プの変量の変動について記述するモデルの開発が挙げられる。GLIM に関しては、国内

外で医学・生物学領域でのリスク分析適用が社会制度として義務付けられた。我が国で

も、生物統計学専門家育成が、医学系大学院レベルで繰り広げられ、他分野に比べると

諸外国に対する遅延状況は小さい。 

一方、GLIM に関わる統計モデルは、計量経済学分野でも質的選択問題として独自に

発展し、2000 年にシカゴ大の D. McFadden がノーベル経済学賞を受賞し、その方法は

我が国マーケティング・サイエンス分野でも応用されている。質的選択問題に対しては、

スタンフォード大学経済学科の雨宮健名誉教授など海外日本人の貢献も大きい。なお、

McFadden の理論 3)は計量生物学分野では、英国の Cox の比例ハザードモデル体系 4)と

数理的には同等であることも知られている。Cox の比例ハザードモデルは、提案当初か

らスタンフォード大学の心臓移植患者の余命解析といった医学分野での応用活動が開始

され、わが国でも 1980 年代には、愛知県がんセンターの中里博昭ら全国がんセンター

研究者らが組織した「ガン生存時間研究会」を起点に医学分野での普及利用が進展して

いる。今日、Cox の文献の引用数は、累積ではなく年次ごとに増大している。  

 

・系統的変動記述方法の柔軟化 

上で述べた比例ハザードモデルは、生存時間データ分析における瞬間死亡率関数（故

障率関数）をノンパラメトリック表現した代表的モデリングであるが、GLIM 以降、系

統的要因効果に特定の関数形を仮定しないノンパラメトリックないしはセミパラメトリ

ックモデリングの開発が多数行われた。その代表的なものがベル研究所データ解析学派

の Hastie and Tibshirani が 中 心 と な っ て 開 発 し た 、 一 般 化 加 法 モ デ ル

(GAM,Generalized Additive Model)である 5)。この方法自体は、局所平滑化技法やスプ

ライン関数で回帰関数を表現する一連のモデルと考えることができる。一般化加法モデ

ルに独立変数（説明変数）ベクトルの回転を加えた射影追跡回帰モデルは、現在最も柔

軟に多変数回帰関数を表現できる方法論の一つであり、ニューラルネットワークやサポ

ートベクターマシーンなど機械学習的方法ともモデル上密接な関係がある。既に、欧米

ではこの種のノンパラメトリックモデリングは環境科学分野で日常的に使われているが、

わが国では、農業環境分野、一部金融リスク分析分野を除いてほとんど系統的利用が行

われていない。ただし、農林水産省の竹沢邦夫氏のノンパラメトリック回帰に関する専

門書は、英訳もされている 6)。 

 

・時空間の動的モデル 

時系列モデルについては、Box and Jenkins の ARIMA モデル 7)提案以降、統計科学

と制御工学との境界領域、経済時系列分析分野などで多くのモデル提案がなされてきた。

また、時系列のみならず空間変動をも記述するモデルが近年数多く提案されてきており、

空間点過程モデルなどはその代表的なモデルである。時系列モデルについては、わが国

は比較的多数の理論研究者を輩出している。特に、統計数理研究所の赤池弘次から北川

源四郎らに受け継がれた非定常・非ガウスの状態空間モデリングは、多変量時系列モデ
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リングへの柔軟な拡張を可能とし、その貢献は世界的にも顕著である 8)。おおよそ、特

に、Durbin and Koopman らの欧州グループと共に世界の先端を走ってきた 9)。 

応用空間点過程モデルにおいても統計地震学分野の余震予測モデルで尾形良彦らの

ETAS モデルで国際水準を抜く研究が行われてきた 10)。一方、経済時系列など政策科学

分野への高度時系列モデル応用については、Durbin らは英国でシートベルト着用の政

策効果の検証を含めて十分な成果を挙げている。わが国経済・金融政策部局は、これま

で ARIMA モデル周辺のモデル利用が中心であったが、近年は東京大学経済学部の国友

直人教授らによる高度な計量モデルに基づく貢献もある。 

金融時系列モデルについては、期待値のみならず分散(Volatility)についての時系列モ

デリングがとしての ARCH, GARCH モデルが米国の計量経済学者 Engle(1982)ら 11)に

よって開始され 2003 年のノーベル経済学賞を受賞している。この分野はわが国でも金

融業界が参入している状況もあり、産業界への展開自体は欧米に僅かに遅れる程度であ

る。さらに、近年では、数理ファイナンス分野で最尤法の枠組みでは反復解も構成でき

ない確率過程のモデルないしは Stochastic Volatility モデルの検討が盛んになってい

る 12)。この分野では、東京大学の吉田朋広教授などが国際的な水準の理論・応用研究を

展開するとともに、R 言語による先端理論利用環境整備にも貢献している 13)。 

 

・同時方程式モデル・グラフィカルモデル・構造方程式モデル 

正規線形モデルは、変動を記述する変量が単一の、単一方程式モデルであるが、歴史

的には多くの変量間の因果関係を記述する計量経済学分野での同時方程式モデル、計量

心理学分野での Path Model が、それぞれ 2 段階最小二乗法や重回帰分析の反復など線

形計算の範囲内で当てはめられてきた。Joereskog による LISREL14)以降、これら因果

モデルも、最尤推定に基づく柔軟なモデルに変貌し、因子モデル由来の潜在変量を導入

した線形潜在構造モデル（SEM、Structural Equation Model）に変貌し、現在に至っ

ている。また、観測変量間の関係性を Dempster の共分散選択を用いて探索的に明らか

にする Graphical Model も類似モデルとして 1990 年代以降発展している。わが国は、

東京工業大学宮川雅巳教授が日本品質管理学会を中心に活動し、1990 年代後半以降

(株) リコーの廣野元久氏らが独自のソフトウェア GGM、LGM を開発し、Graphical 

Model を産業界で活用する動きも活発となった 15)。 

これに対して、構造方程式モデルは SPSS 社の AMOS や Stanford 大学の Bentler が

開発した EQS など柔軟な構造方程式モデルを直観的な操作で実現するソフトウェア普

及の影響で、計量心理学のみならず経営学分野や産業界でも広まった。特に、わが国は

米国につぎ、AMOS ユーザー数は世界第 2 位である。共分散構造モデルの我が国での急

速な普及には、早稲田大学文学部の豊田秀樹教授や大阪大学基礎工学部の狩野裕教授、

産業界では(株)日経リサーチの鈴木督久取締役などが貢献した。また、離散潜在変数に

基づく、潜在クラスモデル(Latent Class Model)もマーケティング分野での利用が盛ん

になっている 16)。このモデルは時系列モデルと結合すると Regime Switch Model や

Hidden Markov Model と呼ばれる State Space Model の一部のクラスないしは階層ベ

イズモデルを形成し、その種の応用はわが国でも経済学、理工学分野で徐々に広まって

いる。 
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・Stochastic Frontier Model 

従来の計量モデルが確率変数の期待値ないしは分散などの記述を目的にしていたのに

たいし、計量経済学分野での確率的フロンティアモデルや工学分野の極値モデルのよう

に、変量の最大値・最小値といった極値や分位点などを予測するモデルの応用が活発化

している。同様の目的に資する数理的方法としては OR 分野でも包絡線分析（DEA）が

提案されている 17)。 

 

（５）最近注目動向 

・モデルに基づく推論形式の Bayes 推論への変化とそれに伴うモデルの変革 

ベイズモデルは、これまでのモデルの発展とは若干異なる軸でとらえられる。Zellner

や Box に代表される事前分布をモデラーが想定し、モデラーの事前知識を共役事前分布

や無情報事前分布で表現し、データとの統合を図るのが古典的英国派 Bayes モデリン

グである。今日注目されているのは、単にパラメータが分布に従うというモデルを積極

的に利用しようとする Numerical Bayes Model（古典的には変量モデル、経験ベイズモ

デル、赤池 Bayes モデルなど）である。 

いずれにせよ、Bayes 型モデルは、計算量を要する MCMC 法などモンテカルロシミ

ュレーションに基づく事後分布計算が一般研究者でも可能になった 1990 年代以降から

活用が開始された。現在最尤推定量に基づくモデリングを 30 年ぶりに Bayes 型モデル

に切り替える時期に来ており、わが国の計量モデル応用ないしは統計教育も見直しの時

期に入ったと言えよう。 

たとえば、Graphical Model や因果モデルの Bayes Model としての Bayesian Net モ

デルなどは、非ベイズ的な Graphical Model より国内外の適用研究例は多い。また、産

業技術総合研究所の本村陽一氏の Bayonet のように独自の有力なソフトウェア開発も

進んでいる。AMOS などの共分散構造モデリングのソフトウェアも既にベイズモデルへ

の対応を完了している。 

 

（６）キーワード 

Bayes Model, Generalized Linear Models, Graphical Model, Latent Class Model, 

Non-Parametric Model, State Space Model, Stochastic Frontier Model, Structural 

Equation Model 
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（７）国際比較 

（本表では、国は研究の主たる所在地を示し、必ずしも研究者の国籍を表象しない。）  

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 × → ・モデル自体の基礎研究は時系列、空間点過程など特定の分野 

応用研究・
開発 

△ → 
・先端的なモデルの応用研究は、医学、金融、一部理工学など限定的、

特に産業応用については、裾野は広いが水準のかさ上げが必要 

産業化 × ↘ 
・1980年代の計量モデル産業利用全盛の時代からは、モノづくり産業

では後退が続いている。医薬、金融分野では国際的水準とそん色は
少ない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ ・多くのモデリングで世界をリード 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・応用研究も活発 

産業化 ○ ↗ ・高度計量モデルの利用の広がりは限定的 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ ・米国につぐ基礎研究 

応用研究・
開発 

○ → 
 

産業化 △ → ・政策科学などでの活用はあるが、産業化の利用は限定的 

中国 
・ 

韓国 

基礎研究  ○ ↗ ・欧米と類似の研究体制整備、米国に多くのモデル開発者が進出 

応用研究・
開発 

△ ↗ ・欧米と類似の研究・コンサルテーション体制整備  

産業化 △ → ・産業界への適用状況については不明 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.１.３ 行動のモデリングとソフトコンピューティング 

（１）研究開発領域名 

行動のモデリングとソフトコンピューティング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

従来の精密かつ正確に解析・設計する計算様式である「ハードコンピューティング」

に対して、ソフトコンピューティングは、対象の挙動を大局的にとらえ、情報の不正確

さをある程度認めて、人間の言葉に含まれる曖昧さや主観性を積極的に導入する。ソフ

トコンピューティングは、人間主体のシステムの構築及び計算技術の開発を行おうとす

る新しい知識情報処理パラダイムとして、人間の不確かな行動のモデリングと密接な関

係がある。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) ソフトコンピューティングの詳説 

人間と複雑大規模化する環境との相互作用によってダイナミックに変化するオープン

型システムにおいては、システムを構成する人間・社会の複雑さや不確かさの考慮が重

要となる。行動の不確かさをモデル化する方法論としては、これまでに意思決定論や経

済学の分野において、確率論がその中心的な役割を果たしてきた。確率分布がわかって

いる場合のリスク下の意思決定については、von Neumann と Morgenstern を経て、

Savage によって完成された期待効用理論、そして Kahneman と Tversky のプロスペク

ト理論へと発展してきた。また、ナイトやケインズらによって、確率分布が確定されて

いない不確実性下の意思決定についての研究もなされている。 

一方で、人間は日々の行動や判断において、数値や数式ではなく、経験的で直感的な

表現を用いた情報処理を行っている。人間の行動には様々な不確かさが関係しており、

例えば、「明日の東京の平均気温」という未来に起こる事象の不確かさや、「明日～す

るつもりだ」という人間の意思の不確かさなどがある。ここで、生起事象や人間の意思

の不確かさは、事象や人間の行動の“観測”によって不確かさは消失することになる。し

かし、人間が日常使う言葉に含まれる曖昧さや主観的な曖昧さ、例えば「背が高い」と

いう言葉に含まれる不確かさは観測によって消失することはない。したがって、人間の

言葉や主観に含まれる不確かさを適切にモデル化するための方法論が重要となってくる。 

このような背景において、この「背が高い」などの人間の言葉や判断の曖昧さや生物

の環境適応性などに基づいた柔らかなモデリング及び計算を行おうとするのがソフトコ

ンピューティング 1)である。ソフトコンピューティングは、1991 年にカリフォルニア大

学バークレー校の Zadeh 教授が設立した BISC(Berkeley Initiative in Soft Computing)

という産学協同プログラムから始まった。ソフトコンピューティングという言葉は、従

来の精密かつ正確に解析・設計する計算様式である「ハードコンピューティング  (hard 

computing)」とは対照的な意味で名づけられ、取り扱いやすさ  (tractability)、頑健性 

(robustness)、低コスト (low cost) を達成するために、 対象の挙動を大局的にとらえ

て、対象に関わる情報の不正確さをある程度認めることで、コストを抑えると同時にロ

バスト性を保証し、従来の科学が排除してきた人間の主観性も積極的に導入することで、

人間主体のシステム構築と計算手法の開発を行おうとする新しい知識情報処理パラダイ
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ムである。 

ソフトコンピューティングに含まれる主な分野としては、ファジィ理論、ニューラル

ネットワーク、確率推論（ベイジアンネットワーク 2）等）進化的計算（遺伝的アルゴリ

ズム等）、群知能（粒子群最適化等）、カオス理論などがある。ただし、ソフトコンピ

ューティングという言葉は単にその要素技術や計算を意味するのではない。システム科

学技術が「部分と全体の関係」に最も関心事があるのと同様に、ソフトコンピューティ

ングは、人間とコンピュータとの橋渡し、言葉の意味と実体との橋渡し、論理世界と実

世界との橋渡しなど、記号論理と数値情報との橋渡しの役目を重要視する。この意味で、

システム科学技術とソフトコンピューティングの親和性は非常に高い。 

(3-2) ソフトコンピューティングの国内外動向 

ソフトコンピューティングの起源は、カリフォルニア大学バークレー校の Zadeh 教授

が 1965 年にファジィ理論 3)を提案したことに始まる。米国で提唱されたファジィ理論

は、長い間、母国で注目されることは無かった。1974 年にロンドン大学の Mamdani

教授がファジィ推論を蒸気エンジンの自動運転に取り入れ、1980 年には、デンマークの

セメント会社がファジィ制御自動運転システムを開発し、世界初の産業化となる。しか

し、その後は目立った実用化は見られず、ソフトコンピューティングの根幹となるファ

ジィ理論が花開いたのは、米国でも欧州でもなく、日本である。1979 年から 1987 年に

かけて開発された日立製作所による仙台市営地下鉄の自動運転システムは最も有名な産

業への応用として知られる。その後、1990 年に松下電器のファジィ制御洗濯機など、数

多くの家電製品へ組み込まれ、その年の日本流行語大賞が「ファジー」となっている。

その後、下火になったが、現在もカメラのオートフォーカスや自動車の自動変速器（AT）

など身近な場所に使われている。国内では、筑波大学がソフトコンピューティング学域

を設けており、総合的にソフトコンピューティングを学ぶことができる。また、東京工

業大学、九州工業大学、大阪府立大学などがこの研究領域で多くの優れた研究者を輩出

している。近年は、建築・土木の分野では研究部会が新たに設置されるなど、ファジィ

理論も含めてソフトコンピューティングに対する意識が学会レベルでも高まっている。

また、平成 15 年度より、文部科学省の科学研究費補助金において、「感性情報学・ソ

フトコンピューティング」の細目が設定されている。 

ソフトコンピューティングの前身となるファジィ関連の学術団体については、1984

年に IFSA（国際ファジィ学会）が設立され、国内では 1989 年に日本ファジィ学会（後

に日本知能情報ファジィ学会と改称）が設立されている。米国では、1992 年には第 1

回 Fuzz-IEEE 国際会議が米国サンディエゴで開催され、以後、これまでに毎年に 1 回、

世界の様々な国で開催され、現在に至っている。 

ソフトコンピューティングの起源となったのは、前述のとおり、1991 年に Zadeh 教

授によって米国で設立された BISC である。ソフトコンピューティングのほぼ同義語と

して計算知能（computational intelligence）があり、米国電気電子学会（IEEE）の中

で、Computational Intelligence Society(CIS)は学会の中でも最も活発な分科会の一つ

である。また、別の分科会である IEEE System, Man and Cybernetics Society(SMC)

では、ソフトコンピューティングの研究部会が設立されている。欧州では、2006 年に、

スペインで European Center for Soft Computing (ECSC)というソフトコンピューティ
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ングの研究所が設立された。フランスの Dubois 教授らが可能性理論 4)の発展に寄与し

ており、元々、欧州はソフトコンピューティングの研究者の層が厚い。中国では、近年、

不確かさに関する研究論文数が急速に伸びており、水資源問題や大気汚染問題に対して、

ファジィ確率計画を応用しようとする研究が精力的に行われている。また、清華大学の

Liu 教授は世界に先駆けて、不確実性研究所を立ち上げており、精力的な研究活動を行

っている。韓国では 2000 年頃から毎年、ISIS 国際会議を開催し、2 年に一度、日本知

能情報ファジィ学会と合同で、SCIS & ISIS 国際会議を開催している。近年は、インド

や台湾などアジアにおけるソフトコンピューティングの研究論文は急速に増えており、

今後、ベトナムやインドネシアなどの東南アジア諸国の研究者の参入も益々増えると考

えられる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

(4-1) 科学技術的課題 

ソフトコンピューティングの歴史はまだ浅く、現時点では、ソフトコンピューティン

グにおける個々の要素技術やそのハイブリッド技術の開発に重点がおかれていると言え

る。要素技術として、急速に発展しているのは、ニューラルネットワークと進化的計算、

そして不確かな行動を扱う要素技術としてのベイジアンネットワークである。しかし、

ソフトコンピューティングは、学問的に統一的な体系化はなされていない。オープン型

システムに遍在する不良定義あるいは不良構造の問題解決のためには、実際の問題解決

のための体系化と普遍性の強化が重要な課題であると言える。特に、十分なデータや情

報がない場合、事象の確率が明確に与えられない場合、また、事象そのものが曖昧な場

合において、人間の行動の不確かさを表現するモデリングの方法論は十分ではない。

2011 年 3 月の福島第一原発事故や 2012 年 5 月に発生した JP Morgan の巨額の評価損

など、確率的リスク解析の限界があることは明らかであるが、ファジィ理論をはじめと

するソフトコンピューティングがこのような問題解決に貢献できているとは現時点では

言えない。ベイズ決定とファジィ決定 5)を繋ぐ理論が必要である。 

個別の重要課題としては、ファジィ集合のメンバシップ関数の同定法がある。1980

年代、90 年代に国内で一世を風靡したファジィブームでは、ファジィ制御が応用された。

ファジィ制御の場合には、メンバシップ関数に含まれるパラメータを学習によって同定

すればよいが、言語や評価における曖昧さをファジィ集合で表す場合には、メンバシッ

プ関数の同定は極めて重要になる。 

(4-2) 政策的課題 

ソフトコンピューティングの目指すところは、個別の要素技術の発展だけではなく、

対象を大局的にとらえたモデリングや情報処理・問題解決を行う点にある。人間の行動

や判断の不確かさを適切にモデル化するためには、分野横断的な研究が重要となるが、

現時点では、知識の交流も十部に行われていない。西洋ではアリストテレス以来、2000

年以上にわたり論理的に考える長い歴史がある一方で、東洋では「論理」という言葉自

体が元々無く、日本では明治時代に logic の訳語として作られている。過去に日本はフ

ァジィ理論の基礎・応用研究だけでなく、産業化でも確実に世界をリードし、また、ニ

ューラルネットワークの基礎研究でも優秀な研究者を輩出してきた。「行動の不確かさ」
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が益々重要になりつつある現代において、ソフトコンピューティングの分野における日

本独自の研究を発展させるためにも、「行動の不確かさ」に関係する様々な分野の研究

者・実務家が集い、お互いに積極的に意見を交換し、理論と応用研究を発展させるよう

な分野横断的な組織や研究プロジェクトが必要である。その過程で、現場からのニーズ

を収集・調査し、シーズとのすり合わせと同時に、これまでに無い応用・産業化に繋が

る新しい基礎研究を戦略的かつ段階的に行っていくことが課題である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

要素技術としては、ニューラルネットワークと進化的計算の発展が目覚ましい。ニュ

ーラルネットワークから発展した深層学習（Deep Learning）6)は、画像、音声、言語処

理などに関する数々のコンペティションで優勝する性能を示しており、Google がインタ

ーネットの画像から人の顔や猫の概念を自動的に学習するシステム構築を行うなど、産

業化に向けて注目度は高い。深層学習の源流となったのは「ネオコグニトロン」を考案

した元大阪大学教授の福島邦彦氏（現ファジィシステム研究所）であり、1980 年代は日

本がニューラルネットワークの基礎研究分野で世界をリードしていた。また、進化的計

算の一つである遺伝的アルゴリズムは、近年、重要な要素技術としての地位を確立して

いる。基礎研究では、2009 年に巡回セールスマン問題の最も有名な問題の一つである

Mona Lisa TSP(10 万都市)で現徳島大学の永田裕一氏が大規模ベンチマーク問題で世界

一のパフォーマンスを出している 7)。これは行動の不確かさのモデリングに直結する研

究成果ではないが、ソフトコンピューティングの分野における日本の研究者の高いポテ

ンシャルを示唆する成果である。 

行動の不確かさについては、近年、人間の知覚、認知、感情、意思決定などの心的機

構の解明に向けて、ソフトコンピューティングを活用し、人間の神経科学との融合研究

が行われている。1980 年代にファジィ理論の提唱者である Zadeh 教授は「Computing 

with words」8)として、言葉（単語）に基づく情報処理手法を提唱した。このコンセプ

トを拡張し、2000 年から 2005 年まで、理化学研究所脳科学総合研究センターでは、フ

ァジィ理論の分野で菅野積分 9)を提案した菅野道夫氏がリーダーとなり、コンピュータ

が日常言語を使って情報を処理する「日常言語コンピューティング」の研究が行われた。

また、早稲田大学意思決定研究所においては、社会心理学の分野において、曖昧さと意

思決定に関する研究が行われ、同時に、神経科学との関連性が議論されており 10)、注目

される。 

また、哲学では曖昧さは「ソライティーズ・パラドックス（the Sorites Paradox）」

とも関連して、重要な問題として認識され、確率論と曖昧さの研究も進んでいる 11)。ソ

ライティーズ・パラドックスとは、砂山から砂を一粒ずつ除いていったときに、どこま

でが砂山で、どこからが砂山では無いのか、というような曖昧さに関わる問題である。  

2013 年 11 月に統計数理研究所で開催されたワークショップ「行動と現象との不確か

さを巡って」では、統計学、OR、ソフトコンピューティング、法学など様々な分野の研

究者及び実務家が交流し、活発な議論が行われている。国内のソフトコンピューティン

グの研究分野における分野横断的な研究及び研究者間の交流として、今後の発展が注目

される。 
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（６）キーワード 

人間主体、扱いやすさ、頑健性、低コスト、曖昧性、大局性、主観性、ファジィ理論、

進化的計算、ニューラルネットワーク、ベイジアンネットワーク 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・行動の不確かさのモデリングについては、ベイジアンネットワーク
に関する基礎的研究が産業技術研究所によって進められている。評
価の不確かさについては、日本知能情報ファジィ学会の評価問題研
究会を中心に、地道な基礎研究がなされている。進化的計算では、
IEEE国際会議におけるコンペティションで最優秀賞を受賞するな
ど、研究レベルは高い。 

応用研究・
開発 

△ → 

・建築学会、土木学会ではソフトコンピューティングに関する研究部
会が設立されている。要素技術として、進化的計算の応用研究はか
なり進んでいると言えるが12)、行動の不確かさに関する応用につい
ては、建築土木分野への適用やベイジアンネットワーク以外にはあ
まり進んでいるとは言えない。 

産業化 △ → 

・行動の不確かさを扱ったソフトコンピューティング技術の産業化
は進んでいない。要素技術としての進化的計算に基づく最適化は産
業化が進んでいる。また、ファジィ測度（非加法的測度）の実用化
も見られ、今後の発展が期待される。 

米国 

基礎研究  ○ → 

・1991年にBISCが設立されてから、Zadeh教授を中心にソフトコン
ピューティングの研究が進んできた。IEEE CISでは、３つの学術
雑誌、IEEE Transaction on Neural Networks, IEEE Transaction 
on Fuzzy Systems, IEEE Transaction on Evolutionary 
Computation を発行しており、質の高い論文が掲載されている。
機械学習に関連した要素技術の基礎研究はレベルが高い。 

応用研究・
開発 

○ → 

・ソフトコンピューティングの起源になったBISCは元々、産学共同プ
ログラムとして始まっており、応用や産業化への意識は高い。要素
技術に関しても、産業化への橋渡しをする応用研究が数多くなされ
ている。 

産業化 ○ → 

・ベンチャー企業が最新の要素技術を使って産業化を進めるという
文化的な土壌がある。 Google や Facebook が深層学習（ Deep 
Learning） などの要素技術を使って、新しい人工知能やビッグデ
ータ解析の研究を精力的に進め、産業化を図っている。 

欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

・2006年にスペインでECSC（ヨーロッパソフトコンピューティング
研究所）が設立されている。元々、欧州では、ファジィ理論、進化
的計算、ベイジアンネットワークなど、ソフトコンピューティング
の要素技術において、レベルの高い研究が行われている。 

応用研究・
開発 

○ → 
・ベイジアンネットワークのソフトウェア開発は欧州が最も進んで

いると言える。 

産業化 △ → ・一部で産業化は進んでいるが、十分ではない。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・近年、ソフトコンピューティングに対する関心は高まっており、論
文数の伸びは著しい。一部には独創性の高い研究も見られる。IEEE
の学術雑誌のEditorやAssociate Editorを務める研究者が増えてき
ている。 

応用研究・
開発 

△ → ・環境問題への応用に関する論文が増えてきている。 

産業化 × → ・産業界への適応状況については不明 

韓国 

基礎研究  △ → 
・毎年、ISIS国際会議を韓国国内で開催し、2年に一度、日本知能情

報ファジィ学会と合同でSCIS & ISISを開催している。 

応用研究・
開発 

△ → ・進化的計算の応用研究は徐々に進んでいる。 

産業化 × → ・産業界への適応状況については不明 
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（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）引用資料 

 1) Zadeh, L.A., Fuzzy logic, neural networks, and soft computing," Communication of the 

ACM, 1994, vol. 37, no. 3, p. 77-84. 

 2) 本村陽一，岩崎 弘利，ベイジアンネットワーク技術 ユーザー・顧客のモデル化と不確実

性推論，東京電機大学出版局, 2006.  

 3) Zadeh, L.A.: Fuzzy sets, Information and Control, 1965, vol.8, no. 3, p. 338-353. 

 4) Dubois, D. and Prade, H.: Possibility theory: Qualitative and quantitative aspects, 

Handbook of Defeasible Reasoning and Uncertainty Management, 1998, vol. 1, 

p. 169-226. 

 5) Bellman, R.E. and Zadeh, L.A.: Decision-making in a fuzzy environment, Management 

Science, 1970, vol. 17, p. 141-164. 

 6) Hinton, G. E., Osindero, S., and Teh, Y.-W.: A fast learning algorithm for deep belief 

nets, Neural Computation, 2006, vol. 18, no. 7, p. 1527-1554. 

 7) Cook, W.: In pursuit of the traveling salesman: mathematics at the limits of 

computation, Princeton University Press, 2012 （ウィリアム・J・クック著 ; 松浦俊輔

訳, 驚きの数学 巡回セールスマン問題, 青土社, 2013） 

 8) Zadeh, L.A.: Fuzzy logic = computing with words, IEEE Transactions on Fuzzy Systems, 

1996, vol. 4, no. 2, p.  103-111. 

 9) Sugeno, M.: Theory of fuzzy integrals and its applications, Ph. D. Dissertation, Insti -

tute of Technology, Tokyo, Japan, 1974. 

10)  竹村和久，大久保重孝，曖昧さと意思決定，知能と情報 : 日本知能情報ファジィ学会誌，

2010, vol. 22, no.4, 419-426. 

11) 一ノ瀬 正樹, 確率と曖昧性の哲学,  岩波書店, 2011. 

12) ソフトコンピューティングの新展開とその産業応用 , 電気学会, 2009.   
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３.１.４ エージェント・ベース・シミュレーション 

（１）研究開発領域名 

エージェント・ベース・シミュレーション 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

マルチエージェントモデルを利用して社会のマクロ現象とミクロ現象の関連を解明す

る研究 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

エージェントとは、感覚器を使って環境を知覚して、それに基づいて何かしらの処理

をして意思決定を行い、効果器を通して行動する主体として定義される。これは、環境

を観測して得られた情報に基づき行動する処理系であると言える。それをマルチエージ

ェントという形で、拡張していったときにどんなことができるかという視点で、主に 2

つのアプローチがある。 

一つは設計指向を持った工学的アプローチである。人工的につくられたシステムの全

体目標を達成するために、複数のエージェント間のインタラクションを通して問題解決、

調整を行う。オークションや取引といった競争型のマルチエージェント、そして、組織

などのように自律的に行動する構成員が協力して共通の問題解決をする協力型マルチエ

ージェントである。もう一つのアプローチが、社会科学的マルチエージェントモデルで

ある。これは、分析的指向あるいは社会科学的な視点で、複数のエージェント間のイン

タラクションを通して複雑社会システムの現象を理解して、制度設計をするというもの

である。これは生成的社会科学と言われている。生成的とは、異質で自律的なエージェ

ントが分散した局所的な相互作用を通してマクロな社会秩序の創発を生成的に説明する

というものである。ミクロの主体が相互作用をすることで、マクロ秩序が創発し、その

結果、ミクロ主体の行動が変化する。このモデルは、主に二つの志向性が存在する 1)。

ひとつが、物理世界志向であり、このシミュレーションでは将来予測や物理空間の位置

関係が大きな意味を持つ。もうひとつが、意味世界志向であり、このシミュレーション

では物理空間は大きな意味は持たず、相互作用を伴う行動の理解といった意味上の位置

づけが重要となる。このような関係を、ミクロ・マクロ連携と呼んでいる。本調査では、

相互作用に注目する社会科学的マルチエージェントモデルを主な対象とする。  

国際比較について、次に述べる。マルチエージェントモデルの基礎研究では、米国お

よび欧州が世界をリードしている。コンピュータ科学者がシミュレーション開発ツール

(Repast, NetLogo, MASON 等)を提供し、社会科学者（社会学、経営学、人類学、経済・

金融分野等）が様々な社会経済モデルを構築するという好循環を得ている米国が一方の

雄である。また、EU 域内の社会的文化的背景が多様な国々の社会科学者が中心的なコ

ミュニティを作り、社会科学の共通言語のひとつとしてマルチエージェントモデルを用

いている欧州が、もう一方の重要な一角を占めている。ゲーム理論の限界を踏まえ、よ

り現実的な社会的課題に対応できる複雑適応系としてのマルチエージェントモデルは、

システム科学と社会科学の架け橋となる社会シミュレーション研究として発展を遂げて

きた。欧州に加えて日本においても活発に研究が行われており、エージェント学習や複
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雑ネットワーク研究との融合基礎領域において、世界最高水準にある 2, 3)。一方、アジ

ア諸国の動きは緩慢ではあるが、中国や台湾、また韓国においても、経済・金融問題で

のマルチエージェントモデル研究が進展してきており、情報発信も活発となっている 4-6)。 

応用研究では、米国では大規模モデルの研究が進んでおり、分散コンピューティング

環境での数百万エージェントモデルの実装など、実社会を詳細に再現する研究が進んで

いる 7)。また、経済分野では、住宅市場における不動産価格の変動要因やバブルの発生

原因などの研究など、エージェントモデルを用いた金融市場以外への拡張も進められて

いる。加えて、複数のエージェント間のリソース割り当て問題として、オークションや

メカニズム研究といった経済学を背景とした研究が急速に広がってきている。スマート

シティやスマートグリッドなど、従来の数理科学や人工知能を応用した研究に加えて、

人間系を考慮し具体的な実装までを視野に入れたエージェントモデルによる研究が注目

を浴びている。特に、電力市場やクラウドスケジューリングなどではエージェントモデ

ルによるオンラインメカニズム研究が進んでいる。また、交通マネジメント研究分野で

は、GPS データや渋滞情報などを用いた、ITS(Intelligent Transport Systems)などの

研究もエージェント技術と機械学習手法との融合領域として研究が行われている 8)。一

方、人類学などの考古学分野でも、遺跡調査から得たデータに基づき、当時の部族の移

動要因を推測するモデルが構築されている。気候変動や河川の変化などによって生じる

農作物の収量変化が主要な要因であることなど、現在の気候変動の議論にも影響する研

究となっている。 

一方、欧州では、EU 地域での環境問題や農業政策などの社会政策に対する共同研究

が行われている。オランダやイタリアでは、消費者市場における普及プロセスの研究が

進んでおり、LED 電球などの省エネ製品の普及政策検証や群集行動の研究も進められて

いる 3)。また、環境保全を考慮した農地利用のための政策評価、地球温暖化対策におけ

る再生可能エネルギー普及政策などの環境政策研究や、EU 金融危機に端を発したシス

テミック・リスク研究なども活発に行われている。一方、エージェントベースの最適化

研究や協調メカニズム、知的エージェント研究など、自動車やロボット産業に貢献する

ような応用研究も行われている 10)。このように、エンジニアリング分野に加えて、社会

学、経営学、マーケティング、労働市場、金融・経済分野など社会科学者を中心とした、

様々な社会問題のモデル化が精力的に行われているのが欧州の特徴となっている。 

日本では、金融市場のメカニズム分析や労働市場での採用活動研究、公共財での制度

設計などの研究が進んでいる。組織シミュレーションの領域でも、集団意思決定過程や

協調行動、協力戦略の進化など、ミクロな意思決定がマクロな構造にあたえる影響の研

究が行われている。特徴的なのは、協調学習理論の領域で、動的環境での探索問題、適

応的強化学習、進化的協調学習など、複雑な環境下でのエージェント学習モデルにおい

て、欧米をリードするような研究が行われている。しかし、社会科学系の研究者の参入

が少なく、分野横断的な研究での成果が期待される。 

産業化において、米国はエージェントモデル開発ツールの研究で世界をリードしてお

り、世界標準のツールが米国で開発されている。これらを使ったコンサルタント業務も

広く行われており、ソフトウェア産業化が進んでいる。また、アフガニスタンなどの復

興政策シミュレーションなども進んでいる。欧州では、企業のマーケティング部門を中
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心に、消費者市場の分析とマーケティング戦略策定のために、社会シミュレーションツ

ールを使用することが広く行われている。日本でも、国産のエージェントシミュレーシ

ョンツールが民間企業で開発提供されており、コンサルタント業務を含めた産業化が進

んでいる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

マルチエージェントモデルを社会シミュレーションのために適用しようとした時に、

そのモデリング手法の標準化が課題となっている。米国、イギリス、ドイツなどでモデ

リングのプロトコル基準を策定する動きが活発化しているが、それぞれの国レベルの活

動であり、国際的な統合化はまだ見られない。 

欧米では、社会科学者が主体となって実問題をモデル化することが広く行われている

のに対し、日本では、経済学・社会学・経営学分野などの社会科学者の参加は少なく、

多くはコンピュータサイエンス系の研究者が中心となっている。実際の社会的課題を解

決するためにも、横断的研究体制の構築が期待される。 

マルチエージェントモデル開発ツールの提供が各国で盛んになっており、それらを用

いたソフトウェア開発やコンサルタント業務などの産業化も徐々に進んでいる。しかし

日本では、英語ソフトウェアの使用頻度は少なく、国内一社のみの提供となっており、

産業応用への展開と開発支援が課題となっている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

UNESCO の UniTwin プロジェクトとして、2013 年に Complex Systems Digital 

Campus が認定され、各国の複雑システム研究を横断する研究教育ネットワークとして、

国際共同研究やロードマップの作成・推進をスタートしている 11)。 

欧州において、国際経済・金融システムの動的分析を行なうための ICT 技術開発プ

ロジェクトして、GLODERS 調査プロジェクトが、European Commission's Framework 

Programme の支援を受けて発足している。この中で、３つのコンソーシアムが存在し、

テキストマイニング、会話分析、マルチレベルのエージェントモデリングが研究テーマ

となっている 1)。 

米国において、NSF(National Science Foundation)から支援を受けたマルチエージェ

ントプログラム開発ツール NetLogo の新バージョンが発表されている。3D 対応、デー

タベース連携、統計ソフト連携、中国語対応などが充実し、社会科学者が利用する事実

上の世界標準ツールとして他をリードしつつある 12)。 

英国において、European Commission から支援を受けた、政策立案支援プロジェク

ト ePolicy(Engineering the policy making life cycle)がスタートした。地域の再生エネ

ルギー供給計画や、経済・社会・環境評価および政策プランニングを、グローバル（マ

クロ）と個人（ミクロ）の双方のレベルを連携したモデルによって、政策意思決定を支

援することを目指している 13)。 

韓国において、社会動態予測を行うための国家プロジェクトがスタートし、韓国電子

通信研究院(ETRI)を中心に、マイクロシミュレーションをベースとした研究チームが発

足している。 
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中国において、金融・経済分野における国際会議を招致し開催（天津市）するなど、

システミック・リスクや経済的機会損失などの研究を推進している。 

 

（６）キーワード 

社会シミュレーション、マルチエージェントモデル、政策立案、政策評価、意思決定

モデル、協調学習 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

・社会現象をマルチエージェント技術を使ってモデル化した社会シ
ミュレーション研究は、大学を中心とした基礎研究として広く行わ
れており、研究成果も多い。 

・人々の関係性をモデル化する社会ネットワーク理論の発展に伴い、
社会現象をネットワーク上の現象として分析するフレームワーク
の進展が著しい。 

・複数エージェントの意思決定モデルとして、マルチエージェント学
習の研究や最適化手法の提案など、モデル構築の基礎研究レベルは
世界最高水準にある。 

・経済学・社会学・経営学分野などの社会科学者の参加は比較的少な
く、多くはコンピュータサイエンス系の研究者が中心で、分野横断
的な研究での成果が期待される。 

・国内の統合的な研究会であるJAWSが中心となり、オークション・
繰り返しゲーム理論・メカニズムデザイン・交通問題・防災・エー
ジェント指向ソフトウェア工学・シミュレーションの妥当性評価な
どの基礎的な研究が盛んに行われている。 

応用研究・
開発 

◎ → 

・人工社会・人工経済の研究領域では、金融市場のメカニズム分析や
労働市場での採用活動研究、公共財での制度設計などの研究が進ん
でいる。 

・組織シミュレーションの領域では、集団意思決定過程や協調行動、
協力戦略の進化など、ミクロな意思決定がマクロな構造にあたえる
影響の研究が行われている。 

・マルチエージェント学習領域では、動的環境での探索問題、適応的
強化学習、進化的協調学習など、複雑な環境下でのエージェント学
習研究が行われている。 

・医療分野では、救急医療体制の効率化や、地域医療連携モデルによ
る患者の受療行動シミュレーションや病床利用率の改善、感染症対
策のシミュレーションなど、従来の数理モデルによる研究に加え
て、エージェントモデルによる予測の精緻化が進んでいる。 

・応用分野では研究が数多く見られてきており、実務レベルでの認知
が進んでいる。 

産業化 ○ → 

・オークション理論を用いたWebサービス選択や、ソーシャルメディ
アにおけるコメント投稿などの協調行動分析など、SNSやWebでの
産業応用は進んでいる。 

・大手ゼネコンと共同で集合住宅内装工事における工期と賃金コス
ト分析といった、プロジェクト管理領域での実用化や、ビルエネル
ギー管理システムでのシミュレーションによる節電効果分析など
も行われている。 

・再生可能エネルギーの最適電力配分や、太陽光発電と蓄電池を備え
た住宅電力マネジメントモデルなど、実用化に向けた提案がされて
いるが、個々数年は個別の産業として市場を形成することは難し
く、システムの設計段階で利用される事例がほとんどであった。し
かし、電力市場の自由化を目前として、動的な電力価格決定やデマ
ンドレスポンスによる価格決定、電力制御におけるインセンティブ
メカニズムデザインなど、産業化に向けた研究が盛んに行われてい
る。 

・国産のエージェントシミュレーションツールが民間企業で開発提
供されており、コンサルタント業務を含めた産業化が進んでいる。 
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米国 

基礎研究  ◎ → 

・米国でのマルチエージェント研究は、モデリング手法やシミュレー
ション開発ツールを含め、基礎研究および応用研究のレベルで世界
をリードしている。 

・協調・懲罰ゲームや、ゲーム均衡解の解析、進化的な社会構造の分
析など、ゲーム理論に基礎を置いた研究が広く行われている。 

・認知科学との接点も多く、簡素さを好む認知行動の研究や信頼の広
がりなど、社会心理学を含む社会科学領域との融合研究も進んでい
る。 

・モデリングの科学として、数理モデルや経済モデルに対して生成的
社会科学としてのエージェントモデルの優位性を示すため、均衡解
の分析に加えて均衡解への到達可能性に焦点を当てた基礎研究が
多く行われている。 

・進化計算手法を適用し、共進化による社会構造の動的な解明を試み
るモデルや、ベイジアン最適化技術を利用したエージェント行動戦
略の最適化など、先進的な試みが見られる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・大規模モデルの研究が盛んに行われている。多数のエージェント意
思決定主体の効率的な認知構造や、分散コンピューティング環境で
の数百万エージェントモデルの実装など、幅広い研究が進んでい
る。 

・イノベーション研究として、新しい技術の採用が文化背景やeコマ
ースといった消費市場の環境によってどのように変化するのかと
いった、ミクロ・マクロ連携に加えてミクロ・マクロ断絶の影響を
分析する研究も進められている。 

・考古学における民族移動シミュレーションや、環境変動の予測にも
利用されている。 

・大規模自然災害のシミュレーションや、社会不安による暴動発生メ
カニズムの分析、住宅バブル発生メカニズム研究など、深刻かつ大
規模な社会的課題に対するエージェントモデリングによる研究が
多く見られるようになっている。 

産業化 ◎ ↗ 

・エージェントモデル開発ツールの研究は世界をリードしており、
NetLogoやMASON、Repastといった世界標準のツールが米国で開
発されている。これらを使ったコンサルタント業務も広く行われて
おり、ソフトウェア産業化が進んでいる。 

・一方、政治や軍事的な戦略立案ツールとして、エージェントモデル
が利用されており、アフガニスタン経済の麻薬産業からの離脱戦略
や、先進国の少子化現象の分析と政策評価、交通情報東アフリカで
の難民行動と支援アプローチの立案などが行われている。 

・自動車の自動走行研究に加えて、交通情報提供において、逐次収集
される観測データに基づき動的経路情報の提供は重要な課題とな
っている。ドライバの行動をモデル化し、最適経路選択と渋滞発生
の関係などをエージェントモデルで推定する研究は、IT企業を中心
に精力的に行われており、実装に向けた進展が見られる。このよう
に、産業化の面でも、米国のリードは揺るいでいない。 

欧州 基礎研究 ◎ → 

・ドイツを中心に、社会や生態系での新たな複雑系アプローチとし
て、エージェントベースモデル（ABM）の基礎研究が進んでいる。
例えば、ABM設計のためのプロトコルが開発されている。また、シ
ミュレーションモデルがブラックボックスになってしまうことを
回避するために、パラメータ設定とシミュレーション結果の関係を
記録するための標準化スキームの開発も行われている。 

・フランスおよびベルギーでは、オントロジーをベースとした行為
者・制度・領域・資源を定義する手法が研究され、ソフトウェア工
学のUMLとの連携もされている。 

・イギリスの社会シミュレーション研究は、 CRESS(Centre for 
Research in Social Simulation)を中心として進んでおり、そこのエ
ージェントモデルの分類や社会のモデリング手法が社会シミュレ
ーション研究の規範として広く用いられている。  

・Futur ICTプロジェクトなど、マルチスケールコンピューティング、
ソーシャル・スーパーコンピューティング、大規模データマイニン
グ、参加型プラットフォームなどをベースとした、大規模エージェ
ントモデルによる社会動態予測研究は継続的に行われている。 
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応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・ドイツ、オランダ、イギリス、フランスなどが連携し、EU地域で
の環境問題や農業政策などの社会政策に対する共同研究が行われ
ている。 

・オランダやイタリアでは、消費者市場における普及プロセスの研究
が進んでおり、LED電球などの省エネ製品の普及政策検証などが行
われている。また、近年では群集行動の研究も進められている。 

・社会学、経営学、マーケティングなど社会科学者を中心に様々な社
会問題のモデル化が活発に行われているのが、欧州の特徴となって
いる。 

・工学的応用研究として、エージェント技術を用いた最適化研究や協
調メカニズム、知的エージェント研究など、自動車やロボット産業
向けの研究が進行している。 

産業化 ○ ↗ 

・企業のマーケティング部門を中心に、消費者市場の分析とマーケテ
ィング戦略策定のために、社会シミュレーションツールを使用する
ことが広く行われている。 

・エージェントモデルや社会シミュレーションツールを開発提供す
る営利企業も、イギリス、ハンガリーなどで活発に活動を行なって
いる。 

・サプライチェーン・マネジメント、ビジネスプロセス・マネジメン
トなどの効率的運用を目的としたシミュレーション・ソフトウェア
が開発されており、業務改善のために提案が行われている。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・中国におけるマルチエージェントモデル研究は、吉林大学、山西大
学などで調査研究が進められているが、基礎研究が始まった段階に
ある。多くが、最適化問題を解くための分散AIの手法の一つとして、
工学的な必要性から研究が進められている。 

・東北財経大学と英国サリー大学共同で、エージェント研究セミナー
が開催された。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・湖南大学で、エージェントモデルパラメータの推定法としてマルチ
パターン技術を用いた研究が進められている14)。 

・天津大学が中心となり、金融・経済分野における国際会議を招致し
開催するなど、システミック・リスクや経済シミュレーション、リ
スク管理など、エージェントモデルを用いた研究を積極的に推進し
ている。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

韓国 

基礎研究  ○ → 
・韓国では、協調学習問題や、協調的進化学習など、工学的マルチエ

ージェント研究が広く行われている。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

・サプライチェーンの協調問題や、オークションでの協調問題、Eコ
マースでの推薦品質など、マルチエージェント技術を工学的問題に
適用した事例が多い。 

・社会動態予測を行うための国家プロジェクトがスタートし、マイク
ロシミュレーションを中心とした研究チームが発足している。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

台湾 

基礎研究 ○ ↗ 

・1995年からNational Chengchi Universityにおいて、経済社会問題
のエージェント研究が幅広く行われている。社会ネットワーク研究
との統合や、ゲーム理論、ファイナンス理論等の連携などが進めら
れている。 

・2012年にWCSS(World Congress on Social Simulation) のホスト
開催が予定されており、日米欧に続くポジションを占めるようにな
っている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・AI-ECON(Artificial Intelligence Economic Research Center)が立
ち上がっており、Agent-Based Computational Economicsやファイ
ナンス領域を主たる研究領域として、エージェントベースの複雑系
研究、経済・金融研究などが進んでいる。 

・企業における物流業務のアウトソーシングを効率化するためのイ
ンセンティブ設計を目的としたソフトウェアが開発されている。 

産業化 △ → 
・エージェントベースシミュレータのソフトウェアパッケージ開発

を進めている。 
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（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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 3) Proceedings of Joint Agent Workshop and Symposium 2011,  
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 4) The 14th international conference on principles and practice of multi-agent systems 

2011,  http://www.prima2011.org/  

 5) Proceedings of the 6th Pacific Rim International Workshop on multi-agents 2003, 

 6) Artificial Intelligence Economic Research Center 
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研
究
開
発
領
域 

３.１.５ データ設計 

（１）研究開発領域名 

データ設計 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

産業界における新技術・新製品開発あるいは自然科学・工学分野の仮説探索と検証の

ための実験効率を上げ、モデリングに基づく予測精度などを向上させるために、実験計

画法などのデータ設計数理技術を、新素材・新技術開発分野などに実装し、その研究ス

ピードを飛躍的に向上させる。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

【実験計画法の創生と発展】 

英国ロザムステッド農事試験場の Fisher は、環境起因の系統誤差要因の影響を大き

く受ける農業実験に対して、「実験計画法」を創生し、繰り返し、無作為化、ブロッキ

ングといった方法論やグレコ・ラテン方格計画といった多要因同時研究を推進し、農業

生産性を一挙に向上させた 1)。要因実験計画の数理は、有限体などの代数学的理論と結

合し、通信学における符号理論などにも分野拡大するに至った。1950 年代後半には

Kiefer (1959)が最適実験計画の数理を整理し、モデリングの精度最適化におけるデータ

設計の役割を定式化した 2)。Kiefer の理論は当時は殆ど応用不可能なものと考えられた

が、近年の統計ソフトウェア（SAS-JMP）には単純な線形モデルの推定精度最適化のた

めのデータ設計支援機能が整備するに至り、山田など、わが国でもその種の実験計画法

活用の活動が徐々にみられるようになった 3)。 

一方、実験計画の情報効率最適化の代数数理的側面における研究は、広島大学、東京

理科大学を中心に行われ、日本数学会統計数学分科会の主要な活動を形成した。しかし、

それらの理論研究を産業界が活用することは僅少であり、数理統計学講座消失傾向に伴

い 1990 年代に比すると研究者数は半減している。 

【実験計画法の技術開発への適用】 

これに対して、1950 年代には、英国の化学メーカーICI に勤務していた Box が製品特

性最適化のための逐次実験計画（Evolutionary Operation）を開発し、工業界に応用を

開始した 4)。 

一方、この分野で 1950 年代以降 1990 年頃まで応用研究のトップを走ったのは日本で

ある、電電公社の田口玄一らが、工業製品開発に特化した、情報収集効率が極めて高い

「直交計画」に基づく独自の多要因実験計画法を構築し、わが国産業界に普及させた。

田口は Fisher の実験計画法を技術特性の環境条件に対する安定化をめざした直積実験

法を開発し、「タグチメソッド」と世界で呼ばれることになるロバストパラメータ設計

を確立した（例えば、国際的に引用頻度の多いのは Taguchi 5)）。その国内普及は、日

本の新製品評価効率を 1970 年代後半以降、約四半世紀にわたって世界第一の水準に押

し上げることとなり、1985 年には、当該データ設計技術視察のためにベル研究所代表団

が我が国の産業界状況を視察するに至った。 

1990 年代以降、米国工学系大学の統計学科（ウィスコンシン大学、ミシガン大学、ジ

ョージア工科大学）、機械工学系研究センター、あるいは GM など産業界を中心に田口
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が提唱した実験計画の数理的解釈、改善研究が多数組織され、今日に至っている 6)。米

国では、Wisconsin 大学が大規模直交表の整備、要因間交互作用などを一部弱く想定で

きる場合のベイズ的最適実験計画支援ソフトウェア開発など理論的にも興味深い実装活

動が 1990 年代からなされ、現在、SAS-JMP などの一般産業界が利用可能なソフトウェ

アにも導入されつつある。 

わが国は、田口の講演や著書に基づく産業界での開発研究への適用実績、その中で培

ったノウハウなどは 1990 年代前半まで世界最高水準であった。しかし、アカデミアは

テクノメトリックス分野という応用統計科学分野が脆弱なこともあり、東京工業大学の

宮川の系統的研究 7)を除いて田口の方法論を学術的に整理する試みは殆どない。河村、

高橋がジョージア工科大学との共同研究 8)のなかで、現在、SAS-JMP などに機能追加

を行いモデリングに基づくタグチメソッドを推進していることは興味深いが、データ設

計自体への貢献は少なくなっている。 

我が国のお家芸であった実験計画法の技術開発・素材開発への適用の水準が欧米と比

較して既に優位に立っているとは言えない状況の中、先端的実験計画法を難易度の高い

重要な技術課題に関わる開発研究に対して積極的に活用する研究体制を再構築しなけれ

ばならない。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

日本のモノづくり全盛の 1980 年代後半、MIT が提出したレポート 9)には、日本の技

術開発効率の高さとそれを支える実験計画法の活用などが記載されており、米国はその

種の研究を加速したのに対し、わが国は明らかにその実装を減速させ、今日に至ってい

る。数値実験主流の現代のモノづくり、素材開発において先端的実験データ設計技術を

主要プロジェクトに導入する系統的試みを組織しない限り、技術立国としての我が国の

復興はありえない。特にビッグデータブームにおける安価なデータに基づく知識発見で

はなく、綿密に計画された高情報・少量データを設計することが、新たな技術開発にお

けるデータ創造の要点であることを技術開発者に徹底しなければならない。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

2000 年以降、工業実験の主体は数値実験に移行し、その Verification と Validation

を巡り、「数値実験計画法」という分野が立ち上がっている 10)。これまでの実験と異な

り、計画空間を広大にとれるために応答局面の複雑性が増大している。これに対処する

ために古典的実験計画法、特に直交計画や擬直交計画ではない、中国の Fang が 1980

年代に開発し、欧米への波及が鮮明になった数論的方法に基づく「一様計画（Uniform 

Design）」11)に注目が寄せられている。一様計画の利用については、Ford 社が Fang 教

授と契約を結んだこともホットトピックであった。 

もう一つ注目すべき話題は、「過飽和計画(Supersaturated Design)」である 12)。こ

れは実験回数より多い要因の影響を実験に割り付け、モデリング技術と共にその影響を

推論しようという試みである。これが技術開発で利用可能となるとかなり複雑な現象に

対しても開発効率を大幅に加速できる可能性がある。我が国では、この種の理論は山田

の国際連携研究によって行われてきた 13)。 
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研
究
開
発
領
域 

（６）キーワード 

DOE (Design of Experiments), Optimum Experimental Design, Robust Parameter 

Design, Uniform Design,  

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・日本数学会、日本統計学会、日本品質管理学会で独立した研究グル
ープが点在している。数学会、日本統計学会の研究の中にも企業が
活用可能な研究はあるが、日本品質管理学会に比べると産業界との
インターフェース形成ができていない。 

応用研究・
開発 

○ ↓ 
・日本独自のソフトウェア開発は21世紀にはいってから僅かになっ

てきている。 

産業化 ○ ↓ 
・実験計画法の産業界積極活用の伝統は失われつつあるが、依然とし

て世界水準の利用は保たれている。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・ミシガン大学、ジョージア工科大学、ウィスコンシン大学などで実

験計画法の産業適用のための実践的でありかつ高度な理論研究が
進展している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・理論研究を産業界に展開するためのソフトウェア開発、コンサルテ

ーション産業が急速に立ち上がっている。 

産業化 ○ → 

・自動車産業界などで急速に先端的理論の活用が開始されているが、
日本のようにこれはという成果がみられていない。一般的な産業界
はDesign For Six-Sigma活動を着実に展開し、日本のかつての水準
に近付いている。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
・英国は実験計画法発祥の地であるが、2000年以降欧州の理論研究に

ついては米国ほど産業界に特化した動きとはなっていない。 

応用研究・
開発 

○ → 
・ドイツQDAS社などで実験計画にも関連するソフトウェア開発も行

われているが、米国のような先端性はない。 

産業化 ○ → 
・Design For Six-Sigma活動を中心として多くの活動が開始されて

いる。 

中国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・数値実験計画に関わる重要な理論研究が中国を中心にも行われて

いる。米国や欧州で関連する研究を主導している研究者も多くは中
国系である。 

応用研究・
開発 

△ → 
・開発した理論研究成果は米国などの企業との契約の中で用いられ

ており、自国独自の実装研究はあまり見られない。 

産業化 ○ ↗ ・Six-Sigma活動を中心に産業界への展開を国家的におこなっている。 

韓国 

基礎研究  △ → ・特に目立った動きはない。 

応用研究・
開発 

△ → ・特に目立った動きはない。 

産業化 ○ ↗ ・産業界での統計活用については往時の日本に近づいている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.１.６ データ同化 

（１）研究開発領域名 

データ同化 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

データ同化にもとづくモデリングおよびシミュレーション手法の基礎研究を推進する

とともに、戦略的応用分野として、物理、生物、医薬品開発、医療・情報産業、防災、

工業製品設計、社会科学等の分野において、データ同化にもとづくシミュレーションモ

デルの実用化を図る。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

データ同化の目的は、観測データをモデル設計のプロセスに適切に取り込み、モデル

単独では得られない高精度シミュレーションを実現することである。通常のシミュレー

ションでは、モデルの誤りや未知のメカニズムの存在、パラメータや境界条件の不確実

性など、様々なエラーが積み重なることで予測精度の低下が生じる。データ同化にもと

づくシミュレーションでは、モデルの不完全性に結びつくシナリオ（パラメータなど）

を生成した上で、観測データとの適合度にもとづきこれらを選択あるいは淘汰すること

で、予測精度の改善が図られる。データ同化の概念は、気象・海洋物理学に由来する。

身近な例では、気象庁の台風予測、エルニーニョ予報、局地集中豪雨の予測等でデータ

同化が活用されている 1)。 

本研究開発領域は、(a) データ同化の理論や計算に関する基礎研究の推進、(b) シミュ

レーションを予測や知識発見に活用する領域に対する技術普及、 (c) 新規応用分野の開

拓事業から構成される。データ同化の方法論的基盤は、統計科学、計算科学、物理、非

線形システム科学など、複合的な要素から成り立っている。また、ユーザーの多くは大

規模なシミュレーションを取り扱うため、ハイパフォーマンス・コンピューティング

（HPC）の趨勢に応じた高度なプログラミングスキルが要求される。このような分野横

断型の特性を持つ領域を創生し、高いレベルの研究者を育成・維持していくには、一研

究グループ・一組織単位の活動では限界があり、ある程度大規模なプロジェクトを立ち

上げ、継続的に支援していく必要がある。また、従来のデータ同化は、大気・海洋、津

波、地震、宇宙等の地球物理の現象を対象とするものであったが、その解析手法は、シ

ミュレーションが活用される広範な分野に適用できる。とりわけ、数パーセントの予測

精度の改善が大幅なコスト削減や経済価値につながる防災、医療、情報産業、工業製品

設計・品質管理、社会シミュレーションにおいて、データ同化の真価が発揮されると期

待される。このような分野においてデータ同化の活用を促進していく上で、その中核機

能を担うビッグプロジェクトの存在が望まれる。 

これまでに実施された国内のプロジェクトでは、JST・CREST「先端的同化手法と適

応型シミュレーションの研究」（代表：樋口知之 統計数理研究所 平成 16 年度－平成

22 年度）が、国内の様々な分野にデータ同化を普及させたという点で大きな貢献を果た

した 2)。しかしながら、これは領域「シミュレーション技術の革新と実用化基盤の構築」

の一課題として実施されたものであり、また一研究所内のグループから構成される小規

模なプロジェクトであった。近年では、文部科学省・次世代スーパーコンピュータプロ
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ジェクト「次世代生命体統合シミュレーションソフトウェアの研究開発」3)、同じく文

部科学省・HPCI 戦略プログラム「分野 3・防災・減災に資する地球変動予測」4)におい

て、データ同化を課題に掲げたワーキンググループが設置されている。ただしこれらは、

生物学や地震津波を対象とする問題特化型の研究開発事業であり、分野横断的なトレン

ド拡大につながる性質のものではない。その他に近年、JST・CREST「科学的発見・社

会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代アプリケーショ

ン技術の創出・高度化」において、研究課題「ビッグデータ同化の技術革新の創出によ

るゲリラ豪雨予測の実証」（代表：三好建正 理化学研究所 計算科学研究機構 平成 25

年度採択）が採択されている 5)。 

組織単位でデータ同化の旗印を掲げる国内の研究機関は極めて少数である。問題特化

型では、気象庁・気象研究所と海洋研究開発機構にいくつかの研究ユニットが存在して

おり、これらが日本の気象・海洋シミュレーションの発展を牽引している。方法論型で

は、情報・システム研究機構・統計数理研究所・データ同化研究開発センター6)と理化

学研究所・計算科学研究機構・データ同化研究チーム（チームリーダー：三好建正）7)

がある。理化学研究所のデータ同化研究チームは 2012年 10月に新設されたものである。

スーパーコンピュータ「京」を活用した大規模シミュレーションに特化したアルゴリズ

ム開発に取り組んでおり、世界最大規模の全球大気アンサンブルデータ同化に成功して

いる 8)。また近年は、大気・海洋、津波、地震以外にも、宇宙科学、生化学、生体高分

子の構造予測、パンデミック・シミュレーション、高圧ガス圧力調整器の設計、航空工

学、東北大震災の原発事故による放射能汚染の拡散予測など、個別の研究レベルでは、

データ同化のトレンドは拡大傾向にある。これは研究者個人の地道な啓蒙活動によると

ころが大きい。 

個別研究の水準では、日本のデータ同化技術は欧米に比べて決して引けをとるもので

はない。しかしながら、研究者人口や組織、プロジェクトの規模、とりわけ科学技術振

興策の戦略面に大きな差がある。米国では NCAR（ The National Center for 

Atmospheric Research）9)、アメリカ航空宇宙局（NASA）、SAMSI（応用数理・統計

科学研究所、Statistical and Applied Mathematical Sciences Institute）10)、政府気象

局・海洋局、メリーランド大学など、欧州では Reading 大学のデータ同化研究開発セン

ター（DARC）11)、ヨーロッパ地域の 18 カ国が加盟するヨーロッパ中期予報センター 

(ECMWF)12)など、多数の研究組織が大小様々なプログラムを継続的に運営している。

また、世界の 183 の国と 6 地域が加盟する世界気象機関（World Meteorological 

Organization; WMO）13)という国際連合機関（日本も加盟）は、気候・海洋データ同化

システムの科学技術振興プログラムを立ち上げている。近年は、気候変動予測モデルの

コンテストを開催するなど、科学技術水準の全体的な底上げを図るような新しい形態の

プログラムが企画されている。また WMO は 4 年毎に世界気象会議を開催しており、こ

こでも欧米のデータ同化研究のプレゼンスは圧倒的である。学会規模の比較では、日本

では日本地球惑星科学連合大会 14)でデータ同化のセッションが企画されているが、例年

の参加者数は 30 名程度にとどまる。これに対して欧米では、AGU（American 

Geophysical Union）15)、EGU（European Geosciences Union）16)を初め、データ同化

を取り上げた大規模な学術会議が数多く存在する。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

物理、生命科学、医薬品開発、情報産業、防災、工業製品設計、社会科学など、シミ

ュレーションモデルの高精度化が産業的付加価値やコスト削減、国民の便益に直結する

ような新しい応用分野を開拓し、データ同化を活用したシミュレーションを普及してい

く上でトップダウン型の科学技術振興政策が不可欠である。 

我が国では、研究者個人の地道な活動が、応用分野への技術提供と人材育成を支えて

いる。また、日本には、統計科学、計算科学、物理学、非線形システム科学、HPC など、

データ同化の要素技術を総合的に学べる大学専攻ならびに教育プログラムが存在しない。

データ同化のような分野横断的な特性を持つ科学技術を振興するには、少なくとも中規

模以上のプロジェクトを継続的に立ち上げていくことが求められる。 

文部科学省・次世代スーパーコンピュータプロジェクト 3)や HPCI 戦略プログラム 4)

など、HPC 関連のファウンディングシステムで、データ同化をテーマとするワーキング

グループが設置されている。しかしながら、これらは問題特化型の研究開発事業であり、

産学を巻き込んだ学際的潮流に発展する性質のものではない。産学連携による総合型プ

ロジェクトならびに教育プログラムが立ち上がることが望ましい。 

ビッグデータという言葉に象徴されるように、過去十年間に革新性の高い計測手法が

数多く生み出され、近年は多くの研究分野で研究開発の在り方が大きく変わりつつある。

データとモデリングの融合技術であるデータ同化に対するビッグデータ・ソリューショ

ンとしての期待は益々高まっている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・文部科学省・次世代スーパーコンピュータプロジェクト「次世代生命体統合シミュレ

ーションソフトウェアの研究開発」3)、同じく文部科学省・HPCI 戦略プログラム「分

野 3・防災・減災に資する地球変動予測」4)において、データ同化を課題とするワーキ

ンググループが設置された。これにより創薬や防災シミュレーションでデータ同化の

本格運用が進むことが期待される。 

・情報・システム研究機構・統計数理研究所のデータ同化研究開発センター6)、英国

Reading 大学のセンター11)など、データ同化に特化した研究ユニットの新設が相次い

でいる。 

・2012 年 10 月に、理化学研究所・計算科学研究機構にデータ同化研究チームが新設さ

れた 7)。 

・JST・CREST 研究領域「科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデー

タ利活用推進のための次世代アプリケーション技術の創出・高度化」において、「ビ

ッグデータ同化の技術革新の創出によるゲリラ豪雨予測の実証」（代表：三好 建正 

理化学研究所 計算科学研究機構、平成 25 年度採択）が採択された 5)。 

・米国の統計科学系の公的研究機関 SAMSI では、データ同化に関する研究教育プログ

ラムが継続的に運営されている 10)。これに象徴されるようにデータ同化は統計科学の

一つの研究分野として確立しつつある。SAMSI は統計科学・応用数理の研究機関で、

米連邦政府機関である National Science Foundation (NSF) の一部門を構成している。

提携大学および研究機関として、デューク大学、ノースカロライナ州立大学、ノース
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カロライナ大学チャペルヒル校、National Institute of Statistical Sciences が名を連

ねている。 

・我が国では、東北大震災の原発事故による放射能汚染の拡散予測やインフルエンザの

パンデミック・シミュレーションなど、実社会と関わりの深いところで、ユニークな

研究が進められている。 

・英国の Reading 大学・データ同化研究開発センターは、データ同化プログラムのオー

プンソースプロジェクトを推進している 17)。 

 

（６）キーワード 

シミュレーション、統計科学、気象・海洋データ同化、創薬、防災、モデル設計、ス

ーパーコンピュータ 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・分野横断型の研究開発ならびに教育活動を展開している大学や公
的研究機関はほとんど存在しない。また現時点で、大規模な研究予
算がついて運営されている総合型研究開発プロジェクトも存在し
ない。 

・情報・システム研究機構・統計数理研究所のデータ同化研究開発セ
ンター、理化学研究所・計算科学研究機構・データ同化研究チーム
の創設5)やJST・CREST型研究2)など、コミュニティの今後の発展・
拡大に繋がるような動向が一部で確認される。 

・気象・海洋学におけるデータ同化の基礎研究は、研究者人口こそは
欧米と比較して小規模であるものの、科学技術水準は世界でもトッ
プクラスである。 

・生命科学や幾つかの工学的応用で、データ同化の方法論研究は独自
の発展を遂げつつある。発展の仕方は他国に比べて非常にユニーク
であり、これらが日本初の新しいものに発展する可能性がある。 

・統計科学分野における基礎研究は欧米に比べて圧倒的に少ない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・気象・海洋学におけるデータ同化の科学技術水準は、世界トップク
ラスであり、台風の進路予測、中長期の天気予報、エルニーニョ予
報や局地豪雨の予測システムなど、国民生活と非常に密接に結びつ
きながら発展してきている1)。 

・文部科学省・次世代スーパーコンピュータプロジェクト「次世代生
命体統合シミュレーションソフトウェアの研究開発」 3)、同じく文
部科学省・HPCI戦略プログラム「分野3・防災・減災に資する地球
変動予測」4)において、データ同化を研究課題に掲げるワーキング
グループが設置されている。これにより創薬や防災シミュレーショ
ンでデータ同化技術の本格運用が進むことが期待される。 

・東北大震災原発事故による放射能汚染の拡散予測やインフルエン
ザのパンデミック・シミュレーションなど、実社会に関わりの深い
ところでデータ同化の応用が進んでいる。これは日本の独自のもの
である。 

産業化 ○ → 

・気象庁のデータ同化システムは既に実用化に成功しており、今後も
さらなる高度化・多機能化が進むことが予想される。 

・気象・海洋以外の分野では、産業応用レベルの研究事例は確認でき
ない。 

・防災、創薬、医療分野のシミューションで研究開発が進んでおり、
これらがうまくいけば近い将来実用化につながる可能性がある3,4)。 
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米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・大学・公的機関・民間機関における基礎研究レベルは非常に高く、
当該研究領域において世界をリードしている。 

・地 球 物 理 学 の 分 野 で は 、 NCAR （ The National Center for 
Atmospheric Research）9)、アメリカ航空宇宙局（NASA）を初め
とする公的研究機関に巨額の研究予算が付き、高いレベルの基礎研
究を数多く生み出し、また人材の育成と維持を担っている。 

・応用数理や統計科学の分野でデータ同化の研究が展開されており、
大小様々な研究開発プロジェクト・教育プログラムが継続的に実施
されるなど、これらが高いレベルの基礎研究を生み出す原動力とな
っている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・気象・海洋学におけるデータ同化の科学技術水準は、世界トップク
ラスであるが、この分野では日本も遜色ない研究成果を上げてい
る。 

・水・エネルギー循環系シミュレーションを初めとする環境問題、医
学・分子生物学、エージェントシミュレーション等、数多くの新規
応用分野が開拓されている。 

産業化 ○ → 

・気象局のデータ同化システムは既に実用化に成功しており、今後も
さらなる高度化が進むことが予想される。これは日米欧に共通す
る。 

・アメリカ航空宇宙局（NASA）の火星探査機データの解析にデータ
同化技術が使われるなど、宇宙工学への応用は米国独自のものであ
る。 

・民間企業の適用事例は表立っては見えてこない。しかしながら、応
用数理や統計科学分野における教育プログラムの充実度を考えれ
ば、数多くの人材が民間企業に流れていることが予想される。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・大学・公的機関・民間機関における基礎研究レベルは非常に高く、
当該研究領域において世界をリードしている。 

・英国のReading大学にデータ同化研究開発センターが創設され
た 17)。 

・欧州ではReading大学のデータ同化研究開発センター17)、ヨーロッ
パ 地 域 の 18 カ 国 が 加 盟 す る ヨ ー ロ ッ パ 中 期 予 報 セ ン タ ー
(ECMWF)12)など、多数の研究組織で大小様々な研究プログラムが
運営され、高いレベルの基礎研究を数多く生み出し、人材の育成と
他分野への人材供給を支えている。 

・米国と同様に、応用数理や統計科学の分野でデータ同化の研究が展
開されており、大小様々な研究開発プロジェクト・教育プログラム
が継続的に実施されるなど、これらが高いレベルの基礎研究を生み
出す原動力となっている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・おおむね米国と状況は似ている。 
・気象・海洋学におけるデータ同化の科学技術水準は、世界トップク

ラスであるが、この分野では日本も遜色ない研究成果を上げてい
る。 

・水・エネルギー循環系シミュレーションを初めとする環境問題、医
学・分子生物学、エージェントシミュレーション等、数多くの新規
応用分野が開拓されている。 

産業化 ○ → 

・おおむね米国と状況は似ている。 
・英国Reading大学のデータ同化研究開発センターがデータ同化プロ

グラムのオープンソースライブラリを開発している17)。 
・欧州各国気象局のデータ同化システムは既に実用化に成功してお

り、今後もさらなる高度化が進むことが予想される。これは日米欧
に共通する。 

・民間企業の適用事例は表立っては見えてこない。しかしながら、応
用数理や統計科学分野における教育プログラムの充実度を考える
と、数多くの人材が民間企業に流れていることが予想される。 

中国 

基礎研究  △ → 
・米国への多数の留学生が本国へ帰国し、大学で一定レベルの基礎研

究力を維持している。 

応用研究・
開発 

△ → 
・大学などが個別に応用研究・開発を行う程度であり、大きなプロジ

ェクトは確認できない。 

産業化 △ → ・特筆すべき活動は特に見えていない。 
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韓国 

基礎研究  △ → 
・米国への多数の留学生が本国へ帰国し、大学で一定レベルの基礎研

究力を維持している。 

応用研究・
開発 

△ → 
・大学などが個別に応用研究・開発を行う程度であり、大きなプロジ

ェクトは確認できない。 

産業化 △ → ・特筆すべき活動は特に見えていない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

1) 気象庁 データ同化システム 

海洋データ同化 ：蒲地ら（2009）「今後の海洋データ同化システム開発の展望」測候時

報 特別号 76  

台風や集中豪雨の予報システム  

http://www.mri-jma.go.jp/Dep/fo/Project/2-12/2-12-sjis.htm 

 2) JST・CREST「先端的同化手法と適応型シミュレーションの研究」  

http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/240489/www.jst.go.jp/kisoken/crest/ryoiki/bunya04-

8.html 

 3) 次世代スーパーコンピュータプロジェクト「次世代生命体統合シミュレーションソフトウ

ェアの研究開発」 

http://www.nsc.riken.jp/pamphlet2009/p7.html 

 4) HPCI 戦略プログラム「分野 3・防災・減災に資する地球変動予測」  

http://www.jamstec.go.jp/hpci-sp/ 

 5) JST・CREST「「ビッグデータ同化」の技術革新の創出によるゲリラ豪雨予測の実証」  

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/project/44/44_02.html 

 6) 統計数理研究所 データ同化研究開発センター 

http://daweb.ism.ac.jp/contents/ 

 7) 理化学研究所 計算科学研究機構 データ同化研究チーム 

http://www.riken.jp/research/labs/aics/research/data_assim/ 

 8) 理化学研究所 / 科学技術振興機構 プレスリリース “「京」を使い世界最大規模の全球

大気アンサンブルデータ同化に成功 ” 

http://www.riken.jp/pr/press/2014/20140723_2/ 

 9) National Center for Atmospheric Research 

http://ncar.ucar.edu/ 

10) SAMSI （応用数理・統計科学研究所 Statistical and Applied Mathematical Sciences 

Institute） 

http://www.samsi.info/ 

http://www.mri-jma.go.jp/Dep/fo/Project/2-12/2-12-sjis.htm
http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/240489/www.jst.go.jp/kisoken/crest/ryoiki/bunya04-8.html
http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/240489/www.jst.go.jp/kisoken/crest/ryoiki/bunya04-8.html
http://www.nsc.riken.jp/pamphlet2009/p7.html
http://www.jamstec.go.jp/hpci-sp/
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/project/44/44_02.html
http://daweb.ism.ac.jp/contents/
http://www.riken.jp/research/labs/aics/research/data_assim/
http://www.riken.jp/pr/press/2014/20140723_2/
http://ncar.ucar.edu/
http://www.samsi.info/
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11) Reading 大学 データ同化研究開発センター 

http://darc.nerc.ac.uk/ 

12) ヨーロッパ中期予報センター 

http://www.ecmwf.int/ 

13) 世界気象機関（World Meteorological Organization: WMO） 

http://www.wmo.int/pages/index_en.html 

14) 日本地球惑星科学連合大会 

http://www.jpgu.org/ 

15) American Geophysical Union (AGU) 

http://www.agu.org/meetings/ 

16) European Geosciences Union (EGU) 

http://www.egu.eu/ 

17) Reading 大学・データ同化研究開発センターのデータ同化プログラム・オープンソースラ

イブラリ 

http://www.openda.org/joomla/index.php 

 

 

  

http://darc.nerc.ac.uk/
http://www.ecmwf.int/
http://www.wmo.int/pages/index_en.html
http://www.jpgu.org/
http://www.agu.org/meetings/
http://www.egu.eu/
http://www.openda.org/joomla/index.php
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３.１.７ モデルの正則化・最適化 

（１）研究開発領域名 

モデルの正則化・最適化 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

情報源の疎性に基づく新たなモデル正則化法とその応用、実現のための最適化法の研

究。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

ここでは、疎性とは多次元のベクトルの多くの成分が 0 であることをいう。こうした

疎性を積極的に用いる情報処理の方法が近年広く用いられるようになってきた。 

統計学をはじめ、信号処理、制御理論などの分野で連続信号を扱う場合、以前は信号

のパワー、すなわち信号の二乗が基本となる量であった。一方、疎性を用いる方法では、

疎性の高い解、すなわち 0 の多い解を求めることを目的とする。実際の解法では、非零

の個数を陽に扱うのではなく、問題を緩和し、信号の各成分の絶対値の和である L1 ノ

ルムを用いた正則項を用いる。こうした正則化を用いた新しい考え方によって、既存の

様々な情報処理技術が書き換えられ、新しい技術が生まれている。 

1990 年代から、複数の分野で疎性が重要だと認識され、特に海外では疎性に基づく推

定法が大きな流れとなってきた。大量のデータが観測できるようになりビッグデータと

呼ばれているが、そうしたデータは多くの意味を持たない成分を含んでおり、疎性に基

づく情報処理の技術は応用面から必要とされている手法でもある。 

具体的には統計学の LASSO1)、情報理論における圧縮センシング 2)という手法が広く

知られている。 

統計学における線形回帰の問題では、説明変数の二乗による正則化項を用いた推定法

（リッジ回帰）が古くから用いられてきたが、LASSO に代表される疎性に基づく手法

は L1 ノルムに代表されるあらたな正則化項を用いた方法と捉えることができる。リッ

ジ回帰と異なり、推定されるパラメータの多くは 0 となることから、変数選択を自動的

に行う方法であり、説明変数の数がサンプル数より多い場合の不良設定問題に対して用

いることができる。また、こうした方法はベイズ統計の枠組みで定式化できるため、理

論的な扱いも充実している。 

一方、圧縮センシングは情報理論の文脈で現れた手法である。そのため、統計学とは

異なる問題意識が基礎になっている。情報源が疎性をもつならば、対象を観測する回数

自体を少なく(圧縮)し、高速に対象の状態を推定できる。そしていくつかの仮定が満た

されるならば、推定結果が正しいことが理論的に示されている。圧縮センシングは新し

い考え方を与えている。 

これらの方法では、理論とともに問題を解く際の最適化の方法が重要である。素朴に

疎性を持つ解を求めるならば、0 でない成分の組み合わせを選択する必要がある。しか

し、これでは組み合わせの数が爆発し大規模な問題では現実的な時間で解くことは難し

いため、効率的な最適化の手法が必要である。疎性に基づく方法では、問題を簡単な凸

最適化問題に緩和しても、多くの場合適切な解が得られることが示されているため、高
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速な最適化法を用いることができる。欧米ではこうした凸最適化の解法の研究が盛んに

行われている。対象毎の条件を考慮にいれ、勾配法と直線探索の組み合わせや内点法な

どによって問題を高速に解くアルゴリズム開発が広く行われている。 

こうした疎性に基づく方法は様々な分野で応用され、その対象分野は広がるばかりで

ある。ゲノム科学では、遺伝子の数に比べてサンプル数が圧倒的に少なく、LASSO な

どの方法が有効である。また、多量のデータの中から何か構造を見つけようというデー

タマイニングの問題も疎性の仮定が有効である。工学的な応用に関しては、動画の切り

出しや画像のノイズ軽減といった画像処理や信号処理などの情報処理法の応用だけでな

く、超解像度をもつカメラの作成や医用 MRI の短時間での計測法、NMR を用いた分子

構造の決定法や、電波望遠鏡のデータ解析、X 線回折画像における位相復元など、実際

の計測技術と組み合わせてこれまでの計測限界を押し上げようという研究も広く行われ

ている。 

LASSO や圧縮センシングは最初に定義された枠組みでは情報源がベクトルの場合を

扱っているが、その後情報源が行列やテンソルである場合に拡張されている。こうした

拡張によって応用範囲は広がっている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

疎性に基づく方法は、単一の理論を議論する性質のものではない。これまで信号の二

乗誤差やパワーを中心に考えていた発想を柔軟に変えることに本質がある。数理的に広

い視野をもち、問題の本質を高所から概観できる柔軟さが必要である。 

こうした方法はデータ科学であり、様々なデータへの適用が必須である。多くの応用

分野を含めた研究の流れを作り出す必要がある。 

我が国では理論分野も応用分野も縦割りになってしまう歴史があり、こうした方法論

も特定の分野の話題と捉えることが多い。疎性を用いた研究はいくつかの分野では使わ

れ始めている。今後、疎性に基づく新たな視点をより広い分野に広げていくことが課題

である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

圧縮センシングに関する理論的結果について重要な結果を示した E. Candes3)は複数

の重要な賞を受賞し、圧縮センシングに関する注目度の高さを示した。 

圧縮センシングに関する研究論文の数は海外の情報理論の研究会では数多くみられる。

LASSO もふくめると、最適化、信号処理の会議でもかなりの数の論文が発表されてい

る。初期には日本人の貢献は多くなかった。現在では徐々に増加している。 

既存の分野を超えて疎性に関する学術的な国際会議 SPARS (Signal Processing with 

Adaptive Sparse Structured Representations) 4)は 2 年に一度開かれており、2013 年

に第 5 回が開催された。 

DARPA や NSF の相当数のプロジェクトにおいて、疎性に関する手法を用いている。

これは理論から応用含めた全体的な傾向である。 

国内では平成 25 年から科研費新学術領域研究において「スパースモデリングの深化

と高次元データ駆動科学の創成」5)が始まった。 
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（６）キーワード 

圧縮センシング、LASSO、正則化、疎性、緩和問題 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・この分野の確立に貢献できる理論研究は存在するが、米国に比べて
少ない。詳細な解析、方法の改善法などの提案に関する研究は行わ
れている。 

・ICASSPなどのより大きな会議や情報理論などの会議には多くの日
本人が参加している。これまでは疎性を用いたモデリングに関する
貢献は大きくなかったが、徐々に増加している。  

・国内では、こうした話題に関する研究会やセミナーなどが開かれて
いる。また、新学術領域においてスパースモデリングに関するプロ
ジェクトが始まった5)。興味を持つ研究者が増加している。 

・一方、最適化理論で得られた半正定値計画問題のアルゴリズムやプ
ログラムパッケージに関する日本発の研究が、海外のこの分野の一
部で利用されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

・大学や企業などでは、疎性を用いた方法に基づく方法を用いた統計
科学や機械学習などでのデータ処理への適用が広く行われている。
また、通信工学では応用を目指した研究もおこなわれている。 

・LASSOなどは統計の分野ではスタンダードな方法となっているの
で、ゲノム科学や脳データの解析など様々な分野で解析の際に用い
られている。 

・既存の手法を用いてあてはめた研究が多く、日本からの発信という
ものは少ない。 

産業化 △ → 
・データ処理技術としてはこうした方法が定着しつつある。しかし、

他国に比べて際立ったものではない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・LASSO、圧縮センシングともに提案が行われた国だということもあ
って、理論研究は世界をリードしている。統計、情報理論、最適化
法、どの分野でももっとも大きい貢献をおこなっている。 

・ポスドクレベルの研究者の多くがこうした理論研究に携わってい
るが、彼らのなかには、中国や韓国からの留学生も多く含まれてお
り、将来自国に戻る研究者も多く含まれると考えられる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・DARPA、  NFS を含む複数の予算のプロジェクトでは、疎性に関
する方法を用いるものが数多くあげられている。  

・信号処理、画像処理、統計学、情報理論、物理学、あらゆる分野で
疎性を用いることによる情報処理法の革新が進んでいる。 

・光学やMRIなどの医用機器では、ハードウェアを含めた応用研究が
行われている。 

産業化 ◎ ↗ 

・企業の研究として、疎性を用いた方法は当然とりいれられている。
特にIT技術を用いる企業では積極的に用いている。機械学習の会議
などでは、そうした研究者の発表、そしてそうした企業で必要とな
る研究が多く発表されている。 

欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

・米国に比べると貢献は少ないが、フランスでは Wavelet に関する
研究が以前からあり、その流れから信号処理において疎性を用いた
研究が盛んである。また、スイスのEPFLなどは情報理論に関する
世界的拠点であり、圧縮センシングに関する先駆的な研究を行って
いる。英国も複数のグループで疎性に基づく研究を中心に行ってい
る。 

・SPARS というワークショップのシリーズについて、第1回レンヌ
(仏、2005)はフランスの研究者が主導し、その後、ソルトレイク(米、
2007)、サン・マロ(仏、2009)、エジンバラ(英、2011)、ローザンヌ
(スイス、2013)とヨーロッパを中心に継続されている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・信号処理、情報理論における応用の研究は広くおこなわれている。
また、疎性を用いた方法は神経情報処理などで広く用いられてい
る。 

・米国と同様に医用機器などでは応用研究が行われている。 

産業化 ○ → 
・米国と同様に、一部の医用機器メーカーなどでは応用研究が行われ

ていると考えられる。しかし、米国ほどのひろがりは見せていない。 
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中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・いくつかの理論研究が中国でも行われている。米国や欧州で関連す
る研究を行っている大学院生やポスドクの数は非常に多く、その研
究者がこの数年中国にポストを得て戻っている。また、Microsoft 
Research が北京にあり、著名な研究者がいることから、今後この
分野の研究が大きく進むと考えられる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・基礎研究と同様に、今後、研究成果がでてくると思われる。北京に
ある Microsoft Research といった機械学習や情報処理技術に特化
した最先端の研究所がこうした方法の研究の中心になっている。こ
うした研究所は製品化を目標に据えて応用研究を進めている。 

産業化 △ ↗ 
・現状では特筆すべき活動は見えないが、今後は研究が進むと予想さ

れる。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗ 
・多くの研究が行われている。米国や欧州で学ぶ学生やポスドクが多

いことから、韓国に戻った研究者がこの分野の研究をけん引してい
ると考えられる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・圧縮センシングは応用分野が広いが、特に信号処理の分野での応用

研究が多いように見える。 

産業化 △ → ・特筆すべき活動は特に見えていない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）引用資料 

 1) Tibshirani, R. (1996). Regression shrinkage and selection via the lasso. J. Royal. 

Statist. Soc B., 58(1), pp. 267-288. 

 2) Candès, E.; Romberg, J.; Tao, T. Robust uncertainty principles: Exact signal 

reconstruction from highly incomplete frequency information, IEEE Trans. on Infor-

mation Theory. 2006, vol. 52, no. 2, p. 489 – 509. 

Donoho, D. (2006). Compressed sensing. IEEE Trans. on Information Theory, 52(4), 

pp. 1289 – 1306. 

 3) Emmanuel Candes 

http://eas.caltech.edu/news?keyword=Emmanuel+Candes 

 4) SPARS ワークショップ 

http://spars2013.epfl.ch/ 

 5) 文部科学省科学研究費補助金「新学術領域研究」平成 25 年度〜29 年度 スパースモデリ

ングの深化と高次元データ駆動科学の創成 

http://sparse-modeling.jp/. 

 

  

http://eas.caltech.edu/news?keyword=Emmanuel+Candes
http://spars2013.epfl.ch/
http://sparse-modeling.jp/
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<国内の研究会> 

圧縮センシングとその周辺 

http://noe.ism.ac.jp/sml/seminarlist/2011-05-cs-workshop/ 

圧縮センシングとその周辺（2）(ウェブページ削除済み) 

圧縮センシングとその周辺（3）(ウェブページ削除済み) 

圧縮センシングとその周辺（4）http://mns.k.u-tokyo.ac.jp/~sparse/cs2012_12.html 

 

<その他参考資料> 

信号処理での圧縮センシング特集 

・Signal Processing Magazine, IEEE, 2008, Vol.25, issue 2. 

http://ieeexplore.ieee.org/xpl/tocresult.jsp?isnumber=4472102 

 

国内での文献 

・田中利幸.圧縮センシングの数理、電子情報通信学会, Fundamentals Review. 2010,  

Vol.4, No.1. 

・http://w2.gakkai-web.net/gakkai/ieice/vol4no1pdf/vol4no1_39.pdf 

 

文献集 

・http://dsp.rice.edu/cs 

 

書籍 

・Sparse and Redundant Representations: From Theory to Applications in Signal and 

Image Processing 

・Alfred M. Bruckstein, Michael Elad, Springer-Verlag, 2010.  

  

http://noe.ism.ac.jp/sml/seminarlist/2011-05-cs-workshop/
http://mns.k.u-tokyo.ac.jp/~sparse/cs2012_12.html
http://ieeexplore.ieee.org/xpl/tocresult.jsp?isnumber=4472102
http://w2.gakkai-web.net/gakkai/ieice/vol4no1pdf/vol4no1_39.pdf
http://w2.gakkai-web.net/gakkai/ieice/vol4no1pdf/vol4no1_39.pdf
http://dsp.rice.edu/cs
http://dsp.rice.edu/cs
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３.１.８ 機械学習・データマイニング 

（１）研究開発領域名 

機械学習・データマイニング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

データマイニングとは、データ分析技術を蓄積されたデータ（例えば、大学入試の結

果など）に適用し、そのデータの中から役立つルールや法則など（例えば、今年の大学

合格者の得意科目の傾向など）の知識を見つけ出す技術。 

機械学習とは、人工知能における研究課題の一つで、人間が経験的に行っている学習

（例えば、学校の宿題をやらないことで教員に数回怒られると、学校の宿題はやるべき

だということを学ぶこと）と同様の学習をコンピュータで実現させるための技術、理論、

ソフトウェアの総称。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

データマイニングは、サービスサイエンスにおける消費傾向の発見、医療データマイ

ニングにおける病状の進展規則の発見など、様々な応用分野でその有効性を示してきた。

データマイニングの研究開発は、データマイニングするための手法の研究・データマイ

ニングツールを開発する研究・データマイニングを適用する研究に大別される。データ

マイニングするための手法の研究は機械学習の研究との関連も深く、機械学習の研究が

進展するとともに、同時に進展していくと予想される。データマイニングツールを開発

する研究はデータマイニングの産業化を目指していると考えられるが、統計手法を整理

した従来のデータ分析ツールと競合する可能性がある。データマイニングを適用する研

究は、Web 上の大規模データ（ビッグデータ）を対象としたテキストマイニングなどの

研究がしばらくは主流になると予測される。 

機械学習は、1980 年代後半から 1995 年頃まではニューラルネットワークの基礎研

究・応用開発研究が機械学習そのもののような時代を経て、1995 年頃から現代までは

サポートベクターマシンを中心に基礎研究・応用開発研究が盛んに行われてきた 1)。機

械学習の研究は、ニューラルネットワーク・サポートベクターマシンの研究という時代

を過ぎて、最近では、カーネル法やベイジアンネットワークなど確率・統計に基づく機

械学習の基礎研究が盛んになっている。目立たないが、近年の安価な計算機の高性能化

等により、ある種の機械学習技術が、顔認識・侵入者検知・音声認識などの用途で産業

化されている。機械学習は、その応用範囲が広いことから、様々な分野で応用研究が行

われている。今後、機械学習の基礎研究・応用開発研究は、ビッグデータ（Web 上のデ

ータ、遺伝子データなど)を対象とした研究を中心に進展すると予測される。 

国際比較については、データマイニング・機械学習の基礎研究では、米国・日本・欧

州で非常に高い研究レベルを維持している。中国・韓国は、日欧米に留学していた優秀

な学生が研究者として多数帰国しており、ある程度の基礎研究レベルを維持している。

応用研究については、大きなプロジェクト研究は米国・欧州が先導しているが、関連学

会等を調査してみると、小さな応用研究は日本でも多数見受けられる。データマイニン

グ・機械学習の技術は、蓄積された（できる）データが存在することが前提となるため、
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従来は Google・Yahoo!・Microsoft などの Web 上の膨大なデータを有する民間組織で

の産業化が図られてきた。今後は、他分野のビッグデータに対するデータマイニング・

機械学習の基礎研究・応用研究が進展すると予測される。 

 

（４）研究開発推進上の課題・ボトルネック（科学技術的課題、政策的課題）  

データマイニング・機械学習はそのものだけでは産業化が難しい。そのため、既存産

業（現在は、国防総省・Google・Yahoo!・Microsoft など）がデータマイニング・機械

学習における応用研究を牽引する必要があることが世界的に重要課題となっている。 

データマイニング・機械学習における研究が確率・統計に基づくデータ分析技術に急

接近しており、データマイニング・機械学習と従来のデータ分析技術との棲み分けがで

きなくなる可能性が危惧される。 

世界的に、データマイニング・機械学習における研究は、研究予算の面から米国が研

究の潮流を作っており、米国がデータマイニング・機械学習の研究予算を削減した際の

研究の衰退が危惧される。 

我が国では、データマイニング・機械学習の基礎研究に携わる研究者は多く、高い研

究レベルを維持している。複雑系数理モデル学の基礎理論構築とその分野横断的科学技

術応用(FIRST)2)など、データマイニング・機械学習の基礎研究に関連するプロジェクト

もあり、現在、その研究レベルの維持が可能となっている。しかし、我が国の大学には、

データマイニング・機械学習の研究に非常に重要な確率・統計学や数理モデルについて、

体系的に学べる専攻がない。そのため、FIRST などのプロジェクト終了とともに、デー

タマイニング・機械学習の基礎研究レベルが維持できなくなることが危惧される。また、

現在、我が国には、産官学が連携した独創的なデータマイニング・機械学習の大規模な

応用研究プロジェクトがないことが課題である。米国の研究予算に左右されない研究の

潮流を作るためにも、産官学が連携した独創的なデータマイニング・機械学習の応用研

究プロジェクトを継続して、立ち上げていく必要がある。 

近年、日本、米国、中国、韓国でビッグデータに関連する多くのプロジェクトが立ち

上がっている。その中でデータマイニング・機械学習の基礎研究は高度化していくと考

えられる。しかし、どのプロジェクトにおいても高度化したデータマイニング・機械学

習が役立つ場が示されないと、その研究開発は縮小していくことになる。今後は、様々

な分野でのデータマイニング・機械学習、ビッグデータの利活用プロジェクトを継続し

て、立ち上げていく必要がある。特に、我が国では、産官学が連携した独創的なデータ

マイニング・機械学習の応用研究プロジェクトを継続して、立ち上げていくとともに、

他国に先駆けて、データマイニング・機械学習、ビッグデータを体系的に教育・研究す

る場を産学連携して構築していく必要がある。 

   

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

Memorial Sloan-Kettering Cancer Center (MSKCC) が生物学の研究進展および組

織化された生物学のプロセスの発見のために、機械学習によるゲノム情報や分子プロフ

ァイルの統合を目指して Computational Biology Center(cBio)を設立し、各国から研究

者を募っている 3)。我が国においても大学・公的機関で機械学習を利用した生物学の進
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展を目指した研究が散見されるものの、国内外から研究者を募る規模のプロジェクトは

ない。 

ドイツでは、Berlin Brain-Computer Interface(BBCI)( 2001-2010)4)と呼ばれるプロ

ジェクトが The ministry for education and research (Bundesministerium für Bildung 

und Forschung, BMBF)の予算で実施された。このプロジェクトの目的は EEG によっ

て計測される脳信号の検知と解読の改善であった。より具体的には、新たなセンサ技術

の開発と新たな機械学習技術を用いた脳波の分析並びに脳の理解の改善を目指したプロ

ジェクトだった。我が国では理化学研究所に脳科学総合研究センター5)があり、このプ

ロジェクトより規模が大きいものの、機械学習の研究にダイレクトに関連した研究チー

ムはない。 

Google・Yahoo!・Microsoft では、Web 上の大量データを活用した新たなサービスを

模索するため、機械学習を利用した応用研究・開発が行われているとともに、Web 上の

大量のテキストを扱う新たな機械学習技術の研究が行われていることが、国際会議等か

らうかがえる。 

2012 年以降、日本、米国、欧州、中国、韓国でビッグデータに関する研究予算の増大、

大型プロジェクトの立ち上げが顕著になっている。日本では、データマイニング・機械

学習を必要とするビッグデータ関連のプロジェクトとして、CREST の「ビッグデータ

統合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化」6)、「科学的発見・社会的課題解

決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代アプリケーション技術の創

出・高度化」7)などがスタートしている。米国では、Big Data Research and Development 

Initiative8)の中でビッグデータに対する政府の方針を示しており、$200 million の研究

開発費を投じている。欧州においては、BIG（Big Data Public Private Forum）9)プロ

ジェクトが進行中である。中国においては、「2012 年におけるハイテク・サービス業の

研究開発と産業化に関する通知」でビックデータ分析ソフト開発と活用サービス創出を

重点支援対象に指定した。韓国においては、2012 年に「ビックデータマスタープラン」

を発表し、「ビックデータ分析活用センター」開所によるデータ処理環境の整備を行っ

て、「公共データポータル、オープンデータ広場」など公共データ公開など国家で政策

的取組みを行っている。 

 

（６）キーワード 

サポートベクターマシン、カーネル法、アンサンブル学習、ベイジアンネットワーク、

統計、確率、テキストマイニング、パターン認識、ビッグデータ 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・日本の大学・公的機関・民間機関における基礎研究レベルは非常に
高く、ほとんどの研究領域において米国、欧州とともに世界をリー
ドしている。 

・Asian Conference on Machine Learning10)を設立するなど、学会に
おける当該技術の基礎研究者の数は非常に多く、また研究に勢いが
ある。 

・CRESTのプロジェクトにより、基礎研究開発が支援されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

・複雑系数理モデル学の基礎理論構築とその分野横断的科学技術応
用(FIRST)など、当該分野の研究を包含したようなプロジェクトが
存在する。 

・学会発表等から応用研究・開発の研究が大学・公的機関・民間機関
で実施されていることがうかがえる。 

・データマイニング・機械学習を主とした産官学一体となった応用研
究・開発プロジェクトは存在おらず、本研究領域の世界的な潮流を
作ることができていない。 

産業化 ○ → 
・カメラにおける顔認識や重要施設への侵入者検知など産業製品の

一部の機能として、産業化が実現されている。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・米国の大学・公的機関・民間機関における基礎研究レベルは非常に
高く、ほとんどの研究領域において世界をリードしている。特に国
防総省の巨大予算による支援で、基礎研究の進展が著しかった。 

・大学・公的機関・民間機関のどこでも基礎研究の重要性が認識され
ているため、様々な分野に優秀な人材が動ける強みを持つ。 

・大学・公的機関・民間機関のどこでも基礎研究レベルが維持され、
予算も十分であることから、ソフト面における世界の研究傾向を形
成できる強みを持つ。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・国防総省の巨大予算による支援のため、当該分野における応用研
究・開発は多いはずであるが、数値としてそれを把握することは難
しい。 

・癌センターによる遺伝子解析やスマートグリッドから得られる需
要家の情報分析など大量データを扱う分野での応用研究・開発研究
がプロジェクトとして、立ち上がり始めている。  

・Big Data Research and Development Initiative により相当額の研
究開発費が投じられている。 

産業化 ◎ ↗ 

・Google、Yahoo!、Microsoftでは日々蓄積される大量の情報を整理
し、検索できるように当該技術が利用されている。 

・カード会社等の信用診断などに当該技術が利用されている。 
・iPhone 4S に搭載されたSiriに代表される音声認識ソフトが開発さ

れている。Siriが発表されてすぐに、日本・韓国でsmart phone用
の同様の音声認識ソフトが産業化された。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

・ドイツ、イギリスの大学・公的機関における基礎研究レベルは高く、
基礎研究の内、特に理論の研究では、米国、日本とともに世界をリ
ードしている。 

・欧州には当該分野の基礎研究をまとめる能力に長けた研究者が多
く、世界中で利用される教科書11)が出版されている。 

応用研究・
開発 

◎ → 

・ブレインマシンインタフェース(BMI)、ゲノム構造解析、マーケッ
ト分析の研究など、いくつかの応用研究・開発プロジェクトが実施
されている。 

・民間機関でもいくつか応用研究・開発のプロジェクトが散見され
る。 

・BIG(Big Data Public Private Forum) プロジェクトが実施されて
いる。  

産業化 △ → 

・Google ヨーロッパ、Yahoo! ヨーロッパ、Microsoft ヨーロッパで
は日々蓄積される大量の情報を整理し、検索できるように当該技術
が利用されている。 

・民間製薬会社における新規製薬の企画への利用がうかがえる。 
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中国 

基礎研究  ○ → 
・米国への多数の留学生らが本国へ帰国し、大学で一定レベルの基礎

研究力を維持している。 

応用研究・
開発 

○ → 

・軍事における応用研究・開発プロジェクトが存在しそうではある
が、その存在は確認できない。 

・「2012年におけるハイテク・サービス業の研究開発と産業化に関す
る通知」でビックデータ分析ソフト開発と活用サービス創出を重点
支援対象に指定した。 

産業化 △ → 
・当該技術の産業化が行われた表だった情報はないものの、米国等へ

のサイバーアタックが中国からなら、高レベルな当該技術が一種産
業化されていると考えられる。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・米国への留学生らが本国へ帰国し、大学で一定レベルの基礎研究力

を維持している。 

応用研究・
開発 

△ → 

・大学などが個別に応用研究・開発を行う程度であり、大きな予算を
かけたプロジェクトは確認できない。 

・大手家電製品会社が日本などの大学に寄付講座などを設立させ、応
用研究・開発を推進しようとしているようである。 

・2012年「ビックデータマスタープラン」発表し、「ビックデータ分
析活用センター」開所によるデータ処理環境を整備して、「公共デ
ータポータル、オープンデータ広場」など公共データ公開など国家
で政策的取組みを行っている。 

産業化 △ → 
・サムスン、LGなど世界的に著名な家電製品会社が存在し、安価なハ

ードは生産されているが、ソフト面の色合いが濃い当該技術の産業
化は確認できない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) Trends in Machine Learning according to Google Scholar 

http://yaroslavvb.blogspot.jp/2005/12/trends-in-machine-learning-according.html 

 2) 複雑系数理モデル学の基礎理論構築とその分野横断的科学技術応用  

http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/ 

 3) Computational Biology Center (cBio) at Memorial Sloan-Kettering Cancer Center 

(MSKCC) 

http://cbio.mskcc.org/jobs/index.html 

 4) Berlin Brain-Computer Interface (BBCI) 

http://www.bbci.de/ 

 5) 理化学研究所 脳科学総合研究センター 

http://www.brain.riken.jp/jp/faculty/ 

 6) ビッグデータ統合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化  

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-6.html 

 7) 科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代ア

プリケーション技術の創出・高度化 

http://yaroslavvb.blogspot.jp/2005/12/trends-in-machine-learning-according.html
http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/
http://cbio.mskcc.org/jobs/index.html
http://www.bbci.de/
http://www.brain.riken.jp/jp/faculty/
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-6.html
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http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-5.html 

 8) Big Data Research and Development Initiative 

http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/big_data_press_release_fi

nal_2.pdf 

 9) BIG(Big Data Public Private Forum) 

http://www.big-project.eu/ 

10) 4th Asian Conference on Machine Learning 2012 

http://acml12.comp.nus.edu.sg/ 

11) Pattern Recognition and Machine Learning 

http://research.microsoft.com/en-us/um/people/cmbishop/prml/ 

 

  

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-5.html
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/big_data_press_release_final_2.pdf
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/big_data_press_release_final_2.pdf
http://www.big-project.eu/
http://acml12.comp.nus.edu.sg/
http://research.microsoft.com/en-us/um/people/cmbishop/prml/
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３.１.９ モデル統合に基づくシステム設計とその評価 

（１）研究開発領域名 

モデル統合に基づくシステム設計とその評価 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

対象とするシステムを構成する要素の動的振る舞いを数式化したモデルを素早く開発

し、かつ、それらのモデル要素と既存のモデル要素を統合して、目的に合ったシステム

の動的振る舞いモデルを構築し、開発されたシステムモデルを利用して、企画・戦略決

定、機能設計、システムの安全性・信頼性・セキュリティーなどが十分であることの評

価・検証とシステムの維持や調整を行う。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

システムの複雑化の進展によって、システム開発も複雑化し十分な安全性、信頼性、

セキュリティーなどを保証しながら要求性能を満たすには多大なコストとリソーセスが

必要となってきた。現在では、ほとんどのシステムにおいて情報システムと電子制御が

係わっていて、情報システムを通したシステム間の連携が新しい付加価値を生み出すよ

うになった。しかしながら、独立していたシステムが連携することで想定外の問題が発

生し易くなり、システムを管理・制御するソフトウェアがシステムの安全性・信頼性・

セキュリティーや性能を決める重要な要素となっている。また、システム連携は製品競

争の土俵が高性能・高品質・合理的な価格という「ものづくり」から「システム化によ

る付加価値創造」に変化していることを意味する。日本は土俵の変化への適応が遅く、

自ら積極的に土俵を変えていくことも苦手なように思える。 

自動車の場合、新しい付加価値のほとんどに電子制御が係わっており、複数の電子制

御システムが絡み合って新しい付加価値を生み出している。制御ソフトウェアのサイズ

は急速に増大し、現在では、エンタープライズ系のソフトウェアサイズとほぼ同じとな

っている。今後は、個々のシステムの複雑化が一層進むと共に、情報システム、交通シ

ステムや電力システムとの連携によって新しい付加価値を生み出すと考えられる。した

がって、そのような環境での付加価値創造が重要になると思われる。現在では、自動車

は国際競争力を維持しているが、国際競争の土俵の変化に対する危機感も増している。  

このような社会ネットワークとの連携は、得られる利便性やエネルギー効率向上など

の付加価値が非常に大きいので、他の組み込みシステム製品でも急速に進展している。

こうしたことから、組み込みシステムのソフトウェアサイズは多様な要求を満たすため

に急速に複雑化していることに加えて、他のシステムと連携するためにソフトウェアサ

イズはさらに指数関数的に増大している。したがって、製品の複雑化、コスト競争の激

化に対応できる生産性の高い開発プロセスが必須であり、上位のシステムを俯瞰した戦

略的な政略決定、信頼性とセキュリティーの確保が一層重要になると思われる。 

(3-1) モデルベース開発 

システム開発の複雑化の進展に対処するために、自動車業界は制御対象と制御装置の

数理モデルを用いた制御システム開発を行うモデルベース開発 (MBD: Model-Based 

Development)の導入を行っている 1, 2)。図 1 は MBD の概念を示している。下半分のグ
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レーの領域はリアルな世界であり、上半分はバーチャルな世界である。制御システムは

制御対象と制御装置からなり、制御システム開発は両者を組み合わせて機能検証を行い、

その結果が十分であれば市場に出す。これと同様な構造をバーチャルな世界に作ること

が MBD の基本的概念である。したがって、バーチャルな世界に制御対象と制御装置の

モデルがあり、両者を組み合わせて機能検証を行う。これは、SILS (Software In the 

Loop Simulation)という。機能検証がバーチャルな世界で行えるので、検証効率が向上

する。制御対象のモデルから制御を導出することを MBCD (Model-Based Control 

Design)という。この概念で興味深いことは、図１の破線に示すようにリアルとバーチ

ャルな世界を繋ぐ２つのリンクがあることで、リアルタイムで動作する制御対象モデル

を実際の制御装置で制御することを HILS (Hardware In the Loop Simulation)という。

これは、実験が難しい場合や再現性が乏しい状況でも簡単にシミュレーションすること

ができ、開発効率を向上することができる。また、モデル化が難しい制御対象のアクチ

ュエータやセンサなどを実際の部品に置き換えることができる。また、バーチャルなヒ

ューマンインターフェースによって人間とシステムとのインタラクションもシミュレー

ション可能である。制御装置モデルで実際の制御対象を制御することを RPC (Rapid 

Prototyping Controller)という。自動車の量産制御装置やソフトウェア開発は時間がか

かるので、抽象度の高い制御装置モデルから自動コード生成を使って効率よく制御実験

ができる。MBD はこうした便利な環境を使っているが、最も重要なことは、モデルを

機能仕様書として使うことである。モデルと開発対象の動的振る舞いを比較することで、

精度の高い検証ができる。さらに、モデルを用いて検証条件を自動生成する方法などが

利用され始めている。開発ステップ毎にこのような検証を配置することで、上流工程で

の不具合を下流工程に流さないこと、開発プロセス自体の品質を評価して継続的な開発

プロセスの改善を行うことができる。 

 

図 1 モデルベース開発(MBD)の概念 

 

MBD の概念は自動車の制御システム開発だけに適用されるものではなく、汎用的な

概念であり、多くの産業からも注目されている。シミュレーションによって時間の経過
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に伴うシステムの振る舞いを共有することで、分野の異なる専門家間のコミュニケーシ

ョン精度が向上し、より適切な施策を見出すことができる。MBD の概念自体は古くか

らあるが、MBD は多くの技術とツールを体系化して用いる。近年、MBD が注目され始

めたのは、シミュレーション技術や関連技術が進み、連続事象系と離散事象系が混在す

るハイブリッドシステムのシミュレーションが GUI を用いて簡単にできるようになっ

た （Matlab/Simulink/Stateflow など）3)こと、コンピュータの計算速度が急速に上が

ったこと、実装コードの自動生成が進展したこと、検証ツールが適用可能になってきた

こと、制御システム開発が複雑化してシステム開発の効率化が強く求められていること

などからである。 

一方で、ソフトウェア開発の領域は複雑なシステム要求やシステム構成、ビジネスプ

ロセスなどをモデル化（要素間の関係図で示すこと）する UML(Unified Modeling 

Language)4)や SysML5)をシステム開発の上流に導入する活動があり、こちらも MBD と

いうことがある。両者の数学的バックグラウンドは大きく異なり、前者はシステム・制

御設計を背景に微差分方程式をベースとし、対象の動的振る舞いをシミュレーションす

ることができるが、後者はソフトウェア実装を背景に論理学をベースとする開発要求な

どをシンボル化した要素間の関係図をモデルといい、一般には、シミュレーションする

ことはできない。背景が異なるため両者の間にギャップが見られる。システムの複雑化

に対しては、両者が連携・統合されることが望ましい。 

MBD におけるモデル化の対象は、以下の通りである。 

 ① 要求モデル：望ましいシステムの振る舞いの記述 

 ② 制約モデル：システムが満たすべき制約の記述 

 ③ 制御対象モデル：制御対象の動的振る舞いの記述 

 ④ 制御装置モデル：制御装置の動的振る舞いを記述 

 ⑤ 人間モデル：人間の判断、感知、動作を記述 

 ⑥ 環境モデル：気圧、気温、湿度、風速、道路状況など 

要求モデルは、エネルギー効率の最適化、目標状態からの誤差の最小化や追従特性な

どを数式で表す。制約モデルは、自動車エンジン開発の領域では、アクチュエータの上

下限値や達成できる速度の範囲、ノック限界、失火限界、排気ガス規制値などの数式表

現に対応する。ノックや失火は運転可能な領域と運転不可能な領域を分けるが、その境

界を数式化したモデルを境界モデルという。エンジンの燃費を向上しようとすると、エ

ンジンは境界近傍で運転することになる。多くの場合、最適条件は制約境界上にあり、

最適化が進むに従い、境界モデルを求めることは必然である。また、利用可能な制御装

置のメモリー容量、スタックマージン、計算速度や開発コスト、開発期間なども重要な

制約である。制御対象モデルはシステムが大規模になるに従い、各種の分野、および、

物理現象を統合して扱う必要が増している。人間モデルは、人間の行動の介在にシステ

ムがどのような振る舞いをするか、また、人間にとってシステムはどのような振る舞い

をすべきかを知るために、益々、重要になっている。環境モデルは、想定外な事象によ

って生じる問題を緩和するためにも、対象とするシステムが作動する全ての環境を可能

な限り網羅する必要性がある。 

MBD ではこれらのモデルを統合して組み込み制御システムを開発する。MBD はこれ
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まで比較的規模が小さく、単純なシステムに適用されてきた。しかし、ハイブリッドシ

ステムのモデルが可能になったこと、HILS を含むシミュレーション技術の進展、動的

振る舞いモデルを用いた検証の進展によって、制御システム開発の複雑化に対処する方

法として注目されるようになった。また、上述のようにモデル化対象を明確化し、情報

管理機能を備えることで、より洗練された開発システムを目指すようになった。MBD

は組み込み制御システムを対象として発展してきた開発手法だが、制御を「望ましい状

態を実現すること。」と捕らえると、マネジメント領域を含み、あらゆる対象に拡張す

ることができる。 

しかし、MBD の大きな課題は対象のモデルを効率的に開発することである。モデリ

ング手法は大きく分けると、物理法則に基づく物理モデリングと関数近似理論に基づく

数式の係数を実験データに合うように調整する実験モデリングがある。前者は明示的に

モデル構造を持つのでホワイトボックスモデリングに対応し、後者は内部構造を持たな

いのでブラックボックスモデリングに対応する。物理モデリングに関しては、特定の物

理領域ではモデリング手法がよく発展しているが、力学系、電気回路系、伝熱系、流体

系、化学反応系を跨ぐ混合物理領域モデリングは研究者や技術者間で共有できる環境は

整っていない。このため、チームとしてモデルを開発する場合やモデルの流通に支障を

きたしている。また、物理モデリングを担当する人材の育成をも困難にしている。しか

しながら、物理モデリングは領域依存、産業依存、対象依存と考えられ、大学での研究

とは相性が悪いと考えられ易い。しかし、関係者が今日できるモデリングに関する企業

からの要求は強く、領域依存性、産業依存性、対象依存性を緩和した分野横断的物理モ

デリングの構築は必須である。実験モデルは汎用的な関数の係数を実験データと一致す

るようにパラメータを決定する方法であり、対象依存性が少ないので、大学では比較的

よく研究されている。制御の領域ではシステム同定と呼ばれる実験データから動的シス

テムのパラメータ調整手法が発展しており、機械学習では主にパターン認識などの静的

なモデリング手法が発展している。動的システムにも機械学習の手法が適用されている。

制御工学では開ループの同定精度を評価しただけでは、クローズドループの安定性が問

題になることや閉ループ系の同定には外乱の統計的性質から特別な配慮が必要なことを

指摘している。機械学習で得られるモデルを制御設計に用いることは容易ではない面も

あり、これまでは、両者は互いに独立していたが、連携を発展させることが望まれる。  

物理モデルと実験モデルを組み合わされたモデル、すなわち、グレーボックスモデル

が実用的であるといわれている。この方向にデータ同化がある。しかしながら、一般的

に物理モデルと実験モデルを組み合わせる方法は対象や開発者への依存性が強く、一般

理論としては十分発達していない 6)。 

(3-2) モデル利用 

モデルが大規模・高詳細度になれば、シミュレーション速度は遅くなり、精度と規模・

詳細度のトレードオフが存在する。コンピュータの高速化によって、大規模なモデルを

実行することが出来るようになったことが、モデル利用を促進してきた。今では、

3D-simulation を含む各種のモデルを統合し、設計プロセスとリンクさせて最適設計を

支援するツールも市販されるようになってきた 7)。コンピュータの実行速度が上がれば、

益々、便利な環境が手に入ると思われる。モデルは利用目的・記述方法・実行方法が揃
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って意味を持つことから、CPU やコンピュータの動向も重要である。コンピュータの実

行速度向上に頼って複雑化に対応することは、シングルコアのスピードアップが限界に

達して困難になった。複数のコアを持つマルチコア、そして、より多数のコアを持つメ

ニコア化の方向が鮮明になっている。しかしながら、従来の計算コードではアムダール

の法則によって、既存コードの並列度でスピードアップが限定されてしまう。メニコア

の恩恵を受けるためには、従来の計算アルゴリズムから並列性の高いアルゴリズムに変

えていかなければならない。 

モデル側からの複雑化への対応として、「複雑なモデルを開発し、その開発されたモ

デルを簡易化すること」と「的を得た簡易なモデルを直接開発すること」が考えられる。

モデル簡易化の技術としてモデル次数を低減するモデルリダクション 8, 9)などの手法が

あるが、パラメータ数の低減を含む広い意味でのモデル簡易化は十分発展しているとは

いえない。特にモデルパラメータ数は実験データに基づくパラメータ決定に必要な実験

規模、データ量、最適化計算時間に大きく影響する。今のところ、モデル簡易化はモデ

ル次数低減などある側面だけが発展しているということができる。 

モデリング教育は特定の技術領域のモデリングを教えるに留まり、混合物理領域モデ

リング、物理モデルと実験モデルの統合、モデル簡易化、制御対象と制御装置モデルの

統合、数式処理と数値計算を統合したモデル実行環境、モデル /データ管理を含む体系的

な教育はなされていない。行き過ぎた要素還元主義の影響が強いためか、モデリングは

技術領域の分断と一部の領域が発展するという傾向が見られる。 

特に欧州ではスウェーデンの Lund 大学や Linkoping 大学を中心に物理モデリング言

語 Modelica をベースとしたモデリング環境の整備が活発である 10-13)。そうした環境構

築によって欧州がシステムモデリングとシミュレーション分野でリーダシップを取ろう

としている 14)。これは、標準化もリンクし、欧州の産業基盤の強化を狙ったものと想像

される。Modelica、および、類似言語を採用した物理モデリングツールもスウェーデン、

ドイツ、カナダ、米国から発売されている。米国では VHDL-AMS が IEEE 標準 1076

となり、VHDL-AMS15)を採用した物理モデリングツールが発売されている。HILS など

に利用される Real-time simulator は日本でも市販されているが、欧米のツールに大き

く遅れを取っている。これは、計算ボードなどハードウェアは作れても、そのハードウ

ェアに搭載するモデルが作れないことや関連するサービスソフトなどが弱いためである。

日本では見るべきモデリングツールがないのが現状である。これは、長期的に産業の足

腰を萎えさせる可能性がある。 

(3-3) 現状でのモデルの評価 

モデルとその有効性は一般に浸透していない。したがって、モデルに基づく開発は企

業の中での主流にはなっていないし、モデリング担当者は各社で説明などに苦労してい

る。これは、モデリングがモデル学として成立していないこと、モデリング教育が十分

でないことに起因した問題であろう。そうは言っても、意識の高い担当者の努力で物理

モデルや実験モデルが会社毎、産業分野毎に利用され成果を上げていることは疑いよう

がない。より生産的なモデリング環境やモデルの利用環境を構築する場合、「説明に苦

労する！」と MBD の推進者は証言している 1)。 

日本では、特定の領域でのモデリングやモデリングに関する一部の技術領域は発展し
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ているが体系的・包括的・汎用的なモデリング研究はほとんどない。開発プロセスやモ

デリングツールを含めた戦略的・体系的で地道な欧州の活動は見習う必要があると思わ

れる。開発の方法論やプロセスが標準化され法的拘束力を持つことも懸念される 16)。残

念ながら、モデリングとリンクした標準化に関する日本発信の活動は余り見られない。

また、研究者間や技術者間で共通に利用できるモデリング環境整備の活動もほとんど見

られない。未発達なモデリング理論やモデリングツールに阻まれ、１社では人材と費用

の点からもモデリング環境構築は限界があるので、産官学の連携が必要である。 

欧州では大学・研究所・エンジニアリング会社・企業が上手い連携を持ち、大学で開

発された技術が効率的に企業に移転されている。エンジン制御パラメータを実験で決定

することは複雑化に伴い、従来の方法では実施不可能なほど膨大な実験工数が必要とな

った。エンジンのモデリング分野ではドイツのベルリンにあるエンジニアリング会社

IAV(Ingenieurgesellschaft Auto Verkehr) GmbH が非線形実験計画（DoE:Design of 

Experiments）と実験モデルに基づく Model-Based Calibration (MBC)を推進し、大学・

競合他社とユーザーである自動車会社を含めた DoE Conference を主催して、MBC の

普及と発展を行っている。そのような背景から自動車会社で利用される MBC ツールは

主に欧州のもので、典型的ガソリンエンジンでも実験工数が半減できる MBC の導入が

遅れてしまった。日本の数学・制御関係の研究者であれば、十分対応できる内容だが、

欧州に後れを取ったことは残念である。この事例は、大学と企業の連携の弱さに起因す

ると思われる。結局、日本は大学・研究機関と企業を繋ぐエンジニアリング会社は育っ

ておらず、大学と企業の分断がある。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

モデルの有効性が広く理解されるように、教育・啓蒙すると同時に、体系的・包括的・

汎用的なモデリング環境を整備する施策を行うべきである。現状は、モデリングの基礎

となるモデルの定義や広く共有するモデリング環境が未整備であり、モデリング研究や

教育が特定の領域で寸断されてしまっている。これらの横串を通し、モデル学を確立・

発展・普及させることが危急の課題である。モデリング技術をスムースに企業移転する

方策、企業ニーズを受け取る仕組みは非常に重要である。特に、モデルをどのように課

題解決に役立てるかは開発プロセスや計測技術と一体になって実施しなければならず、

産官学一体となった取り組みが不可欠である。早急にモデリング環境を整備するために

は、モデリングの基礎理論の確立と発展、モデリングツールの開発、物理法ライブラリ

の構築、モデル流通の確立、啓蒙・普及、教育、および、標準化を実施するモデル研究・

教育の拠点創設が不可欠である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

特に欧州ではモデリング分野でも、数式処理を利用したモデリングに関するコミュニ

ティの Equation Based Object Oriented Languages and Tools (EOOLT) や物理モデリ

ング言語とモデルライブラリー環境を整備する Modelica Association など時代に応じた

技術領域にフォーカスした国際的プロジェクトが多い。EUREKA (欧州最先端技術共同

体構想 )のクラスタープログラムの ITEA2 (Information Technology for European 
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Advancement) は異分野連携と Co-simulation 環境構築のための MODELISAR13, 18)に

26M €、主要な産業分野でのモデルライブラリを整備する EUROSISLIB19)に 15M€、オ

ープンなモデル開発環境と実行環境構築を目的とする OPENPROD20)に 11M €をつけて

いる。EUROSISLIB の最終的狙いは Modelica をデファクトスタンダードとし、システ

ムモデリングとシミュレーション領域で欧州のリーダシップを強化するためとしている。

米国科学技術財団 (NSF)は IT と物理システムの融合を狙った Cyber-Physical 

System(CPS)に 30 億円の予算をつけている。IBM、HP を初め各大学とも CPS が動き

始めている。UC Berkeley は現在のコンピュータ計算と物理世界のミスマッチを指摘し、

その解決を狙っている 17)。日本では、体系的、かつ、横断的モデリング技術に関するプ

ロジェクトはほとんどない。また、モデリングツールも国内で開発されたものは普及し

ておらず、企業が使うほとんどのツールは欧米で開発されたものである。このことは研

究・産業基盤の弱体化に繋がり兼ねない。そのなかでも、内閣府の最先端研究支援プロ

グラム「複雑系数理モデル学の基礎理論とその分野横断的科学技術応用」は数理モデル

に関した大型プロジェクトで注目される。 

 

（６）キーワード 

物理モデル、実験モデル、物理・実験モデル統合、制御対象モデル、制御装置モデル、

人間モデル、環境モデル、要求モデル、制約モデル、境界モデル、モデルベース開発、

システム同定、データ同化 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・特定の分野の中でモデリングは行われているが、分野間の連携や体
系的で汎用的なモデリング研究はほとんどない。  

・実験モデル領域は統計・機械学習・制御などの分野で独立にモデリ
ング理論が発展しているが分野を超えた連携は十分ではない。 

応用研究・
開発 

○ → 

・技術領域、産業領域でのモデリングが個別に実施されている。 
・機械学習、統計理論、システム同定など実験モデルに関しては多く

の研究があるが、相互の連携は弱い。 
・欧州で活発に活動されているModelicaのような研究はほとんどな

い。 
・企業で利用されるモデリングツールのほとんどは海外のものに頼っ

ている。 

産業化 ○ ↗ 

・産業界ではモデリングに対する関心が高い。 
・モデルベース開発(MBD)が普及され始めたことでモデルへの関心が

高まっている。 
・欧州で開発された実験モデル作成ツールが自動車業界で進展してい

る。JCUG(Japan Calibration User Group)が自動車業界と国内の大
学連携を促進している。 

・計測自動制御学会で物理・実験モデルの統合、モデル簡易化などを
含めたプラントモデリング部会が2009年に設立された。 

・モデリングツールは、ほとんど、欧米のツールに頼っている。 
・HILSやReal-Time Simulation が普及しており、国内でもSimulator

が発売されるようになっている。しかし、国内に留まり、十分成功
しているとは言えない。 
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米国 

基礎研究 ○ → 
・Cyber Physical System (CPS) などITと物理システムの連携に関す

るプロジェクトが進行している。 

応用研究・
開発 

○ → 

・組み込み制御システム開発ではMATLAB/Simulink/Stateflowが非
常に強く、物理モデリングツールとしてModelicaとよく似た言語を
採用したSimScapeも連携している。 

・STATEMATE、Labveiwなどのツールもある。モデリングツール分
野で米国は強い。 

・VHDL-AMSなどの IEEEで標準化された方式を展開しているが、
Modelicaの勢いが増しているように思える。 

・Modelicaや類似言語を採用したツールも開発されている。 
・ADL (Architecture Definition Langage)などモデル構成を定義する

言語が展開されている。 
・カナダでは数式処理をベースにしたMapleSimなどのモデリングツ

ールが開発されている。 

産業化 ○ → 
・モデルベース開発(MBD)の普及が見られる。 
・従来から各種の物理モデリングツールは開発販売されている。 
・VHDL-AMSを採用したモデリングツールが開発・販売されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・Modelicaなどモデリングに関する新しい技術は欧州から出ている。 
・数式処理モデリングのEOOLTなど小規模のConferenceが活発。 
・ITEA212)がモデリングに関する活動を大きな予算を付けて支援して

いる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・Modelica Association10)は物理モデル言語Modelicaを開発・強化して
おり、物理モデルライブラリーも整備している。  

・MODELISAR18)はFMI (Functional Mockup Interface)と呼ぶシス
テム設計と組み込みソフトウェア開発を効率化するためのモデル流
通のオープンな枠組みを構築。 

・EUROSISLIB18)ではModelicaに基づくモデルライブラリーを整備
している。 

・OPENPROD11, 20)はオープンソースのモデリング環境を整備してい
る。 

・自動車エンジン適合ツールとして、機械学習をベースとした実験モ
デリングが展開されている。CUG (Calibration User Group)がツー
ルメーカと企業の連携を促進している。 

産業化 ○ ↗ 

・モデリングツールを販売する会社は多い。HILSなどReal-Time 
Simulatorの展開でも成功している。 

・ISO26262のように開発ツールと国際標準のリンクも見られ、欧州に
有利な環境を構築するために戦略的に活動しているように見える。  

・産業界はWhite box modelingツールとしてModelicaに注目し始め
た。 

・実験モデリングツールでは、機械学習をベースとする自動車業界用
のエンジン適合ツールがオーストリア、ドイツ、イギリスの技術会
社から開発販売され、自動車業界に導入が進められている。 

中国 

基礎研究 △  ・注目すべきものは見られない。 

応用研究・
開発 

△  
・華中科技大学からModelicaに関する論文が出ている。 
・欧米からの方法論やツールを使った応用研究が行われている。 

産業化 △  ・欧米の技術コンサルタント会社は次々と中国に拠点を作っている。  

韓国 

基礎研究 △  ・注目すべきものは見られない。 

応用研究・
開発 

△  ・注目すべきものは見られない。 

産業化 △  ・注目すべきものはみられない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２ 制御区分 

３.２.１ 学習制御／適応制御 

（１）研究開発領域名 

学習制御／適応制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

時々刻々と変動する環境下における未知の動特性をもつシステムを制御するために、

観測情報を基に制御器自身も変動・適応させるような制御方式とその設計法に関する研

究開発。および、観測された現実の情報と目標との誤差を学習することで制御入力を適

切に構成する手法に関する研究開発。なお、制御のみならず、未知の動特性を、上記の

ような制御方式によってモデル化または推定を行う研究開発も、本研究開発領域に含む。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 適応制御 

時々刻々と変動する環境下における未知の動特性をもつシステムを制御するために、

観測可能な情報を基に制御器自身も変動・適応させるような制御方式を適応制御という。

1950 年代に、目標とする応答に追従させるべく適応的に対象のモデルを同定し制御器を

順応させるモデル規範型適応制御（Model Reference Adaptive Control System; 

MRACS）および、制御器のパラメータをリアルタイムに調整するセルフチューニング

レギュレータ（Self Tuning Regulator; STR）が発案されたことが契機である。その後、

MRACS と STR は、1960 年～70 年代にかけて、現代制御理論や非線形・時変システム

の安定論の成果を取り入れる形で、理想環境下における基礎理論としては習熟した領域

として確立した 1, 2)。さらに、不確かさに対するロバスト性が 1980 年代に活発に研究さ

れ、適応制御に用いる信号の性質などの観点から、モデル化誤差と安定性の関連などの

理論的成果もいくつか得られている 3-5)。その一方で、不確かさを陽に考慮した制御器で

対応するロバスト制御と、リアルタイムで対応する適応制御の関係については、現時点

でも理論的解析や有機的な融合はされていない。 

1990 年代に入ると、理論的に大きな壁であった相対次数の問題を緩和する目的で提案

された高階調整法やバックステッピング法 5)など、理論的に注目すべき発展的研究がな

された 1, 2, 6)。さらに 1990 年代後半には、適応制御の一部の研究者は、状況に応じて制

御器の構成を切り替えるハイブリッド制御の研究領域に移行し、いくつかの興味深い成

果を残している 7)。2000 年代に入ると、目標とする評価関数が未知の場合に、その勾配

をリアルタイムに求めることで制御を行う極値制御 8)も提案された。これは現在でも活

発に研究されている適応制御のトピックのひとつである 9-11)。特に最近では、太陽光や

風力など時々刻々と変動する自然エネルギーを利用した電力最大化問題への極値制御の

適用がいくつか研究されており、その有効性も示されている 12, 13)。 

適応制御の研究対象も、より現実的な問題設定に近い非線形、時変、分布定数などに

拡張されてきている 14)。特に非線形系においては、等価的に線形系としてはめ込むこと

で安定領域への軌道の吸収を図る I&I 法など非線形制御理論で 2000 年代に新たに確立
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した手法を取り入れた非線形適応制御の方式が提案されている 14)。そのほか、マルチエ

ージェント系の適応制御、分数次微分システムの適応制御、クォータニオン等を用いた

画像ベースの適応制御など、これまでにない新しい領域でも研究されている。そして、

このような理論の発展と並行する形で、計算機の高速化と高精度化に伴い、自動車、化

学プロセス、ロボティクスなど、国内外を問わず産業界への適応制御の応用も積極的に

行われている。最近では医用工学やシステムバイオロジーなどでも、適応制御の応用例

が見られるようになってきた 9, 15)。 

そして、データに基づいてモデリングと制御をリアルタイムに行う適応制御の究極形

として、モデル化と制御をデータという土壌で一括して行い、データから直接的に制御

器パラメータを求める方法 IFT が 1990 年代に提案され欧州を中心に研究されている。

これらに続く方法として、VRFT、FRIT なども提案され欧州および国内で実応用も視野

に入れて活発に研究されている 16-20)。最近では、これらの時変システムへの適用や 21)、

リアルタイム化に向けた発展研究 20)も進められている。 

(3-2) 学習制御 

未知の動特性をもつ対象に対し、そのとり得る入出力間のデータのみを反復的に用い

ることで、目標とするような挙動をもたらす制御入力を生成する手法である。1980 年代

中期に日本の研究者により提唱された Betterment Process がその研究の始まりであ

り 22)、国内では、ロボット制御の分野を中心に精力的に研究され現在に至っている。国

外でも、Iterative Learning Control（ILC）として学習制御が提唱され 23)、医療や福祉

機器への応用も含め盛んに研究が行われている。また、英国の一派とポーランドの多次

元システムの研究者が共同で学習制御を 2 次元システムとしてとらえ（時間軸と学習回

数軸を独立変数）、現在も精力的に研究を進めている 9)。 

一方、学習とは人間に備わっている能力であるから、人間の学習メカニズムの解明も、

学習制御の発展に寄与するはずであるし、逆に新たな制御スキームが、人間の学習理解

につながることも考えられる。そこで、まず、人間の学習メカニズムのひとつのモデル

として国内で Feedback Error Learning（FEL）という学習スキームが提案された 24)。

これは二自由度制御系のフィードフォワード部（先んじて、行動を見越すところに相当）

が、行動を通して適切に学習するモデルである。逆に、制御の観点から、このスキーム

を理論的に深く考察した興味深い研究がされている 25)。 

さらに、人間が生まれながらに自然にもっている手先の技量の学習メカニズムを解明

する研究も国内で行われ、数理的に整った体系としてまとめあげられつつある 26)。また、

近年「移動知」という新たな領域も提案され 27, 28)、そこでは、人間や生物が環境に適応

し、適切な行動を学習していく過程が、さまざまな分野の研究者によりアプローチされ

ており、異分野融合研究の非常に良いモデルであるともいえる。 

このように、一口に学習制御といっても多岐にわたる研究がある。そして、制御のひ

とつの手法というだけでなく、人間の行動理解、神経科学、医学、運動生理学、2 次元

システムなど多岐にわたる領域との融合により発展している分野でもあり、今後もその

ような形態で広く展開していくものと予測できる。 

(3-3) 適応モデリング・学習モデリング 

適応的または学習的な機構によりモデル化する研究も行われている。適応制御、とく
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に間接法では対象を適応的に同定することでそれに適した制御則を逐次更新しているの

で、適応的なモデリングや同定は前提の技術として行われている 29)。直接法とよばれる

適応制御のクラスでも、制御則自身を目的に応じて同定しており、陰に対象のモデル化

をしているともいえる。実際に先述の FEL の 2 自由度系におけるフィードフォワード

部の学習は対象の逆モデルを同定することに対応し 22, 23)、ある意味で適応モデリング・

学習モデリングの成功例といえる。また内部モデル制御のような制御対象のモデルを内

包した制御器のパラメータをオフライン学習によりチューニングすることで制御とモデ

リングを同時に行う研究も行われており 30, 31)、制御とモデル化の不可分性 32)に関わる

問題の一つの糸口として、今後の発展を待ちたい。一方の学習制御では間接的に対象の

動特性を習得することで、最適な制御入力を生成するともいえる。そのことを活用した

同定やモデリングの研究も行われ 33)、同定手法のひとつの有用なアプローチとして確立

しつつある｡ 

モデルを、数式の関係のみならず現象背後に潜む相関関係の解明まで拡大すると、近

年、興味深いいくつかの研究が活発に研究されている。とくに、ビッグデータとも関連

の深い大量のデータの機械学習や統計的学習によるモデル化、疎な情報を活用したスパ

ースモデリング 34)、および、データ同化 35)と呼ばれる気象などの大規模データの学習に

よるパラメータ同定は「（データの）学習モデリング」の代表例であろう 36)。また、適

切な制御則を選択・学習するという意味で、制御の上位に位置する判断機構の学習まで

拡大すると、人間が適切な制御のもとで最適な行動を行うための脳のメカニズムの解明

が精力的に研究されている 37)。どちらも、これまで述べてきた制御とは趣の異なる複合

領域に存在するが、どれもが横断的な学問であるが故に、今後の動向と融合可能性につ

いて注目に値すると考えられる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・より広い意味での「学習」の領域との融合が望まれる。学習制御という領域は、他の

分野との融合で発展した経緯もあるが、今後は、さらに、機械学習やデータマイニン

グなどの領域の成果を積極的に取り入れる、また、研究者同士の活発な交流を深める

ことも重要な課題である。例えば、計算機パワーも援用しつつ大量のデータを相手に

したような学習制御の新しい展開が望まれる。(3-2)で示したスパースモデリング、デ

ータ同化、人間の判断機構の解明など、さらなる他の領域との融合が発展的方向のた

めのひとつの課題である。 

・大規模複雑な問題に対応するような適応・学習制御の体系だった理論が構築途上であ

ると考えられる。エネルギー、環境、経済など昨今の国内外における制御に対する需

要に応え得る適応制御や学習制御の発展も重要である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・IFAC（国際自動制御連盟）は、3 年に 1 度、適応制御や学習制御に関連する研究を中

心としたワークショップ Adaptation and Learning on Control and Signal 

Processing（ALCOSP）を開催し、すでに 10 回を数えている 9)。毎回世界各国から

のこの分野の研究者による最新成果が発表されている。第 12 回は 2016 年度にオラン
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ダで開催される予定である。なお、2004 年には日本で開催されている。 

・欧州、特にスペイン、イタリア、スイス、北欧などで、PID 制御の適応的なオートチ

ューニングに関する研究開発の一環として、制御系設計 CAD 上のツ－ルボックスや

専門のベンチマーク問題が開発され、知識の共有に向けた動きが見られる 37)。 

・英国のサザンプトン大学の一派とポーランドの多次元システムの研究者グループが共

同で、学習制御を 2 次元システムとしてとらえた（時間軸と学習回数軸を独立変数）

研究を提唱し、現在も精力的に研究を進めている。多国間共同研究の成功したひとつ

のモデルケースともいえる 10-12)。 

・文部科学省科学研究費（科研費）特定領域研究「移動知」が平成 17 年度～22 年度ま

で遂行され、非常に有意義かつ学術的価値の高い研究成果が得られている 27, 28)。本報

告の冒頭で述べたような適応制御や学習制御よりも、もっと広い意味でのコミュニテ

ィ（ロボット、制御、情報、医学、計算機など）による研究体制であり、環境に適応

する行動や学習メカニズムの解明という共通の目的に向けた異分野融合が実現したと

いえる。 

・科研費新学術領域研究「予測と意思決定の脳内計算機構の解明による人間理解と応

用」 が平成 23 年度より遂行されている 37)。これは神経科学、医学、心理学、計算機

科学などの多岐にわたる分野の研究者が結集して、人間の判断や行動認知に関わるメ

カニズムを解明しようとするプロジェクトであり、人間の行動を適切に制御する役割

が通常の制御とするならば、その上位に存在する学習モデリングの話題である。 

・科研費新学術領域研究「スパースモデリングの深化と高次元データ駆動科学の創成」

が平成 25 年度より遂行されている 38)。これは物理現象や気象現象などの大規模なデ

ータを扱う際に、スパースモデリングや機械学習などの統計的手法をベースとして、

現象の背後に潜む関連性を抽出、すなわちモデリングする試みであり、広い意味での

学習モデリングの話題である｡ 

・ニューラルネット（NN）の高次元学習化が可能になってきている。これはクリフォ

ード代数とよばれる複素数を高次元化した量が導入・開発されたことが契機であり、

NN が制御の分野に登場した 20 年年ほど前に比べて極めて高次元の学習も可能にな

っている 39)。今後、この新しい NN がより広い意味での学習制御のツールとして浸透

していくのではないかとも考えられる。 

・近年、データに基づく制御器パラメータチューニング法が、イタリア、スペイン、ス

イスなどの欧州、および日本を中心に活発に研究され、その応用例も増えつつある。

欧州では特に VRFT が、日本では FRIT といった手法が中心であるが、日本の研究者

が IFAC のシンポジウム（ALCOSP ’10、 PID ’12、ALCOSP ’13）で FRIT の OS を

組み成果を発表するなど精力的に活動し、同時に研究者層を増やしつつある。なお、

統計数理研究所の公開講座のテーマ 16)や学会誌特集記事のテーマ 20)などとしても挙

げられている。また、日本学術振興会プロセスシステム工学第 143 委員会においては、

E-FRIT という手法が開発され、主に化学プロセスを中心に、顕著な成果をあげてい

る 17)。 
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（６）キーワード 

適応、学習、適応制御、学習制御、適応システム、適応推定、適応同定、データ駆動

型制御、知能、最適化 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・従来の適応制御の研究に加え、非線形系、分布定数系、マルチエー
ジェント系、分数次微分システムなどへの展開といった新しい動き
も見られる6, 15)。 

・データ駆動型制御器チューニング法が研究者層を増やしてきてい
る 16, 20)。 

・移動知27, 28)など広い意味での学習モデリングに関する研究 36, 37)も
見られる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・メカトロニクス、化学プラントを対象として連綿と研究され成果を

あげている9, 15)。 

産業化 ○ ↗ 

・化学プロセスへのセルフチューニング制御の適用が活発 1)。 
・日本学術振興会プロセスシステム工学第143委員会により、制御器

パラメータチューニング法  E-FRITが、プロセス産業界で浸透して
きている17)。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

・極値探索制御が提案され、その応用も含め研究が活発にされてい
る 8-11)。 

・分布定数系、むだ時間系など、従来よりも適用範囲を広げた適応制
御の理論の発展的研究が盛んに行われている14)。 

応用研究・
開発 

○ → ・論文や国際会議などでいくつかの発表が見られる 9-11)。 

産業化 ○ → ・論文や国際会議などでいくつかの発表が見られる 9-11)。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・英国、ポーランドなどで学習制御を2次元システムの制御としてと
らえた研究が理論の観点から精力的にされている 9-11)。 

・データ駆動型制御器チューニング手法の理論・応用双方で研究が活
発9-11, 38)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・北欧、イタリア、スイス、スペインなどで、データ駆動型制御器チ

ューニングの応用開発が活発に研究されている 16-20)。 

産業化 ◎ ↗ 

・PIDのオートチューニングのパッケージ化と産業応用が活発に行わ
れている38)。 

・工業以外でも、福祉、医用機器への適応・学習制御の適用も行われ
ている9-11)。 

中国 

基礎研究 ◎ → 

・非線形系への適応制御など、理論の発展的研究が活発に研究されて
いる9-11)。 

・米国や欧州などに留学または勤務している中国人研究者も活発に研
究している9-11)。 

応用研究・
開発 

○ → 
・ロボットなどを対象としたメカトロニクス系で活発に研究されてい

る9-11)。 
・論文や国際会議などでいくつかの成果が見られる 9-11)。 

産業化 △ → ・産業界では特筆すべき成果は現状では見られない。 

韓国 

基礎研究 △ → ・理論面で特筆すべき成果は現状で見られない。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究で特筆すべき成果は現状で見られない。  

産業化 △ → ・産業界で特筆すべき成果は現状では見られない。  
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（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.２ ロバスト制御 

（１）研究開発領域名 

ロバスト制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムの不確かさに対して性能が変化しないロバストな（頑強な）制御系の解析と

設計の方法論の究明。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

ロバスト制御とは、システムがもつ不確かさへの対処を目的とした制御系の解析と設

計のための方法論のひとつである。その特徴は、不確かな（バラツキをもつ）制御対象

を「モデルの集合」でとらえ、実際の制御対象がどの集合要素であったとしても適切に

振る舞う「一様な性能」を実現するコントローラの設計を考える点にある。1980 年ごろ

から、その問題設定の数理的な理解が進み、国内外で急速に研究が進展した。  

制御理論の歴史は、バラツキのある負荷変動の下で蒸気機関の回転数を安定化したい

という要求からスタートしたものであり、不確かさへの対処の歴史である。したがって、

ロバスト制御の成立以前の制御理論（1940 年ごろから研究が開始されたシステムの伝達

関数表現に基づく古典制御理論や、1960 年ごろから研究が開始されたシステムの状態方

程式表現に基づく現代制御理論）でも、不確かさに合理的に対処したいという問題意識

は存在した。実際、古典制御理論では、ゲイン余裕、位相余裕など、パラメータの変動

に対する頑強さを定量化するための指標が確立されている。ただし、考えられている変

動パラメータはスカラであり、取り扱っているのは非常に単純化した状況のみである。

一方、現代制御理論では、システムを駆動する信号として、確率信号としてのノイズを

導入し、不確かな振る舞いの統計的な解析を可能とした。それは、統計的最適制御理論

として完成し、いくつかの実用化事例につながった。しかし、制御対象の正確なモデル

と（白色雑音など、統計的解析の容易な）統計的性質の素直なノイズの組み合わせは、

現実の制御系設計の状況を広くカバーできるものではなく、実用化事例はそれ以上広が

らなかった。実際、平均や分散など、ごく少数のパラメータで不確かな振る舞いを記述

しようとするのは、記述力の限界がある。 

ロバスト制御理論の始まりとみなせるのは、G. Zames による H∞制御であろう 1)。

これは、システムを駆動するノイズに対して、白色雑音などのような統計的性質を仮定

するのではなく、パワーが有界なクラスを考え、最悪な振る舞いとなるものを抑制する

制御系設計を考えるものである。つまり、ノイズの集合を考える点に特徴がある。この

定式化はゲインが有界な不確かな要素をもつモデル集合を考えることと実は等価であり、

そのことが明らかになってロバスト制御の理論が発展した。回路理論で知られていた補

間問題を援用して、木村がロバスト安定化問題の完全な解を与えたのは、これら研究の

黎明期のことである 2)。その後、Doyle らによる H∞制御のリッカチ方程式による解法

が明らかになった 3)。これにより、ゲインが有界な不確かな要素（多入出力系）がひと

つの場合については、完全に解かれた。引き続き、不確かな要素がシステム内に構造を

もって複数含まれている複雑な、しかし実用的にも非常に重要な場合なども含め、研究
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が進められた 4, 5)。これらの研究は主に欧米の研究者が牽引したが、山本が提案したサ

ンプル値制御系のリフティング表現 6)がデジタルシステムに対するロバスト制御の研究

の基礎を築くなど、日本発の研究も存在感を示した。 

このような研究の中で、システムの集合の記述には（方程式より）不等式を用いる方

が自然であることから、1990 年ごろより、線形行列不等式（Linear Matrix Inequality; 

LMI）に基づくシステムの解析と設計が注目を集めた 7, 8)。これは半正定値計画問題と

なって、凸最適化の研究へもインパクトを与えた 9)。この流れは、岩崎と原による LMI

を用いたシステムの周波数特性の精緻な解析法 10)や、多項式最適化のサブクラスである

Sum of Squares of polynomials（SoS）を援用した不確かなシステムのロバスト性解析

の研究 11)、LMI や SoS を用いた研究をサポートするための計算ツールの開発 12)へとつ

ながっている。ただし、規模の大きな問題については、計算量がボトルネックとなるこ

とが明らかになるにつれ、ロバスト制御の研究は、課題解決の中で新たなブレークスル

ーを目指している。 

なお、これらの研究を進めるにあたって、International Federation of Automatic 

Control（IFAC）では Technical Committee 2.5 on Robust Control（TC 2.5）13)、IEEE

の Control Systems Society（CSS）では Technical Committee on Computer-Aided 

Control System Design（後に Computational Aspects of Control System Design、い

ずれも TC-CACSD）14)や Systems with Uncertainty（TC-SU）15)などの国際的なグル

ープをつくり、研究交換がなされてきた。例えば、TC 2.5 では 1994 年より 3 年ごとに

ロバスト制御に関するシンポジウムを開催しており、TC-CACSD も 1980 年代よりワー

クショップやシンポジウムをほぼ隔年で継続的に実施している。これらに対して TC-SU

は 2009 年活動開始と比較的新しく、TC 2.5 や TC-CACSD とも連携しながら、国際会

議でのオーガナイズドセッションの企画などを中心に活動している。一方、日本では、

計測自動制御学会を中心に、1980 年代の終わりから現在に至るまで、ロバスト制御に関

する研究会やセミナーが、テーマの切り口を最新の内容に更新しつつ、継続的に実施さ

れている 16)。 

いずれにせよ、実際のシステムの振る舞いを数理的モデルによって記述しようとする

とき、精緻なモデルを得ることは（知識の限界、時間的制限、経済的制約より）現実的

ではない。非線形性や無限次元性などに起因するかもしれない不確かさを、平均や分散

などの統計的指標ではなく、集合としてとらえることは、理論と実際のギャップを埋め

る重要なアプローチのひとつであり、いまやモデル集合を出発点とすることは、制御理

論における問題設定の常識となった 17)。また、このようなロバスト性の捉え方は、制御

理論の枠を超え、経済学 18)、複雑ネットワーク 19)、生物学 20)、最適化 21)など、他分野

へも広がりつつある。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・多様な不確かさを記述可能なモデル集合の表現を用いると、問題の規模が大きくなる

につれて、モデル集合の解析やそれを用いた制御系設計のための計算複雑さが急速に

増大する。計算複雑さを抑えるためには、凸集合などの解析の容易なモデル集合を用

いればよいが、そうすると現実の状況とモデル集合により記述できる状況とのギャッ
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プが大きくなり、設計できる制御系の性能が頭打ちになる。このような、モデル集合

の表現力と、制御系の解析と設計に必要となる計算量とには、トレードオフがある。

この点が、ロバスト制御理論のさらなる発展のためのボトルネックとなっている。 

・ロバスト制御の出発点は、対象システムをモデル集合としてとらえることであるか

ら、 実際のシステムをモデル集合として記述するための方法論の確立がポイントとな

る。しかし、集合としてモデリングすることは、選択できるモデル構造の自由度が大

きく、また決定すべきパラメータ数も多いことから、数多くの実験や試行錯誤を要求

し、非常に時間がかかる。この点も、ロバスト制御系設計を実践する上でのボトルネ

ックとなっている。 

・科研費の分野などを見ればわかるように、わが国では、制御に関係する研究予算が、

電気、機械など伝統的研究分野に細分化して紐づけされている。そのため、ロバスト

制御などのように、特定の対象に紐づけされない分野横断的な研究を力強く支援する

枠組みがないため、せっかく生まれた萌芽的な理論的研究成果に対して、（ポスドク

も含め）研究者を 結集して十分な規模を確保し理論研究を強力に進めるというような

枠組みがない。そのため、研究成果が散発的なものになっており、非常にもったいな

い。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ロバスト制御系の解析と設計を確定的に行い検証するという枠組みで考える限り、計

算複雑さの限界は回避することができない。そこで、ランダマイズドアルゴリズムに

より計算複雑さを劇的に低減させつつ、ロバスト制御系の解析と設計を確率的な理論

保証の下で行い検証するという枠組みが提案され、ここ 10 年で急速に研究が進展し

た 22, 23)。 

・制御対象の実際の応答データを実験により取得し、それより（制御対象のモデルを求

めるのではなく）制御系が望ましい振る舞いをするようなコントローラを直接設計す

る「データ駆動型制御」の研究が、最近集中的に行われている 24, 25)。ロバスト制御的

な観点は現時点のデータ駆動型制御にはまだとりいれられていないが、もしそれが可

能となれば、ロバスト制御におけるモデリングというボトルネックを解消するための

新たな方法論となり得る可能性がある。 

・米国の NSF では、2008 年より、Cyber Physical System というテーマにより、制御

理論研究を支援している 26)。これは、実世界にある物理的制御対象をコンピュータ制

御するという現代の制御工学のそもそもの枠組みを、ネットワーク上での実時間制御

や組み込みシステムという視点から切り取ったテーマであり、分野横断的な制御理論

研究の支援の枠組みとして、注目すべきものである。 

・欧州では、2010 年より 4 年間、Highly-Complex and Networked Control Systems

（HYCON2）という国際プロジェクトのもとで、共同研究の実施とともに、多国間で

共同して人材育成を行うという先進的な取り組みを行っている 27)。 
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（６）キーワード 

ロバスト制御、H∞制御、モデル化、ロバスト性、モデル集合、不確かなシステム、

不確かさ 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・ロバスト制御の黎明期に世界的な結果あり2)。 
・その後も継続して研究成果を蓄積4, 6, 8, 10)。 
・ランダマイズドアルゴリズム利用への取り組み23)、データ駆動型制

御25)など、萌芽的研究成果などあり。 
・JST CREST EMS領域では理論研究への支援あり。 

応用研究・
開発 ○ → ・小規模な産学連携や実験室レベルでの実証実験あり。 

産業化 ○ → 
・鉄鋼プロセスなど、製造プラントでの実施例あり。 
・Ｈ∞制御など標準的なロバスト制御手法は自動車のエンジン制御で

実用化。 

米国 

基礎研究 ○ → 

・ロバスト制御の黎明期には研究を牽引1, 3)。 
・その後も計測して研究成果を蓄積5)。 
・線形行列不等式や凸最適化ではブレークスルーとなる結果も7, 9)。 
・NSFの後押しで、テーマを広げつつ研究が継続的に支援されてい

る 26)。 

応用研究・
開発 ○ → ・実験室レベルでの実証実験は多数あり。 

産業化 ○ → ・半導体製造プロセスの制御など、製造プラントでの実施例あり。  

欧州 

基礎研究 ◎ → 

・確率的ロバスト性はイタリアで顕著な研究成果あり22)。 
・行列不等式などの取り扱いについても、理論的な成果 11)や世界的に

知られる計算ツール12, 28)など、顕著な研究成果あり。 
・データ駆動型制御の萌芽的成果24)。 
・国際的な枠組みにより、理論研究を継続的に支援 27)。 

応用研究・
開発 ○ → ・産学連携による萌芽的な研究はあり。 

産業化 △ → ・世界的に知られるような産業化の動きはなし。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
・論文数は増加。 
・Chinese Academy of Sciences の Academy of Mathematics and 

Systems Scienceを中心に、活発に理論研究を実施。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・Chinese Academy of Sciences の Institute of Automation を中心
に、積極的な研究開発を実施。 

産業化 △ → ・産業化の動きなし。 

韓国 

基礎研究 ○ → ・論文数はそれなり。 

応用研究・
開発 △ → ・日本企業との研究交流により技術情報を収集中。  

産業化 △ → ・産業化の動きなし。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.３ 最適制御／予測制御 

（１）研究開発領域名 

最適制御／予測制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

さまざまなシステムを最も効率良く操作するための数理的手法およびその他分野応用

に関する研究。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 最適制御 

機械などのシステムに制御入力（操作量）を加えたときの応答は、システムの数学モ

デルを用いて予測できる。一般的にいって、制御したい出力（制御量）の目標値を少な

いエネルギーで素早く達成するのがよい制御である。出力の誤差や目標値へ収束するま

での時間、消費エネルギーなどによって評価関数と呼ばれる性能指標を定義し、それを

最小にする制御入力をモデルに基づいて求めるのが最適制御問題である。定義する評価

関数に応じて、最短時間問題、最小エネルギー問題などさまざまな最適制御問題が設定

できる。さらに、制御入力や出力が許容範囲を逸脱しないよう拘束条件を課すこともで

きる。 

最適制御は、システムの状態の関数として求められる場合と、時刻の関数として求め

られる場合とがある。前者の場合は、時々刻々観測される状態に応じて制御入力が決ま

るのでフィードバック制御となり、後者の場合は、システムの実際の状態によらず各時

刻の制御入力があらかじめ決まっているのでフィードフォワード制御となる。現実のシ

ステムではモデルに誤差があったり外乱が加わったりするので、それらの影響を抑制す

るためにフィードバック制御が用いられることが多い。しかし、最適制御をフィードバ

ック制御として求める問題は、ハミルトン・ヤコビ・ベルマン方程式と呼ばれる非線形

偏微分方程式を解くことに帰着し、特別な場合以外は解けないため、最適制御をフィー

ドバック制御の形で求めるのは困難である。たとえ数値計算でハミルトン・ヤコビ・ベ

ルマン方程式を解くとしても、すべての状態に対して最適制御を数値的に求めると計算

量とデータ量が膨大になり、計算機の性能が飛躍的に進歩した今日においても現実的で

はない。一方、フィードフォワード制御として最適制御を求める問題は、オイラー・ラ

グランジュ方程式と呼ばれる非線形常微分方程式の 2 点境界値問題に帰着する。2 点境

界値問題では初期条件と終端条件がそれぞれ一部ずつ与えられていて、常微分方程式の

一般解が未知な場合は解くのが難しい。2 点境界値問題を数値計算によって解くには、

常微分方程式を繰り返し解き直して解を修正していく必要があり、やはり計算に時間が

かかる。また、求められるのはあくまでフィードフォワード制御なので、初期条件の変

化、モデルの誤差や外乱に対処できない。最適制御の応用範囲は極めて広いものの、最

適制御をいかに効率よく求めるかは困難な技術的課題である。 

最適制御問題の数学的基礎である変分法の起源は 17 世紀にまで遡り、幾何学や解析

力学で重要な役割を果たしてきた。変分法を拡張した最適制御の理論的整備は米国とソ

連を中心に 1950 年代後半以降活発に研究された 1)。代表的な理論として、ベルマンに
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よる動的計画法、ポントリャーギンによる最大原理がある 2)。動的計画法によってハミ

ルトン・ヤコビ・ベルマン方程式が導かれ、最大原理によってオイラー・ラグランジュ

方程式を一般化した 2 点境界値問題が導かれる。また、線形システムに対して 2 次形式

の評価関数を最小化する最適制御（Linear Quadratic 制御；LQ 制御 3））は解析的に求

めることができ、フィードバック制御として実現しやすい形だったため、その後の制御

工学の発展に大きな影響を与えた。現在、LQ 制御は、多くの工学系学部における制御

工学の講義で教えられるほど普及している。一方、LQ 制御以外の一般的な最適制御問

題は解析的に解くことができないため、数値解法も 1980 年代頃まで活発に研究され、

さまざまな手法が提案された。非線形計画問題の数値解法である勾配法やニュートン法

を関数空間に拡張して、フィードフォワード制御の修正を反復する反復法が基本的な手

法である 2, 4)。また、フィードバック制御が級数で表されると仮定して、その係数を逐

次求めて近似精度を上げていく方法も複数提案され、現在でもある程度数の論文が発表

されている 5)。最適制御の存在や性質など数学的理論の研究は欧米が中心である 6)。数

値解法については、米国と日本の研究者が航空宇宙分野への応用を含めて継続的に取り

組んできた 7)。近年、最適制御をフィードバック制御の形で求める方法として、力学系

理論に基づく方法 5)、量子力学的手法 8)、代数的手法 9-11)など、新しいアプローチが提案

されつつある。その他、最適制御問題の拡張として、制御を妨害し評価関数を大きくし

ようとする外乱もしくはプレーヤーを想定し、制御にとって最悪な外乱が加わったとき

の評価関数を最小化する微分ゲーム問題 2)も研究されてきた。微分ゲーム問題の応用と

しては航空機同士の追跡回避問題 12)などがある。さらに、多数のエージェントとユーテ

ィリティー（行政）とからなる社会システムのデザインを最適制御や微分ゲームの枠組

みで扱う試みも始まっている 13)。 

(3-2) 予測制御 

一般に、拘束条件や非線形性があるシステムに対する最適制御をフィードバック制御

として求めるのは難しい。一方、計算量が問題にならなければ、反復法で数値的にフィ

ードフォワード制御を計算することが原理的には可能である。しかし、実際のシステム

における外乱やモデル化誤差の影響を抑制して高精度の制御を行うには、フィードバッ

ク制御が望ましい。そこで、各時刻で有限時間未来までの評価関数を最小化する最適制

御問題を解き、フィードフォワード制御として求めた最適制御における最初の値のみを

実際の制御入力として用いることで、結果的にフィードバック制御を実現するのが予測

制御である。各時刻で求める最適制御は、時刻の関数として計算するが、出発点である

現在時刻のシステムの状態にも依存する。したがって、時々刻々フィードフォワード制

御を求めなおすことで、結果的にフィードバック制御が実現される。 

予測制御は、システムのモデルを用いて未来の応答を予測・最適化するので、モデル

予測制御（Model Predictive Control；MPC）とも呼ばれる。また、評価関数の時間範

囲（評価区間；horizon）が未来に向かって後退していくので、receding horizon 制御

（Receding Horizon Control；RHC）と呼ばれることもある。予測制御では、予見制御

のように未来の情報を使って最適化する場合もあり、また、未来の目標値が未知でも何

らかの仮定をおいて最適化する場合もある。システムの数学モデルや評価関数の与え方

によって、PFC（Predictive Functional Control）、DMC（Dynamic Matrix Control）、
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GPC（Generalized Predictive Control）など予測制御にはさまざまな問題設定があり、

それらは 1970 年代前後にフランスや米国で提案された 14)。当初は線形システムを主な

対象とした研究が発展してプロセス産業を中心に応用が進み、欧米企業によるソフトウ

ェアパッケージも市販されている 14)。1990 年代頃から拘束条件、切り替えや非線形性

を持つシステムに対する有効な制御手法として広く注目され始め、計算機の進歩による

最適化計算の適用範囲拡大もあいまって、現在ではさまざまな問題設定に対して理論研

究と応用の両方とも活発である。 

予測制御の理論面では、有限時間の最適化からいかにフィードバック制御の安定性を

保証するか、という問題が欧米を中心に 1990 年代から 2000 年代頃にかけて活発に研究

された 15)。また、フィードバック制御を実現するには最適制御問題を各時刻で高速に解

く必要があるため、予測制御に適した数値解法の研究も 2000 年代以降盛んである。数

値解法としては、最適制御をオフラインで計算してフィードバック制御を数値的なマッ

プとして保存しておく方法 16)と、実時間で最適化計算を行う方法 17, 18)とが研究されて

いる。さらに、最適化計算やコード生成のツールも世界各国の大学によって開発・公開

されている 19-25)。また、スマートグリッドなどへの応用を想定した問題設定として、分

散した制御器間の情報伝達に制約が課された分散予測制御の研究も盛んになりつつあ

る 26)。さらに、移動する評価区間を制御ではなく最適推定に用いる moving horizon 推

定（Moving Horizon Estimation；MHE）の研究も、予測制御ほど活発ではないが行わ

れている 27)。 

応用はあらゆる分野に拡がっており、例えば空調・環境の制御28)、スマートグリッド 26, 29)

や自動車の運動制御とエネルギー管理 30)なども研究されている。日本では化学プロセス

を中心に産業界での応用事例が多く 31)、さらに、先端的な予測制御の適用可能性を検討

する産学の研究も活発になりつつある 32)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

非線形システムの最適制御問題におけるフィードバック制御およびフィードフォワー

ド制御の計算方法については、長年の研究にもかかわらずいまだに決定的な手法が知

られていない。 

非線形システムに対する予測制御の安定性を判別する実際的な方法はいまだに確立さ

れていない。 

大規模かつ複雑なシステムの予測制御を実現するために、予測制御における最適制御

問題の数値解法にはさらなる高速化が必要である。必要な計算時間の正確な見積りも

重要な課題である。 

最適制御における評価関数の体系的な設計方法および調整方法が確立されておらず、

実際の応用において多大な試行錯誤が必要となってしまう。 

最適制御に関連する分野の数学者と制御理論研究者の交流が日本では欧米ほど活発で

ない。 

予測制御は応用可能性が急速に高まっており、幅広い分野の問題解決に貢献し得るが、

制御工学分野外で十分に認識されているとはいえない。その結果、応用や数値解法に

関して他分野との協力が不十分であり、研究者の交流促進が重要と考えられる。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・最適制御をフィードバック制御の形で求める方法として、力学系理論に基づく方

法 5)、 量子力学的手法 8)、代数的手法 9-11)など、新しいアプローチが提案されつつあ

る。 

・ETH の Building Control Group において、モデル予測制御をベースにした空調・環

境のプロジェクトが行われている 28)。スマートグリッドにおいてもモデル予測制御が

有力な手法として活発に応用されている 26, 29)。 

・最適制御・予測制御におけるモデリング・数値計算・自動コード生成のためのソフト

ウェアが世界各国の大学によって開発・公開されている。例えば、モデリングでは、

HYSDEL33)、最適化計算では MPT19)、 qpOASES20)、自動コード生成では、

AutoGenU21, 22)、ACADO23)、CVXGEN24)、FiOrdOs25)がある。 

 

（６）キーワード 

最適制御、予測制御、モデル予測制御、最適化、変分法、動的計画法、実時間計算 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・航空宇宙分野を中心に数値解法の研究が継続されてきた 7)。 
・線形システムに対する予見制御の理論は早くから独自に研究されて

いた12, 13)。また、非線形システムに対する予測制御の数値解法も他
国に比べて早い時期に提案された17)。 

・最適制御の理論でも近年独自の取り組みが見られる5, 8-11)。 
・分散型の予測制御に関する研究が近年盛んになりつつある26)。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・予測制御の自動コード生成ソフトウェアAutoGenU21, 22)が独自に開
発されている。 

・先端的な予測制御の適用可能性を検討する産学の研究が活発になり
つつある32)。 

産業化 ○ → 
・予測制御は化学プロセスを中心に産業界での応用事例が多い 31)。 
・ただし、産業用ソフトウェアは独自開発が廃れ、欧米の市販ソフト

ウェア導入が主流となっている。 

米国 

基礎研究 ◎ → 
・最適制御の理論と数値解法いずれも草創期から世界をリードしてき

た1)。予測制御に関する研究も盛んである。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・航空宇宙分野など最適制御の応用は盛んである。 
・自動コード生成ソフトウェアCVXGEN24)が大学で開発・公開されて

いる。 
・分散型の予測制御に関する研究が他国に先んじて活発になった。 

産業化 ◎ → 
・産業用予測制御ソフトウェア開発され化学プロセス分野で普及して

いる14)。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

・最適制御の理論研究はフランスが強い。予測制御に関してはイギリ
ス、スイス、ドイツ、イタリア、スペインに活発な研究者がいる。  

・1998年以来数年おきに非線形モデル予測制御に関する会議NMPC
が開催されている。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・EU内の産学共同研究プロジェクト、風力発電や空調などエネルギー
システムに対する予測制御の応用が近年盛んになっている28, 29)。 

・大学による最適制御・予測制御用ソフトウェアの開発と公開が活発
である。モデリングでは、HYSDEL33)、最適化計算ではMPT19)、
qpOASES20)、自動コード生成では、ACADO23)、FiOrdOs25)がある。 

産業化 ◎ → 
・幅広いシステムを対象とする産業用予測制御ソフトウェアが開発さ

れている14)。 
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中国 

基礎研究 ○ ↗ ・最適制御および予測制御に関する学術論文が増加傾向にある。 

応用研究・
開発 △ ↗ 

・応用研究への取り組みは活発であり、予測制御を中心に今後は応用
事例が増えていくと予想される。 

産業化 △ → ・特に顕著な活動・成果は見えていない。 

韓国 

基礎研究 ◎ → ・線形システムの予測制御に関する研究では伝統がある34)。 

応用研究・
開発 ○ → 

・特に顕著な活動は見えていないが、予測制御の応用研究が行われて
いる。 

産業化 △ → ・特に顕著な活動は見えていない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.４ 分散協調制御 

（１）研究開発領域名 

分散協調制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

分散協調制御とは、複雑に影響を及ぼしあう多数のシステムにより構成される大規模

システムにおいて、個々のサブシステムが局所的な情報処理、情報交換の下で分散協調

的に行動することで全体最適な状態を達成するためのシステム・管理・制御・最適化理

論および技術に関する研究開発領域を指す。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

分散協調制御は、大規模システムを構成する個々の要素が局所的な情報処理、情報交

換の下で分散的に意思決定・制御・最適化を行うことで、全体最適化を達成することを

目的とする。分散協調制御が目指す「大規模なシステムを分散的に制御する」という概

念のルーツは古く、「大規模システムの分散制御」という名称で 1970 年代に活発な研

究がなされた 1)。この時代は日本においてはまさに高度経済成長期であり、欧米社会の

経済もまだ右肩上がりの時代で、世界的に社会インフラの複雑化に伴う、交通渋滞や、

環境汚染、人口増加などの社会問題が研究背景として存在していた。皮肉にもこのこと

が分散制御の分野における研究の動機となった。1980 年以降はロバスト制御理論の台頭

で、世界中の制御研究者の興味がロバスト制御へと流れ、その余波を受けて、分散制御

に関する研究は一時下降線を辿る。しかし、ロバスト制御理論が完成期を迎えた 2000

年を過ぎた頃から、アメリカを中心に、動的システム理論とグラフ理論が融合した新し

い分散協調制御理論に関する研究が現れ、現在の世界の制御理論界における最重要課題

のひとつとなっている。 

新たな分散協調制御は必ずしも過去の分散制御の焼き直しではない。分散制御は全体

を統括する主体の存在を認めた上でトップダウン的に全体を個々に分割していく手法が

主であるのに対し、分散協調制御はこれに加え、スマート化された個体からボトムアッ

プ的に全体を構成するという概念を包含する。また、分散制御ではサブシステム間のつ

ながりは物理的な結合によって生じる受動的なものであると考えるのに対し、分散協調

制御は意思決定者同士が情報のやり取りを通じて能動的につながる状況をも想定する。

以上の違いは科学技術の進歩に依るところが大きい。実際、このような発想はセンサネ

ットワークやロボットネットワークなど、近年の技術革新による安価で高性能なセン

サ・ロボット・通信デバイスの登場によって初めて実現可能となった技術が背景にあり、

旧来の電力システムや大規模プラントの制御が課題であった 1970 年代当時とは動機が

異なる。同様の概念はわが国において 1980 年代後半に提唱された自律分散システム論 2)

において研究されたものの、対象が抽象的かつ広範であったためか、理論体系が確立さ

れたとは言い難い。 

最近の分散協調制御の研究は 2000 年代初頭に米国を中心に始まり、2004 年に IEEE 

Transactions on Automatic Control において初の特集が組まれた 3)。2007 年には

Proceedings of the IEEE をはじめとした当該分野のほとんどの雑誌で特集が組まれる
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など、初期段階の研究はピークを迎えた。その後、欧州・アジア地域にも広がりを見せ、

全体として爆発的な論文数の伸びを示している。2014 年には IEEE Control Systems 

Society を中心に 5 つの society が共同し、分散協調制御の研究に特化した論文集を創刊

している 4)。 

欧州では EU を中心に、電力網の国際連携、また水資源の国際連携など、社会インフ

ラの分散制御に関して、その地理的な要因を理由に、1970 年代から継続的に研究が進ん

でいる。その歴史と多様性、研究成果の蓄積はアメリカや日本を凌駕する。しかしなが

らやはり現時点で時流を掴んでいるのはアメリカであろう。 

日本でも、計測自動制御学会制御部門において 2007 年から 2 年間フォーメーション

制御調査研究会が活動し、学会雑誌「計測と制御」に特集「協調とフォーメーションの

制御理論」5)が組まれた。これを契機に国内会議における関連研究の占める割合は現在

まで右肩上がりの状態である。なお、来年には現時点までの最新情報を含めた書籍が出

版される 6)。 

アジアでは米国や欧州のような分散協調制御に関するニーズがこれまで高くなったた

め、近年まであまり大きな動きはなかった。ただし、韓国では離島における分散電源の

必要性から、ソウル大学が中心となり、済州島で分散電源やスマートグリッドへの応用

研究に関する大規模な実証実験が行われている。中国では分散協調制御に関する研究は

盛んであるが、やはり従来のロバスト制御理論、現代制御理論に関する研究が主流のよ

うに見受けられる。また、応用・産業面での成果も今のところ陽に見えてきていない。  

応用研究・実用化の側面からは、上記のセンサネットワーク、ロボットネットワーク

に加え、それらを融合したモバイルセンサネットワークが、分散協調制御の登場以来重

要な地位を占めている。特に、プリンストン大学のグループが中心となり、海洋調査に

おけるモバイルセンサネットワークの実地研究が進められており、分散協調制御はその

運用のキーテクノロジーとなっている。海洋調査自体もそうであるが、その他にも防災・

減災やインフラの老朽化が重要課題として認識される我が国 7)においては、環境モニタ

リングやインフラ点検を司るこれらの技術および背景にある分散協調制御の発展は今後

ますます必要性が増すものと考えられる。  

他方、環境・エネルギー問題の顕在化と電力自由化に伴い、従来は純粋に集中型の工

学システムであった電力システムに、必ずしも集中管理できない需要家が発電主体ある

いは意思決定者として参入することで、分散協調制御技術の導入が必須となる。例えば、

分散協調制御理論に基づくリアルタイムプライシングの制度設計に関する研究が世界的

に大きな流れとなっている。我が国においても、2012 年から CREST「分散協調型エネ

ルギー管理システム構築のための理論及び基盤技術の創出と融合展開」 8)が開始され、

分散協調制御を中心に据えた次世代エネルギー管理システムの構築が進められている。   

さらに、高度交通システムの整備が進めば、スマート化された個別の車両と制御・通

信技術を装備したインフラが協調することで、効率性・安全性・利便性の増進が技術的

には可能となる。ただし、ここでもやはり運転者の意思決定は集中管理が難しく、分散

的な決定に基づく全体最適化を目指す分散協調制御の考え方に基づく研究が進められて

いる。 

以上の研究分野はサイバーフィジカルシステムと総称され、欧米では多額の研究資金
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がこれらの研究に投入され 9), 10)、結果として膨大な量の良質な学術研究が報告されてい

る。また、これらの機能を装備するまちづくりはスマートシティ／コミュニティ構想と

して、欧米のみならず、我が国においても重要課題の一つとして認識されている 7)。  

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ひとつの大きなシステムとそれを分化したサブシステムの利害が必ずしも一致しない

ような問題に対して、系統的な問題解決の方法が求められている。これらを分散と協

調の観点から、適当な評価関数の設定と適当な情報結合構造の構築問題として扱うこ

とができると期待されているが、基礎的な研究課題が山積している。 

・上記のサイバーフィジカルシステムは人間をシステム中に内包する。そのため、社会

的課題の解決に向けては工学システムのみから構成される世界を対象とするのではな

く、人間も含むシステムへの取り組みが必須である。 

・制御工学は横断的な学問であるが、理論研究の進展に伴い抽象度や数学的な難解さが

上がったこと、アカデミックな制御研究と実用分野における応用研究との共同プロジ

ェクトの機会が日本では極めて少ないことなどにより、研究者コミュニティはかなり

閉鎖的になってきている。また、研究者層は必ずしも厚くない。異分野間の緊密な連

携を進め、社会的な課題を解決していくために、上記 CREST プロジェクト 8)のよう

な大きな誘引剤となる施策の継続が必要である。 

・従来の「ものつくり」を重視する教育に加え、物事を抽象的に、あるいは俯瞰的に捉

えるシステム科学的な視点を養う教育の構築が必要である。我が国におけるものつく

りの重要性は論を俟たないが、時代の要請は徐々にそれを統合した全体の管理にシフ

トしてきており、システムに強い人材を育成することが求められている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・やや発散傾向にあった分散協調制御の研究であるが、ここにきて代表的な基本構造が

明らかになりつつある。例えば、マサチューセッツ工科大学の研究グループは、個々

のサブシステムが自身の局所目的を追求する分散制御と合意制御 11)に基づくサブシ

ステム間の協調制御を同時に実行することにより、全体最適化が達成されることを理

論的に示している。別の構造として、ジョージア工科大学のグループは各サブシステ

ム間の協調のメカニズムを局所目的に埋め込んだ上でサブシステムを分散制御させる

ことで、全体最適化を達成する構造を提案している。1970 年代に登場した従来型の分

散制御の枠組みに関してもスタンフォード大学のグループを中心に新たな理論が展開

されている。 

・応用面では、米国の主要大学のほとんどが分散協調制御に基づくエネルギー管理シス

テムの構築に注力している。特にカリフォルニア工科大学では、分散協調制御を用い

たリアルタイムプライシングの基礎研究が盛んに行われている。カリフォルニア州は

一般世帯へのスマートメータ導入がほぼ終了しており、それを利用したスマートグリ

ッド関連の実証プロジェクトが進行している。また、マサチューセッツ工科大学のグ

ループは、経済システム、周波数制御、自動発電制御を俯瞰的に捉えた Transactive 

Control なる新たなエネルギー管理システムの構造を提案している。 
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・欧州では電力や水資源の国際連携・運用の必要性から昔から実用的な制御に関する基

礎研究／応用研究ともに盛んである。最近の動きとしては、例えばスウェーデンのル

ンド大学では古典的最適制御と双対分解を用いた、最適制御問題の分散的処理に関す

る研究が盛んに行われており、北欧における大規模ウインドファームの分散制御への

応用研究についても積極的な検討がなされている。2008 年度よりルネサスとスウェー

デン研究会議の出資により設立され、大規模複雑系の分散協調制御に関して研究が進

んでいる。 

・センサネットワークの研究では、上であげたプリンストン大学の研究グループが理論/

応用の両方で群を抜いている。特に応用面の成果は、分散協調制御が実地研究のレベ

ルで成果を上げた好例として広く認識されている。群ロボットの分野では、スイス連

邦工科大学のグループが開発した Kivaシステムなど、産業面での貢献が進んでいる。

また、昨今の Quadroter の産業応用化は、同グループおよびペンシルバニア大学が開

発した制御システムが多大な影響を与えたものと考えられる。 

・カリフォルニア大学バークレイ校のグループは高度交通システムに関して PATH

（Partners for Advanced Transportation TecHnology）12）プロジェクトを立ち上げ、

カリフォルニアにおける高度交通網制御に関する研究拠点を構成している。 

・上記の応用研究を契機に理論研究にも新たな芽が生まれつつある。まず人間を含むシ

ステムの制御に関して 2008 年より、ボストン大学、プリンストン大学、カリフォル

ニア大学、ワシントン大学の研究グループが共同で、人間と工学システム間の協調を

中心に据えたプロジェクトを実施した 13)。ここでは特に、心理学とシステム制御の融

合が図られており、人間心理モデルを組み込んだ研究が盛んに報告されている。また、

マサチューセッツ工科大学を中心に、人間同士のつながりそのものを研究対象とする

社会ネットワークに関する研究も盛んである。さらに、分散協調制御の構造を横軸に

展開し、上位・下位の制御構造を縦軸に据える階層制御に関する研究が米国の主要グ

ループを中心に報告され始めている。 

 

（６）キーワード 

分散協調制御、制御理論、システム理論、最適化理論、大規模システム、ネットワー

ク論、サイバーフィジカルシステム、スマートシティ／コミュニティ、エネルギー管理

システム、センサネットワーク 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・東日本大震災後、集中システムから分散協調システムへの移行の重
要性が認識され、基礎研究の重点化が行われ始めている。その一端
として、例えばCREST 「分散協調型エネルギー管理システム構築
のための理論及び基盤技術の創出と融合展開」が開始されている。
学術論文レベルでも関連論文の数は右肩上がりの状態である。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・分散システムの応用研究は盛んで、特に、スマートメータを代表と

したセンサネットワークと分散電源に関する応用研究・開発が進ん
でいる。 

産業化 △ ↗ 
・東日本大震災後、分散電源、防災、インフラ老朽化対策の必要性が

現実化している。そのため応用研究から実用化・産業化のフェーズ
への移行が進んでいる。 
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米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

・本分野では質・量ともに世界の研究をリードしており、新たな発想
のほとんどは米国発と言っても過言ではない。 

・米国電気電子学会では、Control Systems Societyを中心に5つの
societyが連携してTransactions on Control of Network Systemsを
創刊しており、勢いに衰えは見えない。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・エネルギー分野では、分散化電源、スマートグリッド、リアルタイ
ムプライシング、様々な分散協調制御への応用研究が世界に先駆け
て行われている。 

・DARPA Grand/Urban/Robotics Challengeに代表される無人車両
制御の応用研究・開発も盛んに行われている。 

・また、プリンストン大学のグループを中心に、海洋調査のためのモ
バイルセンサネットワークシステムの開発及び分散協調制御のフィ
ールドワークの事例が報告されている。 

産業化 ○ ↗ 

・米国の電力網は日本に比べて信頼性が低く、耐故障性に関する研究
が盛んである。 

・サイバーテロに関する防御に関する研究も行われている。 
・また電力自由化に伴い、リアルタイムプライシングの制度設計に関

しては世界的に進展している。オバマ大統領がグリーンニューディ
ール政策を提唱してから風力発電を中心とした再生可能エネルギー
の分散制御に関する研究成果が顕著に現れている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・関連論文数は順調な伸びを見せており、研究レベルも高い。ルンド

大学やスウェーデン王立工科大学を中心に革新的な研究成果も報告
されている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・基礎研究と同様、応用研究・開発も盛んに行われている。例えばEU

において「Control for Coordination of Distributed Systems」とい
うプロジェクトが実施され、実用化の検討も行われている。 

産業化 ○ ↗ 

・電力網、また水資源の最適分配の実現のためには国際連携なしには
運営が不可能である。 

・欧州では社会インフラの分散協調制御に関して積極的に産業化が行
われており、近年水資源の枯渇に対する不安からそれらの重要性は
ますます高まっている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
・爆発的な関連研究論文の伸びを見せているが、玉石混淆であり、ど

の程度本質をとらえた研究が含まれるかは疑問が残る。ただし、数
学レベルの向上は顕著である。 

応用研究・
開発 

△ → ・基礎研究に比べ、応用研究・開発の動きはあまり見られない。 

産業化 △ → ・応用研究が強くないため、産業化の動きもあまり見られない。 

韓国 

基礎研究 △ → 
・論文数は増加の傾向にあるが、米国、欧州に比べるとそれほど盛ん

と言えない。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
・センサネットワークやスマートグリッドに関する応用研究が相対的

に進んでいる。 

産業化 △ ↗ 
・済州島での分散電源を用いたスマートグリッドの実証研究がソウル

大を中心として実施しており、その際に分散制御の応用について検
討が行われている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.５ 確率システム制御 

（１）研究開発領域名 

確率システム制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

決定論的な取り扱いが困難な外乱や環境変化を陽に考慮したシステムを構築する理論

と応用に関する研究。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

実世界のさまざまな現象を数理的にモデリングする際、しばしばその詳細を決定論的

に記述することは困難である。例えば、センサ信号などに混入する雑音などは、どの時

刻にどのような影響があるかを前もって知ることは難しい。しかしながら、こうした場

合においても何らかの統計的な性質は知ることができると仮定し、その影響を考察し制

御するのが確率システム制御の立場である。特に、白色雑音と呼ばれる各時刻において

独立同分布の統計的性質を有する確率的信号の取り扱いは長い理論研究の歴史を有し、

現在の研究でも不可欠な土台となっている。一方で、環境の変化に応じて制御装置を適

切に切り替えつつ制御するような状況や、通信ネットワークを介して制御を行いその輻

輳状態を考慮する場合などを考えると、対象とするシステムそのものが確率的かつ不連

続に変化する状況に直面する。こうした離散的な変化をいわゆるマルコフ連鎖やポアソ

ン過程などを用いて表現し、その振る舞いを理論的に考察する研究も近年活発に行われ

ている。 

主要な目的としては、外乱に乱された観測値を基にシステム内部の状況や外乱そのも

のを適切に推定するフィルタリング問題、外乱の影響が存在してもなお所望の振る舞い

をするような制御則を設計する確率制御問題などに分類することができ、どちらも活発

に研究されている。前者には例えば、過去（平滑化問題、スムージング）や未来（予測

問題）のある時刻の状況を推定する問題やデータ同化、センサ情報からシステムの異常

を検出する故障検出といったフォールトトレランスを目指した重要用途も含めることが

できる。 

次に手法の観点から分類する。従来はフィルタリングと制御のどちらの場合において

も、カルマンフィルタや線形 2 次ガウシアン（LQG; Linear Quadratic Gaussian）制御

に代表される伊藤解析（Ito Calculus）に基づく確率論的な試みが主流であった。しか

しこうした研究は、拡張が図られ続けてはいるものの、システムの非線形性などに対処

することは困難である場合が少なくない。これに対して、マルコフ連鎖モンテカルロ法

などにより標本経路を生成し適宜利用するなど、高い計算機能力を前提とした手法が近

年盛んに開発されている。フィルタリングに対する無香料カルマンフィルタやパーティ

クルフィルタはこうした流れの研究の代表例であるといえよう。システム制御の分野に

おいてはモデル予測制御と呼ばれるリアルタイム制御の方法論が従来から精力的に研究

されてきたが、これに確率的な要素を付加した確率モデル予測制御においても、最適化

分野の確率計画法（もしくは確率制約計画問題 ; Chance constrained programming 

problem）などの知見も用いつつ、計算量を軽減することが重要な課題のひとつとなっ
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ている。 

一方で、上述した確率的な雑音に対するロバスト性の獲得を発展させ、大規模かつ信

頼度の低いデータから重要な情報を抽出する手法の開発も盛んに研究されている。例え

ば、単純なデータ解析手法に加え、そのデータの生成過程にある種のダイナミクスを想

定することで大幅に情報抽出の効率を向上できる 1)。こうした一連の研究は、データか

らダイナミクスモデルを構築するシステム同定と呼ばれる分野と融合し、今後も持続的

な進展が見込まれる。この流れにおいて、カーネル法なども適切に用いれば、その単純

な計算手法にも関わらず、高度な理論に裏付けされた手法と同等以上の精度でシステム

が同定できるといった報告 2)は特筆に値する。またこうした背景のもと、対象を確率モ

デルとして学習するという手法・解釈も今後、ますます重要性を増すものと考えられる。 

一方で、汎用的な手法の構築もさることながら、特定の応用に特化し、その特徴を利

用するシステム構築に関する進展も大きい。またその応用分野としては、機械システム

などシステム制御分野の標準的な対象にとどまらず、新規性の高い分野が多く含まれる

ので、ここでそのいくつかを例示する。数理ファイナンスの分野においては、その確立

当時から確率制御の重要性が認識されてきた。近年、モデル予測制御と呼ばれる手法の

専門家を中心に、オプションプライシングやポートフォリオ最適化に制御理論の応用が

試みられている。システムバイオロジーの分野では、生体内の確率的挙動の解析やその

役割の解明に制御理論研究者が積極的に取り組み、化学マスター方程式の高速シミュレ

ーション手法の開発にも貢献している 3)。さらに、がん生物学への応用例 4)に見られる

ように、今後、この分野においてシステム制御論的な考え方は、大きな役割を果たすこ

とができると期待できる。量子力学系の制御においても確率的な挙動の扱いが中心的な

課題となるが、非線形フィルタリングやリスク鋭敏型フィルタリング／制御など理論へ

の還元も盛んに行われている。 

以上で述べた動向はおおむね国内外に共通するものであるが、基礎・応用などのフェ

ーズにかかわらず主要な最先端の結果の多くは欧米各国で得られている傾向がある。例

えば、確率モデル予測制御に関する理論研究としては、スイス連邦工科大学チューリッ

ヒ校 5)、ケンブリッジ大学 6)、スウェーデン王立工科大学 7)を中心に、確率モデル予測

制御、分散最適化の確率的手法など最高水準の研究が行われている。またスタンフォー

ド大学のグループなどによる数理ファイナンスへの応用 8)、電力ネットワークのデマン

ドレスポンスの解析 9, 10)、ビルのエネルギーマネジメントシステムへの応用 11-13)、量子

力学系 14, 15)など応用研究も盛んである。国内においては特に量子力学系 16)や電力ネッ

トワークへの応用にかかわる研究 17)が活発である。また確率制御に関する理論研究は古

くから非常に盛んであるが 18)、今後は既存の定式化にとらわれ過ぎない理論結果が増え

ることが強く望まれる。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

・現在のところ、どちらかといえば理論研究が先行している状態にある。今後、課題達

成型で研究を推し進めるためには、モデリングや実データの取り扱いに立ち戻る必要

があると思われる。例えば、風力発電量や日射量など莫大な実データのみが与えられ

るといった状況で、対象をどのようにモデリングすればよいかは自明ではない。こう

した問題は理論・実用両側面から重要であり、統計学や情報理論・学習理論などとも

密接に関連している。逆に、こうした情報の入手や開示がこれまで困難であった研究

課題においては、データの提供により大きく進展する可能性もある。 

・一般に、提供が困難なデータと数理的に情報量の多いデータは必ずしも一致するとは

限らない。したがって、フィルタリングや制御といった具体的な用途を念頭においた

上で、データのもつ情報量を特徴づける方法論を構築することも大変有益である。  

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・従来までは確率的な不確定性はできるだけ避けるべきものであるとしてとらえられる

ことが多かった。一方で、近年、確率的な要素を意図的に導入して、性能を向上させ

る試みが盛んに行われている。こうした考え方は、統計物理や生物学などでは古くか

ら認識されていたが、本格的に制御系設計にも用いられはじめている。焼きなまし法

（simulated annealing）などの単純な改良にすぎない研究も散見するものの、中には

分散最適化などの観点からも重要なパラダイムシフトと注目されている研究もあ

る 19)。 

・ビルの空調制御のエネルギー効率化など、大規模な対象へ確率モデル予測制御の応用

を試みるプロジェクトも進行している 11-13)。 

・システム同定や特徴量抽出に由来する数理最適化問題の解法として、Alternating 

Direction of Method of Multipliers（ADMM）などの手法を積極的に用いることで計

算量・メモリの劇的なスケーラビリティを獲得するとともに、並列計算・分散実装と

親和性を高めることが新たなトレンドとなりつつある 20)。 

・様々な分野でシステムのレジリエンスが重要視されるなか、従来の正規性雑音を土台

とした議論では扱うことのできない突発的な外乱やレアイベントの与える影響の評価

も、重要な課題として認識されつつある 21)。 

 

（６）キーワード 

確率制御、フィルタリング、モデル予測制御、確率計画法、マルコフ連鎖モンテカル

ロ法 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・理論研究のレベルは比較的高く長い歴史をもつ18)が、定式化レベル
での新規性を主張する結果がやや少ない。 

・次項目の応用研究においてさまざまな結果が得られていることにか
んがみると、今後、新たな理論研究課題の創出や、そこからのさら
なる展開が期待できる下地は十分にあるといえる。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・東京大学のグループ（およびその共同研究者グループ） 16)により、
量子力学系の制御理論に関して最先端の研究成果が得られている。 

・電力ネットワークにおける需要予測などのフィルタリングに関する
興味深い研究が行われている17)。 

産業化 △ ↗ 

・カルマンフィルタや線形2次ガウシアン制御などすでに一般的な手
法として十分確立している結果を除くと、これまでに確率システム
制御の結果が産業応用にまで適用された例は多くはないと思われ
る。 

・ただし前項の応用研究に関しては、今後はより実用的な研究フェー
ズへの展開が期待できる。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・確率論、最適化、分散制御などさまざまな観点からの確率システム
制御の研究において、最高水準の研究が行われている 12)。 

・最適化のための手法のひとつとして、ゲーム理論・学習理論の観点
などから積極的に確率的挙動を導入する研究が大いに注目を集めて
いる19)。 

・非線形フィルタリングに関する結果22)をはじめ、次項の応用研究に
携わる研究者などによっても、高度な確率論的な成果が得られてい
る。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・スタンフォード大学のグループなどで確率モデル予測制御の数理フ
ァイナンスへの応用に関する成果が得られている8)。 

・カリフォルニア大学サンタバーバラ校23)などで、化学マスター方程
式といったシステムバイオロジーにおける確率モデルに関する研究
が精力的にすすめられている。 

・その他にも電力ネットワークのデマンドレスポンスの解析 9, 10)など
に関しても、最先端の研究結果が得られている。  

産業化 ○ ↗ 
・前項の応用研究に対しては、すでにツールボックスのレベルにおい

てはさまざまなソフトウェアなどが開発されており、引き続き発展
することが見込まれる。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・スイス連邦工科大学チューリッヒ校5)、ケンブリッジ大学6)、スウェ

ーデン王立工科大学 7)を中心に、確率モデル予測制御、分散最適化
の確率的手法など最高水準の研究が行われている。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・もともとモデル予測制御はその応用も含めて欧州で盛んに研究され
ていたため、上出のグループにおいてさまざまな応用課題に適用が
試みられている。 

・風力発電に関連する研究などにおいても、フィルタリングや異常検
出に関する研究が多く行われている。 

産業化 ○ ↗ 
・ビルの空調制御のエネルギー効率化など、大規模な対象への応用に

関するプロジェクトも進行している（OptiControl 6）VIKING 
Project 14)。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・現在のところ、新規性の強い結果よりも、既存結果を着実に改良す
る結果が多く見られ、安定性や制御性能評価などの保守性の軽減な
どやや特定のトピックに偏る傾向がある。 

・国際会議などにおける発表件数の多さとその急激な伸びは、やはり
注目を集めており、存在感を高めつつある。 

・欧米各国において多数の留学生が在籍しているため、今後の研究水
準の上昇が見込まれる。 

応用研究・
開発 △ → ・このフェーズでの目立った成果は得られていない。 

産業化 × → ・このフェーズでの目立った成果は得られていない。 
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韓国 

基礎研究  ○ ↗ 
・国内での研究成果は必ずしも多くはないが、欧米各国において多数

の優秀な留学生が在籍しているため、今後の研究水準の上昇が見込
まれる。 

応用研究・
開発 △ → ・このフェーズでの目立った成果は得られていない。 

産業化 × → ・このフェーズでの目立った成果は得られていない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) Sznaier, Mario. Taming the upcoming data deluge: A systems and control perspective. 

Semi-Plenary Talk, 51st IEEE Conference on Decisions and Control, 2012. 

 2) Pillonetto, Gianluigi; Dinuzzo, Francesco; Chen, Tianshi; De Nicolao, Giuseppe; Ljung, 

Lennart. Kernel methods in system identification, machine learning and function 

estimation: A survey. Automatica. 2014, vol. 50, p. 657-682. 

 3) http://control.ee.ethz.ch/~ssb/ 

 4) Vidyasagar, Mathukumalli. Computational Cancer Biology: An Interaction Network 

Approach. Springer, 2012. 

 5) http://control.ee.ethz.ch/ 

 6) http://www-control.eng.cam.ac.uk/ 

 7) KTH, ACCESS Linnaeus Centre. 

http://www.kth.se/en/ees/omskolan/organisation/centra/access 

 8) http://soe.stanford.edu/research/japrimbs.htm 

 9) Baeyens, E.; Bitar, E.Y.; Khargonekar, P. P.; Poolla K. Wind Energy Aggregation: A 

Coalitional Game Approach. IEEE Conference on Decision and Control, 2011. 

10) Bitar, Eilyan; Poolla, Kameshwar, Khargonekar, Pramod; Rajagopal, Ram; Varaiya, 

Pravin; Wu, Felix. Selling Random Wind. Proceedings of HICSS-45. IEEE, 2012. 

11) http://www.opticontrol.ethz.ch/ 

12) Kelman, A.; Daly, A.; Borrelli, F. Predictive Control for Energy Efficient Buildings with 

Thermal Storage: Modeling, Stimulation, and Experiments. IEEE Control Systems 

Magazine. 2012, vol. 32, p. 44-64. 

13) EU VIKING Project. http://www.vikingproject.eu/new2/index.php 

14) Altafini, Claudio; Bloch, Anthony M.; Rouchon, Pierre eds. Special Issue on Control of 

Quantum Mechanical Systems. IEEE Transactions on Automatic Control. 2012, vol. 57, 

no. 8. 

15) http://pracqsys2012.com/ 

16) http://www.cyb.ipc.i.u-tokyo.ac.jp/ 
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Distributed optimization and statistical learning via the alternating direction method 
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state estimates under abrupt changes using sum-of-norms regularization. Automatica. 
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３.２.６ ハイブリッドシステム制御 

（１）研究開発領域名 

ハイブリッドシステム制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

連続値をとる動特性および離散値をとる動特性の混在した動的なシステムのモデリン

グ、解析、設計のための理論とその応用に関する研究開発。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

微分方程式や差分方程式により記述された連続値をとる動特性と論理条件などにより

記述される切り換えなどの離散値をとる動特性の混在したシステムは、ハイブリッドシ

ステムと呼ばれる。ハイブリッドシステムが大きな注目を集める理由の一つは、その適

用範囲の広さにあると考えられる。人工物、物理現象を問わず多くのシステムが連続値

と離散値の混在した特性を有しており、これらの例は、自動運転 1)、エンジン制御 2)、

航空機の制御系 3)および管制システム 4)、化学反応プロセス 5)、ロボットに対するタス

ク生成 6)、生産プロセスの管理 7)、遺伝子調節ネットワーク 8)など、数多く挙げること

ができる。 

ハイブリッドシステムの重要性の指摘は、1960 年代にまで遡ることができる 9)。しか

しながら、この時期にハイブリッドシステムに関する体系的な研究が展開されることは

なかった。1990 年代にかけて、実世界（物理現象）との相互作用を有する電子回路やソ

フトウェアの検証問題などを通じて、計算機科学者や論理学者の間でハイブリッドシス

テムの重要性に関する認識が高まると共に、これらの問題意識に刺激を受けた制御理論

研究者の間でも活発な研究が展開され始めた。このような中、ハイブリッドシステムに

関するワークショップが 1991 年に開催され 10)、途中、1998 年に名称を Hybrid Systems: 

Computation and Control と変更しながら 11)、現在まで継続して開催されてきている。

また国内外の学会誌、論文誌に特集号が企画され 12-14)、IEEE Conference on Decision 

and Control や American Control Conference といった制御理論に関する主要な国際会

議では、ハイブリッドシステムに関するセッションが必ず設けられるなど、1990 年代以

降現在まで、常に活発な研究分野となっている。 

ハイブリッドシステムのモデリング、解析、制御を目的とし、ハイブリッドシステム

全般を表現する一般的なモデル 15)から、対象の特性をより詳細に表現する種々のモデル、

例えば、ハイブリッドオートマトン（Hybrid Automata） 16)、スイッチドシステム

（Switched Systems）17)、区分的アファインシステム（Piece-wise Affine Systems）18)、

確率的ハイブリッドシステム（Stochastic Hybrid Systems）19)、混合論理動的システム

（Mixed Logical Dynamical Systems）20)、線形相補性システム（Linear Complimentary 

Systems）21)、Max-plus 代数システム（Max-plus Discrete Event Systems）22)などが

提案されている。ハイブリッドシステムは、その記述能力の高さと適用範囲の広さゆえ

に、これを統一的に取り扱うことのできる理論が現在までに構築されているとは言い難

い。上記の各種モデルが目的に応じて使い分けられたうえで、解の存在性や一意性、安

定性、同定手法、状態推定、コントローラの設計法および実システムに対する応用など、
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多くの研究成果がシステム理論、制御理論の観点から明らかにされてきた。なお近年、

ハイブリッドシステムに関するハンドブック 23)や邦書の教科書 24)が出版されてきてい

る。2000 年代初頭頃までに体系づけられたハイブリッドシステムに関する研究成果は、

これらを参照することで効率良く確認することができる。 

近年の工学システムの発展は、単一の制御対象の高速かつ高精度な制御から、複数の

構成要素からなる複雑なシステムによる高い機能の実現へと、制御理論、システム理論

に対する要求と期待のシフトを生んでいる。自動運転の実現 1)や環境負荷の低いエンジ

ン制御の達成 2)、航空機の制御系 3)と安全性を保証する管制システムの実現 4)、移動ロ

ボットや人と接するロボットに対するタスクの記述と制御 25, 26)、遺伝子調節ネットワー

クの解析 8)などがこれらの例となっている。ハイブリッドシステムに対する今後の研究

展開の期待の一つは、複雑なシステムに高度な機能を与える、インテリジェントな制御

システムの系統的な構成法確立の可能性にあると考えられる。 

システムが備えるべき機能を時相論理などにより記述される仕様として与え、この仕

様を満足する制御系の自動設計実現を目指した研究が進展してきている 27-32)。これらの

研究では、例えば、1)連続値をとる動特性の振る舞いを有限の状態遷移で近似する離散

抽象化、2)線形時相論理などにより記述される仕様を満足する有限の状態遷移系の設計

と検証、3)連続値をとる動特性の望ましい状態遷移を実現するためのコントローラの抽

出、といった手順がとられる。有限の状態遷移系に対する仕様の検証は、計算機科学分

野のモデル検査や形式証明の概念と密接に関わっている 33)。したがってこれらの知見を

活用した効率の良いアルゴリズムを利用する事も可能である。一方、連続値をとる動的

なシステムの振る舞いは、通常有限個の状態のみで構成される遷移系として表現するこ

とはできない。そこで、近似における保守性を低減するための多くの離散抽象化の手法

が提案されている 34)。形式仕様による機能の記述とこれを満足する制御系の自動設計は、

計算機科学と制御理論が密接に関連する研究分野であり、かつこれまでにない高度な機

能を有する工学システムを実現する可能性を秘めている。インテリジェントな制御シス

テムの系統的な構成法確立を目指した、研究者間の交流の活性化と研究の進展が望まれ

る。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ハイブリッドシステムの振る舞いは多様であり、未解決の課題は多い。最も基本的な

概念の一つである安定性については、サーベイ論文 35)がまとめられるなど、ある程度

体系的な理論、認識がまとまりつつあると言える。しかしながら例えば、システムの

特性を特徴づける重要な概念である入出力ゲインの解析問題 36)などを考えても、理論

面、数値計算法などに取り組むべき問題が多く残されている。 

・ハイブリッドシステムの解析、設計は数理科学的側面をもつ。また、解析や設計に必

要となる最手化計算も計算量の増大を伴う場合が多い。このような中、日本ではシス

テム理論や最適化に関連する数学者、研究者と制御理論の研究者との交流が、欧米と

比較した場合活発ではない。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 米国でのハイブリッドシステムに関連する研究は、例えば、 Grand/Urban 

Challenge37) と言った大型プロジェクト型研究により牽引されている側面がある。 

・ 欧米における近年の研究は、Cyber-Physical Systems38)と関連付けられているものが

多い。これに伴い、大型の研究プロジェクトや研究予算措置が設けられている。 

 

（６）キーワード 

ハイブリッドシステム、離散抽象化、時相論理、形式証明、モデル検査、自動設計 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 
・2000年代初頭頃までに比較し、ハイブリッドシステムの基礎研究に

関する近年の活動は低調である。 

応用研究・
開発 

○ → 
・2000年代初頭頃までに比較し、ハイブリッドシステムの応用研究・

開発に関する近年の活動は低調である。 

産業化 △ ↘ 
・2000年代初頭頃までは、産業界と連携した応用研究も報告されてい

たが、近年の活動は低調である。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・近年のハイブリッドシステムに関する基礎研究は、米国が主導して

いる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・Grand/Urban Challengeなどの大型プロジェクト型研究により基

礎研究から応用研究までが牽引されている側面がある。 

産業化 △ → ・産業界での応用は、今後活発になると期待される。 

欧州 

基礎研究 ○ → ・1990年代以降、一定量の研究活動が継続されている。 

応用研究・
開発 

○ → ・1990年代以降、 一定量の研究活動が継続されている。 

産業化 ○ → 
・自動車産業やエネルギー産業と連携した応用研究が進展していると

考えられる。 

中国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.７ 大規模・ネットワーク制御 

（１）研究開発領域名 

大規模・ネットワーク制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

通信ネットワークにより多数のセンサ、アクチュエータ、コントローラを接続した大

規模な制御システムに関する研究開発。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

大規模・ネットワーク制御が扱うシステムは、大別すると、ネットワーク化制御系と

マルチエージェント系の 2 つのクラスがある。近年の情報通信技術の発展に伴い、こう

したシステムが急激に増えており、今後もその研究の重要性は高まると考えられる。背

景には、リアルタイム性が非常に高いフィードバック制御にかかわる部分についてもネ

ットワーク化が可能となったこと、組込み機器による制御機器の小型化・低価格化など

があげられる。また最近では、電力分野でスマートグリッドにおける分散制御にも期待

が寄せられている。 

ネットワーク化制御系（networked system）1, 2)では、大規模プラントの監視・制御

システムあるいは自動車などのように、多数のセンサ、アクチュエータ、およびコント

ローラを有線・無線の回線で接続してネットワーク化し、効率的な情報共有を実現した

制御システムを扱う。他方、マルチエージェント系（multi-agent system）3)は、無線

通信を用いた自律移動ロボット群やセンサネットワークなどの応用を指す。そこでは、

おのおののエージェントは互いに通信することで得たローカルな情報を基に行動するが、

システム全体として所望の仕様が達成できるような協調制御を実現する制御システムを

扱う。 

どちらのシステムも 1990 年代以降、応用面で発展してきたが、そうした動きに促さ

れる形で 2000年頃から基礎研究が始まり、今日に至るまで盛んに研究がなされている。

興味深いのは、当初、両システムの研究は独立して行われていたが、その重要性の高ま

り、および通信との深いかかわりから現在では両者は不可分の関係にある点である。実

際、多くの国際的な研究プロジェクトにおいても、大規模ネットワーク化分散制御とい

うキーワードが使われている。また、物理的なシステムを通信を介して制御するという

意味において、米国で最近注目されている Cyber Physical System（CPS）4)の代表的な

クラスのシステムである。 

近年は制御用ネットワークが一般の通信ネットワークと接続される場合が増えており、

その結果、産業用監視制御システム（ SCADA : Supervisory Control And Data 

Acquisition）における情報セキュリティに対する関心が高まっている。例えば、工場や

電力系統がサイバー攻撃されると、被害は機密情報の漏えいなどにとどまらず、物理的

に機器が故障・破損する可能性があり、非常に危険である。一般の情報機器に対するセ

キュリティ対策だけでなく、制御機器に特有の通信特性やダイナミクスを考慮した対策

の重要性が指摘されている。 

他方、インターネットをはじめ通信ネットワーク自体も大規模なネットワーク化シス
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テムとみなすことができ、この分野で合わせて議論されてきた。ネットワーク制御

（network control）という場合はこちらを指すこともある。多数の端末がいかに自律分

散的に送受信を行い、通信速度や安定性を維持・向上させるかという輻輳制御

（congestion control）の問題は、通信プロトコルの基礎に関わる重要な課題である。   

国際比較については、米国が基礎・応用研究ともにこの分野をリードしている。CPS は

重点領域となっており、莫大な予算が基礎研究に投じられている。また、軍事研究の観

点からは、情報セキュリティや自律移動ロボット群や飛行体の遠隔操作などは非常に重

要であり、そうした分野への予算配分も大きい。欧州においても、大学と産業界が組ん

だ大規模な研究プロジェクトが多数立ち上がっており、この分野に対する関心の高さが

うかがえる。日本は、産業界での研究レベルが高く、技術的なレベルでは世界をリード

しているといえる。しかし、多数のメーカーの機器をネットワーク化する際に不可欠と

なる標準化に関しては影響力が限られている。この分野の基礎研究に関しても、ファン

ディング面において組織的にサポートする機運は少ない。中国においては、研究者レベ

ルでの関心は高く、研究のすそ野が広がってきており、応用面での技術レベルも今後高

くなることが予想される。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ ネットワーク化制御を無線通信ネットワークを介して実現するには、携帯電話のよう

な人間同士の通信とは異なる、機械間の通信（Machine to Machine; M2M）が必要と

なる。しかし、現状では十分な通信速度と信頼性を保証することが難しく、無線通信

分野における技術的な課題となっている。 

・ ネットワーク化制御においては、通信における時間遅延が制御性能に大きな影響をも

たらす。一般に遅延時間が変動するため、それを考慮した制御設計が課題である。 

・ 無線を介した計測のためのセンサネットワークは幅広い応用範囲をもっているが、ひ

とつのボトルネックは省電力化である。つまり、多くの場合、こうしたシステムは電

池駆動であるが、電力消費に占める無線の送受信による割合が高い。通信プロトコル

に対する工夫が求められている。 

・ 電力システムは大規模なネットワーク化システムであるが、近年、スマートグリッド

への関心が高まるにつれて、本領域の研究者が研究すべき対象としての位置づけが明

確になってきた。特にスマートグリッドの実現にあたっては、電力会社や需要家にお

ける多くのシステム間でのリアルタイムな通信を基にした制御が非常に重要となる。 

・ サイバーセキュリティ問題への政府レベルでの関心の高さは、米国国土安全保障省が

制御システムの安全性に関する委員会を立ち上げていることからも伺える 5)。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ ネットワーク化制御においては、制御と通信の両分野がかかわるが、実際にシステム

の安定化に際しては、制御対象と通信回線の性質が不可分に表れる限界がいくつも見

つかっている。通信分野のシャノンの理論とも整合性が高く、学術的意義をもつ。 

・ マルチエージェント系においては、エージェント間の情報交換を表すネットワーク構

造が重要であり、協調制御に必要な性質について興味深い知見が得られている 3)。 
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・ 日本では、学会レベルでの交流は分野横断的に行われており、ネットワーク制御シス

テムにかかわりの深い研究会が 2005 年以降、継続的に活動している。最近のもので

は、計測自動制御学会の「社会基盤システムにおける分散意思決定のためのシステム

制御調査研究会」、「物理と情報をつなぐ次世代システム制御研究会」、また電子情

報通信学会の「高信頼制御通信時限研究専門委員会」などがあげられる。 

・ 米国では、米国科学財団（NSF）が 2000 年頃より、情報通信技術に対して重点的に

予算を配分してきたが、その中においてもネットワーク化制御は重要な位置を占めて

きた。例えば、MIT、カリフォルニア大学バークレイ校、イリノイ大学などでは早い

時期から大型の基礎研究および応用寄りの研究プロジェクトを立ち上げ、大きな成果

をあげてきた。より最近では、情報通信技術をいかに社会の中で有効に使うかという

観点から、研究の重点が CPS にシフトしてきたが、やはり物理的なシステムを情報・

通信機器を用いて制御することの重要性は引き続き強調されている。 

・ また米国で特徴的なのは、CPS 関連のプロジェクトへの参加者が、制御、通信、情報

科学、生物学、社会学などの各分野から集まっている点である。例えば、カリフォル

ニア大学サンタバーバラ校では、20 名以上の研究者からなる学際的な教育研究プログ

ラム Network Science IGERT が 2013 年に立ち上げられた 6)。大規模システムの階

層化および各階層におけるスケールの異なるネットワークをテーマとして、多岐にわ

たる研究が行われている。イリノイ大学においても、主に工学系と情報系の研究者か

ら構成される新たな研究組織 Information Trust Institute がつくられ、データ科学、

電力系統、システム・通信、衛生情報などの分野を網羅した研究・教育活動を行って

いる 7)。情報セキュリティに対する重要性も強調されており、組織内でいくつもの共

同研究プロジェクトが立ち上がっている。他にも複数の研究機関が参加する共同研究

プロジェクトとして、スタンフォード大学とカリフォルニア大学バークレイ校による  

STARMAC8)やペンシルバニア大学が主導する SPARCS9)などがあげられる。 

・ 欧州では、欧州連合の政策執行機関である欧州委員会（European Commission）の

下の大規模な研究プロジェクトとして、HYCON（Highly-Complex and Networked 

Control Systems）10)が 2004 年より継続的に続いてきた。そこには、制御工学の理論

と応用の関係者が 7 カ国 23 機関（大学および企業）から参加しており、毎年 1 億円

以上の予算がついている。プロジェクト開始当初は、ハイブリッドシステムに焦点を

当てていたが、近年はネットワーク化された大規模システムへとシフトしている。 

・ 欧州では、他にも同様のプロジェクトで複数の機関が参加するものは多数立ち上がっ

ている。イタリアのトレント大学とオランダのアインドーベン工科大学を中心とした  

WIDE : Decentralized and Wireless Control of Large-Scale Systems11)や、より最近

のものでは、ドイツの DFG が支援する Control Theory of Digitally Networked 

Dynamical Systems12)がある。スウェーデンの王立工科大学では、複雑ネットワーク

系 関 係 の 研 究 所 と し て 、 ACCESS Linnaeus Centre （ Automatic Complex 

Communication nEtworks, Signals, and Systems）が 2006 年に設立された 13)。学

際的な研究をサポートすることが目的で、制御、信号処理・通信、情報科学、応用数

学の各分野から 60 名の研究者、100 名前後の博士課程学生が所属している。 
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（６）キーワード 

大規模制御、ネットワーク制御、ネットワーク化制御、大規模・複雑制御システム、

制御用ネットワーク、センサ・アクチュエータネットワーク、通信制約、産業用監視・

制御 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・大学における制御工学あるいは無線通信の研究は、非常に基礎的な
理論研究から、より応用寄りの実験ベースのものまで、幅広く行わ
れている。ただし、この領域に対して組織的に取り組むための仕組
みはあまり見受けられない。 

応用研究・
開発 ○ → 

・制御用ネットワークで用いられるプロトコルの標準化などの活動
に、企業からの参加がある。また、企業間でプロトコルを共有も進
んでいる。 

産業化 ○ → 
・大型プラントや自動車、ロボットなど、多くの産業分野においてネ

ットワーク化された制御システムが導入されている。その普及レベ
ルは非常に高い。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・米国の大学における基礎研究のレベルは非常に高い。特に他分野の
研究者との共同研究が盛んで、新たな研究分野の開拓も多い。 

・予算面においては、NSFからはCPSやスマートグリッド関連のも
の、国防省からは軍事に近い応用に関するものが、基礎研究費とし
て潤沢に交付されている。 

・予算面で重点化されていることから、新しい研究者の参入も多い。 
・米 国 電 気 学 会（ IEEE ） で は 、 本 領 域 を 対 象 と し た 論文誌 

Transactions on Control of Network Systems を2014年に発刊し
た。 

応用研究・
開発 ◎ → 

・遠隔制御によるロボットや飛行体など、将来的なアプリケーション
およびその産業化に向けた研究が盛んである。 

・スマートグリッドに必要な通信や分散制御に関する研究が新しい分
野として、ここ数年来、関心が高まっている。 

・産業監視制御システムにおける情報セキュリティに対する関心が高
まっている。電力システムや工場などがネットワーク化され、外部
と接続された場合に起こり得るサイバー攻撃や情報流出に対処する
組織的な対策が進みつつある。 

・高速道路における自動運転や運転補助に関する研究は伝統的に盛
ん。 

産業化 ◎ → 
・マイクロセンサを用いたセンサネットワークなどの応用は、ベンチ

ャー企業を中心に産業化が進んでいる。 

欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

・欧州内での国際的な共同研究の活動レベルが高い。 
・欧州をベースとする国際自動制御連盟（IFAC）では、2004年に新

しい技術委員会として  Technical Committee on Networked 
Systems が立ち上げられ、最近はほぼ毎年、シンポジウムを主催し
ている。 

応用研究・
開発 ○ → 

・複数の大学と企業が行う本領域での共同研究が盛んである。例えば、
センサネットワークの実装や電力システムの情報セキュリティ対策
といった応用研究に対しても、基礎研究を行っている研究者が参加
している事例がある。メリットとして、基礎的な課題設定をする際
に実用面の事情を確認できることなどがある。 

産業化 ○ → 
・ドイツやスウェーデンの自動車や計測・制御機器の企業における制

御用ネットワークに対する関心は非常に高く、1990年代初頭からの
取り組みが続いている。 
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中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・2000年以降、大学における基礎研究が重視された結果、博士課程学
生が増えている。本領域は世界的にも注目されているため、新しい
研究者の参入が顕著である。今後の発展が予想される。 

・CPS関連の米国電気学会（IEEE）および米国情報処理学会（ACM）
の会議が一堂に会するイベント CPS Week は2012年に北京で開催
された。 

応用研究・
開発 ○ ↗ ・同上。 

産業化 △ → 
・大規模プラントなどの施設のうち、古いものは情報化・ネットワー

ク化があまり進んでいないと思われるが、急速な経済発展を背景に、
今後、伸びる可能性が高い。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・米国で博士を取得した研究者が多いため、米国の研究動向に敏感で

あり、一定の研究レベルを保っている。 

応用研究・
開発 △ → ・同上。 

産業化 ○ ↗ 
・自動車内LANはネットワーク化制御が実際に用いられる代表的な

システムである。自動車産業が伸びているため、今後の発展が予想
される。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1)  Bemporad, A.; Heemels, M.; Johansson, M., eds. Networked Control Systems. Springer, 

2010, 371p. (Lecture Notes in Control and Information Sciences, vol. 406). 

 2) Tarraf, D. C. ed. Control of Cyber-Physical Systems. Springer, 2013, 380p. (Lecture 

Notes in Control and Information Sciences, vol. 449).  

 3) Bullo, F.; Cortes, J.; Martinez, S. Distributed Control of Robotic Networks: A 

Mathematical Approach to Motion Coordination Algorithms. Princeton University 

Press, 2009, 320p. (Princeton Series in Applied Mathematics).  

 4) PCAST. Designing a Digital Future: Federally Funded Research and Development in 

Networking and Information Technology. 2010. 

 http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-nitrd-report-2010.p

df 

 5) U.S. Department of Homeland Security, Control Systems Security Program.  

http://www.us-cert.gov/control_systems/icsjwg/ 

 6) Network Science IGERT, University of California, Santa Barbara, CA, USA.  

http://networkscience.igert.ucsb.edu/ 

 7) Information Trust Institute, University of Illinois at Urbana-Champaign, IL, USA. 

http://www.iti.illinois.edu/ 

  

http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-nitrd-report-2010.pdf
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-nitrd-report-2010.pdf
http://www.us-cert.gov/control_systems/icsjwg/
http://networkscience.igert.ucsb.edu/
http://www.iti.illinois.edu/
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 8) The Stanford/Berkeley Testbed of Autonomous Rotorcraft for Multi-Agent Control 

(STARMAC). 

http://hybrid.eecs.berkeley.edu/starmac/ 

 9) Synthesis of Platform-aware Attack-Resilient Control Systems (SPARCS). 

http://rtg.cis.upenn.edu/HACMS/ 

10) The FP7 NoE HYCON2. “HYCON 2”. http://www.hycon2.eu/ 

11) WIDE: Decentralized and Wireless Control of Large-Scale Systems.  

http://ist-wide.dii.unisi.it/ 

12) Control Theory of Digitally Networked Dynamical Systems (DFG-Priority Program). 

http://spp-1305.atp.ruhr-uni-bochum.de/index.php 

13) KTH Royal Institute of Technology. “ACCESS Linnaeus Centre”. 

http://www.kth.se/en/ees/omskolan/organisation/centra/access 

http://hybrid.eecs.berkeley.edu/starmac/
http://rtg.cis.upenn.edu/HACMS/
http://www.hycon2.eu/
http://ist-wide.dii.unisi.it/
http://spp-1305.atp.ruhr-uni-bochum.de/index.php
http://www.kth.se/en/ees/omskolan/organisation/centra/access
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３.２.８ 異常検出 

（１）研究開発領域名 

異常検出 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

製造設備、発電所、自動車など人間社会を支えるあらゆるシステムについて、それら

が要求される性能を発揮し、安全に利用されるために、異常が発生したときにそれらを

検出し、その影響を最小限にとどめ、安全な動作継続やシステム停止を実現するための

技術に関する研究開発。異常検出の対象は人工物に限らず、病気の早期発見など人間そ

のものも対象となる。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

異常検出は典型的な分野横断型技術であり、製造設備、発電所、自動車など人間社会

を支えるあらゆるシステムの安全を確保するために不可欠な技術である。制御システム

を有効に機能させるためにも、その前提として、設備が正常に動作していることを確認・

保証しておく必要がある。仮に設備が正常に動作していない場合には、できるだけ早期

に異常を検知するとともに、適切な対策を施さなければならない。異常検出手法は、モ

デル型（model-based）とデータ型（data-driven）の 2 つに大別される。モデル型異常

検出 1, 2)では、システムの正常な挙動を第一原理モデル（物理・化学法則に基づいて現

象を数式で表現したモデル、物理モデル）で表現し、システムの実際の挙動とモデルが

予測する挙動とを比較し、その差によって異常の発生を検知する。一方、データ型異常

検出 3, 4)では、計測したデータに統計的手法を適用して、システムの正常な状態を表現

するモデルを構築し、正常状態からのズレを指標として異常の発生を検知する。対象シ

ステムを十分に理解した上で、迅速かつ正確な異常検出を実現するという観点では、モ

デル型異常検出が望ましいといえる。モデル型異常検出は比較的モデル化が容易な機械

系システムへの応用が多い半面、複雑なシステムの物理モデル構築は技術的に難しく、

コストも大きくなるため、データ型異常検出が利用されることも多い。データ型異常検

出手法としては、特に製造業を中心に多変量統計的プロセス管理（ Multivariate 

Statistical Process Control; MSPC）の研究開発と産業応用が目立つ。異常が発生した

場合、それらを早期に検出する必要があることは当然であるが、さらに異常の原因を究

明し、然るべき処置を行う必要があり、そのために異常診断技術が重要となる。異常検

出と異常診断に関する研究開発は現在も極めて活発に行われている。そこには当然なが

ら、2011 年に発生した事故によってわが国でも安全性に対する議論が活発化している原

子力発電所を対象とした研究開発も含まれる 5)。 

上述の異常検出・異常診断技術を基盤として、さらに、異常や故障に適切に対応して

高い信頼性を維持する機能をシステム自身にもたせるディペンダブル（dependable、高

信頼化）システムの設計に関する研究開発も進められている。システムを高信頼化する

ために、元来、システムの構成要素を冗長化しておく方法が主として採用されてきた。

このような技術はフォールトトレランス（fault tolerance、障害許容）技術、また構成

要素の一部が故障しても正常に処理を続行するシステムはフォールトトレラント（ fault 
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tolerant）システムと呼ばれる。近年、より広い観点から高信頼化を再定義する流れが

あり、フォールトトレラントに代えてディペンダブルという言葉が使われるようになっ

た。ディペンダブルシステムやディペンダブルコンピュータなどである。このようなフ

ォールトトレランス技術やディペンダブルシステム技術は、絶対的な安全性が要求され

る鉄道や航空などの旅客分野や、他に類を見ない安全性が要求される原子力分野におい

て研究開発および実用化が進められ、今では多くの産業分野で活用されている。制御分

野においては、フォールトトレラント制御 6)という呼称が一般的である。対象システム

そのものの異常に加えて、誤操作などヒューマンエラーや例外的な事象に対する安全・

信頼性確保も重要である。例外には多種多様な要因による多種多様な結果が含まれるた

め、その対策には綿密な解析が必要となり、システム設計も複雑になる。 

製造業においては、設備の異常検出に加えて、製品特性・品質の異常検出も重要であ

る。製品特性は特殊な分析機器を用いてオフライン分析されることが多い。このような

場合、オフライン分析値だけを頼りに品質管理を実施すると、分析頻度が低いために、

大量の不良品を製造する危険性が高い。そこで、装置の操業状態から製品特性を予測で

きるモデルを構築し、予測値を利用して品質管理を実施する戦略が有用となる。このよ

うな目的で仮想計測技術がさまざまな産業界で研究されている。例えば、石油化学産業

ではソフトセンサーと呼ばれ、予測値を用いた製品品質のリアルタイム監視のみならず、

予測値に基づく大規模制御や最適化も行われ、多数の実績が報告されている 7)。半導体

産業では Virtual Metrology（VM）と呼ばれ、歩留りの向上、検査回数低減によるコス

ト削減などの効果が期待されており、上述の MSPC とともに研究開発が活発に行われて

いる。また、製薬産業では、米国 FDA（Food and Drug Administration）が 2004 年に

発出した「製造および品質保証システムの目指すべき方向性に関する指針―PAT」8)に

従い、日米欧の医薬品規制に関する調和を目指す ICH9)（日米 EU 医薬品規制調和国際

会議；International Conference on Harmonisation of Technical Requirements for 

Registration of Pharmaceuticals for Human Use）から、科学的根拠に基づいた品質お

よび製造管理システムのパラダイムシフトを促すことを目的とした Q トリオと呼ばれ

る 3 種のガイドラインが発出された 10-12)。PAT（Process Analytical Technology）とは、

各工程における製品の重要品質特性をリアルタイムでモニタリングし、それに影響を与

える変数を制御することによって品質管理することを指向した概念である。PAT の適用

により、製造プロセスに対する理解が深まることが期待され、従来の「工程終了後の試

験結果による品質確認」というパラダイムから「工程内での重要品質特性の制御」とい

う新しいパラダイムへのシフトが可能となる。このように仮想計測技術を用いて製品特

性を予測し、その予測値をフィードバック制御に利用する方法は近年ますます重要とな

っている。 

異常検出は医療やヘルスケアの分野への応用も期待されている。製造設備の異常を人

間の病気に置き換えれば、製造業を対象にして開発されてきた異常検出技術が医療やヘ

ルスケアの分野にもそのまま適用できることは明らかであろう。例えば、健康診断や人

間ドックで取得される大規模な健診データを統合・活用して、これまで以上に的確に受

診者の健康状態や特定の病気に罹患するリスクを評価する研究開発が進められている。

さらに、心電モニターや加速度センサーといったウェアラブルな計測機器の進歩が著し
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く、そのような機器を用いたリアルタイム監視の研究開発も進められている。例えば、

心拍変動解析を用いたてんかん発作予兆検知技術、ドライバーの眠気検知技術、ストレ

ス評価技術などである。これらの研究開発は社会的影響も大きく、その進展に注目が集

まっている。 

安全確保のために異常検出は必要不可欠な分野横断型技術であるが、あくまで黒子的

な役割を担う技術であり、本技術が企業のコア技術として表舞台に立つことはない。ま

た、実システムの安全を保証するという重責を担うため、技術そのものに高い信頼性が

求められる。このような共通点がある一方で、産業分野ごとに故障や異常に対する考え

方や活用されている技術は異なる。しかし総じていえば、研究開発および産業化におい

て欧米が抜きん出ているといえよう。この理由として、石油メジャーやメガファーマの

ように業界をリードするグローバル巨大企業における研究開発に割く人材および予算の

充実、さらに大学との積極的な共同研究（コンソーシアムを含む）があげられる。一方、

韓国や台湾における半導体産業、韓国における鉄鋼業のように個別分野ではアジア地域

の急進が目立つ。これらの国では欧米で学位を取得した研究者が母国で活躍するケース

も多く、博士を使いこなせない日本企業とは対照的に見える。中国では、大学からの論

文発表件数が急増しており、まだ欧米や日本の研究の後追いが多いものの、肩を並べる

のも遠い未来ではないだろう。日本の研究レベルは高いと考えられるが、本分野の研究

者数は十分とはいえず、産業によっては欧米に遅れをとっているのは否めない。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

アンケート調査 13)などから、製造業が抱える主な課題は、原料や設備の特性変化に適

応可能な技術の開発であることが判明している。製品特性への要求が非常に厳しくなる

中で、ロットごとの原料特性のバラツキ、設備の経年劣化、保守作業に伴う装置特性の

急激な変化などの影響が深刻化しており、これらの変化がある状況下でも高い信頼性を

維持できる異常検出・仮想計測技術の開発が求められている。 

欧米では、コンソーシアムを活用して、複数の企業と複数の大学が共同して産業化を

目指した研究開発を実施している。例えば、カナダの McMaster Advanced Control 

Consortium（MACC） 14)や米国の Texas-Wisconsin-California Control Consortium

（TWCCC）15)では、産業分野の垣根を越えて分野横断型技術の研究開発が行われてお

り、優れた産業化事例が報告されている。故障検出や異常検出は分野横断型技術である

ため、このような取り組みが効果的であると考えられ、日本でも推進されるべきであろ

う。 

医療・ヘルスケア分野への応用については、日本における医療機器に対する承認審査

の厳しさが実用化の障壁になりうる。実際、米国との比較で、この点への国内医療従事

者の不満は小さくない。 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

161 

研
究
開
発
領
域 

制
御
区
分 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

製薬産業では、医薬品開発段階で、各医薬品の製造過程に応じたリスクを明確にし、

そのリスクを適切に管理するための製造および品質管理システムを確立すること、さら

に製品化後も製品ライフサイクルにわたって継続的な品質改善を行えるシステムを確立

することが技術開発の方向性として明確に示された。従来の「製品試験による品質保証」

から「工程内での品質保証」へというパラダイムシフトの結果として実現が期待される

のが、RTRT（Real Time Release Testing）、すなわち製品試験を省略する出荷システ

ムである。製品試験の省略によるコスト削減、出荷までのリードタイム短縮、非破壊迅

速分析技術の適用による環境負荷の低減（製品試験で使用する溶媒の削減）などのメリ

ットがあり、欧米のメガファーマを中心に研究開発と実用化が急速に進められている。  

ハードウェアとソフトウェアの両面による計算機パワーの向上によって、精密な第一

原理モデルに基づくシミュレーションを工学や科学の諸分野で活用できる環境が整備さ

れつつある。NSF（National Science Foundation）は“Simulation-Based Engineering 

Science（SBES）”に関する 2006 年のレポート 16)において、SBES は科学・工学分野

において米国がリーダーシップを取り続けるために不可欠であり、多岐にわたる分野の

進歩にコンピュータシミュレーションが中心的な役割を果たすと述べている。これを受

けて、SBES の研究開発に関する調査 17)が実施され、国際比較の結果も報告されている。

SBES による製造条件の動的最適化などもすでに実用化されており、精密なシミュレー

ションに基づく故障検知・異常検出・仮想計測技術に関する研究開発も今後活発化する

と考えられる。日本でも石油化学産業でミラープラントやトラッキングシミュレータと

いうコンセプトの技術開発が進められており、期待したい。 

 

（６）キーワード 

異常検出、異常診断、多変量統計的プロセス管理（MSPC）、フォールトトレラント

制御／システム、ディペンダブル制御／システム、品質管理、仮想計測、ソフトセンサ ー、

Process Analytical Technology（PAT）、Virtual Metrology（VM）、ウェアラブルセ

ンサ、ヘルスケア 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ ・研究レベルは高いが、研究者の層が薄い。 

応用研究・
開発 ○ ↗ ・欧米との比較で、より活発な産学連携が求められる。 

産業化 ○ ↗ 

・研究者層の厚い欧米企業と比較すると遅れがちに見える。加えて、
製造業の現場ではベテラン運転員の技能に依存する傾向があり、そ
れが実装を遅らせている一面がある。 

・産業分野の垣根を越えた連携が必要と考えられる。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・多岐にわたる分野で質量ともに充実している。 
・NSF（National Science Foundation）は2006年のレポートにおい

て、Simulation-Based Engineering Science（SBES）は科学・工
学分野において米国がリーダーシップを取り続けるために不可欠で
あり、多岐にわたる分野の進歩にコンピュータシミュレーションが
中心的な役割を果たすと述べている。これを受けて、精密なシミュ
レーションを前提とした各種技術開発が活発化している。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・産学連携（コンソーシアム）により、基礎研究から応用研究への展
開が速い。例えば、米国のTexas-Wisconsin-California Control 
Consortium（TWCCC）やカナダのMcMaster Advanced Control 
Consortium（MACC）では、産業分野の垣根を越えて分野横断型技
術の研究開発が行われており、優れた産業化事例が報告されている。 

産業化 ◎ ↗ ・グローバル巨大企業を中心に多くの産業分野で優れている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ ・質量ともに充実している。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ ・研究人材が豊富で、レベルも高い。 

産業化 ◎ ↗ ・多くの産業分野で、巨大企業を中心に優れている。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ ・質にバラツキはあるものの、研究者数・論文数が急増している。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・基礎研究のレベル向上を反映し、応用研究のレベルも向上している。 
・台湾からの半導体分野での論文投稿が多い。 

産業化 △ ↗ ・全般にまだ日本や欧米とは差がある。 

韓国 

基礎研究  ◎ ↗ ・海外から優秀な研究者を集めている。 

応用研究・
開発 ◎ ↗ 

・大学・企業ともに海外にも人材を求めており、レベルが向上してい
る。 

産業化 ◎ ↗ ・半導体や鉄鋼分野でのレベル向上が著しい。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.９ 環境エネルギーとシステム制御 

（１）研究開発領域名 

環境エネルギーとシステム制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

環境エネルギーに関するシステム制御研究が多岐にわたるなかで、スマートグリッド

（Smart Grid）1)やエネルギーマネジメントシステム（Energy Management Systems; 

EMS）2)に関する研究開発が代表的な領域としてあげられる。米国では老朽化等により

転換期を迎えつつある電力系統設備を刷新し、かつ低炭素化社会の実現を目指したスマ

ートグリッドの研究開発が、日本においては再生可能エネルギーをはじめとした多様な

エネルギーの需給を最適に制御する分散協調型エネルギーマネジメントシステム構築を

目指した研究開発が重要となる。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

地球温暖化や気象変動の影響が増す中で、質の高い生活や確かな経済的成長を維持す

るために、低炭素化を目指すさまざまな研究開発が 21 世紀に入り進んでいる。米国で

は 2009 年にエネルギー長官スティーブン・チュー（U.S. Energy Secretary, Steven Chu）

がスマートグリッドに関するビジョンを発表し、研究が加速されてきている 3)。欧州で

は伝統的な環境問題への高い意識から、再生可能エネルギーの導入が積極的に進められ

ており、日本においても東日本大震災以降、分散協調型エネルギーマネジメントシステ

ムの構築が急務となっている 4, 5)。これらの研究開発には、システム科学における制御・

最適化・モデリングの学術融合に加えて、センサーやネットワーク技術の進歩が大きく

貢献している。 

従来型の火力発電所等からの電力供給を前提とした電力系統システム制御工学につい

ては、一定の研究がこれまで進んでいるものの、これに対して再生可能エネルギーの安

定的導入を可能とする新しい電力網の構築を目指した研究は重要性が増すばかりであ

る 6-8)。再生可能エネルギー源として代表的な風力発電（Wind Energy）や太陽光発電

（Photovoltaics; PV、Solar Energy）は、いずれも気象状況等による変動性、不確かさ、

間欠性などの技術的課題を有している。このため再生可能エネルギーの導入に際しては、

停電のリスクを最小限に減じ安定供給を確保したうえで、さらに周波数・電圧を維持し

て高い電力品質を保つ制御方法の研究が活発に推進されている 9, 10)。風力発電について

は、北海を臨む欧州北部を始めとして、米国・欧州共に研究が盛んである。高性能な風

力発電機のメカニカル制御も進んでおり、一方で洋上風力発電についても開発が進めら

れている。また太陽光発電については日本における研究の歴史も長く、米欧と共に研究

が進んでいるといえる。関連する技術開発としては、送配電側に設置される蓄電池の効

率的活用方法、広域化によるならし効果の検証などもあげられる。気象観測データや地

球環境モデルに基づく風力風速・日射量など再生可能エネルギー生成に関する予測技術

の向上も欠かせない技術開発分野となっている。 

広域連携された電力システムの制御法についても、近年研究が活発である。センサー

側における PMU（Phase Measurement Unit）あるいはシンクロフェザーと呼ばれる位
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相計測装置の開発が進展したことにより、米国では老朽化しつつある電力系統の信頼度

の回復を目指して、広域制御（Wide Area Control）の研究がひとつの焦点となってい

る。アクチュエータ側にはパワーエレクトロニクスの発達による FACTS（Flexible AC 

Transmission Systems）機器も用いられるようになり高性能化が図られている。日本に

おいても電力システム改革に沿って広域系統運用が実施されることになり、広域制御の

重要性が高まっている。米欧と日本の間にはメッシュ状とくし型という電力系統の特徴

の違いがあるが、いずれにしても周波数制御、電圧制御、AGC（Automatic Generation 

Control）、最適潮流（Optimal Power Flow; OPF）など、さまざまな制御手法の高度

化が進んでいる。また震災以降の日本においては、災害時においても頑強なエネルギー

インフラの構築も重要な課題となっている。 

米国における近年のシェールガス開発の急展開により、卸電力市場を通した最適な電

力の取り引き方法に関する研究も始まっている。対して日本においては電力システム改

革に伴う全面自由化に備え、電力の小売市場の設計やインセンティブについても経済学

的な見地も踏まえて考察が進められている。需要側と供給側それぞれの利己的な意志決

定を社会的利益につなげるために、人間行動を考慮したメカニズムデザインの研究が望

まれている。 

従来は電力のいかなる需要に対しても、主に供給側を一方的に管理・制御することに

より調整を実施することが常識であった。しかしこれまでのように供給側ばかりではな

く、需要側をも能動的に管理していくことで電力需給の最適化を図る研究が強力に進め

られている。いわゆる需要のスマート化であり、電力需要の固まりをバーチャルパワー

プラント（Virtual Power Plant）として見立てることもできる。特にデマンドレスポン

ス（Demand Response）に関する手法が数多く研究報告されている。電力需要の予測方

法や電力料金の設定に関しダイナミックプライシングを行う方法、さらにスマート家

電・インテリジェント家電が増えていく中で可制御・可変な負荷に対するデマンドサイ

ドマネジメント（Demand Side Management）の各種方法の研究が行われている。関

連して近年米欧を中心に TCL（Thermostatically Controlled Load）のモデリングと制

御に関する研究に成果がみられる。また電気自動車（Electric Vehicle; EV）やプラグイ

ンハイブリッド車（Plug-in Hybrid Electric Vehicle; PHEV）を外部電池とみなすこと

により、これを効率的にスケジューリングする研究も進められている。 

上述のデンマンドレスポンスと共に成長が期待される分野は、各種の電力エネルギー

貯蔵（Energy Storage）に関する技術開発である。 特に高性能な蓄電池（Battery）は、

送電と配電の双方の需給制御において鍵となる要素技術であり、そのシステム管理技術

の確立が期待される。他に燃料電池（Fuel Cell）も電力の需給安定化には重要な役割を

果すことになる。さらに熱エネルギーと電気エネルギーの協調も今後欠かすことができ

ないものであり、ヒートポンプを含む CHP（Combined Heat and Power）、コジェネ

レーション、HVAC（Heating, Ventilation and Air Conditioning）関連の技術開発も行

われている。以上のような研究開発が統合された BEMS（Building Energy Management 

Systems）や HEMS（Home Energy Management Systems）、さらにはマイクログリ

ッド（Micro Grid）の構築研究が期待される。 

電力を計測するための各種スマートメーターや AMI（ Advanced Metering 
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Infrastructure）の開発整備は、これから需給安定化のみならず、その効率最適化に向

けて重要な役割を果すことになる。機器開発に関わるハードウェア的な側面の他に、機

械学習理論を駆使した電気エネルギーの使用に関するデータアナリティクス手法の進展

が期待される。しかしながら一方で、同時にサイバーセキュリティやプライバシーに関

する研究の進展もこれから益々重要になってくるであろう。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

センサー側では PMU（Phase Measurement Unit）の導入、アクチュエータ側では

FACTS（Flexible AC Transmission Systems）機器の採用を促進し、新たな制御方法の

技術開発を進めて広域制御の実現を図ろうとしている。再生可能エネルギーの導入に関

しても、シェールガスの開発が進む中で電力市場における経済的なインセンティブの付

加や統合的なメカニズムデザインの検討を進め、新たに低炭素化を目指す方向にある。

欧州は各国が一体化することでロバストな系統を構築し、大量の再生可能エネルギーが

生成される地域から大規模な需要地域へ電力が送配電されるように制御技術の開発が着

実に進められている。 

これに対して平成 32 年（2020 年）に向けて電力システム改革が進められようとして

いる中、日本では再生可能エネルギーの可能な限りの導入を実現し、広域系統運用を実

施する新たな広域機関による安定かつ最適な需給調整技術の確立が重要な課題となって

いる。同時に、卸電力市場の活性化に加えて小売市場の全面自由化に伴い、系統運用者・

市場参加者・エネルギー需要家の協調・連携による需給管理技術の確立も急務の課題で

ある。電気エネルギーを供給するサイドにおけるさらなる広域化と、その需要サイドに

おける一層の分散化が同時に進行することとなり、電力需給を最適に制御する技術の確

立に向けて多くの課題がある。 

米欧と日本いずれにおいても、需要家参画型の仕組みや需要のスマート化の方向性は

今後も最も重要な課題のひとつとなっている。需要の予測や監視、そして制御が課題達

成の鍵となってくる。スマートメーターや AMI（Advanced Metering Infrastructure）

の更なる普及を見越していく中で、デマンドレスポンスの手法の開発やデマンドサイド

のマネジメント手法の開発に関して一層の研究を進めていく必要がある。同時に、サイ

バーセキュリティやプライバシーに関する課題も複雑に絡み合っていくことと考えられ

る。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 米国国立科学財団（National Science Foundation; NSF）の支援による ERC

（Engineering Research Center）プログラムとして、テネシー大学等を中心とした

CURENT（Center for Ultra-wide-area Resilient Electric Energy Transmission 

Networks）プロジェクト 11)、あるいはノースカロライナ州立大学等を中心とした

FREEDM（Future Renewable Electric Energy Delivery and Management）プロジ

ェクト 12)に注目することができる。NSF ERC は大規模で学際的な研究開発拠点を構

築するための支援プログラムであり、産学連携のみならず人材育成の面にも大きな重

きを置いている点などに特徴がある。環境エネルギーに対するシステム制御研究に関
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連するこれら CURENT や FREEDM プロジェクトでは、最大で年間 4 億円、最長で

10 年間総額約 30 億円の支援がなされるようになっている。 

・ 日本においては、平成 24 年（2012 年）より JST CREST 研究領域「分散協調型エネ

ルギー管理システム構築のための理論及び基盤技術の創出と融合展開」が開始されて

いる。8 年間で総額 40 億円の支援が見込まれている。この研究領域の運営には新た

にステージゲート方式の採用が試みられており、異分野の融合展開をはかる超領域的

な研究の推進が成されようとしている。同時に JST と米国 NSF、ドイツ DFG との国

際連携も積極的に進められており、社会的課題達成型のイノベーションプロジェクト

として進行している。 

・ 環境やエネルギーに関わるシステム制御研究が進展していくに連れて、このような研

究を中核としつつさらに大きな広がりもつスマートシティ（Smart City）に関する研

究の成立が注目動向としてあげられる。エネルギーと共に人間社会には欠かせない水

資源のマネジメントシステム、都市や地域における暮らしと密接に関わっている交通

のマネジメントシステム、さらには社会インフラや環境モニタリングをも一括し管

理・制御するシステムの構築研究が統合的に進められようとしている。社会インフラ

と融合したスマートシティへの展開である。すでに IEEE にはこの新興の研究分野を

統括するワーキンググループが発足しており、活動を始めたところである 13)。IEEE 

Control Systems Society 内にも同様の Technical Committee が設立されたばかりで

あり、すでに国際会議が開かれるなどしている。 

 

（６）キーワード 

エネルギーマネジメントシステム、スマートグリッド、再生可能エネルギー、太陽光

発電、風力発電、蓄電池、広域制御、電力市場、デマンドレスポンス、電気自動車、マ

イクログリッド、BEMS、HEMS、 スマートメーター 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

168 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 
・JST CREST研究領域の発足などにより、異分野の融合展開による

超領域的な研究が加速され、学術的な基礎研究のレベルが向上して
きている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・経済産業省による4地域（横浜市、豊田市、けいはんな学研都市、北

九州市）における実証事業などにおいて、再生可能エネルギー導入
や低炭素化に向けた技術開発が進められている。  

産業化 ○ ↗ 
・JST CRESTの課題解決型基礎研究や4地域等における実証事業研

究の成果を受けて、今後産業化が進んでいくことが期待される。  

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・国等からの研究費の大幅な増加に伴い、基礎研究面での研究者数・

論文数が著しく伸びている。その結果、世界の基礎研究をリードし
ているといえる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・当初の電力系統の信頼度の回復という側面から、シェールガスの開

発などを経て、低炭素化社会の実現へ向けて様々な研究プロジェク
トが実施されている。 

産業化 ◎ ↗ 

・エネルギー供給側の電力系統に関する産業ばかりでなく、電力市
場・エネルギー需要家サイドに関わる産業も発展しつつある。特に
需要家サイドに関連する産業は裾野が広く、今後の更なる展開が期
待される。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
・理論的な基礎研究と技術的な基礎研究がバランスよく進められてい

る。欧州北部では風力発電に関する研究が特に進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・環境に関する高い意識を背景に、再生可能エネルギーの導入を推進

する研究が活発に行われている。各国個別でなく国を超えて欧州全
体を一体化して捉えた環境エネルギー問題の研究も活発である。  

産業化 ◎ ↗ 
・再生可能エネルギーによる電力供給だけでなく、電力市場や需要家

サイドの管理など様々な面で産業化が進みつつあるといえる。 

中国 

基礎研究  △ → 
・米国におけるスマートグリッド制御の基礎研究をキャッチアップし

つつ、研究者や論文数が増加しつつある。しかしながら科学技術イ
ノベーションには達していない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・急速な経済成長による電力需要の増加を充足するために、国レベル

の事業が行われている。また新規の都市開発型のエネルギー関連プ
ロジェクトも始められている。 

産業化 △ ↗ 
・社会インフラ整備や都市開発を牽引する産業の成長はこれからであ

る。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・学術的な基礎研究においては他国に比べて特筆すべき動きは少な

い。むしろ応用技術開発の方に傾注している。 

応用研究・
開発 

○ → 
・済州島におけるスマートグリッド実証事業など、経済の活性化を意

識した国レベルの実証事業が進められている。 

産業化 △ → 
・実証事業と民間の技術開発の間にはまだギャップがあり、産業化が

十分に進んでいるとは言えない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.１０ 都市インフラとシステム制御 

（１）研究開発領域名 

都市インフラとシステム制御 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

都市インフラシステムは、個々のサブシステム間の複雑な相互作用および相互干渉を

含む大規模分散階層ダイナミカルシステム、つまりシステムのシステム（system of 

systems）と見なすことが出来る。その主な構成要素としては上下水道網 1-4)、交通網 5-7)、

送電網 8, 9)、情報網 10)が挙げられる。これまでは、都市インフラの各要素がどのように

相互作用・相互干渉し、その結果、大規模な動的システムが構成されているかについて

システム制御工学的な解析が充分に行われていなかった。豪雨による土砂災害（2014）

や東日本大震災（2011）のような最近の大規模天災は、現在の都市インフラシステムに

おける個々の社会基盤システム間の相互連携不足を露呈し、現状の都市インフラシステ

ムが災害や事故に脆い事実が改めて浮き彫りとなった。現在、都市インフラシステムの

モニタリングおよび制御のために、情報端末や計測制御装置が導入され始め、これに伴

い都市インフラシステムの各サブシステム間の相互依存度が益々高まってきてい

る 11, 12)。 

都市環境の成長度は一般に人口もしくは人口密度で表現出来る。つまり都市インフラ

システムは、システム工学的には、水、電気、天然資源を入力、排出物・廃棄物を出力、

人口もしくは人口密度をシステムの状態として扱うことにより、システム科学アプロー

チが応用出来るであろう 13)。現在、システム理論、制御理論、情報理論、意思決定理論

および持続可能な設計からの概念を使用し、都市インフラシステムの分析、設計および

最適化について研究が行われつつある。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 複雑な都市インフラシステムの動的モデリング 

都市インフラシステムは、時間的にも空間的にも振舞いも形態も一種のダイナミカル

システムと見なすことが出来る。更にはこのダイナミカルシステムは決定論的／確率論

的性質を有する高度に複雑な系である。大規模複雑系である都市インフラシステムを時

変システムとしてモデリングし、得られたモデルを用いて、サブシステム間の干渉、独

立を含めた複雑動的システムの振舞いを予測・分析する研究が進んでいる 14, 15)。 

(3-2) サイバーフィジカル都市インフラシステム 

サイバーフィジカルシステムは、実世界（Physical System）に浸透した組み込みシ

ステムが構成するセンサネットワークの情報を、サイバー空間（Cyber System）の強力

なコンピューティングツールと結び付け、より効率のよい高度社会を実現するためのサ

ービスおよびシステムである。都市インフラシステム分野においては、埋め込みセンシ

ング、コンピューティングと制御技術に関する研究が盛んであり、特にスマートセンシ

ングインフラ、高度交通網（ITS）、サブエリアの電力モニタリングと制御、上下水道

分配システムについての研究が進んでいる 16)。 
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(3-3) 都市インフラシステムの適応力と回復力 

高層ビルと大型橋梁のような大型構造物は、長期間にわたる耐用年数の間に継続して

安全性を保持することを要求されるため、地震、台風、突風、高潮、高波、風雪などの

極端な負荷に起因する巨大な不確実性も考慮して設計されなければならない。今日の都

市インフラシステムが直面する主な挑戦課題の 1 つは、これらの極端な負荷による破壊

と損害のリスクを軽減し、かつ都市のインフラストラクチャーの回復力を増強する方法

の捜索である。例えば、大型構造物の動的な振舞いや動的な構造に適応するため、アク

ティブ／パッシブ制御システムを構築して極端な変形およびストレスを抑え、さらには

大型構造物が破損・故障した時には、スマートに形状と剛性を適応的に再構成・再設計

させる構造について研究が進んでいる。 

(3-4) 超低消費電力センシングと都市インフラシステムの状態推定 

大規模で知的な都市インフラのフィードバック制御を実現するには、リアルタイム最

適化や意思決定のための大規模リアルタイムセンサネットワークの構築が必要である。

このためにはセンシングデバイスの低コスト化とダウンサイジング、そしてセンサバッ

テリの長寿命化と超低消費電力センシングデバイスの開発を進めなければならない。こ

の都市インフラの計測データセットは莫大になり、所謂ビックデータとなるため、シス

テム制御理論、コンピュータサイエンスおよび機械学習理論などを駆使して有効活用す

る研究が進展している。 

(3-5) スマート水道網 

従来の水道システムでは、一般消費者の水消費需要に対応するため、様々な所有権お

よび管理境界は緩く相互連結していたに過ぎず、端部での流入流出量などの部分的な流

量計測が長周期で行われていた。スマート水道網では、計測制御技術と ICT 技術の進展

に伴い、全水道網の状態をリアルタイム計測することにより、水流と情報の流れを連繋

させ、水道網を完全自動制御出来るだけでなく、水道管のトラブルなどの故障検出も可

能となる。また水需要に合わせた効率的な水分配の実現を目指している。さらに、消費

情報を基に、当該エリアにおける社会・経済活動についてもデータを蓄積することが出

来る。 

(3-6) 環境発電 

社会システムに電力エネルギーを給電するシステムとして、従来の発電機を用いない

環境発電が注目されている。具体的には、社会システムの振動現象からエネルギーを抽

出することが期待されている。抽出した電力を都市インフラのモニタリングのためのデ

バイス駆動に使用すれば、これらのデバイスは一般に消費電力が少ないので、サステナ

ブルなモニタリングが可能となる。またモニタリング用のセンサデバイスは、対象シス

テムに埋め込まれるケースが多く、そのため物理的にアクセスし難く、バッテリー交換

は現実的でない。そのような場合、アンビエント振動エネルギーは、センサへ供給可能

な数少ない動力源のうちの 1 つである。また別の例として、海上波発電システムは、浮

遊システムが電力変換システムと接続され、海岸のコミュニティーに電力を供給する。  

これら両方の例において、振動エネルギーの有効利用には、電力変換技術の基本的制

約およびエネルギー源の予測困難な振舞いを扱う必要がある。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

都市インフラと制御に関しては世界的に研究が推進されており、日本に於いてもこの

分野の強化を早急に実施しなければならない。次節「(5) 注目動向」で述べるワークシ

ョップ②では MIT の建設工学科の研究者と制御工学者、情報工学者が共同研究すること

により、新領域における研究を推進している。日本においては土木建設に関する学界、

研究グループが比較的閉じているためか、このようなコラボレーションはあまり見受け

られない。 

甚大な被害が想定される大規模災害に対し、新しい防災アプローチのパラダイムとし

て、予防だけでなく、回復力を加味したレジリエンス（回復性、強靭性）を高めるため、

社会科学、人文科学等も含めた幅広い学術分野の総合的な研究開発を進め、強くて弾力

性のある社会の実現を目指すことが重要である。 

渋滞や交通事故の抜本的な削減、環境負荷の低減など安全・安心で快適な交通社会を

実現するため ITS を高度化することが重要である。これにあわせて、安全・安心で快適

な生活を目指すスマートコミュニティの実現も見据えて技術開発を行うことが必須であ

る。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

2014 年 12 月にロサンゼルスで開催された 53rd IEEE Conference on Decision and 

Control 2014 は世界的にも制御理論に関して質、量ともに一流の会議であるが、その会

議において社会インフラと制御に関する以下の 2 つのワークショップが開催されたこと

は特筆すべき動向であり、この事実はこの分野の大きな発展と今後の展開の兆候を示し

ている。 

①社会的規模のサイバーフィジカルシステムのためのビックデータ解析 17) 

カリフォルニア大バークレイ校の S. Shankar Sastry を中心にカーネギーメロン大、

マサチューセッツ工科大、スウェーデン王立工科大の研究グループが集まり、レジリ

エントな（回復力を有する）社会的規模のサイバーフィジカルシステム（CPS）につ

いて議論している。本ワークショップでは最も急速に発展している CPS、特にエネル

ギー部門に注目し、社会的規模の CPS のための工学的アプローチとして自動制御、シ

ステム同定、圧縮センシング、プライバシー、セキュリティおよび機械学習を紹介し

ている。またこれらの応用分野としての産業的ニーズ、インセンティブ設計、災害か

らの回復力とセキュリティ、プライバシー保護の制御工学的手法についても紹介して

いる。 

②災害からの回復力を有するサイバーフィジカルインフラシステム 18) 

マサチューセッツ工科大建設工学科の Saurabh Amin と Hamsa Balakrishnan を

中心にイリノイ大学、ジョージア工科大、スウェーデン王立工科大、ハネウェルの研

究グループが集まり、偶発的な故障およびテロやアタックの両方に対する回復力を有

するインフラストラクチャーの構築問題について議論している。現代のインフラシス

テムは高度の ICT の発達により益々相互連結度を高めているため、ネットワーク制御

の問題およびカスケード故障の問題の重要性が高まっている。この問題に対して、災

害回復力のあるインフラシステムの構築への制御工学とシステム理論的なアプローチ
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に関する研究が進展している。具体的には、フォールトトレラント制御、ロバスト制

御・最適化を含むサイバーフィジカルシステム、侵入検知、セキュリティ、ソフトウ

ェア検証、ヒューマン・オートメーション相互作用、メカニズム・デザイン、モデリ

ングシミュレーションなどが挙げられる。これらの技術は、交通輸送、電気エネルギ

ー、通信および水道と都市ガスのシステムのような一連の社会インフラシステムのた

めに研究されてきた。このワークショップでは、災害からの回復力のあるサイバーフ

ィジカルインフラストラクチャーを構築するために、制御理論的アプローチの中でも

最先端技術のものを紹介している。 

 

（６）キーワード 

都市インフラシステムの動的モデリング、サイバーフィジカル都市インフラシステム、

適応力と回復力、超低消費電力センシング、状態推定・状態予測、スマート水道網、環

境発電 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・国交省を中心に構造物への対策（老朽化、長寿命化、低コスト化）、
設備・サービスの強靭化、ハード／ソフト施策間の連携に関して研
究開発が進められている。 

・ビックデータに関するプロジェクトが2014年度にスタートしてい
るが、土木建設、制御、最適化の分野の参画は十分と言えない。 

応用研究・
開発 

○ → 
・横浜、豊田、けいはんな、北九州でスマートグリッドに関する実証

実験が進んでいる。  

産業化 × ↗ 

・東日本大震災後、再生可能エネルギー導入に関わる動きが活発化し
特に太陽光発電とスマートメータ導入が進んでいる。 

・2013年に電力システムの改革方針が閣議決定され、2020年を目途に
送配電分離とリアルタイム市場の創設が準備されつつある。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・サイバーフィジカルシステム、サイバーセキュリティーに関して盛
んに研究が進んでいる。土木建設、制御、情報、通信、機械学習  な
どの分野が横断的に連携した研究が進みつつある。 

・NSFで2009年よりResilient and Sustainable Infrastructures に
関する大型ファンディングが進んでいる。 

・NISTでは 2009年より Advanced Sensing Technologies for the 
Infrastructure: Roads, Highways, Bridges and Water Systemsも
進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・ICTと連携した様々なビックデータの収集、応用展開に関する研究

開発が強力に推進されている。 

産業化 ○ → 

・スマートグリッド関連事業への助成を背景に、多くのプロジェクト
が進んでいる。 

・電力網については老朽化した設備が増えてきているが、ITを活用し
てその更新費用を抑えつつ、供給信頼度向上を目指すプロジェクト
が進んでいる。 

・州間電力連繋、カナダやメキシコとの国際電力連繋に関するプロジ
ェクトが進んでいる。 
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欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・歴史的に社会インフラ（電力網や上水道）の国際連携が進んでいる
ため、それをニーズとして、大規模複雑システムの研究が進んでい
る。 

・欧州発祥のIFAC（国際自動制御連合）では社会インフラを扱った
LSS（Large Scale Complex Systems）というSymposiumが隔年で
開催されている。最近の主なトピックスはスマートグリッドやセキ
ュリティである。 

・2011 年 よ り MAINLINE （ MAINtenance, renewaL and 
Improvement of rail transport iNfrastructure to reduce Economic 
and environmental impacts）というプログラムが進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・電力網の国際連携、上水道の国際連携に関わる研究が昔から行われ

ており、歴史的にも社会インフラの制御技術に関して先駆的に研究
が進んでいる。 

産業化 ◎ → 

・マートグリッドの重要要素技術であるスマートメータ―の導入が
2000年代に入って急速に伸びている。 

・ドイツではE-Energyプロジェクトが2008年より展開されている。
鉄道、道路など個別分野で専門的な老朽化対策プロジェクトが組ま
れている。 

中国 

基礎研究  △ ↗ 
・The 13th IFAC Symposium on Large Scale Complex Systemsを誘

致し、2013年に上海で開催している。これに伴い研究者層が増えて
いる。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
・社会インフラ整備が未整備なエリアが多く、盛んに開発が行われて

いる。 

産業化 △ ↗ 
・都市部では交通・物流、エネルギー、通信等のインフラ整備が進む

と共に、国際比較で遅れ気味の汚物処理等のインフラの整備が進む。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・論文数は増加の傾向にあるが、米国、欧州と比べるとそれほど盛ん

とは言えない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・済州島のスマートグリッド実証事業を推進しており、スマートグリ

ッドなど電力インフラの応用開発が盛んである。  

産業化 ○ ↗ 

・2011年に世界初のスマートグリッド支援に係る法律を制定するな
ど、電力インフラの産業化を官民一体で推進している。 

・2010年にスマートグリッド普及ロードマップを作成し、これに沿っ
て法整備を進めている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.３ 最適化区分 

３.３.１ 最適化コアモデルと関連諸技術 

（１）研究開発領域名 

最適化コアモデルと関連諸技術 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

最適化という学問分野を一言で述べるならば、「関数を最小化(最大化)するための数

理とアルゴリズム、そして、それに拘わるモデルやモデリングの方法論」である。シス

テム科学や数理科学において、最適化はそれ自身が研究対象となると同時に、他の諸分

野の道具となるという点において、勝れて横断的な分野である。道具として普遍的であ

るという点では、一面、数学と類似した性格を有する。モデリングの道具立てとしての

最適化には 2 つの側面がある。(1)現実を一番よく説明するモデルを構築するための最適

化、(2)モデルに基づいて最適にシステムを設計するための最適化。最適化には大きく分

けて「数理最適化」と「シミュレーション最適化」の 2 つがある。前者は線形計画を代

表とする数理に裏付けられた最適化であり、基本的に厳密最適解を求めることを指向す

る。後者は遺伝的アルゴリズム等、生物学や物理学における最適化過程のメタファーを

計算機上で実現する最適化手法であり、良い解を求めることを指向し、必ずしも厳密な

最適解を求めることには拘らない。本研究開発領域では、数理最適化に重点を置くが、

道具としての普遍性を主張する以上、両方に目配りする必要がある。システム科学とし

て分野融合的な広い視点に立った研究者や技術者が活躍する上での基盤を求めたい。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

本領域では、シミュレーション最適化にも一定の注意を払いつつも、数理最適化によ

り重点を置く。ここで、数理最適化を、「連続的最適化」、「離散的最適化」、そして

「最適化モデル」の 3 分野に分ける。連続的最適化は連続空間での、離散最適化は組み

合わせの最適化である。そして、最適化モデルとは、「線形計画、凸 2 次計画、半正定

値計画、ネットワーク、劣モジュラ関数最適化等といった、有用な構造を持ち、それを

効率的に解くことができる一連の問題」である。最適化モデルの分野は、「他分野のモ

デリングに最適化モデルを積極的に活用できる」という点で、分野融合的な視点から非

常に重要である。最適化を最適化のアルゴリズム開発という視点のみで捉えるのでは、

あくまでも、最適化はモデリングにかかわるというよりは、単にモデルを最適化する「道

具」に過ぎないが、最適化モデルとここで呼ぶ一連の問題があるために、他分野でのモ

デリングにより積極的に活用される。このような背景を念頭に、以下では、最適化とい

う分野のシステム科学や数理・モデリング科学の中での位置づけ、他分野とのかかわり

を意識して検討材料を提供したい。 

(3-1) 数理最適化の“文化” 

方法論としての数理最適化の特徴は「最適解」を求めることに対する拘りである。「あ

くまでも厳密な最適解を求める」という精神を大事にしてきたことで最適化の分野は発

展してきた。難しい最適化問題に対し、その制約領域をより広げ簡単化することで得ら
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れる最適化問題を「緩和問題」という。緩和問題を活用することで、元の問題の最適解

や最適値に関する近似解を得ることができる。また、双対問題を考えることによって、

元の問題の最適値の厳密な見積もりができる。緩和問題や双対問題の活用によって、難

しい問題の最適解を厳密に求めようとすること、これはある意味で、その分野を特徴づ

けるオタクな部分であり、風土であるといえる。しかし、システム科学における最適化

は、この精神を基軸としつつもよりダイナミックに近隣分野と相互作用して発展してい

く、より開かれた形での分野であるべきであろう。最適化の分野では、アルゴリズムの

発展により、新しい最適化問題が解けるようになると、それがさらに新しいモデリング

の契機となる。しばしばそれが、さらなるアルゴリズムや関連する数理の進展を促すと

いう階段的な発展を促す。このダイナミズムは随所に見られ、分野横断型の研究の推進

力となっている。その核となってきたのが、線形計画、凸 2 次計画、半正定値計画等の

「最適化モデル」である。もちろん、最適化モデルの研究自身が、上述のオタク的精神

の賜物であることはいうまでもない。一方、世の中で最適化が利用されるときには、ユ

ーザーは「良い使いやすい解」を得ることを指向しており、「厳密な最適解の価値」は

必ずしも高くないことに留意すべきである。目的関数はユーザーがしたいことの「第 0

近似」に過ぎない。 

(3-2) 最適化自身を研究することと個別分野での最適化研究との違い 

数理科学やシステム科学の営みとして、モデルを構築し、そのパラメータを目的関数

を調整することにより、最適化することが行われる。そこで、個別分野ごとに分野の特

質を生かした最適化手法などが開発される。その典型例が統計学や機械学習における 

EM アルゴリズムである。一方、最適化分野で主として研究されるのは、 

(A) 準ニュートン法や非線形最適化法、分岐限定法など、一般的な枠組みの問題に対す

る数理とアルゴリズム。 

(B) 豊富な良い構造を持ち、多くの問題がそこに帰着され、効率的な解法が存在する問

題、典型的には線形計画問題や半正定値計画問題、劣モジュラ関数最小化などに関

する数理とアルゴリズムとモデリング。 

(C) 豊富な良い構造を持ち、多くの問題がそこに帰着されるが必ずしも効率的解法が存

在しない問題、典型的には巡回セールスマン問題や最大カット問題等に関する数理

とアルゴリズムとモデリング。 

他分野との関連でいうと、(A)のような研究成果は、各分野ごとに解きたい問題の特徴を

有効に生かして各個別分野ごとのアルゴリズムに深化する。(B)のような枠組みは、「最

適化モデル」に相当し、別分野での新たなモデリングの可能性を追求する強いモチベー

ションを与える。(C)は、多くの場合混合整数計画問題に帰着するが、個別の問題に対し

て効率的アルゴリズムを得ることを目指して研究が行われる。 

(3-3) 最適化のモデリングへの影響 

最適化が計算推論における基本的なエンジンの役割を果たす以上、最適化技術の展開

は種々のモデリングに根本的な変化をもたらす可能性がある。その例は凸 2 次最適化に

よるサポートベクターマシンや制御理論における半正定値計画法である。前者は 1990

年代初頭に内点法によって凸 2 次最適化が実用化されることによって、着想された方法

である。後者についても内点法により半正定値計画問題が実用化は分野に大きな影響を



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

178 

与えた。数理ファイナンスの分野における平均・分散モデルなども、凸 2 次最適化が実

現されることによって新しい展開を遂げた。また、現在非常に活発に研究されている、

圧縮センシングの分野では、線形計画や半正定値計画が単なる解法ではなく、モデリン

グの枠組みあるいは方向性を定める上で重要な役割を果たしている。今後、特に重要な

影響があると思われるものに、混合整数計画問題と半正定値計画問題を挙げておく。こ

れらの問題については、モデリング側からの求解に対する要求がより強い。現在の計算

機の高性能化を考えると、現時点においても、混合整数計画問題の強力なソルバーと 

Excel 上でのモデリングシステムがリンクされた形でしかもフリーな形で提供される

と社会的インパクトは相当に大きいと考えられる。 

(3-4) 問題の大規模化 

近年本分野で問題となっていることに問題の大規模化がある。特に機械学習や大規模

データ(しばしばビッグデータなどと称される）解析、2 次元・3 次元データを扱う分野

では、数百万変数、数千万変数の最適化問題を解く必要がある。典型例が、画像や時空

間モデル、データ同化、マーケティングデータ等の最適化であるが、これらの最適化問

題においては、降下方向を求めることすら容易ではない。ある意味では、現在は、1950

年代、60 年代に状況が似ているともいえる。すなわち、解きたい問題のサイズに対して

計算機の速度や記憶容量が追い付いていかない部分がある。また、問題の大規模化によ

り、計算精度が倍精度では不足するなどの計算インフラ上の問題もある。 

(3-5) 確率的最適化と応用 

最近、機械学習、そして金融工学をはじめとするリスク管理に関連する分野では、シ

ミュレーションを通じて確率的に計算される関数の最適化やさまざまなシナリオが確率

的に実現される状況での最適戦略を求める確率計画法、問題に含まれる不確実性を考慮

した上でミニマックス最適解を求めるロバスト最適化等が重要になり、盛んに研究が進

められている。確率的最適化の考え方は超大規模最適化問題を解く上でも有効である。

リスク管理がモデリングの分野として重要になりつつある現在、確率的最適化と応用は

注目すべき研究分野である。 

(3-6) 最適化の数理・アルゴリズムと関連分野 

最適化が関連する分野として大きいのは、数学と計算機科学である。後述するように、

最適化問題の解法の計算複雑度は、計算機科学分野と密接な関連を保って進展してきた。

数学については、最適化の分野の自律的な研究結果として得られてきた数学理論とより

広い範囲で相互的に影響しあってきた分野がある。たとえば、前者としては連続的最適

化問題の最適性条件、双対理論、後者としては凸解析と関数解析、内点法と Euclidean 

Jordan 代数、 実代数幾何と多項式最適化 などがある。近年の流れとして、数理とし

て研究されてきたものが具体的に計算することを意識して見直されているものも多い。

特に半正定値計画問題に代表される凸最適化の実用化は、数学的研究対象としての凸性

を、計算やアルゴリズムを意識した立場から見直すことにつながりつつあると考えられ

る。（類似のことは、過去にグラフ理論について、ネットワーク問題等の見直しから考

えられた。）また、計算という立場からは、数値計算の分野と最適化も密接な関連があ

る。連続的最適化のアルゴリズムを最適解へ流れ込むベクトル場を追跡して解析するこ

とがよく行われるが、これは力学系や微分幾何、情報幾何等とも密接に関連する。離散
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最適化におけるランダム化アルゴリズムの解析は、確率・統計等とも関係がある。微分

方程式をデータに合わせる分野は近年データ同化といわれ注目を集めている。この分野

も大規模最適化を必要とする。統計や機械学習の分野では、データからのオンライン（オ

フライン）学習、情報理論の分野でも符号長最短化という視点で最適化が行われる。制

御におけるモデル同定もある種の最適化である。 

(3-7) 最適化モデルとその発展の歴史 

本稿では「最適化モデル」を１つの重要な軸として論を展開しているが、以下に、最

適化モデルを中心とした最適化の進展を概説する。歴史的には最適化は統計学の最小二

乗法や L1 回帰との繋がり、力学と線形等式・不等式系との関係、物理学における変分

原理、オイラーの一筆書きやハミルトン閉路等に断片的にその前史を認めることができ、

さらに、1930 年代ソ連の Kantorovich や Leontief による線形計画による経済の解析

などへと続く。しかしながら本格的に最適化が学問分野として勃興したのは、1947 年、

Dantzig による線形計画問題に対する単体法の発見ののちのことである。線形計画問題

の特徴は、連続的最適化でありかつ離散的最適化である点にあり、線形計画法を礎とし

て、連続的最適化の分野では、最急降下法や Newton 法、準 Newton 法等のアルゴリズ

ム、そして、最適性条件等の数学的理論や凸解析などの分野が 1960 年代から 1970 年代

にかけて発展した。離散的最適化の分野では、グラフやネットワークに関するアルゴリ

ズムが同様に 1960 年代から 1970 年代にかけて発展した。両者で重要な役割を果たした

のが、双対理論である。アルゴリズムと数理という立場からみると、最適化分野の初期

の発展は上記のように要約できよう。モデリングの観点からも、線形計画問題は「簡潔

で豊かな構造を持ち、多くの問題をそこに帰着することができる」という点で画期的で

あった。「豊かな数理的構造とそれを解く優れたアルゴリズムが存在する最適化問題」

があってはじめて最適化モデリングという分野が成立する。線形計画問題にかかわる「モ

デリング・数理・アルゴリズム」の分野が包括的に線形計画「法」という言葉で呼ばれ

る所以である。 

1970 年代、計算複雑度の理論が勃興したことは、最適化分野に大きな影響をもたらし

た。最適化問題の求解の手間を評価する視点が生まれ、まず、離散的最適化の分野にお

いてさまざまな成果が得られた。1979 年、ハチヤンが線形計画問題が楕円体法によって

多項式時間で解けることを示した。楕円体法は実用的アルゴリズムではなかったが、離

散的最適化問題のアルゴリズムの理論の発展に大きく寄与した。そして、1984 年、カー

マーカーによって、線形計画問題に対する実用的多項式時間解法である内点法が発見さ

れた。 

内点法は、90 年代にかけて、凸 2 次計画問題、さらに、凸計画問題に一般化された。

これにより、特筆すべきは、半正定値計画問題である。半正定値計画問題は、線形計画

と驚くべき類似性が成立する最適化問題である。半正定値計画問題は、線形計画問題に

引き続く有力な最適化モデルであり、21 世紀の線形計画問題と呼ばれることもある。線

形計画問題に対しては線形計画法という分野が確立しているが、半正定値計画問題に関

するモデリング・数理・アルゴリズムは未だに発展途上であり、数理諸分野で現在活発

に研究されている。 
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(3-8) シミュレーション最適化の進展 

先にも述べた通り、近年、タブサーチ、遺伝的アルゴリズム、Particle Swarm 最適

化等、シミュレーションベースの最適化の活用分野が広がりつつある。これらの手法の

嚆矢となったのは、シミュレーティッド・アニーリングであり、これらの手法は、多数

の最適化候補が相互作用しつつより良い最適解を構成するよう協調する、という点に特

徴がある。これらの手法は、目的関数が計算できさえすれば適用できることもあり、そ

の実行においては、非常に多数回の目的関数を計算する必要があるとしても、計算機の

性能が向上したため、工学の多くの分野で利用されており、注目すべき分野である。エ

ージェントベースシミュレーション等の人工生命分野はもちろんのこと、統計や機械学

習分野における、ベイズ推定やマルコフチェーンモンテカルロ等の分野との関連も興味

深い。ただし、データ同化など、目的関数自身の計算がスパコンを用いないと不可能で

あるような超大規模問題への適用は困難である。 

(3-9) 研究開発領域としての最適化 

分野としての横断的な性格を強調し、システム科学諸分野と最適化がネットワーク状

の形、あるいは融合的な形で結びついた形での広い研究開発領域を設定するべきと考え

る。 

(3-10) 今後重要となると考えられる課題 

以下に掲げる問題が重要であり、システム科学の深化に資するものと考えられる。  

○他分野とのかかわりにおいて 

機械学習や統計分野における超大規模最適化 

機械学習とオンライン最適化 

データ同化における最適化 

人員配置やスケジューリングにおける最適化 

信号処理や制御分野における最適化モデリング 

実問題での最適化モデリング方法論（現場で使える解とのギャップの問題） 

正定対称行列に関する数理とモデリング 

○最適化分野 

21 世紀の線形計画を古典的線形計画法と同レベルの完成度を持った技術に仕上げ

ていく 

線形計画、半正定値計画、対称錐計画に引き続く「最適化モデル」の探求 

凸性によるモデリング、緩和による難しい最適化問題の解法と凸最適化 

行列の最適化 

超大規模連続的最適化 

大規模整数計画法 

確率計画法 

シミュレーション最適化：遺伝的アルゴリズム・メタヒューリスティクス・多目的

最適化等 
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(3-11) 分野の国際的な位置づけ 

SIAM、ICAIM 等の応用数理系国際学会では、重要な役割を果たしている。 

(3-12) 我が国の位置づけ 

我が国は、最適化分野では、優れた仕事を着実に輩出している。より具体的には、 

1．内点法と関連ソフトウェア 

2．非線形最適化と関連ソフトウェア 

3．相補性問題や変分不等式 

4．劣モジュラ関数最適化や離散凸解析 

5．ネットワークフローやグラフ理論 

等の分野において世界トップレベル（目安として、論文の引用数が 100 を超える、その

業績が評価されることにより国際学会で特別講演をつとめる、あるいはトップジャーナ

ルの編集者をつとめる）の業績が一定数ある。総合的に見て分野としては米国が一番進

んでいるが、確実にその次の研究レベルは保っていると考える。一方、特に重要な分野

である大規模整数計画法では米国やドイツのなどには劣ることが気になる。また、確率

計画法など今後重要と思われる分野の研究者の層が薄い。従来の蓄積の上に立ってさら

に、幅広い視野を持ち、システム科学のいくつかの分野で横断的に活躍できる優秀な才

能を集めて研究を進めることが重要である。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

大規模データ処理に関する最適化、人員配置やスタッフスケジューリング、確率最適

化、Excel と混合整数計画ソルバーを基にした最適化モデリングシステム 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

圧縮センシング、大規模混合整数計画 

 

（６）キーワード 

機械学習、信号処理、画像処理、制御理論、統計学、データマイニング、凸最適化、

半正定値最適化、線形最適化、整数最適化、0-1 最適化、確率的最適化、大規模最適化、

スケジューリング、配送問題、人員配置、多目的最適化、モデル正則化、オンライン最

適化 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・連続最適化における内点法・離散最適化における劣モジュラ関数最
適化等、世界的にトップレベルの成果を生み出してきており、欧州
と並び米国に引き続くレベルにあると考えられる。レベルを維持す
るために後継者の育成が重要。一方、広い視野を持った研究者の育
成も重要である。 

応用研究・
開発 

○ → 

・半正定値計画のためのSDPA、最適化パッケージNUOPTなど、世界
的にトップレベルのソフトウェアが生み出されているものの、単体
法や整数計画のソフトウェアにおいては課題がある。高齢化社会の
到来に対処するための人員配置やスケジューリング等に関する最適
化、画像処理や高次元データ処理、機械学習のための超大規模最適
化アルゴリズムが重要であると考えられる。 

産業化 ○ → 
・レベルは低くないが、問題のモデリング・最適化というアプローチ

の有効性への認識を高めるためにさらなる展開が必要である。 

米国 

基礎研究  ◎ → 

・ほぼすべての分野において、MIT、 コーネル、スタンフォード、 ジ
ョージア工科大学等に、世界トップレベルの研究者を多数擁し、名
実ともに世界トップである。情報数理の他分野とのボーダレス化が
進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ → 

・横型研究者が一定数おり、また、IMA、 INPA、 Banff International 
Research Station、 Fields Institute 等研究集会等も盛んに行われ
ており、異分野間の連携が柔軟に行われており、層の厚みも相俟っ
て、この点でも世界トップである。 

産業化 ◎ → 
・ソフトウェア、コンサルテーション両方の側面があるが、双方とも

豊富で優秀な人材が必要に応じて大学と連携しながら優れた製品を
生み出している。大学研究者の起業が容易である点も重要である。  

欧州 

基礎研究 ○ → 

・総合的に見て、ＥＵ全体として比較すると、日本よりも水準は若干
高いとも見えるが、個別の国レベルでみるとほぼ日本と同等と考え
られる。日本と同様、 各国において、トピック別に世界的に見て強
い分野が幾つかある。 

応用研究・
開発 

○ → 
・EUを通じた連繋があり、さまざまなプロジェクトが進められており

その点は日本より有利であると考えられる。ドイツでは(混合)整数
計画法の優れたソフトウェアが開発されている。  

産業化 ○ → ・国により異なるが、日本と同レベルであると考えられる。 

中国 

基礎研究  △ ↗ 
・ 平均レベルは必ずしも高くないが、研究者の数が多く、米国で活躍

している中国人研究者と連携しており、トップレベルはそれなりの
ものである。 

応用研究・
開発 

△ → 
・ 現在は産業的なインフラが必ずしも整っていないが伸びしろは相当

あると考えられる。 

産業化 △ → 
・現在は産業的なインフラが必ずしも整っていないが伸びしろは相当

あると考えられる。 

韓国 

基礎研究  △ → ・特に見るべき成果はない。長期的には伸びてくると考えられる。  

応用研究・
開発 

△ → ・特に見るべき成果はない。長期的には伸びてくると考えられる。  

産業化 △ → ・特に見るべき成果はない。長期的には伸びてくると考えられる。  

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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（８）引用資料 

本報告をまとめるにあたって参考としたものは以下の資料である。 

・ オペレーションズ・リサーチ 2005 年 4 月号特集「モデリング ―最適化モデリング―」

（企画担当：池上敦子） 

・ オペレーションズ・リサーチ 2005 年 8 月号特集「モデリング ―広い視野を求めて―」(企

画担当：池上敦子) 

・ オペレーションズ・リサーチ 2007 年 4 月号「モデリング ―さまざまな分野、さまざま

な視点から―」(企画担当：池上敦子、土谷隆) 

以上については、国立情報学研究所 CiNii (http://ci.nii.ac.jp/)より各記事をダウンロ

ード可能。 

モデリング的な視点から書かれている凸最適化の教科書として、  B.Boyd and 

L.Vandenberghe: Convex Optimization を挙げておく。 

最適化アルゴリズムの最近の国際的な研究動向については、

http://www.optimization-online.org/ (最適化のプレプリントサーバー)、 Mathematical 

Programming, SIAM Journal on Optimization, Mathematics of Operations Research 

等の学術雑誌に掲載されている各論文が参考となる。 

機械学習分野における最適化への関心の高まりについては、例えば、 

書籍 Optimization for Machine Learning (eds. S.Sra, S.Nowozin, S.J. Wright, MIT 

Press, 2011) や Journal of Machine Learning Research、 国際会議 NIPS 会議録等

を参照のこと。 

制御と最適化のかかわりについては、例えば、岩崎徹也：LMI と制御、 培風館、 1997

を参照のこと。 

圧縮センシングについては、Proceedings of the IEEE、 vol.98, no.6 (2010 June) の 

Special Issue, APPLICATIONS OF SPARSE REPRESENTATION & COMPRESSIVE 

SENSING (eds. R. G. Baraniuk, E. Candès, M. Elad, and Y. Ma) が参考となる。 

和文解説として 田中利幸: 圧縮センシングの数理。電子情報通信学会、 Fundamentals 

Review, Vol.4, No.1 (2010), p.39-47, (http://w2.gakkai-web.net/gakkai/ieice/ より取得

可能。) 

Hans Mittelman のホームペー ジ http://plato.asu.edu/bench.html には、種々の連

続・離散最適化問題に対する最適化ソフトウェアのベンチマークによる性能比較が行わ

れている。 

 

 

 

http://ci.nii.ac.jp/
http://www.optimization-online.org/
http://w2.gakkai-web.net/gakkai/ieice/
http://plato.asu.edu/bench.html
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３.３.２ 連続的最適化 

（１）研究開発領域名 

連続的最適化 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

連続変数をもつ最適化問題の解法およびその応用に関する研究開発。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

連続最適化において最も基本にあるのは線形計画問題 (Linear Optimization 

Problems、以下 LP)である。シンプルなこの最適化問題は、1947年にアメリカの Dantzig

によって提案されて以来、長らく「最適解を効率よく求めることができ、かつ広汎な応

用のある問題」として認識されてきた。この LP のさまざまな拡張が連続最適化という

ひとつの分野を形成しているといってよいだろう。そしてその拡張の方向は、従来次の

2 つに大別されてきた。①モデリングとしての汎用性・柔軟性を重視し、自由に非線形

関数を用いる代わりに、最適解を求めることは困難なので局所的な解を求めることに焦

点を絞る方向。②上記の最適解を求めることが困難な問題に対し、あえて最適解を求め

ることを目的とする方向（大域的最適化）。これら 2 つの伝統的な拡張に対し、近年、

③最適解を効率よく求めることができる範囲で、問題を LP から非線形へ拡張する方向、

の研究が盛んになってきている。以下でこの 3 つの方向の現在について述べる。なお、

用語でわからないものがあり、より詳しく知りたい場合には OR 事典 1)が手近な情報源

である。 

①の方向は、ニュートン法や逐次 2 次計画などを含む最も伝統的・正統的な連続最適

化分野である。50 年を超える歴史の中で、最適性条件の理論、ラグランジュ関数の理論

など、さまざまな理論が整備され、また、さまざまな求解アルゴリズムの提案が行なわ

れて来た。しかし、近年、データの大規模化とモデリング技術の発達に伴い、次々と新

しいタイプの問題が出て来ており、それらに対する研究が望まれていると共に行なわれ

ている。特に大規模データによる大規模連続最適化問題の出現は、2 次微分を保持する

ことが不可能なことから、一時期性能の面から廃れていた共役勾配法やそれに類する 1

次微分のみを用いる手法が復権している。また、計算を安定させるために正則化項を追

加させるヒューリスティクスなどが提案され、実際の計算に用いられている。 

②の方向は、本当は必要とされているのに従来ずっと不可能とされてきた分野で、近

年の計算機能力の向上に従いやっと一部で可能となってきた。分枝限定法とヒューリス

ティクスなどを組み合わせて解かれることが多い。この分野には有力な基礎理論がこれ

まで存在しなかったが、制約や目的に使われる関数がすべて多項式である「多項式最適

化問題」の場合には、近年③の方向の技術を用いたエレガントな解法がフランスおよび

アメリカで相次いで提案され、活発に研究されている。 

③の方向は「凸計画」と呼ばれる最適化問題が基本である。凸計画は最適化問題が効

率的に解けるために必要な中心的な概念であり、それにまつわる理論は数学的にも「凸

解析」として展開されている。特に近年、凸計画の中でも、変数をベクトルから実対称

行列へと拡張した「半正定値計画問題（Semidefinite Program、以下 SDP）」とその仲
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間が大きな流れを形成している。SDP に関する理論的研究は 1990 年代に整備され、内

点法というアルゴリズムにより効率的に求解が可能であることが知られている。内点法

はもともと LP に対するアルゴリズムで、1984 年に ATT ベル研究所の Karmarkar によ

りその有効性が提案された。その後の発展では日本の研究者も決定的な役割を果たし、

世界的に見てもトップレベルの研究を行っている。そのひとつの例証として、日本人を

中心とする研究グループが 1992 年に米国 OR 学会の Lanchester 賞を授賞している 2)。 

SDP に関しては、現在信頼できるソルバーも手に入るようになり、応用に関する研究

が進展している段階である。SDP の応用は多岐にわたる。先に述べた多項式最適化に

対する応用の他、制御、グラフ理論、確率モデル、センサ位置同定問題、ロバスト最適

化など、現在も次々に新たな応用が切り開かれている。また理論的にも、SDP のさら

なる拡張として、錐線形計画問題が考えられ、これに対するさまざまなアルゴリズムが

開発途上にある。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

(3)でも述べたが、近年の情報爆発に対応するため、大規模データに対する最適化の必

要性がますます高まっている。このため、1 次微分のみを用いる最適化手法が重要性を

増してきている。特に近年、この分野で理論的に新たな結果がいくつか得られており、

大規模な最適化問題が次々と解かれるようになってきている。一方、単に大規模である

だけでなく、関数の微分の計算が不可能な場合や目的関数が確率的に変化するような問

題が実際に現れ、求解が困難であることが知られている。これらの新しいタイプの最適

化問題に対する効率的なアルゴリズムの構築が待たれている。 

凸計画は 1970 年にはその基礎理論が整備されていたにもかかわらず、現在もなお理

論的に新しい展開がなされている。近年の計算機能力の向上のおかげで、以前は理論の

みであったものが実際に計算できるようになってきており、注目を浴びている。凸計画

の分野の新しい最適化技術である SDP については、まだ広く深く知られているとはい

い難いが、今後の発展が期待できる。ただし、応用が広がるにつれて大規模な問題を安

定的に解く必要が増しているにもかかわらず、そのための数値計算技術はいまだ成熟し

ていない。特にソルバーの不安定性は深刻な問題で、現在、多くの商用ソフトウェアで 

SDP の解法をサポートしていないのは、これを克服できないためと思われる。応用に関

する研究を進めるとともに、数値計算の技術に関しても研究が必要である。 

連続最適化の重要な点は関係する分野とのインタープレイである。制御、ゲーム理論、

機械学習、微分方程式論などとのからみで、突然流行することがある。近年の例でいえ

ば、機械学習におけるサポートベクターマシン 3)、非負行列分解、信号処理における

compressed sensing（圧縮センシング；CS）4)の流行があった。これらは、特に連続最

適化の技術として新しい話ではないが、新しい応用が見つかったために脚光が当たった

ものと言える。このように、連続最適化という分野はいつ重要になるかわからない技術

が詰め込まれている。近隣分野との交流を増やし、そのような発見がなされる機会を増

やすことが特に重要である。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

SDP の仲間であるがより容易である 2 次錐最適化問題に関しては、近年、求解アルゴ

リズムの商用ソフトウェアへの搭載が進んでいる（例えば、Gurobi Optimizer5)や IBM 

CPLEX6)など)。 

これらのソフトウェアは数値的にも安定して、大規模な問題や整数制約にも対応して

いる。このため、2 次錐最適化問題の応用が急激に広がりつつある。 

連続最適化問題が何らかの意味で疎性をもつ場合に、それを利用して大規模問題をよ

り小さな問題へ変換する技術が、かなり一般的な枠組みで論じられるようになった。現

実の多くの問題は疎性をもつと考えられており、この方面の理論は、これからまだ発展

する可能性がある。 

現在、連続最適化分野の研究者のソフトウェア開発では、MATLAB（アメリカに本社

をおく Mathworks 社所有の数値計算言語）が定番になりつつある。多くの最適化ソフ

トウェアは MATLAB で実装され、そうでない場合にも MATLAB インターフェースを

もっていることが多い。 

商用の最適化ソフトウェアとしては、Gurobi5)、IBM CPLEX6)、FICO Xpress7)が有

名である。どれも米国の会社である（ただし、CPLEX はもともとの開発はフランスの

ILOG 社であったが 2009 年に IBM により買収された）。日本では、㈱NTT データ数

理システムが Numerical Optimizer8)というソフトウェアを自社開発している。NUOPT

は、デンマークで作成されている Mosek9)とともに、SDP を解法として取り入れている

数少ない商用最適化ソフトウェアである。 

3 年に一度開催される連続最適化の国際会議 ICCOPT が、東工大の水野真治教授を

実行委員長として 2016 年に東京で開催されることが決定した。開催場所は六本木の政

策研究大学院大学である。日本での最適化の大きな国際会議としては、1988 年の数理計

画シンポジウム(ISMP)以来、28 年ぶりの開催となる。ISMP のときには、多くの研究

者が海外から集まり、そのときの若手研究者／学生らが大きな刺激を受けてこの分野に

飛び込んで来て、その後の日本のプレゼンスを高めることになった。ICCOPT において

も、これをはずみに、より多くの若手研究者がこの分野に参入することが期待されてい

る。 

 

（６）キーワード 

半正定値計画、2 次錐計画、錐線形計画、凸計画、大域的最適化、多項式計画、大規

模データ、均衡条件つき最適化問題、微分不可能最適化問題 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・日本の大学・公的機関における基礎研究レベルは、個々の研究者の
研究レベルは高いものが多いが、層の厚みで米国や欧州には見劣り
がする。例えば有力ジャーナルの  Editorial Board に入っている日
本人の数は非常に少ない。 

・九州大学のマスフォアインダストリ研究所が有望な若手研究者を集
めている。離散最適化の研究者も同じ研究所で集めており、ここが
これから日本の最適化研究の中心となる可能性がある。 

応用研究・
開発 

○ → 

・世界に発信しているものもあるが、全体に層が薄い。 
・SDPAプロジェクト10)は日本が世界に発信している数少ない最適化

ソフトウェアのひとつである。 
・制度的な理由で、欧米のように大学教員が最適化コンサルタントの

ような副業を行なうことが難しい。このため、大学教員が企業の最
先端技術に触れたり、そこで最適化問題を掘り起こしたりする機会
が限られている。 

産業化 △ → 

・最適化そのものを明示的に扱う企業は少ない。各企業で独自に最適
化に関する情報収集を行い、工夫を行なっているのが実情である。  

・サラリーマン社長の多い日本では、企業経営において論理的・数学
的な判断を参考にする風土が薄いように思われる。最適化を用いた
イノベーションは常にアメリカ・ヨーロッパからもたらされている。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・米国の大学・公的機関における基礎研究レベルは非常に高く、ほと
んどの分野で世界をリードしている。 

・Stanford大学のYe教授、Cornell大学のTodd、Reneger両教授、
Georgia Techの Monteiro教授らが、自ら研究するとともに強力な
若手研究者を輩出している。 

・有力大学に限らず、さまざまな大学に優秀な研究者がおり、層が厚
い。 

・一流ジャーナルの Editorial board はほとんど米国・欧米で占めら
れている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・研究がすぐに応用・開発・起業につながる環境がある。 
・特に主要な商用ソフトウェア（IBM CPLEX、Gurobi、FICO Xpress）

は米国で開発されている。IBMは強力に開発を推し進めているが、
他のソフトウェアもほぼ同等の性能を保持している。激しい競争が
レベルを高くしている。 

・大学の教授が積極的に企業の最適化コンサルタントを行い、それに
より先端技術を広めるとともに新たな最適化問題／分野の掘り起こ
しに努めているのが強みである。 

産業化 ◎ ↗ 

・企業活動において判断する場合に、最適化という観点を入れること
にためらいがないため、最適化技術がさまざまな場面で徹底的に使
われている。 

・INFORMS11)（アメリカのオペレーションズ・リサーチに関する学
会；会員数1万人以上）のサイトを見ると、あらゆる場面で最適化
技術が使われていることがわかる。 

・電力供給の自由化に伴う需給予測および対応など、重要な社会イン
フラに対しても最適化技術が使われている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・オランダは内点法に関する研究が盛んで、その方面の人材もたくさ
ん輩出している。 

・近年盛んに研究されている多項式計画に関しては、フランス、LAAS
のLasserre教授（2009年のLagrange賞受賞者）が創始者の一人で
ある。Lasserre教授は代数幾何的数学技術の最適化への応用を提唱
し、オランダのチームとともに研究が活発に行われている。 

・デンマークでも、CORE（Center for Operations Research and 
Econometrics）が基礎的分野で一流の成果を出している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・ドイツのZIB（Zuse Institute Berlin）では高性能最適化ソフトウェ
アの開発を行っている。 

・YALMIP12)というフリーの最適化ソフトウェア環境を作成するプロ
ジェクトが成功しつつある。 

産業化 ◎ ↗ 

・米国と同様、企業における最適化技術のトータルな応用・適用が行
われている。 

・商用ソフトウェアも、米国ほどの厚みはないが、2次錐最適化のソ
ルバーとして名を馳せたMOSEK、非線形計画ソルバーのLancelot
など、独自のソフトウェアが生産されている。 
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中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・近年、中国からの大量の論文が投稿されている傾向がある。まだレ
ベルの高いものは多くないが、かなりの人数が研究を行なっており、
これから伸びる可能性がある。 

・優秀な中国人研究者がたくさん米国に在住している。彼らが帰国す
るとき、劇的に教育・研究のレベルが上がることは予想される。ま
た、これらの研究者の中にはジャーナルの Editorial board に入っ
たり学会活動で中心的な役割をしている人も多く、日本より存在感
がある。 

応用研究・
開発 

△ → 
・未だソフトウェアの開発などでは存在感を示せていない。 
・国際学会を主催したり、Open access の学術雑誌を創刊したりする

など、この分野への投資はかなり行なっている。  

産業化 △ → 

・市場が大きいこと、経済活動が地質学的に広範囲にわたっているこ
とから、最適化技術の産業化に本格的に取り組むと効果は大きいも
のと考えられる。しかしそのような段階には至ったとははっきり認
識できていない。 

韓国 

基礎研究  △ → ・連続最適化に関する研究は盛んではない。 

応用研究・
開発 

× → ・特に存在感がない。 

産業化 - -  - 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) （社）日本 OR 学会 OR 事典編集委員会“OR 事典 Wiki” 

http://www.orsj.or.jp/~wiki/wiki/index.php メインページ 

 2) Institute for Operations Research and the Management Science. “Frederick W. 

Lanchester Prize” 

http://www.informs.org/Recognize-Excellence/INFORMS-Prizes-Awards/Frederick-W.-

Lanchester-Prize, 小島政和、Nimrod Megiddo、水野真治、野間俊人、吉瀬章子が受賞（1992

年） 

 3) 栗田多喜夫．“サポートベクターマシン入門”．  

http://home.hiroshima-u.ac.jp/tkurita/lecture/svm/index.html 

 4) Candès, Emmanuel. “Compressive Sampling”. Proceedings of the Int. Congress of 

Mathematicans, Madrid, Spain, 2006, European Mathmatical Society. vol. 3, 

p. 1433-1452. 

http://www-stat.stanford.edu/~candes/papers/CompressiveSampling.pdf  

 5) Gurobi Optimization, Inc. “Gurobi Optimizer 5.6 Overview”.  

http://www.gurobi.com/products/gurobi-optimizer/gurobi-overview 

 6) IBM, “IBM CPLEX Optimizer”. 

http://www-01.ibm.com/software/commerce/optimization/cplex-optimizer/  

 7) FICO, “FICO Xpress Optimization Suite”.  

http://www.fico.com/en/products/fico-xpress-optimization-suite/ 

http://www.orsj.or.jp/~wiki/wiki/index.php
http://www.informs.org/Recognize-Excellence/INFORMS-Prizes-Awards/Frederick-W.-Lanchester-Prize
http://www.informs.org/Recognize-Excellence/INFORMS-Prizes-Awards/Frederick-W.-Lanchester-Prize
http://home.hiroshima-u.ac.jp/tkurita/lecture/svm/index.html
http://www-stat.stanford.edu/~candes/papers/CompressiveSampling.pdf
http://www.gurobi.com/products/gurobi-optimizer/gurobi-overview
http://www-01.ibm.com/software/commerce/optimization/cplex-optimizer/
http://www.fico.com/en/products/fico-xpress-optimization-suite/
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 8) NTT データ数理システム株式会社, “数理計画パッケージ Numerical Optimizer” 

http://www.msi.co.jp/nuopt/  

 9) MOSEK, “MOSEK”. 

http://www.mosek.com 

10) SDPA Project. “SDPA (Semidefinite Programming Algorithms) Official Page”.  

http://sdpa.sourceforge.net 

11) Institute for Operations Research and the Management Sciences. “informs online”  

http://www.informs.org/ 

12) “YALMIP Wiki”. 

http://users.isy.liu.se/johanl/yalmip/pmwiki.php?n=Main.HomePage 

 

 

http://www.msi.co.jp/nuopt/
http://www.mosek.com/
http://sdpa.sourceforge.net/
http://www.informs.org/
http://users.isy.liu.se/johanl/yalmip/pmwiki.php?n=Main.HomePage
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３.３.３ 離散的最適化 

（１）研究開発領域名 

離散的最適化 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

最適化の問題設定には、主として、離散的な構造を対象とする離散最適化と連続変数

を対象とする連続最適化とがある。両者の特性に応じて、必要とされる手法はおのずと

異なる。離散最適化は、整数変数を扱う整数計画法とグラフやネットワークに代表され

る離散構造を扱う組合せ最適化に大きく分けられる。在庫管理と輸送を一体化したサプ

ライ・チェイン・マネジメント（SCM）、ネットワーク型インフラの整備と運用、超大

規模集積回路の設計、スケジューリングなど、本質的に離散的な構造を有する最適化問

題は、現代社会の至る所に存在している。特に、限られた資源を有効に利用するために

は、離散最適化技術の深化と積極的な利用が望まれる。 

離散最適化問題の多くは、問題の規模を表す入力サイズに対して、指数関数的に増大

する選択肢の中から最適のものを選び出すことを目的としている。このとき、すべての

可能性を列挙しようとしたのでは、現実的な時間内に計算が終了し得ない。特によい性

質を有する組合せ最適化問題においては、その構造を利用して、入力サイズの多項式オ

ーダーの計算量で厳密解を見いだす多項式時間解法が知られている。一方、実務上重要

な離散最適化問題の多くには、そのような多項式時間解法は存在し得ないと信じられて

おり、その前提を認めた上で、離散最適化問題を実際に解くためのさまざまな試みがな

されている。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

離散最適化問題には、その構造を利用して効率的に解くことのできる問題と、そうで

はなくて、効率的な厳密解法は原理的に期待し得ないと信じられている問題とがある。

前者の代表例として、最短路問題、最小木問題、最大流問題などがあげられる。これら

は、いずれもネットワーク上で定義された最適化問題であり、その構造が詳細に理解さ

れているとともに、計算機科学・情報科学関連の学科を中心に、その解法も広く教育さ

れている。これらの最適化問題に対して、今日では、大規模ネットワークにおいても瞬

時に最適解を計算することができる。ただし、教科書に載っているような手法のままで

はなく、大規模ネットワークに対応した工夫が必要となる点には注意を要する。 

一方、実務上重要な多くの最適化問題は、むしろ、NP 困難と呼ばれる後者の部類に

属している。ただし、NP 困難性は、あくまでも最悪ケースの計算量に関連して、多項

式時間解法の存在を否定する状況証拠を提示しているに過ぎない。この種の問題に対す

る現実的な対処法としては、並列計算を含めて計算機資源を投入するとともに計算の過

程を工夫することによって最適解を得ようとする厳密解法、局所探索を基礎とした反復

計算法によって現実的な時間内に近似解を得る汎用解法を目指すメタヒューリスティク

ス、精度保証のある近似解を多項式時間で見いだす近似アルゴリズムなど、さまざまな

アプローチによる研究がなされている。 

効率的に解くことのできる離散最適化問題に関する研究としては、個々の問題に対す
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る解法の高速化の他に、効率的に解ける仕組みを把握し、できるだけ一般的な枠組みに

おいて効率的なアルゴリズムを設計する手法の研究も重要である。特に、マトロイドや

劣モジュラ関数の重要性が J. Edmonds によって指摘されて以来、これらの概念を用い

て記述される最適化問題の研究が盛んになされてきた。マトロイドは、ベクトル集合の

線形独立性の概念の組合せ的な抽象化として 1935 年に Whitney によって導入された。

導入の動機は、このように応用とは全く無関係なものであったが、1960 年代になって、

組合せ最適化アルゴリズムとの関連が指摘された。劣モジュラ関数は、凸関数の離散版

に当たる集合関数で、マトロイドの階数関数やネットワークのカット容量関数を含んで

おり、効率的に解くことのできる離散最適化問題の多くが何らかの形で劣モジュラ関数

に関係しているとさえいわれている。マトロイド最適化、劣モジュラ最適化やその拡張

に当たる離散凸解析に関しては、わが国の研究者による本質的な貢献が続き、分野の発

展を牽引している。 

一方、1990 年代以降、アメリカ合衆国を中心に、NP 困難な組合せ最適化問題に対す

る精度保証つきの近似アルゴリズムの研究が盛んになされるようになった。この種の取

り組みの萌芽はすでに 1970 年代に見られるが、1980 年代の組合せ多面体論と連続最適

化の研究成果を受けて、より洗練された形で近似アルゴリズムを設計する手法が導入さ

れたのが、この時代の特徴であった。特に、ネットワーク最適化問題や施設配置問題に

対する線形計画法を用いた主双対近似アルゴリズムや Goemans, Williamson（1995）

による最大カット問題に対する半正定値計画法に基づく近似アルゴリズムが、大きなイ

ンパクトを与えた。また、PCP 定理など、計算複雑度の理論研究の進展の結果として、

離散最適化問題の近似困難性、すなわち多項式時間近似アルゴリズムの性能限界を保証

する理論も整備された。近似アルゴリズムに関しては、STOC/FOCS/SODA といった計

算機科学の国際会議を主な舞台に膨大な数の論文が発表されたが、わが国からの本質的

な貢献は決して多くはなかったといわざるを得ない。 

近似アルゴリズムに関する理論的な研究成果の実際上の有効性については、議論の余

地がある。通常の解析では、最悪ケースに着目して近似比を算定するため、一般的な感

覚と較べて、緩い近似比となる傾向がある。最小化問題に対して、最適解のα倍以下の

目的関数値が得られる近似アルゴリズムは、α近似アルゴリズムと呼ばれる。近似アル

ゴリズムの設計に携わる研究者の感覚では、αとして問題のサイズに依存しない定数が

採用できるものは、相当によいアルゴリズムであり、例えば、α=2 が保証できる離散

最適化問題は稀少である。しかし、実務家の感覚としては、最適解の 2 倍が保証された

だけでは、そのまま使う気にはなれないであろう。もちろん、理論的な結果として近似

比 2 が保証されたアルゴリズムでも、出力として得られる近似解の目的関数値が最適値

にかなり近い値が出される可能性はある。このような実際上の現象に関しては、近似ア

ルゴリズムの実験的解析が報告されるとともに、経験則が集団の中で共有されていくこ

とが重要である。 

離散最適化問題の多くは、整数変数に関する線形制約条件の下で線形目的関数を最適

化する整数計画問題の形に定式化できる。整数計画問題全般を対象に厳密解を計算する

汎用的なアルゴリズムの研究は、1960 年の Gomory による切除平面法の提案以来、長

年にわたって続けられてきた。分枝限定法、分枝切除平面法といった手法が提案され、
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改良を重ねることによって、今日では、かなりの規模の整数計画問題まで現実的な時間

内で解くことのできる商用ソフトウェアも普及している。わが国では、多くの研究者が

1970 年代に整数計画法に取り組んだが、当時の計算機の性能に基づいて、その有用性に

疑問を感じて撤退した。一方、欧米では、さまざまな批判を受けながらも、整数計画法

の研究を継続した集団があり、その努力が近年になって実を結んでいる。以上のような

状況を受けて、わが国でも何人かの若手研究者が整数計画法の研究と普及に積極的に取

り組んでいるが、まだ世界的な認知を得るには至っていない。 

離散最適化関連の国際会議として、1990 年以来、3 年に 2 回のペースで IPCO が開催

されている。ここでは、計算機科学の国際会議と同様に、投稿された論文の中から発表

されるものを選んでいる、毎回、120 件ほどの投稿があり、30 件余りを選抜している。

論文のテーマは、整数計画法、組合せ最適化、近似アルゴリズムなど多岐にわたる。わ

が国からの投稿で採択されているものは、ほとんどが組合せ最適化に関するものであり、

これまでのところでは、整数計画法に関する論文は出ていない。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

整数計画問題が解けるようになってきた結果、研究の中心は、混合整数計画や非線形

整数計画に移行している。これは、離散的最適化と連続的最適化との融合領域に当たる。

伝統的に、連続系最適化の分野に強く、双方を包含した共通のコミュニティを擁してい

るわが国にとっては有利な状況にある。非線形整数計画の高性能ソルバーの開発を目標

に、整数計画法、離散凸解析、連続最適化の研究者を糾合したチームを編成して研究活

動を推進することは有効であろう。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

2011 年は、巡回セールスマン問題に対する近似アルゴリズムの設計が注目を集めた。

巡回セールスマン問題は一般に NP 困難であるが、各辺の移動距離が三角不等式に従う

という自然な仮定の下で、近似比 3/2 の近似アルゴリズムが 1976 年に Christofides に

よって提案された。それ以来、近似比 4/3 のアルゴリズムが存在するのではないかと予

想されているにもかかわらず、これを凌駕する結果は得られていなかった。2010 年 12

月に Oveis Gharen, Saberi（アメリカ合衆国）、 Singh（カナダ）によって、 グラフ

的な巡回セールスマン問題に対して 3/2 よりもわずかによい近似比の近似アルゴリズム

が発表されたのを皮切りに、研究が活性化され、4 月にはスウェーデンの Mönke, 

Svensson が同じ問題に対する全く異なるアプローチで、近似比が大きく改善されるこ

とを示した。8 月には、ポーランドの Mucha が Mönke, Svensson のアルゴリズムの解

析を改良し、その近似比が 13/9 となることを示した。さらに、2012 年 1 月には、Sebő

（フランス）、 Vygen（ドイツ）が近似比 7/5 のアルゴリズムを発表している。この種

の改良がまだ続いていくのか、グラフ的とは限らない場合にも拡張可能なのか、多くの

研究者が注目している。 

巡回セールスマン問題の様な組合せ最適化問題は、実行可能解の特性ベクトルと呼ば

れる 0-1 ベクトルの集合の凸包における線形最適化という形で定式化できる。多くの場

合、この凸包の形が非常に複雑となり、線形不等式制約で記述するには、入力サイズの
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指数オーダーの制約式を必要とする。これに対して、より高次元の空間において、その

射影が実行可能解の特性ベクトルの凸包を与えるような多面体上での線形最適化に帰着

するというアプローチが考えられる。特に、高次元空間における多面体が、入力サイズ

の多項式オーダーの情報で記述できれば、多項式時間解法が得られることになる。この

ような高次元空間における定式化は拡張定式化 (extended formulation) と呼ばれてい

る。Yannakakis (1991)が、対称性を保持したままでは、巡回セールスマン問題やマッ

チング問題の拡張定式化が指数オーダーの不等式制約を必要とすることを明らかにした。

2012 年に、Firoiri 等は、通信複雑度の概念を用いて、対称性を仮定しない形でも巡回

セールスマン問題の拡張定式化が指数オーダーの線形不等式を必要とすることを示した。

この結果は、巡回セールス問題の本質的な難しさを組合せ多面体論の観点から明らかに

したという面で非常に注目された。さらに 2014 年には、Rothvoß がマッチング多面体

の拡張定式化が指数オーダーの線形不等式を必要とすることを示している。マッチング

問題に対しては、Edmonds による多項式時間解法が知られているので、この結果は、

拡張定式化によるアプローチの限界を示したものとみることができる。 

現実社会における最適化では、将来の入力に関する情報のないままに逐次的に決定を

行うオンライン最適化も重要である。オンライン最適化アルゴリズムの性能は、入力が

すべて与えられた場合の最適値との比の最悪値を意味する競合比を用いて解析するのが

古典的である。しかし、競合比は、実際の性能よりも悲観的な結果を導く傾向があるた

め、入力に確率分布を仮定した上で期待競合比を解析することも一般的である。オンラ

イン最適化のアルゴリズム設計は、オフライン最適化に対する近似アルゴリズムの設計

手法のみならず、学習理論や確率的最適化の影響も受けて発展している。さらに、近年

では、過去の入力に関する記憶を保持せずに処理を行うストリーム・アルゴリズムの研

究が注目されている。 

 

（６）キーワード 

組合せ最適化、マトロイド、劣モジュラ関数、近似アルゴリズム、半正定値計画法、

メタヒューリスティクス、整数計画法、分枝限定法、切除平面法、混合整数計画法、拡

張定式化、NP 困難、オンライン最適化 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・組合せ最適化分野では健闘しているが、近似アルゴリズムや整数計
画法に関しては、欧米先進国の後塵を拝している。学術雑誌や国際
会議における論文の採択状況にそれが反映されている 1)。 

・組合せ最適化の若手研究者を中心に、レベルの高い論文が発表され
る傾向にある。 

応用研究・
開発 

○ → ・企業に就職して活躍する博士課程修了者は依然として少ない。 

産業化 ○ → 

・スケジューリング、生産計画、配送計画において、多くの適用事例
が知られている2)。 

・メタヒューリスティクスを含んだ最適化パッケージも作成、販売さ
れている3)。 
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米国 

基礎研究 ◎ → 

・MITをはじめとする拠点大学で、世界中から集まった優秀な大学院
生が学位を取得している。特に、Carnegie Mellon大学とGeorgia工
科大学では、1990年代から、‘Algorithms, Combinatorics, and 
Optimization’  というタイトルの博士課程プログラムがあり、計
算機科学、離散数学、最適化のバランスのとれたカリキュラムを提
供することによって、離散最適化分野で多くの優秀な研究者を輩出
してきた4, 5)。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・IBM、Microsoft、Yahoo!、Google といった企業が、離散最適化・

計算機科学の分野の学位取得者の主要な就職先になっている。その
中には、世界的に広く知られた研究者も少なくない。 

産業化 ◎ ↗ 

・スケジューリング、生産計画、配送計画といったオペレーションズ・
リサーチの伝統的な適用分野だけでなく、検索連動広告のように離
散最適化技法が決定的な要素となる新たなビジネスモデルが出てく
る。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

・各国に研究拠点があり、互いに連絡を取り合って、サマースクール
や研究集会を実施し、研究レベルの向上に努めている。 

・ハンガリーでは、組合せ最適化の研究グループが、非常に高い水準
の研究を継続的に進めており、若手研究者の育成にも成功している。
わが国の研究者集団と長年にわたって研究交流を続けてきた。最近
では、両国の研究者の間で、共同研究も盛んに行わるようになって
いる6)。 

・ドイツでは、整数計画法の研究者を中心に離散最適化の研究者が多
く、充実している。 

・オランダでは、国内に複数の研究拠点がある上に、それらが互いに
近いという利点を活かして、オペレーションズ・リサーチ関連の博
士課程における教育プログラムを全大学共通で行っている。これに
よって、教員の負担を増やすことなく大学院レベルの教育水準を向
上させている。 

・フランスでは、CNRSの施設を利用して、定期的に招待者のみが参
加する国際研究集会を開催して、情報交換と研究レベルの向上に努
めている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・ド イ ツ で は 、 数 学 の 工 学 的 応 用 を 推 進 す る プ ロ ジ ェ ク ト 

MATHEONが推進され、産業界の諸問題に数学者が取り組む体制が
整ってきた7)。 

産業化 ○ ↗ 
・EUでは、鉄道輸送の合理化に最適化の研究者が積極的に関与し、成

果をあげている8)。 

中国 

基礎研究 △ → 

・香港のLap Chi Lau以外には、世界的に知られた離散最適化の研究
者はいない。 

・北京の清華大学にAndrew Yaoを所長とする理論計算機科学の研究
所が設立された。今後の発展が期待されるが、必ずしも離散最適化
に重点的に取り組んでいるわけではない9)。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究・開発の動きについては不明。 

産業化 △ → ・産業化の動きについては不明。 

韓国 

基礎研究 △ → 
・計算機科学、離散数学では優れた研究者がいるが、離散最適化分野

で世界的に知られた研究者はいない。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究・開発の動きについては不明。 

産業化 △ → ・産業化の動きについては不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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（８）引用資料 

 1) “IPCO : Integer Programming & Combinatorial Optimization”.  

http://www.mathopt.org/?nav=ipco 

 2) （社）日本 OR 学会 OR 事典編集委員会．“ORWiki 事例編”． 

http://www.orsj.or.jp/~wiki/wiki/index.php/事例編 

 3) ㈱数理システム．“NUOPT の機能仕様”． 

http://www.msi.co.jp/nuopt/products/spec.html 

 4) Carnegie Mellon Univ. “ACO program”. http://aco.math.cmu.edu/ 

 5) School of Mathematics, Georgia Institute of Technology. “Georgia Tech's Ph.D. Program 

in Algorithms, Combinatorics, and Optimization”.  

http://www.aco.gatech.edu/ 

 6) “Egerváry Research Group on Combinatorial Optimization (EGRES)”.  

http://www.cs.elte.hu/egres/ 

 7) “DFG Research Center MATHEON”.  

http://www.matheon.de/ 

 8) “ARRIVAL ; Algorithms for Robust and online Railway optimization: Improving the 

Validity and reliAbility of Large scale systems”. http://arrival.cti.gr/ 

 9) 清華大学．“ITCS : Institute for Theoretical Computer Science”.  

http://iiis.tsinghua.edu.cn/en/itcs/ 
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３.３.４ 最適化計算 

（１）研究開発領域名 

最適化計算 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会における大規模かつ複雑で緊急性の高い諸問題に対して最適化手法の適用を行

い、最新の計算技術を駆使した大規模計算によって解決するための研究開発。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

1940 年代後半にいわゆるオペレーションズ・リサーチの分野において最適化問題の研

究が開始されてから、産業政策や企業経営などの幅広い分野において適用が行われ、欧

米先進国を中心に多くの成功事例が紹介されている。ここでいう最適化問題とは主に以

下の 2 つに分類することができる。 

・数理計画問題（線形計画問題、整数計画問題、半正定値計画問題など） 

・組合せ最適化問題（特にグラフ、ネットワーク系の最適化問題） 

最近の国内外の情勢から最適化問題の適用が必要とされる分野には以下のように新し

い分野が加わり、物理的な範囲においても以前のように一企業や一国におけるレベルか

ら、地球的な規模に拡大しつつある。 

・大規模災害などで突発的に発生してリアルタイムに状況が変化し早急な解決が望ま

れる問題（防災計画策定、交通・災害復興・避難・ロジスティクス） 

・資源やエネルギーの確保や生成および省エネルギー化や最適供給に関する研究（交

通制御、資源探索、エネルギー供給、ライフラインの基盤計画、スマートグリッド

など） 

・社会公共政策や企業経営などのため大規模データの有効活用（疫病の拡散、人口の

増減、経済動向などの分析、生命科学系（創薬、遺伝子）、ビジネス系（金融、デ

ータマイニング、機械学習）、安全保障分野（組織構成の解明、事件事故の事前予

測）） 

これらの諸問題は大規模かつ複雑で緊急性が高い問題が多いことから、問題解決（具

体的かつ現実的な対応）のためには以下に示すような新しい最適化計算の研究開発が必

要という認識が欧米および日本などの先進国では共有されつつある。上記のような諸問

題に対してまずデータ収集や分析および数理的にモデル化を行った後に、最適化理論を

実装してソフトウェア化を行い計算機上で解決する手法（いわゆる最適化計算）は幅広

い分野で用いられ多くの成功を収めてきた。この手法での 3 つの要素（データ + 最適

化理論 + 計算）が必要かつ不可欠である。データは現実の問題を表すものであり、一

般的にはデータの収集や解釈も困難な場合が多く大規模な現実問題では扱うべきデータ

量は非常に巨大になることが多い。また最適化理論は扱う問題を厳密な数学的問題へと

モデル化し、解決する手法を与える役目を果たす。さらに計算は数理モデルおよびその

解決手法を、現実のデータと結びつけ実際の問題を解決する役割を担っている。 

最適化計算の根幹をなすこれら 3 つの要素は、オペレーションズ・リサーチの誕生か

ら多くの研究者の継続的な努力と研究により、飛躍的に発展してきた。データに関して
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は、収集技術および集積技術の向上により、超大規模データを扱うことが可能となった。

最適化理論に関しても、コンピュータサイエンスや数学などの分野との融合を経て多大

な進歩を見せている。そして、計算力に関しては計算機自体の性能の向上および実装方

法の工夫や並列化などにより、現在では大規模な問題に対しても超高速で安定な計算が

可能となった。よって、最先端理論（Algorithm Theory）+大規模実データ（Practice）

+最新計算技術（Computation）による超大規模最適化問題の解決を目指し、特に米国

やドイツなどの欧米先進国では分野横断型のさまざまなプロジェクトが開始されている。

また日本でも最先端理論や高性能計算技術（いわゆる HPC）など個別の分野では大きな

成果をあげており、欧米型の問題ごとに理論からアルゴリズム、データ収集、ソフトウ

ェア実装それに大規模計算までの研究者が集結、融合を目的とするプロジェクトが開始

されている。その他のアジア諸国（中国、台湾、韓国、シンガポールなど）でも日本と

同様かあるいは日本よりもやや遅れている状況にあるといえる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

(4-1) 科学技術的課題 

・（3）で述べたような実社会で要求される大規模最適化問題を解決するためは、短時

間に膨大な計算量とデータ量を処理するための新技術が必要となる。例えば近年の日

本は地震、津波、台風、洪水など大規模災害に何回も襲われており、大規模災害時に

は防災計画の策定、災害時の避難と誘導および情報収集と解析、復興計画の策定、ス

マートグリッドによる高度かつ安定な電力供給などを行う必要があるといわれている。

このように大規模災害などで突発的に発生してリアルタイムに状況が変化し早急な解

決が望まれ、かつ非常に計算量やデータ量などの規模が大きく従来の手法では処理が

困難な性質をもつ実問題においては、大規模ネットワークの探索とクラスタリングの

高速処理技術の開発が必須となる。 

・現在では大規模な計算基盤としてペタスケールスーパーコンピュータ（スパコン）が

用いられている。2015 年頃にポストペタスケールスパコン、さらに 2018 年から 20

年頃にエクサスケールスパコンの登場を目指して、日本、米国、欧州、中国などで研

究開発が行われている。しかし、現在の最適化理論とソフトウェア実装方法ではこれ

らの次世代スパコン上で数千万規模の並列性を備え、ストレージの階層性が深化した

ポストペタスケールシステム上でのスケーラブルな実行は困難であり、アルゴリズム、

システムソフトウェアと同時並行的な解決が求められている。そのため理論的性能限

界などからボトルネック箇所を特定、数値演算能力とメモリバンドなどのトレードオ

フ関係を把握、計算量とデータ移動量の正確な推定、疎性やサイズなどのデータ特性

と性能値の見極めなどに関する研究開発が推進され、大きな成果を挙げつつある。  

(4-2) 政策的課題 

・実際には最適化、HPC、防災、生命科学などの複数分野の連携は政治的、予算的な要

因からも困難な場合が多く、日本だけでなく各国においても現時点においては連携が

有機的に行われている事例は少ない。 

・特に日本の教育機関においては内容が特定の分野に特化しやすく、最適化計算分野に

おいて活躍できる人材育成のシステムの確立が進んでいない。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

(5-1) 日本 

・現在、JST による以下の研究事業が推進されている。 

1. 2011 年度開始：JST CREST 領域「ポストペタスケール高性能計算に資するシ

ステムソフトウェア技術の創出 1) 

2. 2013 年度開始：JST CREST・さきがけ複合領域「ビッグデータ統合利活用の

ための次世代基盤技術の創出・体系化」2) 

3. 2014 年度開始：JST CREST 領域「現代の数理科学と連携するモデリング手法

の構築」、さきがけ領域「社会的課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」3) 

これらの領域では最先端の数理アルゴリズムの探求から超大規模データ処理システム

ソフトウェアなどに関する実用性を見据えた研究開発が対象とされており、大規模最

適化問題を高性能なアルゴリズムを用いて次世代スパコンで解く際に必要な新技術が

多く算出されていくことが期待できる。上記の 1 の JST CREST チームが 2014 年

6 月に京コンピュータを用いてグラフビッグデータの処理のベンチマークで世界１位

になっている 1)。 

(5-2) 米国 

・ DIMACS Challenge 4): DIMACS (Center for Discrete Mathematics and Theoretical 

Computer Science)はラトガーズ大学やプリンストン大学などが共同で設置している

離散数学と理論計算機科学の研究所である。以下のように定期的に代表的な最適化問

題を選択して、実問題を解くためのアルゴリズム実装に関するコンテスト (DIMACS 

Challenge)を行っている。 

1. 1990-1991: Network Flows and Matching 

2. 1992-1992: NP-Hard Problems: Max Clique, Graph Coloring, and SAT 

3. 1993-1994: Parallel Algorithms for Combinatorial Problems 

4. 1994-1995: Computational Biology: Fragment Assembly and Genome 

Rearrangement 

5. 1995-1996: Priority Queues, Dictionaries, and Multidimensional Point Sets 

6. 1998-1998: Near Neighbor Searches 

7. 2000-2000: Semidefinite and Related Optimization Problems 

8. 2001-2001: The Traveling Salesman Problem 

9. 2005-2005: The Shortest Path Problem 

10. 2011-2012: Graph Partitioning and Graph Clustering  

11. 2013-2014: Steiner Tree Problems 

・ ジョージア工科大学 5)では Industrial Engineering 分野だけで 100 人を超える博士課

程の学生が在籍しており、博士課程の学生たちによる最適化関連のソフトウェア開発

も盛んに行われている。整数計画法、巡回セールスマン問題の解法に関する基礎理論

から応用、さらには米企業との共同研究が極めて活発に行われている。 

・ 最適化を含めたオペレーションズ・リサーチ分野の諸問題を解決するためのオープン

ソースソフトウェアの開発と公開を行う COIN-OR プロジェクト 6)が推進されている。

これに関連して AIMMS MOPTA Modeling Competition7)という最適化問題のモデリ
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ングを競うための競技会が毎年開催されて（今年のテーマはスマートグリッドにおけ

るスケジューリング）結果発表も例年リーハイ大学で行われている。 

・ グリッドおよびクラウド関係で有名な広域分散用のソフトウェアであるウィスコン

シン大学で開発された CONDOR Grid8)を利用した最適化ソルバーの開発が活発に行

われている。 

・ アルゴン国立研究所では、世界中で開発されている最適化問題用のソルバーを集め

て、 無料のオンラインサービスである NEOS サーバー9)の運用を行っている。ユーザ

は最新の最適化ソフトウェアの動向を知るだけでなく、それらを無料で利用すること

によってソフトウェア導入前の評価を行うことも可能となっている。 

(5-3) 欧州 

・ ドイツの国立研究所 ZIB10)では“Fast Algorithms - Fast Computers” をモットーに最

適化理論などの基礎研究からソフトウェア開発、さらに産業界や政府系機関との深い

連携が行われており、最適化計算の観点では世界的にも非常に高いレベルにある。 

・ さらに DFG(German Research Foundation)のプロジェクト Matheon11)が注目を集

めている。Matheon では数学関係の教育を行うだけでなく、数学を応用して具体的な

アプリケーションを解く研究（ソフトウェア開発を含む）が活発に行われている。ま

た、DFG のアルゴリズム工 12)も、基礎研究から企業までをつなげる重要な役目を負

っている。 

(5-4) 中国 

中国人民解放軍国防科学技術大学(NUDT)13)は世界最速のスーパーコンピュータ天河

２号を保有して、大規模なグラフ探索に関するソフトウェアの開発などを行っている。  

 

（６）キーワード 

最適化問題、グラフ解析、大規模データ、コンピュータサイエンス、HPC 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

・日本の大学や研究機関の基礎研究のレベルは総じて高く、いくつか
の分野（数理計画問題に対するアルゴリズムと大規模計算など）で
は世界のトップレベルを誇っているが、研究者の層が欧米各国と比
較して厚いとはいえず、全体的には上昇傾向にあるとはいえない。  

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・これまでの日本では、この分野の応用研究は軽視される傾向にあっ
たが、近年の複雑かつ大規模な諸問題の解決のために、応用研究も
重視する傾向に変化しつつあり、財政的な支援や組織づくりが始ま
っている。 

・エネルギーや環境問題、災害対策などが非常に注目されており、今
後はこれらの分野での最適化計算手法の適用が期待されている。 

産業化 ◯ ↗ 
・日本の製造業は高機能素材系などの分野で依然として世界トップレ

ベルの基礎技術と生産能力を有しているが、今後はこれらの分野に
対する適用も期待できる。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・米国の大学や研究機関での基礎研究のレベルは高く、多くの分野で
世界のトップレベルを誇っている。特に最適化理論、モデリング言
語、特に整数計画問題などのソフトウェア、さらにスパコン上での
長時間の大規模安定計算などの分野では非常に強いとされている。  

・世界中から広く人材を集めることによって、高い研究のレベルを維
持しているが、経済や財政危機によって、今後の基礎研究費の減額
などによる負の影響が心配されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・基礎研究の強みを生かした形で応用研究・開発も非常に進んでおり、
欧州と同様にアプリケーションを中心に各分野の研究者が集結する
形でプロジェクトが推進されている。 

・大規模最適化問題に対して、最新のアルゴリズムとスパコン上の大
規模計算による解決という手段が重要視されている。 

産業化 ◎ ↗ 
・理科系や技術系出身の経営者も多く、積極的に新しい技術を産業界

に導入すべきという方針に関するコンセンサスが得られており、他
国よりも先駆けて研究成果が製品化されることが多い。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・米国と同様にこの分野の基礎研究には長い伝統と層の厚さを兼ね備
えており、EU内のドイツ、イタリア、フランス、オランダやスイス
などに限らず、米国、日本、南米とも非常に活発な人材交流を行っ
ている。 

・特にドイツなどでは組合せ最適化や数理計画問題の基礎理論から、
ソフトウェア開発それにスパコン上での大規模計算まで非常にバラ
ンスと連携が取れた形での研究が推進されている。 

・米国と同様に経済や財政危機から今後の基礎研究費の減額が心配さ
れている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・基礎研究から産業までのつながりが非常によく、教育、研究だけで
なく、具体的なアプリケーションを解く、つまりアプリケーション
を中心に各分野の研究者が集結する形で応用研究・開発が行われて
おり、最適化ソフトウェアの作成が非常に重視されている。 

産業化 ◎ ↗ 

・政府や公共団体さらに企業などとの連携によって交通政策、金融、
エネルギー、製造業、環境、農業、情報通信、医療などの分野に積
極的に最適化問題を適用して、大規模計算によって解決する試みが
積極的に推進されており、今後の進展に大きな期待がされている。  

中国 
 

基礎研究  ◯ ↗ 

・中国国内の研究機関では最適化計算などの分野に関して積極的に欧
米および日本の研究機関との交流や共同研究を指向する動きが見ら
れる。 

・近年、欧米や日本などの大学に多くの優秀な留学生を関連する分野
（数学、最適化、コンピュータサイエンス、HPC）に送り込むとと
もに、人材の呼び戻し政策を積極的に行っているため今後の研究水
準は飛躍的に向上することも期待できる。 

応用研究・
開発 

◯ ↗ 

・現時点では独自技術と呼べるものは少ないが、スーパーコンピュー
タで過去世界1位になるなど、大規模計算分野においても基礎研究
を応用した形での成果は確実に増えてきている。  

・中国国内ではエネルギーや交通、環境問題などが経済成長とともに
深刻化しており、これらの諸問題の解決のために、最適化計算など
の新しい問題解決の手法が重要視される傾向が高まっている。 
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産業化 ◯ ↗ 
・基礎研究や応用研究・開発の高まりに合わせて幅広い産業分野での

最適化計算技術の適用と成果が期待されている。  

韓国 

基礎研究  △ → 
・数学理論を含めた最適化およびHPC系などの研究者の層はあまり

厚いとはいえず、国際的にも他国ほどの存在感を示すまでには達し
ていない。 

応用研究・
開発 

△ → 
・世界的な規模をもつ製造業では設計や製造分野において、最適化問

題の適用と大規模計算による解決を積極的に導入しようというプロ
ジェクトが開始されているが、業績悪化などであまり進んでいない。 

産業化 △ → 
・他国と比較して顕著な産業化への努力が見えているとはいえない

が、韓国の現政権は数学を技術として産業移転することに高い関心
をもっている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) JST CREST 研究領域 「ポストぺタスケール高性能計算に資するシステムソフトウェア技

術の創出」,  http://www.postpeta.jst.go.jp/ 

 2) JST CREST・さきがけ複合領域「ビッグデータ統合利活用のための次世代基盤技術の創

出・体系化」,  

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-6.html 

 3) JST CREST 領域「現代の数理科学と連携するモデリング手法の構築」、さきがけ領域「社

会的課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」,   

http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/ongoing/109mathcollabo.html  

 4) DIMACS ホームページ,  http://dimacs.rutgers.edu/dimacs2.html  

 5) ジョージア工科大学リサーチラボ,   

http://www.isye.gatech.edu/research/labs-centers-groups/ 

 6) COIN-OR ホームページ,  http://www.coin-or.org/ 

 7) AIMMS MOPTA Modeling Competition ,  

http://www.aimms.com/community/modeling-competitions/mopta-2012 

 8) CONDOR ホームページ,  http://www.condor.com/us/index.jsp 

 9) NEOS サーバーホームページ, http://www.neos-server.org/neos/ 

10) ドイツ ZIB 国立研究所, http://www.zib.de/en/home.html 

11) ドイツ Matheon プロジェクト, http://www.matheon.de/  

12) DFG のアルゴリズム工学, http://www.algorithm-engineering.de/index.php?lang=en 

13) 中国人民解放軍国防科学技術大学, http://english.nudt.edu.cn/ 

http://www.postpeta.jst.go.jp/
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah25-6.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/ongoing/109mathcollabo.html
http://dimacs.rutgers.edu/dimacs2.html
http://www.isye.gatech.edu/research/labs-centers-groups/
http://www.coin-or.org/
http://www.aimms.com/community/modeling-competitions/mopta-2012
http://www.condor.com/us/index.jsp
http://www.neos-server.org/neos/
http://www.zib.de/en/home.html
http://www.matheon.de/
http://www.algorithm-engineering.de/index.php?lang=en
http://english.nudt.edu.cn/
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３.３.５ 最適化モデリング 

（１）研究開発領域名 

最適化モデリング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

潜在的な評価尺度や制約をも意識した最適化モデリング技術とそれと連動するアプロ

ーチの研究。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

最適化は、モデリングとアルゴリズム、そしてそれらを支える理論から構成される。

最適化モデリングは、現実のシステムなどの設計、運用、制御、予測などに役立つ知見

を得るために、現象を数理的に表現し、理論に基づいて（最適化アルゴリズムを利用す

るなどして）数値的な解を提供できるようにするものである。つまり、最適化における

モデリングとは、問題を抱える意思決定者に、枝葉を取り除いた本質的な構造を提示し

て問題把握を支援するだけでなく、その先にある「問題を解くこと」を大きな目標とし

ていることが特徴である。 

一方、解くことを強く意識するせいで、定式化のことをモデル化、モデリングと述べ

ている場合も見られる。定式化を支援するものとしてモデリング言語が挙げられるが、

数理的モデルを効率的に記述するもの 1)であり、ここでは、モデリングと定式化は類義

語であるとして、モデリングの方がもっと広い意味を持つとしておく。もう少し詳しく

いうと、モデリング（もしくはモデル）とは、本来、意思決定を助けるものであるので、

必ずしも数式を使うべきというものではない。しかし、モデリングは抽象化であり、最

適化においては数値解を得る目的もあることから、その抽象化が数学的・数理的につな

がっている、という関係が存在するわけである 2)。 

また、近年では、最適化アルゴリズム、実装、そして、計算環境の著しい進歩に伴い、

うまく定式化できれば、Cplex3)、Gurobi4)、Scip5)、Xpress6)、Numerical Optimizer7)

といった汎用ソルバーを利用し、これまでには「最適解を得ることが困難、実行可能解

を得ることも難しい」とされてきた問題ですら、現実的な時間で解ける場合も多くなっ

た。つまり「うまく定式化する」ことも当然だが、その前にどのようにモデリングした

か、どのように問題を捉えたかが、真の問題解決に最も大きく関わるようになってきた。

言い換えれば、解く技術が著しい発展を遂げたために、最適化モデリングの重要性が際

立ってきたといえる。 

2013 年の報告書に詳しく述べたが、国内外を含め、最適化モデリングでよく使われる

方法（テクニック）を 3 つ簡単に挙げておく 8)。 

① 対象を既知の構造 9)にあてはめて、線形計画法、動的計画法、分枝限定法など実績

のあるアルゴリズムの力を発揮させる余地を拡大する 

② 計算量を減らすために、扱う対象の構造をいかして問題を分割 10)する 

③ 意思決定の粒度を考慮し、問題を階層化する 

一方、これらの工夫を行っても、扱いが難しいのが、問題の目的をどう捉えるかであ

る。定式化の際の目的関数の設定が難しいということにもつながる。 
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目指すものが、金額に変換できるようなコストの最小化、もしくは物理的な量や利益

の最大化であり、意思決定の対象が物理的実体に結びつくような場合には、比較的自然

な形で捉えることができる。早く移動したい、早く作業を終わらせたい、移動距離を少

なくしたい、利用車両数を少なくしたい等である。しかし、人間の評価尺度（好ましさ

や不満度）を含む問題は、それ自体を数値化することが難しく、さらに複数の要素の組

合せについては、その尺度の足し算で表せるわけではない。さらには、意思決定者が、

潜在的に考えている評価尺度はモデリングにおいて表現されることがなく、不満の残る

解を与えることも少なくない。こういった状況は、複数の人間が働く現場での人員配置

やスケジューリングで起こりやすく、優れた最適化アルゴリズムが開発されても、なか

なか現場に浸透しないという現実がある。 

また、国内外の研究を見渡すと、論文タイトルに「人の好み（preference）を考慮し

た」とつけられたものも多くみられるが、好ましくないものを禁止しているだけ、設定

した目標に到達しない度合いに重みをつけて足し合わせた（線形の）目的関数が設定さ

れているだけの場合がほとんどである。 

古くから、多目的計画、ゴールプログラミングについての研究 11)があり、評価尺度の

扱いに対する問題提起はされていたものの、現在の最適化アルゴリズムの進歩を十分に

いかせるモデリングの研究、逆に、最適化アルゴリズムで作り出した情報を利用した上

での最適化モデリングの研究がまだ存在しないのが現状である。 

一方、最適化技術をだれでもどんな現場でも利用できるようになるには、扱いにくい

評価尺度、複数の目的（目標）、潜在的な評価尺度や制約をも意識した最適化モデリン

グの研究が必須であるといえる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

(3)で挙げた 3 つの方法において、重要な視点と課題を整理しておく。 

①の「既知の構造にあてはめる」については、「緩和」の視点が重要である。枝葉を

落とすこと（緩和する）ことで、問題構造がシンプルに表現でき、十分研究されたモデ

ルに落とし込むことができれば、非常に効率がよい。妥当な解を与える限り、問題把握

のためにも、効率よく解くためにも、できるだけシンプルに緩和できるのがよい。しか

し、解きやすさ（都合の良さ）を優先するため、問題にとって本質的な部分を無視する

ことになってしまう危険については常に意識するべきである。また、逆に、重要度の低

いものから緩和すればよいというわけでもない。重要度の高い制約をハード制約、でき

れば考慮したい制約をソフト制約とし、ハード制約を真の制約として、ソフト制約を満

たさなかった度合いを目的関数で最小化することも論文でよくみられるが、問題によっ

てはこれが逆効果の場合もある。1 つの車が、同じ時刻に違う場所でそれぞれ配達業務

を行うといった、物理的に起こりえない状況を禁止することをハード制約としておくこ

とには全く問題ないが、起こりうる状況の好ましさ（好ましくない度合い）で、ハード

制約とソフト制約に分けることが、結果的に受け入れられない解を与える場合がある。

例えば、人間がもつ評価尺度（その制約を満たせなかった場合のペナルティ）が数値的

に表せないだけでなく、満たせない制約の組合せによって解の評価が全く異なる問題で

は、1 つ 1 つはそれほど重要な制約に見えなくても、人間にしか適切な緩和ができない
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場合が多い。よって、重要な制約を多少緩和した解を与え、その重要な制約を満たせる

よう、数値的に扱いづらい制約を意思決定者が 1 つ 1 つ緩和して解を修正する方がずっ

と現実的で効率がよい場合が起こり得る。このように、一時的に重要な制約を緩和して

も、「緩和したことを陽に意識しておく」ことにより、人間に「適切な緩和」のチャン

スを与えるだけでなく、新しいアプローチ方法の構につながると考える。しかし、それ

らを単に人間任せにするのではなく、数理的に最適化の視点で行う方法を構築すること

も重要であり、適切な緩和のために有益な情報提供やその情報の可視化といったことが、

大きな課題の 1 つと考える。  

②の「分割」については、制約群の中で、独立に扱いやすい部分を部分問題として捉

え、意思決定の多くの部分に関わる結合制約（Linking Constraints）をいかに少なくす

るようにするかが重要である。分割では、結合制約を緩和することになるので、部分問

題の中に結合制約を満たさない度合いを最小化するような仕組みを作っておく必要があ

る。また、どう分割するかについては（③の「階層化」もそうであるが）、多くの場合、

意思決定者が経験と勘で行っているのが現状である。これに対し、制約間の関わりの強

さから分割や階層化を行うため、場合によってはマイニング技術等も利用しながら、最

適化の技術を駆使することも課題である。  

以上をまとめると、最適化モデリングが抱える大きな課題は、目的関数の設定と解の

提示方法にあると考える。最適化アルゴリズムやそれを利用できる環境が整う中、その

適用分野が広がり、人間の評価尺度を持つ問題を無視することができない。その中で、

暫定的に設定する目的関数がどうあるべきか、またそれが与えた解が唯一の最適解では

ないことを十分理解し、それを囲むような良解空間や修正可能な空間を与える技術が切

望されるなか、最適化モデリングは、意思決定過程において、これまでよりも広い領域

を担っていくべきと考える。分割や階層化といった大きな構造を捉える際に必要な情報

を提供できる仕組み作りも課題といえる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

暫定的に与えた目的関数が与えた解に対し、人間が持つ潜在的な制約条件や評価尺度

を解に修正するためには、最適化モデルにおける最適解を 1 つ(もしくは少数) 出力す

るだけでは不十分であり、最適解ではないが意思決定者が「あれもあり得た、これもあ

り得た」と思う(実行不可能解も含む) 近似解を出力する必要がある 12)。しかし、最適

解の周辺にある膨大な数の近似解を単に列挙するだけではかえって混乱を招くことにな

りかねない。人間の意思決定過程を動的計画の考え方に対応させることにより、解空間

をネットワークで表し 13)、良解空間を絞り込むこと 14)、そして、過去に蓄積された解の

特徴をモデルに反映するために、統計的な技術を利用したり、機械学習 15)との連動を実

現したりする研究など、新しい動きもある。しかし、これらは、始まったばかりの（も

しくは、これから始まろうとしている）活動であり、既存研究として成果を探すことが

難しい。また、2013 年の報告でも述べたが、個々のテーマごとにそれぞれのモデリング

が提案されていても、最適化モデリング自体についての研究は、これまでに例がない。

したがって、大規模なプロジェクトとなるのは今後の展開となる。 

潜在的な評価尺度、つまり人間の暗黙知 16)に対してロバスト性をもつ最適化の考え方、
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最適化モデリングとアルゴリズムの関連の研究、そして変数・制約式の緩和を含めたモ

デルの変形に関する理論的な展開、解空間の可視化や良解の分布に対する情報提供を、

誰でも利用できる技術が望まれているといえる。 

 

（６）キーワード 

潜在的評価尺度、納得、解空間、可視化、ネットワーク表現、緩和、修正、最適化ア

ルゴリズム、列挙、統計、機械学習、マイニング 

 

（７）国際比較（潜在的な評価尺度や制約をも意識した最適化モデリングに絞った評価） 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 

・暗黙知を意識し、モデルの簡素化、可能良解の可視化、解の修正を
支援する情報についても研究が始まっているもののまだ顕著な成果
がでていない。 

・最適化モデリング自体の研究への意識があいかわらず薄い。 
・目的関数設定が比較的容易（明らか）な問題を扱った研究が多い。  

応用研究・
開発 

△ → ・明らかではない尺度を無視したままの研究も多い。 

産業化 △ → 
・小規模な最適化問題を支援するシステムが数多く存在するにもかか

わらず、最適化エンジンの利用はされないままであり、最適化モデ
リング研究の取り組みへの遅れが明らかである。  

米国 

基礎研究  △ → 
・目的関数設定が比較的容易（明らか）な問題を扱った研究が多い。 
・応用研究上の意図と強く結びついた、特定の構造に対して深く掘り

下げて追究する取り組みは多い。 

応用研究・
開発 

△ → 
・明らかではない尺度を無視したままの研究も多いが、明らかでない

尺度自体をもともと対象にしないという現実を反映しているとも考
えられる。 

産業化 △ → 
・人員配置などの小規模な最適化問題用のシステムも数多く存在する

が、人間の評価尺度を重視しているかは不明である。 

欧州 

基礎研究 △ ↗ 

・目的関数設定が比較的容易（明らか）な問題を扱った研究が多い。 
・応用研究上の意図と強く結びついた、特定の構造に対して深く掘り

下げて追究する取り組みは多い。 
・Preference Learning の研究がある 

応用研究・
開発 

△ → 
・明らかではない尺度を無視したままの研究も多いが、人間を中心と

した最適化システムの開発もある。 

産業化 △ → ・人員配置などの小規模な最適化問題用のシステムは存在する 

中国 

基礎研究  ×   

応用研究・
開発 

×   

産業化 ×   

韓国 

基礎研究  ×   

応用研究・
開発 

×   

産業化 ×   

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.３.６ 最適化ソフトウェアと応用 

（１）研究開発領域名 

最適化ソフトウェアと応用 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

最適化技術の発展を多様な実務分野に役立てるためのソフトウェア開発および利用技

術の研究。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 実務に役立てる 3 要素の役割と現状 

最適化を実務に役立てるには 3 つの要素が必要である。ひとつは解決したい問題を最

適化問題として記述するモデリング、つぎにモデリングされた最適化問題を解くアルゴ

リズム、さらに問題を具体的に記述するデータである。以下これらの要素に関する役割

と現状を概括する。 

①モデリング 

定式化によって現実世界と最適化アルゴリズムの仲立ちをする技術であり、最適化ア

プローチを成り立たせる根源となっている要素である。例えば航空産業の分野 1)では古

くから最適化を実務に応用しようとする努力の中から、大規模な問題を分割、あるいは

階層化して扱いやすくする技術が生まれ、その成果が他分野に広まっている 2)。しかし

ながら、モデリング技術は学問的に体系立って整理されているとはいい難く、アルゴリ

ズムに対して従属的な関係にとどまっている。その理由としてはモデリングには実務そ

のものと最適化技術の双方の知見を集約しなければならないため担い手が少ないこと、

さらに、モデルとアルゴリズムを分離するソフトウェア技術である「モデリング言語」

が比較的最近まで普及していなかったことが考えられる。 

②アルゴリズム 

モデリングされた問題に対して、具体的な解を求めるための技術である。Dantzig に

よる単体法というアルゴリズムの開発が、最適化技術の基礎となった。制約を満たしな

がら、特定の目的関数を最小化する解を求めるという問題は、変数が連続で関数が線形

の場合には、線形代数、不等式論など古典的な数学が有用なアプローチを提供する。

Dantzig 以降も数十年にわたって、変数が一部離散的な場合、関数が非線形な場合、制

約式が行列方程式の場合などに対応するアプローチが案出され、今日の最適化技術の理

論的な礎となっている。アルゴリズムの所要時間や得られる解の「良さ」に理論的な裏

づけがあることは、最適化技術を利用する実務家にとっても大きなメリットとなる。  

しかしながら、理論的な解析の充実に比べてソフトウェアとしての実装は多くない。

これはソフトウェアの動作がデータ構造の効率や計算機環境、選定するテスト問題など

の「夾雑物」によって変動して見えてしまうために優劣の評価がつけにくく、アカデミ

ックな業績評価に結びつけにくいという事情によると考えられる。 

③データ 

最適化は定量的な分析であることから、信頼のおける分析結果を出すためには解析対

象に関する正確なデータが必要になる。1990 年代前半までは、データの取得やメンテナ
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ンスには非常に大きなコストが必要で、最適化アプリケーション導入における大きな障

壁となっていた。ビジネス分野における IT 環境が整い、完全に整備されているとはい

えないながらも大量のデータが蓄積している現在は当時と比べると、最適化の応用にお

いて状況は大幅に改善された。IT ビジネス界の昨今のトレンドである「ビジネスアナリ

ティクス」「ビッグデータ」はこのような状況を背景として生まれている。機械学習ア

ルゴリズムの文脈では、単純な学習モデルとアルゴリズムでもデータが潤沢にあればか

つてないほどの汎化性能が実現されたという報告がある。 

(3-2) 3 要素に関連するソフトウェア技術 

次に最適化を成り立たせている上記の要素と関連する重要なソフトウェア技術につい

て記述する。 

①汎用プログラミング言語（⇒アルゴリズム） 

例えば FORTRAN や C、C++が代表的な汎用言語である。最適化の黎明期には計算機

に計算を行わせる手段として唯一取り得るものであった。90 年代までは、信頼できる数

値計算ライブラリの充実もあって、FORTRAN が最適化の分野では最もポピュラーな汎

用言語であったが、現在では安価な処理系の充実に伴って C、C++に主流が移ってきて

いる。 

汎用プログラミング言語のみで最適化アプリケーションを実装するコストは大きい。

FORTRAN や C は手続き指向の言語であるため、数式モデルそのものの表現や構造化さ

れたデータのハンドリングに適しているとはいえない。一方で C++はオブジェクト指向

言語であるが、計算の効率化とオブジェクト指向を両立させるために相応のテクニック

が必要である。近年になって ruby や python などインタプリタによって実行できるスク

リプト言語が最適化分野にも普及してきているが、アルゴリズムそのものの実装には用

いられる例はあまり多くない。 

②スプレッドシート（⇒データ） 

Microsoft Excel に代表されるビジネスアプリケーションである。最適化の入出力であ

る数値データをハンドリング・可視化することに長けており、最適化アプリケーション

のインターフェースとして最も普及している。現在、ほぼすべての汎用最適化パッケー

ジは何らかの形でスプレッドシート型のインターフェースを備えている。スプレッドシ

ートの欠点はパターン化したデータでもサイズに比例して入力の手数が増えてしまうこ

と、抽象化した数式的な表現を直接記述することができないという点である。  

③統計解析パッケージ（⇒データ） 

SAS や SPSS、S-PLUS、R など、統計演算を数値的に行ったり、統計データを可視

化したりするソフトウェアである。スプレッドシートと同様の機能をもつ他、データの

管理をする機能やデータ処理用の言語を伴って提供されている。これらの言語に含まれ

ているデータ処理用の言語は特に大規模データに関する処理を簡便に記述する上で操作

性が良く、最適化との親和性が高い。そのため多くの統計解析パッケージが最適化ソフ

トウェアとのインターフェースをもつか、あるいは最適化ソフトウェアを内部に組み込

んでおり、例えば金融工学モデルのパラメータ推定などに積極的に利用されている。 
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④モデリング言語（⇒モデル） 

AIMS、GAMS、AMPL、SIMPLE、OPL など、数式モデルとして最適化問題を簡便

に記述するためのツールである。数式に現れる繰り返しパターンを簡素に記述する機能、

大規模データをハンドリングする機能をもつ。最適化アルゴリズムの実装（ソルバー）

と協調動作させることを意図してつくられており、線形関数・二次関数の係数を行列と

して出力する、非線形関数の微係数を計算する、といった機能を有する。モデリング言

語の登場において、当初最適化アプリケーションにおいて渾然一体となっていたモデ

ル・データ・アルゴリズムをそれぞれ分離し、ニーズに応じて選択的に組み合わせて取

り扱うことが可能となった。ただ、モデリング言語は単体で完結するわけではなく、必

ずデータとアルゴリズムを結合しなければならないという点で最適化のサービス側が利

用するツールという位置づけにとどまる。 

⑤高速コンピューティング技法（⇒アルゴリズム） 

最適化アルゴリズムの実行は一般に多大な計算コストを所要するため、各時代でのハ

ードウェア・ソフトウェアの先端技術が投入されてきた。1990 年前半はベクトルコンピ

ュータ、1990 年代後半は、高性能化したパーソナルコンピュータのキャッシュ性能の利

用、2000 年代後半からのマルチコア環境による並列化、さらに最近になって流行してい

る GPUを用いた並列化、といった技術が最適化計算に大きなインパクトを与えている。

現在では 10 万円台で購入できるパソコンにおいて、数千万変数規模の線形計画法が現

実的な時間で可能となっており、大規模計算が個人の環境で可能となっている。 

⑥ソルバー（⇒アルゴリズム） 

MINOS、CPLEX、Xpress-MP、Numerical Optimizer、Gurobi、IPopt、SCIP、SDPA

など学問的な成果を取り込む形で開発されたアルゴリズムの実装（ソルバー）である。

その一部は商用プロダクトとして保守され続けており、現在において（混合整数）線形

計画問題・凸な 2 次計画問題・制約充足問題に対しては安定かつ信頼できるソルバーが

市場に出回っている。特に商用パッケージはほぼ例外なく、何らかのモデリング言語、

あるいはスプレッドシートアプリケーションとのインターフェースをもつ。しかしなが

ら、商用以外のプログラムも含めて考えるとき、ソルバープログラムが対象としている

スコープや機能、性能は多種多様で、インターフェース、品質はさまざまである。ソル

バーを実務的な問題解決のために選定して利用するにはアルゴリズムとソフトウェアに

対する深い知識が必要となる。 

⑦大規模ストレージ（⇒データ） 

近年、急速に整備されつつある。ビジネス分野におけるデータがかつてない規模で蓄

積し、具体的な意思決定への利用に向けた機運が高まっている。しかしながらデータか

ら有益な情報を引き出すにはデータを選別・整理する技法を学ぶ必要があることに注意

しなければならない。最適化に利用するためにはさらに、データの内容や量とモデル・

アルゴリズムの整合を考慮する必要がある。現状において、大規模ストレージのデータ

はまだ集計や構造を持たない機械学習モデルに利用されるにとどまっており、蓄積した

大規模データの最適化モデルへの利用は今後の課題である。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

前項までの記述において、最適化を支える構成要素とそれを支える技術について概観

した。個々の技術は長い時間をかけて成熟の域に達しているともいえる。しかしながら、

最適化ソフトウェアの応用は決して期待された通りに進んでいるとはいえない。それは

なぜなのか考えられる理由を次に列挙することで、技術的・政策的な課題を明らかにす

る。 

①「アルゴリズム」が多すぎる 

最適化の研究の歴史は 50 年以上と長く、その成果としてアルゴリズムやその解析、

実装プログラム（ソルバー）が多数蓄積されている。このことが分野の全体像を見えに

くくしており、具体的な問題を解決しようとしている実務家（ユーザー）を混乱させて

いる側面は否定できない。例えばウェブを調査すればアルゴリズムやソルバープログラ

ムの名前や一覧などの情報は存在する。しかしソルバーの作り手、研究者、ソフトウェ

アベンダーがそれぞれの立場でアルゴリズムの分類をしており、アルゴリズムの呼び名

についてもコンセンサスが取れていないので、専門外のユーザーに対して利用しやすい

状況とはいえない。 

②ニーズが合致しない 

実務家が求めるのは実務上の問題解決であるが、研究者の目的や指向は必ずしも問題

解決にあるとは限らない。研究として「面白い」問題は得てして非常に難しく、実務的

に利用価値のあるアルゴリズムを構成することは難しい場合も多い。研究者は時間をか

けても厳密解を出すことに意義を見いだすかもしれないが、実務家は「そこそこ」の実

行可能解をあまり時間をかけずに求めることを指向するかもしれない。例えば企業と大

学の共同研究の場でこのような不一致が顕在化してしまうと、双方にとって望ましくな

い結末を招く。 

③コスト見積もりが難しい 

特に組み合わせ問題では一見簡単に見える問題でも、一定以上の規模になると驚くほ

ど難しい場合がある。また、実務家（ユーザー）にとっては自然な要請に起因する問題

の改変が、よく知られた効率的なアルゴリズムを適用する上で致命的な影響をもたらす

場合もある。 

一般に最適化問題を解く前にどの程度の計算リソースを所要するかを見積もるのは困

難なことが多く、大規模で非線形、あるいは離散的な問題の場合には、計算リソースの

不足のために何ら有効な結果が得られない場合さえある。またユーザーが解をみるまで

に制約の抜けなどのモデル化の不備に気づくことができない、といった現象がソフトウ

ェアの開発フローを混乱させる。 

このような背景のため、ソフトウェアプロジェクトに最適化技術を組み込むことは費

用・工期の上で大きなリスク要因となり得る。リスクを軽減するためには、アルゴリズ

ムとその実装、モデル化に対する深い知識と経験をもった人員の参加が必要になる。  

④データの整備にコストがかかる 

1990 年代までは実務分野において数量化されているデータを得ることの方が難しく、

最適化までたどりつかないことは珍しくなかった。この状況は現在において大幅に改善

されている。しかし最適化の前提となる精度のよいデータを整備した形で揃えるのに特



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

211 

研
究
開
発
領
域 

最
適
化
区
分 

別な技術や人的コストを所要することは変わりなく、データはモデルやアルゴリズムよ

りもはるかに高価な要素であることは認識すべきである。モデルが最適化の要であると

いう立場では、データは従属的なものであるが、モデルに固執するあまり、常に新しい

データを必要とし、多大なコストをかけてデータを整備する結果を招くのでは最適化の

応用は進まない。コスト面にも配慮して既存のデータをうまく利用できるようモデルを

データに合わせこむというアプローチも考慮に入れてしかるべきである。 

最適化ソフトウェアは、実務的な課題を出発点とし、モデル、データ、アルゴリズム

を総合させて構成される。モデル、データ、アルゴリズム個々の技術についてはある程

度の成熟はみているものの、モデル、データ、アルゴリズム相互の「刷り合わせ」にお

いて多くの問題が発生し得る。解消の方向性としては、次のような方策が適切であろう

と考えられる。 

⑤情報発信 

最適化が適用されている問題は数多く、そのうちの一部は大きな効果をもたらしてい

る。私企業の利益に貢献しているものは発表できにくいので広まりにくいが、例えば学

校の配置や道路や橋梁など社会インフラのメンテナンスなど、利害が対立する中で中立

性を保ちながらリソース（予算）を配分するという、公共性の高いテーマにおける貢献

を示すことで、関心を呼び起こすことが期待できる。 

⑥魅力的な教科書 

アルゴリズムの数学的な側面よりも、応用事例に即した教科書があれば、最適化分野

に参入する研究者やユーザーの増大に大きく貢献するであろう。現在ではスタンダード

な最適化の教科書は理論的な側面を指向したものが多い。 

⑦解の解釈機能の充実 

最適化は数値を入力して数値を出力するため、ソフトウェアの入出力は数値の表など

無味乾燥なものとならざるを得ない。アルゴリズムが返した結果を解釈して「意図」を

くみ取って指し示す方法は開発されていないため、最適化技術のユーザーには「数字を

読む」能力が必要となり、最適化技術を使いこなす上での障壁となっている。このよう

な最適化の「解釈」に関する研究はあまり前例がないが、大きな成果をもたらす可能性

がある。 

⑧コンサルタントの育成 

最適化の分野において専門的な知識をもつ職業的コンサルタントは極めて少ない。モ

デル、データ、アルゴリズム個別ではなく、相互の刷り合わせのノウハウをもつ人材を

育成することによって、最適化の適用は大きく進むことが期待できる。 

⑨アカデミックな研究領域の拡大 

最適化ソフトウェアの成功にはモデル、データ、アルゴリズムの「刷り合わせ」技術

が重要であることは認識されつつも、学問分野として認識されてはいない。アルゴリズ

ムに適したモデル化技法、モデルの実務分野への見立て、ユーザーの意図を適切に汲み

取るモデル化技法、アルゴリズムが利用する計算機資源の見積もり、マシンアーキテク

チャを利用するアルゴリズムの実装などの課題を学問的に整備することで、最適化ソフ

トウェアの利用に伴うリスクを大幅に軽減できることが期待できる。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

①ビジネスアナリティクスのトレンド 

データの蓄積を背景に、IT 業界は「ビジネスインテリジェンス」というキーワードの

下、集計・可視化を行うツールを開発し、浸透させた。次に IT 業界は「ビジネスイン

テリジェンス」の次の段階として、「ビッグデータ」に基づく「ビジネスアナリティク

ス」というキーワードを打ち出し、集計や可視化を超えた、意思決定や予測といった価

値をデータから引き出すソフトウェアの開発と浸透に努力している。「ビジネスインテ

リジェンス」の具現化のひとつとして最適化ソフトウェアとその応用があることは間違

いなく、その意味で最適化に対する社会的な期待は高まっている。   

②問題解決型指向 

サービスサイエンス、ヘルスケア、Web マーケティングなどの分野では、特定の問題

解決をテーマとして、さまざまなバックグラウンドをもつ研究者が集結して研究を進め

ている。このような動きの中から、異なる専門分野をもつ研究者同士の交流、横断的な

知識をもつ人材が育成されることが期待できる。 

③定量化できない分野の最適化 

最適化技術はエネルギーコストの最小化など、解の「良さ」が明確に定量化できてし

かも評価軸が少ない分野から出発したが、昨今では就業人口の減少や消費者の成熟を背

景として、定量化が難しく多様な評価尺度が存在する人的スケジューリング・配送計画・

積み付けなどの分野にも応用が進められようとしている。その中から、旧来のモデル・

アルゴリズム（ソルバー）の弱点や改善ポイントの議論が始まっている 3)。 

④研究者による高性能汎用ソルバーの作成 

わが国における、問題解決エンジンプロジェクト 4)、SDPA（線形半正定値計画）5)、

ドイツにおける SCIP（制約充足・混合整数計画法）6)のように、研究者が高性能な汎用

ソルバーを開発、リリースする動きが見られる。これは最適化アルゴリズムそのものの

みならず、高品質な実装を開発することが研究活動として認識されだしたことを示すと

解釈できる。 

⑤モデル化不要の技術の台頭 

最適化においてモデル化は必須の技術であるが、それが応用への障壁となってもいる。

最近はモデル化を簡素化する技術も台頭してきた。関数値の値のみから最適化を行う

DFO（Derivative Free Optimization）はユーザーが最適化したい問題を数式で記述す

る必要はなく、プログラムをあくまで「ブラックボックス」として結合するのみで最適

解を導出する技術である。また、機械学習アルゴリズムは判別分析モデルをデータから

学習し、データが大量であればあるほど、モデル化の精度を向上させることができる。

これらの技術は最適化の利用を普及させる上で意義深い。 
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（６）キーワード 

詰め込み、ネットワーク設計、fleet スケジューリング、意思決定支援、判別分析、人

的スケジューリング、施設配置、金融商品開発、広告最適化、ポートフォリオ最適化、

モデルパラメータフィッティング、ロバスト最適化、CAE、設計最適化、生産スケジュ

ーリング、命令スケジューリング、VR、SAT、カッティングストック、運転計画、巡回

セールスマン、石油化学プラント、設備計画、ロジスティクス、RCPSP、リコメンド、

制御、保守計画、作付計画、品質管理 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ ・多くの研究者が参画している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・汎用数理計画法ソルバーやモデリング言語の開発が行われている。 

産業化 △ ↗ 

・米国・欧州にくらべて最適化モデルに関する一般的な理解は進んで
おらず、普及の段階には達していない。 

・大規模システム開発において最適化は一般的なコンポーネントとし
て認知されていない。 

米国 

基礎研究  ○ ↗ ・多くの研究者が参画している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・多くの汎用ソフトウェアが開発されている。 

産業化 ○ ↗ 
・広い分野で応用事例の報告がある。 
・最適化モデルに関する一般的な理解が進んでいる。 

欧州 

基礎研究 ○ ↗ ・多くの研究者が参画している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・汎用数理計画法ソルバーやモデリング言語の開発が行われている。 

産業化 ○ ↗ ・最適化モデルに関する一般的な理解が進んでいる。 

中国 

基礎研究  △ ↗ ・指導的立場の研究者は見ないが論文発表などはかなり多い。 

応用研究・
開発 

△ → ・潤沢な資金を背景に応用しようという機運は高まっている。   

産業化 △ → 

・現在のところビジネス環境の制約が少ないためにまだビジネス分野
でのニーズは多くないのだと考えられる。公的規制や事業が成熟し
て差別化を図ろうという意図が生まれたときに流行するのだと思わ
れる。 

韓国 

基礎研究  × → ・分野への参画は後発であり、指導的立場の研究者は見ない。 

応用研究・
開発 

× 不明 ・不明。 

産業化 × 不明 ・不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４ ネットワーク論区分 

３.４.１ 複雑ネットワークおよび総論 

（１）研究開発領域名 

複雑ネットワークおよび総論 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

統計物理学、確率論、シミュレーション工学などの理論的技術を用いた、現実に存在

する生物、社会、工学などのネットワークの構造特徴抽出、ネットワークの構造やネッ

トワーク上のダイナミクスの理解や予測、ネットワークの制御。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

本稿で述べる研究分野はネットワーク科学、ないし、複雑ネットワーク研究、と一般

的に呼ばれ、本俯瞰区分の要に位置する。多数の要素が相互作用していることはシステ

ム科学の対象であることの必要条件である。その中で、ネットワークとは、要素 2 つの

相互作用の集合体として表されるようなシステムを指す。 

人の組織というシステムについては、友人関係の織りなす網目、より具体的には

Facebook にあるような 2 者間の友人関係の集合体がネットワークの例である。環境と

いうシステムにおいては、捕食―被食関係にある 2 つの生物種を結び、そのような捕食

―被食関係とそれにかかわる生物種を集めたものがネットワークの例である。逆に、ネ

ットワークという視点においては、要素 2 つの相互作用の集合体に分解できないものは

扱わない。例えば、3 人以上のグループでの友人関係は、グループ内の各 2 人の対人関

係の集まりであると見なして解析を行う。3 体以上の直接相互作用が本質的な役割を果

たすシステムの取り扱いは、他の方法論に委ねられる。 

ネットワークとは離散数学でいうグラフと同値であり、グラフ理論は近代的研究に限

っても、半世紀以上の歴史がある。これに対して、ネットワーク科学は、1998 年を境に

勃興した新しい分野である。グラフ理論と対象を同じくするにもかかわらず、異なる研

究分野として認識され、2015 年時点で多くの研究者が研究に参画するようになった理由

は、主に 2 つある。 

一つ目は、ネットワーク（すなわち、グラフ）を 1998 年頃までは数学的に扱うのが

唯一の理論的手法であったのが、統計物理学者や数学をベースとしない工学者の研究へ

の参画によって、厳密さに必ずしもこだわらずに、現実のデータを解析する手法が発達

したことである。具体的には、マスター方程式、平均場近似、有限サイズスケーリング

といった物理学的手法、ネットワークの生成やその上の感染症伝搬などのダイナミクス

を解析するための数値計算の技術などが積極的に現実のネットワークの解析に用いられ

るようになった。それにより、多くのネットワークが頂点の次数が裾の長い分布に従う

というスケールフリー性をもつこと、スケールフリー・ネットワークでは感染症伝搬が

極度に起こりやすいこと、などが次々と明らかにされた。 

二つ目は、1998 年頃に、種々のネットワークのデータが一般の研究者に供用されるよ

うになってきたことである。インターネットの発展や、計算機の飛躍的な性能向上がこ
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の時期に起こった。このことは、分野横断的にネットワークの特性を比べることをも可

能にした。例えば生態学における食物網、工学における電気回路や送配電網、社会学に

おける人間関係ネットワークなどは、各個別分野においては 1998 年より何十年も前か

ら研究が行われていたが、分野内の個論にとどまっていた。 こういったデータをインタ

ーネット経由で黎明期のネットワーク科学研究者が使用できるようになりつつあったこ

とに加えて、インターネット、ウェブグラフ、遺伝子発現制御ネットワーク、神経ネッ

トワーク、電力網などのネットワークのデータが、インターネットや高速になった計算

機を援用しながら、採取され、整理された。そして、分野横断的にネットワークを解析

することによって、スケールフリー性に代表される普遍性や、分野別の個別性が明らか

にされてきたのである。 

2000～2005 年はネットワーク生成モデル、感染症伝搬、中心性（頂点の重要性を定

めて応用すること）、コミュニティ構造（計算機科学、離散数学などの分野ではグラフ

分割とも呼ばれる）などが主要なテーマであった。それ以降は、本俯瞰区分の研究開発

領域「機械学習・データマイニング分野におけるネットワーク構造解析」とも関係する

ネットワーク構造推定などの理論のさらなる発展とともに、感染症制御、生態系保全、

人間の移動を考慮したネットワーク、電力網のコントロール、創薬などの研究が発展し

ている。ネットワーク研究の理論発展に寄与したような確たる基礎理論を身につけた研

究者が、これらの応用研究に参画していることが特徴的である。すなわち、理論と応用

が異なる人材で担われている分野と事情が異なる。 

国際比較としては、本領域を創成した 2 本の論文（1998、1999 年）の発祥でもある

米国が圧倒的に他国をリードしている。その片方の著者である Barabási のチームを含

む多くの強力な研究チームがボストンに存在し、シカゴも人材の蓄積が厚い。半世紀以

上続く社会学のネットワーク研究も米国が中心であること、多くのインターネット企業

が米国を本拠地にしていることも、米国が基礎研究から産業化フェーズまでの広きにわ

たって世界の研究フロンティアを牽引していることに寄与している。欧州出身の代表的

な研究者も、その多くが米国で研究室を開設している。欧州はそれに次ぎ、2000 年代前

半よりイタリア、スペイン、ハンガリー、フィンランドなどで研究が比較的盛んである。

近年はイギリス、フランス、ドイツといった一般的に研究リソースが多い国に人材が移

動している。アジアでは、基礎研究に限っては韓国が高いレベルを維持している。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ 基礎研究は 1998～2010 年頃の間に非常に発展した。次のフェーズ、すなわち、今後

10 年程度での応用研究、産業化、あるいは、それに必要な種類の理論の構築の成否

が、さらに長いスパンでネットワーク科学という研究分野がシステム科学技術分野の

中において、さらには、科学技術全体の中において重要たり得るかどうかの分水嶺で

ある。過去のカオスや複雑系の研究にも同様のフェーズの遷移があった。しかし、海

外に比して、確かな基礎力をもちつつ応用や産業化に尽力する国内の人材は極めて少

ない。 

・ 特にインターネットや社会ネットワークの領域において、一般企業は多くのデータを

有している。応用研究や産業化のもうひとつの障壁として、こういったデータや企業
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側の問題意識に立脚するような産学連携が国内においては遅れていることがあげら

れる。多くの日本企業がかつてのような経済的・人的余裕をもたないこと、個人情報

の取り扱いについて匿名化などを施した上でも風当たりが強い日本の国民性などが

主要な原因であると推測される。これに比して、海外では、携帯電話の通信データが

研究用に供用されているなど、産学連携が進んでいる。 

・ 日本学術振興会の分野区分などからもわかるように、日本の研究分野の予算配分、人

的リソースの配分、研究教育制度は、既存の学問分野に基づく縦割りで行われる部分

が大きい。一方、ネットワーク科学は、扱うネットワークの対象が多岐にわたること

からもわかるように、極めて学際的な分野である。学際的な分野を支援する枠組みは、

存在するものの十分でない。審査側への外国人の登用などを含めた抜本的な対策が必

要であると思われる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 2011 年 11 月に、Facebook と大学の研究者が協同して、Facebook のネットワーク構

造解析結果を論文発表した。マーケティング、ユーザ利便性の向上などへの応用が見

込まれる。  

・ RFID（電波による個体識別）機器を人間に装着してもらい、人間同士の動的な社会

ネットワーク（誰と誰が、いつ、どのくらいの長さ相互作用したか）を時空間的に大

規模に計測するシステムが、2008 年以降に、まずは基礎研究として調査され、病院

への導入などの応用が模索されている。こういった型のネットワークはテンポラル・

ネットワークと総称され、理論、応用の両面から現在の注目動向である。 

・ 2010 年に Boston 大学 Stanley らのグループは、単独では障害耐性の高いネットワー

クが互いに接続しあうと脆弱になり、壊滅的な障害が起こりやすくなるという理論研

究を論文発表した。これが契機となり、複数のネットワークが相互作用するネットワ

ーク（マルチプレックス・ネットワーク）の研究が現在盛んである。 

・ Northeastern 大学の A.-L. Barabási は、ネットワーク科学を創始する論文のひとつ

を 1999 年に著し、現在に至るまでネットワーク研究の第一人者であり続けている。

その予算規模は公開資料からは明らかでないが、ネットワーク的に結合したシステム

の制御性やネットワーク理論を使った創薬の研究などが Barabási チームの現在のプ

ロジェクトとされている。  

・ 日本では 2012年 10月より JST ERATO河原林巨大グラフプロジェクトが発足した。

ネットワーク科学及び本研究俯瞰区分の研究開発領域「機械学習・データマイニング

分野におけるネットワーク構造解析」、「ネットワークに関する離散数学」に関わる

研究者が集まり、質の高い理論研究が発信されている。 

 

（６）キーワード 

スケールフリー、スモールワールド、べき則、中心性、コミュニティ構造、感染症、

生態系、脳、遺伝子発現、インターネット、ウェブ、ソーシャルネットワーク  
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・理論研究や実データを用いた基礎研究が国内で行われるようになっ
てきたのは、2004年頃であり、欧米に大きく遅れをとっている。そ
のひとつの証左として、ネットワーク研究の代表的な総説論文 1)に
引用されている日本発の論文数はわずかである。  

・2007年頃以降、研究者の数は非常に増えており、日本物理学会、情
報処理学会、電子情報通信学会などの中にネットワークを冠した学
会のセッション、研究会組織などが存在し、定期的に研究会を開催
している。 

・2012年10月よりJST ERATO 河原林巨大グラフプロジェクトがス
タートし、コンピュータ科学の研究者の参入が進んでいる。 

応用研究・
開発 

△ → 

・日立グループが、世界に先駆ける技術で、人の職場における動きや、
対人相互作用を高精度で記録するシステムを開発した。国内外の大
学にデータを供与したり、国内の企業への試験的な導入（一部は商
品化）を行ったりしている2)。 

産業化 △ → 

・サイジニア社が、複雑ネットワーク理論に基づいて、アマゾンなど
の購買サイトであるような、商品を買ったときに他の商品を薦める
レコメンデーションシステムを商品化し、国内外から高く評価され
ている3)。 

・職場などの人間関係ネットワーク解析を請け負うコンサルティング
サービスは、過去10年程度の間にいくつかの会社が提供した模様で
ある。しかし、特筆すべき成功事例はない。顧客の収益化の見通し
のないまま商品化を行ってしまったことが原因であると思われる。  

米国 

基礎研究  ◎ → 

・1998年と1999年にそれぞれ1本ずつ発表された論文 4)がネットワー
ク科学の幕開けであると世界的に認識されている。これらの論文は
米東海岸発であり、以来、米国は本分野の基礎研究を行う研究者の
質量において、他国を圧倒している。 

・ネットワーク科学を代表する国際会議のシリーズが、米国を母体と
して毎年開催されていて、毎回数百人の研究者が集う 5-7)。 

・Northeastern大学6)、Indiana大学7)などに、ネットワーク科学の研
究センターがある。 

応用研究・
開発 

◎ → 

・ネットワークの基礎研究の礎をつくったような研究者が、遺伝子シ
ステム、感染症の制御などについて、大型プロジェクトを運営して
いる6, 7)。 

・Google社の検索エンジンのアルゴリズムに近いeigenfactorが、論文
誌のランキングについて、既存の有名な手法 （Impact Factor） の
弱点を克服するものとして開発され、世界中の学術機関で使われて
いるWeb of Scienceというデータベースにも実装されている8)。  

・シカゴにおいて、チーム作業の生産性などといった独創的な応用研
究が進められている9)。 

産業化 ◎ ↗ 

・ネットワークの理論を用いて、企業組織のネットワークをコンサル
ティングし、生産性の向上を目指すプロトコルが、商品化されてい
る10)。 

・Googleの検索エンジンには、1998年に西海岸で発明されたページラ
ンクというアルゴリズムが搭載されている。ページランクはその後
のGoogleの発展を牽引した。産業化における、ネットワークの基礎
理論の最大の成功例として認知されている。 

・Facebookの中には、ネットワークの三角形を増やすようユーザに推
薦する機能など、ネットワーク科学の知見に基づく仕組みが搭載さ
れ、コミュニケーションの円滑化や拡大に間接的に貢献している。  

欧州 基礎研究 ◎ → 

・特にスペインとイタリアにおいて、統計物理学の背景をもつ多くの
研究者が基礎研究を行っている。ハンガリーとフィンランドも、他
の分野の平均に比べて本分野における基礎研究が盛んである。近年
は各国からイギリス、フランス、ドイツなどへ有力研究者の移動が
ある。 

・ネットワーク科学に関する（数百万ユーロから多いもので2000万ユ
ーロを超える規模の）大規模プロジェクトが複数ある 11)。 

・スペインのBascompteのグループは、食物網の解析、その生態学的
機能などの研究において、世界をリードしている 12)。 
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応用研究・
開発 

○ ↗ 

・米国の研究者と共同して、いくつかの欧州の国における携帯電話に
よる社会ネットワークのデータの取得と解析が2007年以降行われ
ている13)。災害時の移動、マーケティング、感染症制御などへの応
用可能性がある。 

・フランスの携帯電話事業者が、自社の提供する携帯電話通話記録デ
ータを用いた研究のコンペティションを主催している 14)。 

産業化 △ → ・世界的に知られるような産業化の動きはなし。 

中国 

基礎研究  × ↗ 
・国内の研究者評価システムが論文の数に偏っているためか、質の低

い論文が大量に論文誌に現れている現状である。ただし、状況は少
しずつ改善しているため、今後は上昇が見込まれる。 

応用研究・
開発 

×  ・応用研究・開発の動きなし。 

産業化 ×  ・産業化の動きなし。 

韓国 

基礎研究  ○ → 

・優秀な部分を含む統計物理学者のかなりの割合がネットワーク研究
を行っている。そのため、上位の学術誌には、日本よりも多くの基
礎研究成果が発表されている。 

・米国のボストンやシカゴにある世界的なネットワークの研究センタ
ーとの間に太いつながりが以前からあり、継続的に人員の交流が行
われている。そのため、最先端の情報が入ってきやすい。 

・統計物理学関係以外のネットワークの基礎研究はあまり盛んではな
い。 

応用研究・
開発 

△ → 
・韓国最大のsocial networking serviceであるCyworldと大学が提携

して、その構造解析などを行っている15)。ただし顕著な後続研究は
見当たらない。 

産業化 ×  ・産業化の動きなし。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) Albert, R.; Barabási, A.-L. Statistical mechanics of complex networks. Rev. Mod. Phys. 

2002, vol. 74, p. 47-97.; Newman, M. E. J. The structure and function of complex 

networks. SIAM Rev. 2003, vol. 45, p. 167-256.; Boccaletti, S. et al. Com-plex networks: 

structure and dynamics. Phys. Rep. 2006, vol. 424, p. 175-308. 

 2) 日立ハイテク ビジネス顕微鏡. 

http://www.hitachi-hitec.com/jyouhou/business-microscope/ 

 3) サイジニア. http://www.scigineer.co.jp/ 

 4) Watts, D. J.; Strogatz, S. H. Collective dynamics of `small-world' networks. Nature. 

1998, vol. 393, p. 440-442.; Barabási, A.-L.; Albert, R. Emergence of scaling in random 

networks. Science. 1999, vol. 286, p. 509-512. 

 5) Netsci. http://netsci2014.net/ 

 6) Center for Complex Network Research, Northeastern University.  

http://www.barabasilab.com/ 

http://www.hitachi-hitec.com/jyouhou/business-microscope/
http://www.scigineer.co.jp/
http://netsci2014.net/
http://www.barabasilab.com/


研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

220 

 7) Center for Complex Networks and Systems Research, Indiana University.  

http://cnets.indiana.edu/ 
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10) Cross, B. Driving Results through Social Networks – How Top Organization Leverage 

Networks for Performance and Growth. Jossey-Bass, 2009. 

11) NETWORKS. http://www.thenetworkcenter.nl/ 

MULTIPLEX. http://www.multiplexproject.eu/ 

PLEXMATH. http://www.plexmath.eu/ 

12) Bascompte 研究室の HP. http://bascompte.net/ 

13) Onnela, J. P. et al. Structure and tie strengths in mobile communication networks. Proc. 

Natl. Acad. Sci. USA. 2007, vol. 104, p. 7332-7336. 

14) data for development. http://www.d4d.orange.com/en/home 

15) Ahn, Y. Y.; Han, S.; Kwak, H.; Moon, S.; Jeong, H. Analysis of topological 
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３.４.２ 機械学習・データマイニング分野におけるネットワーク構造解析 

（１）研究開発領域名 

機械学習・データマイニング分野におけるネットワーク構造解析 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

機械学習やデータマイニングの技術を用いたネットワーク構造、あるいは、より一般

的に関係データの解析。ネットワーク上の関係予測や分類、順位づけなど。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

データ解析技術の一分野である機械学習、データマイニング分野では、近年、ネット

ワーク構造をもったデータの解析が盛んに行われている。複雑ネットワーク研究などの

関連分野が「ある種のネットワークに共通して現れる性質を理解する」という科学的な

動機を基礎としているのに対して、機械学習やデータマイニング分野におけるネットワ

ークを対象とした研究は「与えられたネットワークデータにおける知識発見や予測を行

う」という、より具体的で応用的な志向が強い。また、これらの技術と大規模な計算資

源を用いて膨大なデータに対する計算を実際に行うためのアルゴリズムやシステム開発

など、産業的な側面も強い。ただし、近年では様々なソーシャルネットワークサービス

等の普及により、これを具体的な共通の興味の対象として、両者は急速に接近しつつあ

る。 

データマイニングとはデータベースに格納された膨大なデータの中から何らかの知見

を発掘する（mining）ことを目的とする分野であり、1990 年代の初頭に米 IBM アルマ

デン研究所の Rakesh Agrawal 氏らの研究グループによって創始された。現在では、デ

ータマイニングはデータ解析技術における一大分野を成しており、産業界における注目

度も非常に高い。初期の研究では、関係データベース中に繰り返し表れる特徴的なパタ

ーンを発見するという限定された問題設定から始まった 1)が、近年ではその守備範囲は

データ解析技術全般にわたっている。ネットワーク構造をもったデータも例外ではなく、

これを対象としたデータマイニング分野はしばしばリンクマイニング 2)と呼ばれ、特に

米国を中心として盛んに研究が行われている。リンクマイニングにおける基本タスクと

しては、ネットワーク上でのノードの分類や順序づけ（ランキング）など、従来の非ネ

ットワーク型のデータ空間を対象とした解析における基本タスクをネットワーク上に拡

張したものが挙げられる。 また、ネットワーク型データに固有のタスクとしてリンク構

造の予測、特徴的な部分構造パターンの発見、ネットワーク構造の分類なども挙げられ

る。特にソーシャルネットワークを対象としたネットワーク上の情報伝播（所謂「口コ

ミ」）の解析も盛んである。 

一方、ネットワーク構造は、より一般的にオブジェクト同士の関係を表現した関係デ

ータとしても理解することができる。人工知能から派生した機械学習分野では、関係デ

ータの解析は古くより一階述語論理を基礎とした知識獲得の枠組みである帰納論理プロ

グラミング（関係学習）として、欧州を中心に研究が行われてきた。帰納論理プログラ

ミングの枠組みは非常に汎用的であり、化合物内部の分子が形成するネットワーク構造

の解析などにも用いられた。しかし、その強力さの代償として適用可能なデータ規模は
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著しく限定される。そこで、近年ではより大規模でノイズをもった現実のネットワーク

データへの適用を意識し、よりシンプルで統計的なモデル化に基づく方法の研究が盛ん

である。特に最近ではベイズ統計学を用いたモデル化が盛んに行われている。なお、統

計的なモデル化は機械学習やデータマイニングで盛んになる以前からも、小規模な社会

ネットワーク分析分野において、p*モデル、確率的ブロックモデルなどの名の下にすで

に用いられてはいたが、機械学習やデータマイニングでは大規模で具体的なネットワー

クへの適用を意識して、モデルの複雑化や計算アルゴリズムの開発などが行われている。 

関係データを対象とした解析の現実的課題への応用として最も成功しているもののひ

とつは、各々のユーザに合わせて適切な情報を提示する推薦システムである。推薦シス

テムの研究自体は 1990 年代半ばから始まり、米 Amazon 社をはじめとするオンライン

ショッピングモールなどにおいて、顧客に対する適切な商品推薦に用いられてきた。推

薦システムについて注目すべき近年の出来事は、米国最大のオンライン DVD レンタル

企業である米 Netflix 社によって 2006 年から数年間にわたって開催された Netflix 

Prize3)である。これはユーザに対する映画の推薦精度を高めることを目指した予測モデ

リングのコンペティションであり、高額な優勝賞金が大きな話題をよび、多数の参加者

を集め、結果としてこの分野を大きく進展させた。一方で、Facebook や Twitter といっ

たソーシャルメディアが広く普及したことを背景に、これらにおける情報推薦、例えば

新たな友人や話題の推薦といった機能を提供する目的にも、推薦システムの技術が用い

られており、推薦システムは機械学習・データマイニング技術の「キラーアプリケーシ

ョン」としての地位を確立している。 

バイオ、創薬といった分野でもネットワーク構造は頻繁に現れ、機械学習やデータマ

イニングの技術が活用されている。例えばタンパク質の相互作用などの生体内ネットワ

ークや、薬剤とその標的の間の相互作用ネットワーク、あるいはそれらが引き起こす副

作用について、既知の関係から未知の関係を予測することができれば、実験のコストを

大幅に削減することができる。一方、薬剤の候補となる化合物などもまた、原子間の共

有結合などの作用を表したネットワーク構造を内部にもっており、これらを基に化合物

の性質を予測することができれば、やはり薬剤設計の効率化につながる。   

最近では、解析の対象となるネットワークが、静的で均一なものからより現実的かつ

複雑な時間的に変化する異種混合的なネットワークへと広がりつつある。上記の推薦シ

ステムを例にあげれば、ユーザとコンテンツという 2 つのオブジェクトの間の関係の有

無（もしくはその強さ）だけでなく、ユーザがコンテンツに対して取り得る行動の種類

や、関係に付与されるタグといったより詳細な関係情報、あるいは関係の時間的変化と

いった動的特性にまで踏み込んだ解析が行われている。そこではより複雑な確率的な関

係生成モデルや、テンソル分解と呼ばれるモデルや推定アルゴリズムが開発されており、

ここ数年盛んに研究がなされている。同様の動きは複雑ネットワーク研究の分野でも起

こっており、時間変化を伴う「時変ネットワーク」や異種混合的な「多重ネットワーク」

として精力的に研究がおこなわれている。 

情報科学分野の多分に漏れず、ネットワーク構造データの解析についても欧米、特に

米国が主導的に研究を進めており、日本を含むアジアはその後追いとなっている感が否

めない。しかしながら、データマイニングの分野にグラフ構造データを持ち込んだグラ
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フマイニングにおいて、日本は、研究初期の段階から重要な基礎研究を着実に積み上げ

てきている。また、情報科学全般の動向とも一致して、中国の存在感が急激に増してい

る。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

近年、「ビッグデータ」の旗印のもと、多種多様な巨大データを活用することでさま

ざまなビジネス的あるいは社会的要請の高い実問題の解決を目指す機運が高まっている。

ビッグデータの特徴としてしばしば挙げられるのが、量、スピード、多様性の 3 つであ

る。このうちネットワーク構造データは、従来のデータ解析技術が対象としていた定型

の表形式ではないという点で、多様性に深く関係している。そして、現在もさまざまな

努力がなされてはいるものの、量とスピードへの挑戦は今後の技術的課題といえる。   

また、これらの技術を真に社会に役立てていくためには、社会的意義のある課題設定

と、なによりもデータが利用可能となることが必須である。近年オープンガバメントの

流れが注目されているが、今後は公民連携のデータ共有が一層必要になっていくと思わ

れる。一方で個人の行動履歴などの情報は、ともすると極めてデリケートな個人情報と

なり得る。データ解析によって得られる利便性とプライバシーの兼ね合いは、技術と政

策の両面で考えていかなければならない重要課題である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

Carnegie Melon 大学の Christos Faloutsos 氏を中心とするグラフマイニングプロジ

ェクト 4)は数十億ノードをもつ大規模ネットワーク処理を目指したプロジェクトであり、

このような解析技術の大規模化は Facebook などの大規模ソーシャルネットワークの隆

盛なども相まって当該分野におけるひとつのトレンドといえる。Stanford 大学の Jure 

Leskovec 氏を中心とした SNAP（Stanford Network Analysis Project）プロジェクト 5)

もまた様々な種類のネットワークデータを解析するためのツールを提供するだけでなく、

ネットワークデータのアーカイブとしての役割も果たしており、強い求心力をもってい

る。 

また（３）でも述べたように、近年では解析の対象となるネットワークが静的で均一

なものから、より複雑な時間的に変化する異種混合的なネットワークへと発展しつつあ

り、モデルや手法の高度化が著しい。 

 

（６）キーワード 

グラフマイニング、リンクマイニング、協調フィルタリング、マーケティング、ソー

シャルメディア、ソーシャルネットワーク、バイオインフォマティクス、ケモインフォ

マティクス、創薬 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 
・グラフ構造データを扱うデータマイニング技術については、その初

期の段階から、大阪大学のチームをはじめとして日本が重要な貢献
を行っている6)。 

応用研究・
開発 

△ → ・基礎研究と産業化の結びつきが弱い。 

産業化 ○ ↗ 
・国内ソーシャルメディアにおける情報推薦、楽天、アマゾンなどの

オンラインショッピングモールなどでの推薦システムなど、関係予
測の産業利用が見られる。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・当該分野を牽引する研究グループが多く存在する。  Carnegie 
Melon大学のChiristos Faloutsos氏のグループやStanford大学の
Jure Leskovec氏らのグループが大規模なグラフ解析を積極的に進
めている。Stanford大のDaphne Koller氏、Maryland大のLise 
Getoor氏のグループなどが、統計的な関係データ解析研究を積極的
に推進している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・Netflixのチャレンジが特に推薦方式の進展を加速した。また、
Twitter、Facebook、LinkedInなどの主要なソーシャルメディアの
多くは米国発であることもあり、これらの研究者・エンジニアによ
る研究開発も盛んである。 

産業化 ◎ ↗ 

・Twitter、Facebook、LinkedInなどのソーシャルメディアにおける
情報推薦、Amazon.comなどのオンラインショッピングモールなど
における商品の推薦など、世界的に利用されているサービスにおけ
る技術利用が盛んである。 

欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

・米国に準ずる形で発展している。欧州は伝統的に論理に基づく関係
データ解析に強く、帰納論理プログラミングを発展させてきた。
Imperial College LondonのStephen H. Muggleton氏のグループな
ど多くの有力な研究グループが存在する。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・Mines ParisTechのJ.-P.Vert氏のグループをはじめとして、生体ネ

ットワークや薬剤―標的間ネットワークなどをターゲットとしたネ
ットワーク解析が盛んである。 

産業化 △ ↗ ・欧州独自の目立った動きはない。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 
・Microsoft Research Asiaや有力大学からコンスタントに論文が発

表されている。 

応用研究・
開発 

△ ↗ ・特に目立った動きはない。 

産業化 ○ ↗ 
・海外ソーシャルメディアへのアクセスが制限されるなか、中国国内

のソーシャルメディア、オンラインショッピングなどが独自に進化
しており、推薦などの技術が用いられていると推測される。 

韓国 

基礎研究  △ → ・特に目立った動きはない。 

応用研究・
開発 

△ → ・特に目立った動きはない。 

産業化 △ → ・特に目立った動きはない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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 6) Inokuchi, A.; Washio, T.; Motoda, H. An apriori-based algorithm for mining frequent 

substructures from graph data. Proc. Principles of Data Mining and Knowledge 

Discovery (PKDD). 2000, p. 13-23. 

  

http://www.netflixprize.com/
http://www.cs.cmu.edu/~pegasus/
http://snap.stanford.edu/index.html
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３.４.３ ネットワークに関する離散数学 

（１）研究開発領域名 

ネットワークに関する離散数学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

グラフ理論は、その誕生以来、電気回路、分子構造などの具体的なグラフ構造に関す

る研究に動機づけられて発展してきた。その内容は伝統的に、直感的に理解しやすい問

題設定を軸に展開され、多くの予備知識を必要としないといわれてきた。しかし、1980

年代以降、グラフマイナー理論に代表される構造的グラフ理論の興隆によって、その数

学的内容が充実するとともに、理論計算機科学にも大きな影響を与えている。同時に、

計算機性能の向上に伴い、グラフ理論とその周辺が重要な役割を果たす応用分野も急速

に拡大している。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

本開発領域は、グラフ理論の成果によって支えられている。現代のグラフ理論を牽引

しているのは、グラフマイナー理論に代表される構造的グラフ理論である。実際、国際

数理計画法学会（MPS）とアメリカ数学会（AMS）が共同で 3 年ごとに離散数学分野

の優れた論文を表彰している Fulkerson 賞を見ると、過去 20 年間に受賞した 15 件のう

ち、グラフ理論に関するものは 6 件あり、そのうちで 5 件までが構造的グラフ理論の論

文である。 

アメリカ合衆国の Robertson、Seymour は、1983 年から 2012 年にかけて、全部で

23 編からなる連作論文を発表してグラフマイナー理論を確立した。グラフのマイナーと

は、元のグラフから辺の開放除去（両端点をそのままにして辺を消去する操作）や縮約

除去（両端点が一致するまで辺を縮める操作）と孤立点の除去を繰り返し適用して得ら

れるグラフのことである。グラフが平面に埋め込み可能であることを意味する平面性の

ように、マイナーを取るという操作に関して閉じている性質は多い。そのような性質を

満たさないグラフがひとつ見つかると、それをマイナーとして含むグラフもその性質を

満たさない。このようなグラフのうちで極小なものを禁止マイナーと呼ぶ。グラフの平

面性の禁止マイナーは、完全グラフ K5 と完全 2 部グラフ K3,3 のみであることが知られ

ている。このようにマイナーに関して閉じた性質に関しては常に有限個の禁止マイナー

が存在するというのが Wagner 予想である。Robertson、Seymour の一連の論文におけ

る最終目標は、この Wagner 予想の証明であった。これによって、与えられたグラフに

おいて、マイナーに関して閉じた性質の有無を調べることが、禁止マイナーの存在を調

べることに帰着された。 

グラフマイナー理論は、Wagner 予想を証明しただけでなく、さまざまな副産物をも

たらしている。理論計算機科学の観点で特に重要なのは、木幅の概念の導入である。木

幅とは、グラフがどの程度木に近い構造を有しているかを表すパラメータである。木幅

1 のグラフは木であり、木幅が 2 以下のグラフは直並列グラフになる。一般のグラフ上

で NP 困難な問題に対しても木幅が限定されたグラフのクラスに対しては、多項式時間

アルゴリズムが設計できることが多い。この例が示すように、パラメータを固定したグ
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ラフに対して計算量を議論する研究分野が生まれ、今日に至っている。 

グラフマイナー理論の応用として、大規模集積回路の設計にも関連の深い、指定され

た端子対間を結ぶ点素道の有無を判定する問題に対して、端子対数を固定した場合の多

項式時間アルゴリズムが設計されている。ただし、得られたアルゴリズムは多項式時間

であるものの、実際の計算時間は端子対数が少し大きくなると爆発的に大きくなる。こ

の難点を克服して、現実的なアルゴリズムを実現することを目指したアルゴリズム的グ

ラフマイナー理論が河原林らによって始められ、成果が次々とあがっている。  

グラフマイナー理論の鍵は、禁止マイナーを含まない任意のグラフが、小さな部品を

特定の方法でつなぎ合せることで構成できることである。同様のパラダイムが、マイナ

ーとは異なる操作に関して閉じている性質に注目した場合にも適用可能であることが期

待される。こうしてグラフマイナー理論と同様の方法論による研究が進められ、構造的

グラフ理論と総称されている。その中でも最も有名な成功例は、グラフの彩色に関する

強パーフェクトグラフ予想の Chudnovsky、Robertson、Seymour、Thomas による証

明であろう。ここでは、マイナーを取る操作の代わりに、誘導部分グラフを取る操作が

単位操作となる。 

グラフマイナー理論に代表される構造的グラフ理論の研究は、アメリカ合衆国を中心

に展開されている。そこから派生した木幅などのパラメータ固定計算量の研究は、ヨー

ロッパで盛んに行われている。日本では、河原林らの活躍によって、アルゴリズム的グ

ラフマイナー理論が推進されているという状況にある。 

一方、構造的グラフ理論以外でも、以下にあげる重要な展開がなされている。  

既存のグラフにできるだけ少ない辺を加えることによって所望の連結度を達成するこ

とを目的とするグラフの連結度増大問題は、通信網の設計との関連も深く、注目を集め

てきた。特に 1980 年代後半の渡辺、中村による結果を契機に、多くの研究者が参入し

た。中でも、Frank を中心としたハンガリーの研究者集団の活躍は特筆に値する。わが

国では、グラフの合法的順序づけの手法を編み出した永持、茨木が、辺連結度増大問題

に対する最も効率的な決定性アルゴリズムを設計した。近年では、ハンガリー出身の

Végh が、長年の課題であった点連結度増大問題に関して、画期的な成果をあげている。 

ネットワーク中に容量制約を満たしつつ多種類のフロー（水、物流、交通流などに対

応）を効率的に流すことを目的とした多品種流問題は、単品種の場合と異なり、整数性

を課すと NP 困難になる。現実では、流したい対象は自由に分割できないことも多いた

め、フローの量などが整数であるという制限を課すことは、応用目的のためにも重要で

ある。整数性を課さない問題は線形計画法で簡単に解けるため、どのような条件下で線

形計画緩和の最適解の整数性が保証できるかが重要となる。実際には、整数性が保証さ

れる場合は非常に限られているが、ある種の条件下では、分母が 2 の分数最適解をもつ

ことが保証される。さらに進んで、どのような需要設定ならば、ネットワークの構造や

容量によらずに、任意の整数容量の問題に対して、最適解の分数性が保証されるかとい

う課題が Karzanov によって 1990 年に提起された。この問題も長い間未解決であった

が、最近の平井による一連の研究の結果、完全に解決された。 

ネットワークは、通信や輸送の媒体であるだけでなく、建造物の骨組みとしても現れ

る。骨組みの組合せ的な構造から、その剛性を判定することを目的とした組合せ剛性理
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論もグラフ理論と同様に古くから研究が行われてきた。特に、2 次元骨組みの一般剛性

を特徴づけた Laman の定理以来、多くの研究者が参入している。近年では、組合せ剛

性理論の応用分野が、建築構造物だけでなく、ネットワークセンシングや分子構造解析

へも拡がってきている。ネットワークセンシングに関連しては、点対間の距離情報に基

づいて各点の位置を決定する問題において、解が一意に決定できる条件として、大域剛

性の概念が登場した。大域剛性に関する最も基本的な問題であった Hendrickson 予想は、

最近、Connely と Jackson、Jordán が解決した。分子の剛性を判定する際には、グラフ

の「2 乗」として得られるグラフを扱うことが理論的な筋道として自然である。このク

ラスのグラフの 3 次元における一般剛性が効率的なアルゴリズムで判定できる全域木の

詰め込みによって特徴づけられる、という予想が 1980 年代に Tay と Whiteley によっ

て提示されていた（分子剛性予想）。この予想は、最近、加藤と谷川によって肯定的に

解決された。今日では、組合せ剛性理論の研究者の多くが、有用な物質の設計への応用

を念頭において、結晶構造のように周期性のある構造の剛性の特徴づけに取り組んでい

る。 

以上のように、ネットワークに関する離散数学は、急速な進展を見せており、長年の

未解決問題が次々と解決されてきた様子には眼を見張るものがある。その中で、わが国

の若手研究者も本質的な貢献を果たしている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

近年の離散数学の進展は、理論の深化がもたらしたものであり、対象の直感的な把握

のしやすさと予備知識を必要としない点が離散数学の特徴といわれていた時代からは隔

世の観がある。それゆえに、当該研究開発領域の進展は研究者個人の資質と努力に大き

く依存している。同時に、その成果は、分野横断的にさまざまな応用技術の基礎となっ

ている。日本が本領域の優位性を獲得するためには、優れた研究者が研究に没頭できる

環境を維持することが必要不可欠であろう。 

一方で、実用にかかわる問題が新たな研究対象を生み出して、分野の発展を刺激して

きたことも事実である。したがって、本分野の研究者が異分野と協働することを奨励す

る施策には、長期的に見ても意義があると思われる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

従来のグラフ理論・グラフアルゴリズムの研究では、対象となるグラフの基本的な構

造が把握できること、言い換えると、グラフが計算機に格納できることが暗黙の前提と

されていた。しかし、ネットワーク科学の進展に伴って、爆発的な大きさのネットワー

ク、あるいは進化し続けるネットワークも興味の対象となってきている。このようなネ

ットワークを扱うには、計算モデルの設定から再検討する必要があり、計算機科学にお

ける新たな研究テーマともなっている。2010 年に京都賞を受賞した Lovász は、このよ

うに巨大なネットワークを調べるアプローチとして、グラフの無限極限に当たるグラフ

ォンの概念を導入し、研究を進めている。今後の展開が注目される。 
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（６）キーワード 

グラフ、ネットワーク、グラフマイナー理論、木幅、固定パラメータ計算量、アルゴ

リズム的グラフマイナー理論、構造的グラフ理論、パーフェクトグラフ、連結度増大問

題、多品種流問題、組合せ剛性理論、分子剛性予想、グラフォン 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・アルゴリズム的グラフマイナー理論、多品種流問題、組合せ剛性理
論において、画期的な結果が、若手研究者によって発表されている。 

・世界水準の競争に参加している研究者層の厚さという点では、改善
の余地がある。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・ERATO河原林巨大グラフプロジェクトが発足し、多くの若手研究
者が応用研究に積極的に参画して成果をあげている 1)。 

産業化 ○ → 
・2部グラフのDM分解を用いて半導体メモリの不具合を救済する方

式が開発され、実用化された（東芝）2)。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・構造的グラフ理論の研究で、他を圧倒している。  
・ネットワークゲーム理論、評判の伝搬モデルなど、新たな問題設定

で野心的な研究テーマが追究されている。 

応用研究・
開発 ◎ → 

・IBM、Microsoft、Yahoo!、Googleといった企業が、離散数学・計
算機科学の分野の学位取得者の主要な就職先になっている。その中
には、世界的に広く知られた研究者も少なくない。   

・分子剛性予想が証明される以前から、その正当性を前提に、分子運
動の自由度を解析するソフトウェアが開発されている 3)。 

産業化 ○ → 
・木幅の変種を用いたルーティング方式の開発された（Bell 研究

所） 4)。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
・ドイツ、フランス、オランダにおいては、グラフアルゴリズム、特

にパラメータ固定計算量の研究が充実している。  
・グラフ連結度に関する研究では、ハンガリーの研究者の活躍が顕著。 

応用研究・
開発 ○ ↗ 

・ドイツでは、数学の工学的応用を推進するプロジェクトMATHEON
が推進され、産業界の諸問題に数学者が取り組む体制が整ってきた
5)。 

産業化 ○ → ・グラフアルゴリズムのパッケージソフトLEDAが販売されている6)。 

中国 

基礎研究  △ → ・論文数は多いのかもしれないが、質の高いものは少ない。 

応用研究・
開発 △ → ・応用研究・開発の動きは不明。 

産業化 △ → ・産業化の動きは不明。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗ 
・KAISTでは、Sang-il Oumが中心になって、外国人若手研究者を多

数含んだ活動的なグループを形成している7)。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究・開発の動きは不明。 

産業化 △ → ・産業化の動きは不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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（８）引用資料 

 1) http://www.jst.go.jp/erato/kawarabayashi/ 

 2) http://www.j-tokkyo.com/1999/G11C/JP11238396.shtml 

 3) FIRST. http://flexweb.asu.edu./software/first/ 

 4) Communications Network Ring Router, US patent number 5533016.  

 5) MATHEON. http://www.matheon.de/ 

 6) LEDA. http://www.algorithmic-solutions.com/ 

  

http://www.jst.go.jp/erato/kawarabayashi/
http://www.j-tokkyo.com/1999/G11C/JP11238396.shtml
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３.４.４ ネットワークを扱うソフトウェア 

（１）研究開発領域名 

ネットワークを扱うソフトウェア 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

社会・生物・人工物システムに見られる依存関係や共起関係、相関などの接続関係を

記述したデータ集合からネットワーク構造を構成し、ネットワークの表現・操作・分析

における適切な形式でデータを管理し、ネットワーク構造を特徴付ける諸統計量を計算

し、ネットワークを低次元空間に埋め込み視覚化するための計算機ソフトウェア。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

本稿が想定するネットワークを扱うソフトウェアとは主に以下の 2 つの機能のいずれ

か、あるいは両方を併せ持つものである。一つには①ネットワークという構造が持つ位

相的性質を統計的・数値的に評価するための計算機能。もう一つには②本質的に高次元

の空間でのみ距離的な矛盾なくレイアウト可能なネットワーク構造を、次元圧縮や最適

化の技法を用いて矛盾を最小化しつつ低次元空間（主に 2 次元）に埋め込むための視覚

化機能である。ソフトウェアが主たる対象とする学術領域、実装された分析・視覚化ア

ルゴリズムの種類、スケーラビリティのような計算パフォーマンス、商用／非商用、ラ

イセンス形態、開発言語、動作するプラットフォーム、他の統計分析ソフトウェアとの

連携、ユーザインターフェイス、インタラクティブ性など、多様なニーズに応じて数多

くの開発プロジェクトが歴史的に存在し、全体を俯瞰するのは容易ではない。またソフ

トウェアと一言で言っても、利用者にとってプログラミングの経験を必要としないパッ

ケージ化されたソフトウェアから特定のプログラミング言語向けのライブラリまで、そ

の使い方や利用者に要求されるスキルレベルは様々である。 

①の構造分析機能についてみると、技術的に高度なものとしては主に以下の 3 つを挙

げることができる：１）ネットワークの持つ行列的性質を求める固有値解析機能、２）

最短経路や媒介性といったネットワーク上の経路または距離に関する特徴量を求める経

路探索機能、３）相対的に密に接続されたノード集合－“クラスター構造”や“コミュ

ニティ構造”と呼ばれる－を発見するクラスタリング機能。その他にも次数（ノードに

つながるエッジ数）やモチーフ（あらかじめ定義された単位構造）の分布、さらには隣

接関係に対するネットワーク特徴量間の相関といった指標もネットワークに固有の計算

問題として重要である。固有値解析機能を例にとれば、ネットワーク構造の数学的表現

は行列を用いて自然に与えられるため、その行列の持つ数学的／統計的性質を求めるこ

とはネットワークの機能を推定する上で重要な意味を持つ。例えば 1998 年に Google 社

が発表した“ページランク”1)と呼ばれるウェブサイトの評価手法は、ウェブが持つネ

ットワーク構造を遷移確率行列で表現したときの固有ベクトルを求める問題に帰着され

る。行列表現に対する数値計算手法は工学的にも長い歴史を持っており、商用／非商用

を問わず様々な数値計算ライブラリが存在する。経路探索やクラスタリングについても

同様、いずれも応用分野は制御や最適化といった工学の多岐にわたり、数多くの計算ア

ルゴリズムとその実装例が存在する。したがってそれらは統合型の数値計算パッケージ
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ソフトウェアが提供する定番機能ともなっている。つまり、比較的新しい学問領域であ

るネットワーク科学においても、その根幹の部分では従来の多くのソフトウェア資産が

利用可能である。また近年では R2)や Python3)といった主に学術・教育分野で急速に普

及が進んでいるプログラミング言語・環境上で動作するネットワーク分析パッケージの

開発も盛んである。ユーザが増えることで様々なニーズに応じたチュートリアルが整備

されるとともに最新の研究成果もいち早く取り込まれ、その結果益々ユーザが増える、

という一極集中的な循環が予想される。 

②の視覚化機能についてみると、古くには階層構造を表すツリーの描画のような単純

なものから始まり、電子回路図や人間関係といったより複雑な構造に対する工学的・社

会科学的応用の面から 1990 年前後にネットワークの自動描画の研究が本格的に行われ

始めた。初期の代表的な研究はエッジをバネに見立てた力学エネルギー極小化に基づく

ノードのレイアウト手法であり、1989 年の鎌田・川合らの研究は現在でも標準的に用い

られる手法の一つである 4)。国際的な研究集会として、例えばネットワーク可視化の国

際会議 Graph Drawing5)は 1992 年、ネットワークを含む情報可視化一般の国際会議

InfoVis6)は 1995 年が第 1 回の開催年である。時期を同じくして Pajek7)や Graphviz8)

といったネットワーク可視化ソフトウェアがそれらの研究成果を取り込んでユーザを集

めた。初期の可視化ソフトウェアの多くはノード間の隣接関係を記述したデータファイ

ルを読み込み、あらかじめ指定したアルゴリズムを用いてレイアウトを行った結果を画

像ファイルとして出力するものであった。したがって、クラスタリングや経路探索の結

果をレイアウトや視覚属性に反映させたい場合には、予め分析ソフトウェアを用いてネ

ットワークの構築や属性付けを行い、それを一般的なネットワーク記述形式でファイル

にエクスポートし、ネットワーク可視化ソフトで画像を生成するという手順になる。そ

のためソフトウェア間の入出力データの形式互換性も重要となる。多くのソフトウェア

がサポートする形式としては例えば GML（Graph Modeling Language）9)、GraphML10)、

dot11)などがある。あるいは単純なカンマ／タブ区切りテキスト（csv、tsv）を用いるケ

ースも一般的である。近年ではファイル入出力を基本とする従来の手順から、一つのソ

フトウェアの中で様々な分析結果をインタラクティブにレイアウトや視覚表現に反映す

る機能を備えたものも増えてきている。扱うネットワークが大規模になればレイアウト

計算の負荷は高くなるため、可視化とその前処理としての構造分析の融合は自然な流れ

である。また「探索的ネットワーク分析」と呼ばれるような、ネットワークを様々な視

点から眺めながら分析の糸口を掴んでいく研究アプローチでは、上述した分析と視覚化

の統合的活用は必須である。 

このような構造分析と可視化の機能を総合的に備えたソフトウェアの開発が加速する

のはネットワーク科学が大きく注目を集めた 2000 年代初頭からである。開発主体はソ

フトウェア開発能力を持った研究者個人によるものから、ネットワーク科学を牽引する

研究者グループによるもの、あるいはそのスピンオフ企業のような高い専門性を持った

企業である。個人開発から始まりオープンソースプロジェクトに移行していくものも多

くみられる。主に学術利用において現在使われているソフトウェアのリストを表 1 に示

す。ここで挙げた例は汎用性や開発の規模、ユーザ数、将来性（実装の一般性、オープ

ン性、開発主体）の面で主観的に特に重要と認めたものである。国際的に見た場合、量
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的にも歴史的にも米国が圧倒的に先行している。欧州ではドイツが先行していると考え

られ、他の国でも特徴的な活動は認められる。日本では大学の研究室等の小規模なレベ

ルでの開発例は過去にいくつか見つけられるが、国際的にユーザを集めることはなく活

動も継続的ではない。同様に中国、韓国でも目立った活動は見られない。 

 

 

 

プロジェクト名 開発主体 用途 

開発 

開始

年 

Pajek スロベニア：Vladimir Batagelj 可視化 1996 

Graphviz 米：AT&T 研究所 可視化 2000 

Siena/RSiena (with R)12) 英：オクスフォード大学 分析・可視化 2000 

BGL (Boost Graph Library) (with 

C++)13) 

米：インディアナ大学 分析 2000 

GTL (Graph Template Library) 

(with C++)14) 

独：パッサウ大学 分析 2001 

visone15) 独：コンスタンツ大学 分析・可視化 2002 

UCINET for Windows（商用）16) 米：Analytic Technologies 社 分析・可視化 2002 

Cytoscape17) 米：Institute for Sytems Biology 分析・可視化 2002 

NetDraw18) 米：Analytic Technologies 社 可視化 2002 

statnet (with R)19) 米：ワシントン大学 分析・可視化 2003 

Tulip20) 仏：ボルドー大学 分析・可視化 2003 

LGL: Large Graph Layout (with 

Java)21) 

米：テキサス大学オースティン校 可視化 2003 

JUNG (with Java)22) 米：カリフォルニア大学アーバイン校 分析・可視化 2003 

SNAP (with C++/Python)23) 米：スタンフォード大学 分析 2004 

igraph (with R)24) 洪：科学アカデミー 分析・可視化 2005 

CFinder25) 洪：エトヴェシュ・ロラーンド大学 分析・可視化 2005 

Network Workbench (with Java)26) 米：インディアナ大学 分析・可視化 2006 

GraphStream (with Java)27) 仏：ル・アーヴル大学 分析・可視化 2007 

NetworkX (with Python)28) 米：LANL 研究所 分析・可視化 2008 

NodeXL (Excel プラグイン)29) 米：Microsoft Research 分析・可視化 2008 

Gephi30) 仏：Gephi コンソーシアム 分析・可視化 2008 

Cuttlefish31) 瑞：チューリヒ工科大学 分析・可視化 2009 

graph-tool (with Python)32) 独：ダルムシュタット工科大学 分析・可視化 2009 

 

 

  

表 1：ネットワークを扱うソフトウェアの例 
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（４）科学技術的・政策的課題 

・ 近技術的には大規模データに対する適用性が伝統的かつ現代的な課題である。組み合

わせ爆発に由来する計算量的困難を克服するためのアルゴリズムや、また扱うデータ

量の増加に対応する分散処理フレームワーク 33)といった新しい研究成果を積極的に

取り込む開発体制が重要である。 

・ 一方で、例えばソーシャルネットワーク研究の実際においては扱うデータ量は必ずし

も大規模でない場合も多い。探索的なデータ分析においてはむしろユーザインターフ

ェイスの作りこみとソフトウェアとしての完成度が重要になる。  具体的な研究課題

を抱えたアカデミック内部ではこういったソフトウェア開発は難しく、開発力のある

集団（企業やコミュニティ）をどのように味方につけていくかが重要である。   

・ アクティブな開発体制を維持するためには、高いコミットメントを持ったコアメンバ

ーはもちろん、オープンソース開発に見られるような一定規模のコミュニティを形成

することが重要である。また、広く開発への貢献やユーザを集めるにはソフトウェア

開発の国際化（英文ドキュメントの充実など）が重要である。   

・ ソフトウェア開発は科学的な知見を得るための活動とは必ずしもベクトルを同じく

せず、アカデミズムの中では過去には積極的には評価されにくい風潮があった。現在

ではいくつかの国内論文誌にシステム開発論文というカテゴリが設けられ、また未踏

IT 人材発掘・育成事業（年齢制限あり）34)のような資金提供も存在し、一定の評価が

なされるようになってきている。天才発掘的な個人サポートに止まらず、科学研究を

支援するソフトウェア開発を中・長期的プロジェクトとして奨励する資金的枠組みも

重要である。 

・ 一般にソフトウェア開発は科学・技術的な探究活動とは異なるスキルとメンタリティ

を必要とするものであり、先進的なソフトウェアの発展に必要なのは最新の研究動向

と技術動向に一定の関心と理解を持つスキルを持った研究者である。学部から大学院

につながる一貫性を持ったスキル教育が重要である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 最近のトレンドとして、一般的なブラウザ上で動作する JavaScript ベースのネット

ワーク可視化フレームワークの開発が進んでいる 35)。プラットフォームに依存せず、

他者へのプレゼンテーションやブラウザの機能を用いた外部データの利用が容易で

あるため、そういったブラウザベースの可視化手法はウェブデザインやマーケティン

グ、ジャーナリズムに浸透しつつある。 

・ 2012 年度の報告では「クラスタリングのような計算負荷の高い分析機能を提供する

外部のクラウド型計算サービスと融合した、ウェブベースの高度なネットワーク可視

化サービスが登場する可能性は高いと考えられる」と予測したが、現時点ではまだそ

のような動向は見られない。 

・ Gephi30)（高い審美表現を目指すインタラクティブ性の高い汎用のネットワーク可視

化ソフトウェア）、Cytoscape17)（システム生物学のための専門的ソフトウェアとし

て開発がスタートしたものの、その後開発コミュニティを充実させながら汎用の可視

化ソフトウェアとして多くのユーザを集める）、NetworkX28)（教育用プログラミン
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グ言語として欧米の大学で積極的に導入されている Python のライブラリとして開発

が進む）、igraph24)（分野を問わず多くの研究者や学生が利用する非商用の統計分析

ソフトウェア“R”のパッケージとして提供される）等はオープンソースプロジェク

トとしてコミュニティを形成し積極的に開発が進められており、近年目にする機会の

多いソフトウェアの例である。Network Workbench26)は完成度が高いソフトウェアの

一つだが 2011 年で更新が止まっている。ネットワーク分析のツール群をライブラリ

として提供する SNAP23)はベンチマーク用のデータセットも同時に多数提供しており、

研究論文での引用も多くみられる。 

・ ネットワーク構造をデータベース内に自然な形で保持することができる“グラフデー

タベース”36)の開発も進んでいる。収集・蓄積されたデータに分析・可視化という付

加価値を与えるビジネス分野は近年活発であり、データベースや分散コンピューティ

ングとその出口としての分析・可視化のスムーズな連携は更に進んでいくだろう。 

 

（６）キーワード 

ソフトウェア、フレームワーク、統計分析、固有値分析、経路探索、クラスタリング、

可視化、レイアウト、ユーザインターフェイス、プラットフォーム、開発言語、オープ

ンソースプロジェクト、ライセンス、データベース 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 
・ソフトウェア開発において基礎研究とプロトタイピングの差は現状

小さくなっていると考えられるため、「応用研究・開発」にまとめ
るものとする。 

応用研究・
開発 

△ → 
・国外で開発された定評のあるソフトウェアの日本語化といったプロ

ジェクトは存在するものの、ソフトウェア開発に関する組織的で継
続性を持った独自の活動は見られない。   

産業化 △ → 

・科学・技術系ソフトウェアベンダーが商用の統計分析パッケージの
一機能として一般的なネットワーク分析機能を提供するケースや、
国外で開発された定評のある統計分析パッケージの輸入代理業の
み。 

・Big Dataへの取り組みの一環としてネットワーク分析をソリュー
ションとして提供する企業は一定数存在するが、パッケージソフト
ウェアとして提供している例は見られない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ ・同下。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・歴史的にも著名な開発プロジェクトが米国の大学や研究機関を中心
に多く存在し、研究者にとっての標準ソフトウェアとしてよく利用
されている。現在アクティブに開発が進行しているプロジェクトも
多い。  

産業化 ◎ → 
・ネットワーク分析に特化した商用ソフトウェアを提供しているベン

ダーが多く存在する。  

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ ・同下。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・個別ではドイツ発祥の開発プロジェクトが多いものの、国際的な人
材交流も活発であり、ハンガリー、イギリス、フランス、イタリア、
スペイン、北欧など、大学機関を中心に特徴ある開発プロジェクト
が存在する。 

産業化 ○ → 
・ネットワーク分析に特化した商用ソフトウェアを提供しているベン

ダーが存在する。 
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中国 

基礎研究  ×  ・ソフトウェア開発に関する特筆すべき成果なし。  

応用研究・
開発 

×  ・ソフトウェア開発に関する特筆すべき成果なし。  

産業化 ×  ・ソフトウェア開発に関する特筆すべき成果なし。  

韓国 

基礎研究  △ → ・日本と状況に差はないと考えられる。 

応用研究・
開発 

△ → ・日本と状況に差はないと考えられる。 

産業化 △ → ・日本と状況に差はないと考えられる。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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12) Siena/RSiena. http://www.stats.ox.ac.uk/~snijders/siena/ 

13) BGL (Boost Graph Library). http://www.boost.org/libs/graph/doc 

14) GTL (Graph Template Library).  

http://www.fim.uni-passau.de/index.php?id=17297&L=1 

15) Visone. http://visone.info/ 

16) UCINET. http://www.analytictech.com/ucinet/ 

17) Cytoscape. http://www.cytoscape.org/ 

18) NetDraw. https://sites.google.com/site/netdrawsoftware/ 

http://www.r-project.org/
https://www.python.org/
http://graphdrawing.org/symposia.html
http://conferences.computer.org/infovis/
http://pajek.imfm.si/doku.php
http://www.graphviz.org/
http://www.fim.uni-passau.de/index.php?id=17297&L=1
http://graphml.graphdrawing.org/
http://www.graphviz.org/content/dot-language
http://www.stats.ox.ac.uk/~snijders/siena/
http://www.boost.org/libs/graph/doc
http://www.fim.uni-passau.de/index.php?id=17297&L=1
http://visone.info/
http://www.analytictech.com/ucinet/
http://www.cytoscape.org/
https://sites.google.com/site/netdrawsoftware/
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19) Statnet. http://statnet.org/ 

20) Tulip. http://tulip.labri.fr/TulipDrupal/ 

21) LGL (Large Graph Layout). http://lgl.sourceforge.net/ 

22) JUNG. http://jung.sourceforge.net/ 

23) SNAP (Stanford Network Analysis Project). http://snap.stanford.edu/ 

24) Igraph. http://igraph.sourceforge.net/ 

25) CFinder. http://cfinder.org/wiki/ 

26) Network Workbench. http://nwb.cns.iu.edu/ 

27) GraphStream. http://graphstream-project.org/ 

28) NetworkX. http://networkx.lanl.gov/ 

29) NodeXL. http://nodexl.codeplex.com/ 

30) Gephi. https://gephi.org/ 

31) CuttleFish. http://cuttlefish.sourceforge.net/ 

32) graph-tool. http://graph-tool.skewed.de/ 

33) 例えば Ghemawat, G.; Gobioff, H.; Leung, S.-T. The Google File System, 2004.; Dean, 

J.; Ghemawat, S. MapReduce: Simplified Data Processing on Large Clusters, 2004. 

34) （独）情報処理推進機構 未踏 IT 人材発掘・育成事業.  

http://www.ipa.go.jp/jinzai/mitou/ 

35) 例えば d3 (Data Driven Document). http://d3js.org/; sigma.js. http://sigmajs.org/ 

36) 例えば neo4j. http://www.neo4j.org/ 

 

 

http://statnet.org/
http://tulip.labri.fr/TulipDrupal/
http://lgl.sourceforge.net/
http://jung.sourceforge.net/
http://snap.stanford.edu/
http://igraph.sourceforge.net/
http://cfinder.org/wiki/
http://nwb.cns.iu.edu/
http://graphstream-project.org/
http://networkx.lanl.gov/
http://nodexl.codeplex.com/
https://gephi.org/
http://cuttlefish.sourceforge.net/
http://graph-tool.skewed.de/
http://www.ipa.go.jp/jinzai/mitou/
http://d3js.org/;%20sigma.js.%20http:/sigmajs.org/
http://www.neo4j.org/
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３.５ 複雑システム区分 

３.５.１ 複雑系生命科学 

（１）研究開発領域名 

複雑系生命科学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

階層的構造を持つ生命システムの普遍的性質を理解するための新しい学問分野として

複雑系生命科学は導入された。特に、全体は部分が集まってできているけれども、各部

分は全体の性質で規定されるという複雑系固有の循環を重視し、分子、細胞、個体、生

態系といった階層的システムがいかに動的に安定した状態を形成するかに注目して研究

が進められている。大自由度の力学系、確率過程、統計力学とイメージングやトランス

クリプトーム解析などの定量的生物学と「つくって理解する」構成生物学の実験と密に

連携し、複製、適応、記憶、分化、発生、進化における普遍的な原理、法則を明らかに

しつつある。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 経緯 

分子生物学は、生命の各要素過程の詳細を次々と明らかにし、さらにはゲノム、プロ

テオームなどの膨大なデータベースを作成し、その結果各要素を組合せた「計算機的な」

生命観を形成するに至った。しかし、実際の生物はコントロールされた条件の下でも機

械的振る舞いからのずれがあらわれ、大きく揺らぎ時間的に変動することが明らかにさ

れてきた。そもそも個々の細胞反応は、分子の衝突によるものであるから確率的であり、

しかも分子数が必ずしも多くはないので、ゆらぎは避けられず、一方で、さまざまな反

応がフィードバック過程を含んでいるので、複雑なダイナミクスも生じうる。さらに、

分子（遺伝子）の役割は多様であって、一遺伝子が一つの表現型をうむというような一

対一の因果関係が必ずしも成り立たず、また、遺伝子の働きは生体が置かれた状況にも

依存する。このように、それぞれで揺らぎの多い素過程がたくさん絡みあっているにも

かかわらずその総体として生命はうまく機能している。しかし、この漠然とした印象の

ままでは自然科学にはなりえない。一見曖昧な問題こそ厳密に扱い、動的システムとし

ての生命のしくみを定量的なレベルで明らかにしなければならない。このような観点で

のアプローチが 90 年代後半から、物理生物学、システム生物学、定量生物学などの掛

け声で始まってきた。 

日本では 90 年代初頭の複雑系研究を踏まえて、日本発の学問分野として「複雑系生

命科学」が提唱された。この原点は、1993 年に行われた、国際会議「Complex Systems: 

Constructive Complexity and Artificial Reality」（沼津）に遡る。そこでは構成的ア

プローチと大自由度力学系での集団運動、カオス的遍歴、階層をまたがるダイナミクス、

多対多の動的関係性などが重視された。それらをふまえて、理論だけでなく細胞生物学

の実験も巻き込んで、90 年代後半から複雑系生命科学の研究が推進されてきた 1-3)。そ

の特徴としては以下の 2 つのポイントがある。 
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(3-2) 特徴 

・個々の要素と全体の間のダイナミックな相互関係を重視して生命システムの理解を目

指す： 

一般に生命系は分子（遺伝子）、細胞、多細胞個体、生態系という階層をなすが、

階層の各レベルの状態は、互いに影響しつつ、揺らぎ、動的に変化する。その結果、

階層の上位が下位の状態に影響を与える。つまり、階層間の関係は双方向でかつダイ

ナミックである。そこで、部分からなる全体の性質が部分を規定する、という複雑系

に特徴的な性質 4)が如実に現れる。例えば、組織（つまり細胞集団）は細胞の集団で

つくられるけれども各細胞の性質はそれがおかれている組織の性質によって変化させ

られる。このように各要素とその集合（全体）のダイナミックな循環関係に着目する。

ここで、生命の階層をなす各要素は一般に時間的に変化する。例えば細胞であれば分

裂して増殖する。そこで階層の各レベルでダイナミックな変化が起こりうる。ただし、

生命システムが安定しているのであれば、そのときは上位と下位の関係に整合性がと

れて維持されているはずである。このようにダイナミックな要素間の「柔らかな」関

係から、いかに部分と全体の関係が安定し整合した状態が生まれるか、そこから生命

システムの普遍特性が現われるかを明らかにするのが複雑系生命科学の基本姿勢とな

る。こうした視点から、生命システムが安定して存在するための条件を求め、それを

ふまえて、複製、適応、分化、進化の基本的な性質を導くのである。このためには、

力学系、多くの要素集団の性質を扱うための統計力学といった、数理、物理で発展し

た考え方が重要になる。 

・構成的生物学： 

生命現象の普遍的な性質を明らかにするために、今ある生物にとらわれずに、こち

ら側から基本性質を設定して生命システム固有の性質を構成するという立場がとられ

る。これは、進化の結果の現存の生物そのままを調べるのでなく、我々の側から条件

を設定して、生命の基本的複製過程や発生過程がいかにあらわれるかを調べる立場で

ある。従来の研究のように取り除くとシステムが働かなくなる分子を探る、つまり、

生物機能の「必要条件」を探求する、のではなく、こちら側でつくりあげた条件でシ

ステムを構成し、それによってどのレベルの生物機能があらわれるかという十分条件

の探求である。これは、進化を通してチューンアップされた「非常によく出来た機械」

という面に着目するのでなく、生命が最低限みたす普遍的性質を探ることを意味して

いる。 

(3-3) 関連する研究分野との相違 

・システム生物学と複雑系生命科学 

分子の探索でなく、システムとして生命を理解するという立場は、古くからあり、

また 20 世紀にはウィーナー、ベルトランフィ達がつとに指摘している。この方向は

現在システム生物学として脚光を浴び、数年前には立場は異なりながらもその関連の

書籍があいついで上梓された 5-7)。複雑系生命科学は、システム的な観点を重視する点

ではシステム生物学の一環とも考えられる。ただし、現在主流のシステム生物学では、

網羅的なデータを用い、こみいったモデルを構築して、実験と比較する。その意味で

は complicated-systems biology とでもいうべきものも多く、部分全体の階層を意識
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した complex-systems biology（複雑系生命科学）とは立場を異にする。 

その一方で、揺らぎ、動態を重視した物理側からのアプローチも現在盛んで、これ

もシステム生物学の一環とされることもある。実際、Elowitz らは外部ノイズと内部

ノイズに分けて細胞の揺らぎを測る方法を提唱 8)、また Alon はシステム生物学の教科

書の中で基本ネットワークモチーフの動態と機能の関係を論じている 5)。これらは、

複雑系生命科学にも親和性の高い研究方向である。 

・構成的（constructive）生物学と合成（synthetic）生物学 

構成的生物学と似た立場で、近年、合成生物学という研究方向も盛んである。どち

らも、こちら側である性質を作り出そうという点は共通している。しかし、合成生物

学は、何か目標を持って、ある性質 ―それが生命システムに必須かは限らない― を

デザインするという工学的な志向性を持つ。一方で構成的生物学は、こちらで条件を

作って、そこからどのような生命の論理が引き出されるかをみようという発見的志向

性を有する。また、合成生物学では通常、少数成分のデザインした遺伝子回路を用い、

ある振る舞いを構築しようとする。一方で、構成的生物学では複雑系例えば、固有の

大自由度系の性質を重視し、一部だけ切り出した性質よりもそれが全体との循環関係

の中でどのように振る舞うかに注目する。この点に関しては、合成生物学の代表的研

究として、発現が時間的に振動するように遺伝子回路を設計し、それを大腸菌に埋め

込んで、タンパク量を振動させるという実験がある 9)。一方で、構成的生物学にも、

双安定な発現を持つ遺伝子回路を埋め込むという、類似の実験がある。しかし、後者

では、2 つの状態をいれたにもかかわらず、細胞全体の増殖との関係で、一方の適応

的状態のみが選ばれるという、デザインした以上の発見がなされ、それをもとにして、

細胞の適応の論理がひきだされてくる 10)。また、進化に関していえば、合成生物学で

は、実験室内での淘汰を通して高機能を持つ分子や細胞をつくりだすのを目指すのに

対して、構成的生物学では、実験を通して、進化しやすさと可塑性の関係を明らかに

し、それをもとに進化の新しい法則を求めている。 

(3-4) 国内外の動向 

日本では複雑系の国際会議は International Workshop on Complex Systems（1993）

に端を発し、その後、複雑系生命科学と関連したものとして Search for Logic of Life as 

Complex Systems: Constructive, Dynamic, and Developmental Approach（2001）、

International Symposium on Complex Systems Biology（2009）などが開催されてい

る。複雑系と生命科学をつなぐ国際会議は欧米でも毎年様々な形で行われている。また、

日本における関連した研究会としては、定量生物の会と細胞をつくる会が毎年開催され、

若手を中心に活発な研究が進められている。 

大型プロジェクトとしては日本では COE 複雑系としての生命システムの解析

（1999-2004）、ERATO 複雑系生命（2004-2010）、ERATO 動的微小反応場（2010-2015）、

複雑生命システム動態研究教育拠点（2013-）などが文科省により採用され、世界を先

導する研究が行われている。また、理化学研究所には定量生物学に関連した生命システ

ム研究センターが立ち上がっている。 

一方、世界各国では、必ずしも複雑系生命科学というわけでもないないけれども、関

連分野としてシステム生物学、定量生物学、合成生物学が加速度的に研究され、大きな
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予算がつぎこまれている。研究所に関しても、米国では Harvard、Princeton、MIT、

California、Rice などの主要大学にはシステム生物、物理生物、定量生物などの研究組

織が創設され、また欧州でもデンマーク Niels Bohr 研究所、フランス CNRS（Paris）、

スペイン CRG（Barcelona）、ドイツ Max Planck 研究所、Ruhr 大学などで複製細胞

構築や物理的生命システムの研究センターが作られ、一方、アジアではインドの

Bangalore、中国の北京大学、上海大学などで精力的な研究組織が立ち上がっている。

このような組織面では日本は遅れをとっているとも考えられる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

(4-1) 技術： 

基礎科学的な側面が非常に強い研究分野であるが、それゆえに、そこで培われる動態

測定方法、データ解析や状態の特徴付けの方法、理論的定式化は、今後の医療や創薬な

どに対しても長期的スパンにおいて幅広い波及効果をもつと考えられる。例えば、細胞

状態のロバストネスと可塑性を支配する状態論の研究は細胞状態コントロール技術の開

発に繋がると期待され、細菌の薬剤耐性獲得、細胞のガン化の動態研究は、それを抑制

する手法の開発にも繋がるであろう。一方で、複雑系の理論研究が、iPS 細胞の作製以

前から遺伝子活性化による分化多能性回復を予言していたにもかかわらず、それが有効

に実験に伝わっていなかったことを反省すれば、多能性、分化制御に関して理論と実験

のより強いタイアップも望まれる。 

(4-2) 社会： 

これまで科学の応用というと技術的側面が重視されていたけれども文化としての科学、

社会システムの発展への知見という形でのフィードバック、例えばシステムの多様性と

格差への独自な知見も複雑系生命科学では特に重要である。生命システムがいかに安定

して存続、増えられるかという原理を理論的に解明することは、社会システムの安定性

の理解にも大きな意義がある。文化としていえば、「生命とは何か？それを創って理解

しよう」という方向は若者への夢を与え、国民多くの知的好奇心を高め、わくわくさせ

るであろう。その意味で、生命システムの普遍特性を表現する複雑系生命科学は具体的

かつ直接的応用が明日できるようには一見みえなくても、長期的には、日本国民が人類

科学のために果たす意義は大きなものとなろう。 

(4-3) 教育： 

学問、教育の細分化による欠点は数多く指摘されている。システムとしての生物の理

解更には現在蓄積されている膨大な生物情報のデータの解析には、数理科学、物理学、

化学、生命科学の共同作業が強く要求されている。そのような研究を進めていくために

は、これらのうちの 1 分野を専門としつつも他分野にも十分の素養を持つ人材を育てる

ことが必要である。世界各国ではこうした教育改革が急ピッチで進んでいるのに比して

日本では逆に数理、物理の学生と生命科学の学生が分離するという傾向が生じている。

このような分野の発展には研究所ではなく、大学内に研究組織をつくり、研究現場に大

学生が日常的に接するようにさせることが肝要になろう。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

理論、実験、モデリングが三位一体となった複雑系生命科学の進展により、複製、適

応、発生（分化）、進化の基本的特性があらわれるための普遍的論理が明らかにされて

きた。ゆらぎの中で細胞が複製していく際の普遍統計法則の抽出、ゆらぎを用いた一般

的適応、遺伝子発現ダイナミクスと細胞間相互作用による安定した発生―分化の原理、

ゆらぎと進化の間の法則の抽出などが行われ、揺らぎの中でしなやかに振舞う生命ネッ

トワークの論理が提示され、枚挙的な生物学とは相補的な知見が得られてきた 2, 3, 6)。 

・ 構成的生物学の大きな夢である、複製細胞系構築に向けて、リポソームが栄養成分を

とりこみ、分裂を繰り返していく複製系が完成させられ、一方で、リポソーム内での

多段階遺伝子発現なども行われた 11)。また PureSystem と呼ばれる大腸菌から抽出し

た数百の反応をミセルの中にうめこみ進化させることにも大阪大学の四方哲也らは

成功している。他方、理論的には細胞複製系の基盤となる触媒反応ネットワーク系の

性質が調べられ、特に複製系では少数しかない成分が遺伝を担うようになることが示

された。この少数成分による制御はタンパクと DNA を用いた自律複製系実験でも確

認されている。 

・ 触媒反応ネットワーク系からなる細胞が複製を続ける際に、数千もの遺伝子にわたっ

て発現量の分布に普遍的統計則（巾乗則）があることは示され、遺伝子発現実験デー

タで検証された。さらに細胞ごとに各成分の量の対数が正規分布をみたすことも理論

と実験で明らかにされた。一方で細胞の各成分のゆらぎと細胞成長の揺らぎの関係が

調べられ、細胞状態の統計的理論が研究されている。 

・ 抗生物質に対して一部のバクテリアが生き残る Persistence 現象が、遺伝子変化でな

く細胞状態（タンパク質の量）の揺らぎにより生じることを実験的に検証され 12)、揺

らぎが集団としての生存に有効であることが明らかにされた。 

・ シグナル伝達系という精巧な仕組みを使わなくても、成長する細胞では一般にゆらぎ

を利用して外界への適応が生じることが実験、理論で示された。これは適応には進化

によって準備されたシグナルネットワークがなくても最低限適応が起こるという、一

般的概念を提供したことになる 10, 13)。 

・ 細胞内の遺伝子発現の動態と細胞間相互作用によって分化が進行するという自発的

な細胞分化理論が提唱され、発生過程の安定性と分化の不可逆性の理論的基盤が議論

された。特に初期に不規則な振動が生じるとその細胞が多能性を持ち、その細胞が分

裂するにつれ、細胞分化が決定していくことが示され、さらには複数の遺伝子を強制

的に発現させることで、分化多能性が回復することが予言された。90 年代の提唱当時

はこの理論は真剣にはとりあげられなかったが、2009 年に京大影山らには遺伝子発

現の振動が確認され、脚光を浴びつつある 14)。 

・ 粘菌で 1細胞内の cAMPのダイナミクスと多細胞集団での相互作用を同時に計測する

ことで、粘菌細胞が細胞内の振動と細胞間のやりとりを通して部分と全体の関係をつ

くって集合化する過程が明らかにされた 15)。これは 1 細胞と集団をつなぐ組織化の原

理の解明への一歩であろう。 

・ 進化の構成的実験により、表現型（タンパク蛍光量）のゆらぎが大きいほど進化しや

すいことが見いだされ、このことは、物理の揺動応答理論を拡張した、表現型ゆらぎ
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と進化速度の一般的比例関係として定式化された。これをふまえて、発生過程でのノ

イズによる表現型の分散と遺伝子変異による分散との間の比例関係が進化シミュレ

ーションにより確認され、その起源がノイズに対する表現型安定性と遺伝変異に対す

る安定性の間の相関にあることが示された。現在、進化における遺伝的変化と表現型

変化を結びつけるマクロ状態論の構築が進んでいる。このような考え方を背景にして、

理化学研究所生命システム研究センターの古澤力らはバクテリアの抗生物質耐性進

化が数自由度の空間で表現できることを示し、これは進化の予測への新しい分野を開

いている 16)。以上は漸進的な進化に関するものであるが、表現型可塑性と遺伝的同化

に基づく種分化理論も提唱されている。こうした流れで、進化における可塑性をシス

テム生物学の立場で研究する新しい分野も提唱されている 17)。この中には、進化と発

生の関係という、古来の難問を、力学系の進化で考える方向も含まれている。 

 

大規模プロジェクト関連の動向としては、（3-4）でも述べたように、日本では生命動

態に関するプロジェクトやセンターなどが立ち上がっている。揺らぎ、動態と生物のロ

バストネスや可塑性を結びつける研究が盛んに行われており、細胞分化、進化に関して

Waddington が数十年前に予見した描像 18)が定量的かつ理論的な形で発展させられてい

る。 

 

（６）キーワード 

複製、適応、記憶、細胞分化、発生、進化、状態論、可塑性、ロバストネス、揺らぎ、

力学系、確率過程、統計力学 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・COE複雑系としての生命システムの解析（1999-2004）、ERATO
複雑系生命（2004-2010）、ERATO動的微小反応場（2010-2015）、
複雑生命システム動態研究教育拠点（2013-）などが文科省により
採用され、世界を先導する研究が行われている。  

・理化学研究所には定量生物学に関連した生命システム研究センター
が立ち上がっている。 

・階層間の整合性のダイナミクス、ゆらぎの積極的意義、可塑性や進
化可能性と動態との関係、などは日本発の研究テーマである。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・システム生物学を進める上での1細胞長期計測装置、微細加工技術

などの開発が進んでいる。また、抗生物質耐性のしくみ、また進化
の方向の制御など、応用の基盤となる研究が進みつつある。 

産業化    

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・Harvard、Princeton、MIT、California、Riceなどの主要大学には

システム生物、物理生物、定量生物などの研究組織が創設されてい
る。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・システム生物学、合成生物学などを医薬へ応用する研究が始まって

いる。 

産業化    



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

244 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・デンマークNiels Bohr研究所、フランスCNRS（Paris）、スペイン
CRG（Barcelona）、ドイツMax Planck研究所、Ruhr大学などで
複製細胞構築や物理的生命システム関連の研究センターが設置され
ている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・システム生物学を医薬へ応用する研究が始まっている。 

産業化    

中国 

基礎研究  ○ ↗ 
・北京大学、上海大学など多拠点で生命システム研究に関連した研究

組織が設置され、米国で活躍していた研究者を呼び戻し、また膨大
な研究資金が投入されている。 

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究  △   

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) 金子邦彦編. シリーズ・ニューバイオフイジックス II－７：複雑系のバイオフィジックス. 

共立出版, 2001. 

 2) 金子邦彦. 生命とは何か －複雑系生命科学へ－. 東大出版会, 2003, 2009（第２版）. 

 3) 金子邦彦. “複雑系生物学 ―ゆらぎ、安定性、可塑性と適応、進化、発生” . 現代生物科

学入門 8：システムバイオロジー . 浅島誠 , 黒岩常祥 , 小原雄治編 . 岩波書店 , 2010, 

p. 75-113. 

 4) Kaneko, K.; Tsuda, I. Complex Systems: Chaos and Beyond. Springer, 2001.  

 5) Alon, U. An introduction to systems biology: design principles of biological circuits. 

CRC Press, 2006. 

 6) Kaneko, K. Life: An Introduction to Complex Systems Biology. Springer, 2006. 

 7) Palsson, B. O. Systems biology. Cambridge University Press, 2006.  

 8) Elowitz, M. B.; Levine, A. J.; Siggia, E. D.; Swain, P. S. Stochastic gene expression in a 

single cell. Science. 2002, vol. 297, no. 5584, p. 1183-1186. 

 9) Elowitz, M. B.; and Leibler, S. A synthetic oscillatory network of transcriptional 

regulators. Nature. 2000, vol. 403, no. 6767, p. 335-338. 

10) Kashiwagi, A.; Urabe, I.; Kaneko, K.; Yomo, T. Adaptive response of a gene network to 

environmental changes by attractor selection. PLoS ONE. 2006, vol. 1, e49. 
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2008. 

12) Wakamoto, Y.; Dhar, N.; Chait, R.; Schneider, K.; Signorino-Gelo, F.; Leibler, S.; 

McKinney., J. D. Dynamic persistence of antibiotic-stressed mycobacteria. Science. 

2013, vol. 339, no. 6115, p. 91-95. 
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14) Furusawa, C.; Kaneko, K. A Dynamical-Systems View of Stem Cell Biology. Science. 
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15) Gregor, T.; Fujimoto, K.; Masaki, N.; Sawai, S. The onset of collective behavior in social 
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３.５.２ 複雑系脳・神経科学 
（１）研究開発領域名 

複雑系脳・神経科学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

本研究領域は複雑系科学の発展の中で新領域として位置づけられてきたが、本研究領

域の発展が逆に複雑系科学に新しい研究のトレンドを提供するとともにその中から多様

な分野への本質的な寄与が与えられるような分野横断的な成果が見られたことに特徴が

ある。特に、初期においては本領域の研究成果が計算理論に大きな影響を与え、その後

人工知能の研究開発にも新しい方向性を提起し、最近では複数の脳の相互作用を研究す

るコミュニケーション神経情報学が起こることで発達障害への介入、教育への対応、人

と共生するロボットの開発などへも影響を与え始めている。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

1940 年代から 1950 年代にかけてのノーバート・ウィーナーのサイバネティクス研究

領域の開発と確立の過程において、神経生理学者のウォーレン・マッカロと数学者のウ

ォルター・ピッツが共同研究によって神経細胞の活動を最も簡単でかつ本質的にとらえ

ることが可能な形式ニューロンモデルを提案した。サイバネティクスは複雑系研究の第

二期に属するとみなされている 1)ので、形式ニューロンとそのネットワークの計算論的

研究が複雑系研究の流れの中での脳・神経系研究の始まりと言ってよかろう。実際、彼

らは形式ニューロンのネットワークが万能チューリングマシーンと同等な能力を持つこ

とを証明し、脳機能研究の基礎を作った。 

複雑系研究はその第三期において著しい発展を遂げた。すなわち、1960 年代以降の自

己組織化論と非線形非平衡統計力学の研究動向の中でヘルマン・ハーケンのシナジェテ

ィクスやイリヤ・プリゴジンの散逸構造論、ルネ・トムのカタストロフ理論を経て、1970

年代から 1980 年代にかけてカオス理論、フラクタル幾何学などの新しい領域が確立さ

れたことが領域の飛躍をもたらした。これが契機となり、自然科学、数学、工学、人文

社会科学をも巻き込んだより広範な複雑システムの研究が希求されるに至った。このよ

うな研究動向の中で金子邦彦 2)が発見したカオス結合系や振動子結合系を用いて多くの

同期現象や高次元のカオス現象が発見され、複雑系の有力な研究ツールの一つが確立さ

れた 3)。さらに、結合が弱い弱結合系に関しては蔵本由紀によって位相縮約を基盤にし

た精密な理論体系が構築された 4)。 

脳・神経系のダイナミクスの研究は計測技術の進歩とともに多くの研究者の視野に入

るようになった。ウォルター・フリーマンがラットやウサギの嗅球においてカオス的挙

動を発見し、その機能的意味を明らかにしたことがダイナミクス研究への一つの動機づ

けを与えた。脳・神経系におけるカオス的挙動については、さらにレスリー・ケイが嗅

覚系の広範囲にわたる遷移現象を発見し、チャールズ・グレイとウォルフ・シンガーら

が視覚野で同期・脱同期の非周期的遷移を発見するなど、様々な領野で発見されたが、

近年ではデフォールトモードネットワークのダイナミックな挙動とも関係づけられ議論

され始めた。さらに、ヒトの認知活動における脳活動のダイナミクスに見られる同期・
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脱同期現象がバレラらによって発見され、引き込み協調と遷移ダイナミクスが注目され

た（総説としてフリーマン 5)が参考になろう）。 

さらに、1970 年代以降、甘利俊一が神経回路網の数理 6)を確立する中で、理論的には

神経回路のダイナミクスに注目が集まり、例えば甘利の連続連想記憶の学習ルールなど

の研究がその後の複雑系脳・神経科学における脳のダイナミクスの理論研究を先導した。

これに呼応して、合原一幸と松本元がヤリイカの神経において周期的信号に対するカオ

ス的応答を発見し、林初男と石塚智がイソアワモチの神経において周期的信号や直流信

号に対してカオス的応答を発見することで、神経系におけるカオスの存在が実証された。

その後、合原らのカオスニューロンネットワークのダイナミクスの解析と津田一郎らの

非平衡神経回路のダイナミクスにおけるカオス的遷移現象の解析はともに従来の連想記

憶モデルを動的な方向に拡張し動的連想記憶の神経機構の解明に寄与した。さらに、津

田らはカオス的遍歴概念を脳・神経系の動的遷移過程を理解するための基礎概念として

導入し、多くの非定常的で非周期的な脳活動の機能的な意味の解明に適用している 7)。

他方で、合原らはカオス力学系とカオスニューラルネットをもとにした複雑系の工学応

用を‘カオス工学’と名付けて発展させた 8)。 

また、脳のダイナミックな情報処理に関する研究は 1970 年代に塚田稔らが神経発火

の時系列のマルコフ連鎖解析を行いその後の動的脳の研究を先導した 9)。世界的な潮流

として特殊なタスクに対して応答する特殊な神経細胞の発見が主流を占めていた時代に

あって、脳のダイナミクスに着目した研究は極めて少なく、塚田らの研究は特筆に値す

る。当時の潮流であった静的脳観はわが国では津田が動的脳観を提案した 1984 年、1990

年においてもなお主流を占め、21 世紀に入ってようやく、動的脳観が静的脳観にとって

かわるようになった。それは、次の事情によるところが大きい。塚田、藤井宏、奈良重

俊、津田、合原の 5 名がダイナミックブレイングループを形成し、海外では Japanese 

Gang of Five と呼ばれるようになり、複雑系脳・神経系のダイナミクス研究をけん引し

た。特に、彼らはダイナミックブレインフォーラム（DBF）をほぼ毎年世界のさまざま

な都市で開催し、動的脳観の研究を世界に広めていき、世界中で多くの賛同者が現れ、

脳のダイナミクスの研究が一つの潮流となった。ルビン・ワンとファンジー・グーらは

この研究動向の影響を強く受け、さらに規模の大きな国際会議である International 

Conference on Cognitive Neurodynamics（ICCN）を組織し、この分野の国際学術誌で

ある Cognitive Neurodynamics の発刊を行い、成功させた。甘利をはじめ、フリーマン

や上記 5 人組も editor に名を連ねた。 

脳ダイナミクスに関する実験データが共通して示していることは、脳ダイナミクスは

非定常、非周期的だが決してランダムではなく複雑な秩序構造を内包するカオス的挙動

であり、また、過渡的な引き込みによる同期・脱同期遷移がみられるなど臨界的な秩序

状態が内包されているといった、遷移的、臨界的、準定常的な性質を有する点である。

これらの観点で、脳ダイナミクスと脳機能との関係が理論と実験の協働研究によって

徐々に明らかにされつつある。ダイナミックな記憶に関しては、ラットやヒトで研究が

進んだ。また、サルやチンパンジーの思考や学習実験も複雑系研究の中で進展している。

さらには、一個体の脳活動の研究にとどまらず、複数個体間のコミュニケーションに伴

う脳ダイナミクスの解析とコミュニケーションの神経機構の解明に関する研究が複雑系
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数理科学の観点から進んでいる。コミュニケーションで重要になる要素の一つである脳

のボトムアップ・トップダウン情報処理に関する検証実験がラット、サル、人間などを

用いて研究されている。また、脳神経の持つ自律的なダイナミクスとして、状態間の転

移的変化、固有振動数を持つ状態の生成崩壊、神経部位同士の結合の動的変化などが、

ヒトを含む哺乳類の脳の異なる部位で見つかっており、metastable brain の観点で研究

が進んでいる 10)。これらは脳内の異なるダイナミクスの相互作用による情報生成の機構

を解明する上での重要な手がかりを与えると考えられる。さらに、脳内ダイナミクスに

は引き込み協調が起こりうることが知られている 11, 12)。 

文部科学省科学研究費補助金新学術領域研究「ヘテロ複雑システムによるコミュニケ

ーション理解のための神経機構の解明」では、コミュニケーションをしているときのペ

ア脳のダイナミクスを同時測定し、それを複雑系数理理論に基づく数理モデルで解析し

た。そこにおいて、複雑系脳・神経科学の観点からコミュニケーションに伴う脳神経機

構の解明が著しく進み、‘コミュニケーション神経情報学’という新領域が確立された

（特集号 13, 14)を参照のこと）。また、上記のように海外でもこの数年、複数の脳の相互

作用の研究がコミュニケーションパラダイムのもとに展開されている。例えば、スコッ

ト・ケルソーやエマニュエル・トグノリらは、二人の人間がタッピングなどの簡単な運

動を互いに統制する過程の脳活動を脳波レベルで研究し、特定の周波数領域の脳波の過

渡的で臨界的な引き込みがみられることを発見し、脳の準定常状態仮説を提案した 10)。

世界的にもコミュニケーションの時の脳活動の研究が盛んになってきている。我が国に

おいては山口陽子のグループが類似のタッピング課題で特定周波数脳波の同期・脱同期

転移を発見している 15)。また近年、水原啓暁と乾敏郎は脳波と機能的 MRI を併用する

技術を開発し、それによって異種領野間の同期現象を観測し、コミュニケーションにお

ける様々な周波数の引き込み協調の役割を解明した 16)。さらには、無意味記号の交換に

よる意味の生成過程における脳活動研究においても特定周波数の脳波の引き込みが観測

されるなど、脳の機能の一部が複雑系の解析手法によって明らかになっている。今後も

この方向での研究の発展が国の内外で期待されている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・科学技術イノベーション総合戦略との関係性 

複雑系脳・神経科学領域は、「科学技術イノベーション総合戦略」（平成 25 年 6

月 7 日閣議決定）中の‘国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現’における重点

的取り組みとして挙げられたブレイン・マシン・インターフェース（BMI）研究と関

係している。本領域では変動する環境に対して柔軟な機能を発揮するための機能分化

によるデフォールトネットワークの生成原理やそのダイナミクスが研究されており、

この原理に基づく即時適応を行うロボットの開発研究や、創造性を発揮すると考えら

れる脳領域の TMS や tDCS による研究に発展することで、近未来の BMI 開発に関係

する可能性がある。さらには、これらを応用して脳神経系の障害者支援ツールの開発

研究や人と共生しコミュニケーションできる発達ロボットの開発へと発展する可能性

がある。 
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・健康・医療戦略との関係性 

「科学技術イノベーション総合戦略」に記載され、「健康・医療戦略」（平成 25

年 6 月 14 日関係閣僚申し合せ）にも記載されている iPS 細胞などの分化万能性を持

つ幹細胞の研究は新しい再生医療の道を開くと期待されている。特に、 iPS 細胞によ

る神経回路の再生は様々な脳疾患、認知症の原因解明と根本治療への道を切り開くも

のとして期待されている。本領域における細胞分化、機能分化に関係する研究成果は、

再生医療の基本となる分化万能性に共通する数理構造を明らかにする可能性がある。

この数理モデルは臓器への分化に適用可能であり、脳の欠損を補う再生ネットワーク

の数理モデルとしても応用可能である。また、健常者と自閉症児の脳波活動の比較研

究なども本領域で研究されているが、これらの研究は自閉症の治療への道につながる

可能性を秘めている。このように、本領域研究の成果は、わが国の健康・長寿社会の

実現に数理科学の立場から貢献すると期待される。 

・その他、政府戦略との関係性 

第 4 期科学技術基本計画（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定）において、科学技術の共

通基盤の充実、強化が謳われ、特に領域横断的な科学としての数理科学の役割の重要

性が指摘された。これを受けて、文部科学省研究振興局基礎研究振興課に数学イノベ

ーションユニットが新設され、数学と諸科学の連携研究によるイノベーション創出に

期待が寄せられている。本領域研究においては、わが国の健康・長寿社会が抱えるさ

まざまな社会的課題のうちコミュニケーションの脳内機構を数理科学的に解明する研

究もおこなわれている。このように、本領域は数理科学の力で社会の要請に応えよう

とする国の研究指針とも合致している。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

脳神経系のダイナミクスの研究は単一脳の研究からペア脳の研究へと進んでいる。コ

ミュニケーション課題や社会的な状況設定における脳内ダイナミクスはペア脳に課され

る拘束条件によって個々の脳が新たな機能を発現するという点に注目が集まっている。

それらは個々の脳に存在するデフォールトモードネットワークの機能的結合によって新

たな機能が瞬時に分化し発現するために新しいシステムの制御原理が内在していると見

られ、この開発が注目される。その根本原理が解明されることで、適切な学習と不適切

な学習に関するアルゴリズムが開発され、さらには過酷環境下で即時に機能分化し適応

するロボットの構築が期待される。 

さらに、本領域は次の新学術領域研究とも関係する。 

平成 26 年度―平成 30 年度： 

行動適応を担う脳神経回路の機能シフト機構（小林和人代表）；認知的インタラクシ

ョンデザイン学：意思疎通のモデル論的理解と人工物設計への応用（植田一博代表）；

脳内身体表現の変容機構の理解と制御（太田順） 

平成 25 年度―平成 29 年度： 

こころの時間学 ―現在・過去・未来の起源を求めて―（北澤茂代表） 

平成 24 年度平成 28 年度： 

構成論的発達科学－胎児からの発達原理の解明に基づく発達障害のシステム的理解－
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（國吉康夫代表） 

平成 23 年度―平成 27 年度： 

予測と意思決定の脳内計算機構の解明による人間理解と応用（銅谷賢治代表） 

平成 22 年度―平成 26 年度： 

メゾスコピック神経回路から探る脳の情報処理基盤（能瀬聡直代表）；質感認知の脳

神経メカニズムと高度質感情報処理技術の融合的研究（小松英彦代表） 

平成 21 年度―平成 25 年度： 

ヘテロ複雑システムによるコミュニケーション理解のための神経機構の解明（津田一

郎代表） 

また、本領域は平成 21 年度発足の JST CREST 

脳神経回路の形成・動作原理の解明と制御技術の創出（小澤瀞司代表） 

において展開されている研究とも関係している。 

海外の動向として、米国のブレイン・イニシアティブ（Brain Research through 

Advancing Innovative Neurotechnologies; BRAIN）は神経科学で新たに発展が期待さ

れる神経テクノロジーによって脳機能解明を目指すものとして、本領域の成果が応用さ

れる可能性がある。 

 

（６）キーワード 

複雑系数理理論、数理モデル、脳ダイナミクス、動的脳観、非線形力学系、カオス、

フラクタル、非線形振動子、引き込み、コミュニケーション、ペア脳、数理モデリング 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・第4期科学技術基本計画に数理科学の振興が入ったことで、従来の
脳神経科学に数理科学、特に複雑系数理科学が必要との認識が広ま
っている。しかし、優秀な若手が安定した職に就けないなどの問題
が多々認められ、近い将来には人材不足による急降下が危惧される。 

応用研究・
開発 

○ → 
・科学技術イノベーション総合戦略、健康・医療戦略などにおいて

BMI研究やiPS細胞による幹細胞研究などが言及されている。 

産業化 × ― ・そもそも行われていないと思われる。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・ブレイン・イニシアティブによる脳神経科学研究の振興。オバマ大

統領の一般教書演説で数学・数理科学振興に力を入れることが力説
されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・パーキンソン患者の脳へのチップの埋め込みと複雑系科学を応用し

たチップへのシグナル印加などすでに、医療、治療にまで踏み込ん
でいる。NeuroprosthesisとBMIの融合を試みているように見える。 

産業化    

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・英国、ドイツを中心に複雑系科学を振興する傾向がいまだに続いて

いる。 

応用研究・
開発 

○ → 
・Neuroprosthesisを主導し、英国、ドイツ、スイスなどに大きな研

究室があり活発に研究が進められているが、飛び抜けて優れた成果
が聞かれない。 

産業化    
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中国 

基礎研究  △ ↗ 
・一部成果が見え始めているので、今後は大きな成果が出る可能性が

ある。 

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究  × → 

・基本的に日本の科学技術政策に追従しているので、新しいものが出
るのは純粋に個人の力によるだろう。ただし、最近は日本人をはじ
め優秀な外国人が大学、研究所のポジションにつき始めているので、
今後は伸びる可能性を秘めている。 

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) ハーバート  A・サイモン . システムの科学 . 稲葉元吉 , 吉原英樹訳 . パソナルメディア , 

1999.（サイモンはこの本で、複雑系は人工物であるととらえている。サイモンとは反対に、

複雑系を生命系として捉え、数理科学の立場から解説したものに、岩波「数学辞典第 4 版」

中の「複雑系」の項、ならびに大野克嗣、非線形な世界、東京大学出版会、2009 年がある。）  

 2) 例えば、Kaneko, Kunihiko. Clustering, coding, switching, hierarchical ordering, and 

control in network of chaotic elements. Physica D. 1990, vol. 41, p. 137-172. 

 3) 例えば、金子邦彦. 生命とは何か―複雑系生命科学へ. 東京大学出版会, 2009. 

 4) Kuramoto, Yoshiki. Chemical Oscillations, Waves, and Turbulence. Dover, 2003. 

 5) ウォルター J・フリーマン. 脳はいかにして心を創るのか. 浅野孝夫訳. 産業図書, 2011. 

 6) 例えば、甘利俊一. 神経回路網の数理. 産業図書, 1978. 

 7) Tsuda, Ichiro. Toward an interpretation of dynamic neural activity in terms of chaotic 

dynamical systems. Behavioral and Brain Sciences. 2001, vol. 24, no. 5, p. 793-847. カ

オス的遍歴は、池田研介、金子邦彦、津田一郎、ピーター・デイビスによって 1990 年前

後に提案された高次元（ベクトル場では 4 次元以上）力学系のカオス的な遷移現象の総称

である。最近の特集号として、Kaneko, Kunihiko; Tsuda, Ichiro. eds. Focus Issue on 

Chaotic Itinerancy. Chaos. 2003, vol. 13, no. 3. また脳神経系におけるカオス的遍歴の最

近の総説は Tsuda, Ichiro. Chaotic itinerancy. Scholarpedia. 2013, vol. 8, no. 1, p. 4459.; 

Tsuda, Ichiro. Chaotic itinerancy and its roles in cognitive neurodynamics. Current 

Opinion in Neurobiology. 2015, vol. 31, p. 67-71. 

 8) 合原一幸. 応用カオス. サイエンス社, 1994.; 池口徹, 小室元政, 山田泰司, 合原一幸. カ

オス時系列解析の基礎と応用. 産業図書, 2000． 
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11) Gray, C. M.; Konig, P.; Engel, A. K.; Singer, W. Oscillatory responses in cat visual cortex 

exhibit inter-columnar synchronization which reflects global stimulus properties. 

Nature. 1989, vol. 338, no. 6213, p. 334-337. 

12) Rodriguez, E.; George, N.; Lachaux, J.P.; Martinerie, J.; Renault, B.; Varela, F. 

Perception's shadow:Long-distance synchronization in the human brain. Nature. 1999, 

vol. 397, p. 340-343. 

13) Sakaguchi, Y.; Aihara, T.; Dominey, P. F.; Tsuda, I., eds. Communication and Brain: 

Emergent Functions through Inter-Neuron and Inter-Brain Communications. Special 

Issue of Neural Networks. 2015, vol. 62, p. 1-118. 

14) Tsuda, Ichiro; Yamaguchi, Yoko; Hashimoto, Takashi; Okuda, Jiro; Kawasaki, 

Masahiro; Nagasaka, Yasuo. Study of the neural dynamics for understanding 

communication in terms of complex hetero systems. Neuroscience Research. 2015, 

vol. 90, p. 51-55. 
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３.５.３ 複雑系数学 

（１）研究開発領域名 

複雑系数学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

伝統的な数学においては簡明な構造をもつ図形の上の幾何学や解析学が展開され、応

用されてきた。より複雑な図形については、早くから遭遇していたが、数学研究の対象

になり始めたのは 20 世紀とくにその後半からである。他方、21 世紀に入り、諸分野か

らの複雑な系の数学的な理解と解析に対するニーズは一段と高まり、既存数学の発掘・

応用とともにその本質を捉える数学的革新が期待されている。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 数学的な背景 

しばしば例えられるようにチコ・ブラーエの観測データ（当時のビッグ・データ）の

中に法則性を見たのは古代ギリシャ伝来の二次曲線論を知っていたケプラーであった。

カオスにおいては永らく多くの人々が不規則現象を見ていながらそれに気付くことはな

かった。複雑な系は多数存在し、それぞれの(既存あるいは成立途上の)分野において解

明したい代表的な複雑な系は存在するが、複雑系の定義はまだない 1)。概念の形成され

ていないものを見るのは至難の業である。 

おそらく数学における複雑な図形との最初の遭遇は極小曲面の問題であろう。この問

題は、18 世紀変分法の創成期に Euler、Lagrange と共に始まり、石鹸膜で実験してみ

せた物理学者名を冠して Plateau 問題とも呼ばれる。そこでの複雑な図形は泡状の膜で

あり、その数学的記述形式が確立されたのは 20 世紀後半の varifold の理論や幾何学的

測度論であった。 

次の大きな遭遇は 19 世紀、場所は Navier-Stokes 方程式、複雑系は乱流であろう。

その解は弱解（Leray-Hopf 解）として定式化されているが、その存在問題は未解決で

2000 年クレイ研究所による 7 つのプレミアム懸賞問題のひとつとなった。 

現在の複雑系研究につながる「自己相似性」をもつ図形には、20 世紀初頭にかけて発

見された Cantor 集合、Peano の「空間を埋め尽くす」（space-filling）曲線、Koch の

雪片、Sierpinski の鏃等や Poincare による自己漸近（homoclinic）軌道があり、さらに、

「いたるところ微分不可能な」曲線（Weierstrass や高木貞治他）もある。その背景に

は Cantor による集合論の成立とそれに基づく無限の理解があった。（余談ながら、そ

れまでの欧州の伝統では無限は専ら神の領域に属するものであり、人の営む研究の対象

ではなかった。） 

(3-2) 幾何学・解析学 

物質科学、生命科学等々において複雑な形状をもつ対象の把握とその解析に対する期

待は急増している。そのような対象は自己相似図形を手掛かりにすることが多い。現在

では、そのような図形に対しては Mandelbrot 以来フラクタルという用語が定着し、

Hausdorff 次元（その簡易版がフラクタル次元や箱数次元）も広く知られている。中で

も、木上淳により定式化された p.c.f.有限分岐自己相似集合は幾何学的構造が比較的明快
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で数学的研究が最も進んでいる。そこでも直接微分を定義して微積分を展開するには困

難があるが、確率解析における福島正俊たちの Dirichlet 形式論が活用できて、その上

の熱伝導や拡散などの現象を記述し、解析することができる。なお、フラクタル図形は

見える人だけが見ることのできるものの例である。実際、その数学的実在を知っていれ

ば、コンピュータによって好きなだけの精度の近似図形を描くことができるが、知らな

ければ、ただややこしい図形を見るだけで終わる。余談ながら、フラクタルな境界をも

つ領域におけるラプラス作用素の固有値分布の研究（Weyl の公式の一般化）の源流の

ひとつ（G. Papanicolau）が現場から持ち込まれた波消しブロックの問題であったこと

は示唆的である。また、多粒子系や大きなグラフ（ネットワーク）は複雑系であろうが、

現在までのところ、サイズ無限大でのスケール極限（例えば、流体力学極限）や特殊解

の構造（例えば、ソリトン）あるいは特殊な自己相似性（例えば、scale-free network）

の観点からの研究は進んでいるが、サイズ有限の大規模系そのものの数学解析は格段に

難しく、今後の大きな課題である。 

(3-3) 力学系 

複雑な系の記述形式として、現在までのところ、最も汎用性があるのは力学系の概念

である。力学系（dynamical system）とは、一言でいえば、状態空間の上の時間発展を

定める規則である。言い換えれば、時間発展の数学的な定式化である。力学系理論は、

整数論、幾何学、解析学から確率論、応用数学に及ぶ横断的な領域であり、位相力学系、

微分可能力学系、保測力学系、複素力学系（complex dynamics。複雑系と混同しやすい

伝統的な数学用語であり、要注意。）などに分類され、研究されている。拡散過程等の

確率過程もセル力学系（セル・オートマトン）も力学系の一種である。 

(3-3-1) アトラクタ 

アトラクタ（吸引集合）の概念は力学系という記述形式のもつ第一の強みであろう。

そのもっとも簡単な例は不動点（固定点）であり、平衡状態を記述するものとして、周

期点と共に 20 世紀初頭以来多くの研究がある。1960 年代後半からカオス現象が着目さ

れるようになり、コンピュータの能力の向上と共に、さまざまな「状態」が観察され、

それらは、奇妙なアトラクタを始めとして、アトラクタとして把握される。Lyapunov

の安定性理論に始まる伝統的なアトラクタに関しては十分な数学研究の蓄積があり、確

立した数学概念である。しかし、諸現象を記述するにはそれだけでは事足りず、いわゆ

る Smale のアトラクタなど微妙な構造をもつアトラクタの諸概念が提唱され、数学的研

究が進みつつある。なお、時間反転したときのアトラクタがレペラ（反撥集合）であり、

安定方向と不安定方向の双方をもつ不変集合が双曲型集合である。一様双曲型集合に関

しては 1960 年代の Smale の馬蹄形、1970 年代の Pesin の一般論以来の十分な数学的

蓄積がある。統計力学における臨界現象の理論では、くり込み群（renormalization group）

が双曲型不動点をもち、その不安定方向が 1 次元であることから、普遍法則等を導いて

いる。しかし、非一様双曲型集合についての研究は進んでいるが未成熟である。とくに

1 点のみで退化する双曲型集合は間欠的カオスなど間欠性の数学モデルとして有望であ

る。 
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(3-3-2) 分岐理論 

力学系のもつ第二の強みは分岐理論である。分岐の出発点は 1930 年代の Birkhoff に

始まる標準形である。連続時間／離散時間に依らず、微分可能力学系の不動点は線形化

写像の Jordan 標準形に応じて中心、渦心、鞍点等に分類される。これは非退化な不動

点における標準形が Jordan 標準形により決まることを利用している。力学系がパラメ

タとともに動くとき、標準形が様変わりする（消失や出現も含めて）ことが分岐であり、

非退化な不動点の分岐については十分な数学的蓄積がある。Hopf 分岐は非線形振動論の

中心的な問題である。またハミルトン力学系における標準形理論から KAM

（Kolmogorov-Arnold-Moser）理論が誕生した。さらに、連続時間の場合の周期運動を

離散時間の不動点の場合に帰着して解析するのが Floquet の理論である。不動点から分

岐したものがさらに分岐するとき、2 次分岐という。2 次分岐（さらにより高次の分岐）

については意欲的な個別研究は進み、成果もあげている。また起こり得る現象の選択肢

を与えるには役立つ。しかしながら、数学理論としては未成熟で、（実／数値）実験結

果の解釈や理解に必須というレベルに留まり、予見能力は不十分である。「動く」記述

方式という観点からは今後の大きな課題である。 

(3-4) 応用解析 

大規模な系の考察は 19 世紀後半の Boltzmann に始まる。そこでは熱力学の法則を分

子運動の統計力学で説明したいという「夢」があった。20 世紀後半 Turing は形態形成

を化学反応から捉えることを提唱した。現在、Boltzmann の流れを汲むものの代表例と

して確率論を基礎とした流体力学極限の研究がある 2)。Turing の流れでは、分岐理論を

基礎とした反応拡散系の研究などを挙げることができる。また、Navier-Stokes 方程式

を始め、各種の偏微分方程式の研究も進んでおり、その応用研究も展開しつつある。  

 

（４）科学技術的・政策的課題 

複雑系数学には、2 つの方向が必須である： 

① 課題解明に向けた既存の数学・数理的手法の活用 

② 課題に即した新たな数学手法の発掘と展開 

①は、課題そのものもしくはそのモデル化が既存の馴染みある数学・数理的手法の適

用範囲に入っていること（もしくは入るような設定が可能なこと）を想定し、創意工夫

により問題を解明しようとする方向である。その際の流れは以下のようにまとめること

ができよう。 

・大きなデータの収集・整理 

・数理的な問題と察知し、問題を提起する能力 

・問題を理解し、数学・数理の問題と認識する能力 

・数学的定式化あるいは数理モデリング 

・数学的あるいは数理的な解明の能力（数値解析、数値実験等の技法を含む）  

・数学・数理的な結果の吟味、フィードバック 

モデリングが成功し、使い慣れた道具で済めばその波及も速く、効率的である。その

ためには既存の数学手法の発掘と的確な応用手法の開発は不可欠でありそれを担う人材

あるいは橋渡しをする人材の育成が急務である。 
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②は、課題が馴染みある数学・数理的手法の適用範囲外の場合である。これについて

もこの流れはほぼ当てはまるが、各項の内容は異なる。数学・数理的な手法の発掘は、

課題に直面する側と数学・数理科学側との協働作業である。上述の Smale のアトラクタ

や高次分岐など数学内部の課題についても、データの収集においては諸分野からのさま

ざまな実験データの提供が不可欠であるが、見ていても見えていない場合は協働なくし

て提供されることはない。特定の（単独または複数を組み合わせた）手法が発掘された

段階では、課題に適用できる形に整備し、理論を展開する必要がある。また既存の手法

がない場合には新たな手法の開発が必要となる。さらには新たな概念や記述形式の創出

が必要となる。それらは通常長い時間を要する。 

①、②いずれの方向も、数学者・数理科学者と諸分野の研究者が問題意識を共有し、

協働する場を設置する必要がある。従来からの研究所、センター等の設置と共に、JST

における研究領域の設置が数学・数理科学においても一定の成果をもたらすことが証明

されつつある。また有能な若手研究者も育ち始めている。欧米に比べて数学・数理科学

の出身者の活躍の場が狭く、人材も不足しているが、このような流れが 1 世代以上の期

間継続すれば、必要な人材の育成・養成も可能となり、我が国でもひとつの数学文化と

して定着することが期待される。しかしながら、期限付きのプロジェクトは、若手研究

者の使い捨てにつながる恐れがある。使い捨てはまた、経験豊富な人材、目利きのでき

る人材の養成の中断・放棄でもある。アカデミア、民間を問わず、キャリア・パスへの

政策的な配慮が必須である。 

複雑系の数学に関する研究は米国では Los Alamos National Laboratory3)、Santa Fe 

Institute、Duke University4)、Brown University5)、Georgia Tech6)、University of Texas 

at Austin7)、University of Illinoi8)、The New England Complex Systems Institute9)、

Boston University10)、The Pennsylvania State University11)、University of Michigan12)

などで複雑系の研究が行われている。また SIAM Activity Group13)は毎年国際研究集会

を開催し力学系に関する最新の研究成果を発信している。 

わが国では、複雑系数学に関係の深い研究が、北海道大学大学院理学研究院数学部門、

東京大学大学院数理科学研究科、京都大学数学教室、京都大学数理解析研究所、大阪大

学理学部数学科、九州大学マス・フォア・インダストリ研究所などで行われている。力

学系に関する研究集会が数多く開催されており、研究者の交流が活発である。また

FIRST 合原複雑系数理モデルプロジェクトでは力学系理論と制御理論の融合など複雑

系数理に関する多くの成果を得ている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

永らく日本の数学者は応用に興味をもたず、理学部の数学と諸分野とが分離する傾向

のあったことは、文部科学省政策研究所「忘れられた科学――数学」14)でも指摘された

ところである。しかし、その後の文科省や JST による施策もあり、諸分野との協働に対

して当初の予想以上に数学界の反響は好意的であり、いくつかの大学では数学と諸分野

の協働や連携を謳った研究所等の設置が始まっている: 

・JST「数学と諸分野の協働によるブレークスルーの探索」領域（西浦研究総括） 

・JST「現代の数理科学と連携するモデリング手法の構築」領域（坪井研究総括） 
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・北海道大学数学連携センター 

・京都大学統合複雑系科学国際研究ユニット  

・九州大学マス・フォア・インダストリ研究所（共同利用・共同研究拠点） 

・明治大学先端数理科学インスティテュート（共同利用・共同研究拠点） 

・東北大学原子分子材料科学高等研究機構 （WPI-AIM）数学ユニット 

・文部科学省数学協働プログラム（統計数理研究所、北海道大学、東北大学、東京大学、

明治大学、名古屋大学、京都大学、広島大学、九州大学） 

 

（６）キーワード 

力学系・エルゴード理論、位相幾何学、微分幾何学、離散幾何学、偏微分方程式論、

応用解析、数理工学、現象数理学、非線形科学、カオス、フラクタル、大規模系、複雑

ネットワーク、数理モデリング 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・北海道大学大学院理学研究院数学部門、東京大学大学院数理科学研
究科、京都大学数学教室、京都大学数理解析研究所、大阪大学理学
部数学科などで複雑系の数学に関わる研究が行われている。 

・力学系に関する研究集会が数多く開催されており、研究者の交流が
活発である。 

・FIRST合原複雑系数理モデルプロジェクトでは力学系理論と制御
理論の融合など複雑系数理に関する多くの成果を得ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・北海道大学数学連携センター、東北大学原子分子材料科学高等研究
機構、京都大学統合複雑系科学国際研究ユニット、統計数理研究所、
明治大学先端数理科学インスティテュート、東京大学生産技術研究
所最先端数理モデル連携研究センター、東京大学生命動態プロジェ
クト、早稲田大学複雑系高等学術研究所、九州大学マス・フォア・
インダストリ研究所、などで複雑系の数学の様々な分野への応用研
究が行われている。 

・革新的シミュレーション研究センターではシミュレーション技術開
発とソフトウェア解析を行っている15)。 

・渋滞学、定量腫瘍学など数学をベースとした新しい学術領域が展開
されている。 

産業化 ○ → 
・新日本製鐵住金では数理科学技術を研究開発の基盤技術に取り込

み、製品・プロセス開発の高度化を実践している。 

米国 基礎研究  ◎ ↗ 

・複雑系の研究グループが多数組織されており活発な活動を行ってい
る。 

・Duke University の The Center for Nonlinear and Complex 
Systemsは工学系、生物系、数学系など様々な分野の専門家からな
る研究グループ。複雑系の研究と教育双方が充実している。 

・Georgia TechのApplied Chaos Laboratoryは1982年から非線形力
学に関する研究集会Dynamical Days USを毎年開催しており研究
者の交流が盛んである。 

・University of Texas at AustinのCenter for Nonlinear Dynamicsで
は複雑系の応用研究が盛ん。 

・The New England Complex Systems Instituteでは複雑系を対象と
して基礎・応用研究および教育活動を行っている。 

・SIAM Activity Groupは毎年国際研究集会を開催し力学系に関する
最新の研究成果を発信している。 

・Los Alamos National Laboratoryの Center for Nonlinear Studies
は1980年設立以来、力学系とカオス研究が盛ん。ワークショップ、
研究集会を毎年多数開催している。 

・Santa Fe Instituteでは複雑系の分野横断的研究が盛んである。 
・DSWeb16)は米国、英国の力学系研究に関する最新動向（研究集会、

研究グループ、ソフトウェアなど）を公開している。 
・Society of Chaos Theory in Psychology & Life Science 17)は複雑系、

カオスの理論研究および応用研究に関する最新の研究成果を発信し
ている。 
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応用研究・
開発 

◎ → 
・University of Marylandのカオス研究グループ18)は1970年半頃から

カオス力学系の理論と実験の融合研究を推進している。 
・力学系モデルを解析する様々なソフトウェアが開発されている 19)。 

産業化 ◎ ↗ 

・MathWorks社のMatlab/Simulink、Wolfram社のMathematica、
Maplesoft社（カナダ）のMapleなどの科学技術計算を支援する統合
開発環境が世界中で広く利用されている。 

・汎用工学シミュレーションソフトであるCOMSOL社のCOMSOL 
Multiphysics、SIMULIA社の3D SIMULIAは複雑現象のシミュレ
ーション計算を得意とし、製造業分野で利用されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・Max Planck Institute of Mathematicsでは複雑系の研究を行って
いる。 

・英国にはThe University of Warwick（力学系・エルゴード理論に強
い研究グループがある 20)）や  The University of Bristolをはじめ
様々な大学で複雑系研究グループが組織されている21)。 

・Complex systems society22)は複雑系に関する国際会議をテーマご
とに開催しており研究者の交流が盛んである。 

応用研究・
開発 

○ → 

・Max Planck Institute for dynamics and self-organizationでは複雑
系の応用研究を行っている。 

・University College London、Centre for Mathematics、 Physics 
and Engineering in the Life Sciences and Experimental Biology23)

では複雑系のbiologyとmedicineへの応用研究が盛んである。 
・University of Oxfordの研究グループ「The Oxford Centre for 

Industrial and Applied Mathematics（OCIAM）」24)では流体解析
や非線形システムを含む数学研究を産業諸分野への応用を念頭に行
っている。 

・FyDiK25)、iDMC26)などはじめ力学系モデルを解析する様々なソフ
トウェアが開発されている。 

産業化 ○ → ・Smith Instituteは数学の産業諸分野への応用に取り組んでいる。 

中国 

基礎研究  ○ → 
・北京大学、中国科学技術アカデミー、復旦大学、香港城市大学 27)な

どで複雑系の研究を行っている。 

応用研究・
開発 

× → ・不明。 

産業化 × → ・不明。 

韓国 

基礎研究  ○ → 
・2005年に設立された国立数理科学研究所（NIMS）では、次世代ネ

ットワークモデルや脳機能の数学をベースとした研究を行ってい
る。 

応用研究・
開発 

× → ・不明。 

産業化 × → ・不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) 日本数学会編. 岩波数学辞典. 第 4 版, 岩波出版, 2007. 

 2) 舟木直久, 内山耕平. ミクロからマクロへ（2）流体力学極限. 丸善出版, 2012. 

 3) Los Alamos National Laboratory, Center for Nonlinear Studies.  

http://cnls.lanl.gov/External/ 

 4) Duke University, The Center for Nonlinear and Complex Systems (CNCS). 

http://www.math.duke.edu/cncs/index.html 

 5) Brown University, Lefschetz Center for Dynamical Systems. 

http://www.dam.brown.edu/lcds/ 

http://cnls.lanl.gov/External/
http://www.math.duke.edu/cncs/index.html
http://www.dam.brown.edu/lcds/
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 6) Georgia Tech, Applied Chaos Laboratory. http://www.cns.gatech.edu/ 

 7) University of Texas, Center for Nonlinear Dynamics. http://chaos.utexas.edu/ 

 8) University of Illinois, The Applied Dynamics Laboratory.  

http://danko.mechanical.illinois.edu/index.htm 

 9) The New England Complex Systems Institute. http://necsi.edu/ 

10) Boston University, Mathematics & Statistics. The Dynamical Systems Group.  

http://math.bu.edu/dynamics/faculty.html 

11) The Pennsylvania State University, Department of Mathematics, Center for Dynamical 

Systems and Geometry. http://www.math.psu.edu/dynsys/ 

12) University of Michigan,Center for the Study of Complex Systems.  

http://www.lsa.umich.edu/cscs/ 

13) SIAM Activity Group. http://www.siam.org/activity/ds/ 

14) 文部科学省研究振興局, 数学イノベーション委員会中間報告. 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu17/002/ 

15) 革新的シミュレーション研究センター. http://www.ciss.iis.u-tokyo.ac.jp/index.php 

16) DSWeb. http://www.dynamicalsystems.org/hp/hp/ 

17) Society of Chaos Theory in Psychology & Life Science.  

http://www.societyforchaostheory.org/ 

18) Dynamical System Software. http://www.dynamicalsystems.org/sw/sw/ 

19) University of Maryland. http://www.chaos.umd.edu/ 

20) The University of Warwick.  

http://www2.warwick.ac.uk/fac/sci/maths/research/dynamics/ 

21) A list of research sites maintained at the University of Warwick.  

http://www.maths.warwick.ac.uk/dynamics/links.html 

22) Complex systems society. 

http://css.csregistry.org/tiki-index.php?page=wiki&redirectpage=homepage 

23) University College London, Centre for Mathematics, Physics and Engineering in the 

Life Sciences and Experimental Biology. http://www.ucl.ac.uk/complex 

24) University of Oxford. https://www0.maths.ox.ac.uk/groups/ociam 

25) FyDiK. http://fydik.kitnarf.cz/ 

26) iDMC. https://code.google.com/p/idmc/ 

27) City University of Hong Kong, College of Science and Engineering, Centre for Chaos 

and Complex Networks. http://www.ee.cityu.edu.hk/~cccn/assoccentres.htm#Japan 

http://www.cns.gatech.edu/
http://chaos.utexas.edu/
http://danko.mechanical.illinois.edu/index.htm
http://necsi.edu/
http://math.bu.edu/dynamics/faculty.html
http://www.math.psu.edu/dynsys/
http://www.lsa.umich.edu/cscs/
http://www.siam.org/activity/ds/
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu17/002/
http://www.ciss.iis.u-tokyo.ac.jp/index.php
http://www.dynamicalsystems.org/hp/hp/
http://www.societyforchaostheory.org/
http://www.dynamicalsystems.org/sw/sw/
http://www.chaos.umd.edu/
http://www2.warwick.ac.uk/fac/sci/maths/research/dynamics/
http://www.maths.warwick.ac.uk/dynamics/links.html
http://css.csregistry.org/tiki-index.php?page=wiki&redirectpage=homepage
http://www.ucl.ac.uk/complex
https://www0.maths.ox.ac.uk/groups/ociam
http://fydik.kitnarf.cz/
https://code.google.com/p/idmc/
http://www.ee.cityu.edu.hk/~cccn/assoccentres.htm%23Japan
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３.５.４ 複雑系物理学 

（１）研究開発領域名 

複雑系物理学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

物理的手法に基づく複雑系の計測手法開発と情報抽出、法則の発見。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

物理学には、素粒子物理学のように物質を極限まで分解して理解しようとする分野も

あるが、それだけでは複雑な自然現象の理解は不可能である。我々を取り巻く自然現象

は、多くの要素からなり、それらが複雑に相互作用しながら、時には秩序を、時には乱

れを創り出している。この世界は、不断にエネルギーや物質の流れが存在する非平衡の

世界であり、その理解のためには、複雑系を統計力学や非平衡物理学の視点から解きほ

ぐす必要がある。物理学の本質は、理論と実験を両輪に、現象の奥に潜む法則やメカニ

ズムを明らかにし、それらを元に予測や制御を行うことにある。複雑系に関する物理学

が発展し、その理論や観測方法が進歩することで、新物質の開発や新たな計測技術など

の新技術につながるとともに、実社会に偏在する様々な秩序とゆらぎに潜む法則の発見

や制御技術の発達を促す可能性がある。 

統計物理学は伝統的に多数の要素から成る系が、少数の変数で記述でき、さらにはマ

クロな法則に従うことを明らかにしてきた。その成果は、現代の物質科学や情報科学、

エネルギーの科学を支える基盤となっている。しかし、これらの成果は多くの場合、熱

平衡系に限られており、それに比べて非平衡系の統計力学はいまだ発展途上にある。そ

のメインストリームの一つは、ミクロな力学を出発点にして、非平衡系への拡張を目指

すものであり、近年は、ゆらぎの定理の発見など非平衡系特有のゆらぎが満たす法則が

明らかになっている。また、非平衡系に特徴的な自己組織化や乱れなどの構造形成の原

理とメカニズムを明らかにしようとする潮流は、現在、マイクロスケールからナノスケ

ールの現象までその対象を広げている。また、統計力学の手法を情報の世界に適用し、

大自由度系の確率ダイナミクスを扱う情報統計力学と呼ばれる分野も近年発達してきて

いる。 

これらの非平衡統計力学、あるいは非平衡物理学、さらには情報統計力学を総合した

分野を「複雑系物理学」と呼ぶことにする。「複雑系物理学」は、自然界の基本的な物

理法則に立脚し、物質や対象の違いを超えて、（1）多数の要素から成る系のゆらぎや

応答の従う法則を明らかにし、（2）非平衡状態で対称性を破って現れる自己組織構造

や乱れの生成原理と性質を解き明かし、それらを元に、（3）ゆらぎから情報を得る計

測技術や複雑系の制御方法の開発、さらには情報処理分野における統計力学手法の応用

までを視野に入れた研究分野と言うことができる。その対象は、非平衡状態にある固体、

液体、ガラス、ソフトマターなど様々の凝縮系物質に始まり、非平衡状態としての生命

現象や、動き回る要素集団であるアクティブマターや交通流、群衆モデルにまで及んで

いる。また、手法としては、ミクロレベルの記述としての力学やメゾスケールでの確率

過程による記述、マクロレベルでの連続体モデルによる記述などに立脚しながら、系の
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時間発展法則や統計的性質を明らかにすることが主眼となっている。そこでは、しばし

ば単純なモデルによる記述が実際の物質や現象と定量的にも一致し、それが物質や系の

違いを超えて同じ性質を持つという普遍性と呼ばれる現象が現れることがあり、物理的

アプローチの強みが明らかとなる場合がある。以下では、複雑系物理学の最近の発展に

ついて、少し具体的に見てゆくことにする。 

物質の性質を定量的に測定、分類し、特徴づけることは、物質科学の基本であり、物

質の利用においては欠かせない重要なステップである。特に、電気伝導率、帯磁率、熱

伝導率、粘性率などの輸送係数の同定は重要である。熱平衡のゆらぎと応答の関係を最

初に明らかにしたのは、1905 年の Einstein によるブラウン運動の理論であり、電気伝

導に関しては、1927 年に Johnson と Nyquist により、抵抗の電圧ゆらぎと抵抗値の関

係が明らかにされた。これらの理論を、NMR（核磁気共鳴）信号の解析や量子系にも適

用できる形に一般化し、線形応答理論という理論にまとめたのは、久保、富田、中野、

中嶋を始めとする日本の統計力学研究者達であった 1)。特に、Green-Kubo 公式と呼ば

れる関係式は、輸送係数を決定する方法として物質科学のあらゆる場面で用いられてお

り、特に、物質設計シミュレーションでは欠かせない方法の一つである。線形応答理論

は、熱平衡の近傍でのみ成立つ関係式であり、ゆらぎは基本的にガウス分布に従う。し

かし、平衡から遠く離れると、駆動力と応答の関係は非線形となり、ゆらぎも非ガウス

分布となる。このような非平衡ゆらぎの研究は多方面で行われてきた。中でも、抵抗に

電流を流した場合のゆらぎであるショットノイズは、電子の粒子性が現れる最も単純な

非平衡ゆらぎの一つである。ショット雑音では、ファノ因子を測ることにより、電気伝

導に関与する電荷の素量が分かる。これを利用して、分数量子ホール効果の検証が行わ

れ、1998 年のノーベル物理学賞にもつながったことは記憶に新しい。量子ホール効果は、

電気抵抗の標準（約 10 桁）などにも用いられる重要な現象である。近年では、計測技

術の進歩により、これらの量子現象が単電子ナノデバイスなどでも測定可能になってき

ており 2)、電流ゆらぎ一つを取っても、非平衡ゆらぎの測定が物質の基本特性を明らか

にするばかりでなく、今後も新現象の検出や電気標準の革新に結びつく技術となる可能

性がある。 

線形応答理論を越えて、非平衡状態で現れる熱ゆらぎの性質を理論的に明らかにしよ

うとする試みは、統計力学分野で伝統的に行われてきたが、1993 年に始まる「ゆらぎの

定理」の発見 3)、1997 年の Jarzynski 等式の発見 4)により大きく進展した。ゆらぎが観

測しやすい小さな系を対象とするため、1 分子計測やナノデバイス、単電子デバイスな

ど、小さな系の非平衡現象を扱う上で、不可欠の理論となりつつある。具体的には、RNA

の 1 分子をレーザーピンセットや AFM（原子間力顕微鏡）で伸張させた場合のエネル

ギー変化やエントロピー生成をゆらぎの分布から測定することが可能である 5)。同様の

ことは、ブラウン粒子のレーザー操作や 6)、量子干渉デバイスの非平衡ゆらぎを測定す

るなどの状況にも適用可能である 7)。このように設定が一般的なため、様々の実験系に

適用できる可能性を持っている。実際にこの理論の出現により、1 分子計測でも熱測定

が可能となったことは特筆すべきであろう。通常、物質の比熱や相変化に伴う自由エネ

ルギーには、マイクロカロリメータなどを用いるため、少なくとも数 ml 程度の物質が

ないと測定は不可能であるが、1 分子操作における仕事のゆらぎを測定し、Jarzynski
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等式を用いれば、必要な物質の量はカロリメータの 1020 分の 1 程度ですむことになり、

微量な生体分子を測定する方法として今後用いられる可能性がある。Einstein 関係式や

Green-Kubo 公式では、ゆらぎの相関関数と応答が一致するというゆらぎ-応答関係式が

成立つが、非平衡状態では一般にこの等式が破れる。Harada-Sasa（HS）関係式は、こ

の破れの大きさが熱散逸率に等しいことを表している。このことは、1 分子計測やナノ

システムにおいて、通常の方法では測定不可能な微量の発熱やエネルギー移動、さらに

は熱と仕事の変換効率などの計測を可能にするという大きな意義を持っている。このよ

うな観点から、小さな系における発熱やエネルギー収支を計測する実験が Toyabe 等に

より行われた 8)。 

これらの 1 分子計測における新しい非平衡関係式を用いた熱測定技術は、今のところ

デモンストレーションにとどまっているが、将来的に MEMS や近接光測定、蛍光測定

技術などと組み合わせることで、同時に複数の分子を操作できれば、多種の分子を同時

並行かつ大量に熱計測できる大きな可能性を秘めている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ 複雑系の物理を物質科学や工学に応用するためには、非平衡現象に関連したダイナミ

クスの理解、分岐理論や非線形動力学、非平衡の熱統計力学、非平衡相転移など基礎

科学の十分な発展と理解が必要である。物質科学への応用には、非平衡輸送現象に関

する理解を深化させ、電気的応答、磁気的応答、構造形成や構造変化に関する知見と

して、連続体の弾性変形、塑性変形、破壊力学、欠陥の動力学などに分岐理論や秩序

形成の理論を拡張して適用できる可能性がある。 

・ 欧米では、複雑系科学を目的とした研究機関が多いため、基礎研究から応用研究まで

を見通して研究体制を整備したり、新しい研究動向が把握しやすい環境にある。複雑

系科学に携わる研究者や研究グループが、世界の動向を迅速に知り的確に研究が展開

できるよう、日本でも新たな研究所の創設が望まれる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 文部科学省の新学術領域研究（研究領域提案型）では、「ソフトインターフェースの

分子科学」（H20-H24）、「コンピューティクスによる物質デザイン：複合相関と非

平衡ダイナミクス」（H22-H26）、「感覚と知能を備えた分子ロボットの創成」

（H24-H28）、「ゆらぎと構造の協奏：非平衡系における普遍法則の確立」（H25-H29）、

「生命分子システムにおける動的秩序形成と高次機能発現」（H25-H29）など、凝縮

系物質や超分子集合体、生命を模倣した分子システムやロボットに至るまでを非平衡

ダイナミクスや自己組織化の観点から理解し、実現しようとする大規模な共同研究プ

ロジェクトが続けて採択され、ファンディングが加速するとともに、この分野の裾野

が拡大しつつある。 

・ 物理現象には量子限界、熱力学的限界などの様々の限界が存在する。これらの限界は、

測定や標準の精度限界や、熱機関の効率の限界、物質の冷却限界、計算における最小

発熱などを決めているが、これらの限界が本質的な限界であるのか、新しい技術で限

界を破ることができるのかは、常に物理学者の議論の的となってきた。情報の世界で
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は、類似の概念として、通信路容量の上限を決める Shannon 限界や計算量理論にお

ける P/NP 問題などがある。近年、これらの理論的限界に関する理解が進み、限界に

近い状態を有限時間で近似的に実現する技術や、操作的方法や新技術によって克服で

きる可能性が見えてきている。熱力学第二法則に関する Maxwell demon や計算の発

熱限界に関する Landauer 原理をより精密に議論することを可能にした情報熱力学は、

測定とフィードバックにより部分系ではこの限界が破れることを明らかにした 9, 10)。 

・ .MRI や AFM（原子間力顕微鏡）、レーザーピンセットのデータ処理と解析には、熱

ゆらぎによる揺動と散逸の関係を表す揺動散逸定理が使われている。通常は、熱雑音

や量子ゆらぎが測定の限界を与えている。これに対して、古典ゆらぎに関しては、ゆ

らぎを測定し、フィードバックによりノイズを低減する方式が提案されている。例え

ば、加速器に於ける Stochastic Cooling 法 11)は、ゆらぎ情報のフィードバックによる

冷却である。ちなみにこの実験手法は、1984 年のノーベル物理学賞のウィークボソ

ンの発見につながったとされている。量子系では、レーザー冷却などが原子のゆらぎ

情報に応じた制御を行っており、同様の技術として捉えることができる。 

・ 2014 年の数学のフィールズ賞は、Hairer Martin の確率微分方程式の研究に与えられ

た。これは、成長するランダム界面の方程式である KPZ（Kardar-Parisi-Zhang）方

程式の厳密解の研究が近年急速に進んだことと、液晶の実験においてそれを検証する

結果が得られたことに大きく影響を受けているとされている 12, 13)。 

・ コロイド結晶は、フォトニック結晶の製作方法などに応用されているが、近年はコロ

イド粒子の一つ一つに構造の異方性や極性を導入することで、より複雑な構造を自己

組織化する試みが行われている。オランダ、ユトリヒト大学の Soft Condensed Matter 

Group や、ニューヨーク大学の Center for Soft Matter Research では、新たな異方

性コロイドの製作方法の開発が行われ、それらを用いたコロイド結晶やコロイド膜な

どの作成が試みられている。 

・ バイオミメティック材料の開発において、ナノスケールからマイクロスケールの領域

で構造を自己組織化することで、超撥水、構造色、サメ肌、イモリの粘着毛を模した

材料の開発が行われている。 

・ .ImPACT「しなやかなタフポリマー」のプログラム・マネージャー伊藤耕三等の環動

ゲル、片岡一則のドラッグデリバリーシステム（DDS）における高分子ミセルは、い

ずれもソフトマターの自己組織化原理を用いた機能性高分子の製造方法である。 

・ 世界的には、非平衡効果の産業応用も活発化している。ドイツでは、非平衡クロス効

果の一種であるソーレ効果を利用して、高感度の生体分子認識や医療検査に使える計

測器のベンチャービジネス（Nano Temper Technology）が立ち上がり、具体的成果

をあげつつあるほか、ノルウェイでは、海水と真水を利用した浸透圧発電の実用化試

験が行われ、フランスでも浸透圧発電を目指したナノチューブを用いた新しい半透膜

の開発が始まっている 14-17)。 

・ 多くの境界領域分野で、ナノスケールからマイクロスケールまでの物理、化学現象を

階層的に取り入れたマルチスケール、マルチフィジクスモデリングが実用化されつつ

ある。 

・ 世界的に、アクティブマターと呼ばれる研究分野が大きく成長しつつある。これは、
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自己駆動コロイドや生体分子モーター、運動する細胞集団、昆虫や鳥、魚の群れに至

るまで自ら動く粒子集団の振る舞いを理論・実験の両面から明らかにする研究であり、

物理、化学、生物、工学など多くの分野の研究者を巻き込んで研究が開始されており、

関連した国際会議や論文の数も急激に上昇している。ここでも、統計物理モデルが実

際の系の本質を良く表していることが明らかになりつつある 18-20)。 

・ CG の物理シミュレーションでは、自由界面や分裂、合流する複雑な流体シミュレー

ションに物理保存則を満たしつつ、境界条件の扱いが容易な SPH（Smooth Particle 

Hydrodynamics）モデルが多用されるようになっている。 

・ Craig Reynolds が提案した BOID モデルは、単純なアルゴリズムにより、生物集団

の動きを自然に近い形で再現することに成功した。このモデルは、バットマンやジュ

ラシックパークなどの映画における CG 自動作成などで使用され、今日の CG の基礎

となっている。 

・ スパースモデリングや圧縮センシングは、大規模データから少数の変数で記述できる

モデルを抽出したり、少ないデータから背後にある本質的な構造を抽出する手法であ

るが、この解法には情報統計力学の手法が使われており、現在研究が活発化している。

こうした研究は MRI や NMR の検査時間時間短縮、さらには宇宙探査データや生命

情報などの解析にも効果的と考えられている。 

・ 情報統計力学手法を用いた情報ネットワークの性能評価、アルゴリズム開発が進めら

れている。例えば、携帯電話、スマートフォンなどの通信機器に用いられている CDMA

（Code-Division Multiple Access）などのスペクトラム拡散通信方式において、多数

のユーザーの通信データを正しく復号化する問題では、NP 完全問題とも関係して、

有限時間で解を見いだす近似アルゴリズムなどが使用されている。そのため理論的な

性能限界などの性能評価が欠かせない。情報統計力学では、ベイズ推定の一種である

MAP（Maximum A Posteriori）法や MPM（Marginal Posterior Mode）法などを用

いて信号の推定を行い、レプリカ法などを用いてこれらの性能評価を理論的に行うこ

とができる。 

・ ゆらぎから秩序を形成する原理として、物理系における自由エネルギーの最小化や、

情報分野における評価関数の最小化などがあるが、これらに関連した多体問題の解を

求めることが必要な場面が多く存在する。タンパク質フォールディング問題などにお

いては、マルチカノニカル法やレプリカ交換法などが効率的に基底状態を求めるアル

ゴリズムとして使われている。また、ベイズ推定などの様々の統計的推定では、求め

る統計分布のサンプリングを行うため、マルコフチェーンモンテカルロ法（MCMC

法）などが使われている。散逸系でアトラクターが存在する場合やポテンシャルの最

小化問題では、シミュレーテッドアニーリング法が広く用いられており、最近では、

量子アニーリング法などが世界初の実用的量子コンピュータである D-Waveにも採用

されている 21)。 

・ ネットワーク科学は、物理学者の A. Barabási 等により創設されたが、フラクタルや

スケール不変性などの自然現象に見られる概念をインターネット空間やタンパク質

の相互作用などあらゆる種類のネットワークに普遍的に見られる構造に着目するこ

とで、分野の境界を越えて拡大しつつある分野である。 
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・ アクティブマターの研究は、鳥や魚の群れのモデルとして出発したが、現在では分子

モーターや自己駆動するコロイド粒子、細胞集団の運動など広範な現象の普遍的な性

質を扱う分野に拡大しつつある。数理科学分野では Crowd Dynamics の用語で呼ばれ、

人間や動物の群集ダイナミクスの数理モデルを扱う分野と関連している。また、情報

科学との関連では、群れ運動や Crowd Dynamics は、集合知や Decision Making の

問題とも関連している。 

・ 欧州の ERC（European Research Council）の Advanced Grant（AdG）で Critical 

Phenomena in Random Systems や、Complex structure and dynamics of collective 

motion、The Physics of Active Particle Suspensions などの大型予算が採択され、FP7

の International Research Staff Exchange Scheme（IRSES）では、SoftActive— 

Non-equilibrium dynamics of soft and active matter が採択され、仏独日の交換プロ

グラムがスタートするなど、複雑系物理学に関するファンディングが行われている。 

 

（６）キーワード 

複雑系、複雑系物理学、統計力学モデル、熱力学第二法則、非平衡ゆらぎ、自己組織

化、力学系、非線形科学、非平衡ソフトマター、アクティブマター 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・北海道大学電子科学研究所、同大学院工学研究科応用物理学専攻、
東北大学大学院理学研究科物理学専攻、同情報科学研究科応用情報
科学専攻、東京大学大学院理学系研究科物理学専攻、同総合文化研
究科、東京工業大学大学院理工学研究科物性物理学専攻、同総合理
工学研究科知能システム科学専攻、京都大学大学院理学研究科物理
学・宇宙物理学専攻、同情報学研究科複雑系科学専攻、大阪大学大
学院理学研究科物理学専攻、広島大学大学院理学研究科数理分子生
命理学専攻、九州大学大学院理学研究院物理学部門、早稲田大学先
進理工学部、中央大学理工学部物理学科、明治大学先端数理科学イ
ンスティテュートなどで、複雑系の物理と関係した教育・研究が行
われている。 

・科学研究費補助金の新学術領域研究で「ゆらぎと構造の協奏：非平
衡系における普遍法則の確立」（H25~H29）が発足し、非平衡系の
統計力学の観点からソフトマター、量子凝縮系、生命機能に関する
研究が展開されている。また、「スパースモデリングの深化と高次
元データ駆動科学の創成」（H25~H29）では、情報統計力学の研究
が展開されている。 

・JSTさきがけ事業「数学と諸分野の協働によるブレークスルーの探
索」では、多くの若手の物理系研究者が採択され成果をあげた。  

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・産業技術総合研究所ナノシステム研究部門では、複雑系物理・化学
に基づく非平衡材料やナノシステムへの応用研究が行われている。 

・「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」では、東北大学
原子分子材料科学高等研究機構（AIMR）において物理と数学の材
料科学への応用や自己組織化原理に基づくバイオミメティック材料
の研究が行われている。 

・北海道大学大学院先端生命科学研究院先端融合科学研究部門、山形
大学大学院理工学研究科機械システム工学専攻、東京大学大学院新
領域創成科学研究科物質系専攻などで、複雑系物理のソフトマター
への応用研究が行われている。 

・JSTのImPACTプログラムで「超薄膜化・強靭化「しなやかなタフ
ポリマー」の実現」（伊藤耕三プログラム・マネージャー）が採択
され、非平衡科学や自己組織化の応用開発が開始されている。 

・東京大学の片岡一則等が開発している抗がん剤などのドラッグデリ
バリーシステムは、高分子PEGを用いた高分子ミセルの自己集合効
果を応用した技術である。 
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産業化 ○ → 
・株式会社豊田中央研究所、株式会社ブリヂストン、花王株式会社な

どで、自己組織化に基づくソフトマターの産業化研究が行われてい
る。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・米国の多くの大学で、統計力学、ソフトマター、生物物理学の基礎
研究が展開されるとともに、Santa Fe Institute や  Los Alamos 
National Laboratory、Rockefeller大学、Princeton大学などでは、
物理、生物の分野融合により世界をリードする複雑系科学の研究が
展開されている。 

・プリンストン高等研究所では、新たに理論生物学のグループを立ち
上げ、S. Leibler、A. Libchaber、Simon Levinなどの有力な物理学
者が核となり研究を展開している。 

応用研究・
開発 

○ → 
・D-Wave Systems, Inc.は、東工大の西森秀稔等の提案した量子アニ

ーリングの原理を使用して、量子コンピュータの開発を行っている。 

産業化 ◎ ↗ 

・CGにおいて物理法則に従い運動する物体や流体、生物の群れなどの
生成アルゴリズムは、物理運動シミュレーションと呼ばれ広く普及
している。 

・Wolfram社の商用ソフトウェアMathematicaは、物理学者であった
S. Wolframが開発し、世界的に普及している数式処理システムであ
る。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・ドイツでは、複雑系関連の研究施設がMax Planck Institute（MPI）
の中に少なくとも4つ存在し、欧州を代表する複雑系研究が行われ
ている。MPI for the Physics of Complex Systems（Dresden）、
MPI for Dynamics and Self-Organization （Göttingen）、MPI for 
Dynamics of Complex Technical Systems（Magdeburg）、MPI for 
Polymer Research（Mainz）などで、物理学をベースに流体科学、
非線形動力学、システム生物学、ソフトマターなどの複雑系の研究
が大規模に行われている。 

・ド イ ツ の Fritz-Haber-Institut der Max-Planck-Gesellschaft
（Berlin）では、G. Ertl （2007年ノーベル化学賞）によって創始
されたグループが化学反応拡散系に関する実験と理論研究を行って
いる。また、国立研究所Forschungszentrum Jülichには、Institute 
of Complex Systemsが設置されており、理論と実験グループがそれ
ぞれソフトマターと生物物理の複雑系研究を展開している。 

・フランスは、数学、物理、生物学などの基礎科学に強い伝統を有し、
それらを融合した分野として、アクティブマターや非線形動力学の
研究が精力的に行われている。 

・英国は数理、物理、生物学のレベルが高く、生物流体の研究が精力
的に行われている。 

・ドイツ科学財団（DFG）による大型共同研究プロジェクトである
SFB （ Sonderforschungbereich ） で “Physics of Colloidal 
Dispersions in External Fields”（SFB, TR 6, 2002-2013）が採択・
実施され、ドイツ、オランダを中心としてコロイドの自己組織化と
非平衡科学の基礎研究が大規模に行われた。 

・DFGによるPriority Programme “Microswimmers – From Single 
Particle Motion to Collective Behaviour”（SPP 1726, 2014-2016）
が採択され、ドイツ国内での大規模な共同研究と教育研究が推進さ
れている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・欧州では、エネルギー問題に対する理論研究者の関心も高く、海水
と真水を利用した浸透圧発電などのブルーエナジーにも関心が高ま
っており、ノルウェイで実用化試験が行われたほか 14)、フランスで
もナノチューブで起こる非平衡現象を利用した新しい半透膜の開発
も始まっている15)。 

産業化 ○ ↗ 

・ドイツでは、非平衡クロス効果の一種であるソーレ効果を利用して、
高感度の生体分子認識や医療検査に使える計測器のベンチャービジ
ネス（Nano Temper Technology）が立ち上がり、具体的成果をあ
げつつある16, 17)。 

中国 基礎研究  ○ ↗ 

・北京大学、上海交通大学、復旦大学、中国科学アカデミーの物理学
研究所などで、複雑系物理学の基礎研究が行われている。 

・中国の計算科学分野の中心的研究所であるBejing Computational 
Science CenterのComplex Systems Divisionでは、統計力学に基づ
いた複雑系物理学の研究が行われている。 

・中国は1000 Talents Planにより海外から有力な研究者を呼寄せて
いる。その一貫として、北京大学には、Center for Quantitative 
Biology、Center for Theoretical Biologyなどの研究所が新設され、
物理学手法による定量生物学研究が開始された。  

・アクティブマターの研究は最近、中国政府が関心を寄せており、こ
れらを対象とした研究が今後増えていくと期待される。 
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応用研究・
開発 

○ ↗ 
・国家自然科学基金委員会の2014年の重点研究22)として、「高性能科

学技術計算と計算可能モデリング」が取り上げられ、非定常の流体
運動や大気現象に関する研究が重点化されている。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

韓国 

基礎研究  ○ → 

・ドイツ Max Planck Instituteを目指して、 Institute for Basic 
Scienceでは、すでに10以上の研究センターが新設されている。そ
の中で、Center for Theoretical Physics of Complex Systems、
Center for Self-assembly and Complexity、Center for Soft and 
Living Matterなどでは、複雑系物理学の観点から研究を行ってい
る 23)。 

・アメリカとの交流が盛んであり、ネットワーク科学の研究者数が多
い。 

応用研究・
開発 

○ → ・サムソンは、医療技術や医薬産業に多くの投資を開始している。  

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
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３.５.５ 複雑系数理モデル学 

（１）研究開発領域名 

複雑系数理モデル学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

複雑系を解析するための数理モデリングとその数理解析手法の研究開発。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

複雑系は、一般に多種多様な非線形要素が非線形相互作用するシステムであり、要素

群と全体の間に階層的フィードバックを生じる。したがって、要素還元論的理解も全体

還元論的理解も、どちらか一方だけでは複雑系を理解するためには不十分である。 

このような複雑系に対しては、数理モデルによる研究手法が有効である。すなわち、

非線形要素および要素間の非線形相互作用をモデル化して数学的に複雑系を構成し、そ

の数理モデルを理論的に解析することにより、複雑系を理解しようという方法論であり、

「構成（もしくは、合成）による解析（analysis by synthesis）」と呼ばれる。この「構

成による解析」と言う研究手法自体は、多種多様な構成要素を組み合わせて複雑なシス

テムを構築することが不可欠な工学分野で早い時期に発想されたものと思われるが、特

に数理モデルによる「構成による解析」は様々な問題で大きな効果を発揮するため、科

学技術はもとより人文科学、社会科学を含めて多くの研究領域で活用されている。この

ように、多様な複雑系を数理モデル化して数理的に解析する研究分野を「複雑系数理モ

デル学」と呼ぶ。「複雑系数理モデル学」は、様々な構成要素から成る複雑システムの

数理モデルを、（1）ネットワーク構造と最適化機能に関わる複雑ネットワーク理論、

（2）ダイナミクスと制御機能に関わる複雑系制御理論および（3）観測ビッグデータと

予測機能に関わる非線形データ解析理論の 3 つの基礎理論から成る理論的プラットフォ

ームに立脚して、構築・設計し解析することを可能にしている 1)。 

複雑系においては、要素→要素間の相互作用→全体→さらに要素へのフィードバック

という階層的フィードバックを生じるので、その数理モデリングにおいては、要素、要

素間の相互作用、全体という 3 つの階層に留意する必要がある。上記の理論的プラット

フォームを活用する場合にも、この 3 つの階層を考慮することが不可欠である。たとえ

ば、（1）複雑ネットワーク理論は、複雑系の構造という観点では 3 つの階層の中間レ

ベルの「要素間の相互作用」のモデル化と最も密接に関係するが、どのような要素を想

定するかといった要素レベルの問題、さらには全体を考えた最適化などの全体レベルの

問題を考慮することも必要となる。同様に、（2）複雑系制御理論は、たとえば、交通

流制御のように渋滞低減を全体レベルの目標として定め、各要素である車両に対して、

その相互作用を道路網というネットワーク構造上でモデル化した制御問題を取り扱う。

一方、（3）非線形データ解析理論は、要素レベルのデータ解析のみではなく、要素間

の相互作用によるネットワーク構造の観測データに基づいた構造推定や、脳から計測し

た脳波、脳磁界データ、脳画像の解析や生物の行動データ解析のように複雑系の全体レ

ベルの問題も取り扱う。 

「複雑系数理モデル学」は、「自然の書物は数学の言語によって書かれている」とい
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う意味の言葉を述べたと伝えられるガリレオ・ガリレイの思想を、複雑系を対象にして

現代の科学技術に適用するものである。その基盤となる物理現象を超えた様々な実現象

の数理モデル研究は、特にわが国で精力的に開発されてきたものである。まず、第 2 次

世界対戦後に GHQ によって東京大学工学部航空学科が廃止されたことがひとつの契機

となって、東京大学工学部で生まれた「数理工学」2)がある。また最近では、三村昌泰

によって提唱された「現象数理学」3)が同様の方向を指向している。数理工学や現象数

理学においては、様々な実現象を数理モデルで記述し、その数理モデルを数学的に研究

する。端的に言えば、複雑系数理モデル学は、複雑現象や複雑システムを対象にして数

理工学や現象数理学の観点から研究する学問の総称である。 

歴史的には、複雑系数理モデル学の重要な背景となったのは、1948 年に出版された

W. Weaver の論文である 4)。Weaver はこの論文の中で、17 世紀以降の自然科学研究を、

以下の 3 つに分類した。 

① 17 世紀から 19 世紀にかけて主として行われた、 少数変数の決定論的法則を研究

する「単純さの問題」（Problems of Simplicity）。 

② 1900 年前後から行なわれた、無数の変数からなる系の平均的挙動の確率・統計的

法則を研究する「組織されない複雑さの問題」（Problems of Disorganized 

Complexity）。 

③ この論文が出版された 1948 年の時点において今後本格的に研究すべき問題とし

て挙げられた「組織された複雑さの問題」（Problems of Organized Complexity）。 

この③の「組織された複雑さの問題」が、 今日的意味での複雑系の研究に対応してい

る。Weaver は、 その具体例として、生命システム、経済システム、社会システムなど

を上げるとともに、その研究のためには、 第 2 次世界大戦中に開発が加速された電子

計算機が重要な役割をはたすだろうと述べている。 

実際、複雑系数理モデル学にとって、コンピュータの貢献は極めて大きい。なぜなら

ば、複雑系は多くの場合大規模な非線形システムとして記述され、数学的な解析には大

きな困難を伴うため、近似的数値計算やシミュレーションが本質的に重要な役割を果た

すからである。 

このこととも深く関係するが、数理モデル学のパラダイムの変遷は以下の 3 つに大別

することが出来る。 

① ニュートン・パラダイム（17 世紀～19 世紀）：数理モデルもその解もともに式で

表現する研究。 

② ポアンカレ-ルンゲ-クッタ・パラダイム（1900 年前後）：ポアンカレによる幾何

学的・定性的解析、たとえば、「システムは安定か？」、「時間が経過するにつ

れて、周期的状態へ漸近するか？」、「パラメータ値が変化した時、解の力学構

造がどのように変化するか？」といった問題を、解の式自体は明示することなく

解析する研究（ただし、数理モデルの式は与えられる）、およびルンゲやクッタ

によって始められた、数値計算によって式が与えられた数理モデルの解を近似的

に求める研究。 

③ アルゴリズム的モデリング・パラダイム（1981 年以降）：数理モデルも解もとも

に、力学系の埋め込み定理に基づいて、コンピュータを用いてデータからアルゴ
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リズムとして近似的に構成する研究。 

この③のアルゴリズム的モデリング・パラダイムは、コンピュータの高性能化とビッ

グデータの集積によってはじめて本格的活用が可能になったものであり、第一原理から

のモデル化が難しい複雑系研究にとって不可欠な手法になりつつある。特に最近のビッ

グデータ研究の活発化によって、今後益々重要になることが予想される。 

複雑系数理モデル学の研究は、米国では Santa Fe Institute、 欧州では Max Planck 

Institute for the Physics of Complex Systems などを中心に行われている。さらに、米

国には、複雑系全般を研究対象とする教育・研究機関が数多くあり、複雑系を対象とす

る国際学会や専門学術誌も豊富である。大学と企業の産学連携も盛んであるため、実社

会に役立つ複雑系研究も活発に行われている。また、欧州にも、複雑系を謳う研究セン

ターが数多く存在し、欧州各国の複雑系の研究機関の連携を促進するグループが形成さ

れている 5)。また、複雑系に関する国際会議（ECCS）が毎年行われており、最新の研

究が発表される 6)。さらに、複雑系科学における研究・教育を促進し、研究・高等教育

機関をつなぐ国際的なネットワークの設立を目的として、UNESCO UniTwin network 

for a Complex Systems Digital Campus7)のプログラムが 2013 年 8 月より開始されて

いる。アフリカや中南米諸国を含めて、多くの国（Algeria, Argentina, Belgium, Brazil, 

Cameroon, Chile, Colombia, Cuba, France, Germany, India, Israel, Italy, 日本 , 

Lebanon, Mexico, Morocco, Mozambique, Peru, Poland, Portugal, Senegal, Spain, 

Switzerland, 台湾, Tunisia, 英国, Venezuela）の大学や研究所が参加している。中国や

韓国などのアジア諸国には、まだ大きな存在感のある複雑系の教育・研究機関は見られ

ない。 

わが国では、複雑系数理モデル学に関係の深い研究として、科学技術振興機構の戦略

的創造研究推進事業（ERATO）8)において、山本量子ゆらぎプロジェクト 9)、今井量子

計算機構プロジェクト 10)、合原複雑数理モデルプロジェクト 11)、金子複雑系生命プロジ

ェクト 12)、湊離散構造処理系プロジェクト 13)、河原林巨大グラフプロジェクト 14)などが、

また内閣府／日本学術振興会の最先端研究開発支援プログラム（FIRST）15)として、情

報エネルギー生成基盤プロジェクト 16)、量子情報処理プロジェクト 17)、最先端数理モデ

ルプロジェクト 18)などが行われた。また、「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」

では、東北大学原子分子材料科学高等研究機構（AIMR）19)および東京大学国際高等研

究所カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）20)において数学をベースとした研究が

行われている。特に、平成 15 年度から 20 年度まで行われた科学技術振興機構戦略的創

造研究推進事業 ERATO 合原複雑数理モデルプロジェクト 11)および平成 21 年度から 25

年度まで行われた FIRST 最先端数理モデルプロジェクト 18)において、複雑系数理モデ

ル学が体系化された。これらのプロジェクトでは、複雑系を対象とする様々な基礎的モ

デリング・解析手法が開発されると共に、幅広い分野への応用研究が行われた。基礎理

論では、それまで独自に発展してきた力学系理論と制御理論を融合して複雑系制御理論

が構築され、たとえば両理論の概念を組み合わせたロバスト分岐という新しい概念が生

み出された。また、複雑ネットワーク理論、非線形力学系理論、非線形データ解析など

の異なる手法を組み合わせた研究が大きく進展した。たとえば、新しく提案された動的

ネットワークバイオマーカーは、サンプル数の少ない遺伝子やタンパク質の大規模発現
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データから疾病前状態（未病）を同定する新しい理論で、疾病の早期診断や病態悪化の

予兆検出に応用できることが示された。この理論は、適用条件を満たせば、疾病以外の

複雑ネットワーク不安定化の予兆検出に広く応用できると見込まれ、今後の水平展開が

期待されている。 

さらに、北海道大学数学連携研究センター、東京大学生産技術研究所最先端数理モデ

ル連携研究センター、東京大学複雑生命システム動態研究教育拠点、統計数理研究所、

明治大学現象数理学研究拠点、明治大学先端数理科学インスティテュート、九州大学マ

ス・フォア・インダストリー研究所などで複雑系の数理モデルが活発に研究されてきて

いる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ 複雑系の数理モデル化のためには、構成要素の数理モデル化とその相互作用の数理モ

デル化の両方が必要である。特に、複雑系に固有な要素還元論的理解も全体還元論的

理解も単独では不可能な性質が、その数理モデル化をチャレンジングなものとしてい

る。また、生命システム、経済システム、社会システムなど第一原理がいまだあきら

かではない対象が多いので、数理モデル化に際しては、定性的数理モデルから定量的

数理モデルまで様々なスペクトラムの数理モデルの構築が可能であるため、どの様な

目的でどのレベルで数理モデル化するかを十分に検討することが求められる。さらに、

複雑系数理モデル学は広範囲の実現象を対象とするため、数理モデルの理論解析のた

めには、既存の数理解析手法のみでは不十分である。したがって、数理モデル化のみ

ではなく得られた数理モデルの理論解析手法の開発も同じく重要である。 

・ 一般に複雑系の数理モデルは大規模な非線形システムになるため、数値計算やシミュ

レーションの計算量は大きい。また、力学系の埋め込み定理に基づいてデータからの

アルゴリズム的数理モデリングを行う際にも、ビッグデータを活用する場合はやはり

計算量が問題になる。特に、GPS データやスマートグリッドなどを用いた、人間関係

のネットワークや需要者側をも取り込んだ電力システムの数理モデル化に際しては、

個人情報の取扱いに十分注意した上で行う必要がある。 

・ 上記とも関連するが、通信情報、地理空間情報、生体計測情報、人間行動情報などの

ビッグデータが計測可能になってきており、それらを用いて複雑現象の数理モデリン

グを行うことが期待されている。しかし、そのような対象を扱うには、一般に高次元

のシステムや大量の未知パラメータが必要となる。アルゴリズムと計算資源があれば

機械学習の手法によってシステム同定は可能であるが、そのようなアプローチではシ

ステムの本質を理解することは困難である。ビッグデータ解析においても求められて

いることであるが、情報の取捨選択に関する方法論を確立することは、複雑系数理モ

デル学にとって重要な課題である。 

・ 地震、異常気象、感染症流行、発病などは、社会的にきわめて重要な現象であるが、

1 回性の高い極端な事象であるため、その推定や予測を行うことが困難である。それ

らを目的とする数理的技術を改良していくことは、災害予防や疾病予防に大きく貢献

すると考えられる。 

・ スマートフォンや携帯デバイスの発達により人間の社会活動に関するデータが取得
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できるようになってきたことを受けて、社会科学や心理学の研究対象だった複雑現象

が数理モデリングの対象になってきている。流行現象や意見形成の数理モデルは産業

界においてマーケティング戦略に、暴動や社会体制の変化などの数理モデル解析は社

会現象の理解に、それぞれ貢献している。今後は、実用性の高いモデリング技術の発

展が期待される。将来的には、適用範囲がさらに広がり、法学や政治学に関連する現

象の数理モデリングも行われる可能性がある。 

・ 数理モデルと実現象との間には、必ずモデル化誤差を生じる。複雑系においては要素

と全体の間での階層的フィードバックが循環するため、このモデル化誤差が大きな影

響を与える可能性がある。このことが、複雑系の数理モデル化の難しさの一つの要因

となっている。この解決に向けて、ロバスト分岐解析理論のように数理モデルの不確

かさを力学系理論に取り込むことが重要であろう。 

・ 複雑系数理モデル学を実際の現象や問題に応用するには、異分野の研究者との対話と

連携が重要である。したがって、数理モデリングの研究者にとっては、異分野の知識

を身に着けることや、複雑系数理モデリングの技術的な面を非専門家にわかり易く伝

えることが必要となるが、そのような訓練を行う教育現場が不足している。 

・ 欧米では、複雑系科学を軸とした研究機関が多いため、日常的に新しいプロジェクト

の発足や研究動向が把握しやすい環境にある。数理モデリングに携わる研究者や研究

グループが、全世界の社会的重要課題を敏感に察知できるような体制作りが望まれる。

また、日本と諸外国の研究機関の連携もさらに進める必要がある。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 我が国の「第 4 期科学技術基本計画」（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定）において、「数

理科学」を、「科学技術の共通基盤」、「複数領域に横断的に活用することが可能な

科学技術」と位置付け、それに関する研究開発を推進することが明記された。2014

年度には、科学技術振興機構の CREST「現代の数理科学と連携するモデリング手法

の構築」21)と同さきがけ「社会的課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」22)、さら

には内閣府・革新的研究開発プログラム ImPACT「量子人工脳を量子ネットワークで

つなぐ高度知識社会基盤の実現」23)、厚生労働科学研究委託費・新興・再興感染症に

対する革新的医薬品等開発研究事業「感染症対策及び予防接種行政に資する数理疫学

研究」などがあらたに発足し、この分野のファンディングが活発化している。  

・ 米国のブレインイニシアチブ 24)や Human Connectome Project25)、また欧州の

Human Brain Project26)には巨額の予算が投じられている。多方面から脳の基礎的な

仕組みを理解し、それを疾病の予防や治療、また脳型計算へと応用する研究が行われ

ている。その一端として、脳の数理モデリングと解析技術の発展が期待されている。 

・ 高品質のデータの再利用を目的とする学術雑誌 Nature Scientific Data が 2014 年に

創刊され、複雑系の数理モデリングに役立つデータがオープンに使用可能になってい

くと期待される。 

・ 米国の James S. McDonnell Foundation では、2014 年から複雑システム研究に対す

る競争的資金の提供を行っている 27)。 
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（６）キーワード 

複雑系、複雑系科学、数理モデル、力学系、数理工学、現象数理学、非線形科学、複

雑ネットワーク、複雑系制御理論、非線形データ解析 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・公立はこだて未来大学システム情報科学部複雑系知能学科、東京大
学大学院新領域創成科学研究科複雑理工学専攻、京都大学大学院情
報学研究科複雑系科学専攻、名古屋大学大学院情報科学研究科複雑
系科学専攻などで、複雑系の数理モデルと関係した教育・研究が行
われている。 

・内閣府最先端数理モデルプロジェクト（平成21-25年度）が実施さ
れ、複雑系数理モデル学の基礎理論研究が行われた。また、複雑系
数理モデル学を様々な社会的重要課題に応用した。さらに、日本科
学未来館常設展示「1たす1が2じゃない世界－数理モデルのすすめ」
で、複雑系数理モデル学のアウトリーチ活動が行われて約20万人が
来場した。 

・JST戦略的創造研究推進事業CREST「現代の数理科学と連携するモ
デリング手法の構築」および、さきがけ「社会的課題の解決に向け
た数学と諸分野の協働」が2014年度に発足した。社会における支配
原理・法則が明確でない諸現象を数学的に記述・解明するモデルの
構築を目指すものである。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」では、東北大学
原子分子材料科学高等研究機構（AIMR）19)および東京大学国際高
等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）20)において
数学をベースとした研究が行われている。 

・北海道大学数学連携研究センター、東京大学生産技術研究所最先端
数理モデル連携研究センター、東京大学複雑生命システム動態研究
教育拠点、統計数理研究所、明治大学現象数理学研究拠点、明治大
学先端数理科学インスティテュート、九州大学マス・フォア・イン
ダストリー研究所などで、複雑系数理モデル学の様々な分野への応
用研究が行われている。 

・前立腺がんをはじめとする疾病のバイオマーカー値から数理モデル
に基づいて患者個々の病状推定や予後予測を行う基礎技術が確立
され、プロトタイプとなるソフトウェアが開発されている。 

・渋滞学という新しい数理モデルベースの研究分野が創成されてお
り、渋滞解消などを通じて交通システムの効率化に応用されようと
している。 

・地震の予測や災害に強いインフラの設計に応用できる数理モデル研
究に注目が集まっている。 

産業化 ○ → 

・トヨタ自動車株式会社、新日鐵住金株式会社、旭硝子株式会社など
で、複雑系数理モデル学の最先端産業化研究が行われている。 

・ネット広告の投資効果予測に数理モデルを活用する研究が企業等に
おいて活発に行われている。 

・文科省・科学技術試験研究委託事業「数学・数理科学と諸科学・産
業との協働によるイノベーション創出のための研究促進プログラ
ム」において、さまざまな産業分野の複雑数理モデル研究に関する
研究会が行われている。 
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米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・Santa Fe Institute や Los Alamos National Laboratory で、世界
をリードする複雑科学の研究が行われており、数理モデリングも重
要な役割を果たしている。 

・オバマ大統領のBRAINイニシアチブ中間報告において、NIHは本研
究領域に対して2014年に40億円の研究費を投じることを期待、その
重点領域の一つとして、モデリング学、統計学、計算論などと脳実
験の融合を掲げている5)。 

・脳の数理モデルとそのロボティクスへの応用研究に関して世界をリ
ードしている。 

・ブログやツイッターなどのソーシャルメディアのデータから人の社
会行動（民主化運動の広まりなど）、会話やメールを通じた人のコ
ミュニケーションの特徴、文化の発達などの数理モデルを構築する
研究が精力的に行われている。 

・NSFやNIHが癌研究に多くの予算を投じており、医療応用を目指し
た腫瘍成長の数理モデリングが広く行われている。 

・分子生物学とバイオインフォマティクスの進展を受けて、システム
生物学において遺伝子・タンパク質ネットワークおよび細胞・免疫
系の数理モデリングが盛んに行われ、医薬・医療への応用を目指し
て資金的にも力を入れている28)。 

応用研究・
開発 

○ → 

・New England Complex Systems Institute において、複雑系数理
モデル学の応用研究が行われている。 

・力学系モデルを解析するフリーソフトウェアAUTOが世界的に普及
している。 

・企業の研究所や海軍などでも最先端の数理モデル技術を用いたアル
ゴリズムの開発やシミュレータの開発が盛んに行われている。  

産業化 ◎ ↗ 

・D-Wave Systems, Inc.（拠点はカナダ）は、NASA や Google と
共同で量子コンピュータを開発している。 

・米 IBM は、ヒトの脳の情報処理機構を模倣した半導体技術を開発
している。 

・多くのIT企業、製造業、金融機関などで数理モデルが開発されソフ
トウェア等の形で実用化されている。 

・Mathwork社の商用ソフトウェアMatlabは世界的に科学技術計算
に広く用いられ、信号処理システム等のモデリングに便利な
Simulinkというツールを備えている。 

・Wolfram社の商用ソフトウェアMathematicaは世界的に普及して
いる数式処理システムである。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・複雑系科学における研究・教育を促進し、研究・高等教育機関をつ
なぐ国際的なネットワークの設立を目的として、 UNESCO 
UniTwin-Complex Systems Digital Campus が 2013年 8月に発
足した。 

・ド イ ツの Max Planck Institute for the Physics of Complex 
Systems やフランスの国立科学研究センター (CNRS) において、
ヨーロッパを代表する複雑系科学の研究が行われており、数理モデ
リングも重要な役割を果たしている。 

・各 国 の 数 理 モ デ ル 研 究 者 の 交 流 が 盛 ん で あ る 。 European 
Conference on Complex Systems (ECCS) という会議では、毎年レ
ベルの高い研究発表およびサテライトシンポジウムが企画されて
いる6)。 

・英国は数理生物学のレベルが高く、生態系、感染症、がんなどの数
理モデル研究が精力的に行われている。 

・ドイツ・フランス・イタリアのグループの連携により、新しいセン
シング技術で得られる大量の人の接触データから感染症や人の行
動パターンの数理モデリングが研究されている29)。 

・2013年に開始した、欧州FETの二大プロジェクトの一つである
Human Brain Projectには、10年間で1200億円が投じられ、神経細
胞の数理モデルに基づいて脳全体の活動のシミュレーションシス
テムの構築が目標とされている26)。 

・英国やドイツでは細胞やその遺伝子制御ネットワークのシステムバ
イオロジー研究のプロジェクトが推進されている 28)。 

応用研究・
開発 

○ → 

・Italian Society for Chaos and Complexityでは、特に複雑系の制御
の観点からの応用研究を指向している。 

・ドイツは自然エネルギー導入に熱心で、エネルギー問題に対する理
論研究者の関心も高く、数理モデリングに注目が集まっている。 
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産業化 ○ → 

・The Smith Institute for Industrial Mathematics and System 
Engineering で、産業応用を目的とした複雑系数理モデル学の研究
が行われている。 

・ライブラリのパーツを組み合わせることで、複雑な物理現象等のモ
デリングとシミュレーションを行うことのできるソフトウェアが
開発され、自動車会社等の産業界で利用されている。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

・北京大学、復旦大学、中国科学アカデミーの応用数学研究所、シス
テム科学研究所などで、複雑系数理モデル学の基礎研究が行われて
いる。 

・中国政府は数学研究予算を増加しており、複雑現象の数理モデリン
グ研究を担う人材が今後増えていくと期待される。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・国家自然科学基金委員会の重点研究28, 30)として、「高性能科学技術
計算と計算可能モデリング」が取り上げられている。 

・計算知能分野に研究人口が多く、複雑適応系などの観点から研究を
行う人材が育っている。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

韓国 

基礎研究  ○ → 
・ソ ウ ル 国 立 大 学  Statistical Research Center for Complex 

Systems、POSTECH Nonlinear and Complex System Laboratory 
などで、複雑系の数理モデルと関係した教育・研究が行われている。 

応用研究・
開発 

○ → 
・数理科学の応用を目指して国立数理科学研究所（NIMS: National 

Institute of Mathematical Sciences）が2005年に設立されている。 

産業化 × → ・特筆すべき活動・成果は見られない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) 合原一幸編著. 暮らしを変える驚きの数理工学. ウェッジ, 2015. 

 2) 杉原正顯, 杉原厚吉編著. 数理工学 最新ツアーガイド. 日本評論社, 2008.  

 3) 三村昌泰編. 現象数理学入門. 東京大学出版会, 2013.  

 4) Weaver, W. Science and Complexity. American Scientist. 1948, vol. 36, p. 536-544. 

 5) Complexity Net. http://www.complexitynet.eu/about/Pages/default.aspx 

 6) European Conference on Complex Systems. http://www.eccs14.eu/index.php?lang=en 

 7) Complex Systems Digital Campus. http://unitwin-cs.org/ 

 8) 科学技術振興機構 ERATO. http://www.jst.go.jp/erato/index.html 

 9) 山本量子ゆらぎプロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/yry_PJ.html 

10) 今井量子計算機構プロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/irkk_PJ.html 

11) 合原複雑数理モデルプロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/ahs_PJ.html 

  

http://www.complexitynet.eu/about/Pages/default.aspx
http://www.eccs14.eu/index.php?lang=en
http://unitwin-cs.org/
http://www.jst.go.jp/erato/index.html
http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/yry_PJ.html
http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/irkk_PJ.html
http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/ahs_PJ.html
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12) 金子複雑系生命プロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/completed/kcs_PJ.html 

13) 湊離散構造処理系プロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/ongoing/mrk_PJ.html 

14) 河原林巨大グラフプロジェクト.  

http://www.jst.go.jp/erato/research_area/ongoing/kkg_PJ.html 

15) 日本学術振興会 FIRST. http://www.jsps.go.jp/j-first/ 

16) 情報エネルギー生成基盤プロジェクト.  

http://www.tkl.iis.u-tokyo.ac.jp/FIRST/home.php? 

17) 量子情報処理プロジェクト. http://www.nii.ac.jp/qis/first-quantum/ 

18) 最先端数理モデルプロジェクト. http://www.sat.t.u-tokyo.ac.jp/first/ 

19) 東北大学原子分子材料科学高等研究機構（AIMR）.  

http://www.wpi-aimr.tohoku.ac.jp/jp/index.html 

20) 東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）.  

http://www.ipmu.jp/ja/ 

21) 科学技術振興機構 CREST「現代の数理科学と連携するモデリング手法の構築」領域. 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunyah26-1.html 

22) 科学技術振興機構さきがけ「社会的課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」 . 

http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/ongoing/109mathcollabo.html  

23) 内閣府・革新的研究開発プログラム ImPACT「量子人工脳を量子ネットワークでつなぐ高

度知識社会基盤の実現」. http://www.jst.go.jp/impact/program12.html 

24) NIH, BRAIN Initiative Interim Report. 

http://acd.od.nih.gov/presentations/BRAIN-Interim-Report-Presentation.pdf 

25) Human Connectome Project. http://www.humanconnectomeproject.org/ 

26) Human Brain Project. https://www.humanbrainproject.eu/ 

27) James S. McDonnell Foundation, Studying Complex Systems Program. 

https://www.jsmf.org/programs/cs/ 

28) 八尾徹. システムバイオロジーの内外動向. 日本バイオインフォマティクス学会，2011. 

http://sysbioevo.org/conference/JSBi_1st_ASB/Yao20110228.pdf 

29) SocioPatterns. http://www.sociopatterns.org/ 

30) 国家自然科学基金委員会. http://www.nsfc.gov.cn/nsfc/cen/xmzn/2013xmzn/04/06.html 
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３.５.６ 複雑系社会学 

（１）研究開発領域名 

複雑系社会学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

複雑系社会学という言葉が自覚的に用いられることはなく、「社会学と複雑科学」な

いし「複雑系と社会学」という表現が用いられているのが現状である。複雑系社会学と

いう表現が用いられていない理由のひとつに、そもそも社会学はその誕生いらい、「複

雑性」をあつかう学問であり続けてきたことにある。社会学理論における主流は有機体

論であり、機械論とは異なり、社会は人びとの複雑な相互作用により編成された全体で

あり、その性質は個人に還元できないもの（全体は部分の総和以上）であることを強調

してきた。このことは複雑系の科学のねらいと基本的に同じである。ただ、あえて複雑

系社会学という表現を用いるとすれば、複雑系社会学とは人びとの相互作用により個々

人の性質には還元できない創発特性をもたらすシステムであり、予測を不可能にするよ

うな不安定状態を内在的に持っている、あるいは不安定に揺らぎつつも新たな秩序を生

み出す可能性を持っている社会システムを解明する学問であるといえる。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

複雑系の科学運動が高まっている背景には、近代科学が金科玉条とする方法的立場に

対する不信感が存在する。要素還元論の立場、および認識主体の認識対象に対する優位

を前提とし、対象に認識作用や秩序形成能力を認めようとしない立場に対する不信感で

ある。 

ニュートン流の近代科学では、要素還元主義、決定論、時間の可逆性、均衡（平衡）、

安定性等が強調されてきた。そして、この世界から秩序（≒ 法則）を取り出すことが科

学の使命とされた。そこには、混沌から切り離され、区別され、混沌とは別個に存在す

る《秩序》を分節化できるとする発想があった。 

これに対し、1970 年代末から台頭してきた、ゆらぎ・自己組織化・オートポイエーシ

スおよび 1990 年代から注目されるようになったカオスや複雑系やエージェントベース

のシミュレーションなどは、創発特性主義、非決定論、時間の非可逆性、不均衡（非平

衡）、不安定性、認識対象の自律性等を強調する。そこには、混沌からの秩序形成、秩

序と混沌の相互浸透こそが世界の本質であるとする発想がある。つまり、世界は秩序と

混沌の境を揺れ動く非定常系に他ならないとする科学観である。複雑系社会学はこうし

た新しい潮流を受け入れることをねらいとするが、まだその取り組みが始まったばかり

である。 

社会学で複雑性の概念が明示的に用いられたのは初期のルーマンである。彼はサイバ

ネティシャンのアシュビーが定式化した「最小多様度の法則（law of requisite variety）」
1)（訳 7、11 章参照）に準拠して社会学理論を定式化した。初期ルーマン理論の中核を

なす概念枠組は、世界で営まれる体験や行為には、現実化されうる以上の可能性が常に

存在するという意味での「複雑性（Komplexität）」（ルーマンは多様度を複雑性と読

み替えている）と体験や行為が環境条件に依存して期待されたとおりに生起しない可能
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性があるという意味での「不確定性（Kontingenz）」、およびこれらの問題に対処して

それを制御するような「体験加工の構造」である 2)（訳 p. 38）。 

社会システムは体験や行為が期待はずれに終わる不確定性にみずからをゆだねること

はできない。システムが環境とのあいだで境界を維持していくには、「複雑性の縮滅

（Reduktion von der Komlexität）」（つまり不確定性を制御できるような方策をシス

テムが備えること、たとえば法整備や制度設計）によって行為の可能性のなかから実現

可能な一部を選択し、それに対する期待を確実にする必要がある。複雑性の縮滅によっ

て体験や行為を一定のパターンに制限しそれらが実現される期待値を高める（すなわち

制御する）ことが初期ルーマン理論のエッセンスである。この複雑性の取り扱いは、対

象（環境）を制御することで社会システムの均衡を維持するというサイバネティクスの

枠内にある。複雑性の縮減という考え方はトップダウン型の社会政策や社会計画にとっ

て親和的である。 

1990 年代半ばに米国で設立されたサンタフェ研究所から発せられた複雑系の科学は、

複雑性をアプリオリに制御の対象とする発想を持たない。不確定性、ゆらぎ、非平衡を

積極的なものとして位置づける。そして、複雑系社会学に共通する問題意識は、人びと

の相互作用に原因する不確定性やゆらぎ、非平衡からいかに社会的なるものが創発して

くるのか、さらに一般化していえば社会生成がなされるかを探究することにある。 

従来の科学観では、平衡（均衡）状態に焦点をあててシステムの挙動を定式化するこ

とが重視された。そして、均衡状態から乖離する現象は撹乱、逸脱、ゆらぎなどと呼ば

れ、システムにとって望ましくないもの、統制すべき対象とみなされた。しかし、非平

衡系の研究が進むことで、ゆらぎの積極的な意義が認識されるようになった。たとえば、

生命工学（バイオホロニクス）では、ゆらぎは「生きていることの証」とされる。また、

熱力学の分野でも、ゆらぎが増幅するなかから、新たな構造が形成される（たとえば、

ランダムな熱伝導から対流構造を組織される）ことが明らかにされている。さらに、ゆ

らぎは快適さの源泉であるとする研究も進んでいる（Ｆ分の１ゆらぎ）。社会学でも、

1980 年代半ば以降、さまざまな領域でゆらぎ現象が取り上げられるようになった。近代

家族のゆらぎ、法制度のゆらぎ、世界システムのゆらぎ、近代性のゆらぎとポストモダ

ンなど、従来、価値が認められ、社会的に正当性が与えられ、違背に対する制裁基準が

存在していた制度の基盤がぐらついていることを表す概念として多用されるようになっ

た。そして、ゆらぎをつうじた秩序形成という視点から、社会がみずからを内発的に変

える自己組織化の兆候として把握する試みがなされている。 

自己組織性は複雑系社会学にとって重要な研究領域であり、これはシステムが環境と

の相互作用を営みつつ、みずからの手でみずからの構造をつくり変えていく性質を総称

する概念である 3)。自己組織化の過程はトップダウン式の過程ではなく、制御センター

を持たないボトムアップ式の過程である。局所的な構成要素が、局所的なルールに従い、

相互作用によって新たなレベルの複雑性を創発する。ゆらぎは自己組織化に必要な内発

的要因であり、これを秩序に変換する仕組みとして、再帰性（reflexivity）あるいは自

己言及（self-reference）がある。 

1970 年代後半、生物化学や熱力学において、自己組織性へのアプローチ法が登場した。

具体的には、プリゴジーヌらの「散逸構造の理論」4)およびこれとほぼ同一の論理を持
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つハーケンの「シナジェティクス（協同現象論）」5)、ヴァレラとマトゥラナの「オー

トポイエーシス（自己創成論）」6, 7)等である。これらの理論に共通する点は、自己触

媒、自己回帰、円環的因果に代表される自己言及性をあつかっていること、およびオー

トポイエーシスを除いてゆらぎの増幅を自己組織化の重要な要因としてあつかっている

ことである。複雑系社会学では、自己組織性論は近代性の脱構築や経営組織の変革と活

性化、コミュニティの権力構造の再編、国際法社会のあり方、文化とコミュニケーショ

ンの変容などの研究に用いられている。 

複雑系社会学にとって特異な位置を占めるのがオートポイエーシスである。ヴァレラ

とマトゥラナが提唱するオートポイエーシス（self-production）の理論は、生体系の自

律性を定式化する試みである。この理論では、従来のシステム論における入出力図式は

採用されない。オートポイエティック・システムとは、構成上は入力も出力もない組織

的に閉じた円環的なネットワークである。そして要素を生産する要素が円環的なネット

ワークによって再帰的に自己にかかわり、自己を再生産しつつシステムを維持する 6)

（p. 12-15）。また、オートポイエーシスは、従来の科学の方法であるシステム外部か

らの観察者的視点ではなく、システム内部からの当事者的視点を取り入れる。社会を外

から観察して定式化するのではなく、観察者本人が観察される対象でもある自己言及性

を前提とした社会の記述と説明をめざす。 

後期のニクラス・ルーマンは、このオートポイエーシスに依拠して社会システム論を

展開し、社会学界に多大の影響を与えた。彼は社会システムを、コミュニケーションを

要素とするオートポイエティック・システムとして定式化した 8)（1984: chap. 4; 1988: 

chap. 2）。社会システムの要素は、人間ないしその行為ではなく、コミュニケーション

である。コミュニケーションがコミュニケーションを誘発すると同時に他に接続し、こ

れが延々と続いてネットワークが形成される。社会システムは自己産出的なシステムで

あり、個人や役割あるいは行為から成るのではなく、コミュニケーションから成るとい

う新しいテーゼを打ち立てた。複雑系社会学はコミュニケーションのコミュニケーショ

ンによる意味システムとして社会の解明をめざす。 

複雑系社会学では社会を複雑適応系とみなす研究も進められている。この系は多様な

構成要素の相互作用からなり、自身でみずからの構造や機能を変える能力を備えている。

またそれは環境に対して開かれているだけでなく、システム内に対しても開かれており

構成要素間の相互作用によってそれ自身の性質に変化をもたらし、ひいてはシステム全

体の変化をも帰結する。アイディアの相互交換や創造的な学習、社会集団により生みだ

された計画は、関係する個々人ならびに役割構造へ影響を与え、適応的な変化を引き起

こす。フィードバック制御ループは自己制御だけでなく自己方向づけ（self-direction）

ないし環境適応を可能にする。そしてこれによりシステムは自身の構造を変化させる 9)。 

複雑な現象は多数の要素の相互作用からなるが、これを表現した数式を解析的に解く

ことは不可能に近い。ところがコンピュータが大容量化することで、解析的に解けなく

てもシミュレーションによって系の振る舞いとその帰結を知ることができるようになっ

た。エージェントベースのシミュレーションは、複雑な人間関係や社会ダイナミクスに

ついての解明をめざし、個々の異質なエージェントの相互作用から巨視的な社会秩序や

形態が生成される様子を、ボトムアップにかつプロセス遡及的なかたちで明らかにする



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

281 

研
究
開
発
領
域 

複
雑
シ
ス
テ
ム
区
分 

試みである。こうしたシミュレーションによって社会秩序の形成や都市化のメカニズム

が解明される可能性がある。 

このアプローチは、個人と社会をつなぐミクロ－マクロリンクの問題に解決の手掛か

りを与えてくれる可能性がある。これまで個人をベースに相互作用を表現することで社

会を表現する方法（方法論的個人主義）と、個人には還元されない社会の特性にもとづ

いて個人の行為や個人間の相互作用を解明する方法（方法論的集合主義）のあいだには

大きな溝があり、これを埋めることは至難の業とされてきた。ミクロ（個人）からマク

ロ（社会）の特性を導出することは、マクロ水準での創発特性のゆえに、ほぼ不可能と

みなされてきた。実際、社会学理論でミクロ－マクロリンクが問題化され、これに対す

る取り組みがなされてきたが、みるべき成果はいまだあがっていない。このアポリアの

解決への期待が複雑系社会学にむけられている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

ゆらぎの具体的な指標化を進めることが重要である。社会のゆらぎについての可視化

が求められる。たとえば、人びとの生活を改善するために、かつて「生活の質」指標の

体系化が試みられた。生活領域を、新国民生活指標にならって、「住む」「費やす」「働

く」「育てる」「癒す」「遊ぶ」「学ぶ」「交わる」の 8 領域に分けて、各領域でゆら

ぎの指標化を試みることである。ゆらぎの指標化およびその値の計測基準は、「価値観

の崩れ」「社会的正当性の衰退」「制裁基準の弛緩」の 3 側面からなされるべきである。

社会を非平衡状態に導いている（可能性がある）生活項目をエビデンスベースでチェッ

クすることが求められる。 

また、地域社会の自己組織化力を高めるための諸施策を考察することが期待される。

現在、創造的地域社会を実現することが急務となっているが、このためには複雑系社会

学の大きな柱である自己組織性の理論に基づき、創造的地域社会を議論するための数理

計量的な枠組みを考えることが求められる。すなわち、まず地域社会の創造性を評価す

る軸（尺度）を設定・計測して、創造的地域社会を実現するための課題を整理すること

である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

冷戦構造が崩壊し、欧米を中心として新たな国際秩序が摸索されているなか、やっか

いなゆらぎが多発している。国際社会に吹き荒れている民族主義の嵐がそれである。イ

ラクのクウェート侵攻によるアラブ民族主義の高まり。スペインのカタロニア地方やバ

スク地方における、スペインからの分離運動。イギリスにおけるアイルランド人の民族

的抵抗およびスコットランドの独立運動。さらに、ルーマニア、ハンガリー、ブルガリ

ア、ユーゴスラビアなど東欧諸国でも民族問題が噴出している。 

民族主義の嵐は冷戦後の国際社会にとって最大のゆらぎである。現在の国際社会は、

このゆらぎによって破壊を蒙むらない程度に、信頼性と冗長度を備えていよう。問題は、

このゆらぎから異質な文化や民族固有のアイデンティティへの包容力を備えた新しい国

際秩序を形成できるかにある。現在のところ、それがどのような秩序なのかまだ見えて

こない。だが、国際社会のなかに、このゆらぎに注目し、諸民族の主張を取り込む受信
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網と対話のためのコミュニケーション回路を増やすような、自己組織化を実現しなけれ

ばならないことだけは確かである。これは複雑系社会学ひいては複雑系の科学の試金石

でもある。 

 

（６）キーワード 

創発特性、複雑適応系としての社会、ゆらぎ、自己組織性、オートポイエーシス、自

己言及 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 〇 ↗ 

・かつての一般システム理論運動と同様に、諸科学を包括する運動と
して複雑系科学が登場したため、また文理融合アプローチが中心で
あるため、社会学ではマイナーな領域として位置づけられている。
しかし、社会システム論の分野で自己組織性、オートポイエシス、
ゆらぎ、エージェントベース・シミュレーションなどに対する取り
組みが若手を中心に高まりつつある。 

応用研究・
開発 

× → ・応用研究に取り組める状況にない。 

産業化 × → ・学問的性格からして産業化の対象になるような取り組みはない。  

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・サンタフェ研究所に刺激されて、Sociology and Complex Science

（SACS）グループづくりをはじめとして、次代の社会学理論の開
拓へ向けて熱心な取り組みがなされている。 

応用研究・
開発 

〇 → 
・SACSツールキットと呼ばれる社会システムをモデル化するための

新しい方法など、応用研究へ向けた取り組みが見られる。 

産業化 × → ・学問的性格からして産業化の対象になるような取り組みはない。  

欧州 

基礎研究 ◎  

・散逸構造論やシナジェティクスを生んだドイツを中心に、複雑系と
社会学に関する研究が進められている。また、オートポイエーシス
を社会学に取り込んだルーマンを記念して、複雑系学派の形成の動
きの兆しがみられる。 

応用研究・
開発 

× → ・基礎研究が中心であり、応用研究については不明である。 

産業化 × → ・学問的性格からして産業化の対象になるような取り組みはない。  

中国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.５.７ 複雑系経済学 

（１）研究開発領域名 

複雑系経済学 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

この領域の研究者の多くが共通に持つ願望は、一言でいえば、社会・経済の現象を他

の自然科学の対象と同じように研究を進めたいということに集約される。従来、社会・

経済の現象は、まず、定量的な観測が困難であり、実験もできない場合が多く、さらに、

個人レベルの感情や思想までもが影響を与えるということから、自然科学の対象とは考

えられてこなかった。しかし、近年、社会の高度情報化に伴い、いわゆるビッグデータ

によって、自然現象を越えるほどの膨大な社会・経済データが集まっており、それらを

丁寧に分析することで普遍的と言えるような法則性が確立される事例が報告されてきて

いる。また、複雑系数理モデルに基づくシミュレーションによって数値実験もできるよ

うになっており、同じように実験が不可能な地球惑星科学や宇宙科学と同様に、観測と

シミュレーションを並行することで社会・経済現象の研究を進められる土台ができてき

ている。 

最も研究が進んでいる金融市場の研究を例に挙げれば、千分の 1 秒刻みで市場に入っ

てくるひとつひとつの注文が全て観測できるようなデータを分析し、そもそも、なぜ、

どのように市場価格が変動するのかということに対して定量的に答えられるような定式

化ができてきた 1)。金融市場に関する先行研究である金融工学は市場価格の変動がラン

ダムウォークに従っているという仮説に基づいた応用主体の学問体系であるが、そもそ

もどのような場合にはランダムウォーク仮説が妥当であり、どのような場合にはその仮

説が破れるのかもデータに基づいて判断ができるようになり、暴騰や暴落時には金融工

学に代わる数理モデルを使うことが必要であることも明らかになっている。この分野で

開発された日本発のデータ解析ツールの中には金融の実務家がアプリとして使える環境

になっているものもあり、今後の展開が有望である。 

研究対象は、膨大で詳細なデータが揃っていればほぼどのようなものでも分析し、モ

デル化することができると期待されており、ビッグデータのブームも後押しする形で、

金融市場以外でも、ソーシャルメディアにおけるブログやツイッターの書き込み記事の

特性分析から、日本国中の約 100 万社の企業が形成する巨大な取引ネットワーク構造の

解析、さらには、世界貿易から国の発展の動力学にまで研究対象が広がっている 2)。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

複雑系の中の重要な基本概念である『フラクタル』は、拡大しても縮小しても同じよ

うに見えるような複雑な現象を総称する言葉として、マンデルブロによって 1975 年に

創出された 3)。フラクタルは、1980 年代にあらゆる科学の分野に応用されるほど大きな

ブームになり、複雑系の研究が大きく進展する推進力となった。また、フラクタルは、

コンピュータグラフィックスなどを通し、広く一般市民にも知られるようになり、デザ

インなどにも応用された。極めて広範に応用されたフラクタルであるが、創始者のマン

デルブロ自身は、1960 年代に市場価格の変動のデータ解析をしている中からフラクタル



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

285 

研
究
開
発
領
域 

複
雑
シ
ス
テ
ム
区
分 

の発想を得ており、同時に、市場変動はベキ乗のすそのを持つ分布であり、無視できな

い頻度で桁違いに大きな変動が発生することをいち早く報告していた。ベキ乗のすその

を持つ分布はベキ分布とよばれ、平均値がサンプル数とともに発散するなど統計学とし

ては扱いにくいが、地震現象や破壊現象などでは普遍的に現れる分布であり、1980 年代

からの様々な複雑系の研究によって、ベキ分布の事例はフラクタルと同様に広範な現象

において確認されている。 

複雑系の中のもう一つの重要な概念である『カオス』は、1960 年代から数理モデルや

時系列解析を通して生まれて来たものであり、1980 年代には、市場価格の変動や社会の

変動をカオスの視点からモデル化する研究が散見されるようになった。米国に 1984 年

に設立されたサンタフェ研究所 4)は、そのような流れから生まれた非営利研究所であり、

その後の複雑系の研究に大きな影響を及ぼした。このころから、いち早くヘッジファン

ドなどを通して市場価格変動の研究の成果を実利に結び付ける研究者も現れた。そのよ

うな試みの多くは実務では低迷したが、中には実際にリアルタイムのデータ解析に基づ

く自動的な売買だけでファンドを大きく成長させ、偶然以上の確率で市場変動の予測が

可能であることを実証した事例もあった。 

1990 年代に入ると、複雑系の研究者の中から、アカデミックな観点から市場変動に関

心を持つ研究者が集まり、経済物理学という新しい研究分野が生まれた 5)。そのころか

ら入手可能になった市場の詳細なデータを用いた解析により、市場の変動が正規分布か

らは大きく乖離しベキ分布に近い特性を持つというマンデルブロの発見が再確認され、

様々な市場について広く成立する普遍性の高い事実であることが確認された。また、市

場変動に関して観測できない部分を補う手法として、仮想的な戦略を持つディーラーを

コンピュータプログラムで用意し、それらのディーラーが取引をし合う仮想市場の研究

が始まり、どのような場合に市場の価格変動がベキ分布に従うようになるのか、という

基本的な問題が研究された。その結果、トレンドフォローとよばれる直近の価格変動の

平均的な動きを追随する行動がベキ分布の発生に直接寄与しており、市場の暴騰や暴落

もそれによってかなり説明可能であることが明らかになった。この分野での研究では、

日本が世界をリードしている。 

また、金融市場の価格変動の他に、企業の売り上げなどの財務データも研究用として

入手できるようになり、データ分析に基づく企業の成長に関する研究が始まった。企業

の売り上げがベキ分布に従うことがまず経験則として確認され、それを説明するための

数理モデルもいろいろと提案された。また、1990 年代の後半から、このような分野の国

際会議が頻繁に開かれるようになり、研究が世界的に加速された。 

2000 年代からは、さらに様々な社会・経済データが入手できるようになり、研究の対

象が大きく広がっていった。不動産・コンビニやスーパーマーケットなどの一般の商品・

ネット販売される家電製品、などの様々な価格の変動、企業間の取引ネットワーク構造

の解析、ソーシャルメディアにおける書き込みの分析、などデータも多様化し、解析手

法も多様化している。学術的にも、例えば、日本や欧州では、物理学会の中の分野のひ

とつとして社会経済物理学という領域ができるなど、研究が定着してきている。 

従来の経済学や社会学のアプローチとの違いは、まず、扱うデータが極めて詳細で膨

大になり、エクセルファイルに入らないようなビッグデータを扱うことが挙げられる。
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次に、データ分析の手法が回帰モデルに頼らず自然科学全般や複雑系科学の様々な手法

を駆使していること、また、シミュレーション手法も観測事実と整合するように緻密に

作られることが多いことも特徴である。研究成果としては、普遍的な事象に注目し、論

文は物理学など理系の学術誌に掲載されることが多く、個別のケーススタディーに関し

てはあまり積極的とは言えない。 

経済学や社会学の分野との協力関係は年々強化されており、この分野で育った若手研

究者が経済学や社会学の分野で職を得ることも増えており、それらの分野との境目は次

第に薄くなっている。ケーススタディーは既存の学問分野で行われることが多く、普遍

性を追求する研究や冒険的な先端研究をこの研究開発領域が担うようになってきている

といえるかもしれない。 

この研究開発領域で教育された学生・大学院生は、3 分の 2 程度は民間企業に就職し

ているが、昨今のビッグデータ解析ブームを支えるデータサイエンティストとして実務

の場で活躍している。学位を取得した後も、アカデミーあるいは民間企業でほぼ 100％

職を得ることができている。他分野で教育を受けた博士研究者でも、この研究領域の研

究を手掛けると就職先の可能性が大きく広がり、いわゆるオーバードクター問題の解決

にも貢献できる可能性が高い。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

この研究開発領域は、ビッグデータに対する社会全体のニーズの高まりとともに実施

すべき課題が年々増大している。情報技術によって集められた社会・経済のビッグデー

タから、実際に役立つ情報を抽出する技術を作り出し、未来予測をするためのシミュレ

ーション手法を開発する役割を担うのがこの研究開発領域だからである。ビッグデータ

解析は、現状では、民間企業の方が進んでいるが、その理由は、大学などのアカデミッ

クな分野ではデータの入手が困難であるからである。民間企業では、どのような業種で

あっても企業活動とともに膨大なデータが日々蓄積されており、それらを活用できるか

できないかで未来が大きく変わるという意識を持っている。しかし、現状では、既存の

データ解析手法をビッグデータに適用しているに留まっており、大きな成功につながっ

た事例はまだあまりない。この研究開発領域で開発してきたデータ解析手法やモデル化

手法を応用すれば、これまでよりも質も量も高いビッグデータ解析とシミュレーション

を行うことができるようになると期待される。今、アカデミーにとって最も必要なのは、

研究費の乏しい研究者でも使えるようなビッグデータセンターのようなものを設立する

ことである。研究者の理論は緻密で技術は高くても、実際のデータで実践しなくてはそ

の理論や技術をさらに洗練されたもの発展させることはできない。例えば、公的な機関

が民間企業の持つデータを典型的なビッグデータのサンプルとして買い取り、研究者に

無料あるいは廉価に提供できれば、研究者はパソコンがあるだけで、アイディアを試す

研究開発を行うことができ、この分野の研究の多様性は大きく発展する。 

近年、大学院の定員枠が拡大したが、オーバードクター問題が広くマスコミでも報道

されるようになり、研究者への道に進むことを躊躇する優秀な人材を多く見かける。ま

た、学位を取得したあと有期の研究職についてはいるが、職を繋げることが難しい状況

に陥る若手研究者も多い。このような人材を、社会のニーズが高いビッグデータ解析と
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社会経済シミュレーションの方向に転換することができれば、高度な科学的な思考力を

直接社会の役に立てることができ、研究者にとっても社会にとってもメリットがある。

若手研究者には、入り口で選んだ専門分野をそのまま継続するだけでなく、広く社会経

済を見渡して、全く別の分野の研究開発にも挑戦してみることが強く勧められる。政策

的にこれを推進するためには、専門転換のための研究費を提供することが想定される。

従来の研究費は、ほとんどが専門をさらに進めるためにお金を出す形であるが、専門以

外の研究をすることを促すような形で研究資金あるいは生活資金を提供するのである。

研究者として大成している人の中にも、研究人生の途中で大きく専門分野を転換し、そ

の結果大成功に至った事例は枚挙にいとまがない。分野転換には大きな勇気が必要だが、

国が政策としてそれを後押しするような形を見せることができれば、ハードルが低くな

り、分野転換を選ぶ若手が増加するはずである。広い視野で見渡せば、研究者不足で困

っているような学術分野もあるので、オーバードクター問題に直面している博士取得者

が才能を活かせる場は必ず見つけられる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

金融の現場で実務についている人達にとっては、金融工学が前提とするランダムウォ

ーク仮説が破れていることは、日常的に体験していることであり、金融工学の仮定を鵜

呑みしている人はほとんどいない。しかし、金融業にとって重要な金融派生商品の値付

けや設計においては、金融工学がこれまで唯一の実務的な手段だったため、利活用して

いるのが実情である。複雑系経済学研究で開発している PUCK ツールや変化点検出手法

などのデータ解析手法は、与えられた時系列データとランダムウォーク仮説とのずれを

定量化するものであり、これまで、実務家が現実と理論の間に感じていたギャップを埋

める役割を果たすようになってきている。例えば、変化点検出を使えば、市場の変動の

統計的な特性が変化したことをいち早く自動的に察知することができ、素早い対策を打

つことが可能となる。また、これらの手法を駆使することで、市場が大変動する前兆を

捉えることができるようになる見込みがあり、津波が来る前に避難するというような行

動をとることもできる。 

このような研究の延長線上に期待されるのが、市場変動観測所の設置である。現在、

金融の現場では、多数の市場を常時モニターしているが、それはあくまで、利益追求の

ためである。そうではなく、市場変動を、あたかも地震現象や気象現象あるいは宇宙線

のような自然現象として客観的に捉え、全地球的な規模での経済変動を丸ごと観測し、

分析し、危険な大変動の予兆を検出した場合には注意を促し、金融危機の発生を未然に

防ぐことで社会に寄与するという狙いである。このプランは、日本学術会議の中の巨大

プロジェクトのひとつとして提案されており、学術的な必要性は承認されている。世界

的にも、このような観測プロジェクトに賛同する研究者は多く、小規模ではあるが、ス

イスではチューリッヒ工科大学が金融市場バブル観測所を開設しており、米国では、ノ

ーベル経済学賞受賞者のエングルらが市場のボラティリティ観測所を開設している。国

や民間企業と大学が協力するような形で、市場変動観測所を構築することができれば、

研究者を活性化し、社会にも大きな寄与ができるものと期待される。 

金融市場の研究はこの研究開発領域で最も先進的であり、そこでの事例と同様のこと
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が今後、他の研究対象においても追随されることと想定される。社会の中のビッグデー

タは多種多様であるが、その中から重要なものを集中的に観測するような観測所を構築

し、データを収集する方法の研究開発、データから有益な情報を抽出する方法の研究開

発、予測や制御につながるシミュレーション手法の研究開発などのコアとして活躍する

ような組織となり、国家や複数の企業のサポートで維持運営される、という未来図が描

かれる。このような観測所ができてくれば、上述のオーバードクター問題対策として有

効に機能し、この組織を通して、専門転換した研究者を民間企業に送り込むというよう

な人的な流れも想定される。 

 

（６）キーワード 

経済物理学、経済ネットワーク解析、エージェントモデル、システミックリスク、ソ

ーシャルメディア分析 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・外国為替市場や企業ネットワークなどの研究では他にない質と量の
よいデータに基づいた重要な基礎研究を行い、世界をリードする成
果を挙げている。 

・若手向けの研究予算がつくようになり活性化している。 
・この分野の国際会議を何度も開催し、世界から研究者を集めている。 

応用研究・
開発 

○ → 

・市場の変動を再現する仮想的な市場モデルは、世界に先駆けて、基
本的な市場変動の特性を再現することができるようになっており、
日銀の介入などの特異的なイベントも再現できるようになってい
る。 

・インターネットの口コミ解析による市場の雰囲気の分析などの先駆
的研究が企業と大学の実務的な共同開発によって進められている。  

産業化 ◎ ↗ 

・日本で開発された市場変動がどの程度ランダムウォークから乖離し
ているかを定量的にリアルタイムで評価する手法がブルームバーグ
プラットフォームのアプリとして採用されるなど、実務家が利活用
する段階になってきた。 

・日本で開発された企業の取引ネットワークから取引金額を推定する
手法が実務で使用されるようになってきた。 

米国 

基礎研究  ○ ↘ 
・基礎研究では、先行したが、期待されたほど研究者人口はそれほど

増えず、また、基礎研究を深める研究はあまり勢いがない。 

応用研究・
開発 

○ → 
・分野をまたがるような研究費がとりにくいようで、すそのの広い研

究開発は期待されるほど進んでいない。 

産業化 ◎ ↘ 

・基礎研究で成果を挙げた研究者は、ヘッジファンドなどの形で実務
に入るケースが多く、クォンツとよばれる人材も多く金融業界に輩
出している。 

・基礎研究から起業したプレディクションカンパニーが欧州系の金融
機関に買収され、主導していた研究者が欧州の大学に移籍するなど、
最近は欧州に吸収されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・スイス・イギリス・ハンガリーなどでは新しい学問基盤として教育
から研究までを進める体制が作られており、若手が数多く育てられ
ている。 

・分野や国をまたがる研究費が出やすいようで、研究会も数多く開催
されている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・情報系や経済学者との交流も多く、応用を目指す研究が根づいてい
る。 

・金融機関の連鎖的な危機であるシステミックリスクの研究などに強
みがある。 
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複
雑
シ
ス
テ
ム
区
分 

産業化 ○ → 

・1990年代に複雑系モデルに基づく自動売買で大きく成長したヘッ
ジファンドもあり、また、欧州系の金融機関は理系のポスドクレベ
ルの人材を大量に雇用しており、表には見えにくい形ではあるが、
実務的に活躍していると思われる。 

・産業というわけではないが、政策などにも影響を与えるような発言
力を持つポジションについているこの分野の研究者もいる。 

中国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・この分野の研究者人口が増加し、研究所も作られている。また、中

国市場のデータは利用者ID付のものが研究に使われており、他の国
では入手できないレベルの研究につながっている。 

応用研究・
開発 

△   

産業化 △   

韓国 

基礎研究  ○ → 
・この分野の国際会議を開催し、一定数の研究者を維持している。  
・複雑ネットワークに絡んだ経済現象の研究では若手の活躍が目立

つ。 

応用研究・
開発 

△   

産業化 △   

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）引用資料 

 1) 高安美佐子. 金融市場－経済物理学の観点から. 岩波講座・計算科学 6・計算と社会, 第 2

章. 2012. 

 2) 高安美佐子, 田村光太郎, 三浦航. 学生・技術者のためのビッグデータ解析入門. 日本評論

社, 2014. 

 3) B.マンデルブロ. フラクタル幾何学. 広中平祐監訳. ちくま学芸文庫, 2011. 

 4) サンタフェ研究所. http://www.santafe.edu/ 

 5) 高安秀樹. 経済物理学の発見. 光文社新書, 2004. 

 

http://www.santafe.edu/
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３.６ サービスシステム区分 

３.６.１ サービス価値創造基盤システム 

（１）研究開発領域名 

サービス価値創造基盤システム 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

サービス価値創造を行うための情報・知識処理基盤を「サービス価値創造基盤システ

ム」と呼ぶ。価値創造基盤システムは、単体としての要素技術でなく、それ自体がシス

テムを形成しており、サービス価値創造システムのサブシステムと位置づけられる。す

なわち、センシング技術、データ処理技術などの単体要素技術は、本領域の対象外とす

る。サービス価値創造基盤システムは、サービス価値共創の概念的フレームワーク 1)に

おける「チャネル」を形成するものであり、「チャネル」に「コンテンツ」が載ること

で、価値創造システムとなる。 

 

図 サービス価値創造システムとサービス価値創造基盤システム 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

サービス価値創造基盤システムの対象は人間である。サービス価値創造のための人間

に関するデータの収集・分析・活用は、複雑かつ重層的であり、研究開発においても様々

な視点が存在する。ここでは、サービスセンシング収集・分析・活用対象と活用のタイ

ミングの視点で、研究開発の俯瞰を行う。ここで、サービスセンシング収集・分析・活

用の対象には、サービス需要者（顧客）、サービス提供者（従業員）、サービス提供環

境がある。さらに、サービスセンシングには、物理センサによるサービスセンシングと

人間（人間センサ）によるサービスセンシングがある。また、活用に関しては、実時間

活用と事後活用がある。 

 

・物理センサによるサービスセンシング 

情報通信技術の発展により、サービス需要者、サービス提供者、サービス提供環境に

関する様々なデータが物理センサによって収集可能になってきた。具体的には、人間の

位置や動線の計測、動作や行動の計測、視線・視点の計測、バイタル情報の計測などが

ある。人間の位置や動線の計測に関しては、画像、GPS、RFID、無線 LAN、Bluetooth

などを用い、ショッピングモールやアミューズメントパークなどでサービス需要者（顧

客）の位置情報を活用した状況適応型のサービスを提供する。また、長期間のライフロ

収集ム 分析 活用

サービス価値創造基盤システム（チャネル）

サービス価値創造システム

コンテンツ



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

291 

研
究
開
発
領
域 

グをサービスに活用することもできる。サービス提供者（従業員）に関しては、動線や

滞留分布から、業務の可視化を行い、それに基づく業務改善を行う。GPS による屋外で

の位置計測は、より精度の高い位置測位を可能にする準天頂衛星システムの整備が行わ

れている。また、屋内の位置測位に関しても、Indoor Messaging System (IMES)など

の方式が提案され、実際のショッピングモールなどでの実証実験が行われている 2)。バ

イタル情報の計測に関しては、医療・介護サービスにおけるサービス需要者（患者、要

介護者）の体温、血圧、脈拍などのデータの収集はもとより、脳波だけでなく NIRS、

fMRI、光トポグラフィなどの脳活動計測によるサービス需要者の分析とマーケティング

への応用も行われるようになってきている。近年の様々なセンサを搭載するウェアラブ

ルデバイスの普及およびデータを収集するための Machine to Machine(M2M)ネットワ

ークインフラの整備もサービスセンシングの高度化にとって追い風になっている。 

 

・人間センサによるサービスセンシング 

物理センサによるサービスセンシングは、非常に強力なツールであるが、完璧ではな

い。人間の五感で感じる情報（気づき）が、サービスの質と効率の向上に極めて重要で

ある 3)。このとき、人間の気づきを情報通信技術でいかに支援するかがポイントになる。

従来から、ヒューマンファクターの分野で、状況アウェアネスの研究は行われてきたが、

気づきの誘発が主であり、サービス提供者間での気づきの共有や活用に関しては、あま

り論じられてこなかった 4)。もちろん、現場では、人間系で気づきの共有は行われてい

たが、それを計算機上で実現したシステムとしては、宿泊業の例（リッツカールトン、

星野リゾート、など）がある。今後は、腕時計型や眼鏡型のウェアラブルデバイスの普

及により、より簡単にサービス提供者の気づきの収集が可能になるだろう。特に、音声

認識技術の向上に伴い、音声による気づきの収集は大きな可能性を有している。また、

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）の分析結果をサービス需要者のマー

ケティングに利用することは活発に行われている。 

 

・分析 

サービスセンシングで収集されたデータの分析に関しては、統計的分析、機械学習、

テキストマイニングなどの手法が開発されている。特に、データが、ボリューム

（Volume：量）、バラエティー（Variety：種類）、ベロシティー（Velocity：頻度）の

軸で“ビッグ”になり、簡単な計算機やツールで処理できない場合に対応する技術の開

発が進められており、サービスセンシングにおいても活用されるであろう。具体的には、

都市の交通サービスや大規模なショッピングセンターにおけるサービス需要者の行動情

報は、ビッグデータとして扱う必要がある。また、サービス提供時の画像や音声などの

メディアから必要な情報を収集する認識技術が必要である。これらの認識技術は、長年

研究開発が行われてきたが、技術および計算能力の向上により、様々な用途で実用的な

性能を満たすようになってきている。 

 

・活用 

活用に関しては、そのタイミングにより、「実時間活用」と「事後活用」がある。実
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時間活用とは、サービスセンシングで得られた情報をサービス提供中に活用することで

あり、事後活用とは、サービス提供者の学習やサービスプロセスの改善に活用すること

である。実時間活用の例としては、Web ショッピングやコールセンターなどのサービス

において、顧客（サービス需要者）の過去の購買・問い合わせ情報からプロファイルを

抽出し、より適切なサービス（商品の推薦など）を提供することができる。また、コン

ビニエンスストアにおける、販売時点（POS）情報を活用した商品の調達・展示の最適

化も実時間活用の典型例である 5)。ここでは、データに基づく最適化技術も重要となる
6)。事後活用に関しては、サービス提供時に収集したデータから状況を可視化し、新人

教育や業務改善ミーティングで利用することができる。ここで、サービスの状況やノウ

ハウのデータベース化技術および可視化技術が重要となる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・ サービス需要者およびサービス提供者の個人情報を扱うために、プライバシおよびセ

キュリティに関して、技術的・管理的・制度的な対策が必要である。具体的には、プ

ライバシ保護データマイニング 7)などの技術や蓄積された個人情報を個人で管理（削

除など）できる仕組みが必要である。一方で、匿名化などの適切な処理をした上での

オープンデータ化による共有資源としてのデータ活用は、サービスの質と効率の向上

には必要であり、特に医療分野でのオープンデータ化とその分析による効果的な医療

は、医療費抑制が不可避な高齢化社会において求められている。 

・ サービス需要者およびサービス提供者の人間的要因（嗜好、感性、感情、疲労など）

のセンシングおよび分析手法は、物理的なセンシングや分析と比べて難しく、人間工

学や感性工学などの研究は進んでいるものの、依然として技術的な課題である。特に、

日本の「おもてなし」サービスなどのハイコンテキストサービスに関するセンシング

および分析は未開拓な領域である。 

・ サービス提供者のノウハウや熟練の技のデータベース化が活用の視点では重要であ

るが、暗黙的な知識が多く、その知識処理は多くのチャレンジングな課題を有してい

る。ここでは、サービスの標準化が必要であり、特に医療分野では取組みが進んでい

る 8)。 

・ 各種サービスセンシングで収集されるビッグデータの処理には、従来のクラウド型の

アーキテクチャでは対応できない。これらのエッジ・ヘビー・データを処理するため

の新しいアーキテクチャが必要である 9)。 

・ サービスの効率化には、サービス提供者の自動化が不可欠である。スマートフォンの

音声対話など一部実用化されているが、さらなる自動化（自動ナビゲーション）のた

めには、サービス需要者の意図理解の技術開発が必要である。   

・ サービスセンシングデータの収集と活用のための共通の M2M プラットフォームの整

備が必要である。現状の M2M プラットフォームは、個別のアプリあるいは事業者ご

とに構築されており、サイロ化している点が課題である。インターネットのように誰

でも安価に利用できる M2M プラットフォームにより、様々なサービスセンシングデ

ータの収集と活用が可能になり、サービスのイノベーションを加速できる。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 米国マサチューセッツ工科大学（MIT）メディアラボでは、サービスセンシング収集 

分析・活用に関する研究を活発に行っている。一例として、Picard 教授らの Affective 

Computing Group では、Google Glass を活用し、人間の心理や感情を計測する

BioGlass や SenseGlass の研究を行っている 10)。 Pentland 教授の Human Dynamics 

Group では、名札型センサを用いた組織の分析を行っている 11-13) 。 

・ 日立製作所では、複数のセンサデバイスを内蔵した名札型センサを活用した、組織の

コミュニケーションの可視化と、可視化に基づく組織の知識創造活動を支援するシス

テム「ビジネス顕微鏡」を開発し、組織改革のためのサービスを提供している 14, 15)。 

・ 産業総合研究所サービス工学研究センターでは、従業員の行動を計測・可視化し、無

駄な動きを小集団活動で議論し、加速度／ジャイロセンサや RFID タグを用いて、従

業員の動線をトラッキングし、業務の改善に活用している 16, 17)。また、業務プロセス

を蓄積し共有するコト・データベースを構築している。具体的には、現場のコト情報

を収集、分類、検索する技術を開発し、介護施設などでの試行評価を推進している 18)。 

・ 国土交通省などの日本政府の複数の省庁から構成される地理空間情報活用推進会議

において、地理空間情報の活用推進に関する行動計画（G 空間行動プラン）に基づき、

様々なプロジェクトが実施されている 19)。 

・ 音声でサービス提供者の気づきを収集し活用するプラットフォームとして音声つぶ

やきシステムがある。既に、看護・介護サービスで実用化され、保守や接客サービス

にも適応可能である 20)。 

 

（６）キーワード 

サービスセンシング、ビッグデータ、知識創造、気づき、組織学習、機械学習、ビッ

グデータ、位置情報、ウェアラブルデバイス、生体情報モニタ 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・JST RISTEX問題解決型サービス科学研究開発プログラムで、サー
ビス価値共創の概念的フレームワークの提案やおもてなしサービス
などの日本独自の基礎研究が行われているが、まだまだ欧米の理論
の導入が多い。 

・感性工学に代表される人間の感性の計測と評価に関しては、先行し
ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・サービス学会が設立され、サービスセンシングに関する研究開発が
活性化している。 

・G空間プロジェクトなど位置情報を活用したサービスの応用研究・
開発は進んでいる。 

産業化 ○ ↗ 
・名札型センサを活用した組織のコミュニケーションの可視化に関し

ては、事業化されている。 

米国 

基礎研究  ◎ → 
・インターネットなどを活用したサービスマーケティングなどの分野

で研究の蓄積がある。また、データ分析の基礎研究に関しても先行
している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・人間のセンシングに関しては、MITメディアラボのPicard 教授や

Pentland教授らの研究グループなど、活発に研究が進められてい
る。 
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産業化 ◎ ↗ 
・Google Glassなどのウェアラブルデバイスの実用化とそれを使った

サービスが数多く提案されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
・サービスセンシングにも適用できるCPS(Cyber Physical System)

に関しては、EUのFPやHorizonなど枠組みで基礎研究が推進されて
いる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・ヘルスケア分野のM2Mの国際標準化に積極的に取り組んでいる。 

産業化 ○ ↗ ・ヘルスケア分野での応用は進んでいる。 

中国 

基礎研究  ×   

応用研究・
開発 

×   

産業化 ×   

韓国 

基礎研究  ×   

応用研究・
開発 

×   

産業化 ○ ↗ 
・スマートフォンのサービスとして音声対話システムが製品化されて

いる。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 
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３.６.２ サービスシステムモデル 

（１）研究開発領域名 

サービスシステムモデル 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

特定の応用によらないサービスシステムの一般的なモデル表現に関する研究開発分野

である。サービスシステムは、マーケティング、システム技術、情報システム技術など、

多様な分野からの取組みが進んでおり、異なる分野間の議論のためには、対象物に関す

る共通認識としてのサービスシステムモデルを持つ必要がある。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

サービスシステムモデルに関しては、サービスシステムの定義を中心にした「サービ

スシステム概念モデル」、サービス価値をモデル化した「サービス価値モデル」、サー

ビスの提供者と利用者の間でのインタラクションやその行動規範などを対象にした「サ

ービスシステム応用モデル」、ビジネス意思決定に必要なサービスのライフサイクルに

関する「ライフサイクルモデル」の 4 つの分類が考えられる。 

(3-1) サービスシステム概念モデル 

サービスシステムの定義として著名なのは、Hill1)によるモデルで、サービスとは人や

品物の状態変化であり、この変化は、ある経済主体が相手とする経済主体の許諾を得て

もたらした結果である、と定義されている。このモデルは、サービスシステムの基本的

構造を表すものとして、広く引用されてきた。Tomiyama2)は、サービスシステムとはサ

ービス提供者とサービス受容者と環境からなり、サービスチャネルという手段を通じて

受容者はモノ、エネルギー、情報等のサービスのコンテンツを提供者から得て、その状

態を変化すると定義した。2000 年代になって、Vargo & Lusch3)は、Service Dominant 

Logic (S-D Logic)を提案し、サービスは、サービス提供者と顧客との価値共創行為であ

り、知識やスキルなどの能力を他人や自分自身に利するように活用するもので、社会は

基本的にはサービスの交換に立脚して構成されるとした。吉川 4)は、サービスを社会活

動の基本機能であるとして、時間的な属性、サービスの社会的な増幅などを考慮して、

その基本論理つくりを試みている。また、Kosaka5)は、伝統的なサービス業である加賀

屋のサービスの定義をサービスシステムモデルとして定義している。これらは、サービ

ス行動とは、ある人が、ある動機に基づく意図を持って他の人に何らかの影響を与えよ

うとしてとる行動であり、人が社会を作ることで生じるもので、社会を作る根拠でもあ

るとして、論理を組立てようとしている。 

(3-2) サービス価値モデル 

サービスは、顧客にとっての価値創造あるいは顧客との価値共創と捉えられている。

サービス価値をどうモデル化するかが大きな研究課題である。価値の捉え方として、

Value-in-use6), Experience Value7), Value-in- Context8), などが議論されており、サー

ビス研究に大きな影響を与えてきた。20 世紀の製品中心のビジネスにあっては、製品の

性能や機能が価値を決める大きな要素であった。しかし、価値は顧客が決めるという考

え方が、顧客の経験価値などの概念とともに生まれてきた。経験価値は顧客が作り上げ
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るものであり、ここで、顧客との価値共創という非常に重要な考え方が Prahalad9)によ

って提案された。経験価値、顧客との価値共創、という基本的な考え方は、価値をモデ

ル化する上で非常に重要であり、現在も研究がつづけられている。Kameoka10)は、サー

ビスの顧客総合価値は、製品価値、サービス価値、顧客が独自に付加する価値の 3 つを

総合したものであるというモデルを提案し、そのためには価値創造のための知識創造が

必要であるとして、サービスにおける知識科学的なアプローチの重要性を指摘した。

Kosaka11)はシステム科学と知識科学の視点からサービスを捉え、価値を提供者と利用者

の関係性を場の概念で捉えるサービス場概念とそれに基づくサービス価値創造プロセス

を提案した。また、Ueda12)らは、価値を歴史的にサーベイし、価値共創に関するモデル

を提案し中島ら 13)はサービス実践における価値共創モデルを提案している。 

(3-3) サービスシステム応用モデル 

サービスシステムを具体的に構成する上でのガイドラインともなるべきモデルである。

モデルのタイプとしては、統一モデリング言語（Unified Modeling Language, UML）

にみられるとおり、システムの静的な要素間関係を表す構造モデルと、システムの要素

間の動的な振舞いを表す振舞いモデルに分けることができる。Alter14)は、UML に基づ

きサービスシステムの構造を示した。これまでにも、多くの試みがなされてきたが、サ

ービスシステムを多面的に捉えた優れた構造モデルとなっている。一方、振舞いモデル

については、サービスシステムの実態は、提供者と受容者の間の相互のやり取りである

ことから、ペトリネット等の離散事象システムとしての表現が用いられてきた。この方

向性は、製造技術からのサービス分野への接近によって顕著となっている。Shimomura

ら 15)は、サービスシステム構築のための計算機支援システムを提案しているが、その中

で扱うモデルはペトリネットや次に述べる情報システム分野のモデルを想定している。

マーケティング分野では、サービスの提供者と利用者の間でのインタラクションやその

行動規範などを対象にしたサービスシステムモデルとして、Grove & Fisk16)によるサー

ビス劇場モデルがある。サービスシステムとは、サービス提供者が顧客に向かって展開

する演劇とみなすとのメタファが、関与者の即興的かつ社会的な関係をみるのに適切で

あるとするモデルである。また、情報システム分野では、インターネット上のサービス

を統合して複合サービスを実現することを目指し、サービス統合の振舞いを記述するた

めに、ソフトウェアに関する国際標準化団体 The Object Management Group (OMG)

の仕様として Business Process Modeling Notation (BPMN)が 2000 年代に開発され、

さらに、Business Process Model & Notation へと進展を遂げている。 

これまでの、サービスシステムのモデルは、一つの企業の振舞いとして記述されるの

がほとんどであった。しかし、企業は単一に存在するのではなく、複数の企業から形成

されるエコシステムとして捉えることが望まれるようになってきている。Funabashi17)

は、企業間のサービスが連鎖する参照モデルを提案している。 

(3-4) サービスライフサイクルモデル 

電話に代表されるように、利用者が増えることによって価値が増える現象は、ネット

ワーク効果、あるいはバンドワゴン効果と呼ばれ、古くから研究がなされてきている 18)。

この発展として、両面市場（Two-sided markets）と呼ぶモデルを、Rochet & Tirole19)

は提案した。例えば、クレジットカード発行機関は、カード保有者と商店という二種類
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のサービス顧客を持ち、この顧客同士が相互依存性を持ちながらネットワーク効果を形

成するというモデルである。黒田 20)は、日本の携帯電話サービス事業者の価格政策が、

電話利用者とコンテンツ提供事業者の成長にどんな影響を与えてきているかを分析した。 

サービスシステムのライフサイクルを評価するために、System Dynamics を代表とす

るシミュレーション手法が採用される。このほとんどが、個別システムの分析に留まっ

ているが、Tian ら 21)は、経済合理的な行動をするマルチエージェントモデルで、サー

ビスエコシステムをシミュレーションする枠組みを提案している。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

サービスシステムは、マーケティング分野から端を発して、様々な研究背景を持った

研究者が参入して始まっている新しい研究開発分野である。多様な研究者が自らの位置

を認識して相互に啓発して発展的にサービスシステム分野を展開する上で、サービスシ

ステムのメタ構造を表す参照モデルを追及する研究領域が極めて重要な役割を果たす。 

これまでの日本の研究開発では、概念的なモデルでは先端的な発信を行い、また、実

社会を対象とした多くのシステム開発研究も進められているが、概念的モデルを念頭に

置きつつ個別のシステム事例を抽象化した参照モデルを構築しようという取組みは、あ

まり活発ではない。今後、多様な展開が想定されるサービスシステムの標準化のリーダ

ーシップを確保するためにも、格段の注力が望まれる研究領域である。 

近年のサービス科学やサービスシステムの目指す「顧客との価値共創、価値モデル」

の研究開発は、従来のサービス産業だけでなく、製造業、情報産業にとって重要課題で

ある。すべての産業の共通基盤として、サービスシステムを位置づけるような産業政策

的な配慮が必要と考える。また、サービスは典型的な横断型科学技術であり、多くの異

なる専門分野の研究者、実務者が、サービスの価値を議論する場が重要である。特に価

値モデルに対する数理的なアプローチを活性化するための施策が望まれる。こうした活

動を活性化する目的でサービス学会が設立されたが、政策的にもこうした学会の活性化

を支援することが望まれる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

システム科学技術分野からのサービスシステムへの貢献は、1990 年代の、IEEE の

System, Man, and Cybernetics 部門（Society）からの呼び掛けによるところが大きく、

伝統的な最適化アルゴリズムやモデリングに立脚した話題が多かったが、その後に生ま

れた IEEE の Systems 協議会（Council）が関心を高めており、システム構築法の観点

からの取組みの活発化が予想され、サービスシステムの参照モデル開発への影響も大き

くなるであろう。産業面では、通信、エネルギーなどのプラットフォームビジネスが社

会的に大きな影響力を持つと予想され、このビジネス意思決定における理論基盤を与え

る、両面市場モデル、あるいは、多面市場(Multi-sided markets)モデルには、多くの取

組みがなされると思われる。日本のサービス科学研究者からの取組みの立ち上りが期待

される話題である。 

アジア地区、特に、中国において注目すべき動向は、サービスシステムを対象とした

コ ン フ ァ レ ン ス ： International Conference on Service Systems and Service 
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Management (ICSSSM)を IEEE の SMC との協賛で、毎年実施し、2014 年度で 11 回

目の実施となる等、大学を中心にサービス研究を進めていることである。現状では、事

例分析や OR 的な研究が多く、サービスを価値創造システムと捉えたシステム論的なア

プローチは少ないが、欧米の大学との連携が積極的に進められており、大学を中心に研

究開発レベルのポテンシャルは急速に向上するものと思われる。東南アジアのマレーシ

アやタイにおいても、サービスサイエンスへの注目度は高く、ビジネス系の学部を中心

にサービスサイエンスのコースを開始した例もある。 

 

（６）キーワード 

参照モデル、概念モデル、価値モデル、実装モデル、ライフサイクルモデル、構造モ

デル、振舞いモデル、両面市場モデル 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 
・製造技術の観点から、新たな概念モデルの構築に寄与した。日本が

直面する課題に対応した社会ビジョンの基盤となる新たな概念モデ
ルの発信が期待される。 

応用研究・
開発 

△ → 
・具体的なシステム開発研究は行われているが、この結果を抽象化し

て参照モデルを作るという取組みは希薄である。  

産業化 × → 
・産業界が連携して、標準モデルを開発するという機運には至ってい

ない。 

米国 

基礎研究  ◎ → 
・マーケティング学からサービス学を生み出したように、時代の要請

に対応した新たな概念モデルで世界をリードし続けている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・サービスシステム科学が多様な分野の融合領域であることを認識し

ており、新しい学問領域を自ら形成するというスタンスを持ち続け
ている。 

産業化 ◎ → 
・BPMNの標準化にみられるとおり、産業のニーズに応じて、モデル

の標準を進めると思われる。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
・米国や日本ほど実績を持ち合わせていないが、脱温暖化等で新たな

概念モデルを定期する素地はある。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・個別の事例を汎化する基盤が整っている。離散事象システムモデル

はもとより、両面市場モデルなど具体的な成果を生み出している。 

産業化 ○ → 
・標準化に大きな関心を持っているが、産業界の強い米国に続く形で

の展開と思われる。 

中国 

基礎研究  △ → ・概念モデルを生み出すには世界が受容する社会観が必要である。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・サービスシステム開発の実践が幅広く行われており、その抽象化に

ついても高い関心がもたれている。 

産業化 △ ↗ ・米国企業の研究所での取組みに注目すべき動きがみられる。 

韓国 

基礎研究  -   

応用研究・
開発 

-   

産業化 -   

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.６.３ 価値共創過程のモデリング  

（１）研究開発領域名 

価値共創過程のモデリング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

サービスシステムにおける価値共創過程を、顧客とサービス提供者間の相互作用とし

てとらえ、その説明・分析のためのモデルを構築しようとする研究開発領域である。さ

らには、そのようなモデルを構築するためのメタモデリング手法も対象とする。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

サービスシステムは、価値を創造する資源(人間、技術、組織、共有された情報)がサ

ービス提供者と顧客の間でダイナミックに相互作用する仕組みである 1)。その基本的な

相互作用は、顧客およびサービス提供者間の相互作用だけでなく、これらの相互作用を

支えるプラットフォームとの相互作用も重要となってきている。多くの場合、これらの

相互作用が非線形的に関係し合うため、サービスシステムは、必然的に記述や予測が難

しい挙動をする複雑なシステムとなる。 

近代的な価値共創メカニズムは、ICT によりビジネス・モデルやサービス形態が実現

され、顧客を共創者として巻き込む仕組みとそれを可能とする制度、組織のイノベーシ

ョンが不可欠である 2)。サービスサイエンスは、サービスシステムの共通の基盤を見出

すことに最大の関心があり、そのコアとなる価値共創過程の分析・解明のためのモデル

構築は、その中心的課題である。 

サービスプロセスの古典的なモデルとしては、Parasuraman らによる SERVQUAL

モデルが挙げられる 3)。 SERVQUAL モデルは、知覚品質における概念形成、計測のた

めの基準、手法を生みし、80 年代よりサービス品質研究の中心であった。その根幹をな

すギャップモデルは、顧客が抱いていたサービスへの期待と、実際にサービスを受けた

知覚のギャップを少なくし、実際にサービスを受けた顧客からのフィードバックにより

サービス品質向上を目指す方法である。このモデルでは、サービス提供者と顧客の非対

称性、サービス品質の可観測性・客観性・文脈非依存性などが仮定されており、そこに

限界がある。 

この点を改善解決しようとして提案された 1 つのモデルが、価値共創過程の 4 段階モ

デルである。このモデルは、サービスシステムにおける価値共創過程を、価値共創の最

初の段階を共同体験(co-experience)段階、次にサービスを体験することで相互の内部モ

デルを予測・観察・同定する内部モデル共同定義(co-definition)段階、共有化された内

部モデルの最適化を目指し、顧客とサービス提供者がサービスレベルを高め相互作用を

行う共同上昇(co-elevation)段階と共同開発(co-development)段階、の 4 つの段階によ

り説明・分析するモデルである 4)。 

さらに、この 4 段階モデルのマネジメントのために提案されたモデルとして、価値協

奏プラットフォームモデルがある 5, 6)。このモデルは、サービスシステムを、価値共創

過程とそれを支えるプラットフォームの 2 階層から成り立つとするモデルである。価値

協奏プラットフォームが価値共創過程を支援しマネジメントするためには、(1)巻き込み
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戦略(Involvement strategy)、(2)目利き戦略(Curation strategy)、(3)エンパワーメント

戦略(Empowerment Strategy)の 3 つの戦略が重要であるとし、これらの戦略を、先に

述べた価値共創の 4 つの段階に関係する形で論じている。 

価値共創過程を知識創造過程モデル(SECI モデル)と対応づけて提案したのが KIKI モ

デルである 7)。これは、サービス場概念 8)を前提として、サービス価値共創過程を、サ

ービス提供者と顧客の情報共有(Knowledge sharing)、サービス場の同定(Identification 

of service field)、新サービスの創造（Knowledge creation of new service）、サービス

の実装(Implementation of new service)、の 4 つのステップで構成する。また、提案モ

デルを具体事例と関係づける実証的な研究も行われている 9)。 

Process-Chain-Network(PCN)解析は、サービスオペレーションマネジメント

(Service operations management, SOM)の分野で提案された、顧客とサービス提供者が

形作るネットワーク型プロセスとそこでの相互作用を視覚的に表現する PCN 

Diagrams を用いたサービスシステム解析の枠組みである 10)。PCN 解析は、与えられ

たサービスオペレーションのネットワークにおける価値を明らかにし、プロセスイノベ

ーションの可能性を解析することを狙っている。これにより、サービスオペレーション

マネジメントの基本的概念とマネジメント上の意義が明確に表現されるとしている。な

お、提唱者の Sampson は、PCN 解析をより発展させることによって、より一般的な

The Unified Service Theory を構築することを目指している 11)。 

サ ー ビ ス イ ン タ ラ ク シ ョ ン を モ デ ル 化 し た も の と し て 、 Interact- 

Serve-Propose-Agree-Realize (ISPAR)モデルがある。このモデルは、2 つのサービスシ

ステム間の価値共創の相互作用をサービスインタラクションと呼び、これを、(1)他のサ

ービスシステムにサービスインタラクションを提案する（Proposal）、(2)そのプロポー

ザルに同意する(agreement)、(3)そのプロポーザルを実現する(realization)、の 3 つの

行為の流れ（フロー）として記述する。その上で ISPAR モデルは、サービスインタラ

クションのプロセスフローを、規範的なモデルとして樹形図の形で記述する 12)。ISPAR 

モデルの有用性は、C2C、B2B、公共サービスなど多様なタイプのサービスインタラク

ションに対して、共通する統一的な視点を与え、 サービスインタラクション測定のため

の尺度を開発する基礎を提供できる点にある。 

Service System Modeling は、サービスをモデリングするためにはどのような概念が

必要かを理解するのを支援するいわば、モデリングのためのモデリングを目指すメタモ

デリング手法である 13)。サービス工学でこれまで開発されてきた多様なモデリング手法

を俯瞰し、それらを基礎にフォーマルなメタモデリングアプローチとして体系化・統合

したものであり、サービスモデリングの参照基盤として、ヨーロッパを中心に広く注目

されている。 
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（４）科学技術的・政策的課題 

本研究開発課題領域は、Service science management and engineering (SSME)にお

ける本流であり、世界的規模で、多様なモデル開発が進んでいる。ただ、それらのモデ

ルは多くの場合、現状の個別のサービスシステムの説明・解析レベルにとどまっており、

これらに基づいた政策提言、処方箋提示までには必ずしも至っていない。その意味で、

特に我が国においては、現状の理解・分析から踏み出て政策へ展開・貢献できる仕組み

作りが求められるところである。その際は、システム思考、デザイン思考など、Trans-, 

Inter-, Multi-disciplinary なアプローチが今までにまして重要なことは言うまでもない。

実際、米国、欧州（特に北欧）においては、サービスシステムデザインにおけるそのよ

うなアプローチの重要性と有用性は、研究者、実務家、政策担当者、投資家の共通の理

解となっている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

現在では、先進主要国の GDP の 3 分の 2 以上がサービスセクターによるものである

ため、サービスシステムのおける価値共創過程を特に ICT をエネブラーとして活かしな

がらイノベーションを引き起こしたいという期待はきわめて強い。その中において、特

に欧州における FuturICT と Horizon 2020 の 2 つの巨大研究開発プロジェクトの動向

は特に注目される。 

FuturICT は、ICT と複雑性科学、社会科学を統合してパラダイムシフトを引き起こ

し、社会と ICT の共生を目指す EU が主導する巨大研究開発プロジェクトである 14)。 

新たな社会的な価値の創出を目指した ICT の革新的イノベーションを通して、地球レベ

ルでの ICT プラットフォーム Living Earth Platform の構築を目指す。 これにより、

サステナビリティとレジリアンスに特に注目しながら、地球レベルで互いに相互作用を

行う社会システムを理解し、マネジメントすることを狙っている。このプロジェクトは

いくつかのサブプロジェクトに分かれているが、それぞれの規模は、年間 1 億ユーロの

予算が見込まれている。 

さらに、Horizon 2020 は、2014 年から 2020 年まで 7 年間に渡り、総額 800 億ユー

ロというかつてない規模で EU 全体が進めている、技術的革新・ブレークスルーを狙う

研究イノベーションプログラムである 15)。基礎研究から産業界のリーダーシップまで社

会科学的側面も含めて世界最高クラスの科学技術を開発し、ICT、ロボティクスなどの

イノベーションを通して、サービスイノベーションを引き起こすことを狙っている。  

 

（６）キーワード 

価値共創過程、価値協奏、ギャップモデル、KIKI モデル、PCN 解析、ISPAR モデル、

Service Systems Modeling、FuturICT、Horizon 2020 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 

・システム科学等をテコに社会科学と科学技術を融合する真のサービ
ス科学への貢献と海外に向けた情報発信が少ないのは残念。HSSE、
FSCなど関連する国際会議のプロシーディングを見ると、これは明
らか。 

応用研究・
開発 

○ → 
・いわゆるサービス工学と呼ばれる定量的実証的研究が盛んに行われ

ている。 
・個別的、応用的、事例的研究が盛ん。 

産業化 △ → 
・サービス科学とは独立に産業界が独自の必要性に駆られて実施して

いる印象。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・Service Dominant Logic (S-D Logic)など、研究開発領域を強力に牽

引している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・教育プログラムの開発と実施、あるいはISSIPの主導など学官を巻

き込みながら、着実に展開している。 

産業化 ◎ ↗ 
・著名なICT関連企業を巻き込むISSPや、防衛産業など巨大企業をバ

ッ ク と す る INCOSE(International Council on Systems 
Engineering)など、産業化の舞台が、拡大している。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・特に、北欧学派（スエーデン、フィンランド）、フランス（RESER）

は、20年以上の地道な研究を基礎に、サービスイノベーションモデ
ルなど、さらに発展している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・特に、北欧、ドイツが価値共創モデルの応用・事例研究に力を入れ
ている。 
（たとえば、フィンランドのファンディングエージェンシーTEKES
およびVTTにおけるポスト・ノキア戦略） 

産業化 ○ ↗ 
・高齢化社会を迎えて、価値共創を実現する具体的な産業化に大きな

関心を示している。 

中国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.６.４ サービスデザイン 

（１）研究開発領域名 

サービスデザイン 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

社会の高度化・成熟化の進行に伴う経済のサービス化より、デザインの対象がハード

からソフトへ、モノからサービスへ、プロダクトからシステムへ拡大してきた。サービ

スイノベーションのシステマティックな創出を目指し、物理的なモノだけではなく、サ

ービスインタラクション、サービスシステムをデザインの対象とする、新しいデザイン

領域としての「サービスデザイン」をサービスシステムの研究開発領域として概観する。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

1990 年頃から始まった初期のサービスデザイン研究 1, 2)は、サービスデザインと既存

のデザイン領域の違いを強調していた。その後、米国、欧州を中心に、他のデザイン領

域や、マーケティング、マネジメント、エンジニアリングなど関連する多様な領域の研

究開発成果の集積により基礎づくりが始まった。デザイン領域では、インターフェース

からインタラクションのデザインへと研究開発領域が拡張されてきた。インタラクショ

ンデザイン(Interaction Design)およびユーザー中心設計(User Centered Design､UCD)、

人間中心設計(Human Centered Design､HCD)では、主に製品のユーザーインターフェ

ース(User Interface､UI)やその使用によるユーザーエクスペリエンス(User Experience､

UX)を総合的にデザインする。一方、サービスインタラクションの研究開発では、それ

らの成果を基礎とし、ユーザーだけではなく多様なステークホルダーを対象に、役割の

再設計など組織に関するマネジメント要素も研究開発対象とする。さらに、サービスサ

イエンス（初期の領域が拡張され Service Science、Management、 Engineering、+ 

Design、Art and Public Policy、 SSMEDAP と広がってきている）3)や製品サービスシ

ステム(Product-Service Systems、PSS)の進展とともに、サービスデザインの研究開発

対象はサービスシステム、サービスライフサイクルへと拡張されてきている。 

この領域における最近の流れのひとつは、サービスデザインやサービスインタラクシ

ョンに関する理論の研究開発であり、サービスデザイン独自の論理を構築していこうと

するアプローチである。様々なタッチポイントを総合的にデザインすることによる複雑

さ、顧客の持つ資源の利用と統合、多様な顧客に対するサービスのカスタマイズ方法な

どが重要となる。一方、他の領域の手法や理論を取り入れていこうとするアプローチで

は、サービスシステムを対象とした研究開発 4-6)、サービスデザインとマネジメント領域

の融合研究開発 7, 8)に注目する。 

2004 年に米国で提案され、現在では欧州、日本、中国などに広まったサービスサイエ

ンスの研究者を中心に、サービスシステムに関する理論研究、デザイン手法、教育、応

用に向けた実装技術などの研究開発が進められている。米国の National Science 

Foundation (NSF)主催の Workshop to Develop a Research Agenda for Service 

Innovation9)では、Human Centered Service Systems (HCSS)を今後強化すべき研究開

発領域として取り上げている。HCSS は、人・情報・組織・技術からなる、相互の便益
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のために協業するシステムである。例えば、ホスピタリティ、ヘルスケア、オンライン

ショッピング、金融システム、交通システム、政府のサービスなど多様なサービスシス

テムがある。人的要素に起因する HCSS の複雑性の解明に向けた研究や認知コンピュー

ティング等の研究開発が求められている。また、米国起点のデザインコンサルティング

組織の IDEO10)、ZIBA11)や教育組織としての d.school12)をはじめとするデザイン思考の

活動がサービスデザインに影響を与えている。 

欧州では、デザインとマネジメントの関係性に関する研究開発が行われている。サー

ビスデザインがどのように組織の変革に関与するか、ステークホルダーとの関係性をど

のようにマネジメントすべきかなど、サービスデザインが組織戦略・経営に及ぼす影響

の解明が進められている。また、サービスデザインをサービスとして提供するデザイン

会社やコンサルティング会社が次々と設立され、企業、行政、NPO などと一緒にサービ

スデザインの実践を進めて、一定の成果が出ている。Design Council 等の活動と共に、

サービスデザインの実践として英国が先行し、医療、健康福祉サービスの改善等で効果

をあげている。 

これらの研究開発以外に、手法・プロセス・ツールなどのデザイン技術・方法に関す

る研究開発 13)、サービスデザイン教育などに関する研究開発が進行している。ソーシャ

ルイノベーションなど市民参加のデザインでは、参加型デザイン (Participatory 

Design)などの手法の研究開発も進められている。 

教育に関しては、サービスデザインの授業をプログラムとして最初に取り入れた大学

は、Köln International School of Design (KISD)である。その後、ミラノ工科大学、カ

ーネギーメロン大学等に設置され、特に北欧ではデザインおよびイノベーションに関す

る教育が広く実施されている。欧州では、EU 全体に対する Horizon 2020、フィンラン

ドやスウェーデン、ドイツ、英国、イタリアにおける大学教育のカリキュラムの充実、

新しい産業の創出等、研究開発から人材、産業に至るエコシステムを構築し取り組んで

いる。米国では、NSF を中心に複雑化するサービスシステムの課題設定を行い、研究開

発プログラムの作成に向け動き出した。また、大学と産業が共に、21 世紀のスキルの創

出に向け、昨年度より T-Summit 2014: Cultivating Tomorrow’s Talent Today(T 字型人

材の開発)が行われている。さらに、市場にはデザイン力を十分に活用可能な産業が生ま

れている。 

研究開発者の交流の場として、2008年に非営利団体として Service Design Network14)

が設立され、サービスデザインの研究開発成果および実践的な事例を共有している。日

本においても、2013 年に SDN Japan 設立され、活動が開始された。コンファレンス 15-17)

が開催され個別のデザイン領域の最適化に注力してきた実務家・研究開発者が協同し、

サービスデザインの取り組みは基礎づくりという新しいフェーズへ移行しつつある。  
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（４）科学技術的・政策的課題 

サービスデザイン領域の特徴の一つは、実践型の研究開発が多くを占める点である。

これらの事例研究をどのように整備していくのか、研究開発の共有の場において、ポス

ター、ワークショップなどをどのように有効活用していくのか等、今後の検討課題であ

る。また、人材教育に関して、日本では、大学教育および企業における人材に対する要

求は、何年来変化が乏しい状況である。サービスイノベーションを創出するために、サ

ービスデザイン人材（新しいサービスシステムをデザインし、経営・オペレーション等

で実践をリードできる人材）を育て、それらの人材を活用するエコシステムを産学官が

協業して緊急に構築する事が望まれる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

すでに記述したが、欧州での産官学のエコシステム、米国での、NSF を中心とする

Human Centered Service Systems (HCSS)研究の強化、大学と産業の協業による 21 世

紀のスキルの創出(T-Summit 2014: Cultivating Tomorrow’s Talent Today)、デザインに

関する新産業創出に注目すべきである。欧州（特に英国）では、政府をはじめとする公

共的機関への導入が進んでいる。非営利・公共サービスでの政府主導の取り組みによっ

て、通常産業化しにくい領域の効率化・新しい価値を創出する取り組みとして重要であ

ろう。 

韓国では、国が産業を支援し、企業（LG・サムスン等）は積極的に産業化を試みてい

る。日本におけるデザインの領域をサービスにまで広げることができれば、これまで実

施してきている企業・政府の取り組みで同様の施策を実施する事も可能であろう。また、

新しい研究領域として注目されているサービスデザインと経営領域に対して、おもてな

しや日本のサービス品質経営を理論化し世界をリードするため、この領域の研究開発力

を強化していく事も重要であろう。 

 

（６）キーワード 

サービスデザイン、ユーザーエクスペリエンス、ユーザーインターフェース、インタ

ラクションデザイン、ユーザー中心デザイン、人間中心設計、サービスサイエンス、サ

ービスシステム、製品サービスシステム、Human Centered Service Systems (HCSS)、

参加型デザイン 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↗ 

・日本のサービスデザインの基礎研究は、主な大学を中心に始まった
という状態である。デザインと起業教育を行い、人材のエコシステ
ムを構築するMEXTのEDGEプログラム等がトリガーとなり、この
活動が加速されることが望まれる。 

・工業デザインのプログラムを持つ大学が中心となり、研究から教育
プログラムへと発展してきた。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・サービスデザインの特徴上、実践的な現場に関わる研究・開発が多
く、日本においては企業が中心となり行われている。 

・日本の企業では、早くからデザイン部門を保持している所もあり、
今後のスマートコミュニティ等のデザイン力を要するビジネス機会
の拡大によって、益々この傾向は強まる。 

・一方、未来の生活やサービスをイメージし視覚化するためにデザイ
ンを活用した公共サービスを対象とした活動も多く行われている。  

産業化 △ → 

・企業での人材の受け入れ・活用、新産業創出の機会の増大等、制度
においても変革が求められる。 

・企業内にデザイン部門が存在し、今後プロダクトだけではなく、サ
ービスシステムを含む活動をしていく事が予想される。 

米国 

基礎研究  △ ↗ 
・これまで、サービスデザインに関する研究はIT技術関係にとどまっ

ていた。今後は、米国を中心に広がってきたサービスサイエンス研
究を基礎に、サービスデザイン   研究が進むと考えられる。 

応用研究・
開発 

○ → 
・スマートシティ等、ビジネスの拡大と共に、企業において関連研究

が進んでいる。 

産業化 ○ → 
・産業においても、サービスデザイン自体をリードする企業が存在す

る。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・サービスデザインの黎明期から研究領域をリードしている。今後も

この状況は継続すると考えられる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・同上 

産業化 ○ → 

・サービスデザインを活用する新産業も生まれてきている。今後は、
欧州のみではなく、他の地域での展開が待たれる。 

・欧州（特に英国）では、政府をはじめとする公共的機関への導入が
進む。 

中国 

基礎研究  × → ・特筆すべき成果は見られない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・手法およびツール開発が行われている（台湾）。中国本国では、IT

に関する研究・開発に留まっている。 
・国外（日本等）で教育を受けた教員が研究・教育を開始している。  

産業化 △ → ・国外（日本等）の企業との協同プロジェクトが実施されている。  

韓国 

基礎研究  △ ↗ 
・国が産業を支援する事によって、基礎研究も充実してくる事が予想

される。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・手法およびツール開発が行われている。サービスデザインをリード

する研究者が存在する。 

産業化 △ ↗ 

・国が産業を支援し、企業（LG・サムスン等）は積極的に産業化を試
みている。サムスンはデザイン部門が1,000人を超えており、サービ
スデザインの専門の組織が存在する。LGは、本社の研究所としてサ
ービスイノベーション組織を所持する。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.６.５ 価値共創の測定・評価 

（１）研究開発領域名 

価値共創の測定・評価 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

サービス経営分野で急速に鍵となる概念となりつつある「共創価値」に関して、概念

定義の明確化と、その数量化を可能にする計量モデル・測定尺度、およびそれを活用し

た価値共創の評価方法に関する研究開発。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

サービスの提供者と被提供者が共に資源を供出し、相互作用において価値を創造する

「共創価値」の概念は 1990 年代から提唱され、近年の世界経済のサービス化と物財の

コモディティ化の急速な進展に伴ってその重要性を高めている。ここでは、価値共創の

概念定義、共創価値の計測評価、ビジネスにおける価値共創の視点から研究開発領域を

俯瞰する。 

(3-1) 価値共創の概念定義 

価値共創の概念自体の歴史は古く、1980 年に既に A.Toffler1)が Prosumer(Production

する consumer、すなわち、生産に関与し生産の一部を担う消費者)という造語を提示し

ており、その後、同様の潮流として R.Norman2)が BtoB におけるサプライヤー・アセン

ブリメーカー・卸・小売などが従来の役割を変えて双方向関係を結ぶ状態を価値星座

(Value Constellation)と表現している。近年では、P.Kotoler3)のマーケティング 3.0 は

複雑化・高度化する現代における消費者ニーズへの対応策として、CK. Praharad & 

V.Ramaswami はイノベーションの源泉として共創価値を鍵概念として提示している 4)。

なかでも、共創価値概念の普及に最も貢献したのは、サービス・マーケティング研究に

おける Vargo & Lusch の Service Dominant Logic(S-D Logic)と、それにドライブされ

た関連研究である 5-8)。北欧諸国を中心とするノルディック学派は S-D Logic を理論的に

詳細に検証し、対案としてサービスロジック 9)を提案している。S-D Logic におけるサ

ービスは提供者と被提供者が資源を提供しあって共創する仕組み全体を指すことから、

価値共創プロセスと同義である。これまで提供者が事前に製品に埋めこんだで被提供者

の金銭と交換してきた価値(Use Value)から、被提供者の価値生産プロセスへの参加、交

換後の使用段階において刻々と変化する文脈下で主体として生産する価値 (Value in 

Use)へ焦点が移行することが指摘されている。すなわち、サービスには提供者視点と被

提供者視点が必要になる。また、製造物の廃棄を減らすことが製造業のサービス化推進

の初期の動因であった欧州では、サービスエコシステムの研究が盛んである 10-12)。これ

は、価値共創活動の参加者が、社会、すなわち、行政・当該企業の取引先・地域住民な

ど広範囲に及ぶことを意味する。世界的にみても、環境負荷・エネルギー問題、BOP 問

題等の顕在化から、企業は社会的責任の遂行を強く求められるようになった。

CSR(Corporate Social Responsibility)は広く企業に認知され、国際規格 ISO 26000 に

も採用されている。しかしながら、企業にとってコスト要因にしかならない CSR では

本格的な取り組みに至らなかったことから、新たに企業活動に直結し収益を生む社会貢
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献活動である CSV(Creative Shared Value)が注目されている。 

S-D Logic は概念的であり企業の実務的なマネジメントへの直接的な適用が難しいと

いう批判を受けて、より実務適用を意識した研究として、S-D Logic の各主張を企業の

もつ能力として読み替え実務適用に生かす研究が進行している 13)。 

(3-2) 価値共創の測定・評価方法 

理論的には確立しつつあるといえる価値共創概念であるが、本研究開発領域のテーマ

である測定・評価モデルは未だ研究途上にある。顧客価値、従業員価値、企業価値のそ

れぞれの主体にとっての価値測定研究として行われているものの、共創においては個々

の視点ではなく、統合的な最適化がなされなければ意味がない。しかしながら、上述の

とおり、求める価値が異なる多様な関係者を対象とすること、その関係性が直線的では

なく星座型の複雑なネットワーク構造であることから、一般化された測定・評価モデル

構築には、大型研究プロジェクトが必要であろう。 

共創価値そのものの尺度構築は今後の課題であり、確立したものはないが、関連する

概念の測定・評価モデルは複数見られる。視点は、顧客・企業・従業員にわかれ、測定

されているものは満足度・ロイヤルティ・価値などである。顧客視点でのサービス評価

は、サービス品質評価測定尺度研究、顧客満足度研究、顧客ロイヤルティ研究である。

中でも、サービス研究の歴史上もっとも集中的に研究されてきたのはサービス品質であ

る。代表的な SERVQUAL14)は、有形性・信頼性・反応性・確実性・共感性の 5 要因、

22 の質問項目でサービス品質を測る。サービスを受ける前と受けた後の顧客評価の差分

を因子分析にかけるものであるが、その後、事後のみを測定する SERVPERF が提案さ

れ、また、品質要因に社会的責任を加えた尺度も登場している 15)。顧客満足度を測定す

るモデルは 1989 年の Swedish Customer Satisfaction Barometer (SCSB)をベースにし

た ACSI(American Customer Satisfaction Index)は 1994 年がスタートし、四半期毎に

43 産業の顧客満足度を測定、マクロ経済予測などにも活用している。本測定尺度は世界

中にライセンシングされているが、日本では 2007 年にサービス生産性協議会による

JCSI が ACSI とは異なる独自の測定方法でスタートしている。そのほかにも、従来の

サービス価値に関する評価に関しては、サービスや製品の多属性効用に着目した価値評

価方法、観光サービスなどの具体的なサービスにおける価値評価など多くの研究がある。 

(3-3) ビジネスにおける価値共創 

一方、企業視点の顧客価値研究では、Rust et al.(2000, 2004)の顧客生涯価値（LTV: 

Customer Life-Time-Value）の算出と、その拡張が代表的な研究になる 16, 17)。一人の

顧客が一生涯である企業に落とす収益を、顧客の過去の実収益額と他社へのスイッチす

る確率から算出するものである。経済的な意味での価値を企業視点で測定したものとい

えよう。LTV は顧客からの直接的な収益をベースにしたものであるが、口コミや紹介な

どから派生する収益も考慮したものとして CEV(Customer Engagement Value, Kumar 

et al. 2010, 2013)が計量モデルも含めて提案されている 18, 19)。 

従業員視点については、従業員の満足度研究や従業員のモチベーション研究は人的資

源管理や組織論分野に多数の研究実績がある。サービス研究の範疇では、組織風土がサ

ービスエンカウンターの従業員のパフォーマンスに与える影響の研究が行われてい

る 20,21)。 
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しかしながら、これらいずれの研究も、視座がステークホルダーの一部に固定されて

おり、また尺度も共創に焦点を置いたものではないため、共創活動から生まれる価値の

測定という意味では十分ではない。今後の方向としては、RISTEX プロジェクトで現在

進行中の価値共創尺度開発のような、各ステークホルダー全ての視点が網羅されること、

共創活動に焦点をおいた評価軸が開発されること、業界を超えた一般化と、実務適用に

際しての応用の容易性を確保した尺度開発が望まれる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

共創価値測定は、複数のステークホルダーに対する測定、また、その関係性を組込ん

だモデルの解析が必須であり、データ収集においても、分析手法においても挑戦的な課

題である。データに関しては、共創は提供プロセス中や使用中に発生するものであるた

め、サービス提供現場の協力も不可欠であるが、顧客・従業員・社会を巻き込んだ包括

的な調査への協力を得ることは容易ではない。個人情報管理の問題、従業員と顧客の対

応関係の特定、複数ソースのデータのシングルソースへのマージなどの課題がある。デ

ータ収集と分析手法上の課題としては、エンカウンターでの対話レベルで刻々と変化す

るサービス提供文脈の影響を受けるダイナミックな共創活動を捉え、そこから発生する

価値を評価する分析手法が必要となる。また、尺度内容に関しては、成熟経済化では基

本機能の充足は所与のものであり、顧客ニーズの個別化・複雑化・高度化、従業員の価

値観や働き方の多様化に対応するためには、製品・サービスの機能的な価値や経済的な

結果のみを測るのでは不十分であり、感情・感性的な価値やステークホルダーに蓄積さ

れる知識・スキルの価値を考慮した測定尺度の開発が必要となる。エネルギー・金融・

医療・教育など、主要なサービス産業は独自の各監督官庁の規制を受けているため、尺

度の一般化と同時に、実務活用における業界毎のルールを反映した調整の自由度も必要

になると考えられる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

共創価値の測定・評価に関して、国際規格 ISO の TC159（人間工学の技術委員会）

において、社会・顧客・企業・従業員の視点をカバーした人間中心の組織経営指針の標

準（ISO27500 シリーズ）の策定が薦められている。日本を中心に検討されている。27500

シリーズはエグゼクティブレベル（企業経営）、マネジメントレベル（執行管理）、プ

ロジェクトリーダーレベル（現場管理）にわかれ、それぞれの段階で、ステークホルダ

ーの共創を指向した企業理念から現場管理の指針までが策定される予定である。日本は、

マネジメント・プロジェクトリーダーレベルの標準原案作成で中心的に活動している。  

 

（６）キーワード 

価値共創（または共創価値）、バリュー・イン・ユース、バリュー・イン・コンテキ

スト、ロイヤルティ・プロフィット・チェーン、カスタマー・ライフタイム・バリュー

（LTV）、カスタマー・エンゲージメント・バリュー、顧客満足、顧客ロイヤルティ、

従業員満足、従業員ロイヤルティ、ハイパフォーマンス・ワークシステム（HPWS）、

サービス品質、Creative Shared Value（CSV）、ISO(国際規格) 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

・JST RISTEX 問題解決型サービス科学研究開発プロジェクト
（2010年スタート）において共創価値尺度研究が含む複数のサービ
ス研究が実施されている。 

・2012年にサービス学会が発足し、国内大会・国際大会計4回、学会
誌発行などを通じて、共創価値に関する研究成果も紹介されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

・上記サービス学会は産学文理融合を旨としており、産業界からの参
加も多いため、応用研究の発生の場となりつつある。 

・上記RISTEXプロジェクトはフィールド企業との共同研究型であ
り、応用研究の側面もある。 

・国際規格ISOのTC159（人間工学）において、社会・顧客・企業・
従業員の視点をカバーした27500シリーズ策定が、日本を中心に検
討されている。 

産業化 ○ ↗ 

・共創価値の認知はある程度されており、成功事例が取り上げられる
ことはあるが、具体的な評価手法や尺度の産業界での運用には至っ
ていない。 

・上記国際規格ISOが制定されれば、産業界、特に製造業で急速に浸
透する可能性が高い。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・サービス研究において歴史的に北欧と並んで最も進んでおり、複数
の大学にサービス研究センター（Maryland Univ.: Center for 
Excellence Service, Arizona State Univ.: Center for Service 
Leadershipなど）が設置されている。 

・世界最大のマーケティング学会であるAMAにはSERVSIG（Service 
Special Interest Group）が設置され、二年に一回の国際大会が行
われている。特に近年は価値共創関連の研究発表が非常に多く見ら
れる。 

応用研究・
開発 

○ ↗  

産業化 ○ ↗  

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・サービス研究において歴史的に米国と並んで最進んでいる北欧ノル
ディック学派に続き、多数の大学にサービス研究センター
（Maryland Univ.: Center for Excellence Service, Arizona State 
Univ.: Center for Service Leadershipなど）が設置されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・日本の産業技術総合研究所に相当する技術研究機関フィンランド
VTTやドイツFraunhoferなどが製造業のサービス化に取り組んで
いる。それぞれの研究所には経営系の研究者が所属し、文理融合の
応用研究が行われている。 

産業化 ○ ↗ 

・上記のVTT, Fraunfoherのサービス研究はこれらの研究は当初より
産業化を視野にいれており、国外を含めた産業界からの資金提供型
のものが多い。上記が工学的アプローチ、英国Cambridge Univ.の
Service Allianceはやや経営学的アプローチでそれぞれに産業化も
進んでいる。 

中国 

基礎研究  ○   

応用研究・
開発 

△   

産業化 △   

韓国 

基礎研究  ○   

応用研究・
開発 

○   

産業化 △   

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.６.６ 製品サービスシステム 

（１）研究開発領域名 

製品サービスシステム(Product-Service Systems) 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

新興国の急速な技術向上や製品のコモディティ化の進展による、先進国製造業の極め

て厳しい状況を打破するために、製品中心型で大量生産思想型のビジネスモデルとは異

なる新たな価値創出の枠組みが求められており、製品の生涯、提供者と受給者双方によ

る活動の全般を対象としてサービスを提供する「製造業のサービス化」が、産学官の注

目を集めている。製品とサービスの高度な統合により、製品価値を最大化するビジネス

モデルは「製品サービスシステム(Product-Service Systems, PSS)」1-3)と呼ばれる。PSS

は製品とサービスの統合だけでなく、これを中核として価値創出する社会基盤、ステー

クホルダによる共同・協業のためのネットワーク構造を含む。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

PSS 研究は、2000 年代前半から欧州と日本を中心に進められてきた。欧州は事例分

析、事例開発その研究開発の主軸を置き、旧来型ビジネスから PSS 型ビジネスへの移行

方法に関する研究が行われてきた。ドイツおよび英国は、Industrial Product-Service 

Systems(IPS2)4)という呼称のもとで、PSS の中で対企業ビジネスに焦点を当てた研究

開発を重点的に行い、その対象は航空機エンジン、建設機器、工作機械、大型印刷機な

ど多岐に渡る。ドイツは、要求分析手法の提案に始まり、実学的視点に基づいて、実際

の企業分析を実施し、実践的な PSS の設計・開発が行っている。企業が PSS を導入す

る上で必要とされるケイパビリティの整理、市場ごとの PSS 導入の妥当性評価など、極

めて実践的な研究開発を行っている 5)。ドイツでは、2020 年までの中期計画・High-Tech 

Strategy 2020 Action Plan に基づく国策として、Industrie 4.0(第 4 次産業革命)6)と呼

称する国家プロジェクトが進められている。モノづくりと IT の高度統合による高付加

価値達成の考え方は、極めて PSS の思想と近く、Smart Factory や Internet of 

Things(IoT)、Machine to Machine Communication(M2M)などの技術コンセプトは、

提供者と受給者双方による活動の全般を対象としてサービスを提供する PSS のコンセ

プトとともに実用化されるものであり、Industrie 4.0 の進展に伴い、PSS の研究開発が

一層加速する可能性が高い。最近、Cyber Physics/Cyber Physical Systems の研究者が

PSS に言及する事例が目立つが、これは上記の技術統合が進んでいる証拠である。 

英国では、PSS と近い動機に基づく Private Finance Initiative(PFI)や Partnering

などの事業実績が蓄積され、実践的な研究開発が進行している。現代社会における保守・

保全サービスの重要性に着目し、Through-life Engineering Service 等の呼称のもとで、

保守・保全に関する研究開発と PSS 研究開発の統合化、横断化が加速している 7)。PFI

は、主として公共施設、社会基盤の整備、運営に民間が携わることでコスト削減とサー

ビス品質の向上を目指すビジネスモデルであり、1980 年代初頭の行財政改革に端を発す

る。道路整備事業、地域再生事業、小中学校運営、病院運営、省庁舎管理など、多くの

先行事例が存在する。Partnering は、同国の国防費の削減が行われる中で、効率的で効
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果的な国防を達成するために、軍用装備品の補給・装備関連業務を、PFI と同様に民間

委託し、コストの削減と効率の向上を目指す仕組みであるが、補給装備品の個数や役務

の工数に応じて対価を支払うのではなく、包括的な関連業務全般を対象に長期的な契約

を締結し、期間中の役務達成率、役務効率の観点で契約当初に取り決めた Key 

Performance Indicator(KPI)による評価に基づいて、対価およびインセンティブを支払

うものである。英国では 1990 年以降の国防予算の大幅削減を背景として、2005 年以降

は国防の Partnering が義務付けられている。英国では公共事業などを対象に、コスト

削減とサービス品質向上を目的とした民間役務代行や、そのためのビジネス設計がいち

早く普及をしていることが、製造業における PSS の研究開発開始の障壁を下げている。 

日本では PSS を設計対象として見做し、その設計方法に関する研究、特に設計過程を

重視する動的な、また、設計の背後にモデルの存在を仮定し、そのモデルを用いて設計

を形式化しようとするモデル的な研究が進められてきた 8)。事例開発中心の欧州の PSS

研究開発に比して、日本では PSS の設計方法論とそれに基づく設計支援手法、設計支援

ツールの開発が進み、欧州の PSS 設計研究に先行している。しかし企業による PSS の

開発が現時点をもって殆ど行われていないなど、その応用研究、産業化は欧州と比較し

て著しく遅れている。この理由に、日本が英国やフランスとは異なり、 PFI や

Performance Based Logistics(PBL)、Partnering 等の実績に乏しく、国内で PSS に対

する理解が進まないことがある。高度成長期の大量生産・販売により成長を遂げた国内

製造業にとって、製品販売により得られる交換価値よりも、サービスの提供によって得

られる使用価値、文脈価値を重視する PSS 型ビジネスモデルは、その意味・意義を理解

出来ても、その業態へ転換し、ビジネスを展開することに大きな抵抗が存在する。しか

しこれ以上の国内製造業の弱体化を抑止し、国際競争力の再獲得による国益の維持・向

上を達成するには、この障壁を効果的かつ速やかに解消することが極めて重要である。  

スウェーデン、デンマーク、フィンランドを中心とする北欧圏では、持続可能型消費

や環境調和性などの持続可能性に関するキーワード、Function Selling（機能販売）、

Integrated Product Service Offering（製品サービスの統合的提供）などの呼称ととも

に、PSS に関する研究開発が活発に行われている 9)。これは環境負荷の低減と顧客価値

の向上を両立する新たなビジネスモデルとして、PSS に対する期待が高まっているため

である。このような環境調和を指向する PSS では、顧客による製品共有型のビジネスモ

デルや、提供者が顧客に代わり製品を利用し、その結果を複数の顧客に受け渡すビジネ

スモデルが代表的である。これらのビジネスモデルでは、製品稼働率の向上や部品の共

有化などにより結果的に製品の製造・販売に際して消費される資源およびエネルギーが

削減されることによる環境負荷低減だけでなく、製品を保有し、直接に使用することに

よって生じる顧客のコストやリスクの低減が可能となり、顧客が受け取る価値が高まる

ことが主張されている。 

イタリア、フランスなどでも急速に PSS 分野に関する研究開発が活発化している他、

北米においてもこれまでのサービスサイエンス (Service Science, Management and 

Engineering, SSME)系とは視点の異なるサービス関連研究として PSS に関する研究開

発が勃興している。イタリアでは、自動車産業を中心に PSS の事例開発が活発化してい

る他、皮革製品などを扱う多数の中小企業に対して、PSS のビジネス思想を普及させ、
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その生産性を向上させるとともに、中小企業による協業を加速し、国内の産業基盤の強

化を図ることも試みられている 10)。PSS は大企業にのみ有効なビジネス戦略では無く、

中小企業においても自社ビジネスの差別化、新たな市場の開拓を実現する有効手段とな

り得る。イタリアはスウェーデンとともにこの点に着目し、中小製造業の活性化手段と

しての PSS 開発に取り組んでいる。フランスでは、英国と同様に、PFI の事業実績が蓄

積されている。フランスにおける PFI の対象は、有料道路、空港、港湾、鉄道、水道、

ガス、駐車場、港湾、空港、市場、など多様な分野に広がりを見せており、特に道路や

水道施設に対する適用事例が広く知られている。また、北欧におけるスウェーデン等に

よる取り組みと同様に、環境負荷の低減、持続可能社会の実現に関連するキーワードと

ともに PSS に関する研究開発が加速している 11)。これまで環境調和型製品設計や、ラ

イフサイクル設計に関連する研究に取り組んでいた研究者が、PSS に関する研究を開始

するケースが増えており、社会の持続性を高めるために、他の先進国と同様に製造業が

新たな価値を創出する「製造業のサービス化」に対する関心が、環境調和に関する研究

分野においても急速に高まっている。北米でもこれまで大規模設備のメンテナンスに関

わっていた研究グループが PSS や SSME に関連する研究への展開を開始している他、

英国と同様の PBL12)が積極的に展開されており、英国やドイツと同様に製造業における

PSS の研究開発が活性化することが予想される。 

黎明期より同分野を牽引してきたドイツ、デンマーク、日本の研究グループは、ごく

最近、主として製造業が PSS ビジネスへの移行するための方法をまとめた設計ガイドを

ほぼ同時に公開している。デンマークのグループによる設計ガイド 13)は、造船業との共

同により、ビジネスの現状分析から導入準備までの一連の PSS 設計プロセスを包括し、

高い完成度を誇っているが、同ガイドの内容は造船という個別事例を中心に扱っており、

製造業全般に対する汎用性・実用性は十分ではない。ドイツおよび日本では、それぞれ

が PSS の設計方法論および設計支援ソフトウェアの開発を独自に行い、其々の研究成果

から得た成果・知見をもとに、PSS 設計ガイドツールのプロトタイプを構成している。

製造業において実践的に活用可能なツールが整備されることが求められている。すなわ

ち、学術界から産業界への関連技術の移転が円滑化され、製造業における PSS 開発を加

速させるとともに、それを実践する組織や技術者のマインドセットを変革することが強

く求められている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

我が国では、PSS の応用研究、産業化が欧州と比較して著しく遅れを取っている。こ

の最大の理由は、我が国においてこのビジネスモデルに対する理解が進展していないこ

とである。高度成長期の大量生産・販売により成長した国内製造業には、サービスの提

供によって得られる使用価値、文脈価値の創出を重視する PSS 型ビジネスモデルへの転

換を果たし、ビジネスを展開することに大きな抵抗が存在している。しかしこれ以上の

国内製造業の弱体化を抑止し、国際競争力の再獲得による国益の維持・向上を達成する

ためには、この日本製造業が有する抵抗を速やかに解消することが極めて重要である。

この手段として、PSS 関連分野の研究を活性化させ、国内における全体的な研究アクテ

ィビティを高める必要がある。民間等による応用研究および産業化のフェーズを併せて
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活性化させ、国内における PSS 応用研究・開発のレベルを引き上げるために、国策によ

る関連事業を積極的に遂行するべきである。併せて、国内における PSS に対する理解を

広げ、普及を押し進める理念教育に国が取り組むことも極めて重要である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

ドイツの Industrie 4.0、英米仏における PFI、PBL、Partnering の進展など、PSS

関連の国策が欧米を中心に一斉に展開され、PSS の研究開発が一層加速する可能性が高

い。中国・韓国の PSS に関する現状の研究活動は鈍いが、Industrie 4.0 に強い関心を

示すなど、今後急速に研究開発が加速する可能性がある。我が国では、徐々にではある

が PFI 事例が増えつつあること、武器輸出三原則に代わり導入された防衛装備移転三原

則のもとで条件付きでの軍用装備品輸出が可能となったなど、防衛省主導による PBL、

Partnering の対象範囲が拡大することにより、インフラ、重工業分野を中心に PSS 型

ビジネスモデルへの転換が進行する可能性がある。 

 

（６）キーワード 

製品サービスシステム (Product-Service Systems, PSS)、サービス工学 (Service 

Engineering)、Service Science、Management and Engineering(SSME)、Through-life 

Engineering、機能販売(Function Selling)、Integrated Product Service Offering(IPSO)、

Private Financial Initiative(PFI)、Performance Based Logistics(PBL)、Partnering、

Industrie 4.0、Cyber Physics、Cyber Physical Systems 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

・基礎研究は、本分野で先進的な欧州の研究成果をベースとしつつも、
設計論、設計工学の知見に基づく独自の成果を精力的に発信し、設
計研究に関しては先行している。しかし研究者数が限られ、全体的
な研究アクティビティは高いとは言えない。 

応用研究・
開発 

△ → 

・設計論を応用したPSSの設計方法論や設計支援ソフトウェアが開発
され、他国の論文でも頻繁に引用されている。しかし研究者数が限
られていること、民間等による応用研究の遅れなど、応用研究・開
発のレベルは欧米の後塵を拝している。 

産業化 × → 
・製造業のサービス化に対する機運が高まり成功事例も出始めてい

る。しかし研究開発の成果を実産業において活用するには至らず、
特筆すべき成果は少ない。 

米国 

基礎研究  × → 
・マーケティングやマネジメント分野において、製造業のサービス化

が議論されることは多いが、PSSというコンテキストでの基礎研究
は、ほとんど行われていない。 

応用研究・
開発 

△ → 
・PSSにおける組織管理などに関する少数の論文が発表されるにとど

まっている。 

産業化 △ → 
・住宅や化学薬品に関するPSSに関するサーベイが発表されている

が、少数である。 



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

322 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・欧州発祥の研究分野であり、多くの研究者がPSSに関連する研究に
従事し、大型のファンドも投入されている。PSSに関する代表的国
際会議であるCIRP Industrial Product-Service Systemsも多くが
欧州で開催されており、主導的な立ち位置を占めている（欧州4回、
日本1回、北米1回）。特に英国、ドイツ、スウェーデンでは基礎研
究が充実しており、企業へのヒアリングを通じたケーススタディや、
既存研究のレビュー論文の数は、他国・地域の追随を許さず、順調
に増加する傾向にある。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・論文数では英国がリードしており、PSSの設計技術、モデル化・シ
ミュレーション技術、収益コスト分析技術などといった多様な応用
技術の開発が進められている。設計技術としては、異なるステーク
ホルダが参加する協調設計に関する方法論や、設計に有用な知識・
情報を管理するための技術の開発が目立つ。 

・ドイツでは大型プロジェクトTR29等により、PSSの応用研究が盛ん
に行われてきた。例えば、日本と同様に製品分野で培われた知見に
基づく設計・開発方法論や、PSSの運用をサポートする情報システ
ムの研究開発が行われている。 

・スウェーデンやイタリア、オランダ、フランスにおいても、設計技
術やシミュレーション技術の開発が進められている。オランダやフ
ランスでは、PSSに対して持続性の観点からの期待が高く、環境負
荷の評価ツールなどが開発されている。 

産業化 ○ ↗ 

・新しい研究分野であるため、産業化に関する成果は比較的少ないが、
増加傾向にある。多くは、特定の製品分野（ヘルスケア、自動車、
住宅、オフィス家具、航空機など）におけるPSSの実現に向けた諸
分析（機会・障壁、収益・コスト、リスク）をするにとどまってお
り、産業化に向けた準備段階にあると考えられる。欧州内では、英
国、ドイツ、スウェーデンに加え、イタリアやフィンランドが産業
化に向けた動きを見せており、世界的にも先進的である。 

中国 

基礎研究  △ → 

・中国も日本と同様、欧州の基礎研究をベースとするものが多く、基
礎研究に関する独自の成果は少ない。日本に比べて多くの論文が発
表されているものの、文献調査に関するものがほとんどであり、企
業へのヒアリングを中心に研究を進めている欧州に比べると質・量
ともに見劣りする。 

応用研究・
開発 

○ → 

・欧州に比べて研究者数や論文数は少ないが、中国においても設計技
術やシミュレーション技術、収益コスト分析技術などの開発が行わ
れている。研究傾向は、欧州と近いが、マスカスタマイゼーション
やモジュール開発などのキーワードが目立つ。 

産業化 ○ ↗ 
・欧州には見劣りするが、産業化に向けた動きは活発である。特徴的

である点は、RFIDなどICT技術を用いたPSSの運用支援に関する研
究が進んでいる点である。 

韓国 

基礎研究  × → ・特筆すべき成果は見受けられない。 

応用研究・
開発 

△ → 
・PSSのコンセプト立案や業務プロセスの可視化などに関する支援技

術の開発が行われているが、日本と同様にまだ少数である。 

産業化 × → ・基礎研究と同様、特筆すべき成果は見受けられない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.６.７ 地域・コミュニティサービスシステム 

（１）研究開発領域名 

地域・コミュニティサービスシステム 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

地域・コミュニティにおける価値創造に関する研究開発領域である。地域や任意のコ

ミュニティに存在するサービス要素をシステムの視点で理解し、生活の質の向上のため

の価値創造について、人間の潜在能力の拡大を含め、現状の問題状況の改善を目指す。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

地域・コミュニティにおけるサービス研究では、当該地域の生活の質向上のための価

値創造が重要になる。そこでは経済価値に留まらず、他者への関心や共助活動に基づく

社会的価値の創造が必要である。 

地域・コミュニティをシステムの観点から研究する試みは、地域を政治・経済・社会・

空間の諸システムで構成される複合的な地域システムとして定義し、地域システムを変

革する端緒としての住民の重要性を指摘する 1)など、比較的以前から行われてきた。た

とえば、住民は、投票行動によって地域の政治システムに変化を起こし、選択的商品購

入により地域の経済システムを変化させる。また、同じ関心を持つ者同士で新たなる組

織形成を行うことで地域の社会システムを変化させ、自らが生活する空間を定義・形成

していくことで地域の空間システムを変化させる。こうしたダイナミズムが地域やコミ

ュニティのあり方を変化させるのである。このような捉え方は、地域政策論の観点から

も研究があり、住民同士の協働システム 2)の構築の必要性を議論する試みもなされてい

る。 

しかしながら、地域システムを価値創造に重きを置いてサービスの考え方に基づいて

議論するようになったのは、最近になってからである。異分野融合型の横断型科学技術

に関する国内会議である横幹連合カンファレンスでは、地域社会をサービスシステムと

して構築しようとする試みが新たに始まっている 3)。そこでは、サービスシステムを、

創発原理を背景に人々のニーズを満たし価値を生むために結び付けられた有形・無形の

技術の集合と定義した。そして、地域・コミュニティの活動を、サービスシステムの視

点で分析したり、デザインすることを試みている。こうした思考に基づき、多くの関係

者を交えて地域の活性化について検討を加える取り組みとして、平成 18 年度から地域

住民に対して地域再生システム論（現在は地域活性化システム論）の教育が、総務省の

支援によって開始され、現在はその導入校が 30 を超えている 4)。地域それぞれの課題に

対し、具体的なアクションプランを見出していくことが狙いである。 

一 方 、 消 費 者 行 動 論 を 含 め た サ ー ビ ス マ ー ケ テ ィ ン グ の 分 野 で は 、

TSR(Transformative Service Research)あり、これは、「個人やコミュニティそして生

態系に至るまで、消費に関わる実存在の Well-being（人間の厚生）に改善や良い変化を

形成することに主眼をおく研究」と定義される 5)。Anderson ら 6)は TSR 特有の分析単

位として(ⅰ)サービス提供主体(ⅱ)消費主体(ⅲ)サービスと消費者に影響を与える政策、

文化、技術、環境などのマクロ環境(ⅳ)共創のアウトプットとしてのアクセス性、脆弱
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性の緩和、ウェルネス、幸福、生活の質、公平さの維持、格差の減少といった人間の

Well-being に関わる要素、を提示し、価値共創のシステムとして消費者の厚生を考える

枠組みを開発した。これは地域・コミュニティにおけるサービス研究と親和性が高く、

2013 年度から開始したサービス学会でも、地域の買い物支援活動に関するサービス視点

での分析事例 7)を始めとしてなされているものの、サービス研究の中で、サービスシス

テムの発想で地域の価値創造を研究開発する取り組みは始まったばかりであるといえる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

地域・コミュニティにおける価値創造に関する課題の多くは、人間同士の共助の体制

をどのように設計し、いかに他の要素を含めて効果的にそれを運用していくかという問

題に行き着く。これは社会のための科学」として近年重要性が高まっている総合工学 8)

でも議論が行われている。そこでは、地域・コミュニティは広がりがあり相互作用も複

雑な巨大複雑系社会経済システムのため、「認識科学と設計科学の連携」が必要である

とされている。柘植によれば 8)、巨大複雑系社会経済システムには複数の特徴があるが、

システムの環境および目的がシステムの創生者に予測できず、問題を完全に記述できな

いため、システムの目的を他主体が連携して共創的に探索していく必要性があるという。 

地域・コミュニティにおける価値創造には、生活者の価値観やニーズが基盤にあり、

システムとして定義すべき問題が記述しにくいため、目的の共創の必要性が重要である。

これに向けては、システムの要素である生活者をより理解するサービス技術の開発が欠

かせない。例えば、地域医療サービスについて、多様な消費者の満足を、その者がおか

れている状況に関するデータと共に、いかに計測・分析し新たなサービスに展開させる

か、そのための技術開発や、地域の廃棄物処理課題および環境課題に関して、生活者の

生活の質に影響が出る情報および対策としての知識をいかに効果的に普及させるか、等

に関する技術開発が求められる。このように地域・コミュニティにおける価値創造には、

多様な市民の価値観を把握・共有したり、価値を共創するために必要な知識を普及した

りするための技術開発が必要である。 

このためには、行政が俯瞰力を持ち、分野や行政区を時に超えた連携を設計する態度

が求められる。従来、政策的意思決定は価値の共有および価値観の収束が重要なテーマ

のひとつであり、経済学や公共政策論がそのための有用な視点としてあった。しかし、

複雑な地域サービスシステムにおける価値創造を考えた場合、事業主体や行政機構が主

たるアクターとして存在するだけでなく、市民も自らの価値を形成する主体として存在

する。多主体で構成される、より価値創造・共創志向のシステム方法論の開発が必要と

なろう。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

地域・コミュニティの価値創造に関しては、科学技術振興機構の RISTEX プロジェク

トにおいて、「救命救急サービスを核とした地域の安心・安全を創出する知的社会サー

ビス基盤の創生（代表：濱上知樹）」や、基礎的調査としての「地方都市活性化のため

の社会シミュレーションモデル企画調査（代表：寺野隆雄）」を始めとして、関連プロ

ジェクトが行われている 9)。 
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また、サービス研究で米国アリゾナ州立大学の Center of Service Leadership では、

The Science of Service - Leading Edge Research Opportunities with the CSL として、

Smart Services and Self-Services Technologies、Service Design、そして人間の厚生に

関するサービス研究領域として Transformative Service を挙げている 10)。これと関連し

て、アメリカマーケティング協会の年次大会では Transformative Service Research ト

ラックが作られたり、AMASERVSIG Conference では地域に存在する自然資源と住民

の価値共創システムのモデル化のような報告が行われるなど、関連した活動は活発化し

ている。 

欧州では、サービス研究で有名なスウェーデンのカールスタット大学の Center for 

Service Research において、eHealth Service に関する調査レポートが出され、国の関

連する共同研究が 2006 年代から行われていることが示唆されている 10)。また、スイス

の Eawag11)の研究者は途上国の衛生状態が悪いコミュニティの持続可能な発展に向け

て、水問題や衛生問題に関わるインフラサービスやビジネスモデルイノベーションの視

点で研究しているなど同じく取り組みは活発である。 

 

（６）キーワード 

社会・経済システム、地域社会サービスシステム、Transformative Service Research、

人間の厚生(Well-being)、巨大複雑系社会経済システム、総合工学、共助 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

・平成18年度から総務省の支援により、初めての地域再生システム論
が北陸先端科学技術大学院大学にて開講され、地域活性化のために
地域の課題やそのための基礎技術およびサービスについて検討がな
されるようになっている。 

・サービス学会において厚生サービスシステムの研究が出始めてい
る。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・地域包括ケアプロジェクトとして、東京大学高齢社会総合研究機構
が中心となり、医療機関や家計、近隣の薬局などを含めた地域サー
ビス拠点を統合し、地域・コミュニティが価値創造できるためのシ
ステムを構築・運用が始まっている。 

産業化 ○ → 
・地域・コミュニティの価値を高めるためのIT支援ツールの開発・事

業化が進んでいる。スマートコミュニティに関するプロジェクトも
盛ん。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

・サービス関係論文誌であるJournal of Service Researchにおいて、
地域・コミュニティにおける価値創造も含む議論としての
Transformative Service Researchの特集号が組まれている。 

・サービス研究で著名なセンターであるアリゾナ州立大学Center for 
Services Leadershipでは2014年現在、次世代の主要なサービス研
究のテーマとして「スマートサービスとセルフサービスの技術」、
「サービスデザイン」、に加え「Transformative Service」を掲げ
ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・産業化ともリンクするが、 IBMはSmarter city としてPlanning 
management、People、Infrastracture の観点でシステムを提案し、
特にITやビッグデータに関する技術の展開とともに成功事例を積
み重ねている。 

産業化 ◎ ↗ 

・ドイツ発祥でアメリカにて発展しているFrog Design12)はサービス
システムデザインの観点でコミュニティにおける問題を解決してい
る。このほか、NPO組織が環境システムデザインの観点からコミュ
ニティのサービス設計をしている。 
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欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・スウェーデンのカールスタット大学のCenter for Service Research
では、eHealth Serviceに関する調査レポートが出され、国の関連す
る共同研究が2006年代から行われていることが示唆されている。 

・スイスのEawagの研究者は途上国の衛生状態が悪いコミュニティ
の持続可能な発展に向けて、インフラサービスやビジネスモデルの
視点で研究している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・サービスデザインに関する研究が進んでおり、地域のサービスデザ

インツールのプロトタイピングが盛んである。 

産業化 ○ ↗ 
・例えばシーメンスは技術を駆使しスマートシティビジネスを進めて

いる。 

中国 

基礎研究  △ → 

・清華大学の教員がIEEE SMCSの中の分科会組織として、Service 
Systems and Organizationを立ち上げているが、関連する国際会議
において地域・コミュニティに関する研究報告は確認されていない。 

・医療機関・クリニック・薬局・顧客らが情報を共有しあうコミュニ
ティヘルスケアサービスシステムの研究報告が IEEE Services 
Systems and Services Conferenceにおいて報告されている。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究で特筆すべき成果は現状では見られない。 

産業化 △ → 
・中国各地でスマートシティプロジェクトはあるが国内企業がそれを

リードする状況では必ずしもない。 

韓国 

基礎研究  △ → ・基礎研究で特筆すべき成果は現状では見られない。 

応用研究・
開発 

△ → ・応用研究で特筆すべき成果は現状では見られない。 

産業化 △ → ・産業化で特筆すべき成果は現状では見られない。  

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) 日下正基. 地域システムと環境. 社会・経済システム. 1992, no. 11, p. 67-70. 

 2) 三上亨. 地域を自立させる人々. 文眞堂, 2013. 

 3) 中森義輝. 地域社会サービスシステム構築論. 第 5回横幹連合コンファレンス論文集. 2013, 

p. 448-455. 

 4) http://www.chiiki-info.go.jp/local/system/localsystemgaiyou.pdf  

 5) Rosenbaum, Mark S.; Corus, Canan.; Ostrom, Amy L.; Anderson, Laurel.; Fisk, 

Raymond P.; Gallan, Andrew S.; Giraldo, Mario.; Mende, Martin.; Mulder, Mark.; 

Rayburn, Steven W.; Shirahada, Kunio.; Williams, Jerome D. Conceptualisation and 

Aspirations of Transformative Service Research. Journal of Research for Consumers, 

2011, no. 19, p.1-6. 

 6) Anderson, Laurel.; Ostrom, Amy L.; Corus, Canan.; Fisk, Raymond P.; Gallan, Andrew 

S.; Giraldo, Mario.; Mende, Martin. Mulder, Mark. Rayburn, Steven W.; Rosenbaum, 

Mark S.; Shirahada, Kunio;  Williams, Jerome D. Transformative service research: An 

agenda for the future. Journal of Business Research, 2013, vol. 66, no. 8, p. 1203-1210. 

  

http://www.chiiki-info.go.jp/local/system/localsystemgaiyou.pdf
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 7) Ho, Quang Bach.; 白肌邦生.; フィスク,レイモンド. Transformative Service Research II: 

アクセス性課題を克服するサービスシステムの事例研究. サービス学会第 1 回国内大会. 

2013. 

 8) 柘植綾夫．巨大複雑系社会経済システムの創成力を考える―フロントランナー型イノベー

ションの創成力―．学術の動向. 2010, 12, p. 40-43. 

 9) 問題解決型サービス科学研究開発プログラム. 独立行政法人科学技術振興機構社会技術研

究開発センター. http://www.ristex.jp/servicescience/project/ 

10) User involvement for service innovation.  

http://www.kau.se/sites/default/files/Dokument/subpage/2013/10/%20involve_agenda_n

ov2013_pdf_20901.pdf 

11) Eawag: Welcome. http://www.eawag.ch/index_EN 

12) History | frog - Frog Design. http://www.frogdesign.com/about/history.html 

  

http://www.ristex.jp/servicescience/project/
http://www.kau.se/sites/default/files/Dokument/subpage/2013/10/%20involve_agenda_nov2013_pdf_20901.pdf
http://www.kau.se/sites/default/files/Dokument/subpage/2013/10/%20involve_agenda_nov2013_pdf_20901.pdf
http://www.eawag.ch/index_EN
http://www.frogdesign.com/about/history.html
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３.６.８ 対人サービスシステム 

（１）研究開発領域名 

対人サービスシステム 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

対人サービスは、人間から人間に対する支援を行うサービスであり、対象相手のニー

ズはウォンツの理解は、動作、振る舞い、会話などのインタラクションにより行われる。

ホテル、観光、教育、介護、小売り、飲食などにおけるホスピタリティ、おもてなしの

マネジメントを含む。現在、対人サービスに対する研究開発領域の範囲には、狭義の範

囲と、広義の範囲とに大別される。狭義の範囲では、対人サービスとは、いわゆるサー

ビスの「接客」の場面を意味する。この対象においては、対人サービスはホスピタリテ

ィ及びおもてなしとほとんど同義の領域である。一方、広義の範囲では、対人サービス

とは、人から人に対する支援を行うものであり、「接客」という顧客接点を起点とした、

裏舞台を含む全てのプロセスを対象とするものである。対人サービスシステムに関する

研究開発の目的は、サービス対象の認知、サービスの認知から行動・アクセスへの支援、

並びに、サービスに対する継続利用の向上などをシステム科学の視点で捉え、探究する

ことである。とりわけ、サービスに対する継続利用の向上（リピート率の向上）が重要

であるが、一方で、評価に時間がかかる点も指摘される。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

対人サービスに関する研究動向は、主に 3 つに分けられる。第 1 は対人サービス産業

に関する研究である。ホスピタリティマネジメント（ホスピタリティ産業に対するマネ

ジメント）など、対人サービスの産業マネジメント研究は、米国を中心に行われている。

近年では、経済発展が目覚ましい中国をはじめ、アジアにおいても研究が活発化されて

きている。第 2 は、対人サービスの理論（特性・性質）に関する研究である。特定の産

業としてではなく、サービス全般とした対人サービスの理念や、価値創出プロセスなど

の理論に関する研究である。これらの研究は欧州を中心に行われてきている。日本では、

1990 年以前からも、社会学、人類学、哲学、史学等の様々な研究分野において対人サー

ビスの精神や理念について言及されていたが、近年では、さらに、高コンテクスト・サ

ービスを対象とした研究など、サービスの理論的基盤の深耕がなされてきている。第 3

は、対人サービスへの技術適用である。ICT（情報通信技術）などを活用して、対人サ

ービスにおけるイノベーションの促進やコスト削減などを目指すものである。ICT 活用

に関して、米国が先行しているが、日本も活発な研究・実践活動を行っている。具体的

には産業技術総合研究所などによる対人サービス領域におけるサービス工学の適用など

である。以下、具体的に対人サービス領域の研究開発を概観する。 

(3-1) 人サービスの産業マネジメント研究 

対人サービス産業（ホスピタリティ産業）には、主に人的接客サービスを提供するホ

テル業、飲食業、旅行業、教育、医療、福祉などがある。対人サービス産業マネジメン

トとはその産業における経営のことである。海外、特に米国においては、対人サービス

産業に関連する研究が主流である。対人サービス産業において、近年注目されている産
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業は、ツアーサービス、ホテル・宿泊施設、クルーズライン、レストラン・フードサー

ビス、プライベートクラブ、スパ、リゾート、コンベンション、会議、病院、テーマパ

ーク、カジノ、航空などがあげられる。この中での中心的研究課題は、人的資源管理、

顧客管理、経営管理、マーケティング、産業のグローバル化などである。すなわち、限

られた人的資源、経営資源の制約の中で、いかに顧客満足を高め、顧客関係性を構築・

持続させていくかという課題解決に向けた研究開発である。注目される研究は、

Priyanko Guchait 1)、Li Miao et al.2)、Michael ら 3)、Hara4)、大川 5)などである。 

また、欧州では、ヨーロッパ統合のため、対人サービスの環境も変化している。それ

ゆえ、環境変化に適合するための戦略が、近年の研究活動の主流になっている。また、

多数の社会問題を抱えている欧州では、政策の研究も注目されている。代表的な研究と

しては、伊藤るり 6)、中力えり 7)等である。 

アジアでは、対人サービス産業に関する研究状況が乏しい状況であるが、近年、対人

サービスにある程度力を入れるのは中国（香港）と台湾である。中国の経済発展と共に、

大きな消費市場ができ、対人サービスにおいて、特にホテル・観光業を中心に研究がな

されている。注目されている研究の例としては、Nelson K.F. Tsang 8)、Gu and Ryan9)、

Liu and Jang10)などである。 

(3-2) 対人サービスの理念・理論の研究 

対人サービスの理念・理論の研究は欧州が主体となっている。これは、対人サービス

において、顧客への行動に対する社会的な価値要素や、顧客にサービス提供することに

よる経済的な価値要素の研究などである。また、対人サービスにおいて、商品そのもの

の使用価値だけではなく、ブランド購入、幸せの提供という象徴的な要素などについて

も研究が行われている。さらに、対人サービスには人間と人間の関わりが基本であり、

人間の関係性においては、社会背景や文化などのコンテクストから強く影響を受ける。

このような対人サービス価値を支えるコンテクストの研究も、近年、欧州で多く行われ

ている。また、接客場面を中心にした接待の精神についても言及されてきている。すな

わち、対人サービスにおけるホスピタリティやおもてなしである。ヨーロッパのホスピ

タリティの概念と日本のおもてなしの概念とは完全に一致するわけではないが、対人サ

ービスを提供する際の精神・理念という点では、欧州でも日本でも近年、注力した研究

がなされている。 

日本では、「おもてなし」に関する研究としては、事例分析や実証研究 11)を中心とす

るものが多い。旅館、茶道、華道など、様々のおもてなしの現場を事例にして、「おも

てなし」の精神や所作などを追求する。しかしながら、「おもてなし」に関する科学的

アプローチに基づく研究はまだ極めて少ない。小林、原、山内(2014)12)らの日本型クリ

エイティブ・サービスを対象とした「切磋琢磨の価値共創」概念、並びに、「実践科学

的サービス研究」方法論は、その少ない研究の中の一つである。 

(3-3) 対人サービスの ICT 活用によるイノベーションへの取り組み 

近年、対人サービスにおけるインフラや環境変化としては、ICT（情報通信技術）の

進展が著しい。ネットコミュニティの発展や、情報流通と蓄積・利用形態の変化（検索

機能の進展、大量データの利活用、クラウド化など）により、ITC を活用した対人サー

ビスの革命的な改革を行う活動が活発になっている。 
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日本では、この領域においては、かなり活発な研究活動を行っている。特に、対人サ

ービスにおけるロボット開発に関する研究開発に力を入れている。対人サービスにおい

ては、人間と人間との間のアクションは大事であるが、ロボットを使うと、キーボード

やマウスなどの入力に頼らずに、人間の振舞い・意図を把握し、その人間が望むサービ

スのロボットシステムによる実現を目指している。社会心理学などの人と人とのコミュ

ニケーション研究をベースにして、対人サービスにおけるロボットの「振舞い」の検証  13)、

マルチエージェントシステムに基づく対人サービスロボット 14)、障害のある人に生活を

支援するロボット 15)、生活機能向上の対人場面でのロボットの研究などが注目されてい

る。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

日本では、対人サービスに対する要請が高いにも関わらず、対人サービス研究は、欧

米と比べてやや遅れているのが現状である。日本のサービスは、相対的に高品質であり、

また、その価値創出のプロセスも、欧米のサービスとは異なった特徴を有する。従って、

グローバル化社会における日本の研究活動としては、この研究方向に力を入れるべきだ

と思われる。 

科学技術的課題としては、広義のサービス概念に立脚した理論的研究が必要である。

このためには、領域依存の縦割り的なサービス領域毎の研究開発を推進させるだけでは

不十分であり、複数領域に横断的な研究プロジェクトの推進が必要である。また、生産

性向上に対する政策的課題としては、提供者、利用者に対する学習が必須であり、サー

ビスデザイン力、リテラシー力のある高度人材育成の強化が必要である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

米国においては、ニューロサイエンスの応用展開として、ニューロ・マーケティング

への適用研究も進められており、当該領域に対する大規模プロジェクトの１つとなって

いる。一方、日本においては、科学技術振興機構 ImPACT プロジェクト「脳情報の可視

化と制御による活力溢れる生活の実現」において、脳情報を活用した対人サービスへの

応用研究が今後推進される見込みである。 

 

（６）キーワード 

ホスピタリティ、おもてなし、顧客接点、継続性、再利用意向、コンテクスト、ニュ

ーロ・マーケティング 
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（７）国際比較 

日本、アジア、米国、欧州においてまだ未開発の領域が多く、研究活動が増加傾向に

ある。 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

理念・理
論研究 

○ ↗ 
・JST問題解決型サービス科学研究開発プログラムなどで、高コンテ

クスト・コミュニケーションに基づく対人サービスなどの理論研究
が行われている。 

産業マネ
ジメント
研究 

○ ↗ 
・日本旅館、料亭などを対象とした「おもてなし」の理念、所作等に

関する事例分析が行われている。 

ICT利活
用研究 

○ ↗ 
・加賀屋における「おもてなし」に対するバックオフィスとしてのICT

活用などの事例あり。 

米国 

理念・理
論研究 

○ ↗ ・フランチャイズなどの経営理論に関する研究が行われている。 

産業マネ
ジメント
研究 

◎ ↗↗ 

・事例分析を中心に、ホスピタリティ産業を中心とした産業マネジメ
ント研究が推進されている。コーネル大学ではホテルマネジメント、
セントラルフロリダ大では、観光マネジメントの研究が推進されて
いる。 

ICT利活
用研究 

○ ↗ 
・ニューロ・マーケティングなど新しいICT技術を活用した研究がな

されてきている。 

欧州 

理念・理
論研究 

◎ ↗ 
・サービス政策をはじめ、対人サービスに関する理念・理論研究が推

進されている。 

産業マネ
ジメント
研究 

△ → ・当該領域に対する目立った活動はあまり見受けられない。 

ICT利活
用研究 

△ ↗ 
・当該領域に対する目立った活動はあまり見受けられないが、今後

ICTの進展と共に、活発化すると想定される。 

アジア 
（特に
香港、 
台湾） 

理念・理
論研究 

× ↗ 
・当該領域に対する目立った活動はあまり見受けられないが、今後

ICTの進展と共に、活発化すると想定される。 

産業マネ
ジメント
研究 

○ ↗ 
・事例分析を中心に、ホスピタリティ産業を中心とした産業マネジメ

ント研究が推進されている。 

ICT利活
用研究 

△ ↗ 
・当該領域に対する目立った活動はあまり見受けられないが、今後

ICTの進展と共に、活発化すると想定される。 

 

（８）引用資料 

 1) Guchait, Priyanka. ; Namasivayam, Karthik.; Lei,  Pui-Wa. Knowledge management 

in service encounters: impact on customers’ satisfaction evaluations. Journal of 

Knowledge Management. 2011, vol. 15, no. 3, p. 513-527. . 

 2) Miao, Li.; Mattila, Anna S.; Mount, Dan. Other consumers in service encounters: A 

script theoretical perspective. International Journal of Hospitality Management. 2011, 

vol. 30, p.933-941..  

 3) Davidson, ichael C.G.; Mc Phail, Ruth.;Barry, Shane. “Hospitality HRM: past, present 

and the future”. IJCHM. 2011, vol. 23, no. 4, p.498-516. Gallotti, Maria：“The Gender 

Dimension of Domestic Work in Western Europe”, ILO International Migration Papers 
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No.96, 2009.  

 4) Hara, Tadayuki. “Reviewing Tourism Funding Model for Public Infrastructure and 

Destination Marketing Organizations: A Case of Orlando” Journal of Tourism 

Economics, Policy and Hospitality Management”, 2013, vol. 1, no. 1, p. 1-13. 

 5) 大川弥生. 「真のニーズ」の把握における生活機能モデル準拠の有効性—対人サービス場面

（1 対 1）と機器開発場面（1 対多）との区別と連関を考えつつ—”. 国民生活研究. 2010, 

vol. 50, no. 2, p. 63–90. 

 6) 伊藤るり. “仏独伊における移住家事・介護労働者─就労実態、制度、地位をめぐる交渉 ─”. 

国際移動とジェンダー(IMAGE)研究会編ワークショップ記録集. 2012, p.1-12 

 7) 中力えり. “EU の雇用政策・社会政策の変容とフランスの「対人サービス」政策”. 和光

大学現代人間学部紀要. 2013, no. 6. 

 8) Tsang, Nelson K.F. Dimensions of Chinese culture values in relation to service 

provision in hospitality and tourism industry. International Journal of Hospitality 

Management. 2011, vol. 30, no. 3, p.670-679. Gu, H., Ryan, C.Chinese clientele at 

Chinese hotels—preferences and satisfaction. International Journal of Hospitality 

Management. 2008, vol. 27, no. 3, p. 337–345. 

 9) Liu, Y., Jang, S. Perceptions of Chinese restaurants in the U.S.: what affects customer 

satisfaction and behavioral intentions? . International Journal of Hospitality 

Management. 2009, vol. 28, no. 3, p. 338–348. 

10) 中村孝太郎, 松本加奈子, 増田 央.「もてなし」型価値共創の視点 (第 3 報) : 国内外の宿

泊サービスにおける文化依存・拡大志向の事例より. 研究・技術計画学会年次学術大会. 

2013, vol. 28, p. 563-568. 
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12) 村川賀彦, 十時伸. サービスロボットによる「ふるまい」の評価 －商業施設での試験運

用 －. Human-Agent Interaction Symposium. 2006.  
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３.６.９ ＩＴサービスシステム 

（１）研究開発領域名 

IT サービスシステム 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

情報システムは、顧客に様々な価値を提供するサービスシステムと捉えられる。また、

情報産業は、売り切り型の製品販売ビジネスから、利益を長期間に渡って回収するサー

ビスビジネスへの転換を余儀なくされている。こうした背景から、IT サービスシステム

を IT によるサービス価値創造に必要な技術やビジネスモデルを研究開発する領域とし

て位置づける。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

IT サービスシステムの研究開発を IT システムの価値創造、クラウドコンピューティ

ングやビッグデータ等新技術の影響、IT サービスシステムと人材、の 3 つの視点から俯

瞰する。 

(3-1) ＩＴシステムにおける価値創造 

IBM が SSME(Service Science Management and Engineering)というコンセプトを

発表し、いろいろな分野のサービスをサービスシステム 1, 2)として捉えるべきと主張し

ている。これは、金融サービス、医療サービスなどに向けた IT システムが、組織、情

報システムなどを含むサービスシステムとして構成されているからであり、IT システム

を、横断型科学技術の研究開発対象として、サービスシステムを実現する価値創造シス

テムとして実現して行くべきことを示唆している。現状(As-is)からあるべき姿(To-be)へ

の変革が新たな価値創造の鍵となるが、具体的なプロセスについては未だ十分に開発さ

れていない。IBM Global Services Delivery Framework (IGSDF)3)は、ソリューション

を提供する以前に、ビジネス機会をマネジメントする重要性を指摘している。日本では、

西岡らが顧客の目的価値と情報システムの機能価値に着目した IT システムの価値創造

プロセス手法 MUSE4)を開発し、IT システムによって顧客価値を実現するための設計プ

ロセスを提示している。 

(3-2) クラウドコンピューティングやビッグデータ等の新技術の影響 

情報産業のサービス化に、より大きなインパクトを与えたのが、クラウドコンピュー

ティングの登場である。クラウドコンピューティングでは、企業は自社の経営等に必要

な ICT システムを借りることができる。保守も任せることができるので、保守の人材を

雇用する必要も無い。最初に莫大な投資をしなくても立ち上げることができるのが、顧

客から見たときのメリットである。このようにクラウドコンピューティングの普及は、

既存の情報産業にビジネスモデルの転換を促すし 5)、サービスビジネスモデルの研究開

発が不可欠となる。電機・通信・自動車等の大企業が、従来の枠を越えて、ヘルスケア

や農業の分野で事業展開を行おうとする動きがあり 6)、今後は、社会インフラ分野等へ

も範囲は拡大し、新たなサービスシステムの研究へつながるであろう。 

一方、ビッグデータは、顧客やシステム環境に関する大量なデータを活用し、求めら

れるサービスが何かを適切に判断し、サービス価値向上を実現する技術としてサービス

サイエンス分野でも注目を集めている 7)。 
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(3-3) ＩＴサービスシステムと人材 

情報産業の人材を活かし、サービス価値創造を目指すことも重要である 8)。最新の ICT

システムを従来のやり方で使っているだけでは、競争力にはつながらない 9)。競争力に

つなげるためには、顧客の企業側には、ICT システムの使いこなしが求められる 10)。こ

のためには、顧客企業の現場を理解し、かつ、ICT システムにも理解がある人材が必要

である 11)。富士通 12)、日立 13)といった大手の情報産業が必要性を認識している。観察者

としての人間が現場に入り込み、観察対象者を観察し、メモや写真を撮り、質問したり、

インタビューし、ビデオを使うなど 14, 15)、多様な計測方法を活用する。収集したデータ

の分析技術については、たとえば、時間主導型活動基準原価計算（時間主導型 ABC、

TDABC）の方法 16)や、ビジネスダイナミクスの方法 17)がある。現場で働く人同士のコ

ミュニケーションの質が、現場の業務成果と強く関係していることが報告されてい

る 18, 19)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

クラウドコンピューティングを利用したサービスでは、進出分野において、異種企業

と組んで、新たにサービスエコシステムを創り上げることが課題となる。このためには、

既存の情報産業と応用分野を知る企業と組んで、ICT システムと現実世界をリンクする

技術を開発する必要がある。また、優秀な人材を活用するサービスでは、定量分析と定

性分析をうまく結び付けることが課題となる。さらに、現場観察におけるプライバシも

課題である。特に企業の現場に計測技術を持ち込んで測定する際には、この問題は重大

に見えるが、克服する方法はある。第一に、個人の評価に使わないことを約束する必要

がある。第二に、計測したデータから得た分析結果を経営者に必ず説明することが必要

である。しかし、現場の問題が客観的な分析結果となって必ず経営者に報告されると知

れば、むしろ積極的に協力してくれる 15)。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

定量分析の分野では、大量のセンサが社会インフラや環境変化を見守り、そこから新

ビジネスも登場して来る 20)。大量のデータを前提に、知能的な判断を再現できる技術 21)

と合体することで、自分で問題を見つけて解決していくようなクラウドコンピューティ

ングシステムも登場して来る。一方で、定性分析の分野では、人間による解釈が必要で

ある。これに関して、MIT Media Lab の Pentland らは、人間は正直シグナル(Honest 

Signals)を発しており意図的に隠せるものではないので、正直シグナルを解析すること

で、会話の行方などを知ることができると述べている 22)。 

欧州の FuturICT プロジェクトでは、複雑な地球社会を理解するためには、社会科学

(Social Sciences)の役割が重要だとしている 23)。クラウドコンピューティングとセンサ

による定量分析は、ある変動の範囲内では有効かも知れないが、理解を越えて変動を始

めた世界では役に立たなくなるおそれがある。復活力があるシステム 24)（レジリエント

なシステム）を作るには、モデルの限界を知っておくことが必要であり、人間の知恵の

定性的な分析も欠かせない。定量分析と定性分析は対立するものではなく、相補的に使

うべきものである。 
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（６）キーワード 

情報産業のサービス化、クラウドコンピューティング、ビッグデータ、ICT システム、

サービスビジネス、ビジネスモデル、ソリューションビジネス、センシング、現場観察、

フィールドワーク、現場改善 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → ・ITシステムの価値創造プロセス手法MUSE4) 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・クラウドコンピューティングとセンシング技術を組み合わせた、ヘ
ルスケア分野、農業分野へ、電機・通信・自動車等の大手企業が進
出を模索6)。 

・センシングとビッグデータ解析の融合を大手電機メーカーなどが研
究中21) 

産業化 ○ ↗ 
・富士通のフィールド・イノベーション12)や、日立ハイテクのビジネ

ス顕微鏡13)等。 

米国 

基礎研究  ○ → 
・MIT Media LabのPentlandらによる、正直シグナル22)。 
・Janusz Bryzek氏のトリリオンセンサー・ユニバース構想20)。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・PARCのinnovation services11) 

産業化 ○ ↗ ・IBM のGlobal Services Delivery Framework (IGSDF)3) 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

・FuturICTは、地球規模のセンシングシステム (Planetary Nervous 
System)、地球規模の社会活動の可視化(Living Earth Simulator)、
地球規模のオープンフォーラム(Global Participatory Platform)の
開発プロジェクト23)。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・FuturICTは、地球規模のセンシングシステム (Planetary Nervous 
System)、地球規模の社会活動の可視化(Living Earth Simulator)、
地球規模のオープンフォーラム(Global Participatory Platform)の
開発プロジェクト23) 

産業化 ◎ ↗ 
・オランダの農業は、生産者、大学、政府が密に連携し生産の効率を

高め、国際競争力を高めている6)。 

中国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

韓国 

基礎研究     

応用研究・
開発 

   

産業化    

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７ システム構築方法論区分 

３.７.１ 合意形成 

（１）研究開発領域名 

合意形成 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会に関する課題について人々が有する多様な見解や選好を、相互理解を図りなが

ら共通の理解や解決策に繋げようとする実践的かつ系統的な取り組み、及びそのプロセ

スに関する理論および手法論を対象とする領域。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 交渉分析 

「交渉」をもっとも一般的に定義すると、「複数の利害関係者が資源の配分を巡って

コミュニケーションを行い、最終的にある結論に達するまでの過程」ということができ

る。ある財の取引を巡って、売り手と買い手の間で価格を巡って取り交わされるコミュ

ニケーションは、交渉の典型例である。公共政策を巡っても、国同士、国と地方自治体、

地方自治体同士、政府と企業などの間で、交渉が必要となることは多い。交渉分析の主

目的は、「交渉に勝つため」「交渉で有利になるため」ではない。むしろ、相手主体と

合意し、いかに共存共栄関係を築くことができるかを考察するために、交渉分析は行わ

れる。 

利害関係者が、交渉を通じて利益を得ることができる、すなわち Win-Win solution

が得られると予期しているとき、交渉は始まる。交渉の中で、Win-Win solution に達す

ることができないと利害関係者が判断した場合は、交渉は終了する。 

ゲーム理論においては、その最初期の段階から交渉のモデル化が試みられている。ゲ

ーム理論は、複数のプレイヤーが相互作用を伴いながら（相手の出方をうかがいながら）

戦略的に行動する状況をモデル化するための理論であり、経済学においても、政府が規

制を導入した場合の企業の反応の予測など、広く応用されている。ゲーム理論には、プ

レイヤー間の協力関係を前提とする協力ゲーム理論と、協力を前提としない非協力ゲー

ム理論が存在する。交渉そのものにおいては、決裂の可能性も存在するため、非協力ゲ

ームによる分析がより適している。ナッシュ均衡（Nash equilibrium）とは、非協力ゲ

ームにおいて、「どのプレイヤーにも、現状を敢えて変更する動機がない」状態を意味

する。Nash は、2 人のプレイヤーが資源の取り分を巡って提案を交わす交渉を非協力ゲ

ームとした場合、ナッシュ均衡となる資源配分が存在することを示し、これがナッシュ

交渉解（Nash bargaining solution）1)と呼ばれている。さらに、非協力ゲームによって

協力行動を説明するというナッシュプログラムを提唱している 2)。 

事前の交渉により合意に達し、複数プレイヤーによる提携行動が可能となった状況を

記述するのが協力ゲーム理論である。協力ゲームでは、提携（coalition）に所属するプ

レイヤー間で拘束的な合意が成立し得ることと、協力によって非協力的なケースよりも

全体の利益が増大することを前提としている。そのため協力ゲーム理論では協力によっ
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て得られた利益をプレイヤー間でいかに配分（imputation）するかが主要な問題となる。

協力ゲームの配分解に関しては、シャプレイ値（Shapley value）3)を始め、数多くの解

が導出されている。協力ゲーム理論の実問題への適用研究としては Young ら 4)があり、

その後国内外で水資源開発事業等への適用事例が蓄積されている。 

また、非協力的な状態から協力的な状態に至る要因を明らかにしたいという動機から、

提携が形成される過程をモデル化するものとして提携形成ゲームがある。提携形成ゲー

ムには、提携構造を分割、すなわち複数の部分集合として記述するものと、ネットワー

ク、すなわち 2 名のプレイヤー間の協力関係の累積として記述するものがある。前者の

代表例としては Shenoy5)があり、後者の代表例として Myerson6)がある。 

一方、非協力ゲーム理論から導かれる理論解に対する疑義も提起されている。実験ゲ

ーム理論（行動ゲーム理論）においては、実験室環境での実際の人間の行動に関する結

果が蓄積されている。代表例として、ある金額の現金（例えば 1000 円）を 2 名で分け

合う交渉に関する実験（最後通牒ゲーム）を取り上げる。2 名のうち一方が配分額を提

案し、もう一方はその提案を受諾するか、拒否するかを選択することができる。非協力

ゲーム理論からは、後者は自分への配分額が正であれば、不公平な配分であっても（例

えば自らが 1000 円中 50 円しか得られない配分であっても）受諾するはずである。しか

し実験においては、あまりにも不公平な配分を提示された後者は提案を拒否することが

多い。さらには、前者の被験者の多くはそもそもそのような不公平な提案をすることは

少なく、双方が 5 割前後を得られるような提案を行うことが多い 7)。 

実験ゲームにおける多くの知見は、個人合理性の仮定に基づいた非協力ゲームによる

交渉分析の枠組みに、何らかの修正が必要なことを示唆している。利他性（Altruism）、

互酬性（Reciprocity）等の寄与が指摘される他、合意形成の観点から注目すべき要素と

して文脈（Context）がある。 

Shelling8)は 1960 年の段階において既に、協調行動において双方の期待の焦点（フォ

ーカルポイント）が重要な役割を果たすことを指摘している。また Liberman ら 9)は、

実験ゲームにおいて、「ゲームの名称」が被験者の行動に大きな影響を及ぼすことを示

している。これらの研究は、既存のゲーム理論において考慮されていなかった、交渉に

至るまでの経緯、経験の基づいた当事者の問題に対する認識構造等の文脈が、交渉結果

に影響することを示唆している。 

また、より実務的要請にこたえるための研究として、わが国の都市地域計画、防災計

画等においては、ワークショップ形式等による市民参加、住民参加が導入されており、

ファシリテーション（Facilitation）の重要性が認識されている。ファシリテーションは

一般に、複数の関係者が討議する場で、円滑なコミュニケーションを促進するための活

動を指す。一般の市民は、討議の場で理路整然と意見を述べることができる人々のみで

はない。そのため、市民参加の場においては、時に議論が発散してしまうこともある。

ファシリテーター（ファシリテーションを実施する人）は、そのような発言を主旨に沿

って言い換えたり、他の人の意見と結合させたり、発展させるなどして、有益な議論の

実現を目指す。ただし実際のファシリテーションには経験的要素も多く、現状において

は暗黙知に依存する部分も大きい。 

さらに、調停（Mediation）、仲裁（Arbitration）手法も導入されてきている。調停、
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仲裁は共に第三者の関与を通じた紛争解決のための手法である。調停が第三者による解

決案の提示に留まり、解決案を受け入れるか否かは当事者にゆだねられているのに対し

て、仲裁においては、当事者は第三者によって示された判断に従わなければならない。  

(3-2) コンフリクト・マネジメント 

ナッシュ均衡を始めとする、非協力ゲーム理論の分析枠組みを、実際のコンフリクト

分析に適用することを志向したものとして、Howard が提案したメタゲーム分析があ

る 10)。メタゲーム分析は、①プレイヤーの戦略を各プレイヤーの有する「オプション」

の組み合わせとして表現すること、②オプション間の相互依存性（同時に生起し得ない

オプション群の存在など）を考慮可能であること、③現状（Status Quo）概念が導入さ

れていること、④プレイヤーによる一方的改善（unilateral improvement）に対する制

裁（sanction）の可能性が考慮されていること等、数理的な非協力ゲーム理論には存在

しない概念が導入されてきている。 

メタゲーム分析をもとに、Fraser らはコンフリクト解析手法を提案している 11)。さら

にコンフリクト解析手法を発展させたものとして、コンフリクト解決のためのグラフモ

デル（Graph Model for Conflict Resolution, GMCR）がある 12)。戦略（あるいはオプ

ション）の組み合わせとして事象（state）あるいは結果（outcome）を記述するという

非協力ゲーム理論の伝統的枠組みとは異なり、GMCR の特徴として、まず事象を同定し

た上でモデル構築を行う点がある。このような柔軟なモデル構造の導入により、現実の

複雑なコンフリクトに対して、過度の単純化を行うことなしに、非協力ゲーム理論に基

づいた分析を適用することが可能になったといえる。 

非協力ゲーム理論における協力行動と非協力行動の間のジレンマの代表例は「囚人の

ジレンマ」である。囚人のジレンマ状況においては、2 人のプレイヤーはそれぞれ、「協

力的な行動」と「非協力的な行動」という 2 つの選択肢を有している。2 人のプレイヤ

ーが構成する社会の視点からみれば、2 人とも「協力的行動」を選択するのが最も望ま

しい帰結と言える。しかし、一方のプレイヤーの視点に立つと、相手プレイヤーが「協

力的行動」を取っているとき、自分が「非協力的行動」を取れば、相手の協調にただ乗

りして利益を得ることができる。どちらのプレイヤーもそのように考えたとすれば、結

局 2 人とも「非協力的な行動」を選択する結果となり、社会的にも望ましくない。 

非協力ゲーム理論の立場からの囚人のジレンマの解決策として、囚人のジレンマ構造

を有するゲームの繰り返し（フォーク定理）がある。Axelrod13)は繰り返し囚人のジレン

マゲームのシミュレーションにおいて、制裁の可能性を考慮に入れつつ、協調的行動を

基本とする行動戦略が有効であることを示している。さらに、実験ゲームにおいては、

実際の人間は必ずしもジレンマに陥らず、協調が可能であることが示されている。コン

フリクト・マネジメントという立場からは、いかなる条件、場面設定のもとで、人々の

協調行動が可能となるのかを明らかにすることが今後重要となるといえる。 

一方、ジレンマの当事者が多数となる社会的ジレンマの状況においては、人々の協力

関係の形成はより困難となることが多い。社会的ジレンマにおいては、プレイヤーが「協

力的な行動」と「非協力的な行動」という 2 つの選択肢を有している点は囚人のジレン

マと同じであるが、プレイヤーが多数存在する。その場合、1 人が「非協力的行動」を

とることの影響が見えづらいため、ただ乗りしようという誘因は囚人のジレンマよりも
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大きくなると考えられる。社会的ジレンマ構造が生起しやすい問題としては、交通問題

（社会全体から見て適切な交通手段選択への誘導、放置自転車問題など）、環境問題（地

球温暖化対策への協力、ゴミ分別の徹底など）などがある 14)。我が国においては、実験

社会心理学において、社会的ジレンマ研究が進展している 15)。また、交通問題を中心に、

社会的ジレンマ解決のための工学的実践事例も多く蓄積されている 16)。 

(3-3) 合意形成論・熟議型計画 

実社会における課題が益々多様化していく中で、「いかなる状態を以て解決とするの

か」、「どうすれば解決に至れるのか」、「そもそも何が社会として問題にされる（べ

きである）のか」、といった問に対する回答自体が多様化してきた。19 世紀後半から

20 世紀前半にかけて主流であった実証主義的アプローチによる計画理論の多くは、技術

的・専門的知見を有するプランナーが合理的、長期的視点から目的とする社会状態に向

かって最適な施策を実行することを志向するものであった。しかしながら、1950 年代に

は複雑な社会問題を、科学的に定式化されたモデルの精緻化によってのみ解決しようと

する手法論に限界が指摘され、社会問題の複雑性、多元性に対処しうる代替的なアプロ

ーチが模索されてきた。 

合意形成論は、社会の構成員が有する価値規範や事実認識が多様であることを前提と

しつつ、多くの個人が他者との差異を尊重しつつ共存していくための方策を探るプロセ

スとその手法論である。さらに、政策科学および計画学において、合意形成に向けたコ

ミュニケーション行為とその討議倫理こそが本質的な公共過程であると位置づけた新た

な計画理論として 17)、対話型計画（ communicative planning） 18)、熟議型計画

（deliberative planning）19)が提唱されてきた。 

合意形成の近年の実践的取り組みについては、Susskind らによる体系化が行われてい

る 20)。合意形成論はしばしば公理的アプローチである公共選択論、ひいてはその例であ

る多数決決定をめぐる議論と対比される。Susskind らは、多数決決定でしばしば排除さ

れがちな少数意見をいかにして尊重し、全員によるプロセスへの参加を実現するかの手

法を合意形成の各段階について提唱する。事実認識の差異を解消しようとする共同事実

確認（joint fact-finding）、対立の構造をあらかじめ明らかにするための紛争アセスメ

ント、合意形成プロセスそれ自体に関する規約（グラウンド・ルール）等は、その内の

広く普及した例である。 

社会的関心事の合意形成に関する代表的実践手法としては、市民陪審（Citizens Jury）

と討議型世論調査手法（Deliberative Polling）が挙げられる。これらはいずれも討議の

主体となる市民が、実際の意思決定過程で用いられている投票手続きではなく、無作為

抽出によって選ばれる点に特徴がある。市民陪審では、ある特定の課題について無作為

に討議参加者が抽出され、専門家との対話や討議参加者同士の対話を通して、課題に対

する態度表明が行われる。市民陪審で合意された見解は社会に対する提言として位置づ

けられ、実際の社会的意思決定手続きによって選定された意思決定者が、真に全ての市

民を代表しているかという代表性に関わる問題に、代替的な解決策を提供する。一方、

討議型世論調査手法では、無作為に抽出された討議参加者が、討議の前後において課題

に対しどのような態度を表明したか、とりわけどのような態度変化が見られたのか、に

主として着目する。討議参加者は、課題に対する事前意向調査の後に市民陪審と類似し
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た討議プロセスを行い、課題に対して理解をより深めた時点において再度意向調査に回

答する。さらに、このプロセスを通して見られた態度変容の結果や要因について分析が

行われ、その分析結果が社会的に公表される。いずれも米国および英国において多数の

応用例が見られる 21)。わが国における合意形成手法の代表的な実践例については、猪

原 22)、城山・松浦 23)、土木学会誌編集委員会 24)等が詳しい。 

(3-4) 社会技術システム理論 

実社会の課題を解決するために開発、導入される科学技術的成果が果たして本当に社

会問題の解決に寄与するか否かは、単に科学技術の機能的側面だけではなく、社会がそ

の科学技術を受容するか否かという社会的側面によっても強く規定される。両者の相互

作用を明示的に理解することによって、より効果的な社会問題への技術的介入を目指す

社会技術的アプローチが提唱されてきた。1960 年代に英国 Tavistock Institute を中心

としたグループは、鉱業や製造業の生産過程において新規技術が導入された際、必ずし

も期待された生産性向上が生じない理由を明らかにしようとする中で、技術が用いられ

る集合的な行為に内在する社会的、組織的文脈が大きな影響を与えていることを明らか

にした。社会技術システム理論（sociotechnical systems theory）は、「人間＝組織」

と技術との相互作用を社会心理学的、人類学的アプローチを援用して明らかにすること

によって、生産システムの組織再設計をはじめとする技術的介入を提唱する研究分野で

ある 25)。 

社会技術システムの概念は、その後の技術の構成主義的アプローチに多大な影響を与

えた。Bijker らによる「技術の社会的構成」（Social Construction of Technology: 

SCOT） 26)」は、ある技術が現在の形で成立しているのは、そこに至る社会集団の相互

作用の帰結であるという立場に立ち、技術は社会的要請から必然的に開発され、社会に

普及するという決定論的な見方に疑念を唱えた。SCOT は、合意形成論の文脈において

は、社会問題の解決策として科学技術専門家が提示する介入策が必ずしも社会に受容さ

れないのはなぜかを明らかにするための分析視角を提供するものといえる。関連する概

念 と し て Latour に よ っ て 提 唱 さ れ た ア ク タ ー ネ ッ ト ワ ー ク 理 論 

(Actor-Network-Theory: ANT)27)では、科学技術を人間とその他の構成要素が互いに影

響を及ぼし合うネットワークとして捉え、人間が人工物を創造するだけでなく、人工物

が結果として人間の行動や社会の規範を形成する積極的役割を担う存在であると論じた。 

SCOT および ANT はその後の科学技術社会論に大きな影響を与え、実践的な取り組

みにも適用されてきた。初期には 80 年代のデンマークで試行され、その後多くの地域

で実践されたコンセンサス会議を例に見ることができる。コンセンサス会議は上記の討

議型世論調査手法と類似の過程を経て選ばれ、討議を行った市民が、社会的に重要な影

響をもたらす特定の技術について提言を行う仕組みである。最近では地球規模の課題を

解決するための科学技術はいかにして社会的に成立するかを考察するサステイナビリテ

ィ・トランジション(sustainability transition)の分析枠組みとしてしばしば用いられて

いる 28)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

・社会的重要課題をめぐって、合意形成手法を用いてファシリテーション、メディエー
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ション、仲裁等の第三者介入を行う中立な実施機関の設立がある。社会的課題に対し

導入しようとする政策・施策に直接の利害を有さず、中立性・不偏性が担保される合

意形成の専門機関が米国、欧州の非営利部門においては既に活動しているが、わが国

においては未だ同種の組織が十分に確立しているとはいえない。 

・公正な合意形成プロセスの前提となる公共コミュニケーション・メディアと「熟議の

場」の確立が求められている。社会的課題について、多様な価値観を有した市民が、

専門家、非専門家を問わず既存の情報資源を活用しつつ議論を行い、その結果自体が

新たな公共資源となるようなコミュニケーション・メディアの開発が模索されている。

とりわけ情報通信技術を活用した熟議民主主義の実現に向けた取り組みが各国で注目

されている。 

・社会心理学分野における小集団研究、意思決定研究、組織科学等の関連分野において

蓄積されてきた実証的アプローチの知見を、合意形成の実践に活用する取り組みが課

題である。 

・まちづくり、地域づくりにおいて参加型計画の枠組み導入が進展している。しかし、

ファシリテーションについては実施者の経験に依存しているのが実態であり、経験知

を形式知に変換するための技術開発が必要である。 

・熟議民主主義の立場から、「少人数の人々が集まって討議する場」の総称としてのミ

ニ・パブリックス概念が提唱されている 29)。 ミニ・パブリックスは必ずしも意思決

定の場ではなく、問題認識の共有などを目的としている。ミニ・パブリックスに該当

する試みは世界各国に存在しており、それに対する支援技術の開発も必要と考えられ

る。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

・ 合意形成研究は初期の概念提唱段階から実践段階を経て、現在、各合意形成手法およ

び計画手法論について実証的な評価がなされつつある段階にある（例えば Street et 

al30)）。実証的な評価にあたっては、その評価基準となるべき規範自体が合意形成理

論および対話型・熟議型計画の存在意義と根幹的目的を規定することになるため、理

念枠組みの再定義を行う理論研究も同時に活発である。 

・ 合意形成手法の体系が早期に確立した地域・国においては、重要な政策課題及び社会

的意思決定に同手法が用いられた例も多く見られる。例えば医療・公衆衛生分野にお

ける市民陪審やコンセンサス会議の事例、都市計画、社会資本整備における対話型・

熟議型計画の実践、英国の統治体制をめぐる大規模な討議型世論調査の実施(Power 

201031))、日本における「エネルギー・環境の選択肢に関する討議型世論調査 32)」、

等が挙げられる。 

・ 地球規模の課題をめぐる合意形成の取り組みの例として、サステイナビリティ・トラ

ンジションの研究ネットワーク(Sustainable Transitions Research Network33))、お

よび同ネットワークによる International Conference on Sustainability Transitions

が国際的な活動報告・情報発信の場として定期的に開催されている。 

・ 東日本大震災を踏まえて新設された「地区防災計画」制度においては、「地域コミュ

ニティ主体のボトムアップ型計画」の重要性が強調されている他、ワークショップ等
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による地区属性の把握の必要性が指摘されている 34)。 

・ 実験ゲーム理論における、文化的・社会的要素（文脈）を導入する試み。 

 

（６）キーワード 

合意形成、熟議型計画、対話型計画、市民陪審、コンセンサス会議、討議型意識調査

手法、社会技術システム、技術の社会的構成、アクターネットワーク理論、実験ゲーム、

利他性、文脈依存性、ファシリテーション、コンフリクト、社会的ジレンマ 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 
・公共政策、科学技術社会論、計画学などの分野において主要な諸概

念は定着しており、専門教育に反映されている。  

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・エネルギー、社会資本整備をはじめとする政策分野において合意形

成の取り組みが実施されている。 

産業化 △ → 
・一部において合意形成支援団体の非営利組織化が図られているもの

の、成果は限定的である。 

米国 

基礎研究  ◎ → ・合意形成手法の体系化に関して国際的に顕著な成果をあげている。 

応用研究・
開発 

◎ → ・合意形成手法が、重要な社会的課題にしばしば適用されている。 

産業化 ○ → ・非営利組織を中心とする活動が顕著に行われている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
・西欧・北欧を中心に科学技術社会論や熟議民主主義の分野において

顕著な理論的貢献が見られる。 

応用研究・
開発 

◎ → ・合意形成手法が、重要な社会的課題にしばしば適用されている。 

産業化 △ → ・成果は限定的である。 

中国 

基礎研究   ・不明。 

応用研究・
開発 

  ・不明。 

産業化   ・不明。 

韓国 

基礎研究   ・不明。 

応用研究・
開発 

  ・不明。 

産業化   ・不明。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

346 

（８）引用資料 

 1) Nash,J. The Bargaining Problem. Econometrica. 1950, vol.18, no.2, p.155-162. 

 2) Nash,J. Non-cooperative games. Annals of Mathematics. 1951, vol.54, no.2, p.286-295. 

 3) Shapley, L. A Value for N-Person Games. In Contributions to the Theory of Games 

volume II, H.W. Kuhn and A.W. Tucker (eds.). 1953. 

 4) Young, P.; Okada, N.; Hashimoto, T. Cost Allocation in Water Resources Development. 

Water Resources Research. 1982, vol. 18, p. 463-475. 

 5) Shenoy, P. On Coalition Formation: a Game-Theoretical Approach. International 

Journal of Game Theory. 1979, vol.8, No.3, p.133-164. 

 6) Myerson, R. Graphs and Cooperation in Games. Mathematics of Operations Research. 

1977, vol.2, no.3, p.225-229. 

 7) Camerer, C. Behavioral Game Theory. Princeton University Press, 2003.  

 8) Shelling, T. The Strategy of Conflict. Harvard University Press, 1960.  

 9) Liberman, V.; Samuels, S.M.; Ross, L. The name of the game: Predictive power of 

reputations versus situational labels in determining Prisoner's Dilemma game moves. 

Personality and Social Psychology Bulletin. 2004, vol.30, no.9, p. 1175-1185. 

10) Howard, N. Paradoxes of Rationality: Games, Metagames, and Political Behavior. The 

MIT Press, 1971. 

11) Fraser, N. ; Hipel, K. Conflict Analysis: Models and Resolutions. North-Holland, 1984. 

12) Fang, L.; Hipel, K. ; Kilgour, M. Interactive Decision Making: The Graph Model for 

Conflict Resolution, Wiley, 1993. 

13) Axelrod, R. The Evolution of Cooperation, Basic Books, 1984. 

14) 藤井聡. 社会的ジレンマの処方箋―都市・交通・環境問題のための心理学. ナカニシヤ出版, 

2003. 

15) 山岸俊男. 社会的ジレンマ：「環境破壊」から「いじめ」まで. PHP 出版, 2000. 

16) 日本モビリティ・マネジメント会議(JCOMM). 

http://www.jcomm.or.jp/  

17) Habermas, J. Theory of Communicative Action. Beacon Press. 1985 

18) Innes, J. E. Information in Communicative Planning. Journal of the American 

Planning Association. Winter 1998, vol. 64, no. 1, p.52-63 

19) Forester, J. F. The Deliberative Practitioner: Encouraging Participatory Planning 

Processes. MIT Press. 1999. 

20) Susskind, L.; McKearnan, S. ; Thomas-Larmer, J. The Consensus Building Handbook: 

A Comprehensive Guide to Reaching Agreement. Sage. 1999. 

21) Consensus Building Institute. http://www.cbuilding.org 

22) 猪原健弘編著. 合意形成学. 勁草書房. 2011 

23) 城山英明. 松浦正浩. 日本における公共政策の交渉と合意形成. L. E. サスカインド・J. L. 

クルックシャンク「コンセンサス・ビルディング入門：公共政策の交渉と合意形成の進め

方」有斐閣. 2008, p.191-204 

24) 土木学会誌編集委員会編. 合意形成論－総論賛成・各論反対のジレンマ. 土木学会. 2004 

http://www.jcomm.or.jp/
http://www.cbuilding.org/


研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

347 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

25) Trist, E. L. ; Murray, H. The Social Engagement of Social Science: A Tavistock 

Anthology: The Socio-Psychological Perspective. University of Pennsylvania Press. 

1990 

26) Bijker, W. E.; Hughes, T. P.; Pinch, T. The Social Construction of Technological Systems: 

New Directions in the Sociology and History of Technology. MIT Press. 1987  

27) Latour, B. Reassembling the Social: An Introduction to Actor-Network-Theory. Oxford 

University Press. 2005 

28) Paredis, E. Sustainability Transitions and the Nature of Technology. Foundations of 

Science. 2011, vol. 16, p.195-225. 

29) 田畑真一. 熟議デモクラシーにおけるミニ・パブリックスの位置づけ：インフォーマルな

次元での熟議の制度化. 田中愛治監修. 政治経済学の規範理論. 勁草書房, 2011. 

30) Street, J. ; Duszynski, K. ; Krawczyk, S.; Braunack-Mayer, A. The Use of Citizens' 

Juries in Health Policy Decision-making: A Systematic Review. Social Science & 

Medicine. 2014,vol. 109, issue C, p.1-9 

31) Power 2010, http://www.power2010.org.uk 

32) 内閣府. エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査.  

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/kokumingiron/dp/index.html 

33) Sustainability Transitions Research Network, http://www.transitionsnetwork.org/ 

34) 内閣府. 地区防災計画ガイドライン 

http://www.chikubousai.go.jp/pdf/guidline.pdf 

 

 

 

  

http://www.power2010.org.uk/
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/kokumingiron/dp/index.html
http://www.transitionsnetwork.org/
http://www.chikubousai.go.jp/pdf/guidline.pdf


研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

348 

３.７.２ 問題構造化技法 

（１）研究開発領域名 

問題構造化技法 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システム概念やシステム・モデルを用いて、組織や集団・社会など多様な意思決定主

体を含む複雑な問題状況の改善や解決の支援を目的として、利害関係者間で問題を構造

化しようとする様々な方法論を開発・提案・実践するとともに、それらを俯瞰し、それ

らの特徴を比較検討する研究開発領域。その主たる方法論は以下の通り。 

ソフトシステム方法論(SSM：Soft Systems Methodology)、戦略的選択アプローチ

(Strategic Choice Approach)、メタゲーム(Metagame)、ハイパーゲーム(Hypergame)、

ドラマ理論 (Drama theory) 、戦略 的仮説検証法 (SAST: Strategic Assumptions 

Surfacing and Testing Methodology)、インタラクティブ・プランニング(Interactive 

Planning)、批判的システム思考(Critical Systems Heuristics)、マルチメソドロジー、

質的研究方法、シミュレーション＆ゲーミング、アクション・リサーチ、デザイン科学

研究 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 問題構造化技法の体系 

問題構造化技法とは、システム概念やシステム・モデルを用いて、組織や集団や社会

など、多様な意思決定主体を含む複雑な問題状況の改善や解決を支援しようとする思考

の体系である。 

まず、問題構造化技法に関するメタ方法論として、比較選択方法論がある。比較選択

方法論は、問題構造化技法で用いられる方法論全体を比較し、ある問題状況ではどの方

法論を選ぶべきかについて検討し、各方法論について、それぞれのいわば強み弱みを明

らかにして、それを問題状況に応じて使い分けようとするとする方法論的相補主義の考

え方に基づく。その代表的な枠組みとして、SOSM (System of Systems Methodologies)

がよく知られている 1)。SOSM は、複雑な問題状況をシステムの複雑さ（単純か、複雑

か）と参加者の関係（単一的か、多元的か、強圧的か）の 2 軸に従い 4 つのタイプに分

類し、そのタイプごとにそれに適した問題構造化技法を対応させる典型的な状況適用的

かつ相補的な方法論の分類枠組みである。SOSM は、その方法論が目指す方向性が目標

追求なのか、多様な価値観の調整なのか、公平性の確保なのか、あるいは多様性の促進

なのかによって、タイプ A から D までの 4 つに分類する。本報告では、まずこの分類

方法に従い、問題構造化技法を俯瞰する。 

問題状況に関心や利害関係を持つ参加者は、問題状況の複雑さと多様性を増大させる

要因のひとつである。このような参加者としての人に焦点をあてた実践ないしは研究の

領域として、社会や組織を構成する参加者の経験や思考を参加者の内面から理解し記述

しようとする質的研究方法、参加者がシミュレーションに意思決定者として参加し体験

に対する内省（振り返り）にもとづく学びを通じて、対象の理解や問題解決を図ろうと

するシミュレーション＆ゲーミング、研究者自身が問題状況に行為的に関わることによ
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って学びを得ると同時に状況それ自身も変えようとするアクション・リサーチなどがあ

る。質的研究は、参加者のおかれた状況と文脈に関する詳細な記述と解釈（一部領域密

着的な理論の生成）を指向し、シミュレーション＆ゲーミングは、（教育や訓練にも用

いられるが）参加者間の相互理解や合意形成を指向し、アクション・リサーチは、改善

と関与を指向する方法である（Carr & Kemmis, 1986）2)。一方で、参加者を取り巻く

社会的組織的要素よりはむしろ、参加者の認知的行動的側面の持つ特徴を人工物システ

ムの設計に活かそうとするデザイン科学的研究という研究領域もある。以下、本節では、

問題構造化技法の関連方法論あるいは関連研究領域として、質的研究方法、シミュレー

ション＆ゲーミング、アクション・リサーチ、デザイン科学研究について説明と国内外

の動向について述べる。 

(3-2) タイプ A：目標追求をめざすハードシステム思考および構造主義的アプローチ 

タイプ A は SOSM の枠組みでは単純なシステムで参加者が単一の場合に対応し、タ

イプ A での問題状況を扱おうとする問題構造化技法は、目標追求型のアプローチで、あ

らかじめ決められた目標に向かう最適化アプローチから組織の生存可能性を確保するた

めに必要な組織的行動と設計を目指すアプローチまで、多種多様である。このタイプの

アプローチは、目標はすでに明白であるか、簡単に決められるものと想定している。 対

象システムが目標を達成するためにシステムを最適化したり、あるいはシステム内外で

発生する複雑さや混乱の度合いに対応したりすることに力を注ぐ、問題解決型のアプロ

ーチである。 

このカテゴリーの典型的なものは、（従来型の）オペレーション・リサーチ(OR)、シ

ステム分析、システム工学などのハードシステム思考と、システム・ダイナミクスや組

織サイバネティクスなどの構造主義的なアプローチである。ただ、ハードシステム思考

にも、ソフト OR、ハイパーゲーム、メタゲームドラマ理論など、主観性、非合理性な

どを取り入れてモデルを拡張する方向も、特に英国・日本・カナダを中心に一部に見ら

れるようになっている（タイプ B の項で後述）。また、システム工学でも、米国で最大

規模の産学官を繋ぐ団体 INCOSE（International Council on Systems Engineering）

が、ソフトな方向性に大きな関心を持つ動きが最近活発化している。 

構造主義的アプローチのなかで、システム・ダイナミクス(SD)は、複雑系の中に存在

する膨大な変数を、相互性のあるフィードバックループとして表現することが本質的な

特徴である。フィードバックループ同士のシステミックな相互関係により、システムの

構造を表現し、この構造がシステムの振る舞いを決定するとする。なお、このシステム・

ダイナミクスにも、ソフト SD と呼ばれるソフト化の方向が最近開発されている（David 

Lane，1998）。 

一方、組織サイバネティクスは、システムが生存し絶え間なく自己を調整し続け、自

己組織化し、内的もしくは外的な要因で発生する混乱に対応していくために、設計上の

どの主要ポイントを操作すればいいのかを、より深いレベルで考察することを目指して

いる。すなわち、組織サイバネティックスは、生存可能システム・モデル（VSM: Viable 

Systems Model）を使い、ハードシステム思考では扱いきれない複雑さや混乱の問題を

取り扱おうとする。VSM は、ダイナミックに変化する環境の中でシステムが生存可能

であり続けるためにサイバネティックスの処方に従って複雑な組織を設計しようとする
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際の処方箋であり、組織内の問題を診断し、生存可能性を確保するために有用である。

なお、VSM に基づき、より問題解決の手法として開発されたコンサルティング手法で

あるチームシンテグリティ(Team Syntegrity)は、カナダを始め北米、英国で実務的な人

気がある。 

(3-3) タイプ B：ソフトシステム思考(Soft Systems Thinking) 

タイプ B は SOSM の枠組みでは参加者が多元的な場合に対応し、タイプ B の問題構

造化技法は、利害関係者の異なる価値観を探求し調整することを目的とするもので、ソ

フトシステム思考ないしはソフトシステムズアプローチと呼ばれる。そこでは、利害関

係者の主観性を尊重した学習プロセスの重要性が強調される。 

ソフトシステム思考の方法論は、(1) 構造のよくわかった問題に対して厳密な解決案

を提供することを目指すというより、むしろ構造のよくわからない問題状況を部分的に

でも構造化しようとすること、(2)意思決定プロセスへの問題関与者の積極的参加を強く

要請すること、などの際だった特徴をもつ有力な問題構造化手法のひとつである。ソフ

トな方法論にとっての評価尺度は、「有効性(effectiveness)」（達成したいことを実際

に達成しているか）と「洗練さ(elegance)」（利害関係者は提案内容が趣味のいいもの

だと感じているか）である。ソフトシステム思考は、利害関係者同士の価値観や信念や

哲学が異なることから発生する意見の食い違いや対立を取り扱い、こうした食い違いや

対立に対処できるなら、問題の解決はより明快なものになるとの立場に立つ。  

以下、タイプ B に属するいくつかの問題構造化技法を説明する。 

（ⅰ）ソフトシステム方法論 

特に、Peter Checkland (1981)の提唱したソフトシステム方法論(SSM)は、複数の価

値観や視点とその意味するところを明示するためにシステム・モデルを用い、複数の視

点をシステミックに探求し、比較対照しようとする典型的なソフトシステム思考である
1, 3)。その目的は、問題状況の参加者が異なる世界観とその異なる世界観が提示する変

化の可能性を、より完全に理解できるように、システミックな学習プロセスを生み出す

ことである。 

この学習プロセスによって、異なる価値観や信念を持つ問題関与者間で、仮に一時的

でも、様々な価値観が並立しながらそれぞれが他を受け入れている状況（アコモデーシ

ョン(accommodation)）を達成しようとするのである。合意(consensus)が合理性・最適

性をもって追求されるのに対して、アコモデーションは学習により探索される。関与者

それぞれが、認識する世界や環境に関する知覚を、ディベートや自由討論等で互いに表

明し、すり合わせ、その過程で自分とは異なる世界観を持った他者の立場・考え方を学

習し、理解するのである。 

ソフトシステム方法論は、次の戦略的仮説検証法(SAST)の強い影響を受けている。 

（ⅱ） 戦略的仮説検証法(SAST) 

SAST はその哲学的根拠の多くを Churchman の「社会システム設計」に負っている。

Churchman は Ackoff とともに、第二次世界大戦後のアメリカで OR の研究に関わった

重要な先駆者であるが、二人は 1960 年代から 1970 年代にかけて OR に失望し、ソフト

システム思考の開発に注力し、SAST を提唱した 1)。SAST は、(1)論理的根拠を重視す

る最適化よりも満足化・目標をめぐる対立を容認する、(2)自身の表現内における異なる
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目的の評価・対立を明確化し交渉を促進する透明な手法を活用する、(3)能動的主体とし

ての人間要素を取り扱う、(4)ボトムアップ・プロセスに基づく問題構築を行う、(5)不確

実性を受け入れる、という特徴をもつ。 

（ⅲ）インタラクティブ・プランニング 

インタラクティブ・プランニングは、Russell L. Ackoff によって提案された、望まし

い現在のデザインを通して未来を作り出そうとする方法論である。 インタラクティブ・

プランニングは、組織の将来は、それまで何をやってきたか以上に、これから何を行う

かに依存するという信念に基づき、(1)現時点で考えるあるべき姿から現状へのバックワ

ードを行う、(2)このアクションは、絶え間なく行われ、開始も終了もない。(3)組織・グ

ループのあらゆるステークホルダーを取り込み、計画段階から関与させる、といった特

徴を有する 1)。 

（ⅳ）戦略的選択法(Strategic Choice) 

John Friend らによって提唱された、政治的な不確実性を含む種々の不確実性に直面

する意思決定主体のインタラクティブ・プランニングへのアプローチである 4)。 英国タ

ビストック研究所(Tavistock Institute of Human Relations)で OR と社会科学者により

考案されたという出自から、極めて柔軟性に富んだ使い勝手の広い問題解決の方法論で、

現在では、公共・私的を超えて様々な問題解決で用いられている。それぞれ異なる利害

を持つ多様な利害関係者のグループを仲介し、それまでの発言・コミットメントに縛ら

れることなく、より未来志向的で創造的にアコモデーションが達成できるように導くこ

とが、この方法論の主眼である。 

（ⅴ）ソフト OR とソフトゲーム理論 

メタゲーム、ハイパーゲームは、 それぞれ、高次の認知階層、主観性に焦点を当てた

具体的な数理的分析の枠組みである 5, 6)。メタゲーム分析は 問題状況を戦略ゲームとし

て捉え、典型的には、各プレーヤは自分の戦略を選ぶ方針（相手の取る戦略から自分の

戦略を対応させる関数）を高次の戦略として取り得るとして分析を行う。 

ハイパーゲームは、通常のゲーム理論のように「関与するすべてのプレーヤは同じゲ

ームを見ている」とは想定せず、ある問題状況に関与する人々は異なった多様な価値観

をもっており、各主体は共通に関与している問題状況を異なって知覚し、いわば内部モ

デルを構築して意思決定を行うと仮定する。 

ハイパーゲームのメタモデルとして、木嶋らは、I-PALM (Poly-agent Learning Model) を

提唱し、問題状況の理解の変化といったダイナミックな視点から、各合意形成主体間に

相互作用のない独立な状況認識（単純ハイパーゲーム）から始まって、各合意形成主体

が次第に他者の内部モデルを学習し、相互認識を形成し（共生的ハイパーゲーム）、つ

いには通常のゲーム状況を共通に認識するようになる一連の過程を記述している 7)。 

（ⅵ）ドラマ理論 

ゲーム理論では、合理的で目標追求的な振る舞いが論じられるのに対して、ドラマ理

論では感情や非合理性に焦点を当て、決定が実行される前段階（プレプレー段階）での

相互作用を通してどのように意思決定主体が変化してゆくかが考察される。変化に焦点

を当てること、すなわち、決定主体が未解決の問題に取り組む際に、彼らが状況認識を

どのように書き換えていくか（「再フレーム化」しているか）に焦点を当てることによ
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って、ドラマ理論は、彼らが他者との関係の中でどのようにして自己実現を達成しよう

とするのかを明らかにしようとする 7)。 

具体的には、ドラマ理論の枠組みは、次のような特徴を持っている。 

ドラマ理論は、各キャラクターが行動を実際に採る前のプレプレー段階でのキャラク

ター間の相互作用により、将来的にどのようなことが起こるかに関心がある。実際の行

動が採られるのは、最後の実施の段階にすぎない。 

ゲーム理論が、「合理的な解」に興味があるのに対して、ドラマ理論は相互作用とい

う「ドラマティックな解」に関心がある。ドラマ理論の関心は、与えられた合理性の下

で得られる解では満足できないキャラクターが、より良い解決策を求めて相互作用を書

き換えていく過程全体の分析にある。 

ゲーム理論では、 立場（ポジション）や脅しといった概念は用いられていない。ゲー

ム理論が、プレーヤは合理性にのみしたがって行動すると仮定し、合理性のみを意思決

定過程の有効な概念とみなすのに対し、 ドラマ理論では、意思決定過程を「緊張が解消

していく過程」として意思決定状況を捉える。 

(3-4) タイプ C：公平性確保の方法論 

タイプ C は、強圧的と見なされる問題状況に介入しようとするアプローチである。ソ

フトシステム思考には、異なる利害関係者間でも合意、あるいは少なくとも調整は可能

だという多元的なバイアスがかかっているので、この強圧的な状況には適切に対応でき

ないとし、タイプ Cのアプローチは、システム設計そのものと設計に伴う結果において、

公平性を確保しようとする。すなわち、現状で不利益を受けている人々を支援し、全員

がシステム設計に完全に貢献し、対象システムの運営からしかるべき利益を受けられる

ようにしようとするのである。 

この典型的な方法論である批判的システム・ヒューリスティックス (CSH: Critical 

Systems Heuristics)は、社会的不公平に真正面から取り組もうとする方法論で、(1) あ

る決定で影響を受ける者全員が決定プロセスに参加するよう確保することで、社会的不

公平に対応すべきだという解放的システム思考を確立し、(2)計画者や関心のある市民が

使える方法論を提供しようとする。すなわち、CSH は、社会システムの設計者や関心の

ある市民に、システムの設計の規範的内容(normative content) を明らかにすることを

目指している。ここで、規範的内容とは、計画の前提となる価値観と計画の利害関係者

への社会的影響や副作用を意味する。 

(3-5) タイプ D：ポストモダンアプローチ 

一般論として状況改善を保証できると主張するシステム方法論に懸念を抱く立場がタ

イプ D である。彼らはあらゆる問題状況には膨大で解析不可能な複雑さと強圧が内在し

ているものだとして、これにはポストモダンなシステム実践が適切だと主張する。すな

わち、解放のためのシステムズアプローチと同様に、抑圧された視点を強調し、多様性

を助長しなくてはならないという。これはある意味で、圧倒的支配のシステムに挑戦し

打破して、抑圧された意見に声を与えなくてはならないと考えるため、アンチ・システ

ミックであるともいえる。ほかのシステム手法に比べて比較的新しく、まだきちんと確

立されていない。 
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(3-6) 問題構造化技法のマルチメソドロジー 

SOSM が主張する方法論的相補主義をさらに進め、問題状況の次元と介入プロセスの

フェーズ（ステージ）に応じて、問題構造化技法の様々な方法論の特徴をうまく組み合

わせて使おうとするマルチメソドロジー(multi-methodology)と呼ばれる立場がある。こ

れは、既存の様々な方法論のプロセスをいくつかのフェーズに分解して、再度組み合わ

せることにより、新たな問題解決の可能性を開拓しようというのが、マルチメソドロジ

ーの考えである。 

(3-7) 質的研究方法 

質的研究（qualitative research）という名称は、言葉の形式をとるデータに依拠する

あらゆる種類の社会研究の総称を指す。一般に質的研究とは、インタビュー、観察記録、

公的文書、映像、歴史的文書などを基にした調査・研究手法、および研究方法論を指す。

主に、心理学、社会学、文化人類学、教育学、福祉学、経営学などの人文・社会諸科学、

看護学や医学（特に、精神医学、心身医学、公衆衛生学）において用いられる。質的研

究には、大きく個人誌（ライフヒストリー）、現象学、グラウンデッド・セオリー

（Grounded Theory）、エスノグラフィー（Ethnography）、ケーススタディの 5 つの

伝統がある（Creswell, 1998）8)。ここでは、情報システム分野でよく用いられるグラウ

ンデッド・セオリーとエスノグラフィーについて述べる（Mingers, 2003）9)。 

グランデッド・セオリーは、Glaser と Strauss(1967)10)によって提案された研究方法

で、基本的には、統一理論ではなく、収集されたデータを説明する中範囲の理論を構築

するための、データの収集と分析に関する体系的で帰納的なガイドラインから成る

(Charmaz,2000)11)。グランデッド・セオリーには、多様な系譜がある。木下（2003）12)

は、分析技法の共通性として「コーディング方法としてのオープン・コーディングと(軸

足・)選択的コーディング、基軸となる継続的比較分析、その機能面である理論的サンプ

リング、そして分析の終了を判定する基準として、それ以上の修正が必要とされない水

準に達することを意味する理論的飽和」の 5 点を不可欠の条件として挙げている。この

方法は、人工物システムが享受される社会や組織の構成要素である人（ユーザ）やシス

テム構築に関わる利害関係者の分析として利用可能である。情報システム分野では、主

要な研究方法の１つになりつつあり、米国、欧州、豪州、ニュージーランドではよく用

いられている。また、シンガポール、中国（香港）、韓国、わが国でも徐々に用いられ

るようになってきた。ただし、データ分析技法として表面的に用いる傾向にあり、理論

的飽和まで至るものは多くない。 

エスノグラフィーは、本来はフィールドワークの報告書としての記述を意味していた

が、今日では、文化的行動を記述し解釈するプロセスとその記述や解釈の両者を指す。

欧米では、方法論としての側面が強調される傾向にあり、わが国でもその傾向になりつ

つある（小田, 2010）13)。前者の意味では、エスノグラフィーとは、研究者が人々の日々

の生活に溶け込み、グループ参加者を観察したりインタビューを行ったりする参与観察

を通じて、文化共有グループのメンバーの行動や言語や相互作用の意味を学ぶ方法であ

る。エスノグラフィーへの科学的アプローチは、構造機能主義、シンボリック相互作用

論、文化人類学、認識人類学、フェミニズム、マルクス主義、エスノメソドロジー、批

判理論、カルチュラル・スタディーズ、ポストモダニズムなどに広がりを見せている。
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わが国では、災害に居合わせた人自身の言葉を聴き災害対応に関わる知識の体系化を行

う災害エスノグラフィーという言葉が注目を集めているが、記述や解釈の側面を強調し

ている。批判的エスノグラフィーでは、エスノグラフィーを研究者と研究対象の人々と

の対話から生じる創発的プロセスと捉え、研究に提言的な視点を持ち込もうとする。シ

ステム構築においては、人工物システムを享受し文化を共有する組織における参加者の

行動や言語のパターンの意味を学び、よりよいシステムの設計や開発に役立てるという

利用方法がある。方法論としてのエスノグラフィーは、フィールドへの比較的長期間の

滞在を要するため、システム構築分野でこれを採択した研究はあまり多く見られない。  

(3-8) シミュレーション＆ゲーミング（Simulation & Gaming） 

ゲーミングとは、一般に人間が勝負や競技に参加することを意味するが、シミュレー

ション＆ゲーミング（あるいはゲーミングシミュレーション）とは、人間がシミュレー

ションに参加することを通じて、現実対象の理解や問題解決を図る方法論を指す。典型

的な応用例は、教育や訓練での利用である。Greenblat（1998）14)は、ゲーミングシミ

ュレーションを、現実がシミュレートされた文脈の中に人間の行うゲーム活動を取り込

んだ形式と定義している。ゲーミングは、ゲーム設計者、ゲーム参加者（プレーヤ）、

および、ゲーム進行役（ファシリテータ）の三者間のコミュニケーションと見ることも

できる。新井（2004）15)は、「設計者、ファシリテータ、プレーヤの 3 者がともに現実

世界に対する認識と理解を深める」ための方法論と位置付けている。シミュレーション

＆ゲーミングの応用分野は、心理学、教育学、政治学、政策科学、経営学、経済学、看

護学など多様であり、開発教育、合意形成、戦略策定、制度設計などの実践的応用領域

もある。システム構築に対しては、構築するシステムの目的、望ましい状態や振る舞い

などについて、利害関係者間で事前に合意形成を行なう場合に用いることが可能である。

シミュレーション＆ゲーミングは、欧州を拠点とする ISAGA(International Simulation 

And Gaming Association)をはじめとして、オランダ、ドイツ語圏、北米、日本、タイ、

シンガポールで学会が設立されている。中国では特に上海を中心として、意思決定能力

や組織化能力向上を目的とする企業内研修のためにゲーミングを用いる動きが出て来た。

わが国においては、ゲーミングとエージェントベースシミュレーションを組み合わせた

ハイブリッドなシミュレーションの動きが活発である。 

(3-9) アクション・リサーチ 

アクション・リサーチ（Action Research）とは、目標とする社会的状態の現実へ向け

た変化を志向した広義の工学的・価値懐胎的な研究であり、この目標状態を共有する研

究対象者と研究者による共同実践的な研究のことを指す（矢守 , 2010）16)。 

アクション・リサーチは、望ましい社会状態に対する価値判断に関する調整が求めら

れる場合、研究者と研究対象者との間の固定的な構造に変化が求められる場合に必要と

される（矢守, 2010）16)。制度や規則などを含む広義の人工的システムの構築において

は、何を望ましい状態とするかの価値について、その調整が求められるが、このような

場面において、アクション・リサーチは有効である。Mingers（2003）9)は、情報シス

テム研究において、アプローチを実証的なものと解釈的なものに大別し、その両者に跨

るものとして、アクション・リサーチと事例研究を挙げている。アクション・リサーチ

は、個別の研究方法というよりは、研究当事者の実践に対する態度や当事者間の関係性
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を指した概念であり（矢守, 2010）16)、そのような態度で、たとえば、OR（オペレーシ

ョンズリサーチ）, SSM（ソフトシステム方法論）、社会技術的システム思考などの既

存の技法や方法、あるいは方法論を活用するアプローチと言える（神沼ほか , 1995）17)。

上述したように、アクション・リサーチは、特定の方法というより、研究の態度や概念

を指すものであるため、アクション・リサーチそのものをテーマとした研究コミュニテ

ィは、国内外に優勢なものは見当たらない。むしろ、看護学や教育学などの研究分野ご

とに、アクション・リサーチを行おうとするコミュニティが存在する。なお、学術雑誌

として Action Research 誌が 2003 年から刊行されている。 

(3-10) デザイン科学的研究 

デザイン科学的研究（Design Science Research）は、特定の領域で支持されている核

となる理論を、関心のある問題状況に仮説的推論（演繹や帰納に先立って、個別の現象

を適切に説明しうる仮説を導出する推論）によって適用し、人工物の構築と評価を通じ

た学びによって、問題解決や改善を図ると同時に特定の問題状況に適用可能な（一般理

論ではない）中範囲の理論を生成しようとする研究方法である。例えば、組織で利用す

るシステムの設計において、システムにとって重要な組織的文脈的な情報をいかに設計

者に際立たせ、それが実装されるシステムに反映させられるようにできるかという問題

に関して、認知心理学で支持されている理論を仮説推論的に適用して、システム構築を

行ない、その成果物の評価をすることを通じて、システム構築という中範囲の領域に適

用することのできる理論を得ようとする。 

この一連の研究の主要関心は、システムの設計法や構築法ではなく、組織で使われる

システムに関わる問題解決に対して、システム成果物を設計・構築・評価をする循環的

なプロセスがいかに貢献できるかにある。構築を通じた学びという観点では、デザイン

科学的研究は、情報システム、教育学、ヘルスケア、コンピュータ科学、工学の領域に

も広く利用されている（Vaishnavi & Kuechler, 2011）18)。デザイン科学的研究では、

一連の活動は、問題解決や業績向上を目的として行われ、とりわけ情報システム領域に

おいて人気を博している。米国で最も盛んであり、実証研究、行動学的研究、情報経済

的研究、質的研究と並んで１つの領域を確立しつつある。この流れは、欧州、豪州、ニ

ュージーランドにも広がりつつあるが、米国ほどではない。残念ながらわが国において

は、情報システム領域においてもデザイン科学的研究を方法として採択した研究は見ら

れない。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

問題構造化技法は、応用システム思考として、特に英国、北欧、ドイツ、オーストラ

リア、ニュージーランド、南米等で十分確立され、コンサルティングの実務でも大きな

プレゼンスを示している。ただ、その特徴からも分かるとおり、問題構造化技法のかな

りの部分は、文化的コンテクストに依存するところが大きく、特に米国、北米での認知

度は高いとはいえない。今後は、これらの地域・文化を踏まえた上での問題解決のため

のシステム構築方法論として、一皮脱皮することが求められる。その萌芽として、社会

を複雑系として捉えたシステム思考が急速に発展しつつある 19)。問題構造化技法の関連

領域・方法の主要な関心は、組織的、社会的、政治的文脈におかれる利害関係者とその
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中において構築されるシステムとの関係性を、人間の側面から理解し、それをシステム

構築における問題構造化に役立てようとするものである。人工物システムは人間活動が

営まれる複合システムとして多重的な現実をもたらすことを意識し、その構築に当たっ

て複眼的なシステムズアプローチの確立が求められる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

英国、欧州、オセアニア、南米等では、問題構造化技法（応用システム思考）は、ビ

ジネススクールで広く標準的なカリキュラムとして設定されるとともに、コンサルティ

ング会社、地方自治体、政府、NPO などの具体的な問題解決に頻繁に用いられる「通常

の考え方」となっている 20)。 

米国では、ここ数年来、巨大規模の産学官の団体 INCOSE (International Council on 

Systems Engineering)が、システム工学のソフト化、社会化を狙い、問題構造化技法を

テーマとする学会(たとえば、ISSS= International Society for the Systems Sciences)

に定期的に参加し、連携を模索し成果を上げ始めている。 

デンマークを中心とする北欧・ドイツにおいては、最近、自然エネルギー活用、ゴミ

処理問題を中心に持続的発展を目指すプロジェクトとしてトランジション・マネジメン

ト(Transition Management)という潮流が大きくなっているが、その基礎となっている

のはこの問題構造化技法である 21)。また、ケンブリッジ大学が中心となって、問題構造

化技法(特に VSM)とサービス科学をつなぐ研究プロジェクトを推進している 22)。 

 

（６）キーワード 

問題構造化手法 (Problem Structural Methodologies)、応用システム思考 (Applied 

Systems Thinking)、ソフト・システムズ・メソドロジー(SSM)、戦略的選択アプロー

チ(Strategic Choice Approach)、メタゲーム(Metagame)、ハイパーゲーム(Hypergame)、

ドラマ理論(Drama theory)、戦略的仮説検証法(SAST)、インタラクティブ・プランニン

グ(Interactive Planning)、批判的システム思考(Critical Systems Heuristics)、マルチ

メソドロジー、質的研究方法(Qualitative Research Method)、シミュレーション＆ゲー

ミング(Simulation & Gaming)、アクション・リサーチ(Action Research)、デザイン科

学的研究(Design Science Research)、エスノグラフィー(Ethnography)、グラウンデッ

ド・セオリー(Grounded Theory) 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 
・ビジネススクールでのカリキュラムとして、一定の水準を保ってい

る。特に、ソフトOR、ソフトゲーム理論に関しては、世界でのプレ
ゼンスを発揮している。 

応用研究・
開発 

○ → 
・ビジネススクールでのカリキュラムの一貫として、適用事例集の作

成が一定の水準で行われている。特にサービス科学 (SSME)での適
用が顕著である。 

産業化 △ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

米国 

基礎研究  △ → ・ほとんど行われていない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・産 学 官 の 団 体 INCOSE (International Council on Systems 
Engineering)が、システム工学のソフト化を狙い、問題構造化技法
をテーマとする集会に定期的に人を送り込み、連携を模索してい
る。 

産業化 △ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・南アフリカで開発され現在世界41カ国で実際に用いられている

Ketsoなど新たな理論と実践が着実に行われている20)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・南アフリカで開発され現在世界41カ国で実際に用いられている

Ketsoなど新たな理論と実践が着実に行われている20)。 

産業化 ○ → ・通常の意味の産業化にはなじまない。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.３ 高信頼要求工学 

（１）研究開発領域名 

高信頼要求工学  

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムは社会インフラとして実社会に広く深く浸透している。CPS（Cyber Physical 

System）が注目されているように、従来はハードウェアだけで構築されていたシステム

も、ハードウェアの機能の多くがソフトウェアで置き換えられ、現代ではソフトウェア

なしでは成立しない状況である。業務の効率化のためだけでなく、あらたなイノベーシ

ョンを生む価値創造のための重要な手段としてソフトウェアシステムが認識されている。

このため、以下では主としてソフトウェアシステムを中心に説明するが、ソフトウェア

システムが人間による業務やハードウェアと密接に関係しているので、ソフトウェアシ

ステムに限定したとしても、人間系やハードウェアとの相互作用を含んでいることはい

うまでもない。要求工学自体、主としてソフトウェア開発領域で発展し 40 年以上の歴

史があるが、最近、セキュリティ、安全性など人間系やハードウェアを含む社会システ

ムの高信頼化が重要となってきており、ソフトウェアシステムに限らず一般的なシステ

ム構築の研究開発領域としても高信頼要求工学に注目が集まっている。高信頼要求工学

は、実社会のあらゆるサービスや機器が相互に接続され、あらたなサービスがこのよう

な複合的なシステムアーキテクチャの上で創出されていく状況を前提にして、どのよう

なサービスをなぜ開発するか、それが他のシステムとどのように相互連携し、社会環境

にとって意義ある公正なシステムであるのかに関する非機能要求を明らかにするととも

に、要求の妥当性を確認する研究開発領域である。ここで、非機能要求とは、システム

機能についての特性および制約についての要求のことである。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

安全設計の観点から 1990 年代に入ってソフトウェア安全性が検討されるようになっ

た 1)。セキュリティ要求工学の研究は、2000 年に入ってから研究開発が盛んになった。

持続可能性は、ようやく 2010 年代になってソフトウェアシステムの品質の一部として

認識されるようになった 1, 2)。このような安全性やセキュリティに対するソフトウェア

技術の発展は、社会的な事件・事故の顕在化がきっかけになっている。したがって、最

初から安全性やセキュリティが要求工学で検討されてきたわけではない。たとえば、

IEEE Std. 830-1998 では、安全性とセキュリティは制約の一種としてしか扱われていな

い。これに対して、最も新しい要求工学の標準である ISO/IEC/IEEE 29148:2011 では、

安全性とセキュリティが主要な話題として取り上げられている。 

識別されたハザードから導出される制約が安全性要求である。過去のソフトウェア障

害原因のほとんどが、コーディングエラーではなく要求欠陥であるという Leveson の報

告 3)がある。このため、重要安全システムに対する要求仕様の網羅的な分析手法の研究

が進んでいる。 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災とそれに続く福島第一原子力発電所の事故は、我々

にシステムの安全性に対する認識を飛躍的に高め、ハザードが起こったとしても小さな
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被害で速やかに回復することが求められるようになった。このような安全性は、最近は

レジリエンス（resilience）と呼ばれることが多く、ハザードに対して一定の耐性を持つ

と同時に、万一被害を受けたときにはその後の回復を早めることや機能が低下したまま

でも最低限の機能を維持するグレースフルデグラデーションなどを含めた概念である。

このようなレジリエンス的な安全性に対する要求も高まっている。 

特定のシステムにおける具体的な要求に、セキュリティに関する高水準の組織方針が

明示されていることがセキュリティ要求である。安全要求と同様に考えると、「保護す

べき資源への識別された攻撃への対策としての制約」がセキュリティ要求であるという

こともできる。安全性は、システムコンポーネントが環境内で相互作用する際に発生す

る「創発特性（emerging property）」である。創発特性は、システムが静的に存在す

るときから継承する特性と反対に、システムが使用されるときに発生する動的な性質で

ある。ソフトウェアシステムは使われなければ、非安全（unsafe）ではない（つまり、

安全である）。これに対して、持続可能性は、継承部分と創発部分がある。 

持続可能性要求のために、経済面、社会面、環境面、人間面、技術面からなる５次元

の汎用参照モデルが Penzenstadler らによって提案されている（www.se4s.org）。この

参照モデルでは、環境面の持続可能性要求が他の持続可能性要求と相互に関連付けられ

るようになっている。また、安全性要求と同じように、品質保証のための追跡と妥当性

の確認ができる。 

また、エンタープライズアーキテクチャの国際標準である TOGAF ではアーキテクチ

ャ開発手法にセキュリティならびにディペンダビリティの概念が導入されている。ここ

で、特定のシステムのアーキテクチャに対して、複数のシステム全体に関するアーキテ

クチャのことをエンタープライズアーキテクチャという。また、安全性、信頼性、持続

可能性、可用性などを包括した用語がディペンダビリティである。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

ソフトウェアイノベーションで成功しているサービスや製品に共通するのは、すべて

オープンなプラットフォームを提供していることである。したがって、社会がソフトウ

ェア化する現代におけるイノベーションは、ソフトウェアイノベーションであり、シス

テム構築に当たっては、多様なソフトウェアシステムとの相互連携が不可欠となるオー

プンプラットフォームについて、価値だけでなく安全性、セキュリティ、持続可能性を

統合的に明らかにする高信頼要求工学の研究開発が必要である。 

産官学連携プロジェクトの成果を継続的に発展させるためには、標準化が必要である。

たとえば、オランダの産官学プロジェクトであったエンタープライズアーキテクチャの

統合モデル図式言語である ArchiMate は TOG(The Open Group)が継続的に標準化して

いる。また、2014 年 3 月に終了した JST による日本の産学連携 DEOS プロジェクトで

も、高信頼アーキテクチャプロセスである O-DA(Open Group Releases Dependability 

through Assuredness)を TOG で標準化している。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

国際的な産官学連携プロジェクト Shields には、スウェーデンの Linköping 

University の他、ノルウェーの SINTEF、 スペインの European Software Institute、 

ドイツの Fraunhofer IESE、 フランスの Institut National des Télécommunications 

と Montimage、 ハンガリーの SEARCH-LAB とイタリアの TXT e-Solutions が参画

した。2008 年 1 月 1 日から 2010 年の 6 月 30 日までの予定で終了したこのプロジェク

トには、産官学の異なる国の組織が参画しているところに EU の高い戦略性を見ること

ができる。 

また TOG では、Openplatform3.0 の取組みが 2013 年に発足し、オープンプラット

フォームのための要求開発を加速しようとしている。 

 

（６）キーワード 

要求工学、安全性、セキュリティ、持続可能性、運用性、非機能要求、エンタープラ

イズアーキテクチャ、アーキテクチャ、社会技術システム、サイバーフィジカルシステ

ム、ステークホルダ要求、システム開発 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 〇 → ・高信頼性要求工学に関する基礎的な研究論文がある。 

応用研究・
開発 

○ → ・高信頼要求工学に関する応用研究論文がある。 

産業化 △ ↘ ・欧米に比べ、産業化に関連する明確な方向性は見えない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ ・IEEEなどでの学術論文が多数あり、活発な議論がなされている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・TOGなどで産業界が連携して進展させようとしている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ ・IEEEなどでの学術論文が複数あり、活発な議論がなされている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・EUがプロジェクトとして連携して進展させようとしている。 

中国 

基礎研究  △ ↘ 
・南京大学などで形式手法についての研究がある。また南京大学で

Symposium on Dependable Software Engineering2014を開催し
た。 

応用研究・
開発 

  ・不明 

産業化 〇 → 
・セキュリティ技術では、最近のサイバー攻撃に見られるように、急

速に発展していると思われる。 
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韓国 

基礎研究  〇 → 

・IEEEなどの国際会議でセキュリティ技術などの発表がある。 
・Ministry of Knowledge Economy が Korea 大 学 に Center for 

Engineering and Education of Dependable Softwareを設置して研
究を支援している。 

応用研究・
開発 

△ ↘ ・Hyundaiなどが機能安全要求について研究開発を進めている。 

産業化 △ ↘ 
・Hyundaiなどが機能安全要求について研究開発を進めているが、産

業化までには至っていない。 

 

（８）引用資料 

 1) Penzenstadler, Birgit; Raturi, Ankita; Richardson, Debra; Tomlinson, Bill. Safety, 

Security, Now Sustainability : The Non functional Requirement for the 21st Century. 

IEEE Software. 2014, May/June, p. 40-47. 

 2) Hilty, L. M. et al. The Relevance of Information and Communication Technologies for 

Environmental Sustainability. Environmental Modelling and Software. 2006, vol. 21, 

no. 11, p. 1618-1629. 

 3) Leveson, N. Engineering a Safer World: Systems Thinking Applied to Safety, MIT, 

2011. 
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３.７.４ システムアシュアランス 

（１）研究開発領域名 

システムアシュアランス 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

安全性やディペンダビリティ（広義の信頼性）などのシステムの属性（attribute）に

完全、客観、絶対を求めることが実際的にも概念的にも極めて困難であることが明らか

になるにつれ、リスク評価やそれに基づく機能安全の概念が、社会的に受け入れられは

じめている 1)。前者の立場を仮に絶対的な立場、後者を相対的な立場とよぶこととする。

この二つの立場は、安全性やディペンダビリティなどの属性の評価方法、および、評価

結果の判断基準の設定に関して異なる前提を持っている。 

絶対的な立場では、これらの属性は万人が認める客観的な法則や事実に基づいて評価

することが可能であり、またそのような評価がなされるべきであるとする。判断基準の

設定についても、万人が認めるべき「絶対に安全」等の基準を、客観的な法則や事実に

基づいて確立することができ、また、そのような記述を確立するべきであるとする。し

たがって、誤りの混入を除けば、システムは「絶対に安全」か否かの二者択一の判定結

果だけが評価の利用者にとって重要なことになる。 

相対的な立場では、属性の評価方法にも、判断基準の設定にも、評価者の主観に基づ

く部分があることを前提とする。この場合、諾否の判定結果だけでなく、評価の過程が

明示されることが評価の利用者にとって重要なことになる。この明示には、評価がどの

ような主観にもとづいてどのようになされたか、安全性やディペンダビリティがどうい

う意味で考えられているか等の記述が含まれる。評価の利用者は、これらを検討した上

で、システムの安全性やディペンダビリティについて各々の判断を下すことになる。結

局のところ、相対的な立場で問題となるのは、システムの開発者、利用者を含む各関係

者がシステムの安全性やディペンダビリティについて十分な「確信」を得ているかどう

かである。この確信を与えることをシステムアシュアランス（system assurance）と呼

び、より強いシステムアシュアランスを得るためのアシュアランス活動（assurance 

activity）が展開されている。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

(3-1) 一般システム理論 

Bertalanffy による文献 2)が初期の一般システム理論に関する古典的文献としてしば

しば引用される。1968 年に刊行された同書では一般システム理論の要求に応える「新し

い」研究動向としてサイバネティクス（制御理論）、情報理論、ゲーム理論、決定理論、

グラフ理論、因子分析等が挙げられており、応用を含むシステム科学の分野としてシス

テム工学、オペレーションズリサーチ、人間工学などが挙げられている。 

Luhmann の講義録 3)も一般システム理論の概説として広く引用されている。そこで

は一般システム理論におけるモデルの変遷が、均衡の概念に基づいて安定と撹乱に関す

る考察を行う均衡モデル；閉鎖システムと開放システムを扱うための入力—出力モデル、

刺激—応答モデル、及びブラックボックスモデル；サイバネティクスや制御理論にみられ
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るフィードバックモデルなどを通して説明されたのち、『システムは形式である（ただ

し形式の概念がシステムと環境の差違にあてはめられるという前提のもとで）』との見

解が述べられる。 

文献 2)は、生物学、心理学、経済学、社会学、物理学、化学などのいろいろな科学に

みられる理論の「同形性」に注目し、数理科学的方法が物理学や化学のみならず、これ

らのいろいろな科学に適用できることを強調している。しかし、理論の同形性の理解は

一般常識に委ねられ、同形とはどういうことなのかについて、数理科学的な考察が深く

加えられているわけではない。この方向の考察はその後も発展していないが、例えば、

代数構造を対象化して比較する函手意味論（圏論を用いて形式的体系の意味論の一般的

な与え方を議論する理論。Lawvere の文献 4)に始まる）などの応用の可能性がある。 

大規模で複雑なシステムをどのように扱うのかは、システム科学の今後にとって極め

て重要である。文献 2)ではしかし、理論の同形性に焦点をあて、大規模性や複雑性に対

する関心が少ない。一方、Luhmann の文献 3)では、「形式」や「自己組織性」、「観

察」、「再参入」、「複雑性」など、大規模で複雑なシステムを考察する時に重要な視

点を取り入れている。そのためには、微分方程式による記述などの解析学的手法だけで

は不十分である。Luhmann はこれを補うものとして数理論理学的な手法に着目してお

り、特に、文献 5)の体系を基にして記述と分析を試みる。文献 5)は数理論理学をゼロか

ら展開するが、二十世紀の数理論理学の主流からはずれた個性的な記述を採るために他

の文献との関連がわかりにくい上、命題論理に相当する部分だけで、述語論理に相当す

る部分（限量子）がない。 

開放システムは伝統的には熱力学で用いられた概念である。そこでは「外界」との物

質やエネルギー、あるいはエントロピーの交換がないシステムと規定された。文献 3)で

はエネルギーやエントロピーだけでなく「情報」の交換にも注目して社会システムにお

ける開放システムを論じるが、情報の内容について踏み込んだ定式化は与えられていな

い。今後、情報の定式化をもっと詳細にした上で開放システムの考察を進めることが求

められる。 

ところで、文献 2)や文献 3)では、Shannon の情報理論を出発点として情報に関する考

察を進める傾向がある。しかしこれでは情報の質的あるいは意味的な側面を論じること

ができず、情報処理の多くの側面を捉えることはできない。既に 1960 年代後半、梅棹

忠夫と湯川秀樹は、Shannon の情報概念で情報処理の対象を取り扱うことの不十分さを

指摘している 6)。梅棹らは Shannon の情報理論に代わる「情報物理学」の必要を感じた

が、その後情報物理学の発展は見られなかった。その役割を不十分ながら果たしつつあ

るのが、現在の情報科学におけるプログラム意味論であると見なすことができる。 

もっとも、プログラム意味論が複雑で大規模なシステムを十分に取り扱うことができ

ているとはまだいえない。大規模システムを取り扱うために抽象データ型の理論 7)が提

出され、その数学的背景として普遍代数 8, 9)や函手意味論 4)が用いられた。これらはプ

ログラムを入力から出力への関数とみる立場に立って必要な操作の構造を代数系によっ

て表現する理論である。さらに 90 年代末になって、代数の双対概念である余代数が、

停止しないプロセスを記述するのに有効であることが示された 10)。代数による理論と余

代数による理論は、Luhmann のいう入力—出力モデルと刺激—応答モデルに対応する。
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これらの過去の業績の上に立って、System of Systems の数理科学的な根拠を構築する

ことは、システム科学が進むべき一つの重要な方向であろう。 

(3-2) 検証と妥当性確認の枠組 

検証はシステムの実体（実現）が仕様を満たすよう正しく作られているかを調べるこ

とを言う 11, 12)。検証の概念は、システムの実体とそれを記述する仕様の二つが常にある、

という二元論を前提としている。数理論理学における形式理論（仕様に相当する）とそ

のモデル（実体に相当する）は、この二元論を数理的に表現する概念として広く受け入

れられている 13)。（なお、ここでのモデルは、形式理論による抽象的な記述に適合する

ように構成されたより具体的な対象を指す。論理学以外の分野、特に工学での一般的用

語としての「モデル」は、具体的な対象を抽象化した結果を指すが、論理学では意味が

異なる（逆になる）ので注意を要する。どちらも、与えられた対象をより扱いやすい対

象に変換するものである。数理論理学では、形式理論を対象としてその性質を調べる目

的でより具体的な対象を考えるため、このような逆転が起きる。） 

検証は一般的には観察によって行われる。システム自体を観察して仕様通りになって

いるかどうかを確かめる（静的な観察）他、システムが「動作」するものの場合には、

システムの実体を実際に動作させ、仕様通りの動作かどうかを（動的に）観察する、い

わゆる試験（テスト）が重要な検証方法である 14)。 

システムの実体が同時に別のシステムの仕様になっている場合もあり、その場合には、

システムの動作をテストによらずに検証することもできる。たとえばソフトウェア（ソ

フトウェアはシステムの一例である）の実体であるソースコードは通常高級プログラミ

ング言語におけるプログラムであるが、これはそれ自身、それがコンパイルされる目標

言語（アセンブリ言語など）のプログラムの仕様だと見なすこともできる。プログラミ

ング言語の意味が明確に決まっておれば、ソースコードをよく観察することによって、

それがどのように動くかが決定し、仕様通りの動きかどうかを推論することができる。  

実体が別のシステムの仕様になるのはソフトウェアに限らず、大規模なシステムでは

広く見られる。このような場合には、検証を推論によって行うことができる。一般には

この推論は非常に煩雑なものになるが、近年の情報科学の発達の結果生まれた定理証明

支援技術を用いて、煩雑な、しかし型通りの推論を計算機によって支援することができ

るようになり、「定理証明による検証」の可能性が広がりつつある。 

検証だけではシステムのアシュアランスは得られない。必ずしも明文化することがで

きないユーザのニーズや使用目的に対して、正しいシステムが作られていることを確認

する必要がある 12)。まず、システムの仕様がニーズや目的に適ったものかどうかを確か

める必要がある。さらに、検証過程が適切なものかどうかも確かめる必要がある。検証

過程の執行が適切であるかどうかだけでなく、検証過程そのものがそもそも適切に設計

されているかどうかについても、何らかの形で確かめられなければならない。  

また、システムの外に目を向けて、システムが周りの環境に受け入れられるものであ

るかどうかを確かめることも必要である。社会的、倫理的、法律他の規則、そのときの

技術水準、などいろいろな基準に照らしてシステムを確かめる必要がある。 

これら、検証の枠組の外でのシステムの確認をまとめて妥当性確認という 12)。妥当性

確認は、その根拠とする基準に常に不明確さが残る。検証の「適切さ」も参照すべき外
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部基準も、いずれも完全に明確には記述しきれないものである。参照すべき外部基準の

リストが明確に与えられることはないし、各々の外部基準がそれ自体、不確定である場

合もある。社会的常識は不明確なもののよい例だが、明確に決まっているように見える

法律も、実は解釈が時代によって変わることを考えると、不明確さが残るといわなけれ

ばならない。 

(3-3) 検証 

大規模で複雑なシステムの試験では、テストケースの選択が大きな問題である。大規

模で複雑なシステムでは、テストすべき入力データ、つまりテストケースの数が膨大で

あり、あらゆる場合を尽くす全数検査が不可能であるが、それでは「どのテストケース

をどのような基準で選ぶべきか」ということが問題になる。特に情報処理を含む巨大シ

ステムの場合、システムの動作が環境の変化に関して連続ではなく、微細な環境変化が

動作を全く変えてしまうことが普通なので、機械システムや電子システムなどのテスト

ケース選択とは異なる基準が必要である。 

情報処理におけるテストケースの選択は古典的には被覆  (coverage)、つまりいろいろ

な分岐の枝をどれくらい尽くしているか、をもとに基準が作られてきた。これはシステ

ムの実体の構造に依存して行なう、いわゆる white box test である。試験結果が実体に

依存することになり、望ましい状況ではないが、これ以上のことができなかった。 

近年になって、model based testing15, 16)の考えが広がっている。これは、仕様を明確

に記述し、実体ではなく仕様をもとに coverage などを算出しながら、テストケースの

設計をしようとするものである。したがってここでいう model は仕様にあたる。また、

この方向を延長して、形式理論として対象化した仕様から、テストケースを自動生成す

る技術が過去十年間に発達している。このために有効なのが形式理論の充足可能性判定

に 関 す る SAT (SATisfiability) solver17) 、  SMT (Satifiability Modulo Theory) 

solver4, 18, 19)等のソフトウェアである。これは論理式を与えると、それを真とする解釈

が存在するかどうかを判定して、存在する場合には、各変数の具体的な値を計算して返

すものである。これを使ってテストケースを計算させることができる。 

形式理論として仕様を対象化することからもう一つの可能性が生まれている。これは

モデル検査の手法である。様相論理の一つである modal μ calculus においてシステム

の動作を記述すると、検証項目をあらゆる動作にわたってしらみつぶしに検査すること

ができる。これは modal μ calculus20, 21)における形式理論が必ず有限モデルを持つこ

と(finite model property22))を根拠とする技術である。その後 modal μ calculus をいろ

いろに制限して高速な検査を可能にする研究（計算木論理(Computation Tree Logic, 

CTL23)、線形時相論理 Linear Temporal Logic, LTL24)）、あるいは拡張してより詳細か

つ複雑な仕様を書くことを可能にする研究（実時間モデル検査 25)、確率モデル検査 26)

など）が進められる一方、検査技術の研究（モデル検査器の開発）にも大きな努力が払

われている（SMV27)、 Spin28)をはじめ多数）。 

以上は試験による検証の技術であったが、システムの実体が下位システムの仕様等の

記述である場合には、実体が仕様を満たすことの確認を適切な形式体系の中の形式証明

を構築することによって行うことができる。これを定理証明による検証という。このよ

うな形式証明は、一般には極めて煩雑になってしまい、計算機による処理が求められる。
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計算機による定理自動証明は計算機技術黎明期からのテーマであるが、ここで求められ

るのはむしろ、計算機が証明を作ることよりも、証明に間違いがないか、システムに変

更があった時にどこの証明を見直さなければならないかのトレースをとることなど、ど

こかで（計算機あるいは人間によって）書かれた証明をデータとして処理することであ

る。そのような研究分野が情報科学における定理証明支援系と呼ばれるものであり

(Coq29), Agda30), HOL31), Isabelle32))、近年では関数型プログラミング言語などのプログ

ラミング技術と合流して大きな流れを作りつつある。 

(3-4) 妥当性確認とアシュアランスケース 

実装（モデル）が仕様を満足していることを確かめるのが検証であるのに対し、仕様

が意図通りに記されているかどうかを確かめる作業を妥当性確認という。情報システム

や大規模プラントなど、大規模で複雑なシステムでは、仕様の記述が膨大であるのが普

通で、仕様がそれを書いた者の意図通りになっているかどうかは、自明ではない。 

検証や妥当性確認に加え、これらの確認作業の方法が適切であるかどうかの確認も必

要である。検証や確認の対象となる主張、それらの項目が成り立つことの議論およびそ

の根拠を提供するデータ（テスト結果、モデル検査に用いた状態遷移機械の記述と検証

項目、検証結果を表す形式証明など）を記した文書をアシュアランスケースと呼んで、

リスクコミュニケーションのために用いようという動きが近年盛んである。認証のため

の提出文書にアシュアランスケースを要求する事例もでてきており、アシュアランスケ

ースに関する国際標準も次々に制定されつつある。 

アシュアランスケースは、全くの自由形式で書かれてよいものである。しかし、意思

疎通を容易にするためには、一定の構造を持たせた方が好都合であり、アシュアランス

ケースが持つべき構造が研究された (GSN33), CAE34), Toulmin diagram35), D-Case36)) 。 

その結果、アシュアランスケースは、数理論理学における形式証明と同様の構造をも

つべきことが明らかになった 37-39)。）この考察を押し進め、アシュアランスケースの構

造を明確にして、機械処理を可能にしようとする形式アシュアランスケースの研究もあ

る 40)。その背景には情報科学における定理証明支援系研究の成果がある（Agda, Coq, 

HOL, Isabelle）。 

以上はアシュアランスケースの構文的な構造であるが、意味的な構造を明らかにしよ

うとする研究も進められている。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

複雑で大規模なシステムを的確に理解するための数理科学的な基盤が求められている。

一般システム理論を発展させて、社会学や経営学などにも適用しようとする Luhmann

らの仕事 41)は、そのための一つの有望なアプローチを提供している。 

妥当性確認は、妥当性確認過程自体の確認をも含む。これは自己参照である。自己参

照は矛盾を導き得るが、その矛盾を避ける方法も現在ではいくつか知られている。

Luhmann3)は自己参照を一般システム理論の重要な項目としてあげており（「再参入 

re-entry」）、文献 5)を用いて、いくらか数理科学的な分析をおこなっている。しかし、

そこで用いられている形式体系の枠組は学界による検討を経たものとはいいがたく、二

十世紀の数理論理学の発展を反映していない。自己参照は情報科学においても中心的課
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題の一つであり 10, 42, 43) 、高階論理 44)や構成的型理論 45)などの学術的に評価が確立した

形式体系を用いて、システム工学(systems engineering)への応用を図ることは、システ

ム科学における大きな科学技術的課題である。 

妥当性確認の技術的研究は、検証の技術的研究に比べて大きく遅れを取っているが、

大規模で複雑なシステムの取り扱いには、検証よりもむしろ妥当性確認が必要とされて

いる。妥当性確認には系統的、科学的手法があり得ないと考える者もいるが、例えばア

シュアランスケースは、妥当性確認の結果を客観的に記述するためのものとして広く受

け入れられつつある。アシュアランスケースは合理的な議論を記述するためのものであ

るから、情報科学、論理学、存在論をはじめとする学術研究の対象である。一方、アシ

ュアランスケースは、システムに関する確信を社会で共有するための文書であるため、

標準化や認証などの政策と一体となって発展させるべきものである。 

以下に、アシュアランスケースに関する科学技術的・政策的課題をいくつかあげる。 

1. 確信の問題。数学の証明と違い、アシュアランスケースには蓋然性の議論が含ま

れる。したがって、アシュアランスケースの確からしさや議論の確実さを量的あ

るいは質的に評価する方法が求められる 46, 47)。 

2. オントロジー・整合性。現実をよく反映したアシュアランスケースを記すための、

系統的な語彙の与え方（オントロジー）が求められる。また、アシュアランスケ

ースは一般に膨大な文書になるため、自動的、機械的な整合性検査が求められる
40)。 

3. 評価法。アシュアランスケースは認証のための提出文書等として用いられるため、

アシュアランスケース自体の客観的な評価法の提示が求められる 48, 49)。 

4. 標準化。確信を社会で共有するためには、アシュアランスケースが対象とするシ

ステムおよびシステムに期待される性質に関する社会的合意が必要である。その

ための標準化活動を、システム科学技術に関する政策立案者と研究者・技術者が

連携して展開することが求められる 11, 50, 51) 。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

アシュアランスケース手法を用いたシステムアシュアランスが注目を集めている背景

の一つとして、システムに関する標準規格や安全規制の性格付けがここ十年ほどで世界

的に大きく変化しつつあることが挙げられる。従来の「規範的（prescriptive）規格・

規制」では、開発者・運用者に求められたのは規格・規制の示す特定の技術的要求を満

たすことであり、それが規格・規制の目的を達成するのに十分かどうかは規格制定者・

規制者側の問題と考えられた。それに対して、近年の「目的に基づいた（goal-based）

規格・規制」のアプローチでは、開発者・運用者自らが目的に対するリスクを分析して、

適切な技術的要求を設定し、目的が十分に達成されていることを議論と証拠で示すこと

が要求される。この変化は、複雑・大規模なシステムの障害・事故を通して、規範的規

格・規制に限界があり、ある場合には全く有効でないことが認識されてきた結果でもあ

る。 

上記の変化で、ここ数年で特に影響が大きいものの例として、以下が挙げられる。 

・ ISO 26262 Road vehicles – Functional safety （10 パート、2011～2012 年発
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行） 52): ISO 26262 は自動車の電気・電子機器の機能安全に関する ISO 国際規格で、

車載機器のライフサイクル全体を通じて安全ケース（安全性のアシュアランスケー

ス）を作成し活用することが鍵となる（機能安全とは、安全関連機器が機能するこ

とによって安全性を確保することをいう）。これはアシュアランスケースの概念を

初めて自動車産業に導入するもので、新概念を消化しようとする産業側の活動や、

そのニーズを受けた大学等での研究が急速に活発化している。日本でも、JasPar

によって機能安全テンプレート、同記入ガイド、等が開発されている 53)。 

・ 医療用機器へのアシュアランスケースの適用: 米国 FDA は、501(k)制度（医療用機

器市販前申請認可制度）の改善に関する 2010 年の報告書において、機器申請にア

シュアランスケースを要求していく方向性を示し、2011 年から特に輸液ポンプの

認可にアシュアランスケースを用いるパイロットプログラムを進行中である 54, 55)。

これも、それまでアシュアランスケースに馴染みのなかった産業分野への導入であ

り、医療機器産業による対応とそれを支援する学術的研究が急速に活発化してい

る 56)。 

関 連 し て 、 医 療 用 機 器 の 安 全 性 に 関 す る 英 国 の プ ロ ジ ェ ク ト Chi+Med

（Computer-Human Interaction for Medical Devices）57)においても、アシュアランス

ケースの利用が検討されている。 

新しい分野の規格・規制にシステムアシュアランスの考えが導入される度に、産業側

は上記のような急速な対応をしてきたが、アシュアランスのための費用が大きいことか

ら導入に抵抗が示されることも多い。費用増大の要因に、たとえ共通の技術部品でも、

使用先のシステムごとに、また適用分野別の規格・規制ごとにアシュアランスを繰り返

さなければならない点がある。安全性のアシュアランスと認証に関する EU の 大型プ

ロ ジ ェ ク ト  OPENCOSS (Open Platform for EvolutioNary Certification of 

Safety-critical Systems)58)は、合成的・進化的な手法によってアシュアランスの部品化・

再利用を促進し、分野に跨る認証の共通基盤を構築することで、アシュアランスと認証

にかかる時間・費用を大幅に削減することを目指している。 

アシュアランスケース手法の普及のために、アシュアランス議論の具体的・標準的な

表現法の確立や計算機上でアシュアランスケースを扱うツールの整備が進められている。

表現法としては、航空・鉄道分野でも採用された Goal Structuring Notation（英 York

大）が普及してきている 59)。また、アシュアランスケース・ツールの相互互換性を目的

としたデータ形式として、OMG SACM (Stuctured Assurance Case Metamodel)標準仕

様が開発されている 60)。 

 

（６）キーワード 

システムアシュアランス、アシュアランス活動、検証、妥当性確認、一般システム理

論、再参入、形式、理論の同形性、自己組織性、観察、複雑性、高階論理、構成的型理

論、情報、函手意味論、普遍代数、余代数、アシュアランスケース、メタアシュアラン

スケース、形式アシュアランスケース、定理証明支援系、GSN、CAE、Toulmin diagram、

D-Case、確信、モデル検査、SAT solver、SMT solver、model based testing、有限モ

デル性 (finite model property)、 
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（７）国際比較 

検証に関しては膨大な活動があり、単純な比較が意味をなさないので、ここでは、近

年急速に立ち上がっているアシュアランスケースに関する研究開発について比較する。 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ ・形式アシュアランスケース。 

応用研究・
開発 

○ ↗ ・産学連携の試みを開始 (D-Case研究会)。 

産業化 ○ ↗ ・国際標準への貢献(ISO 15026改訂作業の分担)。 

米国 

基礎研究  ○ →  

応用研究・
開発 

◎ → ・アシュアランスケース生成技術(NASA Amesの活動)。 

産業化 ◎ ↗ 
・政府認証に取り入れつつある(FDAによる輸液ポンプ認証など)。国

際標準への貢献(ISO 15026改訂のリーダシップ)。 

欧州 

基礎研究 ◎ → ・安全工学、ディペンダビリティ工学など。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・産学の連携が密。自動車や航空、医用機器、軍用技術その他。 

産業化 ◎ ↗ 

・国内規制にアシュアランスケースが用いられている(特に英国)。コ
ンソーシアム、ベンチャーなどが盛ん(GSN, Adelard)。事故調査に
も用いられている(Nimrod墜落など)。国際標準への貢献(IEC 62741
提案)。 

中国 

基礎研究  × →  

応用研究・
開発 

△ →  

産業化 △ →  

韓国 

基礎研究  × →  

応用研究・
開発 

△ →  

産業化 △ →  

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.５ コンセプトエンジニアリング 

（１）研究開発領域名 

コンセプトエンジニアリング 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

コンセプトエンジニアリングとは、「新たな創造を実現していくための、システムの

理想的なあり方を戦略的に表現している概念を構築し、実現していくための技術」を指

す。つまり、システム構築のライフサイクルの上流工程において、アイデアを作り出し、

そのキーとなる特徴を抽出し、関連する専門分野を統合して抽象的なレベルでアーキテ

クチャを構想し、実現性を含めて評価・確認するための総合的・構造的なアプローチで

ある 1)。この意味で、システムズエンジニアリングがシステム構築の長いライフサイク

ルを通じて確実に実現するための工学であるのに対し、コンセプトエンジニアリングは、

「高い抽象度」、「戦略的な特徴への集中」および「短時間での実施」というシステム

構築の上流工程であるための特徴に合わせた工学である。 

歴史的には、すでに 70 年代初頭に、コンセプトエンジニアリングをキーワードとす

る文献 2)が米国で発表されている。現在とほぼ同様の意味として使用されており、当時

から、初期段階でコンセプトを適切に定義し、それを製品化に結びつけるという考えが、

このコンセプトエンジニアリングという言葉に込められていたことが分かる。ただし、

当時はシステムが特定の適用領域に閉じたもの（例えば、単独の自動車など）であった

ため、必ずしもコンセプトエンジニアリングがなくても対応ができたため、その後の研

究は新たなアイデアを生み出すコンセプトメイキングに集中していった。 

これに対して、近年スマートグリッドなどを代表とするような、複数領域システムが

統合されたシステムが必要なったため、構造的なアプローチとしてのコンセプトエンジ

ニアリングの重要性が急激に増してきた。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

一般的な用語である「コンセプト」と「エンジニアリング」のコンビネーションとし

ての「コンセプトエンジニアリング」は、少なくとも海外においては比較的長い期間に

わたってある程度認知を得ている。しかしその工学的かつ具体的なアプローチについて

は、いまだに体系化されていないというのが実情である。更に、上述した通り、これま

ではシステムが単一分野（例えば、自動車などドメインが単独であるか、ソフトウェア

のように分野が単独）であったため、高い能力を有する個人がいれば対応することがで

きた。しかし、スマートグリッドやスマートシティなどを代表とする分野統合的なシス

テムでは、これまで独立なシステムとして構築されていたものが統合されて、一つのシ

ステムとして機能する必要がでてきた。このような分野統合的なシステムを社会に実装

するためには、技術的な側面だけでなく、社会的側面（法制度など）も含めて、同時に

考える必要がある 3)。このため、複数の人が協同して検討をする必要がでてきたため、

個人の暗黙知と感覚に依存するのではなく、どのような考え方に基づいて、何のために

何をやっているのかについて、体系化・明示化されたアプローチが必要となってきた。

このような背景から、近年急激にコンセプトエンジニアリングに関する研究が進められ
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てきている。 

コンセプトエンジニアリングに似た活動として、コンセプトメイキングやコンセプト

デザインという活動がある。これらはどちらもコンセプトを作り出すことに中心をおい

た活動であり、アイデアを作り出し、それの特徴を抽出し、更に実現性を含めながら抽

象的なアーキテクチャを構想し、評価・確認するといった、システム構築の上流工程に

おけるトータルなプロセスをカバーしたものとなっていない。 

また、意匠デザインを中心としたデザイン分野としては、作り出したコンセプトをプ

ロトタイピングすることが容易であるため、これまでもいわゆるプロトタイピングを通

じてコンセプトを明確にしていく活動が進められてきた。しかしながら、システム全般

については必ずしも明示的には実施されていない。これらの活動は、コンセプトエンジ

ニアリングの一部を担うものとはなるが、コンセプトを作り出すすべての活動を網羅し

ておらず、必要な活動を十分にカバーするものとなっていない。1998 年に発表されたサ

ーベイ論文 4)を始め多数の論文で、上流（コンセプト設計）フェーズでの判断が、ライ

フサイクル全体のコスト・性能・信頼度・環境影響度など極めて広範な要素に重大な影

響を与えることが指摘されている。しかもこのフェーズでは入手可能な情報が最も少な

いことが大きな制約となっている。 

海外においては以下に示す通り、本開発領域に関連する研究が様々なアプローチで実

施されてきた。文献 5)では、プロトタイピングプロセスの体系的な評価を試みており、

コンセプトフェーズにおける作業が重要な役割を果たしていることを指摘している。た

だし、プロトタイピングプロセスに限定した評価となっており、コンセプトに関わるす

べてのプロセスに関するものとなっていない。また、概念としてはコンセプトエンジニ

アリングに関連するものであるが、用語としては必ずしも陽に使われているわけではな

い。文献 6)においては、調査の結果、製品開発の競争力に最も強い影響を及ぼすのがコ

ンセプトエンジニアリングであると結論づけている。また、コンセプトフェーズに注目

しつつ、ライフサイクル全体の理解と、その間、関係者が適切に情報を共有することが

不可欠であるとも主張しており、体系的なマネジメントとして捉えることの重要性を指

摘している。つまり、コンセプトエンジニアリングのような考え方の重要性は述べてい

るものの、ではコンセプトエンジニアリングがどういったものであるかなどについての

検討は含まれていない。文献 7)ではコンセプトエンジニアリングをサポートする支援解

析システムとして、“Conceptual design support and analysis system (COSDAS)”と

呼ばれる、適用分野に依存しないフレームワークを示している。この COSDAS システ

ムをある種のテストベッドとして活用することにより、設計作業の体系的な記録や分析

を試みている。文献 8)はコンセプトエンジニアリングにおけるアイデア創出の手法に関

して幅広く調査・評価してその特徴を整理している。この目的のため、デザインコンセ

プトを創出する過程を記録・測定するソフトウェアを開発し、手法、問題の種類、作業

者等にどの程度依存するかを検討している。ここでは論理的に手法を提示することは決

して創造性を損ねるものではないということが確認されており、俯瞰的なアプローチの

重要性が強調されている。 

以上のように、海外においては、コンセプトエンジニアリングに関連する研究は様々

な切り口とアプローチによって継続的に推進されており、一つの専門分野が構成されて
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いる。ただし分野に依存しない体系的なエンジニアリング活動という観点としては、ま

だ緒に就いたばかりであり不十分と言わざるを得ない。 

一方、我が国では、当該分野における論文もほとんど存在せず、研究開発の対象とし

ては認識されていなかった。研究開発ではないが、数少ない企業での組織的取り組み事

例として確認されたのが、（株）東芝のケース 9)と（株）東レ経営研究所のケース 10)く

らいであり、海外と比較して本分野における学術的な取組みに関して明らかに遅れを取

っている。 

以上の経緯を踏まえて、上流フェーズで適切なコンセプトを創り上げ、それを体系的

に実現するための手法である「コンセプトエンジニアリング」を研究する意義は大きい。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

コンセプトを作り出し、それを実現につなげていくことは、イノベーション創出にお

いても大変重要であり、個別技術分野・製品分野に対する基礎的な研究は、これまでも

実施されてきた。しかしながら上流システム工程であるコンセプトフェーズにおいて、

適用分野に依存しない体系的な設計手法に対する研究開発は必ずしも十分に研究されて

いない。特にコンセプトの構築には技術的側面のみならず、組織活動や調達側・供給側

に関わる要素も加味する必要があり、総合的かつ構造的にアプローチする手法の確立が

大きな課題となっている。さらに複数のコンセプトを体系的かつ定量的に評価した上で

最適なものを選択するための手法についても十分とは言えない。 

現在、イノベーション創出を目的として、デザイン思考などのアプローチが注目を浴

びてきている。デザイン思考やワークショップなどは文部科学省、経済産業省などでも

イノベーション創出のための手法として政策的にも活用されている。しかし、デザイン

思考は人間中心的なアプローチのため、人が強く関わる対象分野に特に有効なものであ

り、上述した分野統合的なシステムの人に直接的に関わらない部分も含めてコンセプト

をデザインするためには、より俯瞰的に分野横断的なエンジニアリングが必要となるが、

現在は明確に政策的には支援・教育が行われていない。このため、政府が今後ますます、

分野統合的な大規模システムを進めるときに、その実現を支援する体制が十分にとれな

いと考えられる。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

システムズエンジニアリングの国際的団体である INCOSE (International Council 

on Systems Engineering)の中で、Model-Based Conceptual Design Working Group 

(MBCD WG)が 2012 年 5 月から活動を開始した。この WG は、コンセプトデザインに

モデルベース開発のアプローチを適用するというものである。コンセプトデザインとい

う言葉を使っているが、そもそも Model-based Systems Engineering がモデルをシステ

ム開発のライフサイクルを通じて活用していくという概念で作られているため、議論と

してはコンセプトエンジニアリングと同じレベルのものが実施されている。MBCD WG

は、オーストラリアのシステムズエンジニアリングの団体である SETE (Systems 

Engineering Test & Evaluation Conference )が中心となって立ち上げたもので、すでに

2012 年に 2 回、2013 年に 3 回の会合が SETE や INCOSE のシンポジウムなどで開催
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されている。INCOSE の論文誌である INSIGHT の 2014 年 12 月号で MBCD の特集が

組まれており、米国、欧州、オーストラリアから投稿された多数の論文から、20 件近く

が紹介される予定である。 

INCOSE が欧米（およびオーストラリア）を中心として MBCD を組織的に推進する

一方で、我が国ではこれに対応した活動は残念ながら不十分と言わざるを得ない。特定

の分野に限定することなく、広くあらゆる分野における製品・サービスに影響を及ぼし

うる技術分野であり、早急に着手することが必要である。 

 

（６）キーワード 

Concept Engineering, Conceptual Design, Concept Making, Model-based Concept 

Development, Innovation, Idea Creation 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 
・一部体系化の試みは実施されたことがあるが、継続はしていな

い 2, 3)。 

応用研究・
開発 

△ → 
・一部、体系化されたものをもとに実際に活用を試みられたが、一部

のみでの継続に限定されている9-11)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

米国 

基礎研究    ◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・以前体系化されたものをベースに、更に広げるための活動が行われ

始めている2, 12)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

中国 

基礎研究  △ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 13)。 

応用研究・
開発 

△ → ・実験を通した応用研究の実績もある14, 15)。 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

韓国 

基礎研究  △ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 16, 17)。 

応用研究・
開発 

△ → ・工学的な応用をある程度想定した基礎研究の発表事例もある 16, 17) 

産業化 △ → ・実効的には暗黙的知識により実行されている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.６ SoS アーキテクチャ 

（１）研究開発領域名 

System of Systems（SoS）アーキテクチャ 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

実社会における課題を解決に導くためには、対象とする社会技術システムをグローバ

ルな観点から分析し、価値を最大化するために技術的なアプローチを採る必要がある。

今や実社会は、発電プラント、自動車、各種機械や産業用ロボットなどの物理的なシス

テムが、インターネットを含む通信ネットワークに接続されたコンピュータシステムに

よって管理、統制され、いわゆるサイバーフィジカルシステムとなっている 1)。すなわ

ち、社会技術システムは、そのライフサイクルを全般にわたってマネジメントすること

ができない複数の個々のシステムが複雑に相互関係性をもっている。このような、異質

な個々のシステムが独立して動作可能ではあるが、ある共通したゴールに向けて共にネ

ットワークされている大規模な統合された複数システムは System of Systems（SoS）

と呼ばれる 2)。こうした複雑な社会技術システムの中で、関心の対象とする製品やサー

ビスなどのシステムが、環境、経済、政策、技術の観点から、所望の機能を果たすこと

が求められている。当該研究開発領域は、社会技術システムを System of Systems とし

て捉え、さまざまな利害関係者からの要求を満たすアーキテクチャとそれを導くための

プロセスを研究する。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

INCOSE SE ハンドブック 3)で、「システムは、一つ以上の定められた目的を達成す

るために編成された相互作用する要素の組み合わせ」と定義される。また、アーキテク

チャ記述の国際標準 ISO/IEC/IEEE 42010 4)では、「アーキテクチャは、システム要素

とその関係性の中で具体化されたシステムの動作環境、ならびに、システムを設計し進

化させるその原則における、システムの基本概念または特性」と定義される。システム

ズエンジニアリングプロセスでは、対象とするシステム（system of interest）に関して

ライフサイクル全体を見渡した上で、要求分析を行い、そしてそのアーキテクチャを構

築することが極めて重要となる。 

しかしながら、近年では、対象とするシステムが、ライフサイクル全般にわたりマネ

ジメントすることができる単体のシステムではなく、ライフサイクルをマネジメントで

きないシステムを含めて複雑に相互関係性をもつ複数システムとなる場合がある。この

ような、異質な個々のシステムが独立して動作可能ではあるが、ある共通したゴールに

向けて共にネットワークされている大規模な統合された複数システムを System of 

Systems（SoS）と呼ぶ 2)。SoS は、大規模で複雑で、ネットワーク化されているため、

個々のシステムは独立して動作可能であるが、相互関係があり、SoS の要素であるシス

テムは、それぞれ異なるシステムライフサイクルを持つ。個々のシステムを最適化して

も SoS 全体の最適性は保証されない 5)。 

SoS の特徴としては、各システムの運用の独立性、各システムの管理の独立性、進化

的な発展、創発的な振る舞い、地理的な分布が挙げられる 6)。文献 7)ではこれらを、自
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立性、帰属性、接続性、多様性、創発性という 5 つの特徴にまとめ、文献 8)では、これ

ら 5 つの特徴により、従来のシステムがもつ調和性、集中化、プラットフォーム中心、

同質、かつ予見可能性という性質が、SoS ではそれぞれ、独立性、分散化、ネットワー

ク中心、異質、不確定性という性質になることを述べている。このような特徴をもつ SoS

を成功裏に導くには、既存、もしくは、新規のシステムが混在することで得られる能力

を、SoS を構成する部分の能力の合計よりも優れたものにするために、計画し、分析し、

編成し、統合するプロセスとして、System of Systems Engineering（SoSE）が必要と

なる 2)。しかしながら、これは容易なことではない。SoS の課題としては、次の点が挙

げられる 2)。システムズエンジニアリングで検討されるコンセプト、分析、制御、評価、

設計、モデリング、可制御性、可観測性、信頼性などを、どのように SoS へ拡張して適

用するのか。どのように SoS をモデル化し、シミュレーションするのか。SoS の要素と

なるシステム間のインタフェースをどのように扱うのか。SoS の創発的な振る舞いをど

のように扱うのか。SoS の境界は動的であり、これをどのように定めるのか。時間が経

つにつれて進化する SoS に関する要求をどのように扱うのか。 

このような SoSE の難しい問題に対処するためのマネジメントフレームワークとして、

文献 8)では、リスクマネジメント、構成管理、性能管理、政策管理、リソースマネジメ

ントをヒューマンファクタとして実施することを提案している。文献 9)では、SoSE の

プロセスを時間で展開した波モデルとして示し、多岐にわたる進化の繰り返しで構成シ

ステムの開発を促し、SoS を追加開発として特徴づけている。そこでは、外部環境から

の SoS への継続的な入力が重要であり、SoS の動的な性質に対処するための継続的な分

析を行い、SoS の進化が繰り返される。この過程の中で、アーキテクチャの進化もまた

重要となる。SoS アーキテクチャは時間とともに進化する SoS の持続的なフレームワー

クを与えると同時に、計画された SoS アーキテクチャが追加的に実装され、それ自身を

進化させる。 

SoS の進化をサポートするため、文献 10)ではリスク分析を用いた方法論が検討されて

いる。ここでは、化学プロセスの安全性を確保するために開発された HAZOPS(Hazard 

and Operability Study)を修正した形式で SoS の進化に関連するリスクを分析している。

また、文献 11)では、SoS を理解し進化させるためにシステムズモデリング言語 SysML

（Systems Modeling Language）を用いることについて論じられており、文献 12)では、

全球地球観測システム GEOSS（Global Earth Observation System of Systems）を事

例として、SysML を用いてシステムアーキテクチャをモデルとして記述し、シミュレー

ションモデルと結合させることでアーキテクチャの評価、分析、詳細化を進めるアプロ

ーチを示している。この他、マルチドメインマトリクス（Multi-Domain Matrix）を用

いることで、SoS に関する複数のドメイン、すなわち環境、社会、機能、技術、プロセ

スにわたる関係性を明らかにしている研究 13)、オブジェクトプロセス方法論 OPM

（Object-Process Methodology）に基づき、SoS アーキテクチャを分析し、その進化を

観測する研究 14)がある。 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

383 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

（４）科学技術的・政策的課題 

INCOSE は 5 年ごとに 10 年後を見据えた将来ビジョンを示しており、2014 年に公表

された最新のシステムズエンジニアリング・ビジョン 202515)では、常に進化し続ける社

会で、環境、経済、政策そして技術などの新たな課題が発生していることを踏まえた上

で、その解決策が大規模で複雑なエンジニアリングシステムとなることを指摘している。

こうした解決策は、社会的に受容可能で、かつ、社会に対して価値を提供するときにの

み成功し得るものであり、ここに応用される技術は、関連する地域、あるいは地域の能

力と人的・物的資源に応じて調整されなければならない。そこでは、ライフサイクル全

般にわたる分析と、安定した統治環境に沿った安全で、堅牢で、かつ、持続可能な実装

が必要となる。特に、文献 16)では、価値を最大化することを目的として明確化する価値

駆動システムズエンジニアリングの重要性を論じるとともに、環境、経済、政策そして

技術の関係性を明確にするこれらの境界を越えたグローバルなコンテキスト分析の重要

性を述べている。また、文献 15)では、多数の利害関係者の関心事に対処しなければなら

ないという SoS の難しい課題には、そのシステムアーキテクチャの構築などに際して、

システムモデルに基づいてシステムズエンジニアリングを遂行するモデルベースシステ

ムズエンジニアリングやデジタル形式でのプロセスに移行することの重要性が強調され

ている。このような方向性に対しては、モデル間の矛盾を特定するためのアプローチが

必要と考えられる 17)。 

IEEE Systems Society では、製造業のサプライチェーン、車両－ドライバー－環境

システム、スマートグリッド、協調制御、同定、学習、適応、モニタリング、故障診断、

故障許容制御、SoS 自動制御アーキテクチャといった分野と、制御システムとの関連性

が述べられている 18, 19)。また、制御理論の観点から SoS について論じる研究 20)があり、

そこでは、マルチエージェントシステムの観点から個々人、業者や組織などでは解決困

難な問題を SoS によって解決に導く方向性を提示している。文献 21)では、サイバー攻撃

シナリオの検討を通して冗長設計と動的システムモデルと状態推定の 3 つの統合により、

コンピュータやコンピュータネットワークの安全を確保するためのサイバーセキュリテ

ィが報告されている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

システムズエンジニアリングの知識体系ガイド SEBoK では、SoS に対してどのよう

にアーキテクチャを構築するべきかという方向性を示している 22)。一方で、INCOSE お

よび OMG（Object Management Group）では、モデルベースシステムズエンジニアリ

ングの重要性 23)とともに、その基本となるシステムズエンジニアリング教育の必要性を

強調している。欧州では、SoS のエンジニアリングとマネジメントにおける研究と革新

に関する欧州ロードマップの策定に向けて、Cyber Physical Systems of Systems 

(CPSoS)の活動を 2013 年から開始している 1)。ドイツを中心とした活動として、2013

年 4 月には Industry 4.0 のレポート 24)が公表され、そこでは製造業を中心とする産業と

して Internet of Things (IoT)の活用が描かれている。サイバーフィジカルシステムとし

ての社会技術システムによる価値を生むための仕組みの議論がすでに始められている。

米国では、Industrial Internet Consortium25)が 2014 に発足し、ここでもサイバーフィ
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ジカルシステムによる革新を加速しようと試みられている。カーネギーメロン大学ソフ

トウェアエンジニアリング研究所では、システムとソフトウェアの購入者とエンジニア

（提供者）を越えて、複雑な SoS へのすべての参入者が、ユーザー要求への異なった見

方と期待を必要としている現状を踏まえ、SoS Navigator26)を提供している。これによ

り、SoS に関与する各リーダーに対して、彼らが置かれている状況で需要側と供給側の

重要な観点からの新たな気づきを与え、SoS コンテキストで現状と異なるビジネスモデ

ルの適応と持続が要求されているか否かを判断するための評価基準を示している。 

 

（６）キーワード 

System of Systems、アーキテクチャ、システムズエンジニアリング、社会技術シス

テム、サイバーフィジカルシステム、システムライフサイクル、対象システム、システ

ム設計、システム開発、モデルベースシステムズエンジニアリング、コンテキスト分析、

システム解析 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → 

・SoSのシステム故障を防ぐための方法論を論じている 27)。 
・全球地球観測システムGEOSSを実現するにあたってのSoSの観点

や、情報システムとしてのアーキテクチャの課題が整理されている
28)。 

産業化 △ ↘ ・欧米に比べ、産業化に関連する明確な方向性は見えない。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 
・IEEEやINCOSEなどに学術論文が多数あり、活発な議論がなされ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・産業界が連携して進展させようとしている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
・IEEEやINCOSEなどに学術論文が複数あり、活発な議論がなされ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ ・システムおよびソフトウェアの分野で着実に進展している。 

産業化 ◎ ↗ ・産業界が連携して進展させようとしている。 

中国 

基礎研究  × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → ・CPS分野での応用研究が散見される。 

産業化   ・産業界としての動きの情報は現時点で得られていない。 

韓国 

基礎研究  × → ・SoSに関する基礎的な研究論文が見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → ・CPS分野での応用研究が散見される。 

産業化   ・産業界としての動きの情報は現時点で得られていない。 
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３.７.７ ライフサイクルマネジメント 

（１）研究開発領域名 

ライフサイクルマネジメント 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムには、設計から、構築、廃棄へといった複数の段階からなる時系列的な流れ

が存在する。この流れはライフサイクルと呼ばれ、各段階において性能や機能ならびに

品質、信頼性、安全性などのシステムの特性が確認され、様々な意思決定がなされるな

どして、各段階の進捗が管理される。この管理がライフサイクルマネジメントである。

ライフサイクルマネジメントの研究は、長期間にわたり発現するシステムの特性である

ライフサイクル特性（システム価値）を最大化するために必要なマネジメントに関する

研究であり、ライフサイクルにおける各段階の進め方に関する研究や、各段階で必要と

なる検討の順序に関係する研究が存在する。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

旧来の考え方では、システムが起動、使用される際の、システムに要求する機能の実

現保証が重要課題であり、将来に起こる可能性があることに対しては殆ど注意が払われ

なかった。しかしながら、システムの規模が拡大し、その使用期間が長期化するにした

がって、長期にわたるシステムの発展自体が要望として重要な側面の一つとなった。シ

ステムの長期間にわたり発現する特性に注意する必要が指摘され、ライフサイクルマネ

ジメントの必要性が認識されている。 

システムのライフサイクルは、開発（Exploration）、構想（Concept）、設計

（Development）、構築（Production）、支援（Support）、利用（Utilization）、廃

棄（Retirement）の 7 つの段階から構成される 1, 2)。各段階においてシステムの特性が

確認され、段階の進捗がマネジメントされる。このマネジメントがライフサイクルマネ

ジメントである。ライフサイクルマネジメントに関する研究は、後述するシステムのラ

イフサイクルにおける特性（ライフサイクル特性）を最大化するために必要なマネジメ

ントに関する研究であり、ライフサイクルにおける各段階の進め方に関する研究や、各

段階で必要となる検討の順序に関係する研究も含まれる。  

ライフサイクルマネジメントの対象を実質的な適用分野で考えると、建築物や車、電

気製品などの工業製品や、銀行のオンラインシステムや Web サービスシステムのような

ソフトウェアなど、様々に存在する。それらの対象に応じて、ライフサイクルマネジメ

ントを具体的に捉える活動、概念が存在する。代表的なものとして、プロダクト・ライ

フサイクルマネジメントとソフトウェア・ライフサイクルプロセスがある。   

(3-1) プロダクト・ライフサイクルマネジメント（PLM：Product Lifecycle Management） 3) 

製造業において、製品開発期間の短縮、生産工程の効率化、および顧客が要求する製

品を適切に市場投入できるように、企画・開発から設計、製造・生産、出荷後のサポー

トやメンテナンスまで、製品のライフサイクルを包括的に管理することが重要視されて

いる。これには、製品のライフサイクルに関係する製品データを共有化する情報システ

ムなどが構築され、数多く市販されている。 
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また、環境配慮型設計（エコデザイン）においては、製品のライフサイクルにおける

リユース、リサイクル、アップグレードなどを、企画・開発段階から計画し、製品設計

に埋め込むライフサイクルプランニングという考えも提唱されている。このライフサイ

クルプランニングもライフサイクルマネジメントに関連する概念として認識できる。さ

らには、顧客に対して物理的な製品を提供するだけでなく、販売後の製品サポートやメ

ンテナンスなどのサービスの提供まで含めたシステムを提供することで、製品の付加価

値を高める取組みが活発化している。この取組みはプロダクト・サービスシステム

（PSS：Product Service System）4-6)と言われ、プロダクトとサービスを一体化したシ

ステムのライフサイクルマネジメントの重要性が強く認識されている。   

なお、プロダクト・ライフサイクルマネジメントのライフサイクルとは異なる意味で

使用される用語として製品ライフサイクル（PLC：Product Life Cycle）が存在する。

製品ライフサイクルは、販売市場での製品の導入期、成長期、成熟期、衰退期の 4 つの

段階からなる、新製品の普及過程に関する概念である。製品企画やマーケティングなど

の分野では、製品システムと市場との関係、市場参入者との競争関係、顧客や社会的責

任などを考えた上での最適な製品ライフサイクルを設計することの重要性が議論され、

様々な手法が提案されている。 

(3-2) ソフトウェア・ライフサイクルプロセス（SLCP：Software LifeCycle Process） 

ソフトウェアの構想・設計から開発、導入、運用、保守、破棄に到るまでの工程全体

をライフサイクルプロセスと定義し、そのライフサイクルプロセスをマネジメントする

ために、構成する各工程について個々の作業内容、用語の意味などを標準化した枠組み

が提案されている。ソフトウェアの開発・運用に際しては、発注側と受注側の間で相互

の役割や責任範囲、各工程の具体的な業務内容について認識に差異が生じてしまうが、  

枠組みによって規定される標準モデルを活用することによって、相互認識を共通化する

ことが期待できる。 1995 年 8 月に国際標準化機構（ISO）によって策定された ISO/IEC 

12207 が SLCP の標準的なモデルとなり、日本では、1996 年 7 月に ISO 12207 を日本

語化したものが JIS X 0160:1996 として JIS 規格となっている。 

 

図 1 に、ISO/IEC 15288（JIS X0170）で定義されているライフサイクルプロセスを

示す 7)。このプロセスは、下記の合意プロセス、エンタプライズプロセス、プロジェク

トプロセス、テクニカルプロセスの 4 つのプロセスから構成される。 

・ 合意プロセス（Agreement Process）：製品またはサービスの取得‐提供に関する

合意を確定するための活動 

・ エンタプライズプロセス（Enterprise Process）：合意を確実に満たすための組織

の能力を管理し、プロジェクト遂行に必要な資源および基盤を提供する活動 

・ プロジェクトプロセス（Project Process）：プロジェクト計画を確立し、進捗を追

跡し、目標の達成までコントロールする活動 

・ テクニカルプロセス（Technical Process）：システムに対する要求を定義し、要求

を製品に変換し、サービスを提供するために製品を使用し、その効用を持続させ、

製品を終息させる活動 

上記のプロセスを円滑に進めるためのマネジメントに関する研究が存在する。プロジ
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ェクトプロセスに関しては、後述のプロジェクトマネジメントが関連するが、テクニカ

ルプロセスは、利害関係者要件定義（Stakeholder Requirements Definition）、要求分

析（Requirements Analysis）、方式設計（Architectural Design）、実装（Implementation）、

結合（Integration）、検証（Verification）、移行（Transition）、妥当性確認（Validation）、

運用（Operation）、保守（Maintenance）、処分（Disposal）の 11 種類のプロセスに

整理され、それらのプロセスのマネジメント方法に関する開発、研究課題が多く存在す

る。 

 

 

図 1 システムのライフサイクルプロセス 7) 

 

このテクニカルプロセスのマネジメントに関連して、その実行モデルとして V-model

が提唱され、システムの構築プロセスが整理されている。この中での V の意味は、シス

テムのライフサイクルにおけるテクニカルプロセスをグラフィカルに V字で表現したも

のであり、さらには、Verification と Validation の V&V モデルからも由来している。

V&V モデルは、システムが設定された目的に応じて構築されているかを検証するプロセ

スであり、「Verification：仕様に沿ってシステムを正しく構築しているのか？」、

「Validation：目的に適った正しいシステムを構築しているのか？」を検証するもので

ある。V 字型で表現されるプロセスの左側はシステムの仕様を記述していく流れを示し

ており、右側はテストの流れを示す。仕様策定部分は、ユーザ要求仕様→機能仕様→設

計仕様（詳細仕様）の順となる作業から構成される。また、テスト実行部分は、単体テ

スト→結合テスト→システムテストの順となる作業から構成される。 

ライフサイクルにおけるシステムの特性を評価することはライフサイクルマネジメン

トにおいて重要な位置づけとなる。システムの複雑化に伴って、ライフサイクルにおい

て重要な副作用が発生するようになった。柔軟性や保守性など、システムに要求される
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特性は、システムが最初に使われ始めた後で出現することが多い。これらの特性は英語

では"-ility"で終わることが多いので、イリティと総称される 8)。イリティとして扱われ

るシステム特性としては、品質、信頼性、安全性、柔軟性、堅牢性、耐久性、スケーラ

ビリティ、適応性、ユーザビリティ、相互運用性、持続性、保守性、試験容易性、モジ

ュール性、復元力、拡張性、機敏性、製造可能性、修理性、発展性などが挙げられる。

これらのイリティの定義、活用法に関する研究はライフサイクルにおけるシステムの定

量的評価を実現するうえで重要である。 

ライフサイクルにおいてはシステムの変更がしばしば発生する。マネジメントとして

は、その変更に対して適切に対応することが重要課題となる。システムの変更に対する

マネジメントとしては、コンフィグレーション・マネジメント（CM：Configuration 

Management，構成管理）がある 9, 10)。コンフィグレーション・マネジメントは、シス

テムのライフサイクルにわたる性能、機能的および物理的要件、設計、操作に関する情

報などを管理し、要求の変化に応じたシステムの構成変更に対応する。複雑なシステム

である軍事、IT サービス、土木構造物、生産システム、パッケージソフトウェアなどで

利用される。システムの構成変更を検討する際には、システムの構成要素間、サブシス

テム間、システム間の機能的関係を把握し、システムの部分的変更が及ぼす影響を考慮

することが重要とされる 11)。コンフィグレーション・マネジメントの方法論に関する研

究はシステムのライフサイクルをマネジメントする上では重要な研究課題として認識で

きる。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

1) ソフトウェアではライフサイクルの標準モデルが示されているが、一般的にはライフ

サイクルという考え方の存在を示しているだけであり、そのライフサイクルの中でモ

デルがどのように変遷するかを具体的に議論することまでには至って居ない。ライフ

サイクルモデルが示すように、ライフサイクルに応じてシステムに対する認識は変化

し、モデルは変遷する。モデル間の整合性を確保し、モデルの生成や活用を効果的に

進める手法に関する研究が要望される。 

2) システムの大規模化、複雑化に伴ってシステムの変更要求に対する対応が複雑化して

いる現状が存在する。マネジメントの観点では、変更の影響が俯瞰でき、全体的な視

野でマネジメントすることが要望される。大規模、複雑なシステムを効果的に俯瞰で

きる手法が待望される。 

3) ライフサイクルマネジメントの対象が工業製品であるプロダクト・ライフサイクルマ

ネジメントに関する研究、実用化は進んでいる。しかしながら対象製品に特化される

部分が多く、汎用的な手法とし実用化されていない他の製品、システムへ使用するこ

とは困難な状況である。 

4) ライフサイクルという時間軸を意識し、将来のシナリオを想定したマネジメントを計

画することは有効である。推定する将来のシナリオの不確実な情報を扱い、システム

の計画、構築に対して有効に活用する研究が待望される。 

5) システムの変更は、一貫性を保証する体系的手法を使って提案され、評価され、実施

される必要がある。変更案は予想されるシステム全体への影響について常に評価され
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る。その際に、変更が規定通りに行われるかを検証し、部品やシステムの文書が実際

の構成を反映していることを確認することが重要である。完全な構成管理では、部品

毎、サブシステム毎、システム毎についての全システム情報が実体を反映するよう対

策をとる手法の開発が待望される。 

6) システムの大規模化、複雑化に伴い、システムに関係する知識も大規模、多様化する。

それらの知識を集約し、有効活用する人材も多分野から構成される。それらの人が持

つ知識を集約し、システムの構成要素間の関係を明確にする必要性はある。また、そ

れらの情報を可視化し、システムの共通理解を与えるプラットフォームの開発が重要

である。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

現代社会が大規模に激変する時代を迎え、システムの外部環境の変化を深く考慮した

システムの構築、運用は極めて重要な課題である。また、複合システム（SoS：System 

of Systems）の時代と表現されるように、多様なシステムが複雑に相互作用を持つ現在

では、システムの変化、変更に対する適応性は必須である。この問題認識の視点から整

理する。 

1) プロジェクト・ポートフォリオ管理（PPM：Project Portfolio Management）12)：

同時に進行している全プロジェクトを対象に、プロジェクトの優先順位やリソースの

割当等を検討し、組織の戦略に基づいて計画／実行／管理／統制を行なうプロジェク

ト・ポートフォリオ管理（PPM）が存在する。この管理も、システムのライフサイ

クルを管理する上では重要であり、ライフサイクルマネジメントに関連する重要課題

である。 

2) チェンジマネジメント（Change Management）13)：システムのライフサイクルにお

けるすべての変更をコントロールするためのマネジメントである。システムの機能を

最小限の停止に止めながら、システムの変更を実現化する方法論である。システムの

運用段階において、顧客の要求、外部環境の要求などの変化に対する柔軟な対応を実

現する重要課題である。 

3) レジリエンス（Resilience）14-16)：レジリエンスとは、環境から加えられる擾乱に対

してシステムが適応し、平常状態をどれだけ維持できるかという能力のことである。

環境変化に対する生態系の回復能力を意味する概念であったが、技術システム、社会

システムにおいて、安全性・信頼性などよりも進んだ概念として注目され始めている

概念である。東日本大震災において甚大な災害を受けた日本においては、社会システ

ム、産業システムなどの機能復旧が問題視され、システムのレジリエンス性に関する

研究の必要性が強く叫ばれた。システムに対する想定外の危機発生に対する機能回復

力がシステムの評価指標となるが、 System of Systems においては多様な利害関係

者（Stakeholders）が関与しているため、総合的なレジリエンスを評価する方法論

の構築が必要である。  

4) システム構造の分析：システムのモデル化および分析は容易な仕事ではない。システ

ムの個々の要素を全て抽出するだけでなく、これらの要素がどのように互いに影響し

合い、また、これらがシステムの境界線を超えて他のシステムや外部環境とどのよう
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に相互作用するかを追跡する必要がある。システムを構成要素とそれらの影響関係か

らなるネットワークで捉えることにより、システムの変更に対する柔軟性や、変更が

及ぼす影響等が議論できる。さらには、DSM（Dependency Structure Matrix / 

Design Structure Matrix）や MDM（Multi Domain Matrix）などによるシステム

の構造を可視化し、分析するアプローチ 17, 18)は、行列表示でシステム要素間の関係

を示すシンプルな手法であるが、その可能性は高いと思われる 19)。  

 

（６）キーワード 

プロダクト・ライフサイクルマネジメント（PLM：Product Lifecycle Management）、

ライフサイクルプランニング、プロダクト・サービスシステム（PSS：Product Service 

System）、製品ライフサイクル（PLC：Product Life Cycle）、ソフトウェア・ライフ

サイクルプロセス（SLCP：Software LifeCycle Process）、V-model、コンフィグレー

ション・マネジメント（CM：Configuration Management）、プロジェクト・ポートフ

ォリオ管理（PPM：Project Portfolio Management）、チェンジマネジメント（Change 

Management）、レジリエンス（Resilience）、イリティ（ility）、DSM（Dependency 

Structure Matrix）、MDM（Multi Domain Matrix） 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↘ 

・手法の基礎となるモデル・理論の研究などはあまり盛んに行われて
いない。 

・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題とされ
ていない。 

応用研究・
開発 

○ → 

・ライフサイクルマネジメントの市販システムを外部から購入し、活
用しようすることが多い。   

・日本的なマネジメント手法が残り、新しいマネジメント手法への移
行の障壁となっている。 

産業化 △ → 

・システムエンジニアリングに関する学術活動は低調であり、ライフ
サイクルマネジメントの必要性は理解されているが、実行性に乏し
い。 

・自動車産業等では継続的に研究・実践が行われており、世界的に高
いレベルにある。 

・社会システムの分野、特に教育や行政の分野では研究・実践が遅れ
ている。 

米国 

基礎研究  ○ ↗ 
・基礎研究が確実にされている。   
・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題となっ

ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・基礎研究の成果を応用する流れが存在する。特に大学と企業との共

同研究が盛んである。  

産業化 ◎ ↗ 

・システムズエンジニアリング協会（INCOSE）の活動を通じて、ラ
イフサイクルマネジメントの普及活動は盛んである。 

・社会システム分野、特に、医療・福祉や教育の分野の研究・実践は
トップレベル。 

・プロダクト・ライフサイクルマネジメントを対象とした市販システ
ムが存在し、実務レベルでの活用が盛んである。  

・ソフトウェアに関するライフサイクルマネジメントに関しては、標
準モデルの策定や、マネジメント手法の標準化等、実務レベルにお
いて精力的に進められている 
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欧州 

基礎研究 ○ ↗ 
・システムの複雑性を定量化したり、構造分析の手法などの研究が行

われたりなど、基礎研究が確実に実施されている。  

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

・基礎研究の成果を応用する流れが存在する。特に大学と企業との共
同研究が盛んである。 

・製品とサービスの統合システム（PSS）に関するライフサイクルマ
ネジメントの研究、実用化が盛んに検討されている。 

産業化 ○ → 

・システムズエンジニアリング協会（INCOSE）の活動を通じて、ラ
イフサイクルマネジメントの普及活動は盛んである。 

・プロダクト・ライフサイクルマネジメントを対象とした市販システ
ムが存在し、実務レベルでの活用が盛んである。  

中国 

基礎研究  △ → 
・大学等では、ライフサイクルマネジメントは研究課題として取り組

まれているようである。欧米追従的な内容である。 

応用研究・
開発 

× − ・特筆すべき活動・成果が見えていない。 

産業化 × − ・特筆すべき活動・成果が見えていない。 

韓国 

基礎研究  △ → 
・応用研究のニーズに引っ張られて基礎研究も進められている。 
・大学等の教育機関では、ライフサイクルマネジメントは課題となっ

ている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・情報技術を有効活用したプロダクト・ライフサイクルマネジメント

に関する取組みは積極的であり、応用的な研究は盛んである。 

産業化 ○ → ・ライフサイクルマネジメントを導入する活動は盛んである。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（８）引用資料 

 1) Guide to the Systems Engineering Body of Knowledge (SEBoK),  
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 2) 井上雅裕，陳 新開，長谷川浩志. システム工学 問題発見・解決の方法，オーム社，2011.9 

 3) IEEE Std 15288™-2004, Adoption of ISO/IEC 15288:2002 Systems 

Engineering—System Life Cycle Processes 

 4) Corallo,Angelo ; Latino, Maria Elena ; Lazoi, Mariangela ; Lettera, Serena ; 

Marra,Manuela ; Verardi, Sabrina. Defining Product Lifecycle Management: A Journey 

across Features, Definitions, and Concepts, Hindawi Publishing Corporation, ISRN 

Industrial Engineering Volume 2013, Article ID 170812. 

 5) Park, Yongtae ; Geuma, Youngjung ; Lee, Hakyeon. Toward integration of products and 

services: Taxonomy and typology, J. Eng. Technol. Manage. 2012, vol.29 p.528-545. 

 6) Umeda,Yasushi; Takata, Shozo; Kimura, Fumihiko; Tomiyama, Tetsuo; Sutherland, 

John W.; Kara,Sami; Herrmann, Christoph; Duflou, Joost R. Toward integrated product 

and process life cycle planning—An environmental perspective. CIRP Annals - 
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３.７.８ プロジェクトマネジメント 

（１）研究開発領域名 

プロジェクトマネジメント 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

科学の進歩が緩やかであった時代、日々の仕事には変化が少なく、繰り返しの作業が

多かった。しかし、現代社会は、科学技術の発展に伴い、めまぐるしく変化している。

そのため、システムを構築する際に過去の作業形態や作業手順が有効とは限らなくなっ

てきた。行政や企業においても、絶えず自らを変革し、価値あるシステムを顧客に提供

していくことが求められる。このような社会状況を背景に、私たちは、絶えず新しいシ

ステム構築にチャレンジしていくことが必要となっている。新しいシステムを構築する

場合は、日々の業務とは別にプロジェクトとして取り組む。プロジェクトは必ず新しい

何かを含んでいるため、過去に成功した方法を使えば成功するというものではない。未

経験な事態を前提に、新しいチャレンジが必要とされる。新規性と不確実性を伴うシス

テム構築を組織として成功に導いていくための一連の科学的方法とプロセスをまとめた

ものがプロジェクトマネジメントである。また、そのための科学的手法や関連する領域

を横断する、いわば目標達成のための統合的な方法論全般が研究領域となる。  

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

プロジェクトを確実に成功させるためには、科学的な計画の立案が重要となる。プロ

ジェクトに関する計画技法の始まりは、必ずしも定かではないが、近代のプロジェクト

マネジメントに関するツールには、ネットワークダイアグラムを用いて日程計算等を行

う PERT（Program Evaluation and Review Technique）や CPM（Critical Pass Method）、

プロジェクトの作業を統一的な価値の基準に置き換えて計画・管理していく技法として、

EVM（Earned Value Management）1)等が利用されている。これらは 1960 年代に開発

されたシステム科学技術であり、教科書にも取り上げられている。また、システム構築

プロジェクトを確実に成功させるためには、上記の技法だけでなく、組織としての取り

組みが重要であり、職業人としてのプロジェクトマネージャの存在が重要になる。この

ようなことを背景として、米国では 1969 年に、プロジェクトマネジメントに関する団

体として、PMI(Project Management Institute)が設立された。そして、様々な産業で

使える汎用的なプロジェクトマネジメントに関する知識体系として、1996 年に PMBOK

（Project Management Body of Knowledge）Guide2)が発行された。PMBOK Guide は、

4 年に一度更新され、最新の第 5 版では国際規格である ISO 21500 と同じく、プロジェ

クトマネジメントの知識エリアを、統合、スコープ、タイム、コスト、品質、人的資源、

コミュニケーション計画、リスク、調達、ステークホルダーとし、各知識エリアに分け

て記述している。 

欧州では、IPMA（International Project Management Association）が、ICB（IPMA 

Competence Baseline）と呼ばれる標準を発行しており、現在、約 50 ヶ国の PM 団体

が加盟している。英国では公共調達プロジェクトに用いる PM の標準として、Prince2

（PRojects IN Controlled Environments, version 2)の適用を OGC（英国商務局）が義

務付けている。また、BS 6079 は、英国の標準である British Standard の一つで、プ
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ロジェクトマネジメントに関する 3 部構成の標準となっており、主として建設系で利用

されることが多い 3)。 

日本では、1996 年の PMBOK Guide の発行をきっかけにプロジェクトマネジメント

への注目が高まり、1998 年から 1999 年にかけて、日本プロジェクトマネジメントフォ

ーラム（現、日本プロジェクトマネジメント協会）、PMI 東京支部、プロジェクトマネ

ジメント学会が相次いで設立された。プラントエンジニアリングや情報産業を中心に、

プロジェクトマネジメントへの取組みやプロジェクトマネージャの育成が活発化した。

また、2001 年には、P2M（プロジェクト&プログラムマネジメント標準ガイドブック）

が日本発のガイドとして発刊された。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

プロジェクトには、必ず各プロジェクト固有の新しい要素が含まれており、決められ

た手順で実施すれば成功が約束されるわけではない。そこで、少しでも確実にプロジェ

クトを成功させていくために、様々な産業分野で、プロジェクトに関する取り組みがな

されて来た。現代のプロジェクトマネジメントは、国防、プラントエンジニアリング、

宇宙開発などで生まれ、建設や情報分野など、日常的に多くのプロジェクトを実施して

いる産業分野で発達してきた。しかし、近年、社会の変化が激しくなり、より多くの分

野で日常的にプロジェクトに取り組むことが多くなっている。例えば、政府や地方公共

団体は多くのイベントを実施しており、それらの確実な実施のためにプロジェクトマネ

ジメントが必要となっている。また、JAXA では、ロケットの打ち上げから始まり、多

くの研究プロジェクトを抱えており、これらのプロジェクトの成功のために、プロジェ

クトマネジメントに取り組んでいる。 

このように、従来の産業分野やシステム構築だけでなく、科学技術研究なども、プロ

ジェクトとして取り組まれており、その研究プロジェクトの確実な成功のためには、プ

ロジェクトマネジメントの進展と啓蒙が必要となっている。 

科学技術や研究に関するプロジェクトは、土木や建設のプロジェクトに比べ、さらに

不確実性が強いという性質を持っている。このことから、従来のプロジェクトマネジメ

ントの枠組みだけでは不十分であり、科学技術研究のような不確実性の高いプロジェク

トに対しても効果が発揮できるプロジェクトマネジメントのあり方に関する研究が必要

である。これらの研究成果は、不確実性を内包するシステムの構築にも適用可能である。  

国や行政組織が行う科学技術研究プロジェクトは、税金によって実施されており、限

られた期間、予算、人員の中で、成功への精度を高めることが要求される。また、その

科学技術研究プロジェクトの成功率が国際競争において重要な要素となる。仮に、他国

に比べて科学技術研究プロジェクトの成功率が悪い場合は、まさに国際競争力そのもの

が低下することになる。このことから、行政としてもプロジェクトの成功率を上げるた

めに、プロジェクトマネジメントに取り組む時代に来ている。 

国や行政組織が行うプロジェクトは、研究開発だけではない。公共事業や情報システ

ムの調達もプロジェクトである。このような調達プロジェクトも、一つひとつ確実に効

率的に取り組まなければならない。そういう意味においても、行政としてプロジェクト

マネジメント技術の利用、そしてその知識のある人材の登用が必要不可欠である。 
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（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

プロジェクトには、新規性、個別性の問題があり、必ず計画の中に不確実性を伴う。

この不確実性への取り組みがプロジェクトの成否に大きく影響する。近年は、社会が大

規模化、複雑化するとともに、変化が激しくなり、関与するステークホルダーの多様化

と相まって、プロジェクトに含まれる不確実性も従来とは比較できないほど大きくなっ

ている。このことを含め、プロジェクトマネジメント領域では、以下の動向が予想され

る。 

1) プロジェクトの持つ不確実性へのマネジメントの確立 

プロジェクトの持つ不確実性については、主にリスクとして語られ、研究の重要な

エリアである。リスクの識別方法、リスク対策、プロジェクト期間を通したリスクマ

ネジメントプロセス等に関する研究が行われている 4)。また、今後は、システムが一

層大規模化、複雑化してくることが予想され、リスクに対する更なる取り組みや複雑

なシステム構築に適用できるプロジェクトマネジメントの研究が期待されている 5)。 

2) プロジェクトの見積り 

計画段階でプロジェクトの規模を可能な限り正確に見積もることは、プロジェクト

を成功させるために重要な要素である。建設、プラントエンジニアリング、情報シス

テム開発などのシステム構築では、それぞれの産業分野ごとに見積りのベストプラク

ティスが存在する。また見積りの手法としては、積算、過去プロジェクトデータから

の回帰予測などがある。IT プロジェクトでは、情報システムそのものの規模の計測

のために、プログラムコード数だけでなく、ファンクション・ポイント数などが使わ

れており、それらをどのように計測、予測するかの研究が数多くなされている。しか

し、システム構築の技術は、日進月歩を遂げているため、企業が独自にデータを蓄積

し、より適切な見積りができるように研究が進められている 6)。本課題においては、

今後もさらなるデータの蓄積と分析が必要である。 

3) スケジューリング 

プロジェクトのスケジューリングには、PERT 等の技法が用いられる。また、プ

ロジェクトマネジメントツールでは、具体的な人の割り当てを含めたスケジューリン

グの技法が既に広く用いられている。しかしながら、実際のプロジェクト現場では、

作業と、その作業を実施するために必要なスキルや技能とのマッチングを考慮しなけ

ればいけないという課題がある。また、システム構築では、途中で計画や設計を変更

しなければならないことがある。このような、プロジェクト途中での変更に迅速に対

応することも求められる。以上のことから、プロジェクトメンバーが保有するスキル

に基づくスケジューリングの在り方や、不確実性下でのスケジューリングについての

研究が期待されている。 

4) 国際規格 ISO 21500 に基づいたプロジェクトマネジメントの適用 

2012 年にプロジェクトマネジメントに関する新しく国際規格として ISO 21500 

が発行された。このことに伴い、今後は、国際的にも ISO 21500 に準拠したプロジ

ェクトマネジメントの推進が活発化することが予想され、日本も例外ではない。現代

社会はボーダレス化が進展しており、プロジェクトも国境を跨いで行われることが珍

しくない。このことから、国際標準に基づいたプロジェクトのあり方や、国際プロジ
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ェクトのマネジメントについての研究が期待される。また、ISO では既刊のプロジ

ェクトマネジメント規格に加え、複雑大規模なプロジェクトつまりプログラム、およ

びプロジェクトやプログラムのポートフォリオマネジメントの規格化を進めている。 

5) プロジェクト人材の育成 

行政や企業では、多くのシステム構築プロジェクトが日々実施されている。このこ

とから職業人としてのプロジェクトマネージャが不足している。そのため産業界から、

優秀なプロジェクトマネージャの育成に関する要望が大きい。また、プロジェクトの

成否が社会に与えるインパクトが大きいため、欧米では既に PM4K(Project 

Management for Kids)の名前で初等教育からプロジェクトマネジメントの知識と技

能の教育に取り組んでいる。この点に関し、日本は、大学においてもプロジェクトマ

ネジメントを教育しているところが少なく、大きく立ち遅れている。そのため、効果

的なプロジェクトマネジメント教育に関する研究が望まれている。 

6) パーソナル PM 

私たち社会を構成する一人ひとりは、自らの人生というプロジェクトを運営してい

る。個人が目標を立案し、達成するための方法論と、組織を対象とした従来のプロジ

ェクトマネジメントには多くの共通点といくつかの違いが存在する。そこで、個人の

プロジェクトを成功させるための方法論を確立しようという動きがある 7)。また、個

人として目標を達成し、充実した人生を送ることができる国民を多く持つ国は、組織

としてのプロジェクトマネジメントも卓越して運営できると考えられる。このような

視点から、パーソナル PM としての研究が期待されている。 

7) アジャイル・プロジェクトマネジメント 

システム構築プロジェクトには多様な種類があり、限られた予算、限られた期間で

運営される。そのため、本来やっておきたいマネジメント作業をフルに実行すること

はできない。そこで、求められる品質や要求事項に合わせて、プロジェクトマネジメ

ントの技法や質の水準をテーラリングして適用する。情報システム開発に代表される

ように、近年、プロジェクトに許される期間は、短縮し、かつ要求事項の変更は増大

している。このような環境の中、アジャイルな開発が注目されている。ここでいうア

ジャイルとは、「迅速な」「軽微な」という意味で用いられる。また、システム構築

の初期段階で完成時の仕様や見積りを確定するのではなく、プロジェクトをとりまく

状況の変化に応じて「育てる」「成長させる」というニュアンスで考えると理解しや

すい。このようなアジャイルな性質を強く持った開発や研究に適したプロジェクトマ

ネジメントの確立が望まれている。 

8) 契約に関する課題 

プロジェクトは不確実性の下で実施される。そのため、既に、製品として製造され

た物品の売買と異なり、契約行為そのものが難しい。このことから、プロジェクト契

約をめぐり発注者と受注者間でトラブルになるケースもある 8)。さらに、プロジェク

トの実施に伴い作成される成果物の著作権や特許権の扱いについても注意が必要で

ある。プロジェクトを円滑に運営していくためには、これらの問題について、トラブ

ルとならないような契約形態と社会的コンセンサスの形成が必要となる。 

また、欧米ではプロジェクトの品質向上や期間短縮を目指すため、アワード（報奨）
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やインセンティブを用いた多様な契約形態を利用して、発注者側、受注者側双方のモ

チベーション向上を図っている 9)。 

9) プロジェクトの評価 

プロジェクトの評価には多様な軸と尺度が必要であり、成功したか失敗したかにつ

いて単純に決定することはできない。このことから、従来より評価尺度に関する研究

が行われてきた。また、評価カテゴリー間の依存関係について、AHP(Analytic 

Hierarchy Process)やニューラルネットワークを用いた解析を行う研究もある 10)。今

後もシステムの複雑性が増すことから、引き続き適正な評価に関する研究が期待され

る。 

 

（６）キーワード 

不確実性のマネジメント、見積り、ソーシャル・プロジェクトマネジメント、パーソ

ナル・プロジェクトマネジメント、アジャイル・プロジェクトマネジメント、契約、評

価 

 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 

・企業を中心として、不確実性（リスク）への取り組み、プロジェク
ト人材への教育に関する研究等が行われている。  

・一方、大学におけるプロジェクトマネジメントの研究、授業、教員
数は、欧米に比べてかなり見劣りしている。 

応用研究・
開発 

△ → 

・プロジェクトマネジメントの国際標準化において、日本は重要な役
割を担ってきた。 

・ソーシャルプロジェクトやパーソナルプロジェクトなど、従来の企
業等の枠組みを超えたスケールのプロジェクトのあり方についての
研究が行われている。 

産業化 ○ → 

・建設、土木、プラントエンジニアリング、ITシステムインテグレー
ションなどに関わる企業は、プロジェクトマネジメントに積極的に
取り組み、ビジネスとして成功させてきた。この過程において、日
本は諸外国に比べ、一括請負や受託契約が多くなっている。このこ
とは、プロジェクトマネジメントのノウハウや人材が受託側企業に
集中していることを意味している。これには、良い面と悪い面があ
る。また、欧米では、モチベーション向上のために多様な契約形態
を用いているが、日本での取組みは大きく遅れている。 

米国 

基礎研究  ○ → 
・プロジェクトマネジメントに関する技術および知識体系の作成にお

いて世界をリードしてきた。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・連邦政府をはじめ行政がプロジェクトマネジメントに取り組み、調

達等に取り入れている。 

産業化 ◎ ↗ 

・職業人としてのプロジェクトマネージャは確立しており、企業も積
極的にその人材を活用している。プロジェクトマネジメントに関す
るPMP(Project Management Professional)資格取得に関するニー
ズも高い。 

欧州 

基礎研究 ◎ → ・IPMAを中心として研究と交流を深めている。 

応用研究・
開発 

◎ → 
・IPMAを中心として研究と交流を深めている。建設をはじめ産業分

野での研究が積極的に行われている。 

産業化 ◎ → 

・プロジェクト調達において、多様な契約形態が存在し、プロジェク
トの特性に合わせて組み合わせている。これにより、プロジェクト
関係者のモチベーションを向上させ、プロジェクトの納期や品質の
向上に活用している。 
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中国 

基礎研究  △ → ・基礎的な研究については、あまり見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ ↗ 

・中国では項目管理という名前で、プロジェクトマネジメントの教育
が積極的に行われている。また、関連する複数のプロジェクトをま
とめて管理するプログラムマネジメントは、多項目管理と呼ばれ、
同様に教育されている。 

産業化 ◎ ↗ 
・中国では、プロジェクトマネジメントのノウハウを十分に活用し、

産業の育成、国家プロジェクトを推進している。  

韓国 

基礎研究  △ → ・基礎的な研究については、あまり見当たらない。  

応用研究・
開発 

○ → 

・1992年に、韓国プロジェクトマネジメント協会 (Korean Project 
Management Association: KPMA)が設立されている。 

・PMP資格取得者の数は日本の約半数であり、総人口からすると日本
と似た状況にある。 

産業化 ○ → ・製品開発などへの活用が行われている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.７.９ 品質マネジメント 

（１）研究開発領域名 

品質マネジメント（品質管理） 

 

（２）研究開発領域の簡潔な説明 

システムの構築・運営は、多くの人が働く組織によって行われる。このため、組織が

適切にマネジメントされていないと、どんなに良いシステム構築・運営の方法論を用い

ても期待する成果は得られない。品質マネジメントとは、顧客及び社会のニーズを満た

す製品・サービス・システムの提供と働く人々の満足を通した組織の長期的な成功を目

的とし、製品・サービスの開発・提供やシステムの構築・運営に関わる様々なプロセス

（インプットをアウトプットに変換する活動）の維持向上、改善及び革新を組織の全部

門・全階層の参加を得て科学的手法を駆使して行うことで、外部および内部の環境の変

化に適した効果的かつ効率的な組織運営を実現する活動である。なお、ここで言う品質

／質とは、関心の対象となるものが、顧客および社会の明示された、暗黙の、または潜

在しているニーズを満たす程度であり、高性能、高機能、高信頼性を必ずしも意味しな

い。 

 

（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 

品質マネジメントは、1924 年に W. A．Shewhart が管理図を考案したことから始ま

った。統計学を使って品質の維持向上・改善を行うところから、統計的品質管理

（Statistical Quality Control，略して SQC）と呼ばれた。SQC は第 2 次世界大戦中に

米国や欧州で活用され、大きな成果をあげるとともに、理論化・体系化が進んだ。これ

が戦後に日本に紹介され、多くの企業が自社の製品競争力を強化するためにその活用・

実践に取り組んだ。そのような中、産学連携を通して PDCA サイクル、方針管理、QC

サークル、改善の手順、QC 七つ道具、工程能力指数などの原則・活動・手法が生まれ、

組織運営の方法論として発展していった。1970 年代に入ると、品質マネジメントは、製

品の製造だけでなく、製品の設計・開発にも適用されるようになり、品質機能展開、信

頼性・保全性、品質保証体系などに関する研究が進んだ。また、1980 年代には、ソフト

ウェア開発やエネルギー分野への適用が進むと同時に、欧米やアジア諸国から組織運営

の有効な方法論として注目され、多くの研究者・実務家が調査のために日本を訪れ、世

界中に普及した。さらに、これらの国々では、1990 年代に入ると、品質マネジメントが

医療、教育、運輸、金融、行政などの社会システムの分野で活用・実践されるようにな

り、当該分野に適した活動・手法が研究されるようになった。日本でもこれらの動きを

受けて、同様の取り組みが行われている。このような発展の経緯を踏まえると、品質マ

ネジメントの研究領域およびその動向を概括する場合には、a)SQC、b)品質を中核とし

た組織運営のための原則・活動・手法、c)適用領域の拡大に応じた方法論の拡張、の 3

つに分けて捉えるのが適切である。 

品質マネジメントの原点である SQC（項目 a）については、ppm レベルの管理が求め

られるようになった、計測装置やコンピュータの発達により多量のデータを自動的に収

集することができるようになった、顧客ニーズの多様化に伴って品種の切り替えが頻繁
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に行われるようになったなどの製造工程の変化に伴い、累積和管理図、多変量管理図、

回帰残差管理図などの研究が行われている 1)。また、複雑で広範なプロセスやシステム

の因果関係の解析が求められるとともに、膨大な量の多次元データが利用できるように

なったことで、グラフィカルモデリングやパス解析などの手法、機械学習などのデータ

駆動型の手法の適用・研究が進んでいる 2)。さらに、実験計画法から発展し、安定設計

の方法として広く活用されるようになった品質工学については、様々な場面における適

用の難しさを克服するための具体的な手順の開発、より少ない実験数で精度のよい結果

を得るための計画の提案、実務的に提案されている方法の理論化、応答曲面法・最適化

手法との融合などの研究が活発に行われている 3)。他方、価値提供の下流および上流域

では、市場における故障・トラブルの発生状況や製品・システムの使用・運用状況、顧

客の購買行動や意見・発言に関するデータの量・内容が、情報技術の活用により飛躍的

に増大・変化する中で、これらを用いて信頼性の推定やトラブル予測を簡単に精度良く

行うための手法、データの形態に適した顧客行動のモデル化やニーズの解析を行うため

の手法の研究が活発に行われている 4, 5)。 

品質を中核とした組織運営（項目 b）は品質マネジメントの最も主要な研究領域であ

る。組織運営のための原則については、1960～70 年代に内容が固まった。研究者によ

って色々な整理がされているが、顧客第一、プロセス重視、PDCA サイクル、再発防止、

未然防止、重点志向、事実に基づく管理、全員参加、人間性尊重など、10～20 個にまと

めているものが多い。ただし、組織の規模が大きくなるにつれてこれらの原則をどうや

って浸透させるかが大きな課題となっており、そのための方法が研究・実践されている。

他方、活動については、大きく、方針管理、日常管理、小集団改善活動、品質管理教育、

プロセス保証、新製品開発管理などに分けられるが、それぞれをどう実践するのがよい

かが組織の状況に大きく依存するため、組織の状況の変化に応じて新たな方法が研究さ

れている。また、これらの活動を支援するための手法についても、数多くの提案がなさ

れている。 

例えば、方針管理については、方針（課題、目標、方策）の策定、組織階層に沿った

展開・実施、期末の反省という基本的な枠組みは 1960～70 年代に日本で確立されたも

のの、米国やアジア諸国を中心に、管理指標の系統的な生成、事業戦略の立案・展開と

の融合などが研究・実践されている 6, 7)。また、日常管理については、標準に基づく作

業の実施と管理項目による異常の検出・処置という基本は変わらないものの、標準にお

ける動画・静止画の活用、4M（Man、Machine、Material、Method）の変化点の管理、

意図しない人的エラーや意図的な不遵守などの人に起因するリスク抽出と対策生成、力

量・スキルの評価と教育・訓練、効果的な内部監査などの方法がそのための支援ツール

とともに研究・実践されている 8-10)。さらに、小集団改善活動については、1960 年代に

日本で生まれた QC サークル活動をベースとしながら、1990 年代に米国において非製造

職場に適した横断型・非継続型のチーム改善活動が開発され、現在は世界中で両者を併

用する形での実践が行われている 11)。また、小集団改善活動の実践を支える改善の手順

についても、問題・課題のタイプによって複数の手順が考案され、それらと組み合わせ

て使用できる手法や手法のパッケージ化に関する研究も進んでいる 12)。方針管理、日常

管理、小集団改善活動などを支える人材を育成するための品質管理教育については、階
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層別分野別教育体系、教育効果の定量的な把握の視点からの研究・実践が行われてい

る 13)。 

プロセス保証については、在庫ゼロを目指した生産方式の普及や安全・安心に対する

関心の高まりを受け、100%保証が求められるようになった。このため、プロセス、FMEA 

QA ネットワーク、良品条件の明確化など、トラブル・事故の未然防止を目指した方法・

手法が研究・実践されている 14, 15)。また、新製品開発管理については、顧客のニーズを

満たすために不可欠な技術の特定とその開発のための方法・手法（品質機能展開や品質

工学の活用など）、既存の固有技術や過去の知見を着実に設計に活かすための方法・手

法（デザインレビューや設計の標準化など）、顧客のニーズに合った製品・サービス・

システムを企画するための方法・手法（顧客の声の収集・分析や顧客満足度調査など）、

これらを有機的に結びつけ有効な新製品開発体系として機能させるための方法・手法（コ

ンカレント開発、品質情報システムなど）が研究・実践されており、このような中から

高い顧客価値を持った製品・サービス・システムが生み出されている 16, 17)。 

組織運営のための原則・活動・手法については、どんなに個々の要素のレベルが高く

てもそれらが密接に関連づけられていなければ全体として大きな成果は得られない。こ

のため、品質賞、マネジメントシステム認証、自己評価などの視点から、総合的な組織

運営に関するモデル化や推進方法の研究・実践が行われている 18)。なお、これらの研究・

実践では、狭い意味の品質だけでなく、環境、量・納期、コスト、安全などの他の経営

要素に着目して、あるいはそれらの統合を目指して行われているものも多い。  

適用領域の拡大にともなう方法論の拡張（項目 c）については、1970～90 年代に米国

や日本を中心にソフトウェア開発の分野に関する研究・実践がソフトウェア工学と密接

に関連しながら進んだ。ソフトウェアは論理の集合体であり、目に見えない、物理的な

連続性がないなどの特徴を持つため、設計・文書化や検証・妥当性確認のための技法、

信頼性評価や再利用のためのモデルなどが研究されている 19)。また、これに加えて、ソ

フトウェアを含めた製品・サービス・システムの開発は一般にプロジェクトによって行

われるため、工数予測や人的資源管理などのプロジェクトマネジメントの方法が研究さ

れている。さらに、ソフトウェアやハードウェアを含む複合的なシステムについては、

ニーズの変化に伴って適時に機能拡張を行うこと、これに伴って生じるコンフィギュレ

ーションの管理を確実に行うこと、運用時の保守や使用終了後の廃棄・回収を考えるこ

となどが必要であり、システムのライフサイクルを考え、各段階に応じた適切な対応を

行うライフサイクルマネジメントの方法が研究されている。これらについては、組織全

体の運営を取り扱う品質マネジメントと連携を保ちながら、それぞれ独自の研究領域が

形成されている。 

医療・福祉の分野においては、1990 年代より米国を中心に事故防止・患者満足度向上

を目指して品質マネジメントの活用が進んだ。患者・利用者の状態が一人一人異なるた

めに標準化が進んでいないとともに、人による作業が中心のため人的エラーの防止が重

要な課題となる。これらを受けて、プロセスの標準化やエラー防止に関する方法・手法

が活発に研究・実践されている 20)。また、医療機関・福祉施設の状況に適した品質マネ

ジメントのモデルや手法のパッケージ化も研究されている。また、教育の分野での活用

については、1990 年代より米国・欧州・アジア諸国において研究・実践がなされ、小集
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団改善活動を生徒の学習意欲・能力の向上に役立てる取り組みも行われている 21)。エネ

ルギー、運輸、金融、行政などの分野における活用も進んでいる 22)。 

 

（４）科学技術的・政策的課題 

1) 多くの日本企業がグローバル展開を行っており、従業員の中の非日本人の割合が増え

ている。また、高年齢化と生産人口の減少にともない、高齢者や女性の活躍が期待さ

れている。言語・文化・考え方が異なる人が働く組織において、価値観を共有し、組

織力と働く人の満足を高める方法の研究・実践が求められている。 

2) 開発期間の短期化が求められる中、ばらつきを考慮した設計、シミュレーションによ

る評価、トラブル予測などを設計・開発プロセスの中に総合的に組み入れ、複数の組

織が密接に連携を図りながら効果的・効率的に設計・開発を行うことができる方法が

求められている。 

3) IT の活用により製造工程や市場で得られるデータが量的に増大する中で、これらに

適した解析手法の研究・開発が求められている。また、社会の発展により顧客・社会

のニーズが多様化する中で、潜在ニーズを把握し、これを満たす製品・サービス・シ

ステムを企画するための手法の研究・開発が求められている。 

4) 製品・サービス・システムにおいてソフトウェアや情報の果たす役割が大きくなって

おり、これらの信頼性を保証する方法が求められている。また、製品・サービスの開

発・提供やシステムの構築・運営において人が果たす役割が大きくなっており、意図

しないエラーや意図的な不遵守を防ぐ方法が求められている。 

5) 社会システムが複雑化し、安全・安心への関心が高まるにつれ、エネルギー、医療・

福祉、運輸、金融などの分野で品質マネジメントの必要性が着目されており、各分野

に適した実践の方法が求められている。特に、法的規制と事業者の自律的な取り組み

をどう連係させるかは重要な課題となっている。 

6) 教育分野における品質マネジメントを活用した教育・学習の質の向上、そのための方

法の研究・実践が求められている。特に、初等・中等教育において品質マネジメント

の考え方・手法を教育カリキュラムに組み込み、学ぶ力や生きる力を持った生徒を育

てる方法の研究・実践が重要な課題となっている。 

7) 地球温暖化などの環境問題がクローズアップされ、持続的成長が重要な課題となるに

つれ、組織の環境への取り組みを加速するために品質マネジメントを活用すること、

そのための方法を研究・実践することが求められている。 

 

（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 

品質マネジメントは、組織運営のための方法論であり、各産業分野のリーダーと見な

される組織が大学の研究者やコンサルタントと協力しながら個別に研究・実践を進めて

いる。これは、社会システム分野（エネルギー、医療・福祉、運輸、金融などの分野）

でも同様である。 

また、これに加えて、日本品質管理学会、American Society for Quality、日本科学技

術連盟、日本規格協会など、品質マネジメントを専門とする学会・協会では、複数の組

織・研究者が協力して研究を行っている。 例えば、日本品質管理学会の現地現物研究会
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では、産と学が定期的に会合を開き、自工程完結のためのマネジメント手法の構築、SQC

と品質工学の融合による問題解決ストーリーの構築などを行っている。また、グローバ

ル品質教育研究会では、海外拠点における品質教育の標準的なプログラムを開発してい

る。日本科学技術連盟では、ソフトウェア品質に関する研究会を組織しているほか 19)、

各地域の企業・組織と協力し、小集団改善活動の普及を行っている。日本規格協会では、

品質工学に関する研究会を継続的に行うとともに、JIS 規格の発行や ISO 規格の審議、

品質管理検定の企画・運営を通じて品質管理の普及を行っている。 

さらに、欧州やアジアでは、European Organization for Quality や Asian Network for 

Quality を中心にして、それぞれの地域において品質マネジメントの普及・推進を行っ

ている複数の学会・協会の間の連携も図られている。また、Deming 賞や MB 賞（Malcom 

Baldrige National Quality Award）などの品質賞、ISO 規格に基づくマネジメントシス

テム認証制度なども個々の組織の取り組みを加速する上で役立っている。Deming 賞や

MB 賞の受賞報告講演要旨集を見ると、様々な業種・業態の組織が賞への挑戦の過程を

通じて、顧客・社会のニーズや各組織の経営環境に適した品質マネジメントを工夫・実

践し、顕著な成果をあげていることがわかる。 

このような中から、(4)で示した課題を克服するために、(3)で述べたような新たな知見

や技術が着実に生み出されている。 

政府等が経済的に支援し、複数の組織・研究者が連携して推進する大規模プロジェク

トは少ないが、米国における医療・福祉分野の National Demonstration Program、MB

賞教育部門の創設などは、当該分野における研究・実践の進展に大きく寄与したものと

して特筆すべきものである。 

 

（６）キーワード 

顧客ニーズ、プロセス、PDCA サイクル、未然防止、全員参加、方針管理、小集団（チ

ーム）改善活動、品質保証、品質賞、マネジメントシステム認証 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

406 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ → 
・国際比較研究16)や手法の基礎となるモデル・理論の研究などが行わ

れている。 

応用研究・
開発 

○ → 
・品質工学やグラフィカルモデリング 3)、設計・開発プロセスの管理

や人に起因するトラブルの防止の手法9, 17)、医療・福祉分野に適し
た手法20)などの研究が行われている。 

産業化 ◎ → 

・自動車産業等では継続的に研究・実践が行われており、世界的に高
いレベルにある。 

・社会システムの分野、特に教育や行政の分野では研究・実践が遅れ
ている。 

米国 

基礎研究  △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
・品質工学やQFDのほか5)、Six Sigma等の小集団改善活動 11)、BSC

等のメトリックスに着目した研究 6)、品質マネジメント活動のモデ
ル化に関する研究が行われている。 

産業化 ◎ ↗ 
・MB賞受賞企業等に見られるように、高いレベルにある。 
・社会システム分野、特に、医療・福祉や教育の分野の研究・実践は

トップレベル13, 21)。 

欧州 

基礎研究 △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

○ → 
・サービス業を含めた広い分野で品質マネジメントを実践するための

方法が研究されている。ISOマネジメントシステム認証の活用に関
する研究も見られる18)。 

産業化 ○ → ・欧州品質賞受賞企業等に見られるように、高いレベルにある。 

中国 

基礎研究  △ → ・SQCなどの研究が行われている。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
・SQCの研究が中心であるが、品質マネジメントの組織での実践を促

進することを目指した研究も見られる12)。 

産業化 △ ↗ 
・日本企業の関連企業がDeming賞を受賞するなど、少しずつ成果が

出始めている。 

韓国 

基礎研究  △ → ・手法の基礎となるモデル・理論などの研究が行われている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・方針管理やリスクマネジメント 7)、新製品開発や調達管理、顧客満

足などに関する研究、実践研究や成功事例に着目した研究が行われ
ている。 

産業化 ○ → ・国際的な品質賞を受賞した企業や組織はない。 

イン
ド他 

基礎研究  △ → ・応用研究が中心であり、基礎研究はほとんど見当たらない。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
・製造業に限らず、運輸、教育、行政などを含む様々な分野で品質マ

ネジメントを実践するための方法が研究されている 22)。 

産業化 ◎ ↗ 

・インドやタイではDeming賞受賞企業も多い。これらの企業は世界
的にトップレベル。 

・インド、タイ、マレーシア、シンガポール等では社会システム分野
でも活発な研究・実践が行われている。 

（註 1）フェーズ 

    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  

（註 2）現状  

  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

    ◎ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 

    △ ：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 

（註 3）トレンド 

    ↗ ：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

407 

研
究
開
発
領
域 

シ
ス
テ
ム
構
築
方
法
論
区
分 

（８）引用資料 

 1) Wang, Sai; Reynolds, Marion R. Jr. A GLR Control Chart for Monitoring the Mean 

Vector of a Multivariate Normal Process. Journal of Quality Technology. 2013, vol. 45, 

no. 1, p.18-33. 

 2) 黒木学 .分散に対する因果効果の定量的評価と工程解析への応用 . 品質 . 2008, vol. 38,  

no. 3, p.373-384. 

 3) 大久保豪人, 永田靖. タグチの RT 法における同一次元でない連続量データへの適用方法. 

品質. 2012, vol. 42, no. 2, p.86-102. 

 4) 横山真弘. オンライン状態監視により個別に取得されるユーザの稼働情報に基づく寿命分

布の推定に関する研究. 品質. 2013, vol. 43, no. 4, p.59-61. 

 5) Singh, Rahul K.; Elrod, Cassandra C.; Cudney, Elizabeth A. Comparative Analysis of 

Quality Function Deployment Methodologies: A Case Study Analysis. Quality 

Management Journal. 2012, vol.19, no.1, p.7-23. 

 6) Schonberger, Richard J. Time-Relevant Metrics in an Era of Continuous Process 

Improvement: The Balanced Scorecard Revisited. Quality Management Journal. 2013, 

vol.20, no.3, p.10-18. 

 7) Chung, Kyu Suk. Evaluating Korean Strategic Management System by Malcolm 

Baldrige Criteria. Asian Journal on Quality. 2013. vol.14, no.1, p.1-11. 

 8) 金子憲治. ビジュアルマニュアルを使い品質管理を現場に徹底. クオリティマネジメント. 

2009, vol. 59, no. 2, p. 34-39. 

 9) 中條武志. 人に起因するトラブル事故の未然防止と RCA. 2010, 日本規格協会. 

10) 竹島壮郎, 安田駿一郎, 篠田心治ほか. 作業者の動きとものの変化に着目した技能分析手

法の考案. 日本経営工学会論文集. 2014, vol. 64, no. 1, p. 1-8. 

11) Zhang, Weiyong; Hill, Arthur V; Gilbreath, Glenn H. A Research Agenda for Six Sigma 

Research. Quality Management Journal, 2011, vol.18, no.1, p.39-53. 

12) Cheng, Chuen-Sheng; Kuan, Chi-Ming. Research on product reliability improvement 

by using DMAIC process: A case study of cold cathode fluorescent lamp. Asian Journal 

on Quality. 2012. vol.13, no.1, p.67-76. 

13) Kirkpatrick, Donald L.; Kirkpatrick, James D. Implementing the Four Levels: A 

Practical Guide for Effective Evaluation of Training Programs. 2007, Berrett-Koehler 

Publishers. 

14) 早乙女慧, 高見沢正己, 石崎博ほか. 情報システム開発における情報漏洩事故の未然防止

－意図しないヒューマンエラーに起因する事故の防止を目的とするＦＭＥＡの提案－. 品

質. vol.43, no.4, p.86-93. 

15) 佐々木眞一. 自工程完結－品質は工程で作り込む－. 2014, 日本規格協会. 

16) アブレート・グルミレ; エルバス・ボリスほか．顧客満足度とマーケットシェアの関係メ

カニズムについての国際比較研究．品質．2012．vol.42, no.3, p.95-105． 

17) 鈴木潤平, 賀治明日香, 清水望寿帆ほか. 複数機種に対応した機能設計プロセスの手順化 : 

自動販売機を事例として. 日本経営工学会論文誌. 2011, vol.62, no.3, p.95-105. 

  



研究開発の俯瞰報告書 

システム科学技術分野（2015年） 

 

 

 
CRDS-FY2015-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

408 

18) Sampaio, Paulo; Saraiva, Pedro; Rodrigues, António Guimarães. A Statistical Analysis 

of ISO 9000-Related Data for European Union Ultra-Peripheral and Portuguese Region. 

Quality Management Journal, 2009, vol.16, no.2, p.44-58. 

19)  SQuBOK 策定部会. ソフトウェア品質知識体系ガイド（第 2 版）. 2014, 日科技連出版社.  

20) 金海哲, 棟近雅彦, 佐野雅隆, 金子雅明. 与薬事故に対するエラープルーフ化に関する研究

－改善対象要素に着目した対策立案方法の提案－. 品質. 2013. vol.43, no.3, p.110-124.  

21) Pewaukee School District. Malcolm Baldrige National Quality Award Application. 2013, 

http://patapsco.nist.gov/Award_Recipients/ 

22) Kumar, Madhu Ranjan; Sahay, B K; Ranjan, P. Adapting TQM to Change Indian 

Bureaucracy: A View From Inside. Quality Management Journal, 2011, vol.18, no.1, 

p.23-38. 

 

http://patapsco.nist.gov/Award_Recipients/

	CRDS-FY2015-FR-06.pdfから挿入したしおり
	システム科学 技術分野（2015年）
	システム科学技術分野と情報科学技術分野について
	研究開発の俯瞰報告書概要
	エグゼクティブサマリー
	Executive Summary
	１．目的と構成
	１.１　「研究開発の俯瞰報告書」作成の目的
	１.２　俯瞰対象分野設定
	１.３　構成

	２．俯瞰対象分野の全体像
	２.１　分野の範囲と構造
	２.１.１　分野の定義
	２.１.２　システム構築の手順
	２.１.３　俯瞰の枠組
	２.１.４　各俯瞰区分における研究開発領域の概要

	２.２　分野の歴史、現状、および今後の方向性
	２.２.１　システム科学技術の歴史
	２.２.２　よいシステムの構築を通じた社会ニーズ、産業ニーズへの対応
	２.２.３　各国における研究開発のためのビジョン、戦略、およびファンディングの状況
	２.２.４　研究者コミュニティ（関連する研究機関、学会など）
	２.２.５　各俯瞰区分の研究開発に関する各国・地域の現状
	２.２.６　研究開発をとりまく状況と今後の方向性


	３．研究開発領域
	３.１　モデリング区分
	３.１.１　先端的数理モデリング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.２　先端的統計モデリング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の概略
	（３）研究開発領域の詳細な説明と内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）最近注目動向
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.３　行動のモデリングとソフトコンピューティング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.４　エージェント・ベース・シミュレーション
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.５　データ設計
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.６　データ同化
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.７　モデルの正則化・最適化
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.８　機械学習・データマイニング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）研究開発推進上の課題・ボトルネック（科学技術的課題、政策的課題）
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.１.９　モデル統合に基づくシステム設計とその評価
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.２　制御区分
	３.２.１　学習制御／適応制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.２　ロバスト制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.３　最適制御／予測制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.４　分散協調制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.５　確率システム制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.６　ハイブリッドシステム制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.７　大規模・ネットワーク制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.８　異常検出
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.９　環境エネルギーとシステム制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.２.１０　都市インフラとシステム制御
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.３　最適化区分
	３.３.１　最適化コアモデルと関連諸技術
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.３.２　連続的最適化
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.３.３　離散的最適化
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.３.４　最適化計算
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.３.５　最適化モデリング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較（潜在的な評価尺度や制約をも意識した最適化モデリングに絞った評価）
	（８）引用資料

	３.３.６　最適化ソフトウェアと応用
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.４　ネットワーク論区分
	３.４.１　複雑ネットワークおよび総論
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.４.２　機械学習・データマイニング分野におけるネットワーク構造解析
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.４.３　ネットワークに関する離散数学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.４.４　ネットワークを扱うソフトウェア
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.５　複雑システム区分
	３.５.１　複雑系生命科学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.２　複雑系脳・神経科学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.３　複雑系数学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.４　複雑系物理学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.５　複雑系数理モデル学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.６　複雑系社会学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.５.７　複雑系経済学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.６　サービスシステム区分
	３.６.１　サービス価値創造基盤システム
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.２　サービスシステムモデル
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.３　価値共創過程のモデリング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.４　サービスデザイン
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.５　価値共創の測定・評価
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.６　製品サービスシステム
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.７　地域・コミュニティサービスシステム
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.８　対人サービスシステム
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.６.９　ＩＴサービスシステム
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料


	３.７　システム構築方法論区分
	３.７.１　合意形成
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.２　問題構造化技法
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.３　高信頼要求工学
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.４　システムアシュアランス
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.５　コンセプトエンジニアリング
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.６　SoSアーキテクチャ
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.７　ライフサイクルマネジメント
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.８　プロジェクトマネジメント
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料

	３.７.９　品質マネジメント
	（１）研究開発領域名
	（２）研究開発領域の簡潔な説明
	（３）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
	（４）科学技術的・政策的課題
	（５）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など）
	（６）キーワード
	（７）国際比較
	（８）引用資料



	（付録1）専門用語説明
	（付録2）執筆協力者一覧
	≪２．俯瞰対象分野の全体像≫
	２.１.４　各俯瞰区分における研究開発領域の概要

	≪３．研究開発領域≫
	３.１　モデリング
	３.２　制御
	３.３　最適化
	３.４　ネットワーク論
	３.５　複雑システム
	３.６　サービスシステム
	３.７　システム構築方法論


	（付録3）索引
	（付録4） 研究開発の俯瞰報告書（2015年）全分野で対象としている研究開発領域一覧
	１．環境・エネルギー分野（CRDS-FY2015-FR-02）
	２．ライフサイエンス・臨床医学分野（CRDS-FY2015-FR-03）
	３．情報科学技術分野（CRDS-FY2015-FR-04）
	４．ナノテクノロジー・材料分野（CRDS-FY2015-FR-05）
	５．システム科学技術分野（CRDS-FY2015-FR-06）

	CRDS-FY2015-FR-06



